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1．重大事故等対策

1.0 重大事故等対策における共通事項 

1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等 

1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手

順等 

1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手

順等 

1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 

1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等 

1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等 

1.8 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等 

1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等 

1.10 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 

1.11 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等 

1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等 

1.14 電源の確保に関する手順等 

1.15 事故時の計装に関する手順等 

1.16 原子炉制御室の居住性等に関する手順等 

1.17 監視測定等に関する手順等 

1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

1.19 通信連絡に関する手順等 

2. 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他テロリズムへの

対応における事項

2.1 可搬型設備等による対応

下線は，今回の提出資料を示す。 
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1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等 

 
 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、運転時の異常な過渡変化時において発電用原

子炉の運転を緊急に停止することができない事象が発生するおそれがある場

合又は当該事象が発生した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため、

原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器の健全性を維持するととも

に、発電用原子炉を未臨界に移行するために必要な手順等が適切に整備されて

いるか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

【解釈】 

１ 「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象のおそれがあ

る場合」とは、発電用原子炉を緊急停止していなければならない状況にもか

かわらず、原子炉出力又は原子炉圧力等のパラメータの変化から緊急停止し

ていないことが推定される場合のことをいう。 

２ 「発電用原子炉を未臨界に移行するために必要な手順等」とは、以下に掲

げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等を

いう。 

（１）沸騰水型原子炉(BWR)及び加圧水型原子炉(PWR)共通 

ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象の 

おそれがある場合」に、手動による原子炉の緊急停止操作を実施すること。 

（２）BWR 

ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象の 

おそれがある場合」に、原子炉出力を制御するため、原子炉冷却材再循環 

ポンプが自動停止しない場合は、手動で停止操作を実施すること。 

ｂ）十分な反応度制御能力を有するほう酸水注入設備（SLCS）を起動する判 

断基準を明確に定めること。 

ｃ）発電用原子炉を緊急停止することができない事象の発生時に不安定な出 

力振動が検知された場合には、ほう酸水注入設備（SLCS）を作動させるこ 

と。 

（３）PWR 

ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象の 

おそれがある場合」に、原子炉出力を抑制するため、補助給水系ポンプが 

自動起動しない場合又はタービンが自動停止しない場合は、手動操作によ 

り実施すること。 

ｂ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象の 

おそれがある場合」に、化学体積制御設備又は非常用炉心冷却設備による 

十分な量のほう酸水注入を実施すること。 

1.1-2

1.1-2



 

 

 

運転時の異常な過渡変化時において発電用原子炉を停止させるための設計基

準事故対処設備は，原子炉保護系である。 

この設備が機能喪失した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため，原

子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器の健全性を維持するとともに，発

電用原子炉を未臨界にするための対処設備を整備する。ここでは，この対処設備

を活用した手順等について説明する。 
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1.1.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

運転時の異常な過渡変化により発電用原子炉の緊急停止が必要な状況にお

ける設計基準事故対処設備として，原子炉保護系を設置している。 

この設計基準事故対処設備が故障した場合は，その機能を代替するために，

設計基準事故対処設備が有する機能，相互関係を明確にした（以下「機能喪失

原因対策分析」という。）上で，想定する故障に対応できる対応手段及び重大

事故等対処設備を選定する（第 1.1－1 図）。 

 

重大事故等対処設備のほかに，設計基準事故対処設備による対応手段並びに

柔軟な事故対応を行うための対応手段及び自主対策設備※１を選定する。 

※１ 自主対策設備：技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべ          

てのプラント状況において使用することは困難であ

るが，プラント状況によっては，事故対応に有効な設

備。 

 

選定した重大事故等対処設備により，技術的能力審査基準（以下「審査基準」

という。）だけでなく，設置許可基準規則第四十四条及び技術基準規則第五十

九条（以下「基準規則」という。）の要求機能を満足する設備が網羅されてい

ることを確認するとともに，設計基準事故対処設備及び自主対策設備との関係

を明確にする。 

 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

機能喪失原因対策分析の結果，運転時の異常な過渡変化時にフロントライン

系故障として原子炉保護系の故障を想定する。 

サポート系故障（電源喪失又は制御用空気喪失）は，原子炉保護系の電源又

はスクラム弁の制御用空気が喪失することにより制御棒が挿入されることか

ら想定しない。 

設計基準事故対処設備に要求される機能の喪失原因から選定した対応手段

及び審査基準，基準規則からの要求により選定した対応手段と，その対応に使

用する重大事故等対処設備，設計基準事故対処設備及び自主対策設備を以下に

示す。 

なお，機能喪失を想定する設計基準事故対処設備，対応に使用する重大事故

等対処設備，設計基準事故対処設備及び自主対策設備と整備する手順について

の関係を第 1.1－1 表に整理する。 

 

ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

(a) 原子炉緊急停止 

運転時の異常な過渡変化時において発電用原子炉の運転を緊急に停止
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することができない事象（以下「ＡＴＷＳ」という。）が発生するおそれ

がある場合又はＡＴＷＳが発生した場合に，原子炉手動スクラム又は代替

制御棒挿入機能による制御棒の緊急挿入により，発電用原子炉を緊急停止

する手段がある。 

 

ⅰ 原子炉手動スクラム 

中央制御室からの原子炉手動スクラム操作により発電用原子炉を緊急

停止する。 

原子炉手動スクラム操作により発電用原子炉を緊急停止する設備は以

下のとおり。 

・原子炉手動スクラムＰＢ 

・原子炉モードスイッチ「停止」 

・制御棒 

・制御棒駆動機構 

・制御棒駆動水圧系 配管・弁 

・制御棒駆動水圧系水圧制御ユニット 

・非常用交流電源設備 

（添付資料 1.1.8） 

ⅱ 代替制御棒挿入機能による制御棒緊急挿入 

代替制御棒挿入機能は，原子炉圧力高又は原子炉水位低（レベル２）

の信号により作動し，自動で制御棒を緊急挿入する。 

また，上記「ⅰ 原子炉手動スクラム」の対応手段を実施しても全制

御棒全挿入が確認できない場合は，中央制御室からの手動操作により代

替制御棒挿入機能を作動させて制御棒を緊急挿入する。 

代替制御棒挿入機能により制御棒を緊急挿入する設備は以下のとおり。 

・ＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒挿入機能） 

・制御棒 

・制御棒駆動機構 

・制御棒駆動水圧系 配管・弁 

・制御棒駆動水圧系水圧制御ユニット 

・非常用交流電源設備 

 

(b) 原子炉再循環ポンプ停止による原子炉出力抑制 

ＡＴＷＳが発生した場合に，代替原子炉再循環ポンプトリップ機能又は

原子炉再循環ポンプの手動停止操作により，原子炉出力を抑制する手段が

ある。 

代替原子炉再循環ポンプトリップ機能は，原子炉圧力高又は原子炉水位

低（レベル２）の信号により原子炉再循環ポンプを自動で停止させて原子

炉出力を抑制する。 
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原子炉再循環ポンプが自動で停止しない場合は，中央制御室からの手動

操作により原子炉再循環ポンプを停止し，原子炉出力を抑制する。 

原子炉再循環ポンプ停止により原子炉出力を抑制する設備は以下のと

おり。 

・ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能） 

・非常用交流電源設備 

 

(c) 自動減圧系の起動阻止スイッチによる原子炉出力急上昇防止 

ＡＴＷＳが発生した場合に，自動減圧起動阻止スイッチ及び代替自動減

圧起動阻止スイッチにより，自動減圧系及び代替自動減圧ロジック（代替

自動減圧機能）による自動減圧を阻止し，発電用原子炉の自動減圧による

原子炉圧力容器への冷水注水量の増加に伴う原子炉出力の急上昇を防止

する手段がある。 

自動減圧系の起動阻止スイッチにより原子炉出力の急上昇を防止する

設備は以下のとおり。 

・自動減圧起動阻止スイッチ 

・代替自動減圧起動阻止スイッチ 

・非常用交流電源設備 

 

(d) ほう酸水注入 

ＡＴＷＳが発生した場合に，ほう酸水を注入することにより発電用原子

炉を未臨界にする手段がある。 

上記「(b) 原子炉再循環ポンプ停止による原子炉出力抑制」の対応手

段により原子炉出力を抑制した後，中央制御室からの手動操作により十分

な反応度制御能力を有するほう酸水注入系を起動し，ほう酸水を注入する

ことで発電用原子炉を未臨界にする。 

ほう酸水注入系を起動させる判断基準は，ＡＴＷＳ発生直後に行う原子

炉再循環ポンプの停止操作並びに自動減圧起動阻止スイッチ及び代替自

動減圧起動阻止スイッチによる原子炉出力急上昇防止操作の実施後とす

る。これにより，ＡＴＷＳ発生時は，不安定な出力振動の発生の有無にか

かわらずほう酸水注入系を起動させることとしている。 

ほう酸水注入により発電用原子炉を未臨界にする設備は以下のとおり。 

・ほう酸水注入ポンプ 

・ほう酸水貯蔵タンク 

・ほう酸水注入系 配管・弁 

・差圧検出・ほう酸水注入系配管（原子炉圧力容器内部） 

・原子炉圧力容器 

・非常用交流電源設備 
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(e) 原子炉圧力容器内の水位低下操作による原子炉出力抑制 

ＡＴＷＳが発生した場合に，原子炉圧力容器内の水位を低下させること

により原子炉出力を抑制する手段がある。 

発電用原子炉が隔離状態である場合は，中央制御室からの手動操作にて

原子炉圧力容器内の水位（原子炉冷却材の自然循環に必要な水頭圧）を低

下させることにより，原子炉冷却材の自然循環量を減少させ，発電用原子

炉内のボイド率を上昇させて原子炉出力を抑制する。 

原子炉圧力容器内の水位低下操作により原子炉出力を抑制する設備は

以下のとおり。 

・原子炉水位制御系 

・給水系（タービン駆動原子炉給水ポンプ及び電動機駆動原子炉給水ポ

ンプ） 

・原子炉隔離時冷却系 

・高圧炉心スプレイ系 

・非常用交流電源設備 

 

(f) 制御棒挿入 

ＡＴＷＳが発生した場合に，上記「 (a) 原子炉緊急停止」の対応手

段を実施しても全制御棒全挿入が確認できない場合は，手動操作により

制御棒を挿入する手段がある。 

ⅰ 選択制御棒挿入機構による原子炉出力抑制 

ＡＴＷＳが発生した場合に，選択制御棒挿入機構により選択された制

御棒を挿入し原子炉出力を抑制する手段がある。 

選択制御棒挿入機構により原子炉出力を抑制する設備は以下のとおり。 

・選択制御棒挿入機構 

・制御棒 

・制御棒駆動機構 

・制御棒駆動水圧系 配管・弁 

・制御棒駆動水圧系水圧制御ユニット 

・非常用交流電源設備 

 

ⅱ 制御棒手動挿入 

補助盤室でのスクラムテストスイッチ及び原子炉保護系電源スイッチ

の操作並びに中央制御室からの手動操作による制御棒挿入，現場でのス

クラムパイロット弁制御用空気の排出操作により制御棒を挿入する。 

制御棒を手動で挿入する設備は以下のとおり。 

・スクラムテストスイッチ 

・原子炉保護系電源スイッチ 

・スクラムパイロット弁計装用配管・弁 
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・制御棒 

・制御棒駆動機構 

・制御棒駆動水圧系 配管・弁 

・制御棒駆動水圧系水圧制御ユニット 

・制御棒手動操作・監視系 

・非常用交流電源設備 

 

(g) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

原子炉緊急停止で使用する設備のうち，ＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒

挿入機能），制御棒，制御棒駆動機構，制御棒駆動水圧系 配管・弁及び

制御棒駆動水圧系水圧制御ユニットは重大事故等対処設備として位置付

ける。また，非常用交流電源設備は重大事故等対処設備（設計基準拡張）

として位置付ける。 

原子炉再循環ポンプ停止による原子炉出力抑制で使用する設備のうち，

ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能）は重大事故等

対処設備として位置付ける。また，非常用交流電源設備は重大事故等対処

設備（設計基準拡張）として位置付ける。 

ほう酸水注入で使用する設備のうち，ほう酸水注入ポンプ，ほう酸水貯

蔵タンク，ほう酸水注入系 配管・弁，差圧検出・ほう酸水注入系配管（原

子炉圧力容器内部）及び原子炉圧力容器は重大事故等対処設備として位置

付ける。また，非常用交流電源設備は重大事故等対処設備（設計基準拡張）

として位置付ける。 

自動減圧系の起動阻止スイッチによる原子炉出力急上昇防止で使用す

る設備のうち，自動減圧起動阻止スイッチ及び代替自動減圧起動阻止スイ

ッチは重大事故等対処設備として位置付ける。また，非常用交流電源設備

は重大事故等対処設備（設計基準拡張）として位置付ける。 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定した設備は，審査基準

及び基準規則に要求される設備がすべて網羅されている。 

（添付資料 1.1.1） 

 

以上の重大事故等対処設備により，発電用原子炉を緊急に停止できない

場合においても，原子炉出力を抑制し，発電用原子炉を未臨界にすること

ができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に有効な設備であ

るため，自主対策設備と位置付ける。あわせて，その理由を示す。 

・原子炉手動スクラムＰＢ，原子炉モードスイッチ「停止」 

運転時の異常な過渡変化時において，発電用原子炉が自動で緊急停

止しなかった場合に，原子炉手動スクラムＰＢの操作及び原子炉モー

ドスイッチを「停止」位置に切り替える操作により制御棒の緊急挿入
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を可能とするための設計基準事故対処設備であり，主スクラム回路を

共有しているため，重大事故等対処設備とは位置付けない。 

・原子炉圧力容器内の水位低下操作で使用する設備 

耐震性がないものの，常用電源が健全であれば給水系（タービン駆

動原子炉給水ポンプ及び電動機駆動原子炉給水ポンプ）による原子炉

圧力容器への給水量の調整により原子炉圧力容器内の水位を低下でき

ることから，原子炉出力を抑制する手段として有効である。なお，原

子炉隔離時冷却系又は高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への

注水が行われている場合は，これらによる原子炉圧力容器内の水位制

御を優先する。 

     ・選択制御棒挿入機構 

あらかじめ選択された制御棒を自動的に挿入する機能であり，ＡＴ

ＷＳ発生時の状況によっては発電用原子炉の未臨界の達成又は維持は

困難であるが，原子炉出力を抑制する手段として有効である。 

・スクラムテストスイッチ 

全制御棒全挿入が完了するまでに時間を要するものの，補助盤室に

設置してある当該スイッチを操作することで制御棒の緊急挿入が可能

であることから，制御棒を挿入する手段として有効である。 

・制御棒手動操作・監視系  

全制御棒全挿入が完了するまでに時間を要するものの，スクラムテ

ストスイッチ若しくは原子炉保護系電源スイッチの操作により制御棒

を水圧駆動で挿入完了するまでの間，又はこれらの操作が実施できな

い場合に，手動で制御棒を挿入する手段として有効である。 

・原子炉保護系電源スイッチ 

原子炉保護系の監視及び操作はできなくなるものの，当該電源スイ

ッチを操作し，スクラムパイロット弁電磁コイルの電源を遮断するこ

とで，制御棒の緊急挿入が可能であることから，制御棒を挿入する手

段として有効である。 

・スクラムパイロット弁計装用配管・弁 

全制御棒全挿入が完了するまでに時間を要するものの，現場に設置

してある計装用配管内の制御用空気を排出することで制御棒のスクラ

ム動作が可能であることから，制御棒を挿入する手段として有効であ

る。 

 

ｂ．手順等 

上記「ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設備」により選定した

対応手段に係る手順を整備する。 

これらの手順は，ＡＴＷＳ時における運転員による一連の対応として事故

時操作要領書（徴候ベース）（以下「ＥＯＰ」という。）に定める（第 1.1－1
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表）。 

また，重大事故等時に監視が必要となる計器についても整理する（第 1.1

－2 表）。 

 

1.1.2 重大事故等時の手順 

1.1.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) ＥＯＰ「スクラム」（原子炉出力） 

運転時の異常な過渡変化時において，原子炉自動スクラム信号が発信した場

合又は原子炉手動スクラム操作を実施した場合は，原子炉スクラムの成否を確

認するとともに，原子炉モードスイッチを「停止」位置に切り替えることによ

り原子炉スクラムを確実にする。 

  

ａ．手順着手の判断基準 

原子炉自動スクラム信号が発信した場合又は原子炉手動スクラム操作を

した場合。 

 

ｂ．操作手順 

ＥＯＰ「スクラム」（原子炉出力）における操作手順の概要は以下のとお

り。各手順の成功は，全制御棒全挿入ランプの点灯及び原子炉出力の低下に

より確認する。手順の対応フローを第 1.1－2 図に，タイムチャートを第 1.1

－3 図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，中央制御室運転員に原子

炉スクラム状況の確認を指示する。原子炉スクラムが成功していない

場合は，原子炉手動スクラム操作及び手動による代替制御棒挿入操作

を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，スクラム警報の発報の有無，制御棒の挿入状

態及び原子炉出力の低下の状況を状態表示にて確認する。 

③中央制御室運転員Ａは，原子炉スクラムが成功していない場合は，原

子炉手動スクラム操作及び手動による代替制御棒挿入操作を実施する。 

④中央制御室運転員Ａは，原子炉モードスイッチを「停止」位置に切り

替える。 

⑤当直副長は，上記④の操作を実施しても全制御棒が全挿入とならず，

未挿入の制御棒が 1本よりも多い場合は，ＡＴＷＳと判断し，中央制

御室運転員にＥＯＰ 「反応度制御」へ移行を指示する。 

 

ｃ．操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，作業開始

を判断してからＥＯＰ「反応度制御」への移行まで２分以内で可能である。 

（添付資料 1.1.6） 
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(2) ＥＯＰ「反応度制御」 

ＡＴＷＳ発生時に，発電用原子炉を安全に停止させる。 

 

ａ．手順着手の判断基準 

ＥＯＰ「スクラム」（原子炉出力）の操作を実施しても，制御棒 1 本より

も多くの制御棒が未挿入の場合。 

なお，制御棒手動操作・監視系の故障により，制御棒の位置が確認できな

い場合もＡＴＷＳと判断する。 

 

ｂ．操作手順 

ＥＯＰ「反応度制御」における操作手順の概要は以下のとおり。各手順の

成功は，全制御棒全挿入ランプの点灯及び原子炉出力の低下により確認する。

手順の対応フローを第 1.1－4 図及び第 1.1－5 図に，概要図を第 1.1－6 図

に，タイムチャートを第 1.1－7 図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，中央制御室運転員に原子

炉再循環ポンプ停止による原子炉出力の抑制操作，並びに自動減圧系

及び代替自動減圧機能の自動起動阻止操作を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，代替原子炉再循環ポンプトリップ機能による

原子炉再循環ポンプの自動停止状況を状態表示にて確認する。代替原

子炉再循環ポンプトリップ機能が作動していない場合は，手動操作に

より原子炉再循環ポンプを停止する。 

③中央制御室運転員Ａは，自動減圧系及び代替自動減圧機能の自動起動

阻止操作を実施する。 

④当直副長は，原子炉再循環ポンプ停止による原子炉出力の抑制操作，

並びに自動減圧系及び代替自動減圧機能の自動起動阻止操作が完了し

たことを確認し，中央制御室運転員にほう酸水注入系の起動操作，原

子炉圧力容器内の水位低下操作及び制御棒の挿入操作を同時に行うこ

とを指示する。同時に行うことが不可能な場合は，ほう酸水注入系の

起動操作，原子炉圧力容器内の水位低下操作，制御棒の挿入操作の順

で優先させる。 

⑤中央制御室運転員Ａは，ほう酸水注入ポンプ（Ａ）又は（Ｂ）の起動

操作（ＳＬＣ起動操作スイッチを「Ａ系統」位置（Ｂ系を起動する場

合は「Ｂ系統」位置）にすることで，Ａ（Ｂ）－ＳＬＣタンク出口弁

及びＡ（Ｂ）－ＳＬＣ注入弁が全開となり，ほう酸水注入ポンプが起

動し，原子炉圧力容器へのほう酸水注入が開始される。）を実施し，あ

わせて，ほう酸水貯蔵タンク液位指示値の低下，平均出力領域計装指

示値又は中性子源領域計装指示値の低下を確認する。 

⑥中央制御室運転員Ｂは，発電用原子炉が隔離状態の場合は，給水系（タ
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ービン駆動原子炉給水ポンプ及び電動機駆動原子炉給水ポンプ），原子

炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注

水量を減少させ，原子炉圧力容器内の水位を低下させることで原子炉

出力を３％未満に維持する。原子炉出力を３％未満に維持できない場

合は，原子炉圧力容器内の水位を原子炉水位低（レベル１Ｈ）以上に

維持するように原子炉圧力容器内の水位の低下操作を実施する。 

⑦中央制御室運転員Ａ及びＢ又は現場運転員Ｃ及びＤは，以下の操作に

より制御棒を挿入する。 

・原子炉手動スクラム操作 

・手動操作による代替制御棒挿入機能の作動 

・手動操作による選択制御棒挿入機構の作動 

・制御棒手動挿入操作 

・スクラムテストスイッチの操作 

・原子炉保護系電源スイッチの操作 

・スクラムパイロット弁制御用空気の排出操作 

・原子炉スクラムリセット後の手動スクラムＰＢによる原子炉手動ス

クラム操作 

・原子炉スクラムリセット後の手動操作による代替制御棒挿入機能の

作動 

・原子炉スクラムリセット後のスクラムテストスイッチの操作 

⑧当直副長は，上記⑦の操作を実施中に全制御棒全挿入又は１本のみ制

御棒未挿入の状態まで挿入完了した場合は，中央制御室運転員にほう

酸水注入系の停止を指示する。 

⑨当直副長は，中央制御室運転員に逃がし安全弁からの蒸気流入による

サプレッション・プール水温度の上昇を抑制するため，残留熱除去系

（サプレッション・プール水冷却モード）の起動を指示する。 

⑩中央制御室運転員Ｂは，残留熱除去系（サプレッション・プール水冷

却モード）を起動する。 

⑪当直副長は，サプレッション・プール水温度指示値が規定値に到達し

た場合は，中央制御室運転員にサプレッション・チェンバを水源とし

て運転している原子炉隔離時冷却系の停止操作を指示する。 

⑫中央制御室運転員Ｂは，手動操作により原子炉隔離時冷却系の停止操

作を実施する。 

 制御棒を挿入できなかった場合は，ほう酸水の全量注入完了を確認し，中 

央制御室運転員にほう酸水注入系の停止を指示する。 

 

ｃ．操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員２名にて作業を実施した場合，作業開始

を判断してからの各操作の想定時間は以下のとおり。 

1.1-12

1.1-12



 

 

 

・代替原子炉再循環ポンプトリップ機能の作動確認完了：２分以内 

・自動減圧系及び代替自動減圧機能の起動阻止操作完了：３分以内 

・ほう酸水注入系の起動操作完了：６分以内 

・残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）操作完了：47 分

以内 

・原子炉圧力容器内の水位低下操作開始：６分以内 

・制御棒手動挿入操作開始：７分以内 

・原子炉手動スクラム操作及び代替制御棒挿入機能による制御棒緊急挿入

操作完了：６分以内 

・選択制御棒挿入機構による原子炉出力抑制操作完了：７分以内 

・原子炉スクラムリセット後の原子炉手動スクラム操作完了：16 分以内 

・原子炉スクラムリセット後の代替制御棒挿入機能による制御棒緊急挿入

操作完了：27 分以内 

 

現場運転員２名にて作業を実施した場合，作業開始を判断してからの各操

作の想定時間は以下のとおり。 

・スクラムテストスイッチによる制御棒挿入操作完了：16 分以内 

・原子炉保護系電源スイッチ操作完了：22 分以内 

・スクラムパイロット弁制御用空気の排出操作完了：37 分以内 

・原子炉スクラムリセット後のスクラムテストスイッチによる制御棒挿入

操作完了：47 分以内 

円滑に作業ができるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通信連

絡設備を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料 1.1.4，添付資料 1.1.5，添付資料 1.1.6，添付資料 1.1.7， 

添付資料 1.1.9） 

 

(3) 重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対応手段の選択フロー

チャートを第 1.1－8 図に示す。 

運転時の異常な過渡変化時において，発電用原子炉の運転を緊急に停止すべ

き状況にもかかわらず，全制御棒が発電用原子炉へ全挿入されない場合，ＥＯ

Ｐ「スクラム」（原子炉出力）に従い，中央制御室から速やかに操作が可能で

ある原子炉手動スクラムＰＢの操作，手動による代替制御棒挿入操作及び原子

炉モードスイッチの「停止」位置への切替え操作により，発電用原子炉を緊急

停止させる。 

原子炉手動スクラムＰＢの操作，手動による代替制御棒挿入操作及び原子炉

モードスイッチの「停止」位置への切替え操作を実施しても発電用原子炉の緊

急停止ができない場合は，原子炉停止機能喪失と判断する。ＥＯＰ「反応度制

御」に従い，原子炉再循環ポンプ停止による原子炉出力の抑制操作，並びに自
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動減圧系及び代替自動減圧機能の自動起動阻止操作を行うとともに，発電用原

子炉を未臨界にするため，ほう酸水注入系を速やかに起動させる。 

また，原子炉出力を抑制するため，原子炉圧力容器内の水位低下操作を行う。 

さらに，制御棒挿入により発電用原子炉を未臨界にするため，スクラム弁の

開閉状態に合わせた操作により全制御棒全挿入操作を行う。 

1.1.2.2 その他の手順項目について考慮する手順 

残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）によるサプレッション・

プール水の除熱手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて

整備する。 

操作の判断，確認に係る計装設備に関する手順は，「1.15 事故時の計装に関す

る手順等」にて整備する。 
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第 1.1－1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順 

 

対応手段，対処設備，手順書一覧(１／３) 

（フロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対応設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

原子炉保護系 

原
子
炉
手
動
ス
ク
ラ
ム 

原子炉手動スクラムＰＢ

※１ 

原子炉モードスイッチ「停

止」 ※１ 

制御棒 

制御棒駆動機構 

制御棒駆動水圧系配管・弁 

制御棒駆動水圧系水圧制

御ユニット 

非常用交流電源設備 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「スクラム」（原子炉出力） 

 

代
替
制
御
棒
挿
入
機
能 

 

に
よ
る
制
御
棒
緊
急
挿
入 

ATWS 緩和設備（代替制御棒

挿入機能） ※２ 

制御棒 

制御棒駆動機構 

制御棒駆動水圧系配管・弁 

制御棒駆動水圧系水圧制

御ユニット 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「スクラム」（原子炉出力） 

非常用交流電源設備 
重
大
事
故
等
対
処
設

備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

原
子
炉
再
循
環
ポ
ン
プ
停
止 

に
よ
る
原
子
炉
出
力
抑
制 

ATWS 緩和設備（代替原子炉

再循環ポンプトリップ機

能） ※２ 

重
大
事
故
等

対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「反応度制御」 

非常用交流電源設備 
重
大
事
故
等
対
処
設

備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

※１：発電用原子炉が自動で緊急停止しなかった場合に，原子炉手動スクラムＰＢの操作及び原子炉モードス

イッチを「停止」位置に切り替える操作により制御棒の緊急挿入を可能とするための設計基準事故対

処設備であり，重大事故対処設備とは位置付けない。 

※２：自動で作動させる機能及び中央制御室の操作スイッチにより手動で作動させる機能がある。 
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対応手段，対処設備，手順書一覧(２／３) 

（フロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対応設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

原子炉保護系 
自
動
減
圧
系
の
起
動
阻
止
ス
イ
ッ
チ 

に
よ
る
原
子
炉
出
力
急
上
昇
防
止 

自動減圧起動阻止スイッチ 

代替自動減圧起動阻止スイッ

チ 

重
大
事
故
等

対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「反応度制御」 

非常用交流電源設備 
重
大
事
故
等
対
処
設

備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

ほ
う
酸
水
注
入 

ほう酸水注入ポンプ 

ほう酸水貯蔵タンク 

ほう酸水注入系 配管・弁 

差圧検出・ほう酸水注入系配

管（原子炉圧力容器内部） 

原子炉圧力容器 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「反応度制御」 

非常用交流電源設備 
重
大
事
故
等
対
処
設

備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

選
択
制
御
棒
挿
入
機
構 

に
よ
る
原
子
炉
出
力
抑
制 

選択制御棒挿入機構 

制御棒 

制御棒駆動機構 

制御棒駆動水圧系配管・弁 

制御棒駆動水圧系水圧制御ユ

ニット 

非常用交流電源設備 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「反応度制御」 

※１：発電用原子炉が自動で緊急停止しなかった場合に，原子炉手動スクラムＰＢの操作及び原子炉モードス

イッチを「停止」位置に切り替える操作により制御棒の緊急挿入を可能とするための設計基準事故対

処設備であり，重大事故対処設備とは位置付けない。 

※２：自動で作動させる機能及び中央制御室の操作スイッチにより手動で作動させる機能がある。 
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対応手段，対処設備，手順書一覧(３／３) 
（フロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対応設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

原子炉保護系 

制
御
棒
手
動
挿
入 

スクラムテストスイッチ 

原子炉保護系電源スイッチ 

スクラムパイロット弁計装

用配管・弁 

制御棒 

制御棒駆動機構 

制御棒駆動水圧系配管・弁 

制御棒駆動水圧系水圧制御ユ

ニット 

制御棒手動操作・監視系 

非常用交流電源設備 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「反応度制御」 

原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
水
位
低
下
操
作

に
よ
る
原
子
炉
出
力
抑
制 

原子炉水位制御系 

給水系（タービン駆動原子炉

給水ポンプ及び電動機駆動原

子炉給水ポンプ） 

原子炉隔離時冷却系 

高圧炉心スプレイ系 

非常用交流電源設備 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「反応度制御」 

※１：発電用原子炉が自動で緊急停止しなかった場合に，原子炉手動スクラムＰＢの操作及び原子炉モードス

イッチを「停止」位置に切り替える操作により制御棒の緊急挿入を可能とするための設計基準事故対

処設備であり，重大事故対処設備とは位置付けない。 

※２：自動で作動させる機能及び中央制御室の操作スイッチにより手動で作動させる機能がある。 
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第 1.1－2 表 重大事故等対処に係る監視計器

監視計器一覧(１／３) 

※１：原子炉自動スクラム信号の設定値については，添付資料 1.1.3 参照

対応手順 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.1.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1)ＥＯＰ「スクラム」（原子炉出力）

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「スクラム」（原子炉出力） 

原子炉手動スクラム 

判
断
基
準

スクラム発生の有無 スクラム警報

スクラム要素 原子炉自動スクラムに至るパラメータの変化 ※１ 

プラント停止状態 
全制御棒全挿入ランプ 

制御棒手動操作・監視系 

原子炉出力 平均出力領域計装 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「スクラム」（原子炉出力） 

代替制御棒挿入機能によ

る制御棒緊急挿入（手動） 

操
作

プラント停止状態 
全制御棒全挿入ランプ 

制御棒手動操作・監視系 

原子炉出力 
平均出力領域計装 

中性子源領域計装 

1.1-18
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監視計器一覧(２／３) 

※１：原子炉自動スクラム信号の設定値については，添付資料 1.1.3 参照 

 

 

 

対応手順 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.1.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(2)ＥＯＰ「反応度制御」 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「反応度制御」 

 

原子炉再循環ポンプ停止

による原子炉出力抑制 

判
断
基
準 

プラント停止状態 
全制御棒全挿入ランプ 

制御棒手動操作・監視系 

操
作 

原子炉再循環ポンプ 

しゃ断器開放状態 
原子炉再循環ポンプしゃ断器表示灯 

原子炉再循環 

ポンプ運転状態 
原子炉再循環ポンプ表示灯 

原子炉出力 
平均出力領域計装 

中性子源領域計装 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「反応度制御」 

 

自動減圧系の起動阻止ス

イッチによる原子炉出力

急上昇防止 

判
断
基
準 

プラント停止状態 
全制御棒全挿入ランプ 

制御棒手動操作・監視系 

操
作 

自動減圧起動阻止， 

代替自動減圧起動阻止状

態 

「ADS／AM-ADS 起動阻止」警報 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「反応度制御」 

 

ほう酸水注入 

操
作 

未臨界の維持又は監視 

平均出力領域計装 

中性子源領域計装 

ほう酸水注入ポンプ出口圧力 

ほう酸水貯蔵タンク液位 

原子炉浄化系運転状態 原子炉浄化系隔離弁表示灯 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「反応度制御」 

 

原子炉圧力容器内の水位

低下操作による原子炉出

力抑制 

操
作 

原子炉出力 
平均出力領域計装 

中性子源領域計装 

原子炉隔離状態の有無 主蒸気隔離弁開閉表示灯 

原子炉圧力容器内の 

水位 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器への 

注水量 

原子炉給水流量 

原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量 

高圧炉心スプレイポンプ出口流量 

補機監視機能 

原子炉隔離時冷却ポンプ出口圧力 

原子炉隔離時冷却系タービン入口圧力 

原子炉隔離時冷却系タービン排気圧力 

原子炉隔離時冷却系タービン回転速度 

高圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

1.1-19
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監視計器一覧(３／３) 

※１：原子炉自動スクラム信号の設定値については，添付資料 1.1.3 参照 

対応手順 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.1.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(2)ＥＯＰ「反応度制御」 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「反応度制御」 

 

原子炉手動スクラム 
判
断
基
準 

スクラム発生の有無 スクラム警報 

スクラム要素 原子炉自動スクラムに至るパラメータの変化 ※１ 

プラント停止状態 
全制御棒全挿入ランプ 

制御棒手動操作・監視系 

原子炉出力 平均出力領域計装 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「反応度制御」 

 

代替制御棒挿入機能に

よる制御棒緊急挿入

（手動） 

操
作 

プラント停止状態 
全制御棒全挿入ランプ 

制御棒手動操作・監視系 

原子炉出力 
平均出力領域計装 

中性子源領域計装 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「反応度制御」 

 

選択制御棒挿入機構に

よる原子炉出力抑制 

操
作 

プラント停止状態 
全制御棒全挿入ランプ 

制御棒手動操作・監視系 

原子炉出力 
平均出力領域計装 

中性子源領域計装 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「反応度制御」 

 

制御棒手動挿入 
操
作 

プラント停止状態 

スクラム弁開閉表示 

全制御棒全挿入ランプ 

制御棒手動操作・監視系 

原子炉出力 
平均出力領域計装 

中性子源領域計装 

原子炉圧力容器内 

の圧力 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

補助監視機能 制御棒駆動水圧系駆動水差圧 
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第 1.1－1 図 機能喪失原因対策分析 

フロントライン系故障時の対応手段
① 原子炉手動スクラム
② 代替制御棒挿入機能による制御棒緊急挿入

③ 原子炉再循環ポンプ停止による原子炉出力抑制
④ 自動減圧系の起動阻止スイッチによる原子炉出力急上昇防止
⑤ ほう酸水注入

⑥ 原子炉圧力容器内の水位低下操作による原子炉出力抑制
⑦ 制御棒手動挿入（選択制御棒挿入機構による原子炉出力抑制）
⑧ 制御棒手動挿入（スクラムテストスイッチ）

⑨ 制御棒手動挿入（原子炉保護系電源スイッチ）
⑩ 制御棒手動挿入（制御棒手動操作・監視系）
⑪ 制御棒手動挿入（スクラムパイロット弁制御用空気排出によるスクラム）

フロントライン系

原子炉緊急停止失敗 ③，④，⑤，⑥

運転時の異常な過渡変化 
制御棒による 

原子炉停止機能喪失 

スクラム機械系機能喪失

（制御棒駆動水圧系水圧制御ユニット） 

配管故障 弁故障 
アキュムレータ

故障

スクラム排出水容器

機能喪失

スクラム電気系 

機能喪失 

スクラムパイロット弁
（電磁弁）不作動

自動スクラム信号 
不作動 

原子炉保護系盤 
作動回路故障 

計器故障 

②，⑩，⑪

①，⑦，⑧，⑨ 

凡例 

：ＡＮＤ条件 

：ＯＲ条件 

：フロントライン系の対応 

スクラム機械系機能喪失 
（スタック） 

注：サポート系故障（電源喪失又は制御用空気喪失）は，原子炉保護系の電源又はスクラム弁の制御用空気が喪失することにより制御棒が挿入されることから想定しない。 

1
.
1
-
2
1

1
.
1
-
2
1



 

※ 本資料は，「機能喪失原因対策分析」を基に，設計基準事故対処設備の機能が喪失に至る原因

を順次右側へ展開している。すなわち，機器の機能が喪失することにより，当該機器の左側に

記載される機能が喪失する関係にあることを示している。ただし，ＡＮＤ条件，ＯＲ条件につ

いては表現していないため，必要に応じて「機能喪失原因対策分析」を確認することとする。 

第 1.1－1 図 機能喪失原因対策分析（補足） 

凡例： フロントライン系 サポート系 故障を想定 対応手段あり

フロントライン系，サポート系の整理，故障の想定・対応手段
故障想定機器 故障要因１ 故障要因２ 故障要因３ 故障要因４

配管故障

弁故障

計器故障

自動スクラム信号
不作動

原子炉保護系盤
作動回路故障

スクラム電気系機能喪失

制御棒による
原子炉停止
機能喪失

原子炉緊急停止
失敗

スクラムパイロット弁
（電磁弁）不作動

運転時の異常な
過渡変化

スクラム機械系機能喪失
（スタック）

スクラム機械系機能喪失
（制御棒駆動水圧系
　水圧制御ユニット）

アキュムレータ
故障

スクラム排出水容器
機能喪失

1.1-22
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第1.1－2図 ＥＯＰ「スクラム」における発電用原子炉の 

緊急停止対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第1.1－3図 ＥＯＰ「スクラム」における発電用原子炉の緊急停止対応 タイムチャート 

手順の項目

スクラム成否の確認

原子炉手動スクラム操作及び代替制御棒挿入機能による制御棒緊急挿入操作

原子炉モードスイッチ「停止」位置切替え

全制御棒全挿入状況確認

制御棒挿入状況確認（制御棒１本よりも多くの制御棒が未挿入）

ＥＯＰ「反応度制御」へ移行

備考3

中央制御室運転員Ａ １ＥＯＰ「スクラム」

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

1 2

２分 ＥＯＰ「反応度制御」へ移行
事象発生

1
.
1
-
2
4

1
.
1
-
2
4



 

第1.1－4図 ＥＯＰ「反応度制御」における発電用原子炉の 

緊急停止対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第1.1－5図 ＥＯＰ「Ｓ／Ｃ温度制御」における対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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操作手順 弁名称 

⑤※１ Ａ（Ｂ）－ＳＬＣタンク出口弁 

⑤※２ Ａ（Ｂ）－ＳＬＣ注入弁 

第1.1－6図 ほう酸水注入系 概要図 

記載例 ○  ：操作手順番号を示す。 

○※１～：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，

その実施順を示す。 

凡例 

ポンプ 

電動作動 

弁 

逆止弁 

安全弁又は逃し弁 

配管 

使用する流路 

M0 

1
.
1
-
2
7

1
.
1
-
2
7



 

第1.1－7図 ＥＯＰ「反応度制御」における発電用原子炉の緊急停止対応 タイムチャート 

手順の項目

代替原子炉再循環ポンプトリップ機能の作動確認

自動減圧系及び代替自動減圧機能の起動阻止操作

手順の項目

中央制御室運転員Ａ １ 制御棒手動挿入（全制御棒全挿入の完了若しくは未挿入の制御棒が１本以下まで継続）

原子炉スクラムリセット操作

原子炉手動スクラム操作

原子炉スクラムリセット操作

代替制御棒挿入機能による制御棒緊急挿入操作

原子炉スクラムリセット操作

残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）操作

現場運転員Ｃ，Ｄ 2 移動，スクラムテストスイッチによる制御棒挿入操作

手順の項目

原子炉手動スクラム操作及び代替制御棒挿入機能による制御棒緊急挿入操作

選択制御棒挿入機構による原子炉出力抑制操作

制御棒手動挿入（全制御棒全挿入の完了若しくは未挿入の制御棒が１本以下まで継続）

中央制御室運転員Ｂ １

移動，スクラムテストスイッチによる制御棒挿入操作

原子炉保護系電源スイッチ操作

移動，スクラムパイロット弁制御用空気の排出操作

ＥＯＰ「反応度制御」
（スクラム弁が開の場合）

必要な要員と作業項目

中央制御室運転員Ｂ １

経過時間（分）

25 26 27 4716 37 46156 7 8 9 10

１中央制御室運転員Ａ

現場運転員Ｃ，Ｄ 2

36

残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）
操作

要員(数)

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考5 6 7 8 9 10 15 3716 20 21 22 23 35 36

原子炉圧力容器内の水位低下操作（出力３％未満を維持する。維持できない場合は，原子炉水位を
レベル１Ｈ以上に維持）

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

ほう酸水注入系の起動（全制御棒全挿入の完了若しくは未挿入の制御棒が１本以下又はほう酸水全量注水完了まで運転継続）

要員(数)

ＥＯＰ「反応度制御」

備考1

中央制御室運転員Ａ

中央制御室運転員Ｂ

１

１

6

ＥＯＰ「反応度制御」
（スクラム弁が閉の場合）

備考5

14 158 9 10 11 12 1372 3 4 5

ＥＯＰ「スクラム」より導入

1
.
1
-
2
8

1
.
1
-
2
8



 

第 1.1－8 図 重大事故等時の対応手段選択フローチャート 

代替制御棒挿入機能 
による制御棒緊急挿入 

（手動操作） 

原子炉手動スクラム 
ＰＢによる 

原子炉手動スクラム 

 

Yes 

原子炉停止機能喪失 

「ほう酸水注入起動操作」，「水位低下操作」，「制御棒挿入操作」を同時並行で実施するが，同時に実行不可の場合は， 
「ほう酸水注入系起動操作」→「水位低下操作」→「制御棒挿入操作」の優先順とする。 

ほう酸注入 

ほう酸水全量 
注水完了 

ほう酸水注入系起動 

ほう酸水注入系停止 

水位 制御棒 

No 
動作していない場合は， 

手動で対応 

代替原子炉再循環ポンプ 
トリップ機能自動作動※

原子炉圧力容器内の 
水位低下操作による 
原子炉出力制御 

 

Yes 

下記の順番で制御棒の挿入を行う。 
・原子炉手動スクラム

・選択制御棒手動挿入
・制御棒手動挿入
・スクラムテストスイッチ「スクラム」 
・原子炉保護系電源スイッチ切
・スクラムパイロット弁制御用空気の
排出

下記の順番で制御棒の挿入を行う。 
・制御棒手動挿入
・原子炉手動スクラム

 
 
・スクラムテストスイッチ「スクラム」 

No 

全制御棒全挿入又は 
全挿入でない制御棒が

１本以下 

※事象に応じインターロックで動作

スクラム成功

スクラム弁閉

原子炉モードスイッチ 
「停止」 

異常な過渡変化発生
自動スクラム失敗

（制御棒全挿入ならず）

(1)フロントライン系故障時の対応手段の選択

原子炉未臨界

自動減圧，代替自動減圧 
起動阻止 

【凡例】

：プラント状態

：操作，確認

：判断

：重大事故等対処設備

※事象に応じインターロックで動作

動作していない場合は， 
手動で対応 

代替制御棒挿入機能 
による制御棒緊急挿入 

自動動作※ 

・代替制御棒手動挿
入 

・代替制御棒手動挿入
ほう酸水注入系起動 

原子炉再循環ポンプ
手動停止
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添付資料 1.1.1 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(１／６) 

※１ 発電用原子炉が自動で緊急停止しなかった場合に，原子炉手動スクラムＰＢの操作及び原子炉モードスイッチを「停止」位置に切り替える

操作により制御棒の緊急挿入を可能とするための設計基準事故対処設備であり，重大事故等対処設備とは位置付けない。 

※２ 自動で作動させる機能及び中央制御室の操作スイッチにより手動で動作させる機能がある。

技術的能力審査基準（1.1） 番号 設置許可基準規則（44 条） 技術基準規則（59 条） 番号 

【本文】 

発電用原子炉設置者において、運転時の異常な

過渡変化時において発電用原子炉の運転を緊

急に停止することができない事象が発生する

おそれがある場合又は当該事象が発生した場

合においても炉心の著しい損傷を防止するた

め、原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格

納容器の健全性を維持するとともに、発電用原

子炉を未臨界に移行するために必要な手順等

が適切に整備されているか、又は整備される 

方針が適切に示されていること。 

① 

【本文】 

発電用原子炉施設には、運転時の異常な過渡

変化時において発電用原子炉の運転を緊急

に停止することができない事象が発生する

おそれがある場合又は当該事象が発生した

場合においても炉心の著しい損傷を防止す

るため、原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原

子炉格納容器の健全性を維持するとともに、

発電用原子炉を未臨界に移行するために必

要な設備を設けなければならない。 

【本文】 

発電用原子炉施設には、運転時の異常な

過渡変化時において発電用原子炉の運

転を緊急に停止することができない事

象が発生するおそれがある場合又は当

該事象が発生した場合においても炉心

の著しい損傷を防止するため、原子炉冷

却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容

器の健全性を維持するとともに、発電用

原子炉を未臨界に移行するために必要

な設備を施設しなければならない。 

⑥ 

【解釈】 

１ 「発電用原子炉の運転を緊急に停止するこ

とができない事象のおそれがある場合」と

は、発電用原子炉を緊急停止していなけれ

ばならない状況にもかかわらず、原子炉出

力又は原子炉圧力等のパラメータの変化

から緊急停止していないことが推定され

る場合のことをいう。 

２ 「発電用原子炉を未臨界に移行するために

必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又

はこれらと同等以上の効果を有する措置

を行うための手順等をいう。 

－ 

【解釈】 

１ 第４４条に規定する「発電用原子炉の運

転を緊急に停止することができない事象

が発生するおそれがある場合」とは、発

電用原子炉が緊急停止していなければな

らない状況にもかかわらず、原子炉出力

又は原子炉圧力等のパラメータの変化か

ら緊急停止していないことが推定される

場合のことをいう。 

２ 第４４条に規定する「発電用原子炉を未

臨界に移行するために必要な設備」とは、

以下に掲げる措置又はこれらと同等以上

の効果を有する措置を行うための設備を

いう。 

【解釈】 

１ 第５９条に規定する「発電用原子炉

の運転を緊急に停止することができ

ない事象が発生するおそれがある場

合」とは、発電用原子炉が緊急停止

していなければならない状況にもか

かわらず、原子炉出力又は原子炉圧

力等のパラメータの変化から緊急停

止していないことが推定される場合

のことをいう。 

２ 第５９条に規定する「発電用原子炉

を未臨界に移行するために必要な設

備」とは、以下に掲げる措置又はこ

れらと同等以上の効果を有する措置

を行うための設備をいう。 

－ 

（１）沸騰水型原子炉(BWR)及び加圧水型原子

炉(PWR)共通

ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停

止することができない事象のおそれがある場

合」に、手動による原子炉の緊急停止操作を実

施すること。

② 

（１）BWR

ａ）センサー出力から最終的な作動装置の入

力までの原子炉スクラム系統から独立した

代替反応度制御棒挿入回路（ARI）を整備す

ること。

（１）BWR

ａ）センサー出力から最終的な作動装置

の入力までの原子炉スクラム系統から

独立した代替反応度制御棒挿入回（ARI）

を整備すること。

⑦ 

ｂ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に

停止することができない事象が発生するお

それがある場合」に、原子炉出力を制御する

ため、原子炉冷却材再循環ポンプを自動で停

止させる装置を整備すること。 

ｂ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊

急に停止することができない事象が発

生するおそれがある場合」に、原子炉出

力を制御するため、原子炉冷却材再循環

ポンプを自動で停止させる装置を整備

すること。 

⑧ 

（２）BWR

ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停

止することができない事象のおそれがある場

合」に、原子炉出力を制御するため、原子炉冷

却材再循環ポンプが自動停止しない場合は、手

動で停止操作を実施すること。

③ 

ｃ）十分な反応度制御能力を有するほう酸水

注入設備（SLCS）を整備すること。 

ｃ）十分な反応度制御能力を有するほう

酸水注入設備（SLCS）を整備すること。 

⑨ 

ｂ）十分な反応度制御能力を有するほう酸水注

入設備（SLCS）を起動する判断基準を明確に定

めること。 
④ 

（２）PWR

ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に

停止することができない事象が発生するお

それがある場合」に、原子炉出力を抑制する

ため、補助給水系ポンプを自動的に起動させ

る設備及び蒸気タービンを自動で停止させ

る設備を整備すること。

（２）PWR

ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊

急に停止することができない事象が発

生するおそれがある場合」に、原子炉出

力を抑制するため、補助給水系ポンプを

自動的に起動させる設備及び蒸気ター

ビンを自動で停止させる設備を整備す

ること。

－ 

ｃ）発電用原子炉を緊急停止することができな

い事象の発生時に不安定な出力振動が検知さ

れた場合には、ほう酸水注入設備（SLCS）を作

動させること。 

⑤ 

（３）PWR

ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停

止することができない事象のおそれがある場

合」に、原子炉出力を抑制するため、補助給水

系ポンプが自動起動しない場合又はタービン

が自動停止しない場合は、手動操作により実施

すること。

－ ｂ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に

停止することができない事象が発生するお

それがある場合」には、化学体積制御設備又

は非常用炉心冷却設備による十分な量のほ

う酸水注入を実施する設備を整備すること。 

ｂ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊

急に停止することができない事象が発

生するおそれがある場合」には、化学体

積制御設備又は非常用炉心冷却設備に

よる十分な量のほう酸水注入を実施す

る設備を整備すこと。 

－ ｂ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停

止することができない事象のおそれがある場

合」に、化学体積制御設備又は非常用炉心冷却

設備による十分な量のほう酸水注入を実施す

ること。 

－ 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(２／６) 
:重大事故等対処設備  ：重大事故等対処設備（設計基準拡張）

重大事故等対処設備を使用した手段 

審査基準の要求に適合するための手段 
自主対策 

機能 機器名称 
既設 

新設 

解釈 

対応 

番号 

機能 機器名称 
常設 

可搬 

必要時間内に 

使用可能か 

対応可能な人数 

で使用可能か 
備考 

代
替
制
御
棒
挿
入
機
能
に
よ
る
制
御
棒
緊
急
挿
入

ATWS 緩和設備（代替制

御棒挿入機能） ※２ 
既設 

① 

② 

⑥ 

⑦ 

原
子
炉
手
動
ス
ク
ラ
ム

原子炉手動スクラム 

ＰＢ ※１ 
常設 

２分 １人 
自主対策とする

理由は本文参照 

制御棒 既設 
原子炉モードスイッチ 

「停止」※１ 
常設 

制御棒駆動機構 既設 制御棒 常設 

制御棒駆動水圧系水圧

制御ユニット 
既設 

制御棒駆動水圧系水圧

制御ユニット 
常設 

制御棒駆動水圧系 配

管・弁 
既設 

制御棒駆動水圧系 配

管・弁 
常設 

制御棒駆動機構 常設 

非常用交流電源設備 既設 非常用交流電源設備 常設 

― ― 

選
択
制
御
棒
挿
入
機
構
に
よ

る
原
子
炉
出
力
抑
制

選択制御棒挿入機構 常設 

７分 １人 
自主対策とする

理由は本文参照 

制御棒 常設 

制御棒駆動水圧系 

水圧制御ユニット 
常設 

制御棒駆動水圧系 配

管・弁 
常設 

制御棒駆動機構 常設 

非常用交流電源設備 常設 

制
御
棒
手
動
挿
入

スクラムテスト

スイッチ
常設 

16 分 ２人 
自主対策とする

理由は本文参照 

制御棒 常設 

制御棒駆動水圧系 

水圧制御ユニット 
常設 

制御棒駆動水圧系 配

管・弁 
常設 

制御棒駆動機構 常設 

原子炉保護系電源スイ
ッチ 

常設 

22 分 ２人 
自主対策とする

理由は本文参照 

制御棒 常設 

制御棒駆動水圧系水圧
制御ユニット 

常設 

制御棒駆動水圧系 配
管・弁 

常設 

制御棒駆動機構 常設 

制御棒手動操作・監視
系 

常設 

７分以内に 

開始し，継続 
１人 

自主対策とする

理由は本文参照 

制御棒 常設 

制御棒駆動水圧系水圧
制御ユニット 

常設 

制御棒駆動水圧系 配
管・弁 

常設 

制御棒駆動機構 常設 

非常用交流電源設備 常設 

スクラムパイロット

弁計装用配管・弁
常設 

37 分 ２人 
自主対策とする

理由は本文参照 

制御棒 常設 

制御棒駆動水圧系水圧
制御ユニット 常設 

制御棒駆動水圧系 配
管・弁 常設 

制御棒駆動機構 常設 

※１ 発電用原子炉が自動で緊急停止しなかった場合に，原子炉手動スクラムＰＢの操作及び原子炉モードスイッチを「停止」位置に切り替える

操作により制御棒の緊急挿入を可能とするための設計基準事故対処設備であり，重大事故等対処設備とは位置付けない。 

※２ 自動で作動させる機能及び中央制御室の操作スイッチにより手動で動作させる機能がある。
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(３／６) 

:重大事故等対処設備 ：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

重大事故等対処設備を使用した手段 

審査基準の要求に適合するための手段 
自主対策 

機能 機器名称 
既設 

新設 

解釈 

対応 

番号 

機能 機器名称 
常設 

可搬 

必要時間内に 

使用可能か 

対応可能な人数 

で使用可能か 
備考 

原
子
炉
再
循
環
ポ
ン
プ
停
止

に
よ
る
原
子
炉
出
力
抑
制

ATWS 緩和設備（代替原

子炉再循環ポンプトリ

ップ機能） ※２ 

既設 

① 

③ 

⑥ 

⑧ 

原
子
炉
圧
力
容
器
内
の
水
位
低
下
操
作
に

よ
る
原
子
炉
出
力
抑
制

原子炉水位制御系 常設 

６分以内に 

開始し，継続 １人 
自主対策とする

理由は本文参照 

給水系（タービン駆動

原子炉給水ポンプ及び

電動機駆動原子炉給水

ポンプ） 

常設 

非常用交流電源設備 既設 

原子炉隔離時冷却系 常設 

高圧炉心スプレイ系 常設 

非常用交流電源設備 常設 

自
動
減
圧
系
の
起
動
阻
止
ス
イ
ッ
チ

に
よ
る
原
子
炉
出
力
急
上
昇
防
止

自動減圧系起動阻
止スイッチ 

既設 

① 

⑥ 
― ― ― ― ― ― 代替自動減圧起動阻止

スイッチ
既設 

非常用交流電源設備 既設 

ほ
う
酸
水
注
入

ほう酸水注入ポンプ 既設 

① 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑨ 

― ― ― ― ― ― 

ほう酸水貯蔵タンク 既設 

ほう酸水注入系 配

管・弁・差圧検出・ほ

う酸水注入系配管（原

子炉圧力容器内部） 

既設 

原子炉圧力容器 既設 

非常用交流電源設備 既設 

※１ 発電用原子炉が自動で緊急停止しなかった場合に，原子炉手動スクラムＰＢの操作及び原子炉モードスイッチを「停止」位置に切り替える

操作により制御棒の緊急挿入を可能とするための設計基準事故対処設備であり，重大事故等対処設備とは位置付けない。 

※２ 自動で作動させる機能及び中央制御室の操作スイッチにより手動で動作させる機能がある。
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(４／６) 

※１ 発電用原子炉が自動で緊急停止しなかった場合に，原子炉手動スクラムＰＢの操作及び原子炉モードスイッチを「停止」位置に

切り替える操作により制御棒の緊急挿入を可能とするための設計基準事故対処設備であり，重大事故等対処設備とは位置付けない。 

※２ 自動で作動させる機能及び中央制御室の操作スイッチにより手動で動作させる機能がある。

技術的能力審査基準（1.1） 適合方針 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、運転時の異

常な過渡変化時において発電用原子炉の運

転を緊急に停止することができない事象が

発生するおそれがある場合又は当該事象が

発生した場合においても炉心の著しい損傷

を防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダ

リ及び原子炉格納容器の健全性を維持する

とともに、発電用原子炉を未臨界に移行する

ために必要な手順等が適切に整備されてい

るか、又は整備される方針が適切に示されて

いること。

運転時の異常な過渡変化時において，Ａ

ＴＷＳが発生するおそれがある場合又は

当該事象が発生した場合においても炉心

の著しい損傷を防止するため，原子炉冷却

材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器の

健全性を維持するとともに，発電用原子炉

を未臨界に移行させる手段として，ＡＴＷ

Ｓ緩和設備（代替制御棒挿入機能），ＡＴ

ＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプト

リップ機能），自動減圧起動阻止スイッチ，

代替自動減圧起動阻止スイッチ及びほう

酸水注入系により原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ及び原子炉格納容器の健全性を維

持するとともに，発電用原子炉を未臨界に

移行するために必要な手順等を整備する。 

【解釈】 

１ 「発電用原子炉の運転を緊急に停止する

ことができない事象のおそれがある場

合」とは、発電用原子炉を緊急停止して

いなければならない状況にもかかわら

ず、原子炉出力又は原子炉圧力等のパラ

メータの変化から緊急停止していない

ことが推定される場合のことをいう。

－ 

２ 「発電用原子炉を未臨界に移行するため

に必要な手順等」とは、以下に掲げる措

置又はこれらと同等以上の効果を有す

る措置を行うための手順等をいう。 

－ 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(５／６) 
 

※１ 発電用原子炉が自動で緊急停止しなかった場合に，原子炉手動スクラムＰＢの操作及び原子炉モードスイッチを「停止」位置に 

切り替える操作により制御棒の緊急挿入を可能とするための設計基準事故対処設備であり，重大事故等対処設備とは位置付けない。 

※２ 自動で作動させる機能及び中央制御室の操作スイッチにより手動で動作させる機能がある。 

 

  

技術的能力審査基準（1.1） 適合方針 

（１）沸騰水型原子炉(BWR)及び加圧水型原

子炉(PWR)共通 

ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に

停止することができない事象のおそれ

がある場合」に、手動による原子炉の緊

急停止操作を実施すること。 

運転時の異常な過渡変化時において，Ａ

ＴＷＳが発生した場合に，ＡＴＷＳ緩和設

備（代替制御棒挿入機能）により発電用原

子炉を緊急停止するために必要な手順等

を整備する。 

（２）BWR 

ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に

停止することができない事象のおそれ

がある場合」に、原子炉出力を制御する

ため、原子炉冷却材再循環ポンプが自動

停止しない場合は、手動で停止操作を実

施すること。 

運転時の異常な過渡変化時において，Ａ

ＴＷＳが発生した場合に，原子炉出力を抑

制するため，原子炉再循環ポンプが自動停

止しない場合の手段として，原子炉再循環

ポンプを手動で停止させるために必要な

手順等を整備する。 

ｂ）十分な反応度制御能力を有するほう酸水

注入設備（SLCS）を起動する判断基準

を明確に定めること。 

運転時の異常な過渡変化時において，Ａ

ＴＷＳが発生した場合に，ほう酸水注入系

を起動する判断基準を明確に定める。 

ｃ）発電用原子炉を緊急停止することができ

ない事象の発生時に不安定な出力振動

が検知された場合には、ほう酸水注入設

備（SLCS）を作動させること。 

運転時の異常な過渡変化時，ＡＴＷＳが

発生した場合において，中性子束振動の有

無にかかわらずほう酸水注入系を動作さ

せるために必要な手順等を整備する。 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(６／６) 
 

※１ 発電用原子炉が自動で緊急停止しなかった場合に，原子炉手動スクラムＰＢの操作及び原子炉モードスイッチを「停止」位置に 

切り替える操作により制御棒の緊急挿入を可能とするための設計基準事故対処設備であり，重大事故等対処設備とは位置付けない。 

※２ 自動で作動させる機能及び中央制御室の操作スイッチにより手動で動作させる機能がある。 

 

技術的能力審査基準（1.1） 適合方針 

（３）PWR 

ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に

停止することができない事象のおそれ

がある場合」に、原子炉出力を抑制する

ため、補助給水系ポンプが自動起動しな

い場合又はタービンが自動停止しない

場合は、手動操作により実施すること。 

対象外 

ｂ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に

停止することができない事象のおそれ

がある場合」に、化学体積制御設備又は

非常用炉心冷却設備による十分な量の

ほう酸水注入を実施すること。 

対象外 
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第 1 図 対応手段として選定した設備の電源構成図（交流電源） 
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第 2 図 対応手段として選定した設備の電源構成図（交流電源） 
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第 3 図 対応手段として選定した設備の電源構成図（直流電源） 
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添付資料 1.1.3 

原子炉自動スクラム設定値リスト 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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添付資料 1.1.4 

第 1図 ＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒挿入機能） 説明図 
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添付資料 1.1.5 

第 1図 ＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循環ポンプトリップ機能） 説明図 

原子炉圧力高（A） 

原子炉水位低（A）

（レベル 2）

原子炉圧力高（C） 

原子炉水位低（C）

（レベル 2）

原子炉圧力高（B） 

原子炉水位低（B）

（レベル 2）

原子炉圧力高（D） 

原子炉水位低（D）

（レベル 2）

ＭＧセット－Ａ系 
 
Ｍ 

 
Ｇ 

 
Ｐ 

 
Ｍ 

再循環ポンプ－Ａ系 

Ａ１ 

Ａ２ 

遮断器－Ａ系 

 
Ｍ 

 
Ｇ 

 
Ｐ 

 
Ｍ 

再循環ポンプ－Ｂ系 

Ｂ１ 

Ｂ２ 

遮断器－Ｂ系 

ＭＧセット－Ｂ系 

Ｍ

Ｇ

自動又は手動の信号にて，原子炉再循ポンプ遮断器を

動作させることで，原子炉再循環ポンプを停止させ

る。

Ｍ

P

凡例

：原子炉再循環ポンプ遮断器

：原子炉再循環ポンプ MG セット 

：原子炉再循環ポンプ 

：AND 論理

：OR 論理

※

※

※

※

手動操作 ※
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添付資料 1.1.6 

重大事故対策の成立性 

１．ＥＯＰ「スクラム」（原子炉出力） 

ａ．操作概要 

  運転時の異常な過渡変化時において，原子炉自動スクラム信号が発信した場

合又は原子炉手動スクラム操作を実施した場合は，原子炉スクラムの成否を確

認するとともに，原子炉モードスイッチを「停止」位置に切り替えることによ

り原子炉スクラムを確実にする。 

ｂ．作業場所 

  制御室建物地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

ＥＯＰ「スクラム」（原子炉出力）に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：１名（中央制御室運転員１名） 

想定時間  ：２分以内（所要時間目安※１：１分 40 秒） 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間

  想定時間内訳 

  【中央制御室運転員】 

●スクラム成否の確認：想定時間 20 秒，所要時間目安 20 秒

・確認：所要時間目安 20 秒（中央制御室）

●原子炉手動スクラム操作及び代替制御棒挿入機能による制御棒緊急挿入操

作：想定時間 30 秒，所要時間目安 20 秒

・操作：所要時間目安 20 秒（中央制御室）

●原子炉モードスイッチ「停止」位置切替え：想定時間 20 秒，所要時間目安

10 秒

・操作：所要時間目安 10 秒（中央制御室）

●全制御棒全挿入状況確認：想定時間 20 秒，所要時間目安 20 秒

・確認：所要時間目安 20 秒（中央制御室）

●制御棒挿入状況確認（制御棒１本よりも多くの制御棒が未挿入）：想定時間

20 秒，所要時間目安 20 秒

・確認：所要時間目安 20 秒（中央制御室）
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●ＥＯＰ「反応度制御」への移行：想定時間 10 秒，所要時間目安 10 秒 

   ・移行：所要時間目安 10 秒（中央制御室） 

 

 ｄ．操作の成立性について 

  （a）中央制御室操作 

   作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥＤ 

        ライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

   操作性 ：操作スイッチによる操作であり，容易に操作可能である。 

 

２．ＥＯＰ「反応度制御」 

ａ．操作概要 

 ＡＴＷＳ発生時に，発電用原子炉を安全に停止させる。 

 

ｂ．作業場所 

  制御室建物地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

廃棄物処理建物地上１階（非管理区域）（補助盤室） 

  原子炉棟地上２階（管理区域） 

 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

  ＥＯＰ「反応度制御」に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：４名（中央制御室運転員２名，現場運転員２名） 

想定時間  ：「スクラム弁が閉の場合」 

37 分以内（所要時間目安※１：17 分） 

「スクラム弁が開の場合」 

47 分以内（所要時間目安※１：31 分 20 秒） 

  ※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

「共通対応」 

【中央制御室運転員】 

●代替原子炉再循環ポンプトリップ機能の作動確認：想定時間１分 30 秒，所 

要時間目安 20 秒 

  ・確認：所要時間目安 20 秒（中央制御室） 

 

●自動減圧系及び代替自動減圧機能の起動阻止操作：想定時間：１分，所要 

 時間目安 40 秒 

  ・操作：所要時間目安 40 秒（中央制御室） 
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●ほう酸水注入系の起動操作：想定時間３分，所要時間目安２分

・操作：所要時間目安２分（中央制御室）

●原子炉圧力容器内の水位低下操作：想定時間「適宜実施」

・操作：「適宜実施」（中央制御室）

「スクラム弁が閉の場合」 

【中央制御室運転員】 

●原子炉手動スクラム操作及び代替制御棒挿入機能による制御棒緊急挿入操

作：想定時間 30 秒，所要時間目安 20 秒

・操作：所要時間目安 20 秒（中央制御室）

●選択制御棒挿入機構による原子炉出力抑制操作：想定時間 30 秒，所要時

間目安 10 秒

・操作：所要時間目安 10 秒（中央制御室）

●制御棒手動挿入操作：想定時間「全制御棒全挿入まで連続実施」

・手動挿入準備：所要時間目安１分（中央制御室）

・手動挿入操作：「全制御棒全挿入まで連続実施」（中央制御室）

●残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）操作：想定時間

10 分，所要時間目安４分

・操作：所要時間目安４分（中央制御室）

  【現場運転員】 

●スクラムテストスイッチによる制御棒挿入操作：想定時間 10 分，所要時間

目安５分

・移動：所要時間目安２分（移動経路：中央制御室から 補助盤室）

・操作：所要時間目安３分（操作対象 137 個：補助盤室）

●原子炉保護系電源スイッチ操作：想定時間６分，所要時間目安２分

・操作：所要時間目安２分（補助盤室）

●スクラムパイロット弁制御用空気の排出操作：想定時間 15 分，所要時間目

安８分

・移動：所要時間目安６分（移動経路：中央制御室から 原子炉棟地上２階）

・操作：所要時間目安２分（操作対象２弁：原子炉棟地上２階）
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「スクラム弁が開の場合」 

【中央制御室運転員】 

●制御棒手動挿入操作：想定時間「全制御棒全挿入まで連続実施」

・手動挿入準備：所要時間目安１分（中央制御室）

・手動挿入操作：「全制御棒全挿入まで連続実施」（中央制御室）

●原子炉スクラムリセット操作：想定時間 10 分，所要時間目安８分

・操作：所要時間目安８分（中央制御室）

●原子炉手動スクラム操作：想定時間 15 秒，所要時間目安 10 秒

・操作：所要時間目安 10 秒（中央制御室）

●原子炉スクラムリセット操作：想定時間 10 分，所要時間目安８分

・操作：所要時間目安８分（中央制御室）

●代替制御棒挿入機能による制御棒緊急挿入操作：想定時間 15 秒，所要時間

目安 10 秒

・操作：所要時間目安 10 秒（中央制御室）

●原子炉スクラムリセット操作：想定時間 10 分，所要時間目安８分

・操作：所要時間目安８分（中央制御室）

●残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）操作：想定時間

10 分，所要時間目安４分

・操作：所要時間目安４分（中央制御室）

  【現場運転員】 

●スクラムテストスイッチによる制御棒挿入操作：想定時間 10 分，所要時間

目安５分

・移動：所要時間目安２分（移動経路：中央制御室から 補助盤室）

・操作：所要時間目安３分（補助盤室）

ｄ．操作の成立性について 

（a）中央制御室操作

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥＤ 

ライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。

操作性 ：操作スイッチによる操作であり，容易に操作可能である。 
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(b) 補助盤室操作

作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリアに配 

備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行している。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，ヘッ 

ドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可能である。 

また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常のスイッチ操作であり，十分な作業スペースもあることか 

ら，容易に実施可能である。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備 

のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡が可能で 

ある。 

（c）現場操作

作業環境：電源内蔵型照明を作業エリアに配備しており，建物内照明消灯 

における操作性を確保している。また，ヘッドライト又は懐中 

電灯を携行している。操作は汚染の可能性を考慮し防護具(全面 

マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服)を着用又

は携行して作業を行う。

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，ヘッ 

ドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可能である。 

また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常運転時等に行う弁操作と同等であり，十分な作業スペース 

もあることから，容易に実施可能である。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備 

のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡が可能で 

ある。  
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スクラムテストスイッチによる個別スクラム操作

原子炉保護系電源スイッチの操作 

スクラムパイロット弁制御用空気の排出操作

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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添付資料 1.1.7 

 

緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等における 

設定根拠の考え方について 

 

 

緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等における設定根拠の考え

方を以下に示す。 

1．サプレッション・プール水温度における設定根拠の考え方について 

サプレッション・プール水温度における設定根拠の考え方を第 1表に示す。 

 

第 1表 

操作項目 判断基準 考え方 

原子炉隔離時冷却系

の停止 

サプレッション・プール

水温度：100℃ 

原子炉隔離時冷却系の高温耐性

（108℃）に余裕を考慮して設定 

 

2．原子炉出力における設定根拠の考え方について 

原子炉出力における設定根拠の考え方を第 2表に示す。 

 

第 2表 

操作項目 判断基準 考え方 

原子炉圧力容器内の

水位の水位低下操作 

発電用原子炉の状態： 

隔離 

逃がし安全弁によるサプレッション・

プール水温度上昇抑制のため，発電用

原子炉の隔離状態を設定 
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添付資料 1.1.8 

原子炉手動スクラムにおける設備の位置付けについて 

現在，原子炉自動スクラムに失敗した場合，原子炉手動スクラムＰＢ及び原子炉モード

スイッチを使用して，手動で発電用原子炉を停止する手順としている。これら手動で発電

用原子炉を停止するために使用する設備は，技術的能力審査基準「1.1 緊急停止失敗時に

発電用原子炉を未臨界にするための手順等」において，自主対策設備として位置付けてい

る。 

以下，これらの設備を自主対策設備として位置付けている理由とその妥当性について整

理する。 

1．原子炉手動スクラムに係る設備を自主対策設備とする理由について

運転時の異常な過渡変化時において，発電用原子炉を停止させるための設計基準事故

対処設備は，原子炉保護系である。このため，技術的能力審査基準「1.1 緊急停止失敗

時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等」での機能喪失原因対策分析では，原子

炉保護系を故障想定対象として抽出している。 

原子炉保護系で原子炉手動スクラムと共用している箇所は，スクラム回路であり，こ

れらの故障を想定した場合，手動による発電用原子炉の緊急停止に失敗するおそれがあ

る。 

一方，共用している箇所以外の故障によって原子炉スクラムに失敗した場合には，原

子炉手動スクラムＰＢ又は原子炉モードスイッチの手動操作によって，原子炉停止でき

ることがある。 

このため，故障の状況によっては有効となる対策であることから，自主対策設備とし

て整理している。 

2．原子炉手動スクラムに係る設備を自主対策設備とした場合の基準適合性について 

設置許可基準規則（第44条）において重大事故等対処設備に位置付ける設備は，ＡＴ

ＷＳ緩和設備（代替制御棒挿入機能）の自動信号による発電用原子炉を緊急停止する機

能である。 

一方，技術的能力審査基準（1.1）では，解釈の第2 項(1)ａ) を満足する手順として，

自動で作動するＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒挿入機能）を手動にて操作する手順を整

備し，その際に使用する設備を重大事故等対処設備としている。 

ＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒挿入機能）は，設計基準事故対処設備に対して，独立

性を有し共通要因によって機能喪失することがない設計としているため，基準適合に係

る重大事故等対処設備として整理できる。このため，原子炉手動スクラムＰＢ及び原子

炉モードスイッチを自主対策設備としても，基準適合性の観点から問題となることはな

いと考える。 
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第1表 

設置許可基準規則（第44条） 技術的能力審査基準（1.1） 

【解釈】 対処設備 【解釈】 対処設備 

センサー出力から最終的な作

動装置の入力までの原子炉ス

クラム系統から独立した代替

反応度制御棒挿入回路（ARI）

を整備すること。 

ＡＴＷＳ緩和設備（代替制

御棒挿入機能） 

「発電用原子炉の運転を緊

急に停止することができな

い事象のおそれがある場

合」に、手動による原子炉

の緊急停止操作を実施する

こと。 

ＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒

挿入機能） 

原子炉手動スクラムＰＢ 

原子炉モードスイッチ「停止」 
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バイパス 

高 

不作動 

モードスイッチ

「運転」

バイパス 

高 

不作動 

熱流束高 

K１２Ａ Ｋ１２Ｅ Ｋ１２Ｃ Ｋ１２Ｇ 

中性子計装トリップ 

Ｋ６Ａ Ｋ６Ｃ 

原子炉水位 

低トリップ 

Ｋ５Ａ Ｋ５Ｃ 

原子炉圧力 

高トリップ 
その他トリップ 

左 

回 

路 

に

同

じ

Ｋ１２Ａ 

Ｋ１２Ｅ 

Ｋ１２Ｃ 

Ｋ１２Ｇ 

Ｋ６Ａ 

Ｋ６Ａ 

Ｋ５Ａ 

Ｋ５Ａ 

Ｋ１４Ｅ 

Ｋ１４Ａ 

Ｋ１４Ｇ 

Ｋ１４Ｃ 

Ｋ１５Ｃ 

Ｋ１５Ａ 

Ｋ１４Ａ Ｋ１４Ｅ Ｋ１４Ｃ Ｋ１４Ｇ Ｋ１５Ａ Ｋ１５Ｃ 

中性子計装 

原子炉水位 

原子炉圧力 

Ｋ１２Ａ Ｋ１２Ｃ 

Ｋ１２Ｅ Ｋ１２Ｇ 

Ｋ６Ｃ 

Ｋ６Ｃ 

Ｋ５Ｃ 

Ｋ５Ｃ 

モードスイッチ

「停止」

手動スクラム 

テストスイッチ

スクラムリレー
スクラムパイロット弁

ソレノイド

Ｋ１４Ａ 

Ｋ１４Ａ 

Ｋ１５Ａ Ｋ１５Ａ 

Ｋ１４Ｃ 

Ｋ１４Ｃ Ｋ１４Ｅ 

Ｋ１４Ｅ 

Ｋ１５Ｃ Ｋ１５Ｃ 

Ｋ１４Ｇ 

Ｋ１４Ｇ 

（凡例） 

：ヒューズ 

：リレー又はソレノイド 

：継電器接点又は検出器接点 

本図はＡチャンネルが示されている。 

注：ＩＲＭは中間領域計装を，ＡＰＲＭは平均出力領域計装を示す。 第１図 原子炉保護系 概要図 

回路共有箇所 

ＩＲＭ 

ＡＰＲＭ 

スクラム

バイパス

Ｋ１９Ａ 

Ｋ１９Ｅ 

Ｋ１９Ｃ 

Ｋ１９Ｇ 

Ｋ１９Ａ 

Ｋ１９Ｅ 

第１グループ 

スクラムパイロット弁

ソレノイド(Ａ) 

第４グループ 

同左 

第３グループ 

同左 

第２グループ 

同左 

バイパス 

バイパス 

高 

不作動 

モードスイッチ

「運転」

高 

熱流束高 

不作動 

ＡＰＲＭ 

ＩＲＭ 

1
.
1
-
5
1

1
.
1
-
5
1



添付資料 1.1.9 

ＥＯＰ「反応度制御」における優先順位の考え方について 

ＡＴＷＳが発生した場合，発電用原子炉は臨界状態が継続し，原子炉出力が高い状態で維

持され，発電用原子炉で発生する熱によって原子炉格納容器内の圧力が上昇することで，炉

心損傷より先に原子炉格納容器破損に至るため，発電用原子炉を未臨界状態に移行させ発電

用原子炉での発生熱量を低下させるとともに，原子炉格納容器からの除熱を行う必要がある。 

この場合の対応として，発電用原子炉を未臨界に移行させるための「ほう酸水注入系の起

動操作」，原子炉出力及びサプレッション・プール水温度の上昇を抑制する「原子炉圧力容

器内の水位低下操作」がある。また，操作完了までには時間を要するが発電用原子炉を未臨

界にすることが可能である「制御棒挿入操作」がある。以下に各々の操作における優先順位

の考え方について示す。 

1．ほう酸水注入系の起動操作における優先順位の考え方

制御棒に代わり，発電用原子炉の未臨界を維持するための手段として，ほう酸水注入

系によるほう酸注入手段がある。ほう酸水による発電用原子炉の未臨界移行には時間を

要するため，速やかに実施する必要がある。

2．原子炉圧力容器内の水位低下操作における対応手段の考え方 

ほう酸水注入による発電用原子炉の未臨界移行までの間の，原子炉格納容器への熱負

荷を低減させるために，注水量抑制によって，原子炉圧力容器内の水位低下措置を講じ

る。 

(1) 原子炉隔離時冷却ポンプ及び高圧炉心スプレイポンプが自動起動していない場合

給水系（タービン駆動原子炉給水ポンプ及び電動機駆動原子炉給水ポンプ）は注水

量が多いため，給水系（タービン駆動原子炉給水ポンプ及び電動機駆動原子炉給水ポ

ンプ）が作動している場合は，原子炉圧力容器内の水位が高めに維持され，原子炉出

力が増加するため，原子炉圧力容器への注水量を減少させる。なお，タービン駆動原

子炉給水ポンプは原子炉発生蒸気を使用することから，原子炉圧力容器内の水位低下

操作により原子炉出力が低下した場合は，電動機駆動原子炉給水ポンプに切り替え，

原子炉圧力容器内の水位低下操作を継続する。 

(2) 原子炉隔離時冷却ポンプ及び高圧炉心スプレイポンプが自動起動した場合

原子炉水位低（レベル２）に到達すると原子炉隔離時冷却ポンプが，原子炉水位低

（レベル１Ｈ）に到達すると高圧炉心スプレイポンプが自動起動し，これらのポンプ

により原子炉注水が開始される。給水系（タービン駆動原子炉給水ポンプ及び電動機

駆動原子炉給水ポンプ）が作動している場合は，(1)の状況よりも原子炉圧力容器へ

の注水量が多く，より原子炉出力が増加するため，給水系（タービン駆動原子炉給水

ポンプ及び電動機駆動原子炉給水ポンプ）を待機状態にする。 
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部分制御棒挿入失敗時，又はほう酸水が注入されて原子炉発生蒸気量を高圧炉心ス

プレイポンプ及び原子炉隔離時冷却ポンプの注水量が上回った場合は，給水系（ター

ビン駆動原子炉給水ポンプ及び電動機駆動原子炉給水ポンプ）を待機状態にする。 

3．制御棒挿入操作 

制御棒挿入操作は，スクラム弁の開・閉状態により，その後の操作が選択されること

から，最初に実施すべきことは，スクラム弁の状態を確認することである。以下にスク

ラム弁の状態による制御棒挿入操作の優先順位の考え方を示す。

(1) スクラム弁が閉の場合

スクラム弁が閉の場合は，スクラム弁を開とする手段及び中央制御室から容易に操

作が可能な手段を優先する。そのため，主制御盤から容易にスクラム弁を開とするこ

とが可能な原子炉手動スクラムＰＢによる原子炉手動スクラム，ＡＴＷＳ緩和設備

（代替制御棒挿入機能）及び選択制御棒手動挿入操作並びに補助盤室にて操作可能な

スクラムテストスイッチ操作及び原子炉保護系電源スイッチ切操作を実施する。

また，主制御盤において速やかに制御棒挿入操作開始が可能な制御棒手動挿入操作

を実施する。 

(2) スクラム弁が開の場合

スクラム弁が開の場合は，原子炉スクラムをリセットし，制御棒を挿入するための

方法を試みる準備の実施及び中央制御室から容易に操作が可能な手段を実施する。そ

のため，原子炉スクラムのリセットが成功した場合は，中央制御室から容易に操作が

可能な原子炉手動スクラムＰＢによる原子炉手動スクラムを実施する。 

また，制御棒の挿入が確認されない場合は，原子炉スクラムをリセットし，手動に

よる代替制御棒挿入操作を実施する。 

さらに，制御棒の挿入が確認されない場合は，原子炉スクラムをリセットし，スク

ラムテストスイッチの操作を実施する。

並行して，主制御盤において速やかに制御棒挿入操作開始が可能な制御棒手動挿入

操作を実施する。 
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添付資料 1.1.10-1 

解釈一覧 

操作手順の解釈一覧 

手順 操作手順記載内容 解釈 

1.1.2.1  フロントライ

ン系故障の対応手順
(2)ＥＯＰ「反応度制御」 － 

ほう酸水貯蔵タンク液位指示値の低下 ほう酸水貯蔵タンク液位指示値が容量換算で m3以下 

サプレッション・プール水温度指示値が

規定値に到達
サプレッション・プール水温度指示値が ℃ 

ほう酸水の全量注入完了 ほう酸水貯蔵タンク液位指示値が容量換算で m3 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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添付資料 1.1.10-2 

弁番号及び弁名称一覧 

２号炉 

弁番号 弁名称 操作場所 

ＭＶ２２５－１Ａ（Ｂ） Ａ(Ｂ)－ＳＬＣタンク出口弁 

中央制御室 

原子炉棟地上３階ＳＬＣポンプ室 

（管理区域） 

ＭＶ２２５－２Ａ（Ｂ） Ａ（Ｂ）－ＳＬＣ注入弁 

中央制御室 

原子炉棟地上３階ＳＬＣポンプ室 

（管理区域） 
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添付資料 1.1.11 

手順のリンク先について 

緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等について，手順の

リンク先を以下に取りまとめる。

１. 1.1.2.2 その他の手順項目について考慮する手順

・残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）によるサプレッ

ション・プール水の除熱手順

＜リンク先＞ 1.6.2.3 (1) 残留熱除去系（サプレッション・プール水 

 冷却モード）によるサプレッション・プー 

ル水の除熱

・操作の判断，確認に係る計装設備に関する手順

＜リンク先＞ 1.15.2.1 監視機能喪失

1.15.2.2 計測に必要な電源の喪失 
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1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順 

   等 

 

＜ 目 次 ＞ 

 

1.2.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

(a) 高圧原子炉代替注水系による発電用原子炉の冷却 

(b) 重大事故等対処設備 

ｂ．サポート系故障時の対応手段及び設備 

(a) 全交流動力電源喪失及び常設直流電源系統喪失時の発電用原子炉の冷却 

(b) 復旧 

(c) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｃ．監視及び制御 

(a) 監視及び制御 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｄ．重大事故等の進展抑制時の対応手段及び設備 

(a) 重大事故等の進展抑制 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｅ．手順等 

1.2.2 重大事故等時の手順 

1.2.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 高圧原子炉代替注水系による原子炉圧力容器への注水 

ａ．中央制御室からの高圧原子炉代替注水系起動 

ｂ．現場手動操作による高圧原子炉代替注水系起動 

(2) 重大事故等時の対応手段の選択 

1.2.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 全交流動力電源喪失及び常設直流電源系統喪失時の原子炉圧力容器への注水 

ａ．現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動 

(2) 復旧 

ａ．代替交流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給電 

ｂ．可搬型直流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給電 

ｃ．直流給電車による原子炉隔離時冷却系への給電 

(3) 重大事故等時の対応手段の選択 

1.2.2.3 重大事故等の進展抑制時の対応手順 

(1) 重大事故等の進展抑制 

ａ．制御棒駆動水圧系による原子炉圧力容器への注水 

1.2-1

1.2-1



 

ｂ．ほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほう酸水注入及び注水 

(2) 重大事故等時の対応手段の選択 

1.2.2.4 重大事故等対処設備（設計基準拡張）による対応手順 

(1) 原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への注水 

(2) 高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 

1.2.2.5 その他の手順項目について考慮する手順 

添付資料 1.2.1 審査基準，基準規則と対処設備との対応表 

添付資料 1.2.2 自主対策設備仕様 

添付資料 1.2.3 対応手段として選定した設備の電源構成図 

添付資料 1.2.4 重大事故対策の成立性 

1．中央制御室からの高圧原子炉代替注水系起動 

(1)中央制御室からの高圧原子炉代替注水系起動 

2．現場手動操作による高圧原子炉代替注水系起動 

(1)現場手動操作による高圧原子炉代替注水系起動 

3．現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動 

(1)現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動 

(2)原子炉隔離時冷却系現場起動時の排水処理 

4．制御棒駆動水圧系による原子炉圧力容器への注水 

(1)制御棒駆動水圧系による原子炉圧力容器への注水 

5．ほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほう酸水注入及び注水 

(1)ほう酸水注入系による原子炉圧力容器への注入及び注水（継続注

水） 

6．原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への注水 

(1)原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への注水 

7．高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 

(1)高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 

添付資料 1.2.5 原子炉水位計の校正条件について 

添付資料 1.2.6 全交流動力電源喪失時に高圧注水系の起動に失敗した場合の処

置について 

添付資料 1.2.7 解釈一覧 

1．判断基準の解釈一覧 

2．操作手順の解釈一覧 

3．弁番号及び弁名称一覧 

添付資料 1.2.8 手順のリンク先について 
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1.2 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順 

   等 

 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であ

って、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合に

おいても炉心の著しい損傷を防止するため、発電用原子炉を冷却するために必要

な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されている

こと。 

 

【解釈】 

１ 「発電用原子炉を冷却するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又は

これらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

 

（１）全交流動力電源喪失・常設直流電源系統喪失を想定し、原子炉隔離時冷却

系(RCIC)若しくは非常用復水器（BWRの場合）又はタービン動補助給水ポンプ

（PWRの場合）（以下「RCIC 等」という。）により発電用原子炉を冷却するた

め、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための

手順等を整備すること。 

ａ）可搬型重大事故防止設備 

ⅰ）現場での可搬型重大事故防止設備（可搬型バッテリ又は窒素ボンベ等）

を用いた弁の操作により、RCIC等の起動及び十分な期間※の運転継続を行

う手順等（手順及び装備等）を整備すること。ただし、下記（１）ｂ）ⅰ）

の人力による措置が容易に行える場合を除く。 

ｂ）現場操作 

ⅰ）現場での人力による弁の操作により、RCIC等の起動及び十分な期間※の

運転継続を行う手順等（手順及び装備等）を整備すること。 

※：原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダ

リ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間のこと。 

ｃ）監視及び制御 

ⅰ）原子炉水位（BWR及びPWR）及び蒸気発生器水位（PWRの場合）を推定す

る手順等（手順、計測機器及び装備等）を整備すること。 

ⅱ）RCIC等の安全上重要な設備の作動状況を確認する手順等（手順、計測機

器及び装備等）を整備すること。 

ⅲ）原子炉水位又は蒸気発生器水位を制御する手順等（手順及び装備等）を

整備すること。 
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（２）復旧 

ａ）原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において、注水（循環を含む。）

すること及び原子炉を冷却できる設備に電源を接続することにより、起動

及び十分な期間の運転継続ができること。（BWRの場合） 

ｂ）電動補助給水ポンプに代替交流電源を接続することにより、起動及び十分

な期間の運転継続ができること。（PWRの場合） 

 

（３）重大事故等の進展抑制 

ａ）重大事故等の進展を抑制するため、ほう酸水注入系（SLCS）又は制御棒駆

動機構（CRD）等から注水する手順等を整備すること。（BWRの場合） 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故対処設備

が有する発電用原子炉の冷却機能は，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレ

イ系による冷却機能である。 

 

この機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため，発電

用原子炉を冷却する対処設備を整備する。ここでは，この対処設備を活用した

手順等について説明する。 

  

1.2-4

1.2-4



 

1.2.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，発電用原子炉を冷却

し炉心の著しい損傷を防止するための設計基準事故対処設備として原子炉隔

離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系を設置している。 

 これらの設計基準事故対処設備が健全であれば，これらを重大事故等対処

設備（設計基準拡張）と位置付け重大事故等の対処に用いるが，設計基準事

故対処設備が故障した場合は，その機能を代替するために，設計基準事故対

処設備が有する機能，相互関係を明確にした（以下「機能喪失原因対策分析」

という。）上で，想定する故障に対応できる対応手段及び重大事故等対処設備

を選定する（第 1.2－1 図）。 

 また，発電用原子炉を冷却するために原子炉圧力容器内の水位を監視及び

制御する対応手段及び重大事故等対処設備，重大事故等の進展を抑制するた

めの対応手段及び重大事故等対処設備を選定する。 

重大事故等対処設備のほかに，柔軟な事故対応を行うための対応手段及び

自主対策設備※1を選定する。 

※１ 自主対策設備：技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべ

てのプラント状況において使用することは困難であ

るが，プラント状況によっては，事故対応に有効な

設備。 

選定した重大事故等対処設備により，技術的能力審査基準（以下「審査基

準」という。）だけでなく，設置許可基準規則第四十五条及び技術基準規則第

六十条（以下「基準規則」という。）の要求機能を満足する設備が網羅されて

いることを確認するとともに，自主対策設備との関係を明確にする。 

 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

重大事故等対処設備（設計基準拡張）である原子炉隔離時冷却系又は高圧

炉心スプレイ系が健全であれば重大事故等対処設備として重大事故等の対処

に用いる。 

原子炉隔離時冷却系による発電用原子炉の冷却で使用する設備は以下のと

おり。 

・原子炉隔離時冷却ポンプ 

・サプレッション・チェンバ 

・原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

・主蒸気系 配管 

・原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁・ストレーナ  

・原子炉浄化系 配管 

・給水系 配管・弁・スパージャ 

・原子炉圧力容器 
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・所内常設蓄電式直流電源設備 

 

また，上記所内常設蓄電式直流電源設備への継続的な給電で使用する設備

は以下のとおり。 

・非常用交流電源設備 

 

高圧炉心スプレイ系による発電用原子炉の冷却で使用する設備は以下のと

おり。 

・高圧炉心スプレイポンプ 

・サプレッション・チェンバ 

・高圧炉心スプレイ系 配管・弁・ストレーナ・スパージャ 

・原子炉圧力容器 

・高圧炉心スプレイ補機冷却系 

・非常用交流電源設備 

 

機能喪失原因対策分析の結果，フロントライン系故障として，原子炉隔離

時冷却系及び高圧炉心スプレイ系の故障を想定する。また，サポート系故障

として，全交流動力電源及び常設直流電源系統の喪失を想定する。 

設計基準事故対処設備に要求される機能の喪失原因から選定した対応手段

及び審査基準，基準規則からの要求により選定した対応手段と，その対応に

使用する重大事故等対処設備及び自主対策設備を以下に示す。 

なお，機能喪失を想定する設計基準事故対処設備，対応に使用する重大事

故等対処設備及び自主対策設備と整備する手順についての関係を第 1.2－1

表に整理する。 

 

ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

(a) 高圧原子炉代替注水系による発電用原子炉の冷却 

設計基準事故対処設備である原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレ

イ系の故障により発電用原子炉の冷却ができない場合は，中央制御室か

らの操作により高圧原子炉代替注水系を起動し発電用原子炉を冷却する

手段がある。 

中央制御室からの操作により高圧原子炉代替注水系を起動できない場

合は，現場での人力による弁の操作により高圧原子炉代替注水系を起動

し発電用原子炉を冷却する手段がある。 

これらの対応手段により，原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及

び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期

間，高圧原子炉代替注水系の運転を継続する。 

 

ⅰ 高圧原子炉代替注水系の中央制御室からの操作による発電用原子炉
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の冷却 

中央制御室からの操作により高圧原子炉代替注水系を起動し発電用

原子炉を冷却する設備は以下のとおり。 

・高圧原子炉代替注水ポンプ 

・サプレッション・チェンバ 

・高圧原子炉代替注水系（蒸気系） 配管・弁 

・主蒸気系 配管 

・原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

・高圧原子炉代替注水系（注水系） 配管・弁 

・残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

・原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁 

・原子炉浄化系 配管 

・給水系 配管・弁・スパージャ 

・原子炉圧力容器 

・常設代替直流電源設備 

・可搬型直流電源設備 

 

また，上記常設代替直流電源設備への継続的な給電で使用する設備は

以下のとおり。 

・常設代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

 

ⅱ 高圧原子炉代替注水系の現場操作による発電用原子炉の冷却 

現場での人力による弁の操作により高圧原子炉代替注水系を起動し

発電用原子炉を冷却する設備は以下のとおり。 

・高圧原子炉代替注水ポンプ 

・サプレッション・チェンバ 

・高圧原子炉代替注水系（蒸気系） 配管・弁 

・主蒸気系 配管 

・原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

・高圧原子炉代替注水系（注水系） 配管・弁 

・残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

・原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁 

・原子炉浄化系 配管 

・給水系 配管・弁・スパージャ 

・原子炉圧力容器 

 

(b) 重大事故等対処設備 

高圧原子炉代替注水系の中央制御室からの操作及び現場操作による発
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電用原子炉の冷却で使用する設備のうち，高圧原子炉代替注水ポンプ，

サプレッション・チェンバ，高圧原子炉代替注水系（蒸気系） 配管・

弁，主蒸気系 配管，原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁，高圧

原子炉代替注水系（注水系） 配管・弁，原子炉隔離時冷却系（注水系） 

配管・弁，残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ，原子炉浄化系 配管，

給水系 配管・弁・スパージャ，原子炉圧力容器，常設代替直流電源設

備，可搬型直流電源設備，常設代替交流電源設備及び可搬型代替交流電

源設備は重大事故等対処設備として位置付ける。 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定した設備は，審査基

準及び基準規則に要求される設備がすべて網羅されている。 

（添付資料 1.2.1） 

以上の重大事故等対処設備により，設計基準事故対処設備である原子

炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系が故障した場合においても，発

電用原子炉を冷却することができる。 

 

ｂ．サポート系故障時の対応手段及び設備 

(a) 全交流動力電源喪失及び常設直流電源系統喪失時の発電用原子炉の冷

却 

全交流動力電源喪失及び常設直流電源系統喪失により，設計基準事故

対処設備である原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による発電

用原子炉の冷却ができない場合は，上記「ａ．(a) 高圧原子炉代替注水

系による発電用原子炉の冷却」の手段に加え，現場での人力による弁の

操作により原子炉隔離時冷却系を起動し発電用原子炉を冷却する手段が

ある。 

この対応手段により，原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び原

子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間，

原子炉隔離時冷却系の運転を継続する。 

 

ⅰ 原子炉隔離時冷却系の現場操作による発電用原子炉の冷却 

現場での人力による弁の操作により原子炉隔離時冷却系を起動し発

電用原子炉を冷却する設備は以下のとおり。 

・原子炉隔離時冷却ポンプ 

・サプレッション・チェンバ 

・原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

・主蒸気系 配管 

・原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁・ストレーナ 

・原子炉浄化系 配管 

・給水系 配管・弁・スパージャ 

・原子炉圧力容器 
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また，上記原子炉隔離時冷却系を現場での人力による弁の操作で起動

したことにより発生する排水を処理する手段がある。 

排水設備による排水で使用する設備は以下のとおり。 

・水中ポンプ 

・ホース 

・仮設発電機 

・燃料補給設備 

 

(b) 復旧 

全交流動力電源が喪失し，原子炉隔離時冷却系の起動又は運転継続に

必要な直流電源を所内常設蓄電式直流電源設備により給電している場合

は，所内常設蓄電式直流電源設備の蓄電池が枯渇する前に代替交流電源

設備，可搬型直流電源設備及び直流給電車により原子炉隔離時冷却系の

運転継続に必要な直流電源を確保する手段がある。 

 

ⅰ 代替交流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給電 

常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備により所内常設

蓄電式直流電源設備のうちＢ－115V 充電器，Ｂ１－115V 系充電器（Ｓ

Ａ）及び 230V 系充電器（ＲＣＩＣ）に給電し，原子炉隔離時冷却系の

運転継続に必要な直流電源を確保して発電用原子炉を冷却する設備は

以下のとおり。 

・原子炉隔離時冷却ポンプ 

・サプレッション・チェンバ 

・原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

・主蒸気系 配管 

・原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁・ストレーナ 

・原子炉浄化系 配管 

・給水系 配管・弁・スパージャ 

・原子炉圧力容器 

・常設代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 
なお，可搬型代替交流電源設備へ燃料を補給することにより，原子炉

冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低

圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間，原子炉隔離時冷却系の運転を

継続することが可能である。 

 

ⅱ 可搬型直流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給電 

可搬型直流電源設備により原子炉隔離時冷却系の運転継続に必要な

直流電源を確保して発電用原子炉を冷却する設備は以下のとおり。 
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・原子炉隔離時冷却ポンプ 

・サプレッション・チェンバ 

・原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

・主蒸気系 配管 

・原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁・ストレーナ 

・原子炉浄化系 配管 

・給水系 配管・弁・スパージャ 

・原子炉圧力容器 

・所内常設蓄電式直流電源設備 

・可搬型直流電源設備 

なお，可搬型直流電源設備へ燃料を補給することにより，原子炉冷却

材圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時

の冷却対策の準備が整うまでの期間，原子炉隔離時冷却系の運転を継続

することが可能である。 

 

ⅲ 直流給電車による原子炉隔離時冷却系への給電 

直流給電車により原子炉隔離時冷却系の運転継続に必要な直流電源

を確保して発電用原子炉を冷却する設備は以下のとおり。 

・原子炉隔離時冷却ポンプ 

・サプレッション・チェンバ 

・原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

・主蒸気系 配管 

・原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁・ストレーナ 

・原子炉浄化系 配管 

・給水系 配管・弁・スパージャ 

・原子炉圧力容器 

・直流給電車及び可搬型代替交流電源設備 

・所内常設蓄電式直流電源設備 

 

なお，直流給電車へ接続する可搬型代替交流電源設備へ燃料を補給す

ることにより，原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却

材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間，原子炉隔

離時冷却系の運転を継続することが可能である。 

 

(c) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

原子炉隔離時冷却系の現場操作による発電用原子炉の冷却で使用する

設備のうち，サプレッション・チェンバ及び原子炉圧力容器は重大事故

等対処設備として位置付ける。また，原子炉隔離時冷却ポンプ，原子炉

隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁，主蒸気系 配管，原子炉隔離時冷

1.2-10

1.2-10



 

却系（注水系） 配管・弁・ストレーナ，原子炉浄化系 配管及び給水

系 配管・弁・スパージャは重大事故等対処設備（設計基準拡張）とし

て位置付ける。 

復旧にて使用する設備のうち，サプレッション・チェンバ，原子炉圧

力容器，所内常設蓄電式直流電源設備，常設代替交流電源設備，可搬型

代替交流電源設備及び可搬型直流電源設備は重大事故等対処設備として

位置付ける。また，原子炉隔離時冷却ポンプ，原子炉隔離時冷却系（蒸

気系） 配管・弁，主蒸気系 配管，原子炉隔離時冷却系（注水系） 配

管・弁・ストレーナ，原子炉浄化系 配管及び給水系 配管・弁・スパ

ージャは重大事故等対処設備（設計基準拡張）として位置付ける。 

 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定した設備は，審査基

準及び基準規則に要求される設備がすべて網羅されている。 

（添付資料 1.2.1） 

以上の重大事故等対処設備により，全交流動力電源が喪失した場合，

又は全交流動力電源の喪失に加えて常設直流電源系統が喪失した場合に

おいても，発電用原子炉を冷却することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に有効な設備で

あるため，自主対策設備として位置付ける。あわせて，その理由を示す。 

・直流給電車 

給電開始までに時間を要するが，給電が可能であれば原子炉隔離時

冷却系の運転に必要となる直流電源を確保できることから，発電用原

子炉を冷却するための直流電源を確保する手段として有効である。 

・排水設備 

排水を行わなかった場合においても，原子炉冷却材圧力バウンダリ

の減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備

が整うまでの期間，原子炉隔離時冷却系の運転を継続することができ

るが，排水が可能な場合は，原子炉隔離時冷却系の運転継続時間を延

長できることから，原子炉隔離時冷却系の機能を維持する手段として

有効である。 

 

ｃ．監視及び制御 

(a) 監視及び制御 

上記「ａ．(a) 高圧原子炉代替注水系による発電用原子炉の冷却」及

び「ｂ．(a) 全交流動力電源喪失及び常設直流電源系統喪失時の発電用

原子炉の冷却」により発電用原子炉を冷却する際は，発電用原子炉を冷

却するための原子炉圧力容器内の水位を監視する手段がある。 

また，原子炉圧力容器へ注水するための高圧原子炉代替注水系及び原

子炉隔離時冷却系の作動状況を確認する手段がある。 

1.2-11

1.2-11



 

さらに，発電用原子炉を冷却するための原子炉圧力容器内の水位を制

御する手段がある。 

 

監視及び制御に使用する設備（監視計器）は以下のとおり。 

高圧原子炉代替注水系（中央制御室起動時）の監視計器 

・原子炉水位（狭帯域，広帯域，燃料域，ＳＡ） 

・原子炉圧力 

・原子炉圧力（ＳＡ） 

・高圧原子炉代替注水流量 

・サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

高圧原子炉代替注水系（現場起動時）の監視計器 

・原子炉水位（狭帯域，広帯域※２，燃料域※２，ＳＡ※２） 

・可搬型計測器 

・原子炉圧力 

・高圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

・高圧原子炉代替注水系タービン入口圧力 

・高圧原子炉代替注水系タービン排気圧力 

・高圧原子炉代替注水ポンプ入口圧力 

原子炉隔離時冷却系（現場起動時）の監視計器 

・原子炉水位（狭帯域，広帯域※２，燃料域※２，ＳＡ※２） 

・可搬型計測器 

・原子炉圧力 

・原子炉隔離時冷却ポンプ入口圧力 

・可搬型回転計 

※２：中央制御室にて監視可能であるが，現場においても監視可能。 

 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

監視及び制御にて使用する設備のうち，原子炉水位（広帯域），原子炉

水位（燃料域），原子炉水位（ＳＡ），原子炉圧力，原子炉圧力（ＳＡ），

高圧原子炉代替注水流量，サプレッション・プール水位（ＳＡ）及び可

搬型計測器は重大事故等対処設備として位置付ける。 

これらの選定した設備は，審査基準及び基準規則に要求される設備が

すべて網羅されている。 

（添付資料 1.2.1） 

以上の重大事故等対処設備を用いて原子炉圧力容器内の水位及び高圧

原子炉代替注水系の作動状況を監視することにより，発電用原子炉を冷

却するために必要な監視及び制御ができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に有効な設備で

あるため,自主対策設備として位置付ける。あわせて，その理由を示す。 
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・原子炉水位（狭帯域），高圧原子炉代替注水系及び原子炉隔離時冷却

系の現場起動時に使用する現場監視計器 

高圧原子炉代替注水系及び原子炉隔離時冷却系の現場起動時に使

用する現場監視計器は，中央制御室での監視はできないため重大事故

等対処設備としては位置付けていないが，現場起動時に原子炉圧力容

器内の水位の監視及び制御を行う手段として有効である。 

 

ｄ．重大事故等の進展抑制時の対応手段及び設備 

(a) 重大事故等の進展抑制 

高圧原子炉代替注水系，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系

による原子炉圧力容器への注水により原子炉圧力容器内の水位が維持で

きない場合は，重大事故等の進展を抑制するため，ほう酸水注入系及び

制御棒駆動水圧系により原子炉圧力容器へ注水する手段がある。 

 

ⅰ 制御棒駆動水圧系による進展抑制 

復水貯蔵タンクを水源とした制御棒駆動水圧系による原子炉圧力容

器への注水を実施する。 

制御棒駆動水圧系により原子炉圧力容器へ注水する設備は以下のと

おり。 

・制御棒駆動水圧ポンプ 

・復水貯蔵タンク 

・制御棒駆動水圧系 配管・弁 

・原子炉圧力容器 

・原子炉補機冷却系 

・常設代替交流電源設備 

 

ⅱ ほう酸水注入系による進展抑制 

ほう酸水貯蔵タンクを水源としたほう酸水注入系による原子炉圧力

容器へのほう酸水注入を実施する。 

さらに，復水輸送系等を水源としてほう酸水貯蔵タンクに水を補給す

ることで，ほう酸水貯蔵タンクを使用したほう酸水注入系による原子炉

圧力容器への注水を継続する。 

また，復水輸送系等を水源としてほう酸水注入系テストタンクに水を

補給することで，ほう酸水注入系テストタンクを使用したほう酸水注入

系による原子炉圧力容器への注水も可能である。 

ほう酸水注入系により原子炉圧力容器へほう酸水を注入する設備及

び注水する設備は以下のとおり。 

・ほう酸水注入ポンプ 

・ほう酸水貯蔵タンク 
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・ほう酸水注入系 テストタンク 

・ほう酸水注入系 配管・弁 

・差圧検出・ほう酸水注入系 配管（原子炉圧力容器内部） 

・復水輸送系 

・消火系 

・補給水系 

・原子炉圧力容器 

・常設代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ほう酸水注入系による進展抑制で使用する設備のうち，ほう酸水注入

ポンプ，ほう酸水貯蔵タンク，ほう酸水注入系配管・弁，差圧検出・ほ

う酸水注入系配管（原子炉圧力容器内部），原子炉圧力容器，常設代替交

流電源設備及び可搬型代替交流電源設備は重大事故等対処設備として位

置付ける。 

これらの選定した設備は，審査基準及び基準規則に要求される設備が

すべて網羅されている。 

（添付資料 1.2.1） 

以上の重大事故等対処設備により，原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧

時における注水機能が喪失した場合においても，重大事故等の進展を抑

制することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に有効な設備で

あるため，自主対策設備として位置付ける。あわせて，その理由を示す。 

・制御棒駆動水圧系 

発電用原子炉を冷却するための十分な注水量が確保できず，加えて

耐震性が確保されていないが，原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に

おける重大事故等の進展を抑制する手段として有効である。 

 

・ほう酸水注入系（原子炉圧力容器へ注水する場合） 

発電用原子炉を冷却するための十分な注水量が確保できず，加えて

ほう酸水貯蔵タンク及びほう酸水注入系テストタンクへの補給ライ

ンの耐震性が確保されていないが，復水輸送系等からほう酸水貯蔵タ

ンク又はほう酸水注入系テストタンクに水を補給することができれ

ば，ほう酸水注入系による原子炉圧力容器への注水が可能となること

から，原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時における重大事故等の進展

を抑制する手段として有効である。 

（添付資料 1.2.2） 
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ｅ．手順等 

上記「ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設備」，「ｂ．サポー

ト系故障時の対応手段及び設備」，「ｃ．監視及び制御」及び「ｄ．重大事

故等の進展抑制時の対応手段及び設備」により選定した対応手段に係る手

順を整備する。 

これらの手順は，運転員及び緊急時対策要員の対応として事故時操作要

領書（徴候ベース）（以下「ＥＯＰ」という。），ＡＭ設備別操作要領書及び

原子力災害対策手順書に定める（第 1.2－1 表）。 

また，重大事故等時に監視が必要となる計器及び給電が必要となる設備

についても整理する（第 1.2－2 表，第 1.2－3 表）。 

（添付資料 1.2.3） 
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1.2.2 重大事故等時の手順 

1.2.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 高圧原子炉代替注水系による原子炉圧力容器への注水 

ａ．中央制御室からの高圧原子炉代替注水系起動 

給水・復水系による原子炉圧力容器への注水ができず，原子炉隔離時冷

却系及び高圧炉心スプレイ系が故障により使用できない場合は，中央制御

室からの操作により高圧原子炉代替注水系を起動し，サプレッション・チ

ェンバを水源とした原子圧力容器への注水を実施する。 

なお，発電用原子炉を冷却するために原子炉圧力容器内の水位を原子炉

水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間で維持するように

原子炉水位（狭帯域，広帯域，燃料域，ＳＡ）により監視する。また，こ

れらの計測機器が故障又は計測範囲（把握能力）を超えた場合，当該パラ

メータの値を推定する手順を整備する。 

原子炉水位の監視機能が喪失した場合の手順については「1.15 事故時

の計装に関する手順等」にて整備する。 

（添付資料 1.2.5） 

(a) 手順着手の判断基準 

給水・復水系，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による原

子炉圧力容器への注水ができず，原子炉圧力容器内の水位を原子炉水位

低（レベル３）以上に維持できない場合。 

 

(b) 操作手順 

中央制御室からの高圧原子炉代替注水系起動手順の概要は以下のとお

り。手順の対応フローを第 1.2－2 図及び第 1.2－3 図に，概要図を第 1.2

－4 図に，タイムチャートを第 1.2－5 図示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，中央制御室運転員に中央

制御室からの高圧原子炉代替注水系起動の準備開始を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，中央制御室からの高圧原子炉代替注水系起動

に必要な電動弁及び監視計器の電源が確保されていることを状態表

示にて確認する。 

③中央制御室運転員Ａは，中央制御室からの高圧原子炉代替注水系起動

の系統構成として，ＨＰＡＣ注入弁の全開操作を実施し，当直副長に

中央制御室からの高圧原子炉代替注水系起動の準備完了を報告する。 

なお，高圧原子炉代替注水系の駆動蒸気を確保するため原子炉隔離時

冷却系の駆動蒸気ラインを隔離する必要がある場合は，原子炉隔離時

冷却系タービン蒸気入口弁を全閉とする。 

④当直副長は，中央制御室運転員に中央制御室からの高圧原子炉代替注

水系起動及び原子炉圧力容器への注水開始を指示する。 

⑤中央制御室運転員Ａは，ＲＣＩＣ ＨＰＡＣタービン蒸気入口弁を全
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開操作することにより高圧原子炉代替注水系を起動し，原子炉圧力容

器への注水を開始する。 

⑥中央制御室運転員Ａは，原子炉圧力容器への注水が開始されたことを

高圧原子炉代替注水流量指示値の上昇及び原子炉水位指示値の上昇

により確認し当直副長に報告するとともに，原子炉圧力容器内の水位

を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間で維

持する。 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて操作を実施した場合，作業

開始を判断してから高圧原子炉代替注水系による原子炉圧力容器への注

水開始まで 10 分以内で可能である。 

（添付資料 1.2.4‐1） 

 

ｂ．現場手動操作による高圧原子炉代替注水系起動 

給水・復水系による原子炉圧力容器への注水ができず，原子炉隔離時冷

却系及び高圧炉心スプレイ系が故障により使用できない場合において，中

央制御室からの操作により高圧原子炉代替注水系を起動できない場合は，

現場での人力による弁の操作により高圧原子炉代替注水系を起動し，サプ

レッション・チェンバを水源とした原子炉圧力容器への注水を実施する。 

なお，発電用原子炉を冷却するために原子炉圧力容器内の水位を原子炉

水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間で維持するように

原子炉水位（狭帯域，広帯域，燃料域，ＳＡ）及び可搬型計測器により監

視する。また，これらの計測機器が故障又は計測範囲（把握能力）を超え

た場合，当該パラメータの値を推定する手順を整備する。 

原子炉水位の監視機能が喪失した場合の手順については「1.15 事故時

の計装に関する手順等」にて整備する。 

（添付資料 1.2.5） 

(a) 手順着手の判断基準 

給水・復水系，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による原

子炉圧力容器への注水ができず，原子炉圧力容器内の水位を原子炉水位

低（レベル３）以上に維持できない場合で，中央制御室からの操作によ

り高圧原子炉代替注水系を起動できない場合。 

 

(b) 操作手順 

現場手動操作による高圧原子炉代替注水系起動手順の概要は以下のと

おり。手順の対応フローを第 1.2－2 図及び第 1.2－3 図に，概要図を第

1.2－4 図に、タイムチャートを第 1.2－6 図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，現場運転員に現場手動操
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作による高圧原子炉代替注水系起動の準備開始を指示する。 

②現場運転員Ａ及びＢは，原子炉圧力容器の水位を確認するため，廃棄

物処理建物１階補助盤室（非管理区域）にて，可搬型計測器の接続を

実施し，当直副長に原子炉圧力容器内の水位を報告する。 

③現場運転員Ｃ及びＤは，高圧原子炉代替注水系の駆動蒸気圧力が確保

されていることを原子炉棟地上１階（管理区域）の原子炉圧力指示値

が規定値以上であることにより確認する。 

④現場運転員Ｃ及びＤは，現場手動操作による高圧原子炉代替注水系起

動の系統構成として，ＨＰＡＣ注入弁を現場操作用のハンドルにて全

開操作し，当直副長に高圧原子炉代替注水系現場起動による原子炉圧

力容器への注水の準備完了を報告する。 

なお，高圧原子炉代替注水系の駆動蒸気を確保するため原子炉隔離時

冷却系の駆動蒸気ラインを隔離する必要がある場合は，原子炉隔離時

冷却系タービン蒸気入口弁を全閉とする。 

⑤当直副長は，現場運転員に現場手動操作による高圧原子炉代替注水系

起動，原子炉圧力容器への注水開始及び原子炉圧力容器内の水位の監

視を指示する。 

⑥現場運転員Ｃ及びＤは，ＲＣＩＣ ＨＰＡＣタービン蒸気入口弁を現

場操作用のハンドルにて全開操作することにより高圧原子炉代替注

水系を起動し，原子炉圧力容器への注水を開始する。また，原子炉棟

地下２階Ｃ－ＲＨＲポンプ室（管理区域）の現場監視計器により高圧

原子炉代替注水系の作動状況を確認し，当直副長に作動状況に異常が

ないことを報告する。 

⑦現場運転員Ａ及びＢは，原子炉圧力容器への注水が開始されたことを

可搬型計測器による原子炉水位指示値の上昇により確認し，作動状況

に異常がないことを当直副長に報告する。 

⑧現場運転員Ｃ及びＤは，ＲＣＩＣ ＨＰＡＣタービン蒸気入口弁を現

場操作用のハンドルにて操作することにより原子炉水位低（レベル３）

から原子炉水位高（レベル８）の間で原子炉圧力容器内の水位を制御

する。なお，当直副長の指示に基づき，原子炉圧力容器内の水位を制

御する。 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，現場運転員４名にて作業を実施した場合，作業開始を

判断してから現場手動操作による高圧原子炉代替注水系起動での原子炉

圧力容器への注水開始まで 35 分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通信

連絡設備を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 
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（添付資料 1.2.4‐2） 

 

(2) 重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対応手段の選択フロ

ーチャートを第 1.2－18 図に示す。 

給水・復水系による原子炉圧力容器への注水ができず，原子炉隔離時冷却

系及び高圧炉心スプレイ系が故障により使用できない場合は，中央制御室か

らの操作により高圧原子炉代替注水系を起動し原子炉圧力容器へ注水する。 

中央制御室からの操作により高圧原子炉代替注水系を起動できない場合は，

現場での人力による弁の操作により高圧原子炉代替注水系を起動し原子炉圧

力容器へ注水する。 

これらの対応手段により，原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び原

子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間，高圧

原子炉代替注水系の運転を継続する。 

 

1.2.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 全交流動力電源喪失及び常設直流電源系統喪失時の原子炉圧力容器への

注水 

ａ．現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動 

全交流動力電源喪失及び常設直流電源系統喪失により，原子炉隔離時冷

却系及び高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水ができず，中

央制御室からの操作及び現場での人力による弁の操作により高圧原子炉代

替注水系を起動できない場合，又は高圧原子炉代替注水系により原子炉圧

力容器内の水位を維持できない場合は，現場での人力による弁の操作によ

り原子炉隔離時冷却系を起動し，サプレッション・チェンバを水源とした

原子炉圧力容器への注水を実施する。 

なお，発電用原子炉を冷却するために原子炉圧力容器内の水位を原子炉

水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間で維持するように

原子炉水位（狭帯域，広帯域，燃料域，ＳＡ）及び可搬型計測器により監

視する。また，これらの計測機器が故障又は計測範囲（把握能力）を超え

た場合，当該パラメータの値を推定する手順を整備する。 

原子炉水位の監視機能が喪失した場合の手順については「1.15 事故時

の計装に関する手順等」にて整備する。 

（添付資料 1.2.5） 

 

また，現場手動操作により原子炉隔離時冷却系を起動した場合は，潤滑

油冷却器の冷却水を確保するため，真空タンクドレン弁等を開操作するこ

とにより，原子炉隔離時冷却系ポンプ室に排水が滞留することとなるが，

この排水を処理しなかった場合においても，原子炉冷却材圧力バウンダリ
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の減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整

うまでの期間，原子炉隔離時冷却系を水没させずに継続して運転できる。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失及び常設直流電源系統喪失により中央制御室から

の操作による原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系での原子炉圧

力容器への注水ができない場合において，中央制御室からの操作及び現

場での人力による弁の操作により高圧原子炉代替注水系を起動できない

場合，又は高圧原子炉代替注水系により原子炉圧力容器内の水位を原子

炉水位低（レベル３）以上に維持できない場合。 

 

(b) 操作手順 

現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動手順の概要は以下のとお

り。手順の対応フローを第 1.2－2 図及び第 1.2－3 図に，概要図を第 1.2

－7 図，第 1.2－8 図に，タイムチャートを第 1.2－9 図に示す。 

[現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動（運転員操作）] 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，現場運転員に現場手動操

作による原子炉隔離時冷却系の準備開始を指示する。 

②当直長は，当直副長の依頼に基づき，緊急時対策本部に現場手動操作

による原子炉隔離時冷却系起動にて発生する排水の処理を依頼する。 

③現場運転員Ａ及びＢは，原子炉圧力容器の水位を確認するため，廃棄

物処理建物１階補助盤室（非管理区域）にて，可搬型計測器の接続を

実施し，当直副長に原子炉圧力容器内の水位を報告する。 

④現場運転員Ｃ及びＤは，原子炉隔離時冷却系の駆動蒸気圧力が確保さ

れていることを原子炉棟地上１階（管理区域）の原子炉圧力指示値が

規定値以上であることにより確認する。 

⑤現場運転員Ｃ及びＤは，原子炉隔離時冷却系タービン及びポンプに使

用している潤滑油冷却器の冷却水を確保するため，復水器冷却水入口

弁，真空タンクドレン弁，真空タンク水位検出配管ドレン弁の全開操

作を実施し，当直副長に原子炉隔離時冷却系の冷却水確保完了を報告

する。 

⑥現場運転員Ｃ及びＤは，現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動

の系統構成として，注入弁，ミニマムフロー弁を現場操作用のハンド

ルにて全開操作するとともに，原子炉隔離時冷却系タービングランド

部からの蒸気漏えいに備え保護具（酸素呼吸器及び耐熱服）を装着し，

当直副長に現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動の準備完了

を報告する。 

⑦当直副長は，現場運転員に現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起

動，原子炉圧力容器への注水開始及び原子炉圧力容器内の水位の監視
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を指示する。 

⑧現場運転員Ｃ及びＤは，タービン蒸気入口弁を現場操作用のハンドル

にて徐々に開操作することにより原子炉隔離時冷却系を起動し，原子

炉隔離時冷却系タービンの回転数を可搬型回転計にて確認しながら

規定回転数に調整し，ミニマムフロー弁を現場操作用のハンドルにて

全閉操作する。また，原子炉棟地下２階原子炉隔離時冷却系ポンプ室

（管理区域）の現場監視計器により原子炉隔離時冷却系の作動状況を

確認し，当直副長に作動状況に異常が無いことを報告する。 

⑨現場運転員Ａ及びＢは，原子炉圧力容器への注水が開始されたことを

可搬型計測器による原子炉水位指示値の上昇により確認し，作動状況

に異常がないことを当直副長に報告する。 

⑩現場運転員Ｃ及びＤは，外側蒸気隔離弁を現場操作用のハンドルにて

操作することにより原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レ

ベル８）の間で原子炉圧力容器内の水位を制御する。なお，当直副長

の指示に基づき，原子炉圧力容器内の水位を制御する。 

 

［原子炉隔離時冷却系排水処理（緊急時対策要員操作）］ 

①緊急時対策本部は，緊急時対策要員に排水処理を指示する。 

②緊急時対策要員は，排水処理に必要な発電機，電源盤，水中ポンプ，

電源ケーブル，ホース及びホース用吐出弁（吊り具含む）の準備を行

い，大物搬入口防護扉まで移動する。 

③緊急時対策要員は，防護扉を開放する。 

④緊急時対策要員は，防護扉手前に発電機を設置，原子炉棟地下２階Ｃ

－残留熱除去系ポンプ室内（管理区域）に電源盤を設置し，水中ポン

プの吐出側にホースを接続しＲＨＲ室床ドレンサンプタンクに水中

ポンプを設置，電源ケーブル及びホースを搬入する。 

⑤緊急時対策要員は，発電機－電源盤間及び電源盤－水中ポンプ間の電

源ケーブルを敷設し，電源盤及び水中ポンプ各端子へ電源ケーブルを

接続する。 

⑥緊急時対策要員は，原子炉棟地下２階Ｃ－残留熱除去系ポンプ室水密

扉及びトーラス室扉を開放し固縛する。 

⑦緊急時対策要員は，水中ポンプに接続したホースを原子炉棟地下１階

トーラス室内（管理区域）まで敷設する。また，吐出口にホース用吐

出弁を取付け固縛する。 

⑧緊急時対策要員は，水中ポンプを起動させるため，発電機を起動し，

水中ポンプを起動させ，トーラス室へ送水を開始する。 

⑨緊急時対策要員は，水中ポンプの運転状態を発電機の出力電流にて確

認する。 

⑩緊急時対策要員は，排水処理を開始したことを当直長に報告する。ま
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た，当直長は緊急時対策本部に報告する。 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，現場運転員４名及び緊急時対策要員４名にて作業を実

施した場合，作業開始を判断してから原子炉隔離時冷却系起動による原

子炉圧力容器への注水開始まで１時間以内，緊急時対策要員による排水

処理開始まで１時間 45 分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，保護具(酸素呼吸器及び

耐熱服)，照明及び通信連絡設備を整備する。 

原子炉隔離時冷却系ポンプ室に現場運転員が入室するのは原子炉隔離

時冷却系起動時のみとし，その後速やかに退室する手順とする。したが

って，原子炉隔離時冷却系タービングランド部からの蒸気漏えいに伴う

環境温度の上昇による運転員への影響はないものと考えており，保護具

（酸素呼吸器及び耐熱服）を確実に装着することにより本操作が可能で

ある。 

 

（添付資料 1.2.4‐3） 

 

(2) 復旧 

ａ．代替交流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給電 

全交流動力電源が喪失し，原子炉隔離時冷却系の起動又は運転継続に必

要な直流電源を所内常設蓄電式直流電源設備により給電している場合は，

所内常設蓄電式直流電源設備の蓄電池が枯渇する前に常設代替交流電源設

備として使用するガスタービン発電機又は可搬型代替交流電源設備として

使用する高圧発電機車により所内常設蓄電式直流電源設備のうちＢ－115V

充電器，Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ）及び 230V 系充電器（ＲＣＩＣ）に給

電し，原子炉隔離時冷却系の運転継続に必要な直流電源を確保して原子炉

圧力容器へ注水する。 

なお，全交流動力電源の喪失により残留熱除去系（サプレッション・プ

ール水冷却モード）が機能喪失し，サプレッション・プール水の温度が原

子炉隔離時冷却系の設計温度を超えると想定される場合は，原子炉圧力容

器への注水を低圧原子炉代替注水系（可搬型）に切り替える。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失時，原子炉隔離時冷却系の起動又は運転継続に必

要なＢ－115V 系蓄電池，Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）及び 230V 系蓄電

池（ＲＣＩＣ）が枯渇により機能が喪失すると予測される場合で，常設

代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機又は可搬型代替交

流電源設備として使用する高圧発電機車が使用可能な場合。 

1.2-22

1.2-22



 

 

(b) 操作手順 

常設代替交流電源設備に関する手順及び可搬型代替交流電源設備に関

する手順等は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

 

(c) 操作の成立性 

常設代替交流電源設備に関する操作の成立性及び可搬型代替交流電源

設備に関する操作の成立性は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて

整理する。 

 

ｂ．可搬型直流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給電 

全交流動力電源が喪失し，原子炉隔離時冷却系の起動又は運転継続に必

要な直流電源を所内常設蓄電式直流電源設備により給電している場合は，

所内常設蓄電式直流電源設備の蓄電池が枯渇する前に可搬型直流電源設備

として使用する高圧発電機車，Ｂ１－115V 系充電器及び 230V 系充電器（常

用）により原子炉隔離時冷却系の運転継続に必要な直流電源を確保して原

子炉圧力容器へ注水する。 

なお，全交流動力電源の喪失により残留熱除去系（サプレッション・プ

ール水冷却モード）が機能喪失し，サプレッション・プール水の温度が原

子炉隔離時冷却系の設計温度を超えると想定される場合は，原子炉圧力容

器への注水を低圧原子炉代替注水系（可搬型）に切り替える。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失時，原子炉隔離時冷却系の起動又は運転継続に必

要なＢ－115V 系蓄電池，Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）及び 230V 系蓄電

池（ＲＣＩＣ）が枯渇により機能が喪失すると予測される場合で，代替

交流電源設備により直流電源を確保できない場合。 

 

(b) 操作手順 

可搬型直流電源設備に関する手順等は「1.14 電源の確保に関する手

順等」にて整備する。 

 

(c) 操作の成立性 

可搬型直流電源設備に関する操作の成立性は「1.14 電源の確保に関

する手順等」にて整理する。 

 

ｃ．直流給電車による原子炉隔離時冷却系への給電 

全交流動力電源が喪失し，原子炉隔離時冷却系の起動又は運転継続に必

要な直流電源を所内常設蓄電式直流電源設備により給電している場合は，
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所内常設蓄電式直流電源設備の蓄電池が枯渇する前に直流給電車より原子

炉隔離時冷却系の運転継続に必要な直流電源を確保して原子炉圧力容器へ

注水する。 

なお，全交流動力電源の喪失により残留熱除去系（サプレッション・プ

ール水冷却モード）が機能喪失し，サプレッション・プール水の温度が原

子炉隔離時冷却系の設計温度を超えると想定される場合は，原子炉圧力容

器への注水を低圧原子炉代替注水系（可搬型）に切り替える。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失時，原子炉隔離時冷却系の起動又は運転継続に必

要なＢ－115V 系蓄電池，Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）及び 230V 系蓄電

池（ＲＣＩＣ）が枯渇により機能が喪失すると予測される場合で，代替

交流電源設備及び可搬型直流電源設備により直流電源を確保できない場

合。 

 

(b) 操作手順 

直流給電車に関する手順等は「1.14 電源の確保に関する手順等」に

て整備する。 

 

(c) 操作の成立性 

直流給電車に関する操作の成立性は「1.14 電源の確保に関する手順

等」にて整理する。 

 

(3) 重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対応手段の選択フロ

ーチャートを第 1.2－18 図に示す。 

 

ａ．全交流動力電源及び常設直流電源設備が喪失した場合の対応 

全交流動力電源及び常設直流電源系統の喪失により，原子炉隔離時冷却

系及び高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水ができない場合

は，中央制御室からの操作により高圧原子炉代替注水系を起動し原子炉圧

力容器へ注水する。 

中央制御室からの操作により高圧原子炉代替注水系を起動できない場合

は，現場での人力による弁の操作により高圧原子炉代替注水系を起動し原

子炉圧力容器へ注水する。 

いずれの操作によっても高圧原子炉代替注水系を起動できない場合，又

は高圧原子炉代替注水系により原子炉圧力容器内の水位を維持できない場

合は，現場での人力による弁の操作により原子炉隔離時冷却系を起動し原

子炉圧力容器へ注水する。 
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これらの対応手段により，原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間，

原子炉隔離時冷却系の運転を継続する。 

 

ｂ．全交流動力電源のみ喪失した場合の対応 

全交流動力電源が喪失し，原子炉隔離時冷却系の起動又は運転継続に必

要な直流電源を所内常設蓄電式直流電源設備により給電している場合は，

所内常設蓄電式直流電源設備の蓄電池が枯渇する前に常設代替交流電源設

備として使用するガスタービン発電機又は可搬型代替交流電源設備として

使用する高圧発電機車により所内常設蓄電式直流電源設備のうちＢ－115V

充電器，Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ）及び 230V 系充電器（ＲＣＩＣ）に給

電し，原子炉隔離時冷却系の運転継続に必要な直流電源を確保して原子炉

圧力容器へ注水する。 

代替交流電源設備による給電ができない場合は，可搬型直流電源設備と

して使用する高圧発電機車，Ｂ１－115V 系充電器及び 230V 系充電器（常用）

により原子炉隔離時冷却系の運転継続に必要な直流電源を確保して原子炉

圧力容器へ注水する。 

代替交流電源設備及び可搬型直流電源設備による給電ができない場合は，

直流給電車により原子炉隔離時冷却系の運転継続に必要な直流電源を確保

して原子炉圧力容器へ注水する。 

これらの対応手段により，原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整うまでの期間，

原子炉隔離時冷却系の運転を継続する。 

（添付資料 1.2.6） 

 

1.2.2.3 重大事故等の進展抑制時の対応手順 

(1) 重大事故等の進展抑制 

ａ．制御棒駆動水圧系による原子炉圧力容器への注水 

高圧炉心スプレイ系の機能喪失時又は全交流動力電源喪失時において,

高圧原子炉代替注水系及び原子炉隔離時冷却系により原子炉圧力容器内の

水位を原子炉水位低（レベル３）以上に維持できない場合は，原子炉補機

冷却系により冷却水を確保し，復水貯蔵タンクを水源とした制御棒駆動水

圧系による原子炉圧力容器への注水を実施する。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧状態であり，高圧炉心スプレイ系，

高圧原子炉代替注水系及び原子炉隔離時冷却系により原子炉圧力容器内

の水位を原子炉水位低（レベル３）以上に維持できない場合で，制御棒

駆動水圧系が使用可能な場合。 
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(b) 操作手順 

制御棒駆動水圧系による原子炉圧力容器への注水手順の概要は以下の

とおり。手順の対応フローを第 1.2－2 図及び第 1.2－3 図に，概要図を

第 1.2－10 図に，タイムチャートを第 1.2－11 図示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，中央制御室運転員に制御

棒駆動水圧系による原子炉圧力容器への注水の準備開始を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，制御棒駆動水圧系の起動に必要なポンプ，監

視計器の電源及び冷却水が確保されていることを状態表示にて確認

する。 

③当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部にガスター

ビン発電機の負荷容量確認を依頼し，制御棒駆動水圧系が使用可能か

確認する。 

④当直副長は，中央制御室運転員に制御棒駆動水圧系による原子炉圧力

容器への注水開始を指示する。 

⑤中央制御室運転員Ａは，Ａ－制御棒駆動水圧ポンプの起動操作を実施

し，Ａ－制御棒駆動水圧ポンプが起動したことを確認する。 

⑥中央制御室運転員Ａは，ＣＲＤ系統流量調節弁及びＣＲＤ駆動水圧力

調節弁の全開操作を実施する。 

⑦中央制御室運転員Ａは，原子炉圧力容器への注水が開始されたことを

制御棒駆動水圧系系統流量指示値の上昇により確認し，当直副長に報

告する。 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，作業

開始を判断してから制御棒駆動水圧系による原子炉圧力容器への注水開

始まで 15 分以内で可能である。 

（添付資料 1.2.4‐4） 

 

ｂ．ほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほう酸水注入及び注水 

高圧炉心スプレイ系の機能喪失時又は全交流動力電源喪失時において，

高圧原子炉代替注水系及び原子炉隔離時冷却系により原子炉圧力容器内の

水位を原子炉水位低（レベル３）以上に維持できない場合は，ほう酸水貯

蔵タンクを水源としたほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほう酸水

注入を実施する。 

さらに，復水輸送系等を水源としてほう酸水貯蔵タンクに補給すること

で，ほう酸水貯蔵タンクを使用したほう酸水注入系による原子炉圧力容器

への注水を継続する。 

また、復水輸送系等を水源としてほう酸水注入系テストタンクに補給す
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ることで，ほう酸水注入系テストタンクを使用したほう酸水注入系による

原子炉圧力容器への注水も可能である。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であり，高圧炉心スプレイ

系，高圧原子炉代替注水系及び原子炉隔離時冷却系により原子炉圧力容

器内の水位を原子炉水位低（レベル３）以上に維持できない場合で，ほ

う酸水注入系が使用可能な場合。 

 

(b) 操作手順 

ほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほう酸水注入及び注水手順

の概要は以下のとおり。手順の対応フローを第 1.2－2 図及び第 1.2－3

図に，概要図を第 1.2－12 図に，タイムチャートを第 1.2－13 図に示す。 

[ほう酸水貯蔵タンクを水源とした原子炉圧力容器へのほう酸水注入] 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員にほう酸水注入系

による原子炉圧力容器へのほう酸水注入の準備開始を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，ほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほ

う酸水注入に必要なポンプ，電動弁及び監視計器の電源が確保されて

いることを状態表示にて確認する。 

③当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部にガスター

ビン発電機又は高圧発電機車の負荷容量確認を依頼し，ほう酸水注入

系が使用可能か確認する。 

④中央制御室運転員Ａは，Ａ又はＢ－ほう酸水注入ポンプの起動操作

（ほう酸水注入系起動用ＣＯＳを「Ａ系統」位置（Ｂ系を起動する場

合は「Ｂ系統」位置）にすることで，Ａ（Ｂ）－ＳＬＣタンク出口弁

及びＡ（Ｂ）－ＳＬＣ注入弁が全開となり，Ａ（Ｂ）－ほう酸水注入

ポンプが起動し，原子炉圧力容器へのほう酸水注入が開始される。）

を実施する。 

⑤中央制御室運転員Ａは中央制御室にて，原子炉圧力容器へのほう酸水

注入が開始されたことをほう酸水貯蔵タンク液位指示値の低下によ

り確認し，当直副長に報告する。 

 

[ほう酸水貯蔵タンクを使用した原子炉圧力容器への継続注水] 

⑥当直副長は，原子炉圧力容器への継続注水が必要と判断した場合は，

現場運転員にほう酸水注入系による原子炉圧力容器への継続注水の

準備開始を指示する。 

※[ほう酸水貯蔵タンクを水源とした原子炉圧力容器へのほう酸水注

入]の準備と合わせて実施する。 

⑦現場運転員Ｂ及びＣは，ほう酸水貯蔵タンクを使用した原子炉圧力容
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器への継続注水の系統構成として，ホース接続（復水輸送系～補給水

系の間）し，ＭＵＷ工具除染シンク供給弁，ＣＷＴ工具類除染シンク

除染弁の全開操作を実施する。 

⑧現場運転員Ｂ及びＣは，ＳＬＣ封水止め弁及びＳＬＣドレン弁の全閉

並びにＳＬＣタンク補給水入口元弁の全開操作実施後，当直副長にほ

う酸水貯蔵タンクを使用した原子炉圧力容器への継続注水の準備完

了を報告する。 

⑨当直副長は，現場運転員にほう酸水貯蔵タンクを使用した原子炉圧力

容器への継続注水の開始を指示する。 

⑩中央制御室運転員Ａは，復水輸送ポンプが運転中であり，復水輸送ポ

ンプ出口ヘッダ圧力指示値が規定値以上であることを確認する。 

⑪現場操作員Ｂ及びＣは，ＳＬＣタンク補給水入口弁を調整開とし，ほ

う酸水貯蔵タンクに補給する。 

 

[ほう酸水注入系テストタンクを使用した原子炉圧力容器への注水] 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員にほう酸水注入系

テストタンクを使用した原子炉圧力容器への注水の準備開始を指示

する。 

②中央制御室運転員Ａは，ほう酸水注入系テストタンクを使用した原子

炉圧力容器への注水に必要なポンプ及び電動弁の電源が確保された

こと並びに監視計器の電源が確保されていることを状態表示にて確

認する。 

③当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部にガスター

ビン発電機又は高圧発電機車の負荷容量確認を依頼し，ほう酸水注入

系が使用可能か確認する。 

④中央制御室運転員Ａは，復水輸送ポンプが運転中であり，復水輸送ポ

ンプ出口ヘッダ圧力指示値が規定値以上であることを確認する。 

⑤現場運転員Ｂ及びＣは，ほう酸水注入系テストタンクを使用した原子

炉圧力容器への継続注水の系統構成として，ホース接続（復水輸送系

～補給水系の間）し，ＭＵＷ工具除染シンク供給弁，ＣＷＴ工具類除

染シンク除染弁の全開操作を実施する。 

⑥現場運転員Ｂ及びＣは，ＳＬＣテストタンク出口弁，ＳＬＣオリフィ

スバイパス弁の全開操作実施し，ＳＬＣテストタンクに水張りを行う。 

⑦現場運転員Ｂ及びＣは，ＳＬＣテストタンク水張りが完了したことを

確認し，ＳＬＣ封水止め弁及びＳＬＣオリフィスバイパス弁の全閉操

作完了後，当直副長にほう酸水注入系テストタンクを使用した原子炉

圧力容器への注水の準備完了を報告する。 

⑧当直副長は，運転員にほう酸水注入系テストタンクを使用した原子炉

圧力容器への注水の開始を指示する。 
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⑨現場運転員Ｂ及びＣは，Ａ又はＢ－ＳＬＣ注入弁の全開操作を実施し

た後，Ａ又はＢ－ほう酸水注入ポンプを起動する。原子炉棟地上３階

ほう酸水装置室（管理区域）にて，ほう酸水注入ポンプ吐出圧力指示

値の上昇を確認後，速やかにＳＬＣオリフィスバイパス弁を調整開と

し，ほう酸水注入系テストタンクに補給する。 

⑩中央制御室運転員Ａは，原子炉圧力容器への注水が開始されたことを

原子炉水位指示値及び復水貯蔵タンク水位指示値により確認し，当直

副長に報告する。 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作のうち，ほう酸水貯蔵タンクを水源とした原子炉圧力容器

へのほう酸水注入は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，

作業開始を判断してから原子炉圧力容器へのほう酸水注入開始まで10分

以内で可能である。 

さらに，復水輸送系等を水源としてほう酸水貯蔵タンクに補給し，原

子炉圧力容器へ継続注水する場合は，中央制御室運転員１名及び現場運

転員２名にて作業を実施した場合，作業開始を判断してから原子炉圧力

容器への継続注水準備完了まで１時間以内で可能である。 

また，復水輸送系等を水源としてほう酸水注入系テストタンクに補給

し，原子炉圧力容器へ注水を行う場合は，中央制御室運転員１名及び現

場運転員２名にて作業を実施した場合，作業開始を判断してから原子炉

圧力容器への注水開始まで 1時間 15 分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通信

連絡設備を整備する。室温は通常運転時と同様である。 

（添付資料 1.2.4‐5） 

 

(2) 重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対応手段の選択フロ

ーチャートを第 1.2－18 図に示す。 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態で，高圧炉心スプレイ系，高圧

原子炉代替注水系及び原子炉隔離時冷却系により原子炉圧力容器内の水位を

原子炉水位低（レベル３）以上に維持できない場合は，原子炉補機冷却系に

より冷却水を確保できれば制御棒駆動水圧系による原子炉圧力容器への注水

を実施する。原子炉補機冷却系により冷却水を確保できない場合，又は常設

代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機により非常用高圧母線

の電源が確保できず，可搬型代替交流電源設備として使用する高圧発電機車

により電源を確保した場合は，ほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほ

う酸水注入及び注水を実施する。制御棒駆動水圧系及びほう酸水注入系は発

電用原子炉を冷却するには十分な注水量を確保できないが，原子炉冷却材圧
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力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策

の準備が整うまでの期間，重大事故等の進展抑制として使用する。 

なお，ほう酸水注入系により原子炉圧力容器へ注水する際の水源は，通常

時の補給にて使用する補給水系が使用できない場合は，復水輸送系又は消火

系から補給する。 
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1.2.2.4 重大事故等対処設備（設計基準拡張）による対応手順 

(1) 原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への注水 

原子炉隔離時冷却系が健全な場合は，自動起動信号（原子炉水位低（レベ

ル２））による作動，又は中央制御室からの手動操作により原子炉隔離時冷却

系を起動し，サプレッション・チェンバを水源とした原子炉圧力容器への注

水を実施する。 

なお，原子炉隔離時冷却系の水源はサプレッション・チェンバを優先して

用いるが，原子炉隔離時冷却系で用いることができる水源として自主対策設

備である復水貯蔵タンクもある。サプレッション・プール水枯渇，サプレッ

ション・チェンバ破損又はサプレッション・プール水の温度が上昇すること

を考慮し，原子炉隔離時冷却系の確実な運転継続を確保する観点から，原子

炉隔離時冷却系の水源を復水貯蔵タンクに手動で切り替える。 

いずれの切替えにおいても，運転中の原子炉隔離時冷却系を停止すること

なく水源切替えが可能である。 

サプレッション・チェンバから復水貯蔵タンクへの水源切替え手順につい

ては，「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

ａ．手順着手の判断基準 

給水・復水系による原子炉圧力容器への注水ができず，原子炉圧力容器

内の水位を原子炉水位低（レベル３）以上に維持できない場合。 

 

ｂ．操作手順 

原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への注水手順の概要は以下の

とおり。概要図を第 1.2－14 図に，タイムチャートを第 1.2－15 図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，中央制御室運転員に原子

炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への注水開始を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，中央制御室からの手動起動操作，又は自動起

動信号（原子炉水位低（レベル２））によりタービン蒸気入口弁，注水

弁及び復水器冷却水入口弁が全開し，原子炉隔離時冷却系が起動した

ことを確認する。 

③中央制御室運転員Ａは，原子炉圧力容器への注水が開始されたことを

原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量指示値の上昇及び原子炉水位指示値

の上昇により確認し当直副長に報告するとともに，原子炉圧力容器内

の水位を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の

間で維持する。 

 

ｃ．操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて操作を実施した場合，作業

開始を判断してから原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への注水

開始まで２分以内で可能である。 
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（添付資料 1.2.4‐6） 

 

(2) 高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 

高圧炉心スプレイ系が健全な場合は，自動起動信号（原子炉水位低（レベ

ル１Ｈ）又はドライウェル圧力高）による作動，又は中央制御室からの手動

操作により高圧炉心スプレイ系を起動し，サプレッション・チェンバを水源

とした原子炉圧力容器への注水を実施する。 

なお，高圧炉心スプレイ系の水源はサプレッション・チェンバを優先して

用いるが，高圧炉心スプレイ系で用いることができる水源として自主対策設

備である復水貯蔵タンクもある。残留熱除去系（サプレッション・プール水

冷却系）が機能喪失している場合，サプレッション・プール水の温度が上昇

することを考慮し，高圧炉心スプレイ系の確実な運転継続を確保する観点か

ら，高圧炉心スプレイ系の水源を復水貯蔵タンクに手動で切り替える。 

いずれの切替えにおいても，運転中の高圧炉心スプレイ系を停止すること

なく水源切替えが可能である。 

サプレッション・チェンバから復水貯蔵タンクへの水源切替え手順につい

ては，「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

ａ．手順着手の判断基準 

給水・復水系及び原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への注水

ができず，原子炉圧力容器内の水位を原子炉水位低（レベル３）以上に

維持できない場合。 

 

ｂ．操作手順 

高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水手順の概要は以下

のとおり。概要図を第 1.2－16 図に，タイムチャートを第 1.2－17 図に

示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，中央制御室運転員に高圧

炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水開始を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，中央制御室からの手動起動操作，又は自動起

動信号（原子炉水位低（レベル１Ｈ）又はドライウェル圧力高）によ

り高圧炉心スプレイポンプが起動し，ＨＰＣＳ注水弁が全開となった

ことを確認する。 

③中央制御室運転員Ａは，原子炉圧力容器への注水が開始されたことを

高圧炉心スプレイポンプ出口流量指示値の上昇及び原子炉水位指示

値の上昇により確認し当直副長に報告するとともに，原子炉圧力容器

内の水位を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）

の間で維持する。 

 

ｃ．操作の成立性 
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上記の操作は，中央制御室運転員１名にて操作を実施した場合，作業

開始を判断してから高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水

開始まで２分以内で可能である。 

（添付資料 1.2.4‐7） 

 

1.2.2.5 その他の手順項目について考慮する手順 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水手順につい

ては，「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するた

めの手順等」にて整備する。 

サプレッション・チェンバから復水貯蔵タンクへの水源切替え手順について

は，「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

非常用交流電源設備，所内常設蓄電式直流電源設備，常設代替交流電源設備

として使用するガスタービン発電機，可搬型代替交流電源設備として使用する

高圧発電機車，常設代替直流電源設備として使用するＳＡ用 115V 系蓄電池又は

可搬型直流電源設備として使用する高圧発電機車，Ｂ１－115V 系充電器及び

230V 系充電器（常用）による高圧原子炉代替注水系，原子炉隔離時冷却系，高

圧炉心スプレイポンプ，ほう酸水注入ポンプ，制御棒駆動水圧ポンプ，電動弁

及び中央制御室監視計器類への電源供給手順並びに常設代替交流電源設備とし

て使用するガスタービン発電機，可搬型代替交流電源設備及び可搬型直流電源

設備として使用する高圧発電機車及び非常用交流電源設備への燃料補給手順に

ついては，「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

原子炉水位の監視又は確認に係る計装設備に関する手順については，「1.15 

事故時の計装に関する手順等」にて整備する。 
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第 1.2－1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順 

対応手段，対処設備，手順書一覧(１／６) 

（重大事故等対処設備（設計基準拡張）） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

－ 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

主蒸気系 配管 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁・

ストレーナ  

原子炉浄化系 配管  

給水系 配管・弁・スパージャ 

非常用交流電源設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 

所内常設蓄電式直流電源設備※１ 

 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

高圧炉心スプレイポンプ 

高圧炉心スプレイ系 配管・弁・ストレー

ナ・スパージャ 

高圧炉心スプレイ補機冷却系 

非常用交流電源設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 
重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 
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対応手段，対処設備，手順書一覧(２／６) 

（フロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

高圧炉心スプレイ系 

原子炉隔離時冷却系 

 高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
の
中
央
制
御
室 

か
ら
の
操
作
に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

高圧原子炉代替注水ポンプ 

サプレッション・チェンバ 

高圧原子炉代替注水系（蒸気系） 

配管・弁 

主蒸気系 配管 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

高圧原子炉代替注水系（注水系） 

配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁 

原子炉浄化系 配管 

給水系 配管・弁・スパージャ 

原子炉圧力容器 

常設代替直流電源設備※１ 

可搬型直流電源設備※１ 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要

領書 

「ＨＰＡＣによる

原子炉注水」 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
の
現
場
操
作
に 

よ
る
発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

高圧原子炉代替注水ポンプ 

サプレッション・チェンバ 

高圧原子炉代替注水系（蒸気系）  

配管・弁 

主蒸気系 配管 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・弁 

高圧原子炉代替注水系（注水系）  

配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・弁 

原子炉浄化系 配管 

給水系 配管・弁・スパージャ 

原子炉圧力容器 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要

領書 

「ＨＰＡＣ現場起

動による原子炉注

水」 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。  
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対応手段，対処設備，手順書一覧(３／６) 

（サポート系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

全交流動力電源 

常設直流電源系統 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
の
現
場
操
作 

に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系）  

配管・弁 

主蒸気系 配管 

原子炉隔離時冷却系（注水系）  

配管・弁・ストレーナ 

原子炉浄化系 配管 

給水系 配管・弁・スパージャ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要

領書 

「ＲＣＩＣ現場起

動による原子炉注

水」 

 

原子力災害対策手

順書 

「原子炉隔離時冷

却系排水処理」 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 
重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

水中ポンプ 

ホース 

仮設発電機 

燃料補給設備※１ 

自
主
対
策
設
備 

全交流動力電源 

代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
へ
の
給
電 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系）  

配管・弁 

主蒸気系 配管 

原子炉隔離時冷却系（注水系）  

配管・弁・ストレーナ 

原子炉浄化系 配管 

給水系 配管・弁・スパージャ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

重
大
事
故
等

対
処
設
備 

可
搬
型
直
流
電
源
設
備
に
よ
る 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
へ
の
給
電 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系）  

配管・弁 

主蒸気系 配管 

原子炉隔離時冷却系（注水系）  

配管・弁・ストレーナ 

原子炉浄化系 配管 

給水系 配管・弁・スパージャ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 

所内常設蓄電式直流電源設備※１ 

可搬型直流電源設備※１ 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。  
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対応手段，対処設備，手順書一覧(４／６) 

（サポート系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

全交流動力電源 

直
流
給
電
車
に
よ
る 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
へ
の
給
電 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

サプレッション・チェンバ 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 配管・

弁 

主蒸気系 配管 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 配管・

弁・ストレーナ 

原子炉浄化系 配管 

給水系 配管・弁・スパージャ 

原子炉圧力容器 

直流給電車及び可搬型代替交流電源設

備※１ 

所内常設蓄電式直流電源設備※１ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

  

1.2-37

1.2-37



 

対応手段，対処設備，手順書一覧(５／６) 

（監視及び制御） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

監
視
及
び
制
御 

－ 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系 

（
中
央
制
御
室
起
動
時
）
の
監
視
計
器 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

高圧原子炉代替注水流量 

サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要

領書 

「ＨＰＡＣによる

原子炉注水」 

原子炉水位（狭帯域） 
自
主
対
策
設
備 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
現
場
起
動
時
） 

の
監
視
計
器 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力 

可搬型計測器 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要

領書 

「ＨＰＡＣ現場起

動による原子炉注

水」 

原子炉水位（狭帯域） 

高圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

高圧原子炉代替注水系タービン入口圧力 

高圧原子炉代替注水系タービン排気圧力 

高圧原子炉代替注水ポンプ入口圧力 

自
主
対
策
設
備 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
（
現
場
起
動
時
）
の
監
視

計
器 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力 

可搬型計測器 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要

領書 

「ＲＣＩＣ現場起

動による原子炉注

水」 

 原子炉水位（狭帯域） 

原子炉隔離時冷却ポンプ入口圧力 

可搬型回転計 

自
主
対
策
設
備 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。  

1.2-38

1.2-38



 

対応手段，対処設備，手順書一覧(６／６) 

（重大事故等の進展抑制時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

重
大
事
故
等
の
進
展
抑
制 

－ 

制
御
棒
駆
動
水
圧
系
に
よ
る 

進
展
抑
制 

制御棒駆動水圧ポンプ 

復水貯蔵タンク 

制御棒駆動水圧系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

原子炉補機冷却系 

常設代替交流電源設備※１ 

 

 

 

 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要

領書 

「ＣＲＤによる原

子炉注水」 

ほ
う
酸
水
注
入
系
に
よ
る 

進
展
抑
制
（
ほ
う
酸
水
注
入
） 

ほう酸水注入ポンプ 

ほう酸水貯蔵タンク 

ほう酸水注入系 配管・弁 

差圧検出・ほう酸水注入系 配管（原子

炉圧力容器内部） 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要

領書 

「ＳＬＣによる原

子炉注水」 

ほ
う
酸
水
注
入
系
に
よ
る 

進
展
抑
制
（
注
水
） 

ほう酸水注入ポンプ 

ほう酸水貯蔵タンク 

ほう酸水注入系 テストタンク 

ほう酸水注入系 配管・弁 

差圧検出・ほう酸水注入系 配管（原子

炉圧力容器内部） 

復水輸送系 

消火系 

補給水系 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要

領書 

「ＳＬＣによる原

子炉注水」 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

1.2-39

1.2-39



 

第 1.2－2 表 重大事故等対処に係る監視計器 

監視計器一覧(１／７) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.2.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1)高圧原子炉代替注水系による原子炉圧力容器への注水 

 ａ．中央制御室からの高圧原子炉代替注水系起動 

事故時操作要領書（徴候

ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＨＰＡＣによる原子

炉注水」 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器への注水量 高圧原子炉代替注水流量 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

 

  

1.2-40

1.2-40



 

監視計器一覧(２／７) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.2.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1)高圧原子炉代替注水系による原子炉圧力容器への注水 

 ｂ．現場手動操作による高圧原子炉代替注水系起動 

事故時操作要領書（徴候

ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＨＰＡＣ現場起動に

よる原子炉注水」 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

（可搬型計測器） 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

（可搬型計測器） 

補機監視機能 

原子炉圧力 

高圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

高圧原子炉代替注水系タービン入口圧力 

高圧原子炉代替注水系タービン排気圧力 

高圧原子炉代替注水ポンプ入口圧力 

  

1.2-41

1.2-41



 

監視計器一覧(３／７) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.2.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 全交流動力電源喪失及び常設直流電源系統喪失時の原子炉圧力容器への注水 

 ａ．現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動 

事故時操作要領書（徴候

ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＣＩＣ現場起動に

よる原子炉注水」 

 

原子力災害対策手順書 

「原子炉隔離時冷却系

排水処理」 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

（可搬型計測器） 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

（可搬型計測器） 

補機監視機能 

可搬型回転計 

原子炉圧力 

原子炉隔離時冷却ポンプ入口圧力 

 

  

1.2-42

1.2-42



 

監視計器一覧(４／７) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.2.2.3 重大事故等の進展抑制時の対応手順 

(1) 重大事故等の進展抑制 

 ａ．制御棒駆動水圧系による原子炉圧力容器への注水 

事故時操作要領書(徴

候ベース) 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＲＤによる原子炉

注水」 

判
断
基
準 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

補機監視機能 原子炉補機冷却系常用流量 

水源の確保 復水貯蔵タンク水位 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内への注水量 制御棒駆動水圧系系統流量 

補機監視機能 制御棒駆動水圧系充てん水ヘッダ圧力 

水源の確保 復水貯蔵タンク水位 

 

  

1.2-43

1.2-43



 

監視計器一覧(５／７) 

対応手順 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.2.2.3 重大事故等の進展抑制時の対応手順 

(1) 重大事故等の進展抑制 

 ｂ．ほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほう酸水注入及び注水 

事故時操作要領書（徴

候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領

書 

「ＳＬＣによる原子

炉注水」 

判
断
基
準 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

水源の確保 

復水貯蔵タンク水位 

ろ過水タンク水位 

純水タンク水位 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内への注水量 ほう酸水貯蔵タンク液位 

補機監視機能 
ほう酸水注入ポンプ出口圧力 

復水輸送系出口ヘッダ圧力 

 

  

1.2-44

1.2-44



 

監視計器一覧(６／７) 

対応手順 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.2.2.4 重大事故等対処設備（設計基準拡張）による対応手順 

(1) 原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への注水 

事故時操作要領書（徴

候ベース） 

「水位確保」等 

 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

原子炉圧力容器への注水量 原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量 

補機監視機能 

原子炉隔離時冷却ポンプ出口圧力 

原子炉隔離時冷却系タービン入口圧力 

原子炉隔離時冷却系タービン排気圧力 

原子炉隔離時冷却系タービン回転速度 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

 

  

1.2-45

1.2-45



 

監視計器一覧(７／７) 

対応手順 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.2.2.4 重大事故等対処設備（設計基準拡張）による対応手順 

(2) 高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 

事故時操作要領書（徴

候ベース） 

「水位確保」等 

 
判
断
基
準 

電源 ＨＰＣＳ－メタクラ母線電圧 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

原子炉圧力容器への注水量 高圧炉心スプレイポンプ出口流量 

補機監視機能 高圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

 

  

1.2-46

1.2-46



 

第 1.2－3 表 審査基準における要求事項毎の給電対象設備 

 

対象条文 供給対象設備 
給電元 

給電母線 

【1.2】 

原子炉冷却材圧力バウンダ

リ高圧時に発電用原子炉を

冷却するための手順等 

原子炉隔離時冷却系弁 

 

常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

所内常設蓄電式直流電源設備 

可搬型直流電源設備 

 

230V 系（ＲＣＩＣ） 

高圧原子炉代替注水系弁 

 

常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

常設代替直流電源設備 

可搬型直流電源設備 

 

ＳＡ用 115V 系 

ほう酸水注入ポンプ・弁 常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

 

Ｃ／Ｃ Ｃ系 

Ｃ／Ｃ Ｄ系 

中央制御室監視計器類 常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

 

計装Ｃ／Ｃ Ｃ系 

計装Ｃ／Ｃ Ｄ系 

 

  

1.2-47

1.2-47



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.2－1 図 機能喪失原因対策分析(１／２) 

原子炉高圧時の冷却機能喪失 

ＨＰＣＳ機能喪失 ＲＣＩＣ機能喪失 

※１ 

凡例 

：ＡＮＤ条件 

：ＯＲ条件 

 

 

：フロントライン系の対応 

：サポート系の対応 

①，② 

ＨＰＣＳフロントライン系 

駆動源喪失 
（直流電源） 

ＨＰＣＳ系直流母線 
機能喪失 

直流盤 
遮断器故障 

直流電源 
給電機能喪失 

ＨＰＣＳ系 
蓄電池機能喪失 

ＨＰＣＳ系充電器盤からの 
通常給電機能喪失 

充電器故障 交流電源喪失 

※３ 

駆動源喪失 
（交流電源） 

非常用Ｃ／Ｃ 
ＨＰＣＳ系 機能喪失 

非常用ＤＥＧ 
ＨＰＣＳ系 故障 

外部電源喪失 

非常用Ｍ／Ｃ 
ＨＰＣＳ系 機能喪失 

※２ ※３ 

※４ 

ＨＰＣＳサポート系 

ＨＰＣＷ機能喪失 

ＨＰＣＷポンプ故障 弁故障 

ＨＰＣＷ熱交換器 
故障 

配管故障 

静的機器機能喪失 

駆動源喪失 
（交流／直流電源） 

※３ ※４ 

ＨＰＳＷ機能喪失 

ＨＰＳＷポンプ故障 弁故障 

配管故障 ストレーナ故障 

静的機器機能喪失 

補機冷却系 
機能喪失 

ＨＰＣＳ 
ポンプ故障 

弁故障 補機冷却系 
機能喪失 

※２ 駆動源喪失 
（交流電源） 

※３ 駆動源喪失 
（直流電源） 

※４ 

配管故障 水源使用不可 

ストレーナ故障 Ｓ／Ｐ使用不可 

静的機器 
機能喪失 

ＣＳＴ水源機能喪失 Ｓ／Ｐ水源機能喪失 

配管故障 ＣＳＴ使用不可 

フロントライン系故障時の対応手段 
 ① 高圧原子炉代替注水系の中央制御室からの操作による発電用原子炉の冷却 
 ② 高圧原子炉代替注水系の現場操作による発電用原子炉の冷却 

 
サポート系故障時の対応手段 
 ③ 原子炉隔離時冷却系の現場操作による発電用原子炉の冷却 

 ④ 可搬型直流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給電 
 ⑤ 直流給電車による原子炉隔離時冷却系への給電 
 ⑥ 常設代替交流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給電 

 ⑦ 可搬型代替交流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給電 
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第 1.2－1 図 機能喪失原因対策分析(２／２) 

駆動源喪失 
（直流電源） 

Ｂ－115V 系直流盤 
電源喪失 

Ｂ－115V 系直流母線 
機能喪失 

直流盤 
遮断器故障 

Ｂ－115V 系直流母線への 
直流電源給電機能喪失 

Ｂ－115V 系 
蓄電池機能喪失 

Ｂ－115V 系充電器盤からの 
通常給電機能喪失 

充電器故障 交流電源喪失 

※６ 

230V 系直流盤（ＲＣＩＣ） 
電源喪失 

230V 系直流母線（ＲＣＩＣ） 
機能喪失 

直流盤 
遮断器故障 

230V 系直流母線（ＲＣＩＣ） 
への直流電源給電機能喪失 

230V 系蓄電池（ＲＣＩＣ） 
機能喪失 

230V 系充電器盤（ＲＣＩＣ）からの 
通常給電機能喪失 

充電器故障 交流電源喪失 

※６ 

※５ 

凡例 

：ＡＮＤ条件 

：ＯＲ条件 

 

 

：フロントライン系の対応 

：サポート系の対応 

交流電源喪失 

非常用Ｌ／Ｃ 
機能喪失 

非常用ＤＥＧ 
Ｂ系 故障 

外部電源喪失 

非常用Ｍ／Ｃ 
機能喪失 

※６ 

ＲＣＩＣサポート系 

③ 

④，⑤ ④，⑤ 

ＲＣＩＣ 
ポンプ故障 

弁故障 

駆動源喪失 
（直流電源） 

※５ 

ＲＣＩＣ機能喪失 

ＲＣＩＣフロントライン系 

※１ 

配管故障 水源使用不可 

ストレーナ故障 Ｓ／Ｐ使用不可 

静的機器 
機能喪失 

ＣＳＴ水源機能喪失 Ｓ／Ｐ水源機能喪失 

配管故障 ＣＳＴ使用不可 

⑥，⑦ 

フロントライン系故障時の対応手段 

 ① 高圧原子炉代替注水系の中央制御室からの操作による発電用原子炉の冷却 
 ② 高圧原子炉代替注水系の現場操作による発電用原子炉の冷却 
 

サポート系故障時の対応手段 
 ③ 原子炉隔離時冷却系の現場操作による発電用原子炉の冷却 
 ④ 可搬型直流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給電 

 ⑤ 直流給電車による原子炉隔離時冷却系への給電 
 ⑥ 常設代替交流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給電 
 ⑦ 可搬型代替交流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給電 
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※ 本資料は，「機能喪失原因対策分析」を基に，設計基準事故対処設備の機能が喪失に至る原因を順次右側

へ展開している。すなわち，機器の機能が喪失することにより，当該機器の左側に記載される機能が喪

失する関係にあることを示している。ただし，ＡＮＤ条件，ＯＲ条件については表現していないため，

必要に応じて「機能喪失原因対策分析」を確認することとする。 

 

第 1.2－1 図 機能喪失原因対策分析（補足）  

凡例： フロントライン系 サポート系 故障を想定 対応手段あり

フロントライン系，サポート系の整理，故障の想定・対応手段
故障想定機器 故障要因１ 故障要因２ 故障要因３ 故障要因４ 故障要因５ 故障要因６ 故障要因７ 故障要因８

弁故障

配管故障

配管故障

ＣＳＴ使用不可

Ｓ／Ｐ使用不可

ストレーナ故障

ＨＰＣＷポンプ故障

弁故障

配管故障

ＨＰＳＷポンプ故障

弁故障

配管故障

ストレーナ故障

外部電源喪失

直流盤遮断器故障

充電器故障

外部電源喪失

外部電源喪失

直流盤遮断器故障

充電器故障

外部電源喪失

弁故障

配管故障

配管故障

ＣＳＴ使用不可

Ｓ／Ｐ使用不可

ストレーナ故障

直流盤遮断器故障

充電器故障

外部電源喪失

直流盤遮断器故障

充電器故障

外部電源喪失

非常用ＤＥＧ
ＨＰＣＳ系　故障

非常用Ｃ／Ｃ
ＨＰＣＳ系　機能喪失

非常用Ｍ／Ｃ
ＨＰＣＳ系　機能喪失

非常用ＤＥＧ
ＨＰＣＳ系　故障

非常用Ｃ／Ｃ
ＨＰＣＳ系　機能喪失

非常用Ｍ／Ｃ
ＨＰＣＳ系　機能喪失

非常用ＤＥＧ
ＨＰＣＳ系　故障

ＨＰＣＳ系直流母線
機能喪失

ＨＰＣＳ系直流母線
への直流電源
給電機能喪失

ＨＰＣＳ系蓄電池
機能喪失

交流電源喪失

非常用Ｃ／Ｃ
ＨＰＣＳ系　機能喪失

非常用Ｍ／Ｃ
ＨＰＣＳ系　機能喪失

ＨＰＣＳ
機能喪失

ＨＰＣＳポンプ
故障

補機冷却系
機能喪失

ＨＰＣＷ機能喪失

駆動源喪失
（直流電源）

駆動源喪失
（交流電源）

駆動源喪失
（直流電源）

ＨＰＣＷ熱交換器
故障

ＨＰＳＷ機能喪失
静的機器
機能喪失

駆動源喪失
（交流電源）

ＨＰＣＳ系直流母線
機能喪失

ＨＰＣＳ系直流母線
への直流電源
給電機能喪失

230V系充電器盤
（ＲＣＩＣ）からの

通常給電機能喪失

Ｂ－115V系蓄電池
機能喪失

水源使用不可

ＣＳＴ水源機能
喪失

ＣＳＴ水源機能
喪失

Ｓ／Ｐ水源機能
喪失

水源使用不可

ＨＰＣＳ系充電器盤
からの通常給電
機能喪失

交流電源喪失

静的機器
機能喪失

静的機器
機能喪失

ＨＰＣＳ系蓄電池
機能喪失

Ｂ－115V系
直流母線への
直流電源給電
機能喪失

ＨＰＣＳ系充電器盤
からの通常給電
機能喪失

非常用ＤＥＧ
ＨＰＣＳ系　故障

非常用Ｃ／Ｃ
ＨＰＣＳ系　機能喪失

非常用Ｍ／Ｃ
ＨＰＣＳ系　機能喪失

ＲＣＩＣポンプ
故障

静的機器
機能喪失

非常用Ｍ／Ｃ
機能喪失

非常用Ｌ／Ｃ
機能喪失

交流電源喪失

Ｂ－115V系
充電器盤からの
通常給電機能喪失

ＲＣＩＣ
機能喪失

Ｓ／Ｐ水源機能
喪失

Ｂ－115V系
直流母線機能喪失

Ｂ－115V系
直流盤
電源喪失

230V系蓄電池
（ＲＣＩＣ）機能喪失

原子炉高圧時の冷却
機能喪失

交流電源喪失

非常用Ｌ／Ｃ
機能喪失

非常用Ｍ／Ｃ
機能喪失

非常用ＤＥＧ
Ｂ系　故障

駆動源喪失
（直流電源）

230V系直流盤
（ＲＣＩＣ）
電源喪失

230V系直流母線
（ＲＣＩＣ）機能喪失

230V系直流母線
（ＲＣＩＣ）への
直流電源給電
機能喪失

非常用ＤＥＧ
Ｂ系　故障

1.2-50
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第 1.2－2 図 ＥＯＰ 原子炉制御「水位確保」における対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1.2－3 図 ＥＯＰ 不測事態「水位回復」における対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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操作手順 弁名称 

中央制御室からの起動：③※１ 
ＨＰＡＣ注入弁 

現場手動操作による起動：④※１ 

中央制御室からの起動：③※２ 
原子炉隔離時冷却系タービン蒸気入口弁 

現場手動操作による起動：④※２ 

中央制御室からの起動：⑤ 
ＲＣＩＣ ＨＰＡＣタービン蒸気入口弁 

現場手動操作による起動：⑧ 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合， 

その実施順を示す。 

第 1.2－4 図 中央制御室からの高圧原子炉代替注水系起動，現場手動操作による高圧原子炉代替注水系起動 概要図  

凡例 

 ポンプ 

 電動作動 

 油圧作動 

 空気作動 

 弁 

 逆止弁 

 シングルストレーナ 

 配管 

 使用する流路 

 設計基準対象施設から 

追加した箇所 
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第 1.2－5 図 中央制御室からの高圧原子炉代替注水系起動 タイムチャート 

 

 

 

第 1.2－6 図 現場手動操作による高圧原子炉代替注水系起動 タイムチャート 

  

手順の項目

　電源確認，高圧原子炉代替注水系起動

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

中央制御室からの
高圧原子炉代替注水系起動

中央制御室運転員Ａ １

中央制御室からの高圧原子炉代替注水系起動 10分

手順の項目

可搬型計測器接続

移動，系統構成

起動

25 30 35

現場手動操作による
高圧原子炉代替注水系起動

現場運転員Ａ，Ｂ ２

現場運転員Ｃ，Ｄ ２

40 45 50 55 60

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考5 10 15 20

現場手動操作による 35分

高圧原子炉代替注水系起動
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操作手順 弁名称 

⑤※１ 復水器冷却水入口弁 

⑤※２ 真空タンクドレン弁 

⑤※３ 真空タンク水位検出配管ドレン弁 

⑥※１ 注入弁 

⑥※２⑧※２ ミニマムフロー弁 

⑧※１ タービン蒸気入口弁 

⑩ 外側蒸気隔離弁 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合， 

その実施順を示す。 

第 1.2－7 図 現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動 概要図  

凡例 

 ポンプ 

 電動作動 

 油圧作動 

 空気作動 

 弁 

 逆止弁 

 シングルストレーナ 

 配管 

 使用する流路 

 設計基準対象施設から 

追加した箇所 

 

 

M0 

A0 

 

HO 

1
.
2
-
5
5

1
.
2
-
5
5



 

 

 

第 1.2－8 図 現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動（排水処理） 概要図  
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第 1.2－9 図 現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動及び排水処理 タイムチャート 

  

手順の項目

可搬型計測器接続

移動，系統構成

保護具着用

起動操作

移動，発電機設置

水中ポンプ運搬

資機材搬入

ホース敷設

発電機起動，水中ポンプ起動

移動，発電機設置

電源盤運搬

ケーブル敷設

発電機起動，水中ポンプ起動

２

備考10 70 80 90 100 11050 60

現場運転員Ａ，Ｂ ２

20 30 40

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

現場手動操作による
原子炉隔離時冷却系起動及び排水処理

120

現場運転員Ｃ，Ｄ ２

緊急時対策要員

緊急時対策要員 ２

現場手動操作による原子炉隔離時冷却系排水処理 １時間45分

現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動 １時間
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操作手順 弁名称 

⑥※１ ＣＲＤ系統流量調節弁 

⑥※２ ＣＲＤ駆動水圧力調節弁 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合， 

その実施順を示す。 

第 1.2－10 図 制御棒駆動水圧系による原子炉圧力容器への注水 概要図 

  

凡例 

 ポンプ 

 電動作動 

 弁 

 逆止弁 

 調整弁 

 フィルタ 

 配管 

 使用する流路 

 流量発信器 

 流量指示計 
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第 1.2－11 図 制御棒駆動水圧系による原子炉圧力容器への注水 タイムチャート 

手順の項目

電源，冷却水確保確認

制御棒駆動水圧ポンプ起動，系統構成

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

制御棒駆動水圧系による
原子炉圧力容器への注水

中央制御室運転員Ａ １

要員(数)
制御棒駆動水圧系による原子炉圧力容器への注水 15分1
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操作手順 弁名称 

④※１ Ａ－ＳＬＣタンク出口弁 

④※２ Ａ－ＳＬＣ注入弁 

⑦※１ ＭＵＷ工具除染シンク供給弁 

⑦※２ ＣＷＴ工具類除染シンク除染弁 

⑧※１ ＳＬＣ封水止め弁 

⑧※２ ＳＬＣドレン弁 

⑧※３ ＳＬＣタンク補給水入口元弁 

⑪ ＳＬＣタンク補給水入口弁 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合， 

その実施順を示す。 

第 1.2－12 図 ほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほう酸水注入及び注水（ほう酸水貯蔵タンク使用） 概要図(１／２)  

凡例 

 ポンプ 

 電動作動 

 弁 

 逆止弁 

 安全弁又は逃し弁 

 配管 

 ホース 

 使用する流路 

 設計基準対象施設から 

追加した箇所 
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操作手順 弁名称 

⑤※１ ＭＵＷ工具除染シンク供給弁 

⑤※２ ＣＷＴ工具類除染シンク除染弁 

⑥※１ ＳＬＣテストタンク出口弁 

⑥※２⑦※２⑨※２ ＳＬＣオリフィスバイパス弁 

⑦※１ ＳＬＣ封水止め弁 

⑨※１ Ａ－ＳＬＣ注入弁 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合， 

その実施順を示す。 

第 1.2－12 図 ほう酸水注入系による原子炉圧力容器への注水（テストタンク使用） 概要図(２／２)  

凡例 

 ポンプ 

 電動作動 

 弁 

 逆止弁 

 安全弁又は逃し弁 

 配管 

 ホース 

 使用する流路 

 設計基準対象施設から 

追加した箇所 
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第 1.2－13 図 ほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほう酸水注入及び注水 タイムチャート 

  

手順の項目

電源確認，ほう酸水注入ポンプ起動，注入開始

移動，ホース敷設

系統構成

継続注水操作

　※１：ほう酸水注入系Ａ系による原子炉注入を示す。また，ほう酸水注入系Ｂ系による原子炉注入については，注入開始まで10分以内で可能である。

手順の項目

電源確認，復水輸送ポンプ運転確認

移動，ホース敷設

系統構成，タンク水張り

ほう酸水注入ポンプ起動，注水開始

※１

要員(数)

現場運転員Ｂ，Ｃ ２

備考110

ほう酸水注入系による
原子炉圧力容器への注水
（テストタンク使用）

中央制御室運転員Ａ 1

120

経過時間（分）

必要な要員と作業項目 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

ほう酸水注入系による原子炉圧力容器
へのほう酸水注入及び注水

（継続注水含む）
（ほう酸水貯蔵タンク使用）

中央制御室運転員Ａ １

現場運転員Ｂ，Ｃ ２

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考5 10 15 20 40 45 50 55 6025 30 35

１時間 ほう酸水注入系による継続注水準備完了10分 ほう酸水注入系による

ほう酸水注入開始

ほう酸水注入系による原子炉圧力容器への

注水開始 １時間15分
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操作手順 弁名称 

②※１ タービン蒸気入口弁 

②※２
 注水弁 

②※３ 復水器冷却水入口弁 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合， 

その実施順を示す。 

第 1.2－14 図 原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への注水 概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復水貯蔵タンク 

原子炉建物 

サプレッション・チェンバ 

原
子
炉
圧
力
容
器 

原子炉格納容器 

主蒸気系 

原子炉浄化系より 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

原子炉隔離時冷却ポンプ 

駆動用蒸気タービン 

MO 

AO 

MO 

MO 

MO HO MO 

MO 

MO 

AO 

MO 

ドライウェル 

MO 

MO MO 

MO 

潤滑油クーラ 

バロメトリック復水器 

真空タンク 

MO 

残留熱除去系より 

MO 

床ドレンサンプ 

復水ポンプ 

給水系より 

AO 

ストレーナ 

スパージャ 

MO 

高圧原子炉代替注水系へ 

②※１ 

②※２ 

②※３ 

凡例 

 ポンプ 

 電動作動 

 油圧作動 

 空気作動 

 弁 

 逆止弁 

 シングルストレーナ 

 配管 

 使用する流路 

 設計基準対象施設から 

追加した箇所 
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第 1.2－15 図 原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への注水 タイムチャート  

手順の項目

自動起動確認

手順の項目

起動操作

起動確認

要員(数)

原子炉隔離時冷却系による
原子炉圧力容器への注水

(手動起動の場合)
中央制御室運転員Ａ １

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考0.5 1 1.5 2 2.5 3 3.5 4 4.5 5 5.5 6

2 2.5 3 3.5

原子炉隔離時冷却系による
原子炉圧力容器への注水

(自動起動信号が発信した場合)
中央制御室運転員Ａ １

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

0.5 1 1.5 4 4.5 5 5.5 6 備考

原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への注水 1分

原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への注水 2分
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操作手順 弁名称 

② ＨＰＣＳ注水弁 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

第 1.2－16 図 高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 概要図  
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第 1.2－17 図 高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 タイムチャート  

手順の項目

自動起動確認

手順の項目

起動操作

注水確認

4 4.5 5 5.5 6 備考2 2.5 3 3.5

高圧炉心スプレイ系による
原子炉圧力容器への注水

(自動起動信号が発信した場合)
中央制御室運転員Ａ １

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

0.5 1 1.5

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考0.5 1 1.5 2 2.5 3 3.5 4 4.5 5 5.5 6

要員(数)

高圧炉心スプレイ系による
原子炉圧力容器への注水

(手動起動の場合)
中央制御室運転員Ａ １

高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 １分

高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 2分
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第 1.2－18 図 重大事故等時の対応手段選択 フローチャート(１／２) 

(1) フロントライン系故障時の対応手順の選択 

給水・復水系による原子炉圧力容器への注水不可 

原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系故障 

(2) サポート系故障時の対応手順の選択 

全交流動力電源喪失 

常設直流電源系統 

喪失 

復旧へ 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

 

中央制御室からの 

高圧原子炉代替注水系起動 

現場手動操作による 

高圧原子炉代替注水系起動 

現場手動操作による 

原子炉隔離時冷却系起動 

中央制御室からの 

高圧原子炉代替注水系起動 

現場手動操作による 

高圧原子炉代替注水系起動 

 
中央制御室からの 

操作による高圧原子炉代

替注水系起動可能 

  
現場手動操作による 

高圧原子炉代替注水系 

起動可能 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

所内常設蓄電式直流電源設備に 

よる原子炉隔離時冷却系への給電 

【凡例】 

    ：プラント状態 

    ：操作，確認 

    ：判断 

：重大事故等対処設備 

 
 

 中央制御室からの 

高圧原子炉代替注水系 
起動操作可能 

 

高圧原子炉代替 

注水系により原子炉水位

（レベル３）以上に 

維持不可 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 
原子炉水位低（レベル３）から

原子炉水位高（レベル８）の 

間で維持 
※１ 

※１ 

1.2-67

1.2-67



 

 

 

第 1.2－18 図 重大事故等時の対応手段選択 フローチャート(２／２) 

(3) 重大事故等の進展抑制時の対応手順の選択 

高圧炉心スプレイ系， 

高圧原子炉代替注水系及び 

原子炉隔離時冷却系により 

原子炉水位低（レベル３） 

以上に維持不可 

制御棒駆動水圧系による 

原子炉圧力容器への注水 

ほう酸水注入系による原子炉圧

力容器へのほう酸水注入 

代替交流電源設備による 

原子炉隔離時冷却系への給電 

復旧 

  代替交流電源設備 

使用可能 

  
可搬型直流電源設備 

使用可能 

可搬型直流電源設備による 

原子炉隔離時冷却系への給電 

直流給電車による 

原子炉隔離時冷却系への給電 

Ｎｏ 

Ｎｏ 
Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

【凡例】 

    ：プラント状態 

    ：操作，確認 

    ：判断 

：重大事故等対処設備 

  
  

 

  

交流電源あり 

又は常設代替交流電源設備

による非常用高圧母線への

給電可能 

  
原子炉補機冷却系 
による冷却水確保 

可搬型代替交流電源設備による

電源確保 

ほう酸水注入系による 

原子炉圧力容器への注水※ 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

Ｙｅｓ 

※ 補給水系を水源としてほう酸水貯蔵タンク又はテストタンクに

補給をしながら注水を行う。なお，補給水系が使用できない場合

は，復水輸送系又は消火系を水源として補給を行う。 

1.2-68

1.2-68



添付資料 1.2.1 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(１／９) 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。  

技術的能力審査基準（1.2） 番号  設置許可基準規則（45 条） 技術基準規則（60 条） 番号 

【本文】 

発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材圧

力バウンダリが高圧の状態であって、設計基準

事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機

能が喪失した場合においても炉心の著しい損

傷を防止するため、発電用原子炉を冷却するた

めに必要な手順等が適切に整備されているか、

又は整備される方針が適切に示されているこ

と。 

① 

 【本文】 

発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力バ

ウンダリが高圧の状態であって、設計基準事

故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機

能が喪失した場合においても炉心の著しい

損傷を防止するため、発電用原子炉を冷却す

るために必要な設備を設けなければならな

い 

【本文】 

発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧

力バウンダリが高圧の状態であって、設

計基準事故対処設備が有する発電用原

子炉の冷却機能が喪失した場合におい

ても炉心の著しい損傷を防止するため、

発電用原子炉を冷却するために必要な

設備を施設しなければならない 

⑨ 

【解釈】 

１ 「発電用原子炉を冷却するために必要な手

順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同

等以上の効果を有する措置を行うための手順

等をいう。 

－ 

 【解釈】 

１ 第４５条に規定する「発電用原子炉を冷

却するために必要な設備」とは、以下に掲げ

る措置又はこれらと同等以上の効果を有す

る措置を行うための設備をいう。 

【解釈】 

１ 第６０条に規定する「発電用原子炉

を冷却するために必要な設備」とは、以

下に掲げる措置又はこれらと同等以上

の効果を有する措置を行うための設備

をいう。 

－ 

（１）全交流動力電源喪失・常設直流電源系統

喪失を想定し、原子炉隔離時冷却系(RCIC)若し

くは非常用復水器（BWRの場合）又はタービン

動補助給水ポンプ（PWRの場合）（以下「RCIC

等」という。）により発電用原子炉を冷却する

ため、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上

の効果を有する措置を行うための手順等を整

備すること。 

② 

 （１）全交流動力電源喪失・常設直流電源系

統喪失を想定し、原子炉隔離時冷却系(RCIC)

若しくは非常用復水器（BWR の場合）又はタ

ービン動補助給水ポンプ（PWR の場合）（以

下「RCIC 等」という。）により発電用原子炉

を冷却するため、以下に掲げる措置又はこれ

らと同等以上の効果を有する措置を行うた

めの設備を整備すること。 

（１）全交流動力電源喪失・常設直流電

源系統喪失を想定し、原子炉隔離時冷却

系(RCIC)若しくは非常用復水器（BWR の

場合）又はタービン動補助給水ポンプ

（PWR の場合）（以下「RCIC 等」という。）

により発電用原子炉を冷却するため、以

下に掲げる措置又はこれらと同等以上

の効果を有する措置を行うための設備

を整備すること。 

⑩ 

ａ）可搬型重大事故防止設備 

ⅰ）現場での可搬型重大事故防止設備（可搬型

バッテリ又は窒素ボンベ等）を用いた弁の操作

により、RCIC等の起動及び十分な期間※の運転

継続を行う手順等（手順及び装備等）を整備す

ること。ただし、下記（１）ｂ）ⅰ）の人力に

よる措置が容易に行える場合を除く。 

－ 

 ａ）可搬型重大事故防止設備 

ⅰ）現場での可搬型重大事故防止設備（可搬

型バッテリ又は窒素ボンベ等）を用いた弁の

操作により、RCIC 等の起動及び十分な期間

※の運転継続を行う可搬型重大事故防止設

備等を整備すること。ただし、下記（１）ｂ）

ⅰ）の人力による措置が容易に行える場合を

除く。 

ａ）可搬型重大事故防止設備 

ⅰ）現場での可搬型重大事故防止設備

（可搬型バッテリ又は窒素ボンベ等）を

用いた弁の操作により、RCIC 等の起動及

び十分な期間※の運転継続を行う可搬

型重大事故防止設備等を整備すること。

ただし、下記（１）ｂ）ⅰ）の人力によ

る措置が容易に行える場合を除く。 

－ 

ｂ）現場操作 

ⅰ）現場での人力による弁の操作により、RCIC

等の起動及び十分な期間※の運転継続を行う

手順等（手順及び装備等）を整備すること。 

※：原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及

び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却

対策の準備が整うまでの期間のこと。 

③ 

 ｂ）現場操作 

ⅰ）現場での人力による弁の操作により、

RCIC 等の起動及び十分な期間※の運転継続

を行うために必要な設備を整備すること。 

※：原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策

及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の

冷却対策の準備が整うまでの期間のこと。 

ｂ）現場操作 

ⅰ）現場での人力による弁の操作によ

り、RCIC 等の起動及び十分な期間※の運

転継続を行うために必要な設備を整備

すること。 

※：原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧

対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ

低圧時の冷却対策の準備が整うまでの

期間のこと。 

⑪ 

ｃ）監視及び制御 

ⅰ）原子炉水位（BWR及びPWR）及び蒸気発生器

水位（PWRの場合）を推定する手順等（手順、

計測機器及び装備等）を整備すること。 

④ 

    

ⅱ）RCIC等の安全上重要な設備の作動状況を確

認する手順等（手順、計測機器及び装備等）を

整備すること。 

⑤ 

    

ⅲ）原子炉水位又は蒸気発生器水位を制御する

手順等（手順及び装備等）を整備すること。 
⑥ 

    

（２）復旧 

ａ）原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態

において、注水（循環を含む。）すること及び

原子炉を冷却できる設備に電源を接続するこ

とにより、起動及び十分な期間の運転継続がで

きること。（BWRの場合） 

⑦ 

    

ｂ）電動補助給水ポンプに代替交流電源を接続

することにより、起動及び十分な期間の運転継

続ができること。（PWRの場合） 

－ 

    

（３）重大事故等の進展抑制 

ａ）重大事故等の進展を抑制するため、ほう酸

水注入系（SLCS）又は制御棒駆動機構（CRD）

等から注水する手順等を整備すること。（BWR

の場合） 

⑧ 

    

1.2-69

1.2-69



 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(２／９) 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

  

重大事故等対処設備を使用した手段 

審査基準の要求に適合するための手段 
自主対策設備 

機能 機器名称 
既設／ 

新設 

基準解 

釈対応 
機能 機器名称 

常設／

可搬 

必要時間内に

使用可能か 

対応可能な人数

で使用可能か 
備考 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

原子炉隔離時冷却ポンプ 既設 

① 

⑨ 
－ － － － －  

サプレッション・チェンバ 既設 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系）

配管・弁 
既設 

主蒸気系 配管 既設 

原子炉隔離時冷却系（注水系）

配管・弁・ストレーナ 
既設 

原子炉浄化系 配管 既設 

給水系 配管・弁・スパージャ 既設 

原子炉圧力容器 既設 

所内常設蓄電式直流電源設備※

１ 
既設 

非常用交流電源設備※１ 既設 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

高圧炉心スプレイポンプ 既設 

① 

⑨ 
－ － － － －  

サプレッション・チェンバ 既設 

高圧炉心スプレイ系 配管・

弁・ストレーナ・スパージャ 
既設 

原子炉圧力容器 既設 

高圧炉心スプレイ補機冷却系 既設 

非常用交流電源設備※１ 既設 

：重大事故等対処設備      ：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

1.2-70

1.2-70



 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(３／９) 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処設備を使用した手段 

審査基準の要求に適合するための手段 
自主対策設備 

機能 機器名称 
既設／ 

新設 

基準解 

釈対応 
機能 機器名称 

常設／

可搬 

必要時間内に

使用可能か 

対応可能な人数

で使用可能か 
備考 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
の
中
央
制
御
室
か
ら
の
操
作
に
よ
る
原
子
炉
の
冷
却 

高圧原子炉代替注水ポンプ 新設 

① 

② 

⑨ 

⑩ 

－ － － － － － 

サプレッション・チェンバ 既設 

高圧原子炉代替注水系（蒸気系） 

配管・弁 
新設 

主蒸気系 配管 既設 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 

配管・弁 
既設 

高圧原子炉代替注水系（注水系） 

配管・弁 
新設 

残留熱除去系 配管・弁・スト

レーナ 
既設 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 

配管・弁 
既設 

原子炉浄化系 配管 既設 

給水系 配管・弁・スパージャ 既設 

原子炉圧力容器 既設 

常設代替直流電源設備 ※１ 新設 

可搬型直流電源設備 ※１ 新設 

常設代替交流電源設備 ※１ 新設 

可搬型代替交流電源設備※１ 新設 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
の
現
場
操
作
に
よ
る
原
子
炉
の
冷
却 

高圧原子炉代替注水ポンプ 新設 

① 

② 

③ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 

－ － － － － － 

サプレッション・チェンバ 既設 

高圧原子炉代替注水系（蒸気系） 

配管・弁 
新設 

主蒸気系 配管 既設 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 

配管・弁 
既設 

高圧原子炉代替注水系（注水系） 

配管・弁 
新設 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 

配管・弁 
既設 

残留熱除去系 配管・弁・スト

レーナ 
既設 

原子炉浄化系 配管 既設 

給水系 配管・弁・スパージャ 既設 

原子炉圧力容器 既設 

：重大事故等対処設備      ：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

1.2-71

1.2-71



 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(４／９) 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。  

重大事故等対処設備を使用した手段 

審査基準の要求に適合するための手段 
自主対策設備 

機能 機器名称 
既設／ 

新設 

基準解 

釈対応 
機能 機器名称 

常設／

可搬 

必要時間内に

使用可能か 

対応可能な人数

で使用可能か 
備考 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
の
現
場
操
作
に
よ
る
原
子
炉
の
冷
却 

原子炉隔離時冷却ポンプ 既設 

① 

② 

③ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 

－ － － － － － 

サプレッション・チェンバ 既設 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 

配管・弁 
既設 

主蒸気系 配管 既設 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 

配管・弁・ストレーナ 
既設 

給水系 配管・弁・スパージャ 既設 

原子炉浄化系 配管 既設 

原子炉圧力容器 既設 

水中ポンプ 新設 

ホース 新設 

仮設発電機 新設 

燃料補給設備※１ 新設 

代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
へ
の
給
電 

原子炉隔離時冷却ポンプ 既設 

① 

⑦ 

⑨ 

－ － － － － － 

サプレッション・チェンバ 既設 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 

配管・弁 
既設 

主蒸気系 配管 既設 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 

配管・弁・ストレーナ 
既設 

原子炉浄化系 配管 既設 

給水系 配管・弁・スパージャ 既設 

原子炉圧力容器 既設 

常設代替交流電源設備※１ 新設 

可搬型代替交流電源設備※１ 新設 

可
搬
型
直
流
電
源
設
備
に
よ
る 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
へ
の
給
電 

原子炉隔離時冷却ポンプ 既設 

① 

⑦ 

⑨ 

直
流
給
電
車
に
よ
る
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
へ
の
給
電 

原子炉隔離時冷却ポンプ 常設 

４時間15分 

※１ 

５人 

※１ 

自主対策とす

る理由は本文

参照 

サプレッション・チェンバ 既設 サプレッション・チェンバ 常設 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 

配管・弁 
既設 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系） 

配管・弁 
常設 

主蒸気系 配管 既設 主蒸気系 配管 常設 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 

配管・弁・ストレーナ 
既設 

原子炉隔離時冷却系（注水系） 

配管・弁・ストレーナ 
常設 

原子炉浄化系 配管 既設 原子炉浄化系 配管 常設 

給水系 配管・弁・スパージャ 既設 給水系 配管・弁・スパージャ 常設 

原子炉圧力容器 既設 原子炉圧力容器 常設 

可搬型直流電源設備※１ 新設 
直流給電車及び可搬型代替交流

電源設備※１ 

常設 

可搬 

所内常設蓄電式直流電源設備※

１ 
新設 

所内常設蓄電式直流電源設備※

１ 
常設 

：重大事故等対処設備      ：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

1.2-72

1.2-72



 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(５／９) 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。  

重大事故等対処設備を使用した手段 

審査基準の要求に適合するための手段 
自主対策設備 

機能 機器名称 
既設／ 

新設 

基準解 

釈対応 
機能 機器名称 

常設／

可搬 

必要時間内に

使用可能か 

対応可能な人数

で使用可能か 
備考 

監
視
及
び
制
御 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系 

（
中
央
制
御
室
起
動
時
） 

原子炉水位（狭帯域） 既設 

① 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑨ 

－ － － － － － 

原子炉水位（広帯域） 既設 

原子炉水位（燃料域） 既設 

原子炉水位（ＳＡ） 新設 

原子炉圧力 既設 

原子炉圧力（ＳＡ） 新設 

高圧原子炉代替注水流量 新設 

サプレッション・プール水位（Ｓ

Ａ） 

既設 

新設 

監
視
及
び
制
御 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
現
場
起
動
時
） 

原子炉水位（狭帯域） 既設 

原子炉水位（広帯域） 既設 

原子炉水位（燃料域） 既設 

原子炉水位（ＳＡ） 新設 

可搬型計測器 新設 

原子炉圧力 既設 

高圧原子炉代替注水ポンプ出口

圧力 
新設 

高圧原子炉代替注水系タービン

入口圧力 
新設 

高圧原子炉代替注水系タービン

排気圧力 
新設 

高圧原子炉代替注水ポンプ入口

圧力 
新設 

監
視
及
び
制
御 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
（
現
場
起
動
時
） 

原子炉水位（狭帯域） 既設 

原子炉水位（広帯域） 既設 

原子炉水位（燃料域） 既設 

原子炉水位（ＳＡ） 新設 

可搬型計測器 新設 

原子炉圧力 既設 

原子炉隔離時冷却ポンプ入口圧

力 
既設 

可搬型回転計 既設 

：重大事故等対処設備      ：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

1.2-73

1.2-73



 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(６／９) 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

  

重大事故等対処設備を使用した手段 

審査基準の要求に適合するための手段 
自主対策設備 

機能 機器名称 
既設／ 

新設 

基準解 

釈対応 
機能 機器名称 

常設／

可搬 

必要時間内に

使用可能か 

対応可能な人数

で使用可能か 
備考 

ほ
う
酸
水
注
入
系
に
よ
る
進
展
抑
制
（
ほ
う
酸
水
注
入
） 

ほう酸水注入ポンプ 既設 

① 

⑧ 

⑨ 

制
御
棒
駆
動
水
圧
系
に
よ
る
進
展
抑
制 

制御棒駆動水圧ポンプ 常設 

15 分 １人 

自主対策とす

る理由は本文

参照 

ほう酸水貯蔵タンク 既設 復水貯蔵タンク 常設 

ほう酸水注入系 配管・弁 既設 制御棒駆動水圧系 配管・弁 常設 

差圧検出・ほう酸水注入系配管

（原子炉圧力容器内部） 
既設 原子炉圧力容器 常設 

原子炉圧力容器 既設 原子炉補機冷却系 常設 

常設代替交流電源設備※１ 新設 常設代替交流電源設備※１ 常設 

可搬型代替交流電源設備※１ 新設 

ほ
う
酸
水
注
入
系
に
よ
る
進
展
抑
制 

（
注
水
） 

ほう酸水注入ポンプ 常設 

（原子炉へ

の継続注水

準備） 

１時間 

 

(ほう酸水

注入系テス

トタンク使

用の場合) 

１時間15分 

３人 

自主対策とす

る理由は本文

参照 

 
－ － 

ほう酸水貯蔵タンク 常設 

ほう酸水注入系テストタンク 常設 

ほう酸水注入系 配管・弁 常設 

差圧検出・ほう酸水注入系配管

（原子炉圧力容器内部） 
常設 

復水輸送系 常設 

消火系 常設 

補給水系 常設 

原子炉圧力容器 常設 

常設代替交流電源設備※１ 常設 

可搬型代替交流電源設備※１ 
常設 

可搬 

：重大事故等対処設備      ：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

1.2-74

1.2-74



 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(７／９) 

技術的能力審査基準（1.2） 適合方針 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材

圧力バウンダリが高圧の状態であって、設計基

準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却

機能が喪失した場合においても炉心の著しい

損傷を防止するため、発電用原子炉を冷却する

ために必要な手順等が適切に整備されている

か、又は整備される方針が適切に示されている

こと。 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態

であって，設計基準事故対処設備である原子炉

隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系が有す

る発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合に

おいても，炉心の著しい損傷を防止する手段と

して，高圧原子炉代替注水系による発電用原子

炉を冷却するために必要な手順等を整備する。 

【解釈】 

１ 「発電用原子炉を冷却するために必要な手

順等」とは、以下に掲げる措置又はこれら

と同等以上の効果を有する措置を行うた

めの手順等をいう。 

－ 

（１）全交流動力電源喪失・常設直流電源系統

喪失を想定し、原子炉隔離時冷却系

（RCIC）若しくは非常用復水器（BWRの

場合）又はタービン動補助給水ポンプ

（PWRの場合）（以下「RCIC 等」という。）

により発電用原子炉を冷却するため、以

下に掲げる措置又はこれらと同等以上

の効果を有する措置を行うための手順

等を整備すること。 

設計基準事故対処設備である原子炉隔離時

冷却系及び高圧炉心スプレイ系が全交流動力

電源喪失及び常設直流電源系統喪失により使

用できない場合には，原子炉隔離時冷却系の現

場操作による発電用原子炉を冷却するために

必要な手順等及び原子炉隔離時冷却系と同等

以上の効果を有する手段として，高圧原子炉代

替注水系による発電用原子炉を冷却するため

に必要な手順等を整備する。 

1.2-75

1.2-75



 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(８／９) 

技術的能力審査基準（1.2） 適合方針 

ａ）可搬型重大事故防止設備 

ⅰ）現場での可搬型重大事故防止設備（可搬型

バッテリ又は窒素ボンベ等）を用いた弁の

操作により、RCIC等の起動及び十分な期間

※の運転継続を行う手順等（手順及び装備

等）を整備すること。ただし、下記（１）

ｂ）ⅰ）の人力による措置が容易に行える

場合を除く。 

（１）ｂ）ⅰ）の人力による措置が操作性を

考慮した弁の配置とすることにより，容易に行

えることから，（１）ａ）ⅰ）可搬型重大事故

防止設備に対する措置は対象外。 

ｂ）現場操作 

ⅰ）現場での人力による弁の操作により、RCIC

等の起動及び十分な期間※の運転継続を

行う手順等（手順及び装備等）を整備する

こと。 

※：原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及

び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の

冷却対策の準備が整うまでの期間のこと。 

現場での人力による弁の操作により，高圧原

子炉代替注水系及び原子炉隔離時冷却系を起

動及び十分な期間※の運転継続を行うために必

要な手順等（手順及び装備等）を整備する。 

※：原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及

び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の

冷却対策の準備が整うまでの期間のこと。 

ｃ）監視及び制御 

ⅰ）原子炉水位（BWR及びPWR）及び蒸気発生器

水位（PWRの場合）を推定する手順等（手

順、計測機器及び装備等）を整備すること。 

全交流動力電源喪失及び常設直流電源系統

喪失時に中央制御室にて原子炉水位を監視又

は推定するために必要な手順等を整備する。 

なお，原子炉水位を推定するために必要な手

順については「1.15 事故時の計装に関する手

順等」にて整備する。 

ⅱ）RCIC 等の安全上重要な設備の作動状況を

確認する手順等（手順、計測機器及び装備

等）を整備すること。 

全交流動力電源喪失及び常設直流電源系統

喪失時に中央制御室にて発電用原子炉を冷却

するために使用する高圧原子炉代替注水系及

び原子炉隔離時冷却系の作動状況を確認する

ために必要な手順等を整備する。 

ⅲ）原子炉水位又は蒸気発生器水位を制御する

手順等（手順及び装備等）を整備すること。 

全交流動力電源喪失及び常設直流電源系統

喪失時に原子炉水位を制御するために必要な

手順等（手順及び装備等）を整備する。 

  

1.2-76
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(９／９) 

技術的能力審査基準（1.2） 適合方針 

（２）復旧 

ａ）原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態

において、注水（循環を含む。）すること

及び原子炉を冷却できる設備に電源を接

続することにより、起動及び十分な期間の

運転継続ができること。（BWRの場合） 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態

において，代替直流電源（可搬型直流電源設備）

及び代替交流電源（常設代替交流電源設備及び

可搬型代替交流電源設備）により，原子炉隔離

時冷却系の起動及び十分な期間の運転継続に

必要な直流電源を給電するための手順等を整

備する。 

なお，電源の供給に関する手順については

「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備

する。 

ｂ）電動補助給水ポンプに代替交流電源を接続

することにより、起動及び十分な期間の運

転継続ができること。（PWRの場合） 

 

対象外 

（３）重大事故等の進展抑制 

ａ）重大事故等の進展を抑制するため、ほう酸

水注入系（SLCS）又は制御棒駆動機構（CRD）

等から注水する手順等を整備すること。

（BWRの場合） 

重大事故等の進展を抑制する手段として，ほ

う酸水注入系による原子炉圧力容器への注水

に必要な手順等を整備する。 
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添付資料 1.2.2 

自主対策設備仕様 

機器名称 
常設 

／可搬 
耐震クラス 容量 揚程 個数 

復水貯蔵タンク 常設 Ｂクラス 2000m3 － １基 

制御棒駆動水圧ポンプ 常設 Ｂクラス 
31m3/h 

（1 台当たり） 
1266m ２台 

ほう酸水注入系 

テストタンク 
常設 Ｃクラス 0.8m3 － １基 
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添付資料 1.2.3 

  

第 1 図 対応手段として選定した設備の電源構成図（交流電源） 
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第 2図 対応手段として選定した設備の電源構成図（交流電源）
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第 3図 対応手段として選定した設備の電源構成図（直流電源） 
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添付資料 1.2.4‐1 

重大事故対策の成立性 

1． 中央制御室からの高圧原子炉代替注水系起動 

(1)  中央制御室からの高圧原子炉代替注水系起動 

 

ａ．操作概要 

中央操作からの高圧原子炉代替注水系起動が必要な状況において，中央制

御室操作により系統構成を実施し，高圧原子炉代替注水系を起動し原子炉圧

力容器への注水を実施する。 

 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

中央制御室からの高圧原子炉代替注水系起動に必要な要員数，想定時間は

以下のとおり。 

必要要員数：１名（中央制御室運転員１名） 

想定時間 ：10 分以内（所要時間目安※１：５分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認，高圧原子炉代替注水系起動：想定時間 10 分，所要時間目安

５分 

・電源確保確認（電動弁，監視計器）：所要時間目安２分（中央制御室） 

・系統構成：所要時間目安２分（中央制御室） 

・ポンプ起動：所要時間目安１分（中央制御室） 

 

ｄ．操作の成立性について 

作業環境：常用照明消灯時においても，ＬＥＤライト（三脚タイプ），Ｌ

ＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備してい

る。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 

 

1.2-82

1.2-82



添付資料 1.2.4‐2 

2． 現場手動操作による高圧原子炉代替注水系起動 

(1)  現場手動操作による高圧原子炉代替注水系起動 

 

ａ．操作概要 

現場手動操作による高圧原子炉代替注水系起動が必要な状況において，現

場操作により系統構成を実施し，高圧原子炉代替注水系を起動し原子炉圧力

容器への注水を実施する。 

 

ｂ．作業場所 

原子炉棟 地上１階（管理区域） 

原子炉棟 地下１階（管理区域） 

原子炉棟 地下２階（管理区域） 

廃棄物処理建物 地上１階（非管理区域）（補助盤室） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

現場手動操作による高圧原子炉代替注水系起動に必要な要員数，想定時間

は以下のとおり。 

必要要員数：４名（現場運転員４名） 

想定時間 ：35 分以内（所要時間目安※１：14 分） 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【現場運転員Ａ，Ｂ】 

●可搬型計器接続：想定時間 20 分，所要時間目安９分 

・移動：所要時間目安２分（中央制御室から補助盤室） 

・可搬型計測器接続：所要時間目安７分（補助盤室） 

 

【現場運転員Ｃ，Ｄ】 

●移動，系統構成：想定時間 25 分，所要時間目安 13 分 

・移動 ：所要時間目安４分（移動経路：中央制御室から原子炉棟地上

１階） 

・原子炉圧力指示値の確認：所要時間目安１分（原子炉棟地上１階） 

・移動：所要時間目安２分（移動経路：原子炉棟地上１階から原子炉棟

地下１階） 

・系統構成：所要時間目安１分（操作対象１弁：原子炉棟地下１階） 

・移動：所要時間目安４分（移動経路：原子炉棟地下１階から原子炉棟

地下２階） 

・系統構成：所要時間目安１分（操作対象１弁：原子炉棟地下２階） 

●起動：想定時間 10 分，所要時間目安１分
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・起動：所要時間目安１分（操作対象１弁：原子炉棟地下２階） 

 

ｄ．操作の成立性について 

（ａ）補助盤室操作 

作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリアに配

備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行している。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，ヘッ

ドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可能であ

る。また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常の端子リフト・接続操作であり，容易に実施可能である。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備

のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡が可能で

ある。 

（ｂ）現場操作 

作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリアに配

備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行している。

操作は汚染の可能性を考慮し防護具(全面マスク，個人線量計，

綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服)を着用又は携行して作業を行

う。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，ヘッ

ドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可能であ

る。また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：電動弁の手動ハンドルによる現場操作については，操作に工具

等は必要とせず，手動弁と同様な操作であるため，通常の弁操

作であり，容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを施し

ている。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備

のうち，使用可能な設備より，中央制御室との連絡が可能であ

る。 
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添付資料 1.2.4‐3 

3． 現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動 

(1) 現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動 

 

ａ．操作概要 

現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動が必要な状況において，中央

制御室及び現場操作により系統構成を実施し，原子炉隔離時冷却系を起動し

原子炉圧力容器への注水を実施する。 

 

ｂ．作業場所 

廃棄物処理建物 地上１階（非管理区域）（補助盤室） 

原子炉棟 地上１階（管理区域） 

原子炉棟 地下２階（管理区域） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動に必要な要員数，想定時間は

以下のとおり。 

必要要員数：４名(現場運転員４名) 

想定時間 ：１時間以内(所要時間目安※１：41 分) 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【現場運転員Ａ，Ｂ】 

●可搬型計測器接続：想定時間 20 分，所要時間目安９分 

・移動：所要時間目安２分（移動経路：中央制御室から補助盤室） 

・可搬型計測器接続：所要時間目安７分（補助盤室） 

 

【現場運転員Ｃ，Ｄ】 

●移動，系統構成：想定時間 25 分，所要時間目安 14 分 

・移動：所要時間目安４分（移動経路：中央制御室から原子炉棟地上１

階） 

・原子炉圧力指示値の確認：所要時間目安１分（原子炉棟地上１階） 

・移動：所要時間目安４分（移動経路：原子炉棟地上１階から原子炉棟 

地下２階） 

・原子炉隔離時冷却系の冷却水確保：所要時間目安３分（操作対象３弁 

：原子炉棟地下２階） 

・系統構成：所要時間目安２分（操作対象２弁：原子炉棟地下２階） 

●保護具着用：想定時間 10 分，所要時間目安 10 分 

・保護具着用：所要時間目安 10 分（原子炉棟地下２階） 

●起動操作：想定時間 25 分，所要時間目安 17 分 
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・起動操作：所要時間目安 17 分（操作対象３弁：原子炉棟地下２階） 

 

ｄ．操作の成立性について 

（ａ）補助盤室操作 

作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリアに 

配備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行してい

る。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること， 

ヘッドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可能

である。また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常の端子リフト・接続操作であり，容易に実施可能である。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設 

備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡が可能

である。 

 

（ｂ）現場操作 

作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリアに配

備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行している。 

直流電源喪失時に原子炉隔離時冷却系を運転するとタービン

グランド部から蒸気が漏えいするため，原子炉隔離時冷却系ポ

ンプ室に現場運転員が入室するのは原子炉隔離時冷却起動時

のみとし，その後すみやかに退室する手順とする。したがって，

原子炉隔離時冷却系ポンプ室入室時の蒸気漏えいに伴う環境

温度の上昇による運転員への影響はないものと考えており，保

護具（酸素呼吸器及び耐熱服）を確実に装着することにより本

操作が可能である。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，ヘッ

ドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可能であ

る。また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：電動弁の手動ハンドルによる現場操作については，操作に工具

等は必要とせず，手動弁と同様な操作であるため，容易に実施

可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを施し

ている。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備

のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡が可能で

ある。 
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弁操作 回転数確認 
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(2) 原子炉隔離時冷却系現場起動時の排水処理 

ａ．操作概要 

原子炉隔離時冷却系の現場起動にて発生する水は，原子炉隔離時冷却系ポ

ンプ室の床ファンネルを経由してＣ－残留熱除去系ポンプ室にあるＲＨＲ

室床ドレンサンプタンクに排出される。しかし，全交流動力電源喪失時はＲ

ＨＲ室床ドレンサンプタンクの常設ポンプが運転できないため，仮設の水中

ポンプを用いて排水を汲み上げることで，原子炉隔離時冷却ポンプ本体が水

没することを防止する。 

 

ｂ．作業場所 

原子炉建物 屋外 

原子炉棟 地上１階（管理区域） 

原子炉棟 地下１階（管理区域） 

原子炉棟 地下２階（管理区域） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

原子炉隔離時冷却系現場起動時における排水処理に必要な要員数，想定時

間は以下のとおり。 

必要要員数:４名（緊急時対策要員４名） 

想定時間  :１時間 45 分以内（所要時間目安※１：1時間 36 分） 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【緊急時対策要員２名】 

●移動，発電機設置：想定時間 40 分，所要時間目安 36 分 

・移動：所要時間目安 34 分（移動経路：緊急時対策所から原子炉棟地上 

１階） 

・発電機設置：所要時間目安２分（原子炉棟地上１階） 

●電源盤運搬：想定時間 10 分，所要時間目安８分 

・電源盤運搬：所要時間目安６分（運搬経路：原子炉棟地上１階から原子

炉棟地下２階） 

・設置：所要時間目安２分（原子炉棟地下２階） 

●ケーブル敷設：想定時間 50 分，所要時間目安 49 分 

・移動：所要時間目安４分（移動経路：原子炉棟地下２階から原子炉棟地

上１階） 

・ケーブル敷設：所要時間目安 38 分（原子炉棟地上１階から原子炉棟地 

下２階） 

・ケーブル接続：所要時間目安７分（原子炉棟地下２階から原子炉建物 屋 

外） 
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●発電機起動，水中ポンプ起動：想定時間５分，所要時間目安３分 

・発電機起動，水中ポンプ起動：所要時間目安３分（原子炉建物 屋外） 

 

【緊急時対策要員２名】 

●移動，発電機設置：想定時間 40 分，所要時間目安 36 分 

・移動：所要時間目安 34 分（移動経路：緊急時対策所から原子炉棟地上 

１階） 

・発電機設置：所要時間目安２分（原子炉棟地上１階） 

●水中ポンプ運搬：想定時間 10 分，所要時間目安８分 

・水中ポンプ運搬：所要時間目安６分（運搬経路：原子炉棟地上１階から

原子炉棟地下２階） 

・設置：所要時間目安２分（原子炉棟地下２階） 

●資機材搬入：想定時間 10 分，所要時間目安 10 分 

・移動：所要時間目安２分（移動経路：原子炉棟地下２階から原子炉棟地

上１階） 

・資機材搬入：所要時間目安８分（搬入経路：原子炉棟地上１階から原子

炉棟地下２階） 

●ホース敷設：想定時間 40 分，所要時間目安 39 分 

・扉開放，固縛：所要時間目安５分（原子炉棟地下２階） 

・ホース敷設：所要時間目安 22 分（原子炉棟地下２階～原子炉棟地下１

階） 

・ホース接続：所要時間目安 11 分（原子炉棟地下２階～原子炉棟地下１

階） 

・移動：所要時間目安１分（移動経路：原子炉棟地下１階から原子炉建物 

屋外） 

●発電機起動：想定時間５分，所要時間目安３分 

・発電機起動，水中ポンプ起動：所要時間目安３分（原子炉建物 屋外） 

 

ｄ．操作の成立性について 

作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリアに 

配備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行してい

る。汚染の可能性を考慮し防護具（全面マスク，個人線量計，

綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を着用又は携行して作業を

行う。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，ヘ

ッドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可能で

ある。また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：原子炉建物 屋外に配置する発電機からの起動操作であり，

容易に実施可能である。 
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連絡手段：電力保安通信用電話設備，衛星電話設備，無線通信設備のう

ち，使用可能な設備により，緊急時対策本部との連絡が可能

である。 

 

ｅ．排水が滞留することの影響について 

   常設直流電源系統が健全である場合は，原子炉隔離時冷却系タービン及

びポンプの潤滑油を冷却するため，原子炉隔離時冷却ポンプの吐出側より

冷却水を潤滑油冷却器に供給し，復水ポンプによりこの冷却水を原子炉隔

離時冷却ポンプの吸込側に戻している。常設直流電源系統喪失時は復水ポ

ンプの電源が喪失しているため，原子炉隔離時冷却系を現場にて起動する

場合は，真空タンクドレン弁等を開操作し，潤滑油冷却器の冷却水をＲＨ

Ｒポンプ室床ドレンサンプに排水しながら原子炉隔離時冷却系を運転す

る必要がある。この排水を仮設の水中ポンプで処理しなかった場合，原子

炉隔離時冷却系ポンプ室に排水が滞留し，原子炉隔離時冷却系が水没する

ことになる。 

したがって，排水の発生量，原子炉隔離時冷却系ポンプ室の面積等から

保守的に一般的な機器が影響を受けないとされる機器のベースまで排水

が滞留する時間を評価した。評価結果を以下に示す。 

 

【条件】 

・バロメトリックコンデンサ冷却水流量:6,000[kg/h] 

・原子炉隔離時冷却系タービングランドシールからの漏えい量:7[kg/h] 

・原子炉隔離時冷却系ポンプ室床面積:約 160[m2] 

・原子炉隔離時冷却系の機器のベース高さ:0.9[m] 

・SA 環境最高温度 66℃における飽和水比容積:0.00102042[m3/kg] 

 

原子炉隔離時冷却系の機器のベース高さまでの空間体積 

160[m2]×0.9[m]=144[m3] 

流入量（体積流量） 

(6000[kg/h]＋7[kg/h])×0.00102042[m3/kg]≒6.13[m3/h] 

原子炉隔離時冷却系ベース高さ到達時間 

144[m3]÷6.13[m3/h]≒23.49[h] → 約 23 時間 

 

以上のことから，原子炉隔離時冷却系を現場で起動してから約 23 時間

までは排水の影響を受けることがなく，原子炉冷却材圧力バウンダリの減

圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却対策の準備が整う

までの期間，運転を継続することが可能である。 
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添付資料 1.2.4‐4 

4． 制御棒駆動水圧系による原子炉圧力容器への注水 

(1) 制御棒駆動水圧系による原子炉圧力容器への注水 

 

ａ．操作概要 

中央操作からの制御棒駆動水圧系起動が必要な状況において，中央制御室

操作により制御棒駆動水圧系を起動し，系統構成を実施し原子炉圧力容器へ

の注水を実施する。 

 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

中央制御室からの制御棒駆動水圧系起動に必要な要員数，想定時間は以下

のとおり。 

必要要員数：１名（中央制御室運転員１名） 

想定時間 ：15 分以内（所要時間目安※１：６分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源，冷却水確保確認：想定時間５分，所要時間目安３分 

・電源，冷却水確保確認：所要時間目安３分（中央制御室） 

●制御棒駆動水圧ポンプ起動，系統構成：想定時間 10 分，所要時間目安

３分 

・ポンプ起動：所要時間目安１分（中央制御室） 

・系統構成：所要時間目安２分（操作対象２弁：中央制御室） 

 

ｄ．操作の成立性について 

作業環境：常用照明消灯時においても，ＬＥＤライト（三脚タイプ），Ｌ

ＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備してい

る。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 
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添付資料 1.2.4‐5 

5． ほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほう酸水注入及び注水 

(1) ほう酸水注入系による原子炉圧力容器への注入及び注水（継続注水）

ａ．操作概要 

ほう酸水注入系による原子炉圧力容器への注入及び注水（継続注水）が必

要な状況において，中央制御室及び現場操作により系統構成を実施し，ほう

酸水注入系による原子炉圧力容器へのほう酸水注入及び注水を行う。 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

原子炉棟 地上３階(管理区域) 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

ほう酸水注入系による原子炉圧力容器へのほう酸水注入及び注水に必要

な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数：３名(中央制御室運転員１名，現場運転員２名) 

想定時間 ：ほう酸水貯蔵タンクを使用した原子炉圧力容器への継続注水

の場合１時間以内(所要時間目安※１：38 分) 

ほう酸水注入系テストタンクを使用した原子炉圧力容器へ

の注水の場合１時間 15 分以内(所要時間目安※１：41 分) 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間

想定時間内訳 

[ほう酸水貯蔵タンクを使用した原子炉圧力容器への継続注水の場合] 

【中央制御室運転員】 

●電源確認，ほう酸水注入ポンプ起動，注入開始：想定時間 10 分，所要

時間目安４分

・電源確認：所要時間目安２分（中央制御室）

・ほう酸水注入ポンプ起動，注入開始：所要時間目安２分（中央制御室） 

【現場運転員Ｂ，Ｃ】 

●移動，ホース敷設：想定時間 35 分，所要時間目安 25 分

・移動：所要時間目安８分（移動経路：中央制御室から原子炉棟地上３

階）

・ホース敷設，接続：所要時間目安７分（原子炉棟地上３階）

・移動：所要時間目安３分（移動経路：原子炉棟地上３階内）

・ホース敷設，接続：所要時間目安７分（原子炉棟地上３階）

●系統構成：想定時間 15 分，所要時間目安８分

・移動：所要時間目安３分（移動経路：原子炉棟地上３階内）
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・系統構成：所要時間目安５分（操作対象５弁：原子炉棟地上３階）

●系統構成：想定時間 10 分，所要時間目安４分

・移動：所要時間目安３分（移動経路：原子炉棟地上３階内）

・ほう酸水貯蔵タンク補給：所要時間目安１分（操作対象１弁：原子炉

棟地上３階）

[ほう酸水注入系テストタンクを使用した原子炉圧力容器への注水の場

合] 

【中央制御室運転員】 

●電源確認，復水輸送ポンプ運転確認：想定時間５分，所要時間目安３分

・電源確認，復水輸送ポンプ運転確認：所要時間目安３分（中央制御室） 

【現場運転員Ｂ，Ｃ】 

●移動，ホース敷設：想定時間 35 分，所要時間目安 25 分

・移動：所要時間目安８分（移動経路：中央制御室から原子炉棟地上３

階）

・ホース敷設，接続：所要時間目安７分（原子炉棟地上３階）

・移動：所要時間目安３分（移動経路：原子炉棟地上３階内）

・ホース敷設，接続：所要時間目安７分（原子炉棟地上３階）

●系統構成，タンク水張り：想定時間 30 分，所要時間目安 12 分

・移動：所要時間目安３分（移動経路：原子炉棟地上３階内）

・テストタンク水張り：所要時間目安４分（操作対象４弁：原子炉棟地

上３階）

・移動：所要時間目安３分（移動経路：原子炉棟地上３階内）

・テストタンク水張り停止：所要時間目安２分（操作対象２弁：原子炉

棟地上３階）

●ほう酸水注入ポンプ起動，注水開始：想定時間 10 分，所要時間目安４

分

・ほう酸水注入ポンプ起動，注水開始：所要時間目安４分（原子炉棟地

上３階）

ｄ．操作の成立性について 

（ａ）中央制御室操作 

作業環境：常用照明消灯時においても，ＬＥＤライト（三脚タイプ），Ｌ

ＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備してい

る。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 

（ｂ）現場操作 
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作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリアに配

備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行している。

操作は汚染の可能性を考慮し防護具(全面マスク，個人線量計，

綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服)を着用又は携行して作業を行

う。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，ヘッ

ドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可能であ

る。また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常の弁操作であり，容易に操作可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを施し

ている。 

ホース接続はカプラ接続であり容易に実施可能である。

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備

のうち，使用可能な設備より，中央制御室との連絡が可能であ

る。 

ホース接続
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添付資料 1.2.4‐6 

6． 原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への注水 

(1)  原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への注水 

 

ａ．操作概要 

中央操作からの原子炉隔離時冷却系起動が必要な状況において，中央制御

室操作により原子炉隔離時冷却系を起動し原子炉圧力容器への注水を実施

する。 

 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

中央制御室からの原子炉隔離時冷却系起動に必要な要員数，想定時間は以

下のとおり。 

必要要員数：１名（中央制御室運転員１名） 

想定時間 ：自動起動信号が発信した場合１分以内（所要時間目安※１：20

秒） 

手動起動の場合２分以内（所要時間目安※１：40 秒） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

[自動起動信号が発信した場合] 

【中央制御室運転員】 

●自動起動確認：想定時間１分，所要時間目安 20 秒 

・自動起動確認：所要時間目安 20 秒（中央制御室） 

 

[手動起動の場合] 

【中央制御室運転員】 

●起動操作，起動確認：想定時間２分，所要時間目安 40 秒 

・起動操作：所要時間目安 20 秒（中央制御室） 

・起動確認：所要時間目安 20 秒（中央制御室） 

 

ｄ．操作の成立性について 

作業環境：常用照明消灯時においても，ＬＥＤライト（三脚タイプ），Ｌ

ＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備してい

る。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 
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添付資料 1.2.4‐7 

7． 高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 

(1) 高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水

ａ．操作概要 

中央操作からの高圧炉心スプレイ系起動が必要な状況において，中央制御

室操作により高圧炉心スプレイ系を起動し原子炉圧力容器への注水を実施

する。 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

中央制御室からの高圧炉心スプレイ系起動に必要な要員数，想定時間は以

下のとおり。 

必要要員数：１名（中央制御室運転員１名） 

想定時間 ：自動起動信号が発信した場合１分以内（所要時間目安※１：20

秒） 

手動起動の場合２分以内（所要時間目安※１：40 秒） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間

想定時間内訳 

[自動起動信号が発信した場合] 

【中央制御室運転員】 

●自動起動確認：想定時間１分，所要時間目安 20 秒

・自動起動確認：所要時間目安 20 秒（中央制御室）

[手動起動の場合] 

【中央制御室運転員】 

●起動操作，起動確認：想定時間２分，所要時間目安 40 秒

・起動操作：所要時間目安 20 秒（中央制御室）

・起動確認：所要時間目安 20 秒（中央制御室）

ｄ．操作の成立性について 

作業環境：常用照明消灯時においても，ＬＥＤライト（三脚タイプ），Ｌ

ＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備してい

る。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 
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添付資料 1.2.5 

原子炉水位計の校正条件について 

 技術的能力審査基準において，監視計器のうち原子炉水位（狭帯域），原

子炉水位（広帯域），原子炉水位（燃料域）及び原子炉水位（ＳＡ）につい

て，使用用途と校正条件を整理する。 

第 1図 原子炉水位計の指示範囲 
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第 1表 原子炉水位計 

※：基準点（0cm）は気水分離器下端（原子炉圧力容器零レベルより 1328cm） 

第 1表より，原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時において，原子炉水位（燃

料域）及び原子炉水位（ＳＡ）にて原子炉圧力容器内水位を確認する場合は，

原子炉水位計の校正条件の違いから，「原子炉水位（燃料域）及び原子炉水

位（ＳＡ）補正曲線」（第 2図）を用いる。 

第 2図 原子炉水位（燃料域）及び原子炉水位（ＳＡ）補正曲線 

計器名称 指示範囲※ 用途 校正条件 

①原子炉水位（狭帯域） 0～150cm 
通常時監視 

給水制御 

定格圧力 

飽和条件 

②原子炉水位（広帯域） －400～150cm 
通常時監視 

事故時監視 

定格圧力 

飽和条件 

③原子炉水位（燃料域） －800～－300cm 事故時監視 大気圧飽和条件 

④原子炉水位（ＳＡ） －900～150cm 事故時監視 大気圧飽和条件 
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添付資料 1.2.6 

全交流動力電源喪失時に高圧注水系の起動に失敗した場合の処置について 

1．事象の進展

重大事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）

＋高圧炉心冷却失敗」に含まれる事故シーケンス「外部電源喪失＋交流電源（Ｄ

Ｇ－Ａ，Ｂ）失敗＋高圧炉心冷却失敗」では，全交流動力電源喪失と同時に原子

炉隔離時冷却系が機能喪失することを想定する。このため，逃がし安全弁による

圧力制御に伴う蒸気流出により原子炉圧力容器内の保有水量が減少し，原子炉水

位が低下することから，緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下によ

り炉心が露出し，炉心損傷に至る。 

 重大事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）

＋直流電源喪失」に含まれる事故シーケンス「外部電源喪失＋直流電源（区分１，

２）失敗※１＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗」では，全交流動力電源喪失と同

時に直流電源が喪失することを想定する。このため，直流電源喪失に伴い原子炉

隔離時冷却系が機能喪失して原子炉注水ができず，逃がし安全弁による圧力制御

に伴う蒸気流出により原子炉圧力容器内の保有水量が減少し，原子炉水位が低下

することから，緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下により炉心が

露出し，炉心損傷に至る。

 また，重大事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋Ｄ

Ｇ失敗）＋ＳＲＶ再閉失敗＋ＨＰＣＳ失敗」に含まれる事故シーケンス「外部電

源喪失＋交流電源（ＤＧ－Ａ，Ｂ）失敗＋圧力バウンダリ健全性（ＳＲＶ再閉）

失敗＋高圧炉心冷却（ＨＰＣＳ）失敗」では，全交流動力電源喪失と同時に逃が

し安全弁１個が開状態のまま固着し，蒸気駆動の注水系が動作できない範囲に原

子炉圧力が低下することで，原子炉注水機能を喪失することを想定する。このた

め，開状態のまま固着した逃がし安全弁からの蒸気流出により原子炉圧力容器内

の保有水量が減少し，原子炉水位が低下することから，緩和措置がとられない場

合には，原子炉水位の低下により炉心が露出し，炉心損傷に至る。 

※１：区分１，２の直流電源喪失により非常用ディーゼル発電機が起動できなく

なる。 

2．全交流動力電源喪失時に高圧注水系の起動に失敗した場合の対応 

(1) 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）＋高圧炉心冷却失敗

重大事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失

敗）＋高圧炉心冷却失敗」においては，常設代替直流電源設備から電源を給電

した高圧原子炉代替注水系による原子炉注水によって事象発生約 8.3 時間後ま

で炉心を冷却し，その後，逃がし安全弁の手動開操作により原子炉を減圧し，

原子炉減圧後に低圧原子炉代替注水系（可搬型）により炉心を冷却することに

よって炉心損傷の防止を図る。 

具体的な対応の概要については，以下のとおり。 

ａ．低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水準備 
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低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水の準備として，原子

炉棟内の操作にて原子炉注水に必要な電動弁（Ａ－ＲＨＲ注水弁及びＦＬ

ＳＲ注水隔離弁）の手動開操作を実施する。 

ｂ．高圧原子炉代替注水系による原子炉注水 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下するが，中央制御室からの遠隔操

作によって高圧原子炉代替注水系を手動起動し，原子炉注水を開始するこ

とにより，原子炉水位が回復する。原子炉水位回復後は，運転員による高

圧原子炉代替注水系蒸気入口弁の手動開閉操作によって炉心を冠水維持

可能な範囲に制御する。なお，原子炉水位の制御に必要な弁の電源は常設

代替直流電源設備から供給される。 

ｃ．逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水の準備が完了後，サ

プレッション・プール水温度 100℃で，中央制御室からの遠隔操作によっ

て自動減圧機能付き逃がし安全弁６個を手動開操作し原子炉を急速減圧

する。 

ｄ．低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水 

逃がし安全弁による原子炉急速減圧により，原子炉圧力が低圧原子炉代

替注水系（可搬型）の系統圧力を下回ると原子炉注水が開始され，原子炉

水位が回復する。 

(2) 全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失敗）直流電源喪失

重大事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失

敗）＋直流電源喪失」においては，常設代替直流電源設備から電源を給電した

高圧原子炉代替注水系による原子炉注水によって事象発生約 8.3 時間後まで炉

心を冷却し，その後，逃がし安全弁の手動開操作により原子炉を減圧し，原子

炉減圧後に低圧原子炉代替注水系（可搬型）により炉心を冷却することによっ

て炉心損傷の防止を図る。 

具体的な対応の概要については，以下のとおり。 

ａ．低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水準備 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水の準備として，原子

炉棟内の操作にて原子炉注水に必要な電動弁（Ａ－ＲＨＲ注水弁及びＦＬ

ＳＲ注水隔離弁）の手動開操作を実施する。 

ｂ．高圧原子炉代替注水系による原子炉注水 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下するが，中央制御室からの遠隔操

作によって高圧原子炉代替注水系を手動起動し，原子炉注水を開始するこ

とにより，原子炉水位が回復する。原子炉水位回復後は，運転員による高

圧原子炉代替注水系蒸気入口弁の手動開閉操作によって炉心を冠水維持

可能な範囲に制御する。なお，原子炉水位の制御に必要な弁の電源は常設

代替直流電源設備から供給される。 
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ｃ．逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水の準備が完了後，サ

プレッション・プール水温度 100℃で，中央制御室からの遠隔操作によっ

て自動減圧機能付き逃がし安全弁６個を手動開操作し原子炉を急速減圧

する。 

ｄ．低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水 

逃がし安全弁による原子炉急速減圧により,原子炉圧力が低圧原子炉代

替注水系（可搬型）の系統圧力を下回ると原子炉注水が開始され，原子炉

水位が回復する。 

(3) 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ）

重大事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失（外部電源喪失＋ＤＧ失

敗）＋ＳＲＶ再閉失敗＋ＨＰＣＳ失敗」においては，逃がし安全弁１個の開固

着によって，蒸気駆動の注水系が動作できない範囲に原子炉圧力が低下するま

での間は所内常設蓄電式直流電源設備より電源を給電した原子炉隔離時冷却系

により炉心を冷却し，原子炉隔離時冷却系による注水停止後は，低圧原子炉代

替注水系（可搬型）による注水の準備が完了した後，逃がし安全弁の手動開操

作により原子炉を減圧し，原子炉減圧後に低圧原子炉代替注水系（可搬型）に

より炉心を冷却することによって炉心損傷の防止を図る。 

具体的な対応の概要については，以下のとおり。 

ａ．低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水準備 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水の準備として，原子

炉棟内の操作にて原子炉注水に必要な電動弁（Ａ－ＲＨＲ注水弁及びＦＬ

ＳＲ注水隔離弁）の手動開操作を実施する。 

ｂ．原子炉隔離時冷却系による原子炉注水 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下するが，原子炉水低（レベル２）

で原子炉隔離時冷却系が自動起動し，原子炉注水を開始することにより，

原子炉水位が回復する。原子炉隔離時冷却系による原子炉注水は，逃がし

安全弁１個の開固着によって，原子炉隔離時冷却系が動作できない範囲に

原子炉圧力が低下するまでの間継続する。 

ｃ．早期の電源回復不能判断及び対応準備 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用ディーゼル発電

機等の起動ができず，非常用高圧母線（6.9kV）の電源回復ができない場

合，早期の電源回復不能と判断する。これにより，常設代替交流電源設備，

原子炉補機代替冷却系の準備を開始する。 

ｄ．逃がし安全弁による原子炉急速減圧 

低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水の準備が完了後，中央制御

室からの遠隔操作によって再閉鎖に失敗した１個に加えて自動減圧機能

付き逃がし安全弁５個を手動開操作し原子炉を急速減圧する。 
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ｅ．低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水 

逃がし安全弁による原子炉急速減圧により，原子炉圧力が低圧原子炉代

替注水系（可搬型）の系統圧力を下回ると原子炉注水が開始され，原子炉

水位が回復する。 
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添付資料 1.2.7-1 

解釈一覧 

判断基準の解釈一覧 

手順 判断基準記載内容 解釈 

1.2.2.1 フロントラ

イン系故障時の対応手

順 

(1)高圧原子炉代替注水

系による原子炉圧力容

器への注水 

ａ．中央制御室からの高

圧原子炉代替注水系起動 

原子炉水位低（レベル３） 原子炉水位（狭帯域）にて原

子炉水位低（レベル３） 

ｂ．現場手動操作による

高圧原子炉代替注水系起

動 

原子炉水位低（レベル３） 原子炉水位（狭帯域）にて原

子炉水位低（レベル３） 

1.2.2.2 サポート系

故障時の対応手順 

(1)全交流動力電源喪失

及び常設直流電源系統

喪失時の原子炉圧力容

器への注水 

ａ．現場手動操作による

原子炉隔離時冷却系起動 

原子炉水位低（レベル３） 原子炉水位（狭帯域）にて原

子炉水位低（レベル３） 

1.2.2.3  重大事故等

の進展抑制時の対応手

順 

(1)重大事故等の進展抑

制 

ａ．制御棒駆動水圧系に

よる原子炉圧力容器への

注水 

原子炉水位低（レベル３） 原子炉水位（狭帯域）にて原

子炉水位低（レベル３） 

ｂ．ほう酸水注入系によ

る原子炉圧力容器へのほ

う酸水注入及び注水 

原子炉水位低（レベル３） 原子炉水位（狭帯域）にて原

子炉水位低（レベル３） 

1.2.2.4  重大事故等

対処設備（設計基準拡

張）による対応手順 

(1)原子炉隔離時冷却系

による原子炉圧力容器

への注水

原子炉水位低（レベル３） 原子炉水位（狭帯域）にて原

子炉水位低（レベル３） 

(2)高圧炉心スプレイ系

による原子炉圧力容器

への注水 

原子炉水位低（レベル３） 原子炉水位（狭帯域）にて原

子炉水位低（レベル３） 
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操作手順の解釈一覧(１／２) 

手順 操作手順記載内容 解釈 

1.2.2.1 フロン

トライン系故障

時の対応手順 

(1)高圧原子炉代替注水

系による原子炉圧力容

器への注水 

ａ．中央制御室か

らの高圧原子炉

代替注水系起動 

高圧原子炉代替注水流量指示値の

上昇 

高圧原子炉代替注水流量指示値が

93m3/h 程度まで上昇 

ｂ．現場手動操作

による高圧原子

炉代替注水系起

動 

原子炉圧力指示値が規定値以上 原子炉圧力指示値が MPa

以上 

1.2.2.2 サポー

ト系故障時の対

応手順 

(1)全交流動力電源喪失

及び常設直流電源系統

喪失時の原子炉圧力容

器への注水 

ａ．現場手動操作

による原子炉隔

離時冷却系起動 

原子炉圧力指示値が規定値以上 原子炉圧力指示値が MPa

以上 

原子炉隔離時冷却系タービンの回

転数を可搬型回転計にて確認しな

がら規定回転数に調整 

原子炉隔離時冷却系タービンの回

転数を可搬型回転計にて確認しな

がら  rpm に調整 

1.2.2.3 重大事

故等の進展抑制

時の対応手順 

(1)重大事故等の進展抑

制 

ａ．制御棒駆動水

圧系による原子

炉圧力容器への

注水 

制御棒駆動水圧系系統流量指示値

の上昇 

制御棒駆動水圧系系統流量指示値

が  l/min 以上 

ｂ．ほう酸水注入

系による原子炉

圧力容器へのほ

う酸水注入及び

注水 

復水輸送ポンプ出口ヘッダ圧力指

示値が規定値以上 

復水輸送ポンプ出口ヘッダ圧力指

示値が  MPa 以上であるこ

とを確認 

仮設ホース接続(復水輸送系～補

給水系の間)を実施 

Ｖ２７２－８７～Ｖ２７１－６７

間 

添付資料 1.2.7‐2 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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操作手順の解釈一覧(２／２) 

手順 操作手順記載内容 解釈 

1.2.2.4 重大事

故等対処設備（設

計基準拡張）によ

る対応手順 

(1)原子炉隔離時冷却系

による原子炉圧力容器

への注水

原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量

指示値の上昇 

原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量

指示値が 94m3/h 程度まで上昇 

(2)高圧炉心スプレイ系

による原子炉圧力容器

への注水 

高圧炉心スプレイポンプ出口流量

指示値の上昇 

高圧炉心スプレイポンプ出口流量

指示値が上昇(～1074m3/h) 
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弁番号及び弁名称一覧(１／２) 

弁番号 弁名称 操作場所 

ＭＶ２Ｂ１－４ ＨＰＡＣ注入弁 
中央制御室 

原子炉棟地下１階トーラス室（管理区域） 

ＭＶ２２１－３４ ＲＣＩＣ ＨＰＡＣタービン蒸気入口弁 
中央制御室 

原子炉棟地下２階ＲＣＩＣポンプ室（管理区域） 

ＭＶ２２１－７ 復水器冷却水入口弁 
中央制御室 

原子炉棟地下２階ＲＣＩＣポンプ室（管理区域） 

Ｖ２２１－５７５ 真空タンクドレン弁 原子炉棟地下２階ＲＣＩＣポンプ室（管理区域） 

Ｖ２２１－５７７ 真空タンク水位検出配管ドレン弁 原子炉棟地下２階ＲＣＩＣポンプ室（管理区域） 

ＭＶ２２１－２ 注入弁 
中央制御室 

原子炉棟地下２階ＲＣＩＣポンプ室（管理区域） 

ＭＶ２２１－６ ミニマムフロー弁
中央制御室 

原子炉棟地下２階ＲＣＩＣポンプ室（管理区域） 

ＭＶ２２１－２２ タービン蒸気入口弁
中央制御室 

原子炉棟地下２階ＲＣＩＣポンプ室（管理区域） 

ＭＶ２２１－２１ 外側蒸気隔離弁 

中央制御室 

原子炉棟地上中１階東側ＰＣＶペネトレーション室

（管理区域） 

ＣＶ２１２－１Ａ，Ｂ ＣＲＤ系統流量調節弁 

中央制御室 

原子炉棟地上２階マスターコントロールエリア室 

（管理区域） 

ＭＶ２１２－２ ＣＲＤ駆動水圧力調節弁 

中央制御室 

原子炉棟地上２階マスターコントロールエリア室 

（管理区域） 
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弁番号及び弁名称一覧(２／２) 

弁番号 弁名称 操作場所 

ＭＶ２２４－３ ＨＰＣＳ注水弁 

中央制御室 

原子炉棟地上１階南側ＰＣＶペネトレーション室（管

理区域） 

ＭＶ２２５－１Ａ（Ｂ） ＳＬＣタンク出口弁 
中央制御室 

原子炉棟地上３階ＳＬＣポンプ室（管理区域） 

ＭＶ２２５－２Ａ（Ｂ） ＳＬＣ注入弁 
中央制御室 

原子炉棟地上３階ＳＬＣポンプ室（管理区域） 

Ｖ２７２－８７ ＭＵＷ工具除染シンク供給弁 
原子炉棟地上３階フィルターエレメント除染室（管理

区域） 

Ｖ２７１－６７ ＣＷＴ工具類除染シンク除染弁 
原子炉棟地上３階フィルターエレメント除染室（管理

区域） 

Ｖ２２５－１７ ＳＬＣ封水止め弁 原子炉棟地上３階ＳＬＣポンプ室（管理区域） 

Ｖ２２５－１６ ＳＬＣオリフィスバイパス弁 原子炉棟地上３階ＳＬＣポンプ室（管理区域） 

Ｖ２２５－１２ ＳＬＣタンク補給水入口元弁 原子炉棟地上３階ＳＬＣポンプ室（管理区域） 

Ｖ２２５－１３ ＳＬＣタンク補給水入口弁 原子炉棟地上３階ＳＬＣポンプ室（管理区域） 

Ｖ２２５－１０ ＳＬＣテストタンク出口弁 原子炉棟地上３階ＳＬＣポンプ室（管理区域） 

Ｖ２２５－５０８ ＳＬＣドレン弁 原子炉棟地上３階ＳＬＣポンプ室（管理区域） 
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添付資料 1.2.8 

手順のリンク先について 

原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等に

ついて，手順のリンク先を以下に取りまとめる。 

1．1.2.2.1(1)ａ．中央制御室からの高圧原子炉代替注水系起動 

・原子炉水位の監視機能が喪失した場合の手順

＜リンク先＞ 1.15.2.1 監視機能喪失 

2．1.2.2.1(1)ｂ．現場手動操作による高圧原子炉代替注水系起動 

・原子炉水位の監視機能が喪失した場合の手順

＜リンク先＞ 1.15.2.1 監視機能喪失 

1.15.2.2 計測に必要な電源の喪失 

3．1.2.2.2(1)ａ．現場手動操作による原子炉隔離時冷却系起動 

・原子炉水位の監視機能が喪失した場合の手順

＜リンク先＞ 1.15.2.1 監視機能喪失 

1.15.2.2 計測に必要な電源の喪失 

4．1.2.2.2(2)ａ．代替交流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給電 

・代替交流電源設備に関する手順等

＜リンク先＞ 1.14.2.1(1) 代替交流電源設備による給電 

1.14.2.5(1) ガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼ

ル燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給

1.14.2.5(2) タンクローリから各機器等への給油

5．1.2.2.2(2)ｂ．可搬型直流電源設備による原子炉隔離時冷却系への給電 

・可搬型直流電源設備に関する手順等

＜リンク先＞ 1.14.2.2(1)ｂ．可搬型代替直流電源設備による給電 

1.14.2.5(1) ガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼ

ル燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給

1.14.2.5(2) タンクローリから各機器等への給油

6．1.2.2.4(1) 原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への注水 

・サプレッション・チェンバから復水貯蔵タンクへの水源切替え手順

＜リンク先＞ 1.13.2.3(1)ａ．原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への

注水時の水源の切替え 
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7．1.2.2.4(2) 高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 

・サプレッション・チェンバから復水貯蔵タンクへの水源切替え手順

＜リンク先＞ 1.13.2.3(1)ｂ．高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への 

注水時の水源の切替え 

8．1.2.2.5 その他の手順項目について考慮する手順 

・低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水手順

＜リンク先＞ 1.4.2.1(1)ａ．(b) 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原

子炉圧力容器への注水（淡水／海水） 

・サプレッション・チェンバから復水貯蔵タンクへの水源切替え手順

＜リンク先＞ 1.13.2.3(1)ａ．原子炉隔離時冷却系による原子炉圧力容器への 

注水時の水源の切替え 

1.13.2.3(1)ｂ．高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への

注水時の水源の切替え 

・非常用交流電源設備，所内常設蓄電式直流電源設備，常設代替交流電源設備

として使用するガスタービン発電機，可搬型代替交流電源設備として使用す

る高圧発電機車，常設代替直流電源設備として使用するＳＡ用115V系蓄電池

又は可搬型直流電源設備として使用する高圧発電機車，Ｂ１－115V系充電器

及び230V系充電器（常用）による高圧原子炉代替注水系，原子炉隔離時冷却

系，高圧炉心スプレイポンプ，ほう酸水注入ポンプ，制御棒駆動水圧ポンプ，

電動弁及び中央制御室監視計器類への電源供給手順並びに常設代替交流電源

設備として使用するガスタービン発電機，可搬型代替交流電源設備及び可搬

型直流電源設備として使用する高圧発電機車及び非常用交流電源設備への燃

料補給手順

＜リンク先＞ 1.14.2.1(1) 代替交流電源設備による給電 

1.14.2.2(1)ａ．所内常設蓄電式直流電源設備及び常設代替直 

流電源設備による給電 

1.14.2.2(1)ｂ．可搬型直流電源設備による給電 

1.14.2.3(1)ａ．ガスタービン発電機又は高圧発電機車による 

ＳＡロードセンタ及びＳＡコントロールセ 

ンタ受電

1.14.2.5(1) ガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼ 

ル燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給

1.14.2.5(2) タンクローリから各機器等への給油 

1.14.2.6(1) 非常用交流電源設備による給電 

・原子炉水位の監視又は推定に係る計装設備に関する手順

＜リンク先＞ 1.15.2.1 監視機能喪失 

1.15.2.2 計測に必要な電源の喪失 
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1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

 

＜目 次＞ 

 

1.3.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

(a) 代替減圧 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｂ．サポート系故障時の対応手段及び設備 

(a) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

(b) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧 

(c) 逃がし安全弁が作動可能な環境条件 

(d) 復旧 

(e) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｃ．原子炉格納容器破損を防止するための対応手段及び設備 

(a) 炉心損傷時における高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の防止 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｄ．インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手段及び設備 

(a) インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｅ．手順等 

1.3.2 重大事故等時の手順 

1.3.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 代替減圧 

ａ．手動操作による減圧 

(2) 重大事故等時の対応手段の選択 

1.3.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

ａ．可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 

ｂ．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁開放 

ｃ．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安全弁（自動

減圧機能付き）開放 

ｄ．逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全弁（自動減圧機能

なし）開放 

(2) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧 

ａ．逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃がし安全弁駆動源確保 

(3) 逃がし安全弁窒素ガス供給設備による背圧対策 

1.3-1
1.3-1



 

(4) 復旧 

ａ．代替直流電源設備による復旧 

ｂ．代替交流電源設備による復旧 

(5) 重大事故等時の対応手段の選択 

1.3.2.3 炉心損傷時における高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱を防止

する手順 

1.3.2.4 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手順 

(1) ＥＯＰ「二次格納施設制御」 

1.3.2.5 その他の手順項目について考慮する手順 
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添付資料1.3.1 審査基準，基準規則と対処設備との対応表 

添付資料1.3.2 自主対策設備仕様 

添付資料1.3.3 対応手段として選定した設備の電源構成図 

添付資料1.3.4 重大事故対策の成立性 

1．可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 

2．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全 

弁開放 

3．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安 

全弁（自動減圧機能付き）開放 

4．逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全弁（自 

動減圧機能なし）開放 

5．逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃がし安全弁駆動源確 

保 

6．逃がし安全弁窒素ガス供給設備による背圧対策 

7．インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の漏えい停止操作 

添付資料1.3.5 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の概要図 

添付資料1.3.6 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の破断面積及び現場

環境等について 

添付資料1.3.7 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の検知手段について 

添付資料1.3.8 発電用原子炉の減圧操作について 

添付資料1.3.9 逃がし安全弁の電源受電状態について 

添付資料1.3.10 解釈一覧 

1．判断基準の解釈一覧 

2．操作手順の解釈一覧 

3．弁番号及び弁名称一覧 

添付資料 1.3.11 手順のリンク先について
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1.3 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態で

あって、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の減圧機能が喪失した場

合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため、原

子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要な手順等が適切に整備され

ているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

【解釈】 

1 「炉心の著しい損傷」を「防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダリを

減圧するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以

上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

（１）可搬型重大事故防止設備 

ａ）常設直流電源系統喪失時において、減圧用の弁（逃がし安全弁（BWR の

場合）又は、主蒸気逃がし弁及び加圧器逃がし弁（PWR の場合））を作動

させ原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、手順等が整備

されていること。 

ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、減圧用の弁を作動させ原子炉冷却 

材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう可搬型コンプレッサー又は窒 

素ボンベを整備すること。 

ｃ）減圧用の弁が作動可能な環境条件を明確にすること。 

（２）復旧 

ａ）常設直流電源喪失時においても、減圧用の弁を作動させ原子炉冷却材圧 

力バウンダリの減圧操作が行えるよう、代替電源による復旧手順等が整備 

されていること。 

（３）蒸気発生器伝熱管破損（SGTR） 

ａ）SGTR 発生時において、破損した蒸気発生器を隔離すること。隔離でき

ない場合、加圧器逃がし弁を作動させること等により原子炉冷却材圧力バ

ウンダリの減圧操作が行えるよう、手順等が整備されていること。（PWR の

場合） 

（４）インターフェイスシステムLOCA（ISLOCA） 

ａ）ISLOCA 発生時において、原子炉冷却材圧力バウンダリの損傷箇所を隔

離すること。隔離できない場合、原子炉を減圧し、原子炉冷却材の漏えい

を抑制するために、逃がし安全弁（BWR の場合）又は主蒸気逃がし弁及び

加圧器逃がし弁（PWR の場合）を作動させること等により原子炉冷却材圧

力バウンダリの減圧操作が行えるよう、手順等が整備されていること。 
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原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において，設計基準事故対処設備が

有する発電用原子炉の減圧機能は，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）による自

動減圧機能（以下「自動減圧系」という。）である。 

この機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破

損を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧する対処設備を整備して

おり，ここでは，これらの対処設備を活用した手順等について説明する。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時は，原子炉冷却材圧力バウンダリの

損傷箇所を隔離することで原子炉冷却材の漏えいを抑制する。なお，損傷箇所の

隔離ができない場合は，逃がし安全弁による減圧で原子炉冷却材の漏えいを抑制

することとしており，これらの手順等について説明する。 
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1.3.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

炉心の著しい損傷を防止するため，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の

状態にある場合は，発電用原子炉の減圧が必要である。発電用原子炉の減圧

をするための設計基準事故対処設備として，自動減圧系を設置している。 

この設計基準事故対処設備が故障した場合は，その機能を代替するために，

設計基準事故対処設備が有する機能，相互関係を明確にした（以下「機能喪

失原因対策分析」という。）上で，想定する故障に対応できる対応手段及び

重大事故等対処設備を選定する（第 1.3－1 図）。 

また，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱による原子炉格納容器の

破損の防止及びインターフェイスシステムＬＯＣＡの対応手段と重大事故等

対処設備を選定する。 

 

重大事故等対処設備のほかに，柔軟な事故対応を行うための対応手段と自

主対策設備※１を選定する。 

 

※１自主対策設備：技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべて

のプラント状況において使用することは困難であるが，

プラント状況によっては，事故対応に有効な設備。 

 

選定した重大事故等対処設備により，技術的能力審査基準（以下「審査基

準」という。）だけでなく，設置許可基準規則第四十六条及び技術基準規則

第六十一条（以下「基準規則」という。）の要求機能を満足する設備が網羅

されていることを確認するとともに，自主対策設備との関係を明確にする。 

 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

機能喪失原因対策分析の結果，フロントライン系故障として，自動減圧系

の故障を想定する。また，サポート系故障として，全交流動力電源喪失又は

直流電源（常設直流電源若しくは常設直流電源系統）喪失を想定する。 

設計基準事故対処設備に要求される機能の喪失原因から選定した対応手段

及び審査基準，基準規則からの要求により選定した対応手段と，その対応に

使用する重大事故等対処設備及び自主対策設備を以下に示す。 

なお，機能喪失を想定する設計基準事故対処設備，対応に使用する重大事

故等対処設備及び自主対策設備と整備する手順についての関係を第1.3－1表

に整理する。 

 

ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

(a) 代替減圧 

設計基準事故対処設備である自動減圧系の故障により発電用原子炉の
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減圧ができない場合は，減圧の自動化又は中央制御室からの手動操作に

より発電用原子炉を減圧する手段がある。 

 

ⅰ 減圧の自動化 

原子炉水位低（レベル１）到達 10 分後及び低圧炉心スプレイポンプ

又は残留熱除去ポンプ運転（低圧注水モード）の場合に，代替自動減

圧機能により発電用原子炉を自動で減圧する。 

なお，「1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手

順等」におけるＥＯＰ「反応度制御」対応操作中は，発電用原子炉の

自動減圧による原子炉圧力容器への冷水注水量の増加に伴う原子炉出

力の急上昇を防止するため，以下に記す「自動減圧起動阻止スイッチ」

及び「代替自動減圧起動阻止スイッチ」により自動減圧系及び代替自

動減圧ロジック（代替自動減圧機能）による自動減圧を阻止する。 

代替自動減圧機能による減圧の自動化で使用する設備は以下のとお

り。 

・代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能） 

・自動減圧起動阻止スイッチ 

・代替自動減圧起動阻止スイッチ 

・逃がし安全弁（自動減圧機能付き※２Ｂ,Ｍ弁の２個） 

・主蒸気系 配管・クエンチャ 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

・非常用交流電源設備 

※２：12 個の逃がし安全弁は全て逃がし弁機能を有している。その

うち６個が自動減圧機能を有している。 

 

ⅱ 手動操作による減圧 

中央制御室からの手動操作により逃がし弁機能用電磁弁を作動させ，

アキュムレータに蓄圧された窒素ガスを逃がし安全弁に供給すること

により逃がし安全弁を開放し，発電用原子炉を減圧する。また，主蒸

気隔離弁が全開状態であり，かつ常用電源が健全で，主復水器の真空

状態が維持できていれば，中央制御室からの手動操作によりタービン

バイパス弁を開操作し，発電用原子炉を減圧する。 

逃がし安全弁の手動操作による減圧で使用する設備は以下のとおり。 

・逃がし安全弁 

・主蒸気系 配管・クエンチャ 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

・所内常設蓄電式直流電源設備 

・常設代替直流電源設備 

・可搬型直流電源設備 
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また，上記所内常設蓄電式直流電源設備への継続的な給電で使用す

る設備は以下のとおり。 

・常設代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

タービンバイパス弁の手動操作による減圧で使用する設備は以下の

とおり。 

・タービンバイパス弁 

・タービン制御系 

 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

代替減圧で使用する設備のうち，代替自動減圧ロジック（代替自動減

圧機能），逃がし安全弁，主蒸気系 配管・クエンチャ，逃がし安全弁

逃がし弁機能用アキュムレータ，自動減圧起動阻止スイッチ，代替自動

減圧起動阻止スイッチ，所内常設蓄電式直流電源設備，常設代替直流電

源設備，可搬型直流電源設備，常設代替交流電源設備及び可搬型代替交

流電源設備は，重大事故等対処設備として位置付ける。 

また，非常用交流電源設備は重大事故等対処設備（設計基準拡張）と

して位置付ける。 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定した設備は，審査基

準及び基準規則に要求される設備がすべて網羅されている。 

（添付資料1.3.1） 

 

以上の重大事故等対処設備により，設計基準事故対処設備である自動

減圧系が故障した場合においても，発電用原子炉を減圧することができ

る。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に有効な設備で

あるため，自主対策設備として位置付ける。あわせて，その理由を示す。 

・タービンバイパス弁，タービン制御系 

炉心損傷前において，主蒸気隔離弁が全開状態であり，かつ常用電

源が健全で，主復水器の真空状態が維持できていれば，逃がし安全弁

の代替手段として有効である。 
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ｂ．サポート系故障時の対応手段及び設備 

(a) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の作動に必要な直流電源が

喪失し，発電用原子炉の減圧ができない場合は，可搬型直流電源設備，

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）又は主蒸気逃がし安全弁用蓄

電池（原子炉建物）により逃がし安全弁の機能を回復させて発電用原子

炉を減圧する手段がある。 

また，逃がし安全弁の作動に必要な直流電源が確保できない場合にお

いても，逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備により逃がし安全弁を作動

させ発電用原子炉を減圧する手段がある。 

 

ⅰ 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁機能回復 

可搬型直流電源設備により逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を

確保し，逃がし安全弁の機能を回復させて発電用原子炉を減圧する。な

お，可搬型直流電源設備による直流電源の供給準備が整うまでの期間は，

常設代替直流電源設備にて逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を確

保し，逃がし安全弁の機能を回復させて発電用原子炉を減圧する。 

可搬型直流電源設備による逃がし安全弁機能回復で使用する設備は

以下のとおり。 

・可搬型直流電源設備 

・SRV用電源切替盤 

・常設代替直流電源設備 

・逃がし安全弁 

・主蒸気系 配管・クエンチャ 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

 

ⅱ 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁機能

回復 

逃がし安全弁の作動回路に，主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤

室）を接続し，逃がし安全弁の機能を回復させて発電用原子炉を減圧

する。 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁機能

回復で使用する設備は以下のとおり。 

・主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室） 

・逃がし安全弁 

・主蒸気系 配管・クエンチャ 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

 

ⅲ 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安全弁機
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能回復 

逃がし安全弁の作動回路に主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建

物）を原子炉棟にて接続し，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）の機

能を回復させて発電用原子炉を減圧する。 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による減圧で使用する

設備は以下のとおり。 

・主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物） 

・逃がし安全弁（自動減圧機能付きＢ，Ｍの２弁） 

・主蒸気系 配管・クエンチャ 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

 

ⅳ 逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による減圧 

逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備により逃がし安全弁（自動減圧

機能なし）の電磁弁排気ポートへ窒素ガスを供給し，逃がし安全弁（自

動減圧機能なし）を開放して発電用原子炉を減圧する。 

逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による減圧に使用する設備は以

下のとおり。 

・逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備 

・逃がし安全弁（自動減圧機能なし※３Ａ，Ｊの２個） 

・主蒸気系 配管・クエンチャ 

※３：12 個の逃がし安全弁は全て逃がし弁機能を有している。その

うち自動減圧機能を有していない２個の逃がし安全弁を逃が

し安全弁窒素ガス代替供給設備に用いる。 

(b) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧 

逃がし安全弁の作動に必要な逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレ

ータ及び逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータの供給圧力が喪失

した場合は，逃がし安全弁窒素ガス供給設備により逃がし安全弁の駆動

源を確保し，逃がし安全弁の機能を回復させて発電用原子炉を減圧する

手段がある。 

 

ⅰ 逃がし安全弁窒素ガス供給設備による窒素ガス確保 

逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガスの供給源が窒素ガス制御系か

ら逃がし安全弁窒素ガス供給設備に自動で切り替わることで窒素ガス

が確保され，発電用原子炉を減圧できる。また，逃がし安全弁の駆動

源が逃がし安全弁窒素ガス供給設備から供給されている期間において，

逃がし安全弁の作動に伴い窒素ガスの圧力が低下した場合は，待機側

の逃がし安全弁用窒素ガスボンベに切り替えることで窒素ガスを確保

し，発電用原子炉を減圧する。 

逃がし安全弁窒素ガス供給設備による窒素ガス確保で使用する設備
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は以下のとおり。 

・逃がし安全弁用窒素ガスボンベ 

・逃がし安全弁窒素ガス供給系 配管・弁 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

・常設代替交流電源設備 

・所内常設蓄電式直流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・常設代替直流電源設備 

・可搬型直流電源設備 

 

(c) 逃がし安全弁が作動可能な環境条件 

想定される重大事故等時の環境条件においても確実に逃がし安全弁を

作動させることができるように，逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス

供給圧力を調整可能な設計としている。 

 

ⅰ 逃がし安全弁の背圧対策 

想定される重大事故等時の環境条件を考慮して，原子炉格納容器内

の圧力が設計圧力の２倍の状態（853kPa[gage]）となった場合におい

ても確実に逃がし安全弁を作動させることができるよう，供給圧力を

調整する。 

逃がし安全弁の背圧対策として，窒素ガスの供給圧力を調整するた

めに使用する設備は以下のとおり。 

・逃がし安全弁用窒素ガスボンベ 

・逃がし安全弁窒素ガス供給系 配管・弁 

 

(d) 復旧 

全交流動力電源喪失又は常設直流電源喪失により逃がし安全弁の減圧

機能が喪失した場合は，代替電源により逃がし安全弁の機能を復旧させ

て発電用原子炉を減圧する手段がある。 

 

ⅰ 代替直流電源設備による復旧 

代替直流電源設備（可搬型直流電源設備又は直流給電車）により逃

がし安全弁の作動に必要な直流電源を確保して逃がし安全弁の機能を

復旧する。 

代替直流電源設備による復旧で使用する設備は以下のとおり。 

・可搬型直流電源設備 

・直流給電車 

 

ⅱ 代替交流電源設備による復旧 
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常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備により充電器を

受電し，逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を確保して逃がし安全

弁の機能を復旧する。 

代替交流電源設備による復旧で使用する設備は以下のとおり。 

・常設代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

 

(e) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

常設直流電源系統喪失時の減圧で使用する設備のうち，可搬型直流電

源設備，SRV用電源切替盤，常設代替直流電源設備，逃がし安全弁，主蒸

気系 配管・クエンチャ，逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ

及び主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）は重大事故等対処設備と

して位置付ける。 

逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧で使用する設備の

うち，逃がし安全弁用窒素ガスボンベ，逃がし安全弁窒素ガス供給系 配

管・弁，逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ，常設代替交流電

源設備，所内常設蓄電式直流電源設備，可搬型代替交流電源設備，常設

代替直流電源設備及び可搬型直流電源設備は重大事故等対処設備として

位置付ける。 

逃がし安全弁が作動可能な環境条件で使用する設備のうち，逃がし安

全弁用窒素ガスボンベ及び逃がし安全弁窒素ガス供給系 配管・弁は重

大事故等対処設備として位置付ける。 

復旧で使用する設備のうち，可搬型直流電源設備，常設代替交流電源

設備及び可搬型代替交流電源設備は重大事故等対処設備として位置付け

る。 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定した設備は，審査基

準及び基準規則に要求される設備がすべて網羅されている。 

（添付資料 1.3.1） 

 

以上の重大事故等対処設備により，全交流動力電源喪失又は直流電源

喪失が発生した場合においても，発電用原子炉を減圧することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に有効な設備で

あるため，自主対策設備として位置付ける。あわせて，その理由を示す。 

・主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物） 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池の補助盤室からの電源供給が不可能

となった場合において，事象の進展によってはアクセス困難となる

可能性があるが，代替電源として有効である。 

・逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備 

中央制御室から逃がし安全弁の遠隔操作が不可能となった場合に，
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他の窒素ガス供給設備と独立した系統である逃がし安全弁窒素ガス

代替供給設備を使用し，逃がし安全弁を作動させる手段として有効

である。 

・直流給電車 

代替交流電源設備による給電時に高圧発電機車を配備することか

ら，可搬型直流電源設備としての給電は可能である。直流給電車は

追加で配備することにより，重大事故等の対処に必要となる直流電

源を確保するための手段として有効である。 

（添付資料 1.3.2） 

 

ｃ．原子炉格納容器破損を防止するための対応手段及び設備 

(a) 炉心損傷時における高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の防止 

炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態である場合に

おいて，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱による原子炉格納容

器の破損を防止するため，逃がし安全弁の手動操作により発電用原子炉

を減圧する手段がある。 

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱の防止で使用する設備は以

下のとおり。 

・逃がし安全弁 

・主蒸気系 配管・クエンチャ 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

・常設代替交流電源設備 

・所内常設蓄電式直流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・常設代替直流電源設備 

・可搬型直流電源設備 

 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

原子炉格納容器の破損の防止で使用する設備のうち，逃がし安全弁，

主蒸気系 配管・クエンチャ，逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレ

ータ，常設代替交流電源設備，所内常設蓄電式直流電源設備，可搬型代

替交流電源設備，常設代替直流電源設備及び可搬型直流電源設備は重大

事故等対処設備として位置付ける。 

以上の重大事故等対処設備により，炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バ

ウンダリが高圧の状態である場合においても，発電用原子炉を減圧する

ことで，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱による原子炉格納容

器の破損を防止することができる。 
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ｄ．インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手段及び設備 

(a) インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時に，漏えい箇所の隔離操作

を実施するものの隔離できない場合，原子炉冷却材が原子炉格納容器外

へ漏えいする。原子炉格納容器外への漏えいを抑制するため，逃がし安

全弁及びタービンバイパス弁により発電用原子炉を減圧するとともに，

弁の隔離操作により原子炉冷却材の漏えい箇所を隔離する手段がある。 

また，原子炉冷却材が原子炉格納容器外へ漏えいし原子炉棟内の圧力

が上昇した場合において，原子炉建物ブローアウトパネルが開放するこ

とで，原子炉棟内の圧力及び温度の上昇を抑制し，環境を改善する手段

がある。 

なお，原子炉建物ブローアウトパネルは開放設定圧力に到達した時点

で自動的に開放する設備であり，運転員による開放操作は必要としない。 

原子炉冷却材の漏えい箇所の隔離に使用する設備は，系統に原子炉圧

力が負荷される状態での電動弁の開閉試験を実施する場合に，系統の低

圧設計部分が過圧される可能性がある系統の隔離弁を選定している。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時における発電用原子炉の減

圧で使用する設備は以下のとおり。 

・逃がし安全弁 

・主蒸気系 配管・クエンチャ 

・逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 

・タービンバイパス弁 

・タービン制御系 

 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時における原子炉冷却材の漏

えい箇所の隔離で使用する設備は以下のとおり。 

・残留熱除去系注水弁 

 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時における原子炉棟内の圧力

及び温度の上昇抑制並びに環境改善で使用する設備は以下のとおり。 

・原子炉建物ブローアウトパネル 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時における発電用原子炉の減

圧で使用する設備のうち，逃がし安全弁，主蒸気系 配管・クエンチャ

及び逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータを重大事故等対処設備

として位置付ける。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時における原子炉冷却材の漏

えい箇所の隔離で使用する残留熱除去系注水弁は重大事故等対処設備

（設計基準拡張）として位置付ける。 
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インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時における原子炉棟内の圧力

及び温度の上昇抑制並びに環境改善で使用する原子炉建物ブローアウト

パネルは重大事故等対処設備として位置付ける。 

これらの選定した設備は，審査基準及び基準規則に要求される設備が

すべて網羅されている。 

（添付資料 1.3.1） 

以上の重大事故等対処設備により，インターフェイスシステムＬＯＣ

Ａが発生した場合においても，発電用原子炉を減圧することで，原子炉

冷却材の原子炉格納容器外への漏えいを抑制することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に有効な設備で

あるため，自主対策設備として位置付ける。あわせて，その理由を示す。 

・タービンバイパス弁，タービン制御系 

主蒸気隔離弁が全開状態であり，かつ常用電源が健全で，主復水

器の真空状態が維持できていれば，発電用原子炉を減圧する手段と

して有効である。 

 

ｅ．手順等 

上記「ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設備」，「ｂ．サポ

ート系故障時の対応手段及び設備」，「ｃ．原子炉格納容器破損を防止す

るための対応手段及び設備」及び「ｄ．インターフェイスシステムＬＯＣ

Ａ発生時の対応手段及び設備」により選定した対応手段に係る手順を整備

する。 

これらの手順は，運転員及び緊急時対策要員の対応として事故時操作要

領書（徴候ベース）（以下「ＥＯＰ」という。），事故時操作要領書（シ

ビアアクシデント）（以下「ＳＯＰ」という。），ＡＭ設備別操作要領書

及び原子力災害対策手順書（以下「ＥＨＰ」という。）に定める。（第 1.3

－1 表） 

また，重大事故等時に監視が必要となる計器及び給電が必要となる設備

についても整理する。（第 1.3－2 表，第 1.3－3 表） 

（添付資料 1.3.3） 
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1.3.2 重大事故等時の手順 

1.3.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 代替減圧 

ａ．手動操作による減圧 

発電用原子炉の冷温停止への移行又は低圧で原子炉注水が可能な系統を

使用した注水への移行を目的として，逃がし安全弁又はタービンバイパス

弁を使用した中央制御室からの手動操作による発電用原子炉の減圧を行う。 

また，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱による原子炉格納容器

の破損防止を目的として，逃がし安全弁を使用した中央制御室からの手動

操作による発電用原子炉の減圧を行う。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

ⅰ 発電用原子炉を冷温停止に移行するために減圧する場合 

・主復水器が使用可能であり，タービンバイパス弁の開操作が可能な

場合 

・主復水器が使用不可能であるが，逃がし安全弁の開操作が可能な場

合 

 

ⅱ 急速減圧の場合 

[低圧注水手段がある場合] 

・低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水系のうち１系統以上の

起動※１により原子炉圧力容器への注水手段が確保され，逃がし安全

弁の開操作が可能な場合 

・逃がし安全弁が使用できない場合は，主復水器が使用可能で，ター

ビンバイパス弁の開操作が可能な場合 

[注水手段がない場合] 

・原子炉圧力容器内の水位が規定水位（燃料棒有効長底部より燃料棒

有効長の 20％高い位置）に到達した場合 

 

ⅲ 炉心損傷後の減圧の場合 

[低圧注水手段がある場合] 

・高圧注水系は使用できないが，低圧注水系統１系※２以上が使用可能

である場合で，逃がし安全弁の開操作が可能な場合 

[注水手段がない場合] 

・原子炉圧力容器への注水手段が確保できず，原子炉圧力容器内の水

位が規定水位（燃料棒有効長底部より燃料棒有効長の 20％高い位置）

に到達した場合で，逃がし安全弁の開操作が可能な場合 

（添付資料 1.3.8） 

※１：「低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水系のうち１系統
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以上の起動」とは，原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時での注

水が可能な系統である高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系（低圧注水モード）及び給水・復水系のうち

１系統以上起動すること，また，それができない場合は低圧原

子炉代替注水系（常設），復水輸送系，消火系及び低圧原子炉

代替注水系（可搬型）のうち１系統以上起動することをいう。 

 

※２：「低圧注水系統１系」とは低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系

（低圧注水モード），低圧原子炉代替注水系（常設），復水輸

送系，消火系又は低圧原子炉代替注水系（可搬型）のいずれか

１系をいう。 

 

(b) 操作手順 

逃がし安全弁又はタービンバイパス弁を使用した手動操作による減圧

手順の概要は以下のとおり。手順の対応フローを第 1.3－2 図，第 1.3－3

図，第 1.3－4 図及び第 1.3－5 図に示す。 

[タービンバイパス弁による減圧] 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，中央制御室運転員にタ

ービンバイパス弁を手動で開操作し，発電用原子炉を減圧するよう

指示する。 

②ａ判断基準ⅰ：発電用原子炉を冷温停止に移行するために減圧する場

合 

中央制御室運転員Ａは，原子炉冷却材温度変化率が 55℃/h を超えな

いようにタービンバイパス弁を手動で開閉操作し，発電用原子炉を

減圧する。 

②ｂ判断基準ⅱ：急速減圧の場合 

中央制御室運転員Ａは，タービンバイパス弁を手動で開操作し，発

電用原子炉の急速減圧を行う。 

[逃がし安全弁による減圧] 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，中央制御室運転員に逃

がし安全弁を手動で開操作し，発電用原子炉を減圧するよう指示す

る。 

②ａ判断基準ⅰ：発電用原子炉を冷温停止に移行するために減圧する場

合 

中央制御室運転員Ａは，原子炉冷却材温度変化率が 55℃/h を超えな

いように逃がし安全弁を手動で開閉操作し，発電用原子炉を減圧す

る。 

②ｂ判断基準ⅱ：急速減圧の場合 

中央制御室運転員Ａは，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）６個を

1.3-17
1.3-17



 

手動で開操作し，発電用原子炉の急速減圧を行う。 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を６個開放できない場合は，自

動減圧機能を有する逃がし安全弁とそれ以外の逃がし安全弁を合わ

せて６個開放する。 

②ｃ判断基準ⅲ：炉心損傷後の減圧の場合 

中央制御室運転員Ａは，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）２個を

手動で開操作し，発電用原子炉を減圧する。 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）２個を手動で開放できない場合

は，逃がし安全弁（逃がし弁機能）を手動で開操作し，発電用原子

炉を減圧する。 

③中央制御室運転員Ａは，サプレッション・プール水の温度上昇防止

のため，残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）に

よるサプレッション・プール水の除熱を行う。 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，作業

開始を判断してから手動操作による減圧を開始するまでの想定時間は下

記のとおり。 

・タービンバイパス弁による減圧：10 分以内 

・逃がし安全弁による減圧：10 分以内 

 

(2) 重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対応手段の選択フロ

ーチャートを第 1.3－22 図に示す。 

自動減圧系機能喪失により逃がし安全弁が作動しない場合，低圧で原子炉

注水が可能な系統又は代替注水系による原子炉圧力容器への注水準備が完了

し，主復水器が使用可能であればタービンバイパス弁により発電用原子炉を

減圧する。主復水器が使用不可能であれば逃がし安全弁により発電用原子炉

を減圧する。また，原子炉水位低（レベル１）到達 10 分後並びに低圧炉心ス

プレイポンプ運転又は原子炉水位低（レベル１）到達 10 分後並びに残留熱除

去ポンプ運転（低圧注水モード）の場合は代替自動減圧機能が自動で作動し

発電用原子炉を減圧する。 
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1.3.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

ａ．可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が喪失した場合，

可搬型直流電源設備として使用する高圧発電機車及びＳＡ用115V系充電器

により逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を確保し，逃がし安全弁を開

放して，発電用原子炉を減圧する。なお，可搬型直流電源設備として使用

する高圧発電機車及びＳＡ用115V系充電器による直流電源の供給準備が整

うまでの期間は，常設代替直流電源設備として使用するＳＡ用115V系蓄電

池にて逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を確保し，逃がし安全弁を開

放して発電用原子炉を減圧する。 

発電用原子炉の減圧状況の確認については，補助盤室又は原子炉棟地上

１階計装ラック(管理区域)にて確認が可能であるため，いずれかの計器で

確認する。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁を中央制御室から遠隔操作

できない状態又は全交流動力電源喪失時に，原子炉冷却材圧力バウンダ

リを減圧する際に直流電源の切替が必要な状態において，以下の条件が

すべて成立した場合。 

・炉心損傷前の発電用原子炉の減圧は，低圧で原子炉注水が可能な系統

又は代替注水系のうち１系統以上の起動※１により原子炉圧力容器への

注水手段が確保されている場合。炉心損傷後の発電用原子炉の減圧は，

高圧注水系が使用できない場合で，低圧注水系統１系※２以上が使用可

能である場合，又は原子炉圧力容器内の水位が規定水位（燃料棒有効

長底部より燃料棒有効長の20％高い位置）に到達した場合。 

・逃がし安全弁作動用の窒素ガスが確保されている場合。 

・逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を常設代替直流電源設備から給

電可能な場合。 

※１：「低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水系のうち１系統以

上の起動」とは，原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時での注水が

可能な系統である高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，残

留熱除去系（低圧注水モード）及び給水・復水系のうち１系統以

上起動すること，また，それができない場合は低圧原子炉代替注

水系（常設），復水輸送系，消火系及び低圧原子炉代替注水系（可

搬型）のうち１系統以上起動することをいう。 

 

※２：「低圧注水系統１系」とは低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低

圧注水モード），低圧原子炉代替注水系（常設），復水輸送系，
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消火系又は低圧原子炉代替注水系（可搬型）のいずれか１系をい

う。 

 

(b) 操作手順 

可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放手順の概要は以下のとお

り。手順の対応フローを第 1.3－3 図に，概要図を第 1.3－7 図に，タイ

ムチャートを第 1.3－8 図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に可搬型直流電

源設備として使用する高圧発電機車及びＳＡ用115V系充電器による

逃がし安全弁開放の準備開始を指示する。 

②当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に可搬型

直流電源設備として使用する高圧発電機車及びＳＡ用115V系充電器

による直流電源の復旧を依頼する。 

③当直副長は，可搬型直流電源設備として使用する高圧発電機車及び

ＳＡ用 115V 系充電器による直流電源の復旧が完了するまでの間，逃

がし安全弁により発電用原子炉を減圧するため，運転員に常設代替

直流電源設備として使用するＳＡ用115V系蓄電池による逃がし安全

弁開放の準備開始を指示する。 

④[補助盤室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合] 

現場運転員Ｂ及びＣは，補助盤室の原子炉プロセス計測盤に，原子

炉圧力（可搬型計測器）を接続し，原子炉圧力容器内の圧力を確認

する。 

[現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合] 

現場運転員Ｄ及びＥは，原子炉棟地上１階計装ラック（管理区域）

の原子炉圧力（現場計器）にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

⑤現場運転員Ｂ及びＣは，補助盤室のＳＲＶ用電源切替盤で，逃がし

安全弁の制御回路電源を所内常設蓄電池式直流電源設備から常設代

替直流電源設備として使用するＳＡ用115V系蓄電池への切替えを実

施し，当直副長に常設代替直流電源設備として使用するＳＡ用115V

系蓄電池による逃がし安全弁開放の準備完了を報告する。 

⑥当直副長は，中央制御室運転員に常設代替直流電源設備として使用

するＳＡ用 115V 系蓄電池による逃がし安全弁の開放を指示する。 

⑦当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合は現場運転員

に，発電用原子炉の減圧状況の確認を指示する。 

⑧中央制御室運転員Ａは，逃がし安全弁を手動で開操作し，発電用原

子炉の減圧を開始する。 

⑨[補助盤室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合] 

現場運転員Ｂ及びＣは，発電用原子炉の減圧が開始されたことを補

助盤室の原子炉プロセス計測盤に接続した原子炉圧力（可搬型計測
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器）指示値の低下により確認し，当直副長に報告するとともに，原

子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力となるま

で継続監視する。 

[現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合] 

現場運転員Ｄ及びＥは，発電用原子炉の減圧が開始されたことを原

子炉棟地上１階計装ラック（管理区域）の原子炉圧力（現場計器）

指示値の低下により確認し，当直副長に報告するとともに，原子炉

圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力となるまで継

続監視する。 

⑩現場運転員Ｂ及びＣ又は現場運転員Ｄ及びＥは，原子炉圧力容器内

の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力となったことを確認し，

当直副長へ発電用原子炉の減圧が完了したことを報告する。 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名，現場運転員４名にて作業を実

施した場合，作業開始を判断してから常設代替直流電源設備による逃が

し安全弁開放まで 40 分以内で可能である。また，可搬型直流電源設備に

関する操作の成立性は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整理す

る。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通信

連絡設備を整備する。また，速やかに作業が開始できるよう，使用する

資機材は作業場所近傍に配備する。室温は通常運転時と同程度である。 

(添付資料 1.3.4－1) 
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ｂ．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が喪失した場合，

補助盤室にて逃がし安全弁の作動回路に主蒸気逃がし安全弁用蓄電池を接

続し，逃がし安全弁を開放して発電用原子炉を減圧する。 

発電用原子炉の減圧状況の確認については，補助盤室又は原子炉棟地上

１階計装ラック（管理区域）にて確認が可能であるため，いずれかの計器

で確認する。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁を中央制御室から遠隔操作

できない状態において，以下の条件がすべて成立した場合。 

・炉心損傷前の発電用原子炉の減圧は，低圧で原子炉注水が可能な系統

又は代替注水系のうち１系統以上の起動※１により原子炉圧力容器への

注水手段が確保されている場合。炉心損傷後の発電用原子炉の減圧は，

高圧注水系が使用できない場合で，低圧注水系統１系※２以上が使用可

能である場合，又は原子炉圧力容器内の水位が規定水位（燃料棒有効

長底部より燃料棒有効長の20％高い位置）に到達した場合。 

・逃がし安全弁作動用窒素ガスが確保されている場合。 

 

※１：「低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水系のうち１系統以

上の起動」とは，原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時での注水が

可能な系統である高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，残

留熱除去系（低圧注水モード）及び給水・復水系のうち１系統以

上起動すること，また，それができない場合は低圧原子炉代替注

水系（常設），復水輸送系，消火系及び低圧原子炉代替注水系（可

搬型）のうち１系統以上起動することをいう。 

 

※２：「低圧注水系統１系」とは，低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系

（低圧注水モード），低圧原子炉代替注水系（常設），復水輸送

系，消火系又は低圧原子炉代替注水系（可搬型）のいずれか１系

をいう。 

 

(b) 操作手順 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁開放手

順の概要は以下のとおり。手順の対応フローを第 1.3－3 図及び第 1.3－6

図に，概要図を第 1.3－9 図に，タイムチャートを第 1.3－10 図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，当直長を経由して，緊

急時対策本部に主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃

がし安全弁開放の準備を依頼し，運転員に主蒸気逃がし安全弁用蓄
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電池（補助盤室）による逃がし安全弁開放の準備開始を指示する。 

②緊急時対策本部は，当直長からの依頼に基づき，緊急時対策要員に

補助盤室にて逃がし安全弁用蓄電池を接続することによる原子炉冷

却材圧力バウンダリの減圧の準備作業を指示する。 

③[補助盤室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合] 

現場運転員Ｂ及びＣは，補助盤室の原子炉プロセス計測盤に，原子

炉圧力（可搬型計測器）を接続し，原子炉圧力容器内の圧力を確認

する。 

[現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合] 

現場運転員Ｄ及びＥは，原子炉棟地上１階計装ラック（管理区域）

の原子炉圧力（現場計器）にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

④緊急時対策要員は，Ａ，Ｂ－自動減圧継電器盤の逃がし安全弁作動

回路に，主蒸気逃がし安全弁用蓄電池及び仮設ケーブルを接続し，

当直副長に主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし

安全弁開放の準備完了を報告する。 

⑤当直副長は，中央制御室運転員に主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補

助盤室）による逃がし安全弁の開放を指示する。 

⑥当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合は現場運転員

に，発電用原子炉の減圧状況の確認を指示する。 

⑦中央制御室運転員Ａは，手動により逃がし安全弁を開放し，発電用

原子炉の減圧を開始する。 

⑧[補助盤室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合] 

現場運転員Ｂ及びＣは，発電用原子炉の減圧が開始されたことを補

助盤室の原子炉プロセス計測盤に接続した原子炉圧力（可搬型計測

器）指示値の低下により確認し，当直副長に報告するとともに，原

子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力となるま

で継続監視する。 

[現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合] 

現場運転員Ｄ及びＥは，発電用原子炉の減圧が開始されたことを原

子炉棟地上１階計装ラック（管理区域）の原子炉圧力（現場計器）

指示値の低下により確認し，当直副長に報告するとともに，原子炉

圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力となるまで継

続監視する。 

⑨現場運転員Ｂ及びＣ又は現場運転員Ｄ及びＥは，原子炉圧力容器内

の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力となったことを確認し，

当直副長に発電用原子炉の減圧が完了したことを報告する。 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名，現場運転員４名，緊急時対策
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要員２名にて作業を実施した場合，作業開始を判断してから主蒸気逃が

し安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁開まで１時間 20 分以

内で可能である。 

円滑に作業ができるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通

信連絡設備を整備する。また，速やかに作業が開始できるよう，使用す

る資機材は作業場所近傍に配備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料 1.3.4－2） 
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ｃ．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安全弁（自動

減圧機能付き）開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が喪失した場合，

ＡＤＳ仮設電源接続中継端子箱にて逃がし安全弁（自動減圧機能付き）の

作動回路に主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）を接続し，逃がし

安全弁を開放して発電用原子炉を減圧する。 

発電用原子炉の減圧状況の確認については，補助盤室又は原子炉棟地上

１階計装ラック（管理区域）にて確認が可能であるため，いずれかの計器

で確認する。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁を中央制御室から遠隔操作

できない状態において，以下の条件がすべて成立した場合。 

・炉心損傷前の発電用原子炉の減圧は，低圧で原子炉注水が可能な系統

又は代替注水系のうち１系統以上の起動※１により原子炉圧力容器への

注水手段が確保されている場合。炉心損傷後の発電用原子炉の減圧は，

高圧注水系が使用できない場合で，低圧注水系統１系※２以上が使用可

能である場合，又は原子炉圧力容器内の水位が規定水位（燃料棒有効

長底部より燃料棒有効長の20％高い位置）に到達した場合。 

・逃がし安全弁（自動減圧機能付き）作動用窒素ガスが確保されている

場合。 

 

※１：「低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水系のうち１系統以

上の起動」とは，原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時での注水が

可能な系統である高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，残

留熱除去系（低圧注水モード）及び給水・復水系のうち１系統以

上起動すること，また，それができない場合は低圧原子炉代替注

水系（常設），復水輸送系，消火系及び低圧原子炉代替注水系（可

搬型）のうち１系統以上起動することをいう。 

 

※２：「低圧注水系統１系」とは低圧炉心スプレイ系，残留熱除去系（低

圧注水モード），低圧原子炉代替注水系（常設），復水輸送系，

消火系又は低圧原子炉代替注水系（可搬型）のいずれか１系をい

う。 

 

(b) 操作手順 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安全弁（自

動減圧機能付き）開放手順は以下のとおり。手順の対応フローを第 1.3

－3 図及び第 1.3－6 図に，概要図を第 1.3－11 図に，タイムチャートを
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第 1.3－12 図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，当直長を経由して，緊

急時対策本部に主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による

逃がし安全弁開放の準備を依頼し，運転員に主蒸気逃がし安全弁用

蓄電池（原子炉建物）による逃がし安全弁開放の準備開始を指示す

る。 

②緊急時対策本部は，当直長からの依頼に基づき，緊急時対策要員に

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安全弁開

放（自動減圧機能付き）を指示する。 

③[補助盤室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合] 

現場運転員Ａ及びＢは，補助盤室の原子炉プロセス計測盤に，原子

炉圧力（可搬型計測器）を接続し，原子炉圧力容器内の圧力を確認

する。 

[現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合] 

現場運転員Ｃ及びＤは，原子炉棟地上１階計装ラック（管理区域）

の原子炉圧力（現場計器）にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

④緊急時対策要員は，原子炉棟地上２階東側ペネトレーション室外（Ｂ

系の場合は，西側ペネトレーション室）にて，主蒸気逃がし安全弁

用蓄電池をＡＤＳ仮設電源接続中継端子箱に接続する。 

⑤当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合は現場運転員

に，発電用原子炉の減圧状況の確認を指示する。 

⑥緊急時対策要員は，原子炉棟地上２階通路にて，主蒸気逃がし安全

弁用蓄電池の負荷の投入操作により，逃がし安全弁（自動減圧機能

付き）を開放し，発電用原子炉の減圧を開始する。 

⑦[補助盤室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合] 

現場運転員Ａ及びＢは，発電用原子炉の減圧が開始されたことを補

助盤室の原子炉プロセス計測盤に接続した原子炉圧力（可搬型計測

器）指示値の低下により確認し，当直副長に報告するとともに，原

子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力となるま

で継続監視する。 

[現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合] 

現場運転員Ｃ及びＤは，発電用原子炉の減圧が開始されたことを原

子炉棟地上１階計装ラック（管理区域）の原子炉圧力（現場計器）

指示値の低下により確認し，当直副長に報告するとともに，原子炉

圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力となるまで継

続監視する。 

⑧現場運転員Ａ及びＢ又は現場運転員Ｃ及びＤは，原子炉圧力容器内

の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力となったことを確認し，

当直副長へ発電用原子炉の減圧が完了したことを報告する。 
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(c) 操作の成立性 

上記の操作は，現場運転員４名及び緊急時対策要員２名にて作業を実施

した場合，作業開始を判断してから主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉

建物）による逃がし安全弁（自動減圧機能付き）開放まで１時間 30 分以

内で可能である。 

円滑に作業ができるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通信

連絡設備を整備する。また，速やかに作業ができるよう，使用する資機材

は作業場所近傍に配備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料 1.3.4－3） 
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ｄ．逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全弁（自動減圧機能

なし）開放 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が喪失した場合，

逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備より逃がし安全弁（自動減圧機能なし

Ａ及びＪ）の電磁弁排気ポートへ窒素ガスを供給し，逃がし安全弁（自動

減圧機能なしＡ及びＪ）を開放して発電用原子炉を減圧する。 

発電用原子炉の減圧状況の確認については補助盤室又は原子炉棟地上１

階計装ラック（管理区域）にて確認が可能であるため，いずれかの計器で

確認する。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁を中央制御室から遠隔操作

できない状態において，以下の条件がすべて成立した場合。 

・低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水系のうち１系統以上の起

動※１により原子炉圧力容器への注水手段が確保されている場合。 

・逃がし安全弁（自動減圧機能なし）作動用の窒素ガスが確保されてい

る場合。 

※１：「低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水系のうち１系統以

上の起動」とは，原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時での注水が

可能な系統である高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系，残

留熱除去系（低圧注水モード）及び給水・復水系のうち１系統以

上起動すること，また，それができない場合は低圧原子炉代替注

水系（常設），復水輸送系，消火系及び低圧原子炉代替注水系（可

搬型）のうち１系統以上起動することをいう。 

 

(b) 操作手順 

逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全弁（自動減圧機

能なし）開放手順の概要は以下のとおり。手順の対応フローを第 1.3－3

図に，概要図を第 1.3－13 図に，タイムチャートを第 1.3－14 図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，当直長を経由して，緊

急時対策本部に逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安

全弁（自動減圧機能なし）開放の準備を依頼し，運転員に逃がし安

全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全弁（自動減圧機能なし）

開放の準備開始を指示する。 

②緊急時対策本部は，当直長からの依頼に基づき，緊急時対策要員に

逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全弁（自動減圧

機能なし）開放を指示する。 

③[補助盤室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合] 

現場運転員Ａ及びＢは，補助盤室の原子炉プロセス計測盤に，原子
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炉圧力（可搬型計測器）を接続し，原子炉圧力容器内の圧力を確認

する。 

[現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合] 

現場運転員Ｃ及びＤは，原子炉棟地上１階計装ラック（管理区域）

の原子炉圧力（現場計器）にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する。 

④緊急時対策要員は，原子炉建物付属棟地上２階Ｂ－非常用電気室に

て，逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備の配管へ短管を取付ける。 

⑤当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合は現場運転員

に，発電用原子炉の減圧状況の確認を指示する。 

⑥緊急時対策要員は，ＳＲＶＤＳ窒素ガス代替供給弁を開操作し，発

電用原子炉の減圧を開始する。 

⑦[補助盤室にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合] 

現場運転員Ａ及びＢは，発電用原子炉の減圧が開始されたことを補

助盤室の原子炉プロセス計測盤に接続した原子炉圧力（可搬型計測

器）指示値の低下により確認し，当直副長に報告するとともに，原

子炉圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力となるま

で継続監視する。 

[現場にて原子炉圧力容器内の圧力を確認する場合] 

現場運転員Ｃ及びＤは，発電用原子炉の減圧が開始されたことを原

子炉棟地上１階計装ラック（管理区域）の原子炉圧力（現場計器）

指示値の低下により確認し，当直副長に報告するとともに，原子炉

圧力容器内の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力となるまで継

続監視する。 

⑧現場運転員Ａ及びＢ又は現場運転員Ｃ及びＤは，原子炉圧力容器内

の圧力が逃がし安全弁による減圧完了圧力となったことを確認し，

当直副長に発電用原子炉の減圧が完了したことを報告する。 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，現場運転員４名及び緊急時対策要員２名にて作業を実

施した場合，作業開始を判断してから逃がし安全弁窒素ガス代替供給設

備による逃がし安全弁（自動減圧機能なし）開放まで１時間 10 分以内で

可能である。 

円滑に作業ができるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通

信連絡設備を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料 1.3.4－4） 
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(2) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧 

ａ．逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃がし安全弁駆動源確保 

窒素ガス制御系からの窒素ガスの供給が喪失し，逃がし安全弁の作動に

必要な窒素ガスの供給圧力が低下した場合，供給源が逃がし安全弁用窒素

ガス供給系に自動で切り替わることで逃がし安全弁の駆動源を確保する。 

また，逃がし安全弁用窒素ガスボンベから供給している期間において，

逃がし安全弁用窒素ガスボンベ出口圧力が低下した場合，逃がし安全弁用

窒素ガスボンベ（待機側）へ切り替える。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

[窒素ガス制御系から逃がし安全弁窒素ガス供給系への切替え] 

ＡＤＳアキュムレータ入口圧力低警報が発生した場合。 

[逃がし安全弁用窒素ガスボンベの切替え] 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベから逃がし安全弁作動用の窒素ガス

を供給している期間において，Ｎ２ガスボンベ圧力低警報が発生した場

合。 

 

(b) 操作手順 

逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃がし安全弁駆動源確保手順の

概要は以下のとおり。概要図を第 1.3－15 図に，タイムチャートを第 1.3

－16 図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に逃がし安全弁

窒素ガス供給系による逃がし安全弁駆動源確保の開始を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，Ｎ２ガスボンベ出口弁が全開したことを確認

する。あわせて，ＡＤＳアキュムレータ入口圧力低警報が消灯した

ことを確認し，当直副長へ報告する。 

③当直副長は，逃がし安全弁用窒素ガスボンベから逃がし安全弁作動

用の窒素ガスを供給している期間において，Ｎ２ガスボンベ圧力低警

報が発生した場合，現場運転員に逃がし安全弁用窒素ガスボンベ（待

機側）への切替えを指示する。 

④当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に新たに

逃がし安全弁用窒素ガスボンベの確保を依頼する。 

⑤現場運転員Ｂ及びＣは，Ａ－ＡＤＳ窒素ガスボンベ（１Ａ－11～15）

出口弁（待機側）及びＡ－ＡＤＳ窒素ガスボンベ供給元弁（待機側）

を全開し，逃がし安全弁用窒素ガスボンベを使用側から待機側へ切

り替える。 

⑥現場運転員Ｂ及びＣは，逃がし安全弁用窒素ガスボンベ切り替え後，

当直副長に逃がし安全弁用窒素ガスボンベによる逃がし安全弁駆動

源確保が完了したことを報告する。 
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(c) 操作の成立性 

作業開始を判断してから逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃がし

安全弁駆動源確保完了までの必要な要員及び想定時間は以下のとおり。 

・窒素ガス制御系から逃がし安全弁窒素ガス供給系への切替え 

中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，５分以内で可能で

ある。 

・逃がし安全弁用窒素ガスボンベ（待機側）への切替えによる逃がし安

全弁駆動源確保 

中央制御室運転員１名，現場運転員２名にて作業を実施した場合は

25 分以内で可能である。 

円滑に作業ができるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通

信連絡設備を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料 1.3.4－5） 
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(3) 逃がし安全弁窒素ガス供給設備による背圧対策 

想定される重大事故等の環境条件を考慮して，原子炉格納容器内の圧力

853kPa[gage]において確実に逃がし安全弁を作動させることができるように，

逃がし安全弁窒素ガス供給設備の供給圧力を調整する。 

ａ．手順着手の判断基準 

炉心損傷を判断した場合※１において，原子炉格納容器内の圧力が

427kPa[gage]に到達した場合。 

 

※１：格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格納容器内の

ガンマ線線量率が，設計基準事故相当のガンマ線線量率の 10 倍を

超えた場合又は格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）が使用

できない場合に原子炉圧力容器温度で 300℃以上を確認した場合。 

 

ｂ．操作手順 

逃がし安全弁の窒素ガス供給圧力調整手順の概要は以下のとおり。手順

の対応フローを第 1.3－5 図に，概要図を第 1.3－17 図に，タイムチャート

を第 1.3－18 図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，当直長を経由して，緊

急時対策本部に逃がし安全弁窒素ガス供給設備による背圧対策を依

頼し，運転員に逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃がし安全弁

（自動減圧機能なし）開放の準備開始を指示する。 

②緊急時対策本部は当直長からの依頼に基づき，緊急時対策要員に逃

がし安全弁窒素ガス供給設備の窒素ガス供給圧力調整を指示する。 

③中央制御室運転員Ａは，Ａ，Ｂ－Ｎ２ガスボンベ出口弁ＣＳを「全開」

位置にする。 

④緊急時対策要員は，Ａ，Ｂ－窒素ガス供給装置出口加減弁により窒

素ガス供給圧力調整を実施し，現場作業が完了したことを緊急時対

策本部へ報告する。 

 

ｃ．操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名，緊急時対策要員２名にて作業を

実施した場合，作業開始を判断してから逃がし安全弁窒素ガス供給設備の

圧力調整完了まで１時間 10 分以内で可能である。 

円滑に作業ができるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通信

連絡設備を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料 1.3.4－6） 
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(4) 復旧 

ａ．代替直流電源設備による復旧 

常設直流電源喪失により逃がし安全弁の減圧機能が喪失した場合，可搬

型直流電源設備として使用する高圧発電機車及びＳＡ用115V系充電器又は

可搬型直流電源設備に関連する自主対策設備として使用する直流給電車に

より逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を確保して逃がし安全弁の機能

を復旧する。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源喪失により，Ａ及びＢ－115Ｖ直流母線の電圧喪失を確認

した場合において，可搬型直流電源設備として使用する高圧発電機車及

びＳＡ用115V系充電器又は可搬型直流電源設備に関連する自主対策設備

として使用する直流給電車いずれかの設備からの給電が可能な場合。 

 

(b) 操作手順 

代替直流電源設備に関する手順等は「1.14 電源の確保に関する手順

等」にて整備する。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの遠隔操作が可能であり，通常の運

転操作により対応する。 

 

(c) 操作の成立性 

代替直流電源設備に関する操作の成立性は「1.14 電源の確保に関す

る手順等」にて整理する。 

また，逃がし安全弁による発電用原子炉の減圧操作は，中央制御室運

転員１名にて作業を実施した場合，可搬型直流電源設備として使用する

高圧発電機車及びＳＡ用115V系充電器又は可搬型直流電源設備に関連す

る自主対策設備として使用する直流給電車いずれかの設備による直流電

源の復旧が完了してから逃がし安全弁の開放まで10分以内で可能である。 

 

ｂ．代替交流電源設備による復旧 

全交流動力電源喪失が原因で常設直流電源が喪失し，逃がし安全弁の減

圧機能が喪失した場合，代替交流電源設備により充電器を受電し，逃がし

安全弁の作動に必要な直流電源を確保して逃がし安全弁の機能を復旧する。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

全交流動力電源喪失が原因で常設直流電源が喪失し，Ａ－115Ｖ系直流

盤及びＢ－115Ｖ系直流盤の電圧喪失を確認した場合において，常設代替

交流電源設備として使用するガスタービン発電機又は可搬型代替交流電

源設備として使用する高圧発電機車いずれかの設備からの給電が可能な
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場合。 

 

(b) 操作手順 

代替交流電源設備に関する手順等は「1.14 電源の確保に関する手順等」

にて整備する。 

逃がし安全弁は，中央制御室からの遠隔操作が可能であり，通常の運

転操作により対応する。 

 

(c) 操作の成立性 

代替交流電源設備に関する操作の成立性は「1.14 電源の確保に関す

る手順等」にて整理する。 

また，逃がし安全弁による原子炉減圧操作は，中央制御室運転員１名

にて作業を実施した場合，常設代替交流電源設備として使用するガスタ

ービン発電機又は可搬型代替交流電源設備として使用する高圧発電機車

による直流電源の復旧が完了してから逃がし安全弁の開放まで10分以内

で可能である。 
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(5) 重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対応手段の選択フロ

ーチャートを第 1.3－22 図に示す。 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁が作動しない場合，可搬型直流

電源設備として使用する高圧発電機車及びＳＡ用 115V 系充電器（給電準備が

完了するまでの間は常設代替直流電源設備として使用するＳＡ用115V系蓄電

池を使用），主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室），若しくは主蒸気逃

がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）により直流電源を確保して逃がし安全弁

を作動させるか，又は逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備により逃がし安全

弁を作動させて発電用原子炉を減圧する。 

常設直流電源喪失により逃がし安全弁が作動しない場合，可搬型直流電源

設備として使用する高圧発電機車及びＳＡ用115V系充電器又は可搬型直流電

源設備に関連する自主対策設備として使用する直流給電車により直流電源を

確保して逃がし安全弁の機能を復旧する。 

全交流動力電源喪失が原因で常設直流電源が喪失した場合，常設代替交流

電源設備として使用するガスタービン発電機又は可搬型代替交流電源設備と

して使用する高圧発電機車により充電器を充電し，直流電源を確保して逃が

し安全弁の機能を復旧する。 

逃がし安全弁作動用窒素ガスの喪失により逃がし安全弁が動作しない場合，

逃がし安全弁窒素ガス供給設備により窒素ガスを確保し，逃がし安全弁を作

動させて発電用原子炉を減圧する。 

なお，逃がし安全弁の背圧対策として，想定される重大事故等の環境条件

においても確実に逃がし安全弁を作動させることができるよう，炉心損傷及

び原子炉格納容器内の圧力が 427kPa[gage]に到達した場合，窒素ガスの供給

圧力を調整する。 

 

1.3.2.3 炉心損傷時における高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱を防止

する手順 

炉心損傷時に原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧状態である場合において，

高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱による原子炉格納容器の破損を防

止するため，逃がし安全弁を使用した中央制御室からの手動操作による発電

用原子炉の減圧を行う。 

原子炉格納容器の破損を防止するための手動操作による発電用原子炉の減

圧手順については，「1.3.2.1(1)ａ．手動操作による減圧」にて整備する。 
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1.3.2.4 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手順 

(1) ＥＯＰ「二次格納施設制御」 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時は，原子炉冷却材圧力バウンダ

リ機能が喪失し，原子炉格納容器外へ原子炉冷却材の漏えいが生じる。した

がって，原子炉格納容器外への漏えいを停止するための破断箇所の隔離，保

有水を確保するための原子炉圧力容器への注水が必要となる。 

破断箇所の特定又は隔離ができない場合は，逃がし安全弁及びタービンバ

イパス弁により発電用原子炉を減圧することで，原子炉棟への原子炉冷却材

漏えいを抑制する。また，原子炉停止時冷却モードによる原子炉除熱を実施

することで現場作業環境を改善し，破断箇所の隔離を行う。 

 

ａ．手順着手の判断基準 

非常用炉心冷却系の出口圧力上昇，原子炉棟内の温度上昇若しくはエリ

ア放射線モニタの指示値上昇等漏えいが予測されるパラメータの変化，又

は漏えい関連警報の発生により，インターフェイスシステムＬＯＣＡの発

生を判断した場合。 

 

ｂ．操作手順 

ＥＯＰ「二次格納施設制御」における操作手順の概要は以下のとおり。 

手順の対応フローを第 1.3－19 図及び第 1.3－20 図に，タイムチャートを

第 1.3－21 図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，インターフェイスシステ

ムＬＯＣＡの発生を判断し，運転員に原子炉スクラム操作と破断箇所

の特定及び隔離を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，原子炉自動スクラムの作動を確認し，作動し

ていない場合は手動スクラムを実施する。また，発生した警報及びパ

ラメータの変化から，破断箇所の特定及び中央制御室からの遠隔操作

による隔離を実施する。 

③当直副長は，破断箇所の特定及び中央制御室からの遠隔操作による隔

離を実施できない場合は，中央制御室運転員に，低圧で原子炉注水が

可能な系統又は代替注水系のうち１系統以上の起動操作を指示する。 

④中央制御室運転員Ａは，原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態で，

低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水系のうち１系統以上の起

動確認又は起動操作を実施する。 

⑤当直副長は，原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態で，低圧で原

子炉注水が可能な系統又は代替注水系のうち１系統以上の起動後，運

転員に発電用原子炉の減圧操作，原子炉水位低下操作，残留熱除去系

（健全側）によるサプレッション・プール水冷却モード及び放射線量

抑制操作，温度抑制操作，漏えい（溢水）抑制操作の開始を指示する。 
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⑥ａ逃がし安全弁が使用可能の場合 

中央制御室運転員Ａは，逃がし安全弁により発電用原子炉の急速減圧

を行い，減圧完了圧力まで減圧することで，原子炉棟への原子炉冷却

材漏えい量を抑制する。 

⑥ｂ逃がし安全弁が使用不可能で，主復水器が使用可能な場合 

中央制御室運転員Ａは，タービンバイパス弁により発電用原子炉の急

速減圧を行い，大気圧まで減圧することで，原子炉棟への原子炉冷却

材漏えい量を抑制する。  

⑦中央制御室運転員Ａは逃がし安全弁による発電用原子炉の減圧を実施

した場合，残留熱除去系（健全側）によるサプレッション・プール水

冷却モードの起動操作を実施する。 

⑧中央制御室運転員Ａは，原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態で，

低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水系のうち１系統以上によ

り，原子炉圧力容器内の水位を原子炉水位低（レベル２）以上で低め

に維持し，当直副長に報告する。 

⑨中央制御室運転員Ａは，残留熱除去系（健全側）原子炉停止時冷却モ

ード起動前の確認として，格納容器隔離信号が発生している場合は，

格納容器隔離信号の除外操作を実施し，残留熱除去系（健全側）をサ

プレッション・プール水冷却モードから残留熱除去系（健全側）原子

炉停止時冷却モードへの切替による原子炉除熱並びに原子炉建物環境

改善（放射線量抑制操作，温度抑制操作，漏えい（溢水）抑制）を実

施する。  

⑩当直副長は，現場運転員に漏えい箇所の隔離を指示する。 

⑪現場運転員Ｂ及びＣは，中央制御室からの遠隔操作による破断箇所の

隔離ができない場合は，蒸気漏えいに備え保護具（酸素呼吸器及び耐

熱服）を装着し，原子炉棟（管理区域）にて，現場手動操作による漏

えい箇所の隔離を実施し，原子炉冷却材圧力バウンダリからの漏えい

を停止する。 

⑫当直副長は，中央制御室運転員に原子炉圧力容器内の水位を原子炉水

位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間で維持するよう

に指示する。 

⑬中央制御室運転員Ａは，各種監視パラメータの変化から破断箇所の隔

離が成功していることを確認し，原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧

の状態で，低圧で原子炉注水が可能な系統又は代替注水系により，原

子炉圧力容器内の水位を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高

（レベル８）の間で維持する。 

 

ｃ．操作の成立性 

上記の操作のうち，中央制御室からの隔離操作は，中央制御室運転員１
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名にて作業を実施した場合，インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生から

破断箇所の隔離完了まで 20 分以内で可能である。 

中央制御室からの隔離操作を実施できない場合の現場での隔離操作は，

中央制御室運転員１名及び現場運転員２名にて作業を実施した場合，イン

ターフェイスシステムＬＯＣＡ発生から破断箇所の隔離完了まで10時間以

内で可能である。 

円滑に作業ができるように，移動経路を確保し，保護具（酸素呼吸器及

び耐熱服），照明及び通信連絡設備を整備する。 

 

[中央制御室からの遠隔隔離操作の成立性] 

インターフェイスシステムＬＯＣＡが発生する可能性のある操作は，定

期試験として実施する非常用炉心冷却系電動弁作動試験における原子炉注

水弁の手動開閉操作である。 

上記試験を行う際は，系統圧力を監視し上昇傾向にならないことを確認

しながら操作し，系統圧力が上昇傾向になった場合は速やかに原子炉注水

弁の閉操作を実施することとしている。しかし，隔離弁の隔離失敗等によ

り系統圧力が異常に上昇し，低圧設計部分の過圧を示す警報及び漏えい関

連警報が発生した場合は，同試験を実施していた非常用炉心冷却系でイン

ターフェイスシステムＬＯＣＡが発生していると判断することで漏えい箇

所及び隔離すべき遠隔操作弁の特定が容易となり，中央制御室からの遠隔

隔離操作を速やかに行うことが可能である。 

 

[現場隔離操作の成立性] 

隔離操作場所及び隔離操作場所へのアクセスルートの環境を考慮しても，

現場での隔離操作は可能である。 

 

[溢水の影響] 

隔離操作場所及び隔離操作場所へのアクセスルートは，インターフェイ

スシステムＬＯＣＡにより漏えいが発生する機器よりも上層階に位置し，

溢水の影響を受けない。 

 

[インターフェイスシステムＬＯＣＡの検知について] 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時は，原子炉格納容器内外のパ

ラメータ等によりインターフェイスシステムＬＯＣＡと判断する。 

非常用炉心冷却系ポンプ設置室は，原子炉棟内において各部屋が分離さ

れているため，温度検知器，漏えい警報，監視カメラ及び火災感知器によ

り，漏えい場所（エリア）を特定するための参考情報の入手並びに原子炉

棟内の状況確認が可能である。 

（添付資料 1.3.4－7，1.3.5，1.3.6，1.3.7） 
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1.3.2.5 その他の手順項目について考慮する手順 

非常用交流電源設備，所内常設蓄電式直流電源設備，常設代替交流電源設

備として使用するガスタービン発電機，可搬型代替交流電源設備として使用

する高圧発電機車，常設代替直流電源設備として使用するＳＡ用 115V 系蓄電

池又は可搬型直流電源設備として使用する高圧発電機車及びＳＡ用115V系充

電器による逃がし安全弁，電動弁及び監視計器類への電源供給手順並びに常

設代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機，可搬型代替交流電

源設備及び可搬型直流電源設備として使用する高圧発電機車及び非常用交流

電源設備への燃料補給手順については，「1.14 電源の確保に関する手順等」

にて整備する。 

操作の判断及び確認に係る計装設備に関する手順については，「1.15 事

故時の計装に関する手順等」にて整備する。  
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第 1.3－1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順 

 

対応手段，対処設備，手順書一覧(１／４) 

（フロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

自動減圧系 

減
圧
の
自
動
化 

代替自動減圧ロジック 

（代替自動減圧機能） 

逃がし安全弁 

（自動減圧機能付きＢ,Ｍの２個） 

主蒸気系 配管・クエンチャ 

自動減圧起動阻止スイッチ 

代替自動減圧起動阻止スイッチ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキ

ュムレータ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

－※１，※２ 

非常用交流電源設備 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

手
動
操
作
に
よ
る
減
圧 

（
逃
が
し
安
全
弁
） 

逃がし安全弁 

主蒸気系 配管・クエンチャ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキ

ュムレータ 

所内常設蓄電式直流電源設備※３ 

常設代替直流電源設備※３ 

可搬型直流電源設備※３ 

常設代替交流電源設備※３ 

可搬型代替交流電源設備※３ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「減圧冷却」等 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－1」 

 

手
動
操
作
に
よ
る
減
圧 

（
タ
ー
ビ
ン
バ
イ
パ
ス
弁
） 

タービンバイパス弁 

タービン制御系 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「減圧冷却」等 

 

※１：代替自動減圧機能は運転員による操作不要の減圧機能である。 

※２：自動減圧系の起動阻止スイッチの手順については，「1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にす

るための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※４：原子炉建物ブローアウトパネルは，開放設定圧力に到達した時点で自動的に開放する設備であり，運転員

による操作は不要である。
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対応手段，対処設備，手順書一覧(２／４) 
（サポート系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

常設直流電源系統 
可
搬
型
直
流
電
源
設

備
に
よ
る
逃
が
し
安

全
弁
機
能
回
復 

可搬型直流電源設備※３ 

常設代替直流電源設備※３ 

SRV用電源切替盤 

逃がし安全弁 

主蒸気系 配管・クエンチャ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキ

ュムレータ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「急速減圧」 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＳＲＶ駆動源確保 

（電源）」 

主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
用 

蓄
電
池
（
補
助
盤
室
）
に
よ
る 

逃
が
し
安
全
弁
機
能
回
復 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補

助盤室） 

逃がし安全弁 

主蒸気系 配管・クエンチャ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキ

ュムレータ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「急速減圧」 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「バッテリによるＳＲＶ

開放」 

原子力災害対策手順書 

「蓄電池設備による主蒸

気逃がし安全弁開放操

作（補助盤室）」 

主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
用 

蓄
電
池
（
原
子
炉
建
物
） 

に
よ
る
逃
が
し
安
全
弁
機
能
回
復 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池 

（原子炉建物） 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き

Ｂ，Ｍの２個） 

主蒸気系 配管・クエンチャ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキ

ュムレータ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「急速減圧」 

「電源復旧」 

原子力災害対策手順書 

「蓄電池設備による主蒸

気逃がし安全弁開放操

作（原子炉建物）」 

逃
が
し
安
全
弁
窒

素
ガ
ス
代
替
供
給

設
備
に
よ
る
減
圧 

逃がし安全弁窒素ガス代替供給設

備 

逃がし安全弁（自動減圧機能なし

Ａ，Ｊの２個） 

主蒸気系 配管・クエンチャ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「急速減圧」 

原子力災害対策手順書 

「逃がし安全弁窒素ガス

代替供給設備による主

蒸気逃がし安全弁開放」 

－ 

逃
が
し
安
全
弁
窒
素
ガ
ス 

供
給
設
備
に
よ
る 

窒
素
ガ
ス
確
保 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベ 

逃がし安全弁窒素ガス供給系 配

管・弁 

逃がし安全弁逃がし弁機能用アキ

ュムレータ 

常設代替交流電源設備※３ 

所内常設蓄電式直流電源設備※３ 

可搬型代替交流電源設備※３ 

常設代替直流電源設備※３ 

可搬型直流電源設備※３ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「急速減圧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＳＲＶ駆動源確保 

（窒素ガス）」 

原子力災害対策手順書 

「主蒸気逃がし安全弁用

窒素ガスボンベ取替」 

※１：代替自動減圧機能は運転員による操作不要の減圧機能である。 

※２：自動減圧系の起動阻止スイッチの手順については，「1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にす

るための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※４：原子炉建物ブローアウトパネルは，開放設定圧力に到達した時点で自動的に開放する設備であり，運転員

による操作は不要である。 
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対応手段，対処設備，手順書一覧(３／４) 

（サポート系故障時） 

※１：代替自動減圧機能は運転員による操作不要の減圧機能である。 

※２：自動減圧系の起動阻止スイッチの手順については，「1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にす

るための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※４：原子炉建物ブローアウトパネルは，開放設定圧力に到達した時点で自動的に開放する設備であり，運転員

による操作は不要である。 

  

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

－ 

逃
が
し
安
全
弁
の 

背
圧
対
策 

逃がし安全弁用窒素ガスボン

ベ 

逃がし安全弁窒素ガス供給系 

配管・弁 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント）

「注水－1」 

 

原子力災害対策手順書 

「窒素ガスボンベによる

主蒸気逃がし安全弁背

圧対策」 

常設直流電源 

全交流動力電源 

代
替
直
流
電
源
設
備
に
よ
る
復
旧 

可搬型直流電源設備※３ 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

－※３ 

直流給電車※３ 
自
主
対
策
設
備 

代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る

復
旧 

常設代替交流電源設備※３ 

可搬型代替交流電源設備※３ 重
大
事
故
等
対
処
設
備 

1.3-42
1.3-42



 

対応手段，対処設備，手順書一覧(４／４) 

（原子炉格納容器の破損防止，インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時） 

※１：代替自動減圧機能は運転員による操作不要の減圧機能である。 

※２：自動減圧系の起動阻止スイッチの手順については，「1.1 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にす

るための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※４：原子炉建物ブローアウトパネルは，開放設定圧力に到達した時点で自動的に開放する設備であり，運転員

による操作は不要である。 

  

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

原
子
炉
格
納
容
器
の
破
損
防
止 

－ 

高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納
容
器

雰
囲
気
直
接
加
熱
の
防
止 

逃がし安全弁 

主蒸気系 配管・クエンチャ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用

アキュムレータ 

常設代替交流電源設備※３ 

所内常設蓄電式直流電源設備

※３ 

可搬型代替交流電源設備※３ 

常設代替直流電源設備※３ 

可搬型直流電源設備※３ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－1」 

イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
シ
ス
テ
ム 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
発
生
時 

－ 

発
電
用
原
子
炉
の
減
圧 

逃がし安全弁 

主蒸気系 配管・クエンチャ 

逃がし安全弁逃がし弁機能用

アキュムレータ 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「二次格納施設制御」等 

タービンバイパス弁 

タービン制御系 
自
主
対
策
設
備 

原
子
炉
冷
却
材
の
漏
え
い
箇
所

の
隔
離 

残留熱除去系注水弁 

 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

原
子
炉
建
物
原
子
炉
棟
の
圧
力

上
昇
抑
制
及
び
環
境
改
善 

原子炉建物ブローアウトパネ

ル※４ 
重
大
事
故
等
対
処
設
備 

1.3-43
1.3-43



 

第 1.3－2 表 重大事故等対処に係る監視計器 

監視計器一覧(１／７) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.3.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 代替減圧 

ａ．手動操作による減圧 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「減圧冷却」 

判

断

基

準 

注水手段の確保 

（運転状態） 

高圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｃ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

低圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

原子炉隔離時冷却ポンプ出口圧力 

Ａ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

Ｂ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

Ａ－消火ポンプ出口圧力 

Ｂ－消火ポンプ出口圧力 

復水輸送ポンプ出口ヘッダ圧力 

ＲＦＰ出口ヘッダ圧力 

補機監視機能 復水器真空度 

操

作 

原子炉圧力容器内の

圧力 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の

水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の

水位 
サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の

温度 
サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

補機監視機能 復水器真空度 

1.3.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 代替減圧 

ａ．手動操作による減圧 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「急速減圧」 

判

断

基

準 

注水手段の確保 

（運転状態） 

高圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｃ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

低圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

Ａ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

Ｂ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

Ａ－消火ポンプ出口圧力 

Ｂ－消火ポンプ出口圧力 

復水輸送ポンプ出口ヘッダ圧力 

ＲＦＰ出口ヘッダ圧力 

補機監視機能 復水器真空度 

操

作 

原子炉圧力容器内の

圧力 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の

水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の

水位 
サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の

温度 
サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

補機監視機能 復水器真空度 

  

1.3-44
1.3-44



 

監視計器一覧(２／７) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.3.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 代替減圧 

ａ．手動操作による減圧 

事故時操作要領書（シビアアクシデン

ト） 

「注水－1」 

判

断

基

準 

注水手段の確保 

（運転状態） 

高圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｃ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

低圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

Ａ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

Ｂ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

Ａ－消火ポンプ出口圧力 

Ｂ－消火ポンプ出口圧力 

復水輸送ポンプ出口ヘッダ圧力 

ＲＦＰ出口ヘッダ圧力 

原子炉圧力容器内の

水位 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

操

作 

原子炉圧力容器内の

圧力 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の

水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の

放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ） 

原子炉圧力容器内の

温度 
原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

 

  

1.3-45
1.3-45



 

監視計器一覧(３／７) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.3.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

ａ．可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 
事故時操作要領書（徴候ベース） 
「急速減圧」 
「電源復旧」 
ＡＭ設備別操作要領書 
「ＳＲＶ駆動源確保（電源）」 

判

断

基

準 

駆動源の確保 

Ａ－Ｎ２ガスボンベ圧力 

Ｂ－Ｎ２ガスボンベ圧力 

Ａ－ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力 

Ｂ－ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力 

注水手段の確保 

（運転状態） 

高圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｃ―残留熱除去ポンプ出口圧力 

低圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

Ａ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

Ｂ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

Ａ－消火ポンプ出口圧力 

Ｂ－消火ポンプ出口圧力 

復水輸送ポンプ出口ヘッダ圧力 

ＲＦＰ出口ヘッダ圧力 

操

作 

原子炉圧力容器内の

圧力 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

（可搬型計測器） 

原子炉圧力（現場計器） 

1.3.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

ｂ．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁開放 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「急速減圧」 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「バッテリによるＳＲＶ開放」 

原子力災害対策手順書 

「蓄電池設備による主蒸気逃がし安全

弁開放操作（補助盤室）」 

判

断

基

準 

駆動源の確保 

Ａ－Ｎ２ガスボンベ圧力 

Ｂ－Ｎ２ガスボンベ圧力 

Ａ－ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力 

Ｂ－ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力 

注水手段の確保 

（運転状態） 

高圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｃ―残留熱除去ポンプ出口圧力 

低圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

Ａ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

Ｂ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

Ａ－消火ポンプ出口圧力 

Ｂ－消火ポンプ出口圧力 

復水輸送ポンプ出口ヘッダ圧力 

ＲＦＰ出口ヘッダ圧力 

操

作 

原子炉圧力容器内の

圧力 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

（可搬型計測器） 

原子炉圧力（現場計器） 

 

  

1.3-46
1.3-46



 

監視計器一覧(４／７) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.3.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

ｃ．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安全弁（自動減圧機能付き）開放 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「急速減圧」 

「電源復旧」 

原子力災害対策手順書 

「蓄電池設備による逃がし安全弁開放

操作（原子炉建物）」 
判

断

基

準 

駆動源の確保 

Ａ－Ｎ２ガスボンベ圧力 

Ｂ－Ｎ２ガスボンベ圧力 

Ａ－ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力 

Ｂ－ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力 

注水手段の確保 

（運転状態） 

高圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｃ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

低圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

Ａ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

Ｂ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

復水移送ポンプ出口ヘッダ圧力 

Ａ－消火ポンプ出口圧力 

Ｂ－消火ポンプ出口圧力 

ＲＦＰ出口ヘッダ圧力 

操

作 

原子炉圧力容器内の

圧力 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

（可搬型計測器） 

原子炉圧力（現場計器） 

1.3.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 常設直流電源系統喪失時の減圧 

ｄ．逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全弁（自動減圧機能なし）開放 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「急速減圧」 

原子力災害対策手順書 

「逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備

による逃がし安全弁開放」 
判

断

基

準 

駆動源の確保 窒素ガス代替供給系窒素ガスボンベ圧力 

注水手段の確保 

（運転状態） 

高圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｃ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

低圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

Ａ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

Ｂ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

復水輸送ポンプ出口ヘッダ圧力 

Ａ－消火ポンプ出口圧力 

Ｂ－消火ポンプ出口圧力 

ＲＦＰ出口ヘッダ圧力 

操

作 

原子炉圧力容器内の

圧力 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

（可搬型計測器） 

原子炉圧力（現場計器） 

補機監視機能 
窒素ガス代替供給系窒素ガスボンベ圧力 

窒素ガス代替供給系窒素ガス供給圧力 

 

  

1.3-47
1.3-47



 

監視計器一覧(５／７) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.3.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(2) 逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガス喪失時の減圧 

ａ．逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃がし安全弁駆動源確保 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「急速減圧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＳＲＶ駆動源確保（窒素ガス）」 

原子力災害対策手順書 

「主蒸気逃がし安全弁用窒素ガスボン

ベ取替」 

判

断

基

準 

補機監視機能 

Ａ－ＡＤＳアキュムレータ入口圧力低警報  

Ｂ－ＡＤＳアキュムレータ入口圧力低警報  

Ａ－Ｎ２ガスボンベ圧力低警報  

Ｂ－Ｎ２ガスボンベ圧力低警報 

駆動源の確保 

Ａ－Ｎ２ガスボンベ圧力 

Ｂ－Ｎ２ガスボンベ圧力 

Ａ－ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力 

Ｂ－ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力 

操

作 
補機監視機能 

Ａ－Ｎ２ガスボンベ圧力 

Ｂ－Ｎ２ガスボンベ圧力 

Ａ－ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力 

Ｂ－ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力 

1.3.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(3) 逃がし安全弁窒素ガス供給設備による背圧対策 

事故時操作要領書（シビアアクシデン

ト） 

「注水－１」 

原子力災害対策手順書 

「窒素ガスボンベによる主蒸気逃がし

安全弁背圧対策」 

判

断

基

準 

原子炉格納容器内の

圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

操

作 
補機監視機能 

Ａ－ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力 

Ｂ－ＡＤＳ用Ｎ２ガス減圧弁二次側圧力 

 

  

1.3-48
1.3-48



 

監視計器一覧(６／７) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.3.2.4 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手順 

(1) ＥＯＰ「二次格納施設制御」 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「二次格納施設制御」 

判

断

基

準 

原子炉格納容器バイパスの

監視 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｃ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

低圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

残留熱除去系 配管周囲温度 

原子炉隔離時冷却系配管周囲温度 

原子炉建物エリア放射線モニタ 

補機監視機能 ドライウェル床サンプ水位 

漏えい関連警報 

ＲＣＩＣポンプ室（西側）床漏洩警報 

トーラス室東側床漏洩警報 

トーラス室西側床漏洩警報 

Ａ－ＲＨＲ熱交換器室床漏洩警報 

Ｂ－ＲＨＲ熱交換器室床漏洩警報 

原子炉建物大物搬入口前エリア床漏洩警報 

Ａ－ＲＨＲポンプ室床漏洩警報 

Ｂ－ＲＨＲポンプ室床漏洩警報 

Ｃ－ＲＨＲポンプ室床漏洩警報 

ＬＰＣＳポンプ室床漏洩警報 

ＲＣＩＣ蒸気管圧力低警報 

ＲＣＩＣ蒸気管漏洩警報 

操

作 

原子炉格納容器バイパスの

監視 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

低圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｃ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

残留熱除去系配管周囲温度 

原子炉隔離時冷却系配管周囲温度 

原子炉建物エリア放射線モニタ 

原子炉棟排気高レンジモニタ 

換気系モニタ 

燃料取替階放射線モニタ 

原子炉圧力容器への注水量 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｃ－残留熱除去ポンプ出口流量 

低圧炉心スプレイポンプ出口流量 

原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量 

高圧炉心スプレイポンプ出口流量 
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監視計器一覧(７／７) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.3.2.4 インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応手順 

(1) ＥＯＰ「二次格納施設制御」 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「二次格納施設制御」 

操

作 

 

補機監視機能 

低圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｃ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

原子炉隔離時冷却ポンプ出口圧力 

高圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

最終ヒートシンクの確認 

Ａ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ａ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ⅰ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

Ⅱ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

Ａ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ⅰ－ＲＣＷ熱交換器出口温度 

Ⅱ－ＲＣＷ熱交換器出口温度 

Ⅰ－原子炉補機海水ポンプ出口圧力 

Ⅱ－原子炉補機海水ポンプ出口圧力 

補機監視機能 復水器真空度 

漏えい関連警報 

主蒸気管周囲温度警報 

ＲＨＲ配管周囲温度警報 

ＣＵＷ配管周囲温度警報 

ＲＣＩＣ配管周囲温度警報 

ＲＣＩＣポンプ室（西側）床漏洩警報 

トーラス室東側床漏洩警報 

トーラス室西側床漏洩警報 

Ａ－ＲＨＲ熱交換器室床漏洩警報 

Ｂ－ＲＨＲ熱交換器室床漏洩警報 

原子炉建物大物搬入口前エリア床漏洩警報 

Ａ－ＲＨＲポンプ室床漏洩警報 

Ｂ－ＲＨＲポンプ室床漏洩警報 

Ｃ－ＲＨＲポンプ室床漏洩警報 

ＬＰＣＳポンプ室床漏洩警報 

Ｒ／Ｂ機器ドレンサンプタンク水位警報 

Ｒ／Ｂ床ドレンサンプタンク水位警報 

ＬＰＣＳポンプ室床ドレンサンプタンク水位警報 

ＲＨＲポンプ室床ドレンサンプタンク水位警報 

ＨＰＣＳポンプ室床ドレンサンプタンク水位警報 

ＲＨＲフラッシング用サンプタンク水位警報 

主蒸気圧力低警報（運転モード） 

ＣＵＷ系統差流量高警報 

ＣＵＷフィルタ入口圧力高警報 

ＲＣＩＣ蒸気管圧力低警報 

ＲＣＩＣ蒸気管漏洩警報 

ＲＣＩＣポンプ入口圧力高警報 

ＲＨＲポンプ出口圧力高警報 

ＲＨＲ ＲＰＶ内注水管差圧低警報 

ＬＰＣＳポンプ出口圧力高警報 

ＬＰＣＳ ＲＰＶ内注水管差圧低警報 

火災報知器警報 

原子炉棟内ダストモニタ警報 
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第 1.3－3 表 審査基準における要求事項毎の給電対象設備 

対象条文 供給対象設備 
給電元 

給電母線 

【1.3】 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減

圧するための手順等 

逃がし安全弁 常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

所内常設蓄電式直流電源設備 

常設代替直流電源設備 

可搬型直流電源設備 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池 

 

Ａ－115Ｖ系 

Ｂ－115Ｖ系 

ＳＡ用 115Ｖ系 

中央制御室監視計器類 常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

 

計装Ｃ／Ｃ Ｃ系 

計装Ｃ／Ｃ Ｄ系 
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第 1.3－1 図 機能喪失原因対策分析(１／２)  

③ 

ＳＲＶ（ＡＤＳ機能付き）による 
減圧機能喪失注１ 

逃がし安全弁による原子炉減圧機能喪失 

ＳＲＶ（ＡＤＳ機能なし）による 
減圧機能喪失注２ 

注１：ＡＤＳ機能付きＳＲＶは 

   Ｂ，Ｄ，Ｅ，Ｇ，Ｋ，Ｍの６個 

注２：ＡＤＳ機能なしのＳＲＶは 

   Ａ，Ｃ，Ｆ，Ｈ，Ｊ，Ｌの６個 

凡例 

：ＡＮＤ条件 

：ＯＲ条件 

 

 

：フロントライン系の対応 

：サポート系の対応 

※１ 

Ａ系ＡＤＳに対しては，Ｂ系をＡ系に読み替える。 

フロントライン系 

Ｂ－ＳＲＶの例を示す。他のＳＲＶに対しては， 
“Ｂ－”を当該の弁名称に読み替える。 
 

Ｂ－ＳＲＶ（ＡＤＳ機能付き）による 
減圧機能喪失 

Ｂ－ＳＲＶ 
弁体故障 Ｂ－ＳＲＶ開不可 

Ｂ系ＡＤＳ回路 
不作動 

Ｂ－ＳＲＶ 
Ｂ系ＡＤＳ 
電磁弁故障 

駆動源喪失 
（Ｂ－115V 系直流電源） 

ＡＤＳ機能用駆動源 
喪失（計装用窒素） 

Ｂ－ＳＲＶ 
Ｂ系ＡＤＳ機能喪失 

Ｂ－ＳＲＶ 
Ａ系ＡＤＳ機能喪失 

※１ 

Ｂ－ＳＲＶ 
逃がし弁機能喪失 

※２ 

※３ ※４ 

①，② ④ 

フロントライン系故障時の対応手段 

 ① 減圧の自動化 
 ② 手動操作による減圧（逃がし安全弁） 
 ③ 手動操作による減圧（タービンバイパス弁）注４ 

 
サポート系故障時の対応手段 
 ④ 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁機能回復注５ 

 ⑤ 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁機能回復 
 ⑥ 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安全弁機能回復注６ 
 ⑦ 逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による減圧注７ 

 ⑧ 逃がし安全弁窒素ガス供給設備による作動窒素ガス確保 
 ⑨ 可搬型直流電源設備による復旧注５ 
 ⑩ 直流給電車による復旧注５ 

 ⑪ 常設代替交流電源設備による復旧 
 ⑫ 可搬型代替交流電源設備による復旧 

注３：Ａ，Ｃ，Ｄ，Ｆ，Ｈ，Ｊ，Ｌ，Ｍの８個はＢ－115V 系負荷， 

   Ｂ，Ｅ，Ｇ，Ｋの４個はＡ－115V 系負荷が該当 

注４：③の対策はＭＳＩＶ開時のみ有効 

注５：④，⑨，⑩の対策はＢ－115V 系負荷の逃がし弁機能（Ａ，Ｃ，Ｄ，Ｆ，Ｈ，Ｊ，Ｌ，Ｍ－ＳＲＶの

逃がし弁機能）及びＢ系ＡＤＳ機能が対象 

注６：⑥の対策はＡＤＳ機能付きのＳＲＶ（Ｂ，Ｍ）２個が対象 

注７：⑦の対策はＡＤＳ機能なしのＳＲＶ（Ａ，Ｊ）２個が対象 
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第 1.3－1 図 機能喪失原因対策分析(２／２) 

凡例 

：ＡＮＤ条件 

：ＯＲ条件 

 

 

：フロントライン系の対応 

：サポート系の対応 

※２ 

Ａ－ＳＲＶ（ＡＤＳ機能なし）による 
減圧機能喪失 

Ａ－ＳＲＶ 
弁体故障 

Ａ－ＳＲＶ開不可 
（逃がし弁機能喪失） 

逃がし弁作動回路 
不作動 

Ａ－ＳＲＶ 
逃がし弁 
電磁弁故障 

駆動源喪失 
(直流電源)注３ 

※３ 

ＳＲＶ逃がし弁機能用駆動源 
喪失（計装用窒素） 

※５ 

② ④，⑤，⑥ 

⑦ フロントライン系 

Ａ－ＳＲＶの例を示す。他のＳＲＶに対して
は，“Ａ－”を当該の弁名称に読み替える。 

サポート系 駆動源喪失 
（直流電源） 

直流母線 
機能喪失 

直流盤 
遮断器故障 

直流電源 
給電機能喪失 

蓄電池機能喪失 充電器盤からの 
通常給電機能喪失 

充電器故障 交流電源喪失 

※６ 

※３ 

⑨，⑩ 

※４ 

⑧ 

ＡＤＳ機能用駆動源 
喪失（計装用窒素） 

ＡＤＳ機能用 
アキュムレータ故障 

ＡＤＳ機能用 
窒素ガス供給配管故障 

窒素ガス供給 
機能喪失 

窒素ガスボンベ 
枯渇 

窒素ガス制御系 
機能喪失 

※５ 

⑧ 

ＳＲＶ逃がし弁機能用駆動源 
喪失（計装用窒素） 

ＳＲＶ逃がし弁機能用 
アキュムレータ故障 

ＳＲＶ逃がし弁機能用 
窒素ガス供給配管故障 

窒素ガス供給 
機能喪失 

窒素ガスボンベ 
枯渇 

窒素ガス制御系 
機能喪失 

⑪，⑫ 

※６ 

交流電源喪失 

非常用Ｌ／Ｃ 
機能喪失 

非常用ＤＥＧ故障 外部電源喪失 

非常用Ｍ／Ｃ 
機能喪失 

フロントライン系故障時の対応手段 
 ① 減圧の自動化 
 ② 手動操作による減圧（逃がし安全弁） 

 ③ 手動操作による減圧（タービンバイパス弁）注４ 
 
サポート系故障時の対応手段 

 ④ 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁機能回復注５ 
 ⑤ 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁機能回復 
 ⑥ 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安全弁機能回復注６ 

 ⑦ 逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による減圧注７ 
 ⑧ 逃がし安全弁窒素ガス供給設備による作動窒素ガス確保 
 ⑨ 可搬型直流電源設備による復旧注５ 

 ⑩ 直流給電車による復旧注５ 
 ⑪ 常設代替交流電源設備による復旧 
 ⑫ 可搬型代替交流電源設備による復旧 

注３：Ａ，Ｃ，Ｄ，Ｆ，Ｈ，Ｊ，Ｌ，Ｍの８個はＢ－115V 系負荷， 

   Ｂ，Ｅ，Ｇ，Ｋの４個はＡ－115V 系負荷が該当 

注４：③の対策はＭＳＩＶ開時のみ有効 

注５：④，⑨，⑩の対策はＢ－115V 系負荷の逃がし弁機能（Ａ，Ｃ，Ｄ，Ｆ，Ｈ，Ｊ，Ｌ，Ｍ－ＳＲＶの

逃がし弁機能）及びＢ系ＡＤＳ機能が対象 

注６：⑥の対策はＡＤＳ機能付きのＳＲＶ（Ｂ，Ｍ）２個が対象 

注７：⑦の対策はＡＤＳ機能なしのＳＲＶ（Ａ，Ｊ）２個が対象 

 

1
.
3
-
5
3

1
.
3
-
5
3



※ 本資料は，「機能喪失原因対策分析」を基に，設計基準事故対処設備の機能が喪失に至る原因を順次右

側へ展開している。すなわち，機器の機能が喪失することにより，当該機器の左側に記載される機能が

喪失する関係にあることを示している。ただし，ＡＮＤ条件，ＯＲ条件については表現していないため，

必要に応じて「機能喪失原因対策分析」を確認することとする。

第 1.3－1 図 機能喪失原因対策分析（補足） 

凡例： フロントライン系 サポート系 故障を想定 対応手段あり

フロントライン系，サポート系の整理，故障の想定・対応手段
故障想定機器 故障要因１ 故障要因２ 故障要因３ 故障要因４ 故障要因５ 故障要因６ 故障要因７ 故障要因８ 故障要因９

ＳＲＶ本体故障

直流盤遮断器故障

充電器故障

外部電源喪失

窒素ガスボンベ枯渇

直流盤遮断器故障

充電器故障

外部電源喪失

窒素ガスボンベ枯渇

直流盤遮断器故障

充電器故障

外部電源喪失

窒素ガスボンベ枯渇

ＳＲＶ本体故障

直流盤遮断器故障

充電器故障

外部電源喪失

窒素ガスボンベ枯渇

窒素ガス供給
機能喪失

窒素ガス制御系
機能喪失

窒素ガス制御系
機能喪失窒素ガス供給

機能喪失

ＡＤＳ機能用
駆動源喪失
（計装用窒素）

Ａ系ＡＤＳ
機能喪失

窒素ガス供給
機能喪失

窒素ガス制御系
機能喪失

Ａ－115V系蓄電池
機能喪失

Ａ－115V系
充電器盤からの
通常給電機能喪失

交流電源喪失

交流電源喪失
非常用Ｍ／Ｃ
機能喪失

非常用Ｌ／Ｃ
機能喪失

逃がし弁機能喪失

逃がし安全弁（ＡＤＳ機
能付き）による
減圧機能喪失

交流電源喪失

Ｂ－115V系
直流母線への
直流電源給電
機能喪失

ＡＤＳ機能喪失

逃がし弁作動回路
不作動

非常用Ｍ／Ｃ
機能喪失

逃がし弁電磁弁
故障

Ａ系ＡＤＳ回路
不作動

Ａ系ＡＤＳ電磁弁
故障

駆動源喪失
(直流電源)

ＳＲＶ逃がし弁機能用
駆動源喪失
（計装用窒素）

非常用Ｍ／Ｃ
機能喪失

直流母線機能喪失

非常用Ｍ／Ｃ
機能喪失

非常用Ｌ／Ｃ
機能喪失

非常用Ｌ／Ｃ
機能喪失

交流電源喪失

非常用Ｌ／Ｃ
機能喪失

ＡＤＳ機能用
アキュムレータ故障

ＡＤＳ機能用
窒素ガス供給配管

故障

Ａ－115V系
直流母線機能喪失

Ａ－115V系
直流母線への
直流電源給電
機能喪失

ＡＤＳ機能用
アキュムレータ故障

ＡＤＳ機能用
窒素ガス供給配管

故障

Ｂ－115V系
直流母線機能喪失

Ｂ－115V系蓄電池
機能喪失

Ｂ－115V系
充電器盤からの
通常給電機能喪失

駆動源喪失
(Ａ－115V系
直流電源)

Ｂ系ＡＤＳ
機能喪失

ＡＤＳ機能用
駆動源喪失
（計装用窒素）

B系ＡＤＳ回路
不作動

B系ＡＤＳ電磁弁
故障

駆動源喪失
(Ｂ－115V系
直流電源)

直流母線への
直流電源給電
機能喪失

蓄電池
機能喪失

充電器盤からの
通常給電機能喪失

ＳＲＶ逃がし弁機能用
アキュムレータ故障

ＳＲＶ逃がし弁機能用
窒素ガス供給配管

故障

窒素ガス供給
機能喪失

窒素ガス制御系
機能喪失

ＳＲＶ逃がし弁機能用
駆動源喪失
（計装用窒素）

逃がし弁機能喪失

逃がし安全弁（ＡＤＳ機
能なし）による
減圧機能喪失

逃がし安全弁による
原子炉減圧
機能喪失

逃がし弁作動回路
不作動

逃がし弁電磁弁
故障

駆動源喪失
(直流電源)

非常用ＤＥＧ
Ａ系　故障

非常用ＤＥＧ
Ｂ系　故障

非常用ＤＥＧ
故障

非常用ＤＥＧ
故障

ＳＲＶ逃がし弁機能用
アキュムレータ故障

ＳＲＶ逃がし弁機能用
窒素ガス供給配管

故障

直流母線機能喪失

直流母線への
直流電源給電
機能喪失

蓄電池
機能喪失

充電器盤からの
通常給電機能喪失

1.3-54
1.3-54



第 1.3－2 図 ＥＯＰ 「減圧冷却」における対応フロー 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1.3－3 図 ＥＯＰ 「急速減圧」における対応フロー 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1.3－4 図 ＥＯＰ 「ＡＭ初期対応」における対応フロー 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1.3－5 図 ＳＯＰ 「注水－1」における対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1.3－6 図 ＥＯＰ 「電源復旧」における対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1.3－7 図 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 概要図 
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第 1.3－8 図 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 タイムチャート（１／２） 

 

 

 

 

 

 

手順の項目 要員(数)

逃がし安全弁開放操作

緊急用メタクラ及びＳＡ低圧母線の受電準備

受電確認

排風機運転

可搬型計測器接続 移動，仮設ケーブル敷設，接続

電源切替 排風機電源復旧

減圧監視 移動，充電器盤への給電，受電操作

移動

減圧監視

高圧発電機車による給電

移動，仮設ケーブル敷設，接続

※１　第１保管エリアの可搬型設備を使用した場合は，２時間10分以内で可能である。
※２　第１保管エリアの可搬型設備を使用した場合は，速やかに対応できる。

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考30 60 90 120 150 180 210 240 270 300 330 360

可搬型直流電源設備による
逃がし安全弁開放

（高圧発電機車（原子炉建物西側又は南側の高
圧発電機車接続プラグ収納箱に接続）による給

電の場合）

【第４保管エリアを使用する場合】

中央制御室運転員Ａ １

現場運転員Ｄ，Ｅ ２

緊急時対策要員 ３

原子炉の減圧確認に
ついては，補助盤室
又は原子炉建物１階
計装ラック（管理区
域）にて確認が可能
であるため，いずれ
かの計器で原子炉減
圧を確認する。

現場運転員Ｂ，Ｃ ２

常設代替直流電源設備による逃がし安全弁開放 40分

可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 ５時間10分
高圧発電機車による給電 ２時間40分 ※１

1
.
3
-
6
1

1
.
3
-
6
1



第 1.3－8 図 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 タイムチャート（２／２） 

手順の項目 要員(数)

逃がし安全弁開放操作

緊急用メタクラ及びＳＡ低圧母線の受電準備

受電確認

排風機運転

可搬型計測器接続 移動，仮設ケーブル接続前準備，排風機運転準備

電源切替 移動，排風機電源復旧

減圧監視 移動，充電器盤への給電，受電操作

移動

減圧監視

高圧発電機車による給電

移動，仮設ケーブル敷設，接続

※１　第１保管エリアの可搬型設備を使用した場合は，２時間20分以内で可能である。
※２　第１保管エリアの可搬型設備を使用した場合は，速やかに対応できる。

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考30 60 90 120 150 180 210 240 270 300 330 360

可搬型直流電源設備による
逃がし安全弁開放

（高圧発電機車（ガスタービン発電機建物（緊
急用メタクラ）の緊急用メタクラ接続プラグ盤
に接続）による給電の場合（故意による大型航
空機の衝突その他のテロリズムによる影響があ

る場合））

【第４保管エリアを使用する場合】

中央制御室運転員Ａ １

原子炉の減圧確認に
ついては，補助盤室
又は原子炉建物１階
計装ラック（管理区
域）にて確認が可能
であるため，いずれ
かの計器で原子炉減
圧を確認する。

現場運転員Ｂ，Ｃ ２

現場運転員Ｄ，Ｅ ２

緊急時対策要員 ３

常設代替直流電源設備による逃がし安全弁開放 40分

可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 ５時間50分
高圧発電機車による給電 ２時間50分 ※１
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凡例 

 電動作動 

 空気作動 

 弁 

 逆止弁 

 電磁弁 

 自力式減圧弁 

 アキュムレータ 

 配管 

 使用する流路 

 
設計基準対象施設から 

追加した箇所 

 電気信号 

 使用する電路 

 

 

第 1.3－9 図 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁開放 概要図  
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第 1.3－10 図 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁開放 タイムチャート 

手順の項目

逃がし安全弁開放操作

可搬型計測器接続

減圧監視

移動

減圧監視

移動，ケーブル敷設，接続

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

中央制御室運転員Ａ １

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）によ
る逃がし安全弁開放

緊急時対策要員 ２

備考10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

原子炉の減圧確認については，
補助盤室又は原子炉建物１階計
装ラック（管理区域）にて確認
が可能であるため，いずれかの
計器で原子炉減圧を確認する。現場運転員Ｄ，Ｅ ２

２現場運転員Ｂ，Ｃ

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁開放 １時間20分
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凡例 

 電動作動 

 空気作動 

 弁 

 逆止弁 

 電磁弁 

 自力式減圧弁 

 アキュムレータ 

 配管 

 使用する流路 

 
設計基準対象施設から 

追加した箇所 

 電気信号 

 使用する電路 

 

 

 

 

第 1.3－11 図 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）に 

よる逃がし安全弁（自動減圧機能付き）開放 概要図  
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第 1.3－12 図 主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）開放 タイムチャート  

手順の項目

可搬型計測器接続

減圧監視

移動

減圧監視

移動，ケーブル接続

負荷投入操作

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）に
よる逃がし安全弁（自動減圧機能付き）開放

現場運転員Ａ，Ｂ ２

現場運転員Ｃ，Ｄ ２

緊急時対策要員 ２

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

要員(数)

※１：主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安全弁Ｂ弁（自動減圧機能付き）開放を示す。また，主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安全弁Ｍ弁（自動減圧機能付き）開放については，
　　　逃がし安全弁開放まで１時間30分以内で可能である。

原子炉の減圧確認については，
補助盤室又は原子炉建物１階計
装ラック（管理区域）にて確認
が可能であるため，いずれかの
計器で原子炉減圧を確認する。

※１

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）開放 １時間30分
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凡例 

空気作動 

弁 

逆止弁 

安全弁又は逃し弁 

電磁弁 

自力式減圧弁 

配管 

使用する流路 

設計基準対象施設から 

追加した箇所 

圧力指示計 PI

第 1.3－13 図 逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全弁（自動減圧機能なし）開放 概要図 
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第 1.3－14 図 逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全弁（自動減圧機能なし）開放 タイムチャート 

  

手順の項目

可搬型計測器接続

減圧監視

減圧監視

移動，短管取付け

窒素ガス代替供給弁開

原子炉の減圧確認については，
補助盤室又は原子炉建物１階計
装ラック（管理区域）にて確認
が可能であるため，いずれかの
計器で原子炉減圧を確認する。

２

備考10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

移動

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備
による逃がし安全弁（自動減圧機能なし）

開放

現場運転員Ａ，Ｂ ２

現場運転員Ｃ，Ｄ ２

緊急時対策要員

逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全弁

（自動減圧機能なし）開放 １時間10分
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凡例 

電動作動 

空気作動 

弁 

逆止弁 

安全弁又は逃し弁 

電磁弁 

自力式減圧弁 

アキュムレータ

配管 

使用する流路 

設計基準対象施設から 

追加した箇所 

電気信号 

第 1.3－15 図 逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃がし安全弁駆動源確保 概要図 
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第 1.3－16 図 逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃がし安全弁駆動源確保 タイムチャート  

手順の項目

警報確認，系統構成確認

手順の項目

警報確認

移動，窒素ガスボンベインサービス

※１

※１：逃がし安全弁窒素ガス供給設備Ａ系による逃がし安全弁駆動源確保[逃がし安全弁用窒素ガスボンベの切替え]を示す。また，逃がし安全弁窒素ガス供給設備Ｂ系による逃がし安全弁駆動源確保
　　　[逃がし安全弁用窒素ガスボンベの切替え]については，逃がし安全弁駆動源確保まで25分以内で可能である。

現場運転員Ｂ,Ｃ ２

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

50

要員(数)

中央制御室運転員Ａ １

逃がし安全弁窒素ガス供給設備
による逃がし安全弁駆動源確保

[逃がし安全弁用窒素ガス
ボンベの切替え]

備考10 20 30 40

逃がし安全弁窒素ガス供給設備
による逃がし安全弁駆動源確保

[窒素ガス制御系から逃がし安全弁
窒素ガス供給系への切替え]

中央制御室運転員Ａ １

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃がし安全弁駆動源確保 ５分

逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃がし安全弁駆動源確保 25分

Ｎ２ガスボンベ圧力低警報 発生

1
.
3
-
7
0

1
.
3
-
7
0



凡例 

電動作動 

空気作動 

弁 

逆止弁 

安全弁又は逃し弁 

電磁弁 

自力式減圧弁 

アキュムレータ

配管 

使用する流路 

設計基準対象施設から 

追加した箇所 

電気信号 

第 1.3－17 図 逃がし安全弁窒素ガス供給設備による背圧対策 概要図 
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第 1.3－18 図 逃がし安全弁窒素ガス供給設備による背圧対策 タイムチャート

手順の項目

Ｎ２ガスボンベ出口弁ＣＳ「全開」位置

移動，加減弁圧力調整

逃がし安全弁窒素ガス供給設備
による背圧対策

中央制御室運転員Ａ １

緊急時対策要員 ２

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

逃がし安全弁窒素ガス供給設備による背圧対策 １時間10分
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第 1.3－19 図 ＥＯＰ 「スクラム」におけるインターフェイスシステム 

ＬＯＣＡ発生時の対応フロー 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1.3－20 図 ＥＯＰ 「二次格納施設制御」におけるインターフェイス 

システムＬＯＣＡ発生時の対応フロー

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1.3－21 図  インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の対応 タイムチャート 

（中央制御室からの遠隔操作による破断箇所の隔離ができない場合） 

警報確認，パラメータ確認，原子炉スクラム確認

破断箇所特定及び遠隔隔離操作,低圧注水可能系統起動確認

原子炉減圧

残留熱除去系起動操作

残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）運転継続

  漏えい抑制のため原子炉水位をレベル２以上で低めに維持

原子炉水位レベル３～レベル８維持

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）系統構成

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）起動操作

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転継続

放射線防護具準備

隔離準備（電源ロック）

保護具装着

注水弁隔離操作（現場）※２

※１：漏えい量によらず，現場での隔離操作の所要時間は10時間以内で可能である。

※２：Ａ－残留熱除去系注水弁隔離操作（現場）を示す。また，Ｂ，Ｃ－残留熱除去系及び低圧炉心スプレイ系注水弁隔離操作（現場）については，現場隔離まで10時間以内で可能である。

　

現場運転員Ｂ,Ｃ ２

要員(数)

インターフェイスシステムＬＯＣＡ

中央制御室運転員Ａ １

漏えい停止操作（中央制御室）

手順の項目

12必要な要員と作業項目

経過時間（分） 経過時間（時間）

備考20 40 60 80 100 120 140 8 9 10 11

現場隔離 10時間※１

インターフェイスシステムＬＯＣＡ事象発生

遠隔隔離 20分

原子炉減圧

インターフェイスシステムＬＯＣＡ事象判断

サプレッション・プール冷却開始

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）２時間

1
.
3
-
7
5

1
.
3
-
7
5



 

 

（1）フロントライン系故障時の対応手段の選択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 主復水器使用可能 

逃がし安全弁 

自動減圧系機能喪失 

低圧で原子炉注水が可能な系統

又は代替注水系準備完了 

原子炉水位低（レベル１）到達 10 分後 

＋残留熱除去系ポンプ運転又は 

低圧炉心スプレイポンプ運転 

優先③ 

代替自動減圧機能 

による減圧 

優先② 

手動操作による減圧 

（逃がし安全弁） 

優先① 

手動操作による減圧 

（タービンバイパス弁） 

【凡例】 

：プラント状態 

：操作，確認 

：判断 

：重大事故等対処設備 

No 

Yes 

第1.3－22図 重大事故等時の対応手段選択フローチャート(１／２) 
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【凡例】 

：プラント状態 

：操作，確認 

：判断 

：重大事故等対処設備 

常設直流電源喪失 

による減圧機能喪失 

  

可搬型直流電源設備 

による直流電源確保 

・逃がし安全弁復旧 

常設代替交流電源設備 

による直流電源確保 

・逃がし安全弁復旧 

直流給電車による 

直流電源確保 

・逃がし安全弁復旧 

 

可搬型代替交流電源設備 

による直流電源確保 

・逃がし安全弁復旧 

常設直流電源 

のみ喪失 

Yes 

No 

Yes 

Yes 

No 

No 可搬型直流電源 

設備使用可能 

常設代替交流電源 

設備使用可能 

炉心損傷 

格納容器圧力１Ｐｄ到達 

逃がし安全弁窒素ガス 

供給設備による 

背圧対策 

(2)サポート系故障時の対応手段の選択（３/４） 

(2)サポート系故障時の対応手段の選択（２/４） 

常設直流電源系統喪失

による減圧機能喪失 

 

 

 

主蒸気逃がし安全弁用 

蓄電池（補助盤室） 

による電源確保 

・逃がし安全弁開放 主蒸気逃がし安全弁用 

蓄電池（原子炉建物） 

による電源確保 

・逃がし安全弁開放 

逃がし安全弁窒素ガス 

代替供給設備による 

逃がし安全源開放 

逃がし安全弁作動用 

窒素ガス喪失による 

減圧機能喪失 

逃がし安全弁窒素ガス 

供給設備による 

逃がし安全弁開放 

Yes 

No 

No 

Yes 

主蒸気逃がし安全弁用 

蓄電池（補助盤室） 

使用可能 

(2)サポート系故障時の対応手段の選択（４/４） 

(2)サポート系故障時の対応手段の選択（１/４） 

 主蒸気逃がし安全弁用 

蓄電池（原子炉建物） 

使用可能 

常設代替直流電源設備 

による直流電源確保 

・逃がし安全弁開放 

可搬型直流電源設備 

による直流電源確保 

・逃がし安全弁開放 

常設代替直流電源 

設備使用可能 

No 

Yes 

第 1.3－22 図 重大事故等時の対応手段選択フローチャート(２／２) 

1.3-77
1.3-77



添付資料 1.3.1 
 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(１／６) 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

 

 

  

技術的能力審査基準（1.3） 番号 
 

設置許可基準規則（46 条） 技術基準規則（61 条) 番号 

【本文】 

発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材圧力バウ

ンダリが高圧の状態であって、設計基準事故対処設備

が有する発電用原子炉の減圧機能が喪失した場合に

おいても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破

損を防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダリを減

圧するために必要な手順等が適切に整備されている

か、又は整備される方針が適切に示されていること。 

① 

 【本文】 

発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧力

バウンダリが高圧の状態であって、設計基

準事故対処設備が有する発電用原子炉の減

圧機能が喪失した場合においても炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止

するため、原子炉冷却材圧力バウンダリを

減圧するために必要な設備を設けなければ

ならない。 

【本文】 

発電用原子炉施設には、原子炉冷却材圧

力バウンダリが高圧の状態であって、設

計基準事故対処設備が有する発電用原

子炉の減圧機能が喪失した場合におい

ても炉心の著しい損傷及び原子炉格納

容器の破損を防止するため、原子炉冷却

材圧力バウンダリを減圧するために必

要な設備を施設しなければならない。 

⑦ 

 

【解釈】 

１ 「炉心の著しい損傷」を「防止するため、原子炉

冷却材圧力バウンダリを減圧するために必要な手順

等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の

効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

― 

 【解釈】 

１ 第４６条に規定する「炉心の著しい損

傷」を「防止するため、原子炉冷却材圧力

バウンダリを減圧するために必要な設備」

とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等

以上の効果を有する措置を行うための設備

をいう。 

【解釈】 

１ 第６１条に規定する「炉心の著しい

損傷」を「防止するため、原子炉冷却材

圧力バウンダリを減圧するために必要

な設備」とは、以下に掲げる措置又はこ

れらと同等以上の効果を有する措置を

行うための設備をいう。 

－ 

 

 

（１）可搬型重大事故防止設備 

ａ）常設直流電源系統喪失時において、減圧用の弁（逃

がし安全弁（BWR の場合）又は、主蒸気逃がし弁及び

加圧器逃がし弁（PWR の場合））を作動させ原子炉冷

却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、手順等

が整備されていること。 

② 

 （１）ロジックの追加 

ａ）原子炉水位低かつ低圧注水系が利用可

能な状態で、逃がし安全弁を作動させる減

圧自動化ロジックを設けること（BWR の場

合）。 

（１）ロジックの追加 

ａ）原子炉水位低かつ低圧注水系が利用

可能な状態で、逃がし安全弁を作動させ

る減圧自動化ロジックを設けること

（BWR の場合）。 

⑧ 

（２）可搬型重大事故防止設備 

ａ）常設直流電源系統喪失時においても、

減圧用の弁（逃がし安全弁（BWR の場合）

又は主蒸気逃がし弁及び加圧器逃がし弁

（PWR の場合））を作動させ原子炉冷却材圧

力バウンダリの減圧操作が行えるよう、手

動設備又は可搬型代替直流電源設備を配備

すること。 

（２）可搬型重大事故防止設備 

ａ）常設直流電源系統喪失時において

も、減圧用の弁（逃がし安全弁（BWR の

場合）又は主蒸気逃がし弁及び加圧器逃

がし弁（PWR の場合））を作動させ原子

炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が

行えるよう、手動設備又は可搬型代替直

流電源設備を配備すること。 

⑨ 

ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、減圧用の弁

を作動させ原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作

が行えるよう可搬型コンプレッサー又は窒素ボンベ

を整備すること。 

 

③ 

 

 

 

ｃ）減圧用の弁が作動可能な環境条件を明確にするこ

と。 
④ 

ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、

減圧用の弁を作動させ原子炉冷却材圧力バ

ウンダリの減圧操作が行えるよう、可搬型

コンプレッサー又は窒素ボンベを配備する

こと。 

 

ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場

合、減圧用の弁を作動させ原子炉冷却材

圧力バウンダリの減圧操作が行えるよ

う、可搬型コンプレッサー又は窒素ボン

ベを配備すること。 

⑩ （２）復旧 

ａ）常設直流電源喪失時においても、減圧用の弁を作

動させ原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行

えるよう、代替電源による復旧手順等が整備されてい

ること。 

⑤ 

 

ｃ）減圧用の弁は、想定される重大事故等

が発生した場合の環境条件において確実に

作動すること。 

ｃ）減圧用の弁は、想定される重大事故

等が発生した場合の環境条件において

確実に作動すること。 

 

 

⑪ （３）蒸気発生器伝熱管破損（SGTR） 

ａ）SGTR 発生時において、破損した蒸気発生器を隔

離すること。隔離できない場合、加圧器逃がし弁を作

動させること等により原子炉冷却材圧力バウンダリ

の減圧操作が行えるよう、手順等が整備されているこ

と。（PWRの場合） 

― 

 

（４）インターフェイスシステムLOCA（ISLOCA） 

ａ）ISLOCA 発生時において、原子炉冷却材圧力バウ

ンダリの損傷箇所を隔離すること。隔離できない場

合、原子炉を減圧し、原子炉冷却材の漏えいを抑制す

るために、逃がし安全弁（BWR の場合）又は主蒸気逃

がし弁及び加圧器逃がし弁（PWR の場合）を作動させ

ること等により原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧

操作が行えるよう、手順等が整備されていること。 

⑥ 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(２／６) 

 
：重大事故等対処設備    ：重大事故等対処設備（設計基準拡張）   

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

重大事故等対処設備を使用した手段 

審査基準の要求に適合するための手段 
自主対策 

機能 機器名称 
既設 

新設 

解釈 

対応番号 
機能 機器名称 

常設 

可搬 

必要時間内に

使用可能か 

対応可能な人数

で使用可能か 

備考 

原
子
炉
減
圧
の
自
動
化 

代替自動減圧ロジック（代替自動

減圧機能） 
新設 

① 

⑦ 

⑧ 

－ － － － － － 

自動減圧起動阻止スイッチ 既設 

代替自動減圧起動阻止スイッチ 既設 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き

Ｂ，Ｍの２個） 既設 

主蒸気系 配管・クエンチャ 既設 

逃がし安全弁逃がし弁機能用ア

キュムレータ 既設 

非常用交流電源設備 既設 

手
動
操
作
に
よ
る
減
圧 

（
逃
が
し
安
全
弁
） 

逃がし安全弁 既設 

① 

⑦ 

手
動
操
作
に
よ
る
減
圧 

（
タ
ー
ビ
ン
バ
イ
パ
ス
弁
） 

タービンバイパス弁 常設 

10 分 1 人 

自主対策とす

る理由は本文

参照 

主蒸気系 配管・クエンチャ 既設 タービン制御系 常設 

逃がし安全弁逃がし弁機能用ア

キュムレータ 既設 

－ － 

所内常設蓄電式直流電源設備 新設 

常設代替直流電源設備 新設 

可搬型直流電源設備 新設 

常設代替交流電源設備 新設 

可搬型代替交流電源設備 新設 

可
搬
型
直
流
電
源
設
備
に
よ
る 

逃
が
し
安
全
弁
機
能
回
復 

可搬型直流電源設備 新設 

① 

② 

⑦ 

⑨ 

主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
用 

蓄
電
池
（
原
子
炉
建
物
） 

に
よ
る
逃
が
し
安
全
弁
機
能
回
復 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電

池（原子炉建物） 
可搬 

１時間 30 分 ６人 

自主対策とす

る理由は本文

参照 

SRV 用電源切替盤 新設 
逃がし安全弁（自動減圧機能

付Ｂ，Ｍの２個） 
常設 

常設代替直流電源設備 新設 主蒸気系 配管・クエンチャ 常設 

逃がし安全弁 既設 
逃がし安全弁逃がし弁機能

用アキュムレータ 
常設 

主蒸気系 配管・クエンチャ 既設 

－ － 逃がし安全弁逃がし弁機能用ア

キュムレータ 既設 

主
蒸
気
逃
が
し
安
全
弁
用 

蓄
電
池
（
補
助
盤
室
） 

に
よ
る
逃
が
し
安
全
弁
機
能
回
復 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補

助盤室） 新設 

① 

② 

⑦ 

⑨ 

逃
が
し
安
全
弁
窒
素
ガ
ス
代
替
供
給
設
備
に

よ
る
減
圧 

逃がし安全弁窒素ガス代替

供給設備 
常設 

１時間 10 分 ６人 

自主対策とす

る理由は本文

参照 

逃がし安全弁 既設 
逃がし安全弁（自動減圧機能

なしＡ，Ｊの２個） 
常設 

主蒸気系 配管・クエンチャ 既設 主蒸気系 配管・クエンチャ 常設 

逃がし安全弁逃がし弁機能用ア

キュムレータ 既設 － － 

逃
が
し
安
全
弁 

窒
素
ガ
ス
供
給
設
備
に
よ
る 

窒
素
ガ
ス
確
保 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベ 新設 

① 

③ 

⑦ 

⑩ 

－ － － － － － 

逃がし安全弁窒素ガス供給系 

配管・弁 既設 

逃がし安全弁逃がし弁機能用ア

キュムレータ 既設 

常設代替交流電源設備 新設 

所内常設蓄電式直流電源設備 新設 

可搬型代替交流電源設備 新設 

常設代替直流電源設備 新設 

可搬型直流電源設備 新設 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(３／６) 

 
：重大事故等対処設備    ：重大事故等対処設備（設計基準拡張）   

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

重大事故等対処設備を使用した手段 

審査基準の要求に適合するための手段 
自主対策 

機能 機器名称 
既設 

新設 

解釈 

対応番号 
機能 機器名称 

常設 

可搬 

必要時間内に

使用可能か 

対応可能な人数

で使用可能か 

備考 

逃
が
し
安
全
弁 

の
背
圧
対
策 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベ 新設 
① 

④ 

⑦ 

⑪ 

－ － － － － － 
逃がし安全弁窒素ガス供給系 

配管・弁 既設 

代
替
直
流 

電
源
設
備
に
よ

る
復
旧 

可搬型直流電源設備 新設 ① 

⑤ 

⑦ 

代
替
直
流
電
源

設
備
に
よ
る
復

旧 

直流給電車 可搬 

※１ ※１ 

自主対策とす

る理由は本文

参照 
－ － － － 

代
替
交
流 

電
源
設
備
に 

よ
る
復
旧 

常設代替交流電源設備 新設 ① 

⑤ 

⑦ 

－ － － － － － 

可搬型代替交流電源設備 新設 

高
圧
溶
融
物
放
出
／
格
納
容
器
雰
囲
気 

直
接
加
熱
の
防
止 

逃がし安全弁 既設 

① 

⑦ 
－ － － － － － 

主蒸気系 配管・クエンチャ 既設 

逃がし安全弁逃がし弁機能用ア

キュムレータ 既設 

常設代替交流電源設備 新設 

所内常設蓄電式直流電源設備 新設 

可搬型代替交流電源設備 新設 

常設代替直流電源設備 新設 

可搬型直流電源設備 新設 

発
電
用
原
子
炉
の
減
圧
（ 

イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
シ
ス
テ
ム 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
発
生
時
） 

逃がし安全弁 既設 

① 

⑥ 

⑦ 

発
電
用
原
子
炉
の
減
圧
（ 

イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
シ
ス
テ
ム 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
発
生
時
） 

タービンバイパス弁 常設 

10 分 １人 

自主対策とす

る理由は本文

参照 

主蒸気系 配管・クエンチャ 既設 タービン制御系 常設 

逃がし安全弁逃がし弁機能用ア

キュムレータ 既設 

－ － 

－ － 

原
子
炉
冷
却
材
の
漏
え
い
箇
所
の
隔
離

（
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
シ
ス
テ
ム 

Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
発
生
時
） 

残留熱除去系注水弁 既設 

① 

⑥ 

⑦ 

－ － － － － － 

－ － 

原
子
炉
棟
の
圧
力
上
昇
抑
制 

及
び
環
境
改
善 

原子炉建物ブローアウトパネル 既設 

① 

⑥ 

⑦ 

－ － － － － － 

－ － 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(４／６) 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

 

  

技術的能力審査基準（1.3） 適合方針 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、原子炉冷却

材圧力バウンダリが高圧の状態であって、設

計基準事故対処設備が有する発電用原子炉

の減圧機能が喪失した場合においても炉心

の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を

防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダリ

を減圧するために必要な手順等が適切に整

備されているか、又は整備される方針が適切

に示されていること。 

原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状

態であって，設計基準事故対処設備が有する

発電用原子炉の減圧機能が喪失した場合に

おいても炉心の著しい損傷及び原子炉格納

容器の破損を防止する手段として， 逃がし

安全弁による発電用原子炉を減圧するため

に必要な手順等を整備する。 

また，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直

接加熱による原子炉格納容器破損を防止す

る手段として，逃がし安全弁による発電用原

子炉を減圧するために必要な手順等を整備

する。 

【解釈】 

1 「炉心の著しい損傷」を「防止するため、

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧す

るために必要な手順等」とは、以下に掲

げる措置又はこれらと同等以上の効果

を有する措置を行うための手順等をい

う。 

－ 

（１）可搬型重大事故防止設備 

ａ）常設直流電源系統喪失時において、減

圧用の弁（逃がし安全弁（BWR の場合）

又は、主蒸気逃がし弁及び加圧器逃が

し弁（PWR の場合））を作動させ原子

炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作

が行えるよう、手順等が整備されてい

ること。 

設計基準事故対処設備である自動減圧系

が常設直流電源系統喪失により使用できな

い場合には，可搬型直流電源設備及び主蒸気

逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）により逃

がし安全弁の作動に必要な直流電源を確保

し，逃がし安全弁を作動させ，原子炉冷却材

圧力バウンダリの減圧操作が行えるように

手順等を整備する。 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(５／６) 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

 

 

  

技術的能力審査基準（1.3） 適合方針 

ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、

減圧用の弁を作動させ原子炉冷却材

圧力バウンダリの減圧操作が行える

よう可搬型コンプレッサー又は窒素

ボンベを整備すること。 

設計基準事故対処設備である自動減圧系

が逃がし安全弁作動用窒素ガス喪失により

使用できない場合は，窒素ガス供給設備によ

り逃がし安全弁の作動に必要な窒素ガスを

供給し，逃がし安全弁を作動させ原子炉冷却

材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう

に手順等を整備する。 

ｃ）減圧用の弁が作動可能な環境条件を明

確にすること。 

想定される重大事故等時の環境条件を考

慮し，原子炉格納容器内の圧力が設計圧力の

２倍の状態（853kPa[gage]）となった場合に

おいても確実に逃がし安全弁を作動させる

ことができるように，逃がし安全弁窒素ガス

供給系により供給圧力の調整を行えるよう

に手順等を整備する。 

（２）復旧 

ａ）常設直流電源喪失時においても、減圧

用の弁を作動させ原子炉冷却材圧力

バウンダリの減圧操作が行えるよう、

代替電源による復旧手順等が整備さ

れていること。 

設計基準事故対処設備である自動減圧系

が常設直流電源系統喪失により使用できな

い場合には，代替直流電源設備（可搬型直流

電源設備）及び代替交流電源設備（常設代替

交流電源設備及び可搬型代替交流電源設備）

により逃がし安全弁の作動に必要な直流電

源を確保し，逃がし安全弁を作動させ，原子

炉冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行え

るように手順等を整備する。 

なお，電源の供給に関する手順については

「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整

備する。 

（３）蒸気発生器伝熱管破損（SGTR） 

ａ）SGTR 発生時において、破損した蒸気

発生器を隔離すること。隔離できない

場合、加圧器逃がし弁を作動させるこ

と等により原子炉冷却材圧力バウン

ダリの減圧操作が行えるよう、手順等

が整備されていること。（PWR の場合） 

対象外 

1.3-82
1.3-82



 

 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(６／６) 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

  

技術的能力審査基準（1.3） 適合方針 

（４）インターフェイスシステムLOCA

（ISLOCA） 

ａ）ISLOCA 発生時において、原子炉冷却

材圧力バウンダリの損傷箇所を隔離

すること。隔離できない場合、原子炉

を減圧し、原子炉冷却材の漏えいを抑

制するために、逃がし安全弁（BWR の

場合）又は主蒸気逃がし弁及び加圧器

逃がし弁（PWR の場合）を作動させる

こと等により原子炉冷却材圧力バウ

ンダリの減圧操作が行えるよう、手順

等が整備されていること。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生

時には，原子炉冷却材圧力バウンダリの損傷

箇所を中央制御室から注水弁の操作により

隔離する。隔離できない場合，逃がし安全弁

により発電用原子炉を減圧し，原子炉冷却材

の漏えいを抑制するとともに，現場での注水

弁の操作により原子炉冷却材の漏えい箇所

を隔離する手順等を整備する。 
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第１図 逃がし安全弁の配置図 
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第１表 対応手段と逃がし安全弁の対象 

 
 

  

対応手段 
逃がし弁機能 自動減圧機能 

備考 
A,B,C,D,E,F,G,H,J,K,L,M B,D,E,G,K,M 

減圧の自動化（代替減圧機能に

よる減圧の自動化） 
○  B,M が対象 

手動操作による減圧 

（逃がし安全弁の手動操作に

よる減圧） 

○ ○  

可搬型直流電源設備による逃

がし安全弁機能回復 
○ ○ 

逃がし弁機能は

A,C,D,F,H,J,L,M が対象 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池

（補助盤室）による逃がし安全

弁機能回復 

○ ○  

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池

（原子炉建物）による逃がし安

全弁機能回復 

○  B,M が対象 

逃がし安全弁窒素ガス代替供

給設備による減圧 
○  A,J が対象 

逃がし安全弁窒素ガス供給設

備による窒素ガス確保 
○   

代替直流電源設備による復旧 ○ ○  

代替交流電源設備による復旧 ○ ○  
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第２表 逃がし安全弁用可搬型蓄電池接続の優先順位 
 

 

 

  

Ａ Ｂ※１ Ｃ Ｄ※２ Ｅ※２ Ｆ Ｇ※２ Ｈ Ｊ Ｋ※２ Ｌ Ｍ※１

1 Ａ系／Ｂ系
○

（Ａ系）

○
（Ｂ系）

2 Ｂ系／Ａ系
○

（Ｂ系）

○
（Ａ系）

3 Ａ系 ○ ○

4 Ｂ系 ○ ○

5 Ｂ系 ○ ○

6 Ｂ系 ○ ○

7 Ｂ系 ○ ○

8 Ｂ系 ○ ○

9 Ｂ系 ○ ○

10 Ａ系 ○ ○

11 Ａ系 ○ ○

12 Ａ系 ○ ○

：逃がし安全弁（代替自動減圧機能＋自動減圧機能＋逃がし弁機能）

：逃がし安全弁（自動減圧機能＋逃がし弁機能）

：逃がし安全弁（逃がし弁機能）

※１　

※２　

※なし

順位
【Ｂ】

蓄電池接続回路

凡例

逃がし弁機能

（）内は接続

回路の系統を

示す

自動減圧機能

主蒸気管

【Ａ】 【Ｃ】 【Ｄ】

逃がし安全弁
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添付資料 1.3.2 

 

自主対策設備仕様 

機器名称 
常設 

／可搬 
耐震クラス 容量 揚程 個数 

逃がし安全弁窒素ガス 

代替供給系窒素ガスボンベ 
可搬 

－ 

（Ss 機能維持） 

0.0467m3 

（１本当たり） 
－ ３本 
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添付資料 1.3.3 

 

第１図 対応手段として選定した設備の電源構成図（交流電源）
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第２図 対応手段として選定した設備の電源構成図（交流電源） 
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第３図 対応手段として選定した設備の電源構成図（直流電源） 
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添付資料 1.3.4－1 

重大事故対策の成立性 

 

1．可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 

 

ａ．操作概要 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が喪失した場合，可搬

型直流電源設備により逃がし安全弁の作動に必要な直流電源を確保し，逃がし

安全弁を開放して発電用原子炉を減圧する。なお，可搬型直流電源設備による

直流電源の供給準備が整うまでの期間は，常設代替直流電源設備にて逃がし安

全弁の作動に必要な直流電源を確保する。 

 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

廃棄物処理建物 地上１階（非管理区域）（補助盤室） 

原子炉棟 地上１階（管理区域） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放に必要な要員数，想定時間につ

いては「1.14 電源の確保に関する手順等」に整理する。 

また，常設代替直流電源設備による逃がし安全弁開放（現場での減圧状況の

確認を含む）に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：５名（中央制御室運転員１名，現場運転員４名） 

想定時間  ：40 分以内（所要時間目安※１：13 分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●逃がし安全弁開放操作：想定時間 10 分，所要時間目安２分 

・逃がし安全弁開放操作：所要時間目安２分（中央制御室） 

 

【現場運転員Ｂ，Ｃ】 

●可搬型計測器接続：想定時間 20 分，所要時間目安９分 

・移動：所要時間目安２分（移動経路：中央制御室から補助盤室） 

・可搬型計測器接続：所要時間目安７分（補助盤室） 

●電源切替：想定時間 10 分，所要時間目安２分 

・電源切替：所要時間目安２分（補助盤室） 

●減圧監視：想定時間 10 分，所要時間目安１分 

・減圧監視：所要時間目安１分（補助盤室） 
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【現場運転員Ｄ，Ｅ】 

●移動：想定時間 10 分，所要時間目安５分 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室から原子炉棟 地上１

階） 

●減圧監視：想定時間 10 分，所要時間目安１分 

・減圧監視：所要時間目安１分（原子炉棟 地上１階） 

 

ｄ．作業の成立性について 

(a) 中央制御室操作  

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），Ｌ

ＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備し

ている。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であり，容易に実施可能である。 

(b) 補助盤室操作  

作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリア

に配備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行

している。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，

ヘッドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可

能である。 

また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常の端子リフト・接続操作及び通常のスイッチ操作であ

り，十分な作業スペースもあることから，容易に実施可能

である。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話

設備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡

が可能である。 

(c) 現場操作 

作業環境：電源内蔵型照明を作業エリアに配備しており，建物内常用

照明消灯時における作業性を確保している。また，ヘッド

ライト又は懐中電灯を携行している。 

非管理区域における操作は放射性物質が放出される可能性

があることから，防護具（全面マスク，個人線量計，綿手

袋，ゴム手袋，汚染防護服）を装備又は携行して作業を行

う。管理区域においては汚染の可能性を考慮し防護具（全

面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）

を装備又は携行して作業を行う。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備しており接近可
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能である。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行してい

る。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常の遮断器操作であり，容易に実施可能である。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話

設備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡

が可能である。 

 

 

電源切替操作 
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添付資料 1.3.4－2 

 

2．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁開放 

 

ａ．操作概要 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が喪失した場合，自動

減圧継電器盤にて逃がし安全弁の作動回路に主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補

助盤室）を接続し，逃がし安全弁の機能を回復させて逃がし安全弁を開放する。 

 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

廃棄物処理建物 地上１階（非管理区域）（補助盤室） 

原子炉棟 地上１階（管理区域） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助盤室）による逃がし安全弁開放（現場で

の減圧状況の確認を含む）に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数：７名（中央制御室運転員１名，現場運転員４名，緊急時対策要

員２名） 

想定時間 ：１時間 20 分以内（所要時間目安※１：56 分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●逃がし安全弁開放操作：想定時間 10 分，所要時間目安２分 

・逃がし安全弁開放操作：所要時間目安２分（中央制御室） 

 

【現場運転員Ｂ，Ｃ】 

●可搬型計測器接続：想定時間 20 分，所要時間目安９分 

・移動：所要時間目安２分（移動経路：中央制御室から補助盤室） 

・可搬型計測器接続：所要時間目安７分（補助盤室） 

●減圧監視：想定時間 10 分，所要時間目安１分 

・減圧監視：所要時間目安１分（補助盤室） 

 

【現場運転員Ｄ，Ｅ】 

●移動：想定時間 10 分，所要時間目安５分 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室から原子炉棟地上１階） 

●減圧監視：想定時間 10 分，所要時間目安１分 

・減圧監視：所要時間目安１分（原子炉棟地上１階） 
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【緊急時対策要員２名】 

●移動，ケーブル敷設，接続：想定時間１時間 10 分，所要時間目安 54 分 

・移動：所要時間目安 33 分（移動経路：緊急時対策所から補助盤室） 

・ケーブル敷設，接続：所要時間目安 21 分（補助盤室） 

 

ｄ．操作の成立性について 

(a) 中央制御室操作  

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であり，容易に実施可能である。 

(b) 補助盤室操作  

作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリア

に配備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行

している。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，

ヘッドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可

能である。 

また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性  ：通常のケーブル敷設，端子リフト・接続操作であり，十分

な作業スペースもあることから，容易に実施可能である。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話

設備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡

が可能である。 

(c) 現場操作 

作業環境：電源内蔵型照明を作業エリアに配備しており，建物内常用

照明消灯時における作業性を確保している。また，ヘッド

ライト又は懐中電灯を携行している。 

非管理区域における操作は放射性物質が放出される可能性

があることから，防護具（全面マスク，個人線量計，綿手

袋，ゴム手袋，汚染防護服）を装備又は携行して作業を行

う。管理区域においては汚染の可能性を考慮し防護具（全

面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）

を装備又は携行して作業を行う。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備しており接近可

能である。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行してい

る。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：電源ケーブルの接続は，ねじ込み式及び一般工具を使用し
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たビス止めでの接続であり，容易に接続が可能である。 

操作に必要な資機材（主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（補助

盤室），仮設ケーブル）は操作場所近傍に配備している。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話

設備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡

が可能である。 

 

      

自動減圧継電器盤へ接続        主蒸気逃がし安全弁用蓄電池へ接続 
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3．主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安全弁（自動減圧機

能付き）開放 

 

ａ．操作概要 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が喪失した場合，

ＡＤＳ仮設電源接続中継端子箱にて逃がし安全弁の作動回路に主蒸気逃が

し安全弁用蓄電池（原子炉建物）を接続し，逃がし安全弁の機能を回復さ

せて逃がし安全弁を開放する。 

 

ｂ．作業場所 

廃棄物処理建物 地上１階（非管理区域）（補助盤室） 

原子炉棟 地上２階（管理区域） 

原子炉棟 地上１階（管理区域） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子炉建物）による逃がし安全弁開放（現

場での減圧状況の確認を含む）に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：６名（現場運転員４名，緊急時対策要員２名） 

想定時間    ：１時間 30 分以内（所要時間目安※１：1時間 11 分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【現場運転員Ａ，Ｂ】 

●可搬型計測器接続：想定時間 20 分，所要時間目安９分 

・移動：所要時間目安２分（移動経路：中央制御室から補助盤室） 

・可搬型計測器接続：所要時間目安７分（補助盤室） 

●減圧監視：想定時間 10 分，所要時間目安１分 

・減圧監視：所要時間目安１分（補助盤室） 

 

【現場運転員Ｃ，Ｄ】 

●移動：想定時間 10 分，所要時間目安５分 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室から原子炉棟 地上１

階） 

●減圧監視：想定時間 10 分，所要時間目安１分 

・減圧監視：所要時間目安１分（原子炉棟 地上１階） 

 

【緊急時対策要員２名】 
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●移動，ケーブル敷設，接続：想定時間１時間 10 分，所要時間目安 1 時間

７分

・移動：所要時間目安 34 分（移動経路：緊急時対策所から原子炉棟 地上

２階）

・ケーブル接続：所要時間目安 33 分（原子炉棟 地上２階）

●負荷投入操作：想定時間 10 分，所要時間目安３分

・負荷投入操作：所要時間目安３分（原子炉棟 地上２階）

ｄ．操作の成立性について 

(a) 補助盤室操作

作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリア

に配備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行

している。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，

ヘッドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可

能である。 

また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性  ：通常の端子リフト・接続操作であり，容易に実施可能であ

る。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話

設備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡

が可能である。 

(b) 現場操作

作業環境：ヘッドライト又は懐中電灯を携行している。

汚染の可能性を考慮し防護具（全面マスク，個人線量計，

綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を装備又は携行して作業

を行う。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備しており接近可

能である。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行してい

る。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。

操作性  ：電源ケーブルの接続は，ねじ込み式及び一般工具を使用し

たビス止めでの接続であり，容易に接続が可能である。 

操作に必要な資機材（主蒸気逃がし安全弁用蓄電池（原子

炉建物），仮設ケーブル）は操作場所近傍に配備している。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話

設備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡

が可能である。 
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主蒸気逃がし安全弁用     ADS 仮設電源接続     主蒸気逃がし安全弁用 

蓄電池へ接続       中継端子箱へ接続      蓄電池の負荷投入作業 
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4．逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全弁（自動減圧機能なし）

開放 

 

ａ．操作概要 

常設直流電源系統喪失により逃がし安全弁の減圧機能が喪失した場合，逃

がし安全弁窒素ガス代替供給設備により逃がし安全弁（自動減圧機能なしＡ

及びＪ）の電磁弁排気ポートへ窒素ガスを供給し，逃がし安全弁（自動減圧

機能なしＡ及びＪ）を開放する。 

 

ｂ．作業場所 

廃棄物処理建物 地上 1階（非管理区域）（補助盤室） 

原子炉建物付属棟 地上２階（非管理区域） 

原子炉棟 地上１階（管理区域） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

逃がし安全弁窒素ガス代替供給設備による逃がし安全弁（自動減圧機能な

し）開放（現場での減圧状況の確認を含む）に必要な要員数，想定時間は

以下のとおり。 

必要要員数 ：６名（現場運転員４名，緊急時対策要員２名） 

想定時間  ：１時間 10 分以内（所要時間目安※１：45 分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【現場運転員Ａ，Ｂ】 

●可搬型計測器接続：想定時間 20 分，所要時間目安９分 

・移動：所要時間目安２分（移動経路：中央制御室から補助盤室） 

・可搬型計測器接続：所要時間目安７分（補助盤室） 

●減圧監視：想定時間 10 分，所要時間目安１分 

・減圧監視：所要時間目安１分（補助盤室） 

 

【現場運転員Ｃ，Ｄ】 

●移動：想定時間 10 分，所要時間目安５分 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室から原子炉棟 地上１

階） 

●減圧監視：想定時間 10 分，所要時間目安１分 

・減圧監視：所要時間目安１分（原子炉棟 地上１階） 
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【緊急時対策要員２名】 

●移動，短管取り付け：想定時間 50 分，所要時間目安 43 分 

・移動：所要時間目安 31 分（移動経路：緊急時対策所から原子炉建物付

属棟 地上２階） 

・短管取り付け：所要時間目安 12 分（原子炉建物付属棟 地上２階） 

●窒素ガス代替供給弁開：想定時間 10 分，所要時間目安１分 

・窒素ガス代替供給弁開：所要時間目安１分（原子炉建物付属棟 地上２

階） 

 

ｄ．操作の成立性について 

(a) 補助盤室操作  

作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリア

に配備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行

している。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，

ヘッドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可

能である。 

また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性  ：通常の端子リフト・接続操作であり，容易に実施可能であ

る。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話

設備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡

が可能である。 

(b) 現場操作 

作業環境：電源内蔵型照明を作業エリアに配備しており，建物内常用

照明消灯時における作業性を確保している。また，ヘッド

ライト又は懐中電灯を携行している。 

非管理区域における操作は放射性物質が放出される可能性

があることから，防護具（全面マスク，個人線量計，綿手

袋，ゴム手袋，汚染防護服）を装備又は携行して作業を行

う。管理区域においては汚染の可能性を考慮し防護具（全

面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）

を装備又は携行して作業を行う。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備しており接近可

能である。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行してい

る。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常の弁操作であり，容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを
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施している。 

操作に必要な資機材（短管，ガスケット）は操作場所近傍

に配備している。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話

設備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡

が可能である。 

 

窒素ガス代替供給設備の配管へ短管取付け 
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5．逃がし安全弁窒素ガス供給設備による逃がし安全弁駆動源確保 

 

ａ．操作概要 

発電用原子炉の減圧操作中及び減圧完了後の逃がし安全弁開保持期間中

に，窒素ガスボンベ圧力が規定値まで低下した場合，逃がし安全弁用窒素

ガスボンベ（待機側）への切替えを実施する。 

 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

Ａ系 原子炉建物付属棟 地上２階（非管理区域） 

Ｂ系 原子炉建物付属棟 地上２階（非管理区域） 

 

ｃ．必要要員及び想定時間 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベによる逃がし安全弁駆動源確保に必要な

要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：３名（中央制御室運転員１名，現場運転員２名） 

想定時間：25 分以内（所要時間目安※１：14 分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●警報確認：想定時間５分，所要時間目安１分 

・警報確認：所要時間目安１分（中央制御室） 

 

【現場運転員Ｂ，Ｃ】 

●移動，窒素ガスボンベインサービス：想定時間 20 分，所要時間目安 13 分 

・移動：所要時間目安７分（移動経路：中央制御室から原子炉建物付属棟 

地上２階） 

・窒素ガスボンベインサービス：所要時間目安６分（原子炉建物付属棟 地

上２階） 

 

ｄ．操作の成立性について 

(a) 中央制御室操作  

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），Ｌ

ＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備し

ている。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であり，容易に実施可能である。 
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(b) 現場操作  

作業環境：電源内蔵型照明を作業エリアに配備しており，建物内常用

照明消灯時における作業性を確保している。また，ヘッド

ライト又は懐中電灯を携行している。 

放射性物質が放出される可能性があることから，防護具（全

面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）

を装備又は携行して作業を行う。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備しており接近可

能である。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行してい

る。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常のボンベ切替え操作であり，容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを

施している。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話

設備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡

が可能である。 

 

 

 

 

 

 

逃がし安全弁用窒素ガスボンベ（待機側）のインサービス 
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6．逃がし安全弁窒素ガス供給設備による背圧対策 

ａ．操作概要 

想定される重大事故等の環境条件を考慮して，原子炉格納容器圧力が設

計圧力の２倍の状態（853kPa[gage]）において確実に逃がし安全弁を作動

させることができるように，窒素ガス供給設備の供給圧力を調整する。 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

原子炉建物付属棟 地上２階（非管理区域） 

原子炉棟 地上２階（管理区域） 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

逃がし安全弁窒素ガス供給設備による背圧対策に必要な要員数，想定時

間は以下のとおり。 

必要要員数：３名（中央制御室運転員１名，緊急時対策要員２名） 

想定時間 ：１時間 10 分以内（所要時間目安※１：１時間１分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●Ｎ２ガスボンベ出口弁ＣＳ「全開」位置：想定時間５分，所要時間目安

１分

・Ｎ２ガスボンベ出口弁ＣＳ「全開」位置：所要時間目安１分（中央制

御室）

【緊急時対策要員２名】 

●移動，加減弁圧力調整：想定時間１時間 10 分，所要時間目安１時間１

分

・移動：所要時間目安 30 分（移動経路：緊急時対策所から原子炉建物付

属棟 地上２階）

・加減弁圧力調整（Ａ系）：所要時間目安 11 分（原子炉建物付属棟 地上

２階）

・移動：所要時間目安３分（移動経路：原子炉建物付属棟 地上２階から

原子炉棟 地上２階）

・加減弁圧力調整（Ｂ系）：所要時間目安 11 分（原子炉棟 地上２階）

・移動：所要時間目安６分（移動経路：原子炉棟 地上２階から原子炉建

物付属棟 地上１階）
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ｄ．操作の成立性について 

(a) 中央制御室操作  

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），Ｌ

ＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備し

ている。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であり，容易に実施可能である。 

(b) 現場操作 

作業環境：電源内蔵型照明を作業エリアに配備しており，建物内常用

照明消灯時における作業性を確保している。また，ヘッド

ライト又は懐中電灯を携行している。 

非管理区域における操作は放射性物質が放出される可能性

があることから，防護具（全面マスク，個人線量計，綿手

袋，ゴム手袋，汚染防護服）を装備して作業を行う。管理

区域においては汚染の可能性を考慮し防護具（全面マスク，

個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を装備して

作業を行う。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備しており接近可

能である。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行してい

る。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常運転時等に行う操作と同等であり，容易に作業可能で

ある。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを

施している。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話

設備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡

が可能である。 
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7．インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の漏えい停止操作 

(1) 残留熱除去系又は低圧炉心スプレイ系隔離操作 

ａ．操作概要 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時は，原子炉格納容器外への漏え

いを停止するための破断箇所の隔離が必要となる。破断箇所の特定ができな

い場合は，逃がし安全弁及びタービンバイパス弁により発電用原子炉を減圧

し，原子炉棟への原子炉冷却材の漏えいを抑制する。その後は発電用原子炉

を冷温停止状態に移行させ，破断箇所の隔離操作を行う。 

 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

[Ａ－残留熱除去系隔離操作の場合] 

原子炉建物付属棟 地上中２階（非管理区域） 

原子炉棟地上中１階（管理区域） 

[Ｂ，Ｃ－残留熱除去系隔離操作の場合] 

原子炉建物付属棟 地上２階 （非管理区域） 

原子炉棟地上２階（管理区域） 

[低圧炉心スプレイ系隔離操作の場合] 

原子炉建物付属棟 地上中２階（非管理区域） 

原子炉棟 地上１階（管理区域） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の漏えい停止操作のうち残留

熱除去系又は低圧炉心スプレイ系隔離操作に必要な要員数，想定時間は以下

のとおり。 

必要要員数:３名（中央制御室運転員１名，現場運転員２名） 

想定時間 :10 時間以内（現場操作に係る想定時間は１時間 30 分以内（所

要時間目安※１：[Ａ－残留熱除去系注水弁隔離の場合]54 分以

内）） 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●警報確認，パラメータ確認，原子炉スクラム確認：想定時間 10 分，所要

時間目安２分 

・警報確認，パラメータ確認，原子炉スクラム確認：所要時間目安２分（中

央制御室） 
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●破断箇所特定及び遠隔隔離操作,低圧注水可能系統起動確認：想定時間 10

分，所要時間目安３分 

・破断箇所特定及び遠隔隔離操作,低圧注水可能系統起動確認：所要時間

目安３分（中央制御室） 

●漏えい停止操作（中央制御室）：想定時間（適宜実施），所要時間目安４分 

・漏えい停止操作（中央制御室）：所要時間目安４分 

●原子炉減圧：想定時間 10 分，所要時間目安２分 

・原子炉減圧：所要時間目安２分 

●残留熱除去系起動操作：想定時間 10 分，所要時間目安３分 

・残留熱除去系起動操作：所要時間目安３分 

●漏えい抑制のため原子炉水位をレベル２以上で低めに維持：想定時間（適

宜実施），所要時間目安（適宜実施） 

●残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）系統構成：想定時間 20 分，所

要時間目安 12 分 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）系統構成：所要時間目安 12

分 

●残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）起動操作：想定時間 10 分，所

要時間目安５分 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）起動操作：所要時間目安５分 

●原子炉水位レベル３～レベル８維持：想定時間（適宜実施），所要時間目

安（適宜実施） 

 

【現場運転員Ｂ，Ｃ】 

●放射線防護具準備：想定時間 10 分，所要時間目安６分 

・放射線防護具準備：所要時間目安６分（中央制御室） 

●隔離準備（電源ロック） 

[Ａ－残留熱除去系隔離操作の場合：想定時間 30 分，所要時間目安６分] 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室から原子炉建物付属棟 

地上中２階） 

・隔離準備（電源ロック）：所要時間目安１分（操作対象１箇所：原子炉

建物付属棟 地上中２階） 

 

[Ｂ－残留熱除去系隔離操作の場合：想定時間 30 分，所要時間目安６分] 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室から原子炉建物付属棟 

地上２階） 

・隔離準備（電源ロック）：所要時間目安１分（操作対象１箇所：原子炉

建物付属棟 地上２階） 

 

[Ｃ－残留熱除去系隔離操作の場合：想定時間 30 分，所要時間目安６分] 
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・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室から原子炉建物付属棟 

地上２階） 

・隔離準備（電源ロック）：所要時間目安１分（操作対象１箇所：原子炉

建物付属棟 地上２階） 

 

[低圧炉心スプレイ系隔離操作の場合：想定時間 30 分，所要時間目安６分] 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室から原子炉建物付属棟 

地上中２階） 

・隔離準備（電源ロック）：所要時間目安１分（操作対象１箇所：原子炉

建物付属棟 地上中２階） 

 

●保護具着用：想定時間 30 分，所要時間目安 14 分 

・移動：４分（移動経路：中央制御室から原子炉棟 地上１階（第２チェ

ックポイント）） 

・保護具着用：10 分（原子炉棟 地上１階（第２チェックポイント）） 

 

●注水弁隔離操作（現場） 

[Ａ－残留熱除去系注水弁隔離操作の場合：想定時間１時間，所要時間目安

40 分] 

・移動：所要時間目安２分（移動経路：原子炉棟 地上１階（第２チェッ

クポイント）から原子炉棟 地上２階（東側エアロック）） 

・移動：所要時間目安７分（移動経路：原子炉棟 地上２階（東側エアロ

ック）から原子炉棟 地上中１階（東側ＰＣＶペネトレーション室）の

往復） 

・注水弁隔離操作：所要時間目安 31 分（操作対象１弁：原子炉棟 地上中

１階（東側ＰＣＶペネトレーション室） 

 

[Ｂ－残留熱除去系注水弁隔離操作の場合：想定時間１時間，所要時間目安

39 分] 

・移動：所要時間目安２分（移動経路：原子炉棟 地上１階（第２チェッ

クポイント）から原子炉棟 地上２階（東側エアロック）） 

・移動：所要時間目安６分（移動経路：原子炉棟 地上２階（東側エアロ

ック）から原子炉棟 地上２階（西側ＰＣＶペネトレーション室）の往

復） 

・注水弁隔離操作：所要時間目安 31 分（操作対象１弁：原子炉棟 地上２

階（西側ＰＣＶペネトレーション室） 

 

[Ｃ－残留熱除去系注水弁隔離操作の場合：想定時間１時間，所要時間目安

39 分] 
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・移動：所要時間目安２分（移動経路：原子炉棟 地上１階（第２チェッ

クポイント）から原子炉棟 地上２階（東側エアロック）） 

・移動：所要時間目安６分（移動経路：原子炉棟 地上２階（東側エアロ

ック）から原子炉棟 地上２階（西側ＰＣＶペネトレーション室）の往

復） 

・注水弁隔離操作：所要時間目安 31 分（操作対象１弁：原子炉棟地上２

階（西側ＰＣＶペネトレーション室）） 

 

[低圧炉心スプレイ系注水弁隔離操作の場合：想定時間１時間，所要時間目

安 42 分] 

・移動：所要時間目安 1 分（移動経路：原子炉棟 地上１階（第２チェッ

クポイント）から原子炉棟 地上１階（東側エアロック）） 

・移動：所要時間目安 10 分（移動経路：原子炉棟 地上１階（東側エアロ

ック）から原子炉棟 地上１階（南側ＰＣＶペネトレーション室）の往

復） 

・注水弁隔離操作：所要時間目安 31 分（操作対象１弁：原子炉棟地上１

階（南側ＰＣＶペネトレーション室）） 

 

ｄ．操作の成立性について 

(a) 中央制御室操作  

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），Ｌ

ＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備し

ている。 

操作性  ：操作スイッチによる操作であり，容易に実施可能である。 

(b) 現場操作  

作業環境：現場環境（温度，湿度，圧力）が改善された状態での操作

であり，酸素呼吸器及び耐熱服を確実に装着することによ

り事故環境下においても作業可能である。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備しており接近可

能である。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行してい

る。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：電動弁の手動操作であるが，通常運転時等に行う弁操作と

同等であり，容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを

施している。 

連絡手段：有線式通信設備，所内通信連絡設備，電力保安通信用電話

設備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡

が可能である。 
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残留熱除去系注水弁の閉操作 

（保護具着用） 

     

耐熱服              酸素呼吸器 

 

 

保護具装着状態 
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インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１図 「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」の重大事故等対策の概要図 

（１／３）（原子炉急速減圧及び原子炉注水）
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第２図 「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」の重大事故等対策の概要図 

（２／３）（原子炉注水及び原子炉格納容器除熱） 
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第３図 「格納容器バイパス（ＩＳＬＯＣＡ）」の重大事故等対策の概要図 

（３／３）（原子炉注水及び原子炉冷却） 
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インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の 

破断面積及び現場環境等について 

 

１．評価対象系統について 

  事故シーケンスグループ「格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬ

ＯＣＡ）」（以下「ＩＳＬＯＣＡ」という。）では，原子炉冷却材圧力バウン

ダリと接続し原子炉格納容器外に敷設された配管を有する系統において，高圧

設計部分と低圧設計部分のインターフェイスとなる配管のうち，隔離弁の誤開

放等により低圧設計部分が過圧され，格納容器外での原子炉冷却材の漏えいが

発生することを想定する。原子炉冷却材圧力バウンダリに接続し原子炉格納容

器外に敷設された配管を図１に示す。 

原子炉冷却材圧力バウンダリと接続し，原子炉格納容器外に系統配管があるラ

インは下記の通りである。 

・高圧炉心スプレイ系注入ライン 

・残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン 

・残留熱除去系炉頂部ライン 

・残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン 

・残留熱除去系停止時冷却モード抜出ライン 

・低圧炉心スプレイ系注入ライン 

・原子炉隔離時冷却系蒸気ライン 

・ほう酸水注入系注入ライン 

・原子炉浄化系系統入口ライン 

・制御棒駆動系挿入ライン 

・制御棒駆動系引抜ライン 

・主蒸気系ライン 

・給水系注入ライン 

・試料採取系サンプリングライン 

・圧力容器計装系ライン 

 

高圧バウンダリのみで構成されている圧力容器計装系ラインは，ＩＳＬＯＣ

Ａの対象としない。影響の観点から，配管の口径が小さい制御棒駆動系挿入ラ

イン，制御棒駆動系引抜ラインおよび試料採取系サンプリングラインは，評価

の対象としない。 

さらに，ＩＳＬＯＣＡ発生頻度の観点から，高圧炉心スプレイ系注入ライン，

残留熱除去系炉頂部ライン，原子炉隔離時冷却系蒸気ライン，ほう酸水注入系

注入ライン，原子炉浄化系系統入口ライン，主蒸気系ライン及び給水系注入ラ

インは低圧設計部が３弁以上の弁で隔離等されていることから評価の対象とし

ない。  
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発生頻度の分析について，ＰＲＡにおいては，主に原子炉圧力容器から低圧

設計配管までの弁数及び定期試験時のヒューマンエラーによる発生可能性の有

無を考慮し，ＩＳＬＯＣＡの発生確率が高いと考えられる配管（残留熱除去系

（低圧注水モード）注入ライン，残留熱除去系停止時冷却モード戻りライン，

残留熱除去系停止時冷却モード抜出ライン，低圧炉心スプレイ系注入ライン）

について，各々の箇所でのＩＳＬＯＣＡ発生確率を算出している。（事故シーケ

ンスグループ及び重要事故シーケンス等の選定について 別添 島根原子力発

電所２号炉 確率論的リスク評価(ＰＲＡ)について） 

表１の整理の通り，ＰＲＡ上は低圧設計配管までの弁数が少なく，定期試験

時のヒューマンエラーによる発生が考えられる残留熱除去系（低圧注水モード）

注入ラインでのＩＳＬＯＣＡ発生確率が最も高い。各配管におけるＩＳＬＯＣ

Ａの発生頻度は，定期試験のある残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン

においては 6.0×10－８[/炉年]，低圧炉心スプレイ注入ラインにおいては 2.0×

10－８[/炉年]，定期試験のない残留熱除去系停止時冷却モード戻りラインにおい

ては 5.8×10－10[/炉年]，残留熱除去系停止時冷却モード抜出ラインにおいては

2.1×10－10[/炉年]である。 

以上により，ＩＳＬＯＣＡの評価対象の配管は，運転中に開閉試験を実施す

る系統のうち，ＩＳＬＯＣＡが発生する可能性が最も高く，ＩＳＬＯＣＡが発

生した場合の影響が最も大きい残留熱除去系（低圧注水モード）注入ラインを

選定する。 

 この評価対象に対して構造健全性評価を実施し，その結果に基づき有効性評価

における破断面積を設定する。 
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図１ 原子炉冷却材圧力バウンダリに接続し，格納容器外に敷設されている配管 
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表１ 低圧設計配管までの弁数，運転中定期試験の有無及び 

ＩＳＬＯＣＡ発生頻度 

系統 
低圧設計配管ま

での弁数 

運転中定期

試験の有無 

ＩＳＬＯＣＡ 

発生頻度[/炉年] 

残留熱除去系（低圧注水モ

ード）注入ライン※１ 
２弁 有 6.0×10－８ 

残留熱除去系停止時冷却

モード戻りライン※２ 
２弁 無 5.8×10－10 

残留熱除去系停止時冷却

モード抜出ライン※３ 
２弁 無 2.1×10－10 

低圧炉心スプレイ系注入

ライン 
２弁 有 2.0×10－８ 

※１：残留熱除去系（低圧注水モード）の注入ラインは，原子炉圧力容器から

数えて２弁目までの範囲が高圧設計（8.62MPa）の配管で構成され，２弁

目以降から残留熱除去ポンプの吐出までの範囲は中圧設計(3.92MPa)の

配管で構成されており，３弁目は中圧設計のラインに設置されている。

中圧設計の配管は低圧設計の配管よりも破断確率が低いが，３弁目まで

は考慮の対象とせず，２弁目までを考慮の対象とした。 

※２：残留熱除去系停止時冷却モード戻りラインは，原子炉圧力容器から数え

て２弁目までの範囲が高圧設計(10.4MPa)の配管で構成され，２弁目以降

から残留熱除去ポンプの吐出までの範囲は中圧設計(3.92MPa)の配管で

構成されている。 

※３：残留熱除去系停止時冷却モード抜出ラインは，原子炉圧力容器から数え

て２弁目までの範囲が高圧設計(8.62MPa)の配管で構成され，２弁目以降

から残留熱除去ポンプの吸込みまでの範囲は低圧設計(1.37MPa)の配管

で構成されている。 
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２．ＩＳＬＯＣＡ発生時に低圧設計部に負荷される圧力及び温度条件の設定 

１．で選定されたＩＳＬＯＣＡの評価対象に対して，実機の系統構成，各機器

の特徴を踏まえて隔離弁の誤開放等による加圧事象が発生した場合の構造健全

性評価の内容について示す。 

なお，Ａ－残留熱除去系（低圧注水モード）とＢ－残留熱除去系（低圧注水モ

ード）の系統構成に大きな相違はないため，代表としてＡ－残留熱除去系（低圧

注水モード）について評価を行った。 

 残留熱除去系（低圧注水モード）の系統概要図を図２に示す。残留熱除去系（

低圧注水モード）は，通常運転中に原子炉圧力が負荷される高圧設計部分と低圧

設計部分とを内側隔離弁（逆止弁）及び外側隔離弁（電動仕切弁）の２弁により

隔離されている。内側隔離弁（逆止弁）も運転中に弁の開閉試験を行うが，弁の

前後に差圧がある場合には弁が開放しない構造であるため，外側隔離弁（電動仕

切弁）が開放する事象を想定する。評価においては，厳しい想定として，内側隔

離弁（逆止弁）が全開した状態で外側隔離弁（電動仕切弁）が全開するとした。 

隔離弁によって原子炉定格圧力が負荷されている高圧設計部分と低圧設計部

分が物理的に分離されている状態から隔離弁を開放すると，高圧設計部分から低

圧設計部分に水が移動し，配管内の圧力は最終的に原子炉定格圧力にほぼ等しい

圧力で静定する。 

  一般に，大きな圧力差のある系統間が隔離弁の誤開放等により突然連通した

場合，低圧側の系統に大きな水撃力が発生することが知られている。特に低圧

側の系統に気相部が存在する場合，圧力波の共振が発生し，大きな水撃力が発

生する場合があるが，残留熱除去系は満水状態で運転待機状態にあるため，そ

の懸念はない。また，残留熱除去系以外の非常用炉心冷却系及び原子炉隔離時

冷却系も満水状態で運転待機状態にある。 

一方，満水状態であったとしても，隔離弁が急激に開動作する場合は大きな水

撃力が発生するが，緩やかな開動作であれば管内で生じる水撃力も緩やかとなり，

また，後述するとおり圧力波の共振による大きな水撃力も発生せず，圧力がバラ

ンスするまで低圧側の系統が加圧される。 

電動仕切弁は，駆動機構にねじ構造やギアボックス等があるため，機械的要因

では急開となり難い。また，電動での開弁速度は，約８秒（全ストローク 217mm）

となっており，電気的要因では急開とならないことから，誤開を想定した場合，

水撃作用による圧力変化が大きくなるような急開とならない。 

  以上より，残留熱除去系の隔離弁の誤開放等により系統が加圧される場合に

おいても，原子炉圧力を大きく超える圧力は発生しないものと考えられるが，

残留熱除去系の外側隔離弁（電動仕切弁）が８秒で全閉から全開することによ

り，図３に示す低圧設計部の範囲が過圧された場合の圧力推移をＴＲＡＣＧコ

ードにより評価した。 

残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン過圧時の各部の圧力最大値を表２

に，圧力推移図を図４に示す。 
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  表２ 残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン過圧時の各部の圧力最大値 

位置※ 圧力最大値（MPa[abs]） 

注水弁入口（①） 7.7 

逃し弁入口（②） 7.4 

残留熱除去系熱交換器（③） 7.9 

ポンプ出口逆止弁出口（④） 8.0 

※数字は図３における位置を表す。 
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図２ Ａ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン概要図
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図３ 残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン過圧時評価概要図

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図４ 残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン過圧時の圧力推移例 

（ポンプ出口逆止弁出口位置） 

  弁開放直後は，定格運転状態の残留熱除去系の注入弁出口（原子炉圧力容器

側）の圧力 に比べて最大約 0.8MPa 高い圧力

まで上昇し，その後，上昇幅は減衰し 10 秒程度で静定する。 

次項の構造健全性評価に当たっては，ＴＲＡＣＧの解析結果を踏まえ，隔離弁

開直後の最大圧力と系統待機水の温度（室温程度）との組み合わせ，隔離弁開か

ら 10 秒程度以降の静定圧力と静定温度（炉圧及び炉水温度相当）との組み合わ

せを考慮して評価圧力・温度を設定し，評価対象機器の構造健全性評価を実施し

た。 

として評価を実施した。 

また，破断面積の算出においては，隔離弁開直後の最大圧力と漏えい発生後の

静定温度を保守的に組み合わせて評価を実施した。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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３. 構造健全性評価 

3.1 構造健全性評価の対象とした機器等について 

残留熱除去系の隔離弁の誤開放等により加圧される範囲において，圧力バウン

ダリとなる以下の箇所に対して２.で評価した圧力（7.4MPa[gage]），温度（288℃）

の条件下に晒された場合の構造健全性評価を実施した。 

①  熱交換器 

②  逃がし弁 

③  弁 

④  計 器 

⑤  配管・配管フランジ部 

詳細な評価対象箇所を図５に示す。 
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3.2 構造健全性評価の結果 

（１）熱交換器（別紙２） 

隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時に加圧，加温される熱交換器の各部

位について，「島根原子力発電所 工事計画認可申請書」（以下「既工認」とい

う。）を基に設計上の裕度を確認し，裕度が２以上の部位を除く水室フランジ，

水室フランジボルト，管板及び伝熱管について評価した。 

 

ａ．水室フランジ，水室フランジボルト 

日本工業規格 JIS B8265「圧力容器の構造－一般事項」を適用して算出した

ボルトの必要な断面積及び許容応力を算出した。その結果，ボルトの実機の断

面積はボルトの必要な断面積以上，かつ発生応力は許容応力以下であり，評価

した各部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

ｂ．管板 

設計・建設規格「PVC-3510 管穴の中心間距離および管板の厚さ規定」を適用

し，管板の必要最小厚さを算出した。その結果，実機の最小厚さは必要厚さ以

上であり，評価した各部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

ｃ．伝熱管 

設計・建設規格「PVC-3610 管台の厚さの規定」を適用し，管板の必要最小厚

さを算出した。その結果，実機の最小厚さは必要厚さ以上であり，評価した各

部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

（２）逃がし弁（別紙３） 

ａ．弁座 

設計・建設規格「VVC-3230 耐圧部に取り付く管台の必要最小厚さ」を適用

し，必要な最小厚さを算出した。その結果，実機の最小厚さが必要厚さ以上で

あり，評価した各部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

ｂ．弁体 

弁体下面にかかる圧力（7.4MPa）が全て弁体の最小肉厚部に作用するとして

発生するせん断応力を評価した。その結果，発生せん断応力は許容せん断応力

以下であり，評価した部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

ｃ．弁本体の耐圧部 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」を適用し，必要な最小

厚さを算出した。その結果，実機の最小厚さは必要な最小厚さ以上であり，評

価した部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 
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ｄ．弁耐圧部の接合部 

ボンネットボルトの内圧と熱による伸び量及びボンネットフランジと弁箱

フランジの熱による伸び量を算出した。その結果，ボンネットボルトの伸び量

からボンネットフランジと弁箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量がマイ

ナスであり，弁耐圧部の接合部が圧縮されることになるが，ボンネットフラン

ジとリフト制限板がメタルタッチしており，それ以上ガスケットが圧縮しない

構造となっていることから，ボンネットナット座面及びボンネットフランジと

リフト制限板の合わせ面の発生応力が許容応力以下であり，評価した部位は破

損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

（３）弁（別紙４） 

ａ．弁本体 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」を適用し，必要な最小

厚さを算出した。その結果，実機の最小厚さは計算上必要な最小厚さ以上であ

り，評価した部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

ｂ．弁耐圧部の接合部 

ボンネットボルトの内圧と熱による伸び量及びボンネットフランジと弁箱

フランジの熱による伸び量を算出した。その結果，ボンネットボルトの伸び量

からボンネットフランジと弁箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量がプラ

スである弁については，伸び量がガスケットの復元量以下であり，評価した部

位は漏えいが発生しないことを確認した。伸び量がマイナスの弁についてはボ

ンネットフランジと弁箱フランジがメタルタッチしており，それ以上ガスケッ

トが圧縮しない構造となっていることから，ボンネットナット座面及びボンネ

ットフランジと弁箱フランジの合わせ面の発生応力が許容応力以下であり，評

価した部位は破損せず漏えいが発生しないことを確認した。 

 

（４）計器（別紙５） 

ａ．圧力計，差圧計 

  圧力計及び差圧計のうち，PS222-4A-1，PS222-4A-2 については，漏えいが

想定されるため，株部のプロセス取合い（外径：5mm）の断面積から，破断面

積を評価した。 

圧力計及び差圧計のうち，PS222-4A-1，PS222-4A-2 以外の計器は，隔離弁の

誤開放等による加圧事象発生時の圧力以上の計装設備耐圧値を有しており，破

損は発生しないことを確認した。なお，構造材の温度上昇に伴う耐力低下（温

度－30～40℃における設計引張強さに対する288℃における設計引張強さの割

合は SUS316L の場合で約 79％）を考慮しても，計装設備耐圧値は加圧時にお

ける圧力以上となる。 
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ｂ．温度計 

日本機械学会「配管内円柱状構造物の流量振動評価指針」（JSME S012-1998）

を適用し，同期振動発生の回避又は抑制の判定並びに応力評価及び疲労評価を

実施した。その結果，換算流速 Vγが 1より小さく，組合せ応力が許容値以下，

かつ応力振幅が設計疲労限以下であることから，評価した部位は破損せず漏え

いは発生しないことを確認した。 

 

（５）配管（別紙６） 

ａ．管 

設計・建設規格「PPC-3411(1)内圧を受ける直管」を適用し，必要最小厚さ

を算出した。その結果，実機の最小厚さは，必要厚さ以上であり，評価した部

位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

ｂ．フランジ部 

設計・建設規格「PPC-3414 フランジ」を適用してフランジ応力算定用応力

を算出し，フランジボルトの伸び量を評価した。その結果，伸び量がマイナス

であり，フランジ部が圧縮されることになるが，ガスケットの許容圧縮量が合

計圧縮量以上であり，評価した部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認

した。 
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４. 破断面積の設定について（別紙７） 

３.の評価結果から，隔離弁の誤開放等により残留熱除去系の低圧設計部分

が加圧され，計器が破損する可能性があることを確認した。 

上記評価に基づき，有効性評価では，計器の破断面積として保守的に約１cm
２を想定する。 

さらに，残留熱除去系の加圧範囲のうち最も大きなシール構造である熱交換

器フランジ部に対して，保守的に弁開放直後のピーク圧力（7.9MPa[gage]）及

び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷され，かつガスケットに

期待しないことを想定した場合の破断面積を評価した。 

 

評価部位 
圧力 

（MPa） 

温度 

（℃） 

伸び量（mm） 
内径 

（mm） 

全部材 

伸び量 

（mm） 

破断 

面積 

（cm2） 

＋ 

⊿L1 

＋ 

⊿L2 

－ 

⊿L3 

熱交換器 

フランジ部 
7.9 288 0.204 1.452 1.415 1,965 0.241 14.88 

⊿L1：ボルトの内圧による伸び量 

⊿L2：ボルトの熱による伸び量 

⊿L3：管板及びフランジ部の熱による伸び量 

 

上記評価に基づき，有効性評価では，残留熱除去系熱交換器フランジ部の破

断面積として保守的に約 16cm２を想定する。 

なお，評価対象のうちＡ－残留熱除去系（低圧注水モード）及びＢ－残留熱

除去系（低圧注水モード）以外の低圧炉心スプレイ系及びＣ－残留熱除去系（低

圧注水モード）には，加圧範囲に熱交換器のような大きなシール構造を有する

機器は設置されていない。 
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５．現場の環境評価 

ＩＳＬＯＣＡが発生した場合，事象を収束させるために，健全な原子炉注水

系統による原子炉注水，逃がし安全弁による原子炉減圧及び残留熱除去系によ

るサプレッション・プール水冷却を実施する。また，漏えい箇所の隔離は，残

留熱除去系（低圧注水モード）の注入弁を現場にて閉止する想定としている。 

ＩＳＬＯＣＡ発生に伴い原子炉冷却材が原子炉棟内に漏えいすることで，建

物下層階への漏えい水の滞留並びに高温水及び蒸気による建物内の雰囲気温度，

湿度，圧力及び放射線量の上昇が想定されることから，設備の健全性及び現場

作業の成立性に与える影響を評価した。 

現場の環境評価において想定する事故条件，重大事故等対策に関連する機器

条件及び重大事故等対策に関連する操作条件は，有効性評価の解析と同様であ

り，ＩＳＬＯＣＡはＡ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ラインにて発生

するものとする。 

なお，ＩＳＬＯＣＡがＢ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ラインにて

発生することを想定した場合，破断面積（約 17 ㎝２）及び破断箇所（残留熱除

去系熱交換器フランジ部及び残留熱除去系機器等）はＡ－残留熱除去系（低圧

注水モード）注入ラインの場合と同等であり，原子炉建物における雰囲気温度

等は同程度上昇する。 

Ｃ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン及び低圧炉心スプレイ系注

入ラインにて発生することを想定した場合，漏えい箇所が圧力スイッチ（各ポ

ンプ室）のみであり，漏えい量がＡ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ラ

インのＩＳＬＯＣＡより小規模となるため，原子炉建物における雰囲気温度等

の上昇は，Ａ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ラインのＩＳＬＯＣＡ発

生時よりも小さくなる。 

 

(１）設備の健全性に与える影響について 

有効性評価において，Ａ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ラインにお

けるＩＳＬＯＣＡ発生時に期待する設備は，隔離操作を行う注水弁，原子炉隔

離時冷却系，高圧炉心スプレイ系，Ｂ－残留熱除去系及び逃がし安全弁並びに

関連する計装設備である。 

漏えい量が最も多く環境条件の厳しくなるＡ－残留熱除去系（低圧注水モー

ド）注入ラインでのＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内環境を想定した場合の設

備の健全性への影響について，以下のとおり評価した。なお，有効性評価で想

定した以外の系統（Ｂ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン，Ｃ－残

留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン及び低圧炉心スプレイ系注入ライン）

においてＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内環境を想定した場合でも，表 4-1～

4-4 に示すとおり，ＩＳＬＯＣＡ対応に必要な設備の健全性に影響がないこと

を確認している。 
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 ａ．溢水による影響（別紙８） 

ＩＳＬＯＣＡによる原子炉冷却材の漏えいのうち，Ａ－残留熱除去系圧

力スイッチからの溢水は，漏えい発生区画と隣接する原子炉隔離時冷却系

のポンプ室との境界に水密扉を設置し区画化されているため，原子炉隔離

時冷却系のポンプ室は溢水の影響を受けない。また，Ａ－残留熱除去系熱

交換器からの溢水は，漏えい発生区画で滞留したのちに，隣接区画へ伝播

し，最終滞留箇所であるトーラス室に排出されるが，高圧炉心スプレイ系

及びＢ－残留熱除去系のポンプ室は，トーラス室との境界に水密扉を設置

し区画化されているため，これらのポンプ室は溢水の影響を受けない。ま

た，系統の運転に必要な補機冷却系等の設備も溢水の影響を受けないため，

系統の機能は維持される。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容器内に設置さ

れており，関連計装設備も含め溢水の影響はなく，逃がし安全弁の機能は

維持される。 

 

ｂ．雰囲気温度・湿度による影響（別紙８） 

原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系及びＢ－残留熱除去系のポン

プ室等の溢水の流入がない区画における温度・湿度については，初期値か

ら有意な上昇はないため，系統の運転に必要な補機冷却系等を含め，これ

らの系統機能は維持される。また，隔離操作を行う注水弁（MV222-5A）は，

ＩＳＬＯＣＡ発生時の雰囲気温度・湿度に対し耐性を有していることから，

機能維持される。さらに，逃がし安全弁及び関連する計装設備についても，

区画として分離されている原子炉格納容器内に設置されており，ＩＳＬＯ

ＣＡ発生時の雰囲気温度・湿度に伴う影響はなく，逃がし安全弁の機能は

維持される。 

 

ｃ．放射線による影響（別紙９） 

原子炉減圧時に燃料から追加放出される核分裂生成物の全量が，原子炉

棟内に瞬時に移行するという保守的な条件で評価した結果，東側 PCV ペネ

トレーション室における吸収線量率は最大でも約 8.0mGy/h 程度であり，設

計基準事故対象設備の設計条件である 1.76kGy と比較しても十分な余裕が

あるため，期待している機器の機能維持を妨げることはない。 

 

(２）現場操作の成立性に与える影響について 

有効性評価において，Ａ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時に必要

な現場操作は，Ａ－残留熱除去系の注水弁の閉止操作である。Ｂ－残留熱除去

系，Ｃ－残留熱除去系，低圧炉心スプレイ系でＩＳＬＯＣＡが発生した場合も

現場操作は，注水弁の閉止操作である。 
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ＩＳＬＯＣＡ発生時における原子炉棟内状況概要を図６に，Ａ－残留熱除去

系の注水弁の操作場所，アクセスルート及び漏えい水が伝播する範囲を図７に

示す。また，漏えい水が伝播する範囲の溢水水位を表６に示す。Ａ－残留熱除

去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時は，原子炉棟内の環境を考慮して，漏えいが

発生している階より上階を移動することとしている。 

漏えい量が最も多いＡ－残留熱除去系でのＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内

環境を想定した場合のアクセス性への影響を以下のとおり評価した。 

なお，有効性評価で想定した以外の系統（Ｂ－残留熱除去系（低圧注水モー

ド）注入ライン，Ｃ－残留熱除去系（低圧注水モード）注入ライン及び低圧炉

心スプレイ系注入ライン）においてＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内環境を想

定した場合でも，表 4-1～4-4 に示すとおり，漏えい隔離操作に影響がないこと

を確認している。 

 

ａ．溢水による影響（別紙８） 

図６及び図７に示すとおり，ＩＳＬＯＣＡによる原子炉冷却材漏えいが

発生する階より上階を移動することから，溢水によるアクセス性への影響

はない。また，注水弁は原子炉棟内中１階（EL19.0m）の床面上に設置され

ており，この場所において注水弁の現場閉止操作を実施するが，事象発生

から評価上，現場隔離操作の完了時間として設定している 10 時間までの原

子炉冷却材の流出量は約 600m3であり，原子炉冷却材が全て水として存在す

ると仮定してもアクセスルート上に溢水はなく，操作及び操作場所へのア

クセスへの影響はない。 

 

ｂ．雰囲気温度・湿度による影響（別紙８） 

アクセスルート及び操作場所となる原子炉棟内において，原子炉減圧後

に原子炉棟内環境が静定する事象発生の約９時間後から現場隔離操作の完

了時間として設定している 10 時間後までの温度及び湿度は，最大で約 44℃

及び約 100％である。Ａ－残留熱除去系の注水弁の閉止操作での原子炉棟内

の滞在時間は約 38 分（表５参照）であるため，操作場所へのアクセス及び

操作は可能である。※１ 

なお，操作場所への移動及び現場操作を実施する場合は，保護具（汚染

防護服，耐熱服，個人線量計，作業用長靴，酸素呼吸器，綿手袋，ゴム手

袋）を着用する。 

※１ 想定している作業環境（約 44℃）においては，主に低温やけどが懸

念されるが，一般的に，接触温度と低温やけどになるまでのおおよ

その時間の関係は，44℃で 3時間～4時間として知られている。（出

典：消費者庁 News Release（平成 25 年 2 月 27 日）） 

 

ｃ．放射線による影響（別紙９） 
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原子炉減圧時に燃料から追加放出される核分裂生成物の全量が，原子炉

棟内に瞬時に移行するという，保守的な条件で評価した結果，線量率は最

大で約 8.0mSv/h である。Ａ－残留熱除去系の注水弁の閉止操作での原子炉

棟内の滞在時間は約 38 分※１であるため，作業時間を保守的に１時間と設定

し時間減衰を考慮しない場合においても作業員の受ける実効線量は最大で

約 8.0mSv となる。また，有効性評価において現場操作を開始する事象発生

の約９時間後における線量率は約 1.3mSv/h であり，この場合に作業員の受

ける実効線量は約 1.3mSv となる。 

なお，事故時には原子炉棟内に漏えいした放射性物質の一部は原子炉建

物ブローアウトパネルを通じて環境へ放出されるおそれがあるが，これら

の事故時においては原子炉建物放射能高の信号により中央制御室の換気系

は再循環運転モードとなるため，中央制御室内にいる運転員は過度な被ば

くの影響を受けることはない。 
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表
４
－
１
 
Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
時
の
設
備
の
健
全
性
及
び
対
応
操
作
の
成
立
性
確
認
結
果
（
Ａ
－
残
留
熱
除
去
系
に
お
け
る
Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
発
生
時
）

 

 

上
段
：
機
器
の
操
作
性

 

下
段
：
機
器
の
機
能
維
持

 

対
応
手
順

 

逃
が
し
安
全
弁
に
よ
る
 

原
子
炉
減
圧
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
及
び
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
原
子
炉
注
水

 

残
留
熱
除
去
系
（
サ
プ
レ

ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷

却
モ
ー
ド
）
に
よ
る
原
子

炉
格
納
容
器
除
熱
 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉

停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
に

よ
る
原
子
炉
除
熱

 
漏
え
い
箇
所
隔
離
操
作

 

機
器

 
逃
が
し
安
全
弁
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系

 
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系

 
Ｂ
－
残
留
熱
除
去
系
 

Ｂ
－
残
留
熱
除
去
系

 
注
水
弁
（

MV
22
2-

5A
）

 

設
置
場
所

 
原
子
炉
格
納
容
器
内
 

原
子
炉
建
物

(E
L1
.3
m)
 

原
子
炉
建
物

(E
L1
.3
m)
 

原
子
炉
建
物

(E
L1
.3
m)
 

原
子
炉
建
物

(E
L1
.3
m)
 

東
側
Ｐ
Ｃ
Ｖ
ﾍﾟ
ﾈﾄ
ﾚｰ
ｼｮ
ﾝ室

（
E
L1
9m
）
 

時
間

 
事
象
発
生

3
0
分
後
 

事
象
発
生
か
ら
減
圧
ま
で

 
事
象
発
生
後
 

事
象
発
生

4
0
分
後
 

事
象
発
生

2
時
間
後
 

事
象
発
生

9
時
間
 

溢
水
評
価

 
・

中
央
制
御

室
か
ら

の
操
作
の

た
め
，
操
作
可
能
で
あ
る
。
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左

 
・
隔
離
操
作
場
所
及
び
そ
の
ア
ク
セ
ス
ル

ー
ト
に
つ
い
て
は
，
Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
に

よ
り
漏
え
い
が
発
生
す
る
機
器
の
設
置

さ
れ
て
い
る
フ
ロ
ア
よ
り
も
上
層
に
位

置
し
て
い
る
た
め
，
溢
水
の
影
響
を
受

け
ず
，
隔
離
操
作
及
び
操
作
場
所
へ
の

ア
ク
セ
ス
は
可
能
で
あ
る
。
 

・
逃
が
し
安

全
弁
は

原
子
炉
格

納
容
器

内
に

設
置
さ

れ
て
お

り
，
関

連
計

装
品
も

含
め
影

響
は
な
い
。
 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
が

 

設
置
さ
れ
て
い
る
区
画
で

 

溢
水
は
発
生
し
な
い
。

 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ

系
が
設
置
さ
れ
て
い

る
区
画
で
溢
水
は
発

生
し
な
い
。
 

・
Ｂ
－
残
留
熱
除
去
系
が

設
置

さ
れ

て
い

る
区

画
で

溢
水

は
発

生
し

な
い
。
 

・
Ｂ
－
残
留
熱
除
去
系
が

設
置

さ
れ

て
い

る
区

画
で

溢
水

は
発

生
し

な
い
。
 

雰
囲
気
温

度
・
湿
度

評
価

 

・
中
央
制
御

室
か
ら

の
操
作
の

た
め
，
操
作
可
能
で
あ
る
。
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左

 
・

原
子

炉
建

物
内

温
度

は
約

4
4
℃

の
た

め
，
隔
離
操
作
及
び
操
作
場
所
へ
の
ア

ク
セ
ス
は
可
能
で
あ
る
。
 

・
逃
が
し
安

全
弁
は

原
子
炉
格

納
容
器

内
に

設
置
さ

れ
て
お

り
，
関

連
計

装
品
も

含
め
影

響
は
な
い
。
 

・
雰
囲
気
温
度
・
湿
度
に
対

し
て
原
子
炉
隔
離
時
冷
却

系
の
耐
性
が
十
分
に
あ
る

た
め
，
機
能
維
持
さ
れ
る
。 

・
雰
囲
気
温
度

・
湿
度

に
対
し
て
高
圧
炉
心

ス
プ
レ
イ
系
の
耐
性

が
十

分
に

あ
る

た

め
，
機
能
維
持
さ
れ

る
。
 

・
雰
囲
気
温
度
・
湿
度
に

対
し

て
Ｂ

－
残

留
熱

除
去

系
の

耐
性

が
十

分
に
あ
る
た
め
，
機
能

維
持
さ
れ
る
。
 

・
雰
囲
気
温
度
・
湿
度
に

対
し

て
Ｂ

－
残

留
熱

除
去

系
の

耐
性

が
十

分
に
あ
る
た
め
，
機
能

維
持
さ
れ
る
。

 

放
射
線
量

評
価

 

・
中
央
制
御

室
か
ら

の
操
作
の

た
め
，
操
作
可
能
で
あ
る
。
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左

 
・
線
量
率
約

1
.3
mS
v/
h
に
対
し
て
，
操
作

時
間
（
移
動
時
間
含
む
）
を
約
１
時
間

と
想
定
し
た
場
合
で
も
，
実
効
線
量
は

約
1
.3
mS
v
で
あ
る
た
め
，
隔
離
操
作
及

び
操
作
場
所
へ
の
ア
ク
セ
ス
は
可
能
で

あ
る
。
 

・
逃
が
し
安

全
弁
は

原
子
炉
格

納
容
器

内
に

設
置
さ

れ
て
お

り
，
関

連
計

装
品
も

含
め
影

響
は
な
い
。
 

・
放
射
線
量
に
対
し
て
原
子
 

炉
隔
離
時
冷
却
系
の
耐
性

が
十
分
に
あ
る
た
め
，
機

能
維
持
さ
れ
る
。

 

・
放
射
線
量
に
対
し
て

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ

系
の
耐
性
が
十
分
に

あ
る
た
め
，

機
能
維

持
さ
れ
る
。
 

・
放
射
線
量
に
対
し
て
Ｂ

－
残

留
熱

除
去

系
の

耐
性

が
十

分
に

あ
る

た
め
，
機
能
維
持
さ
れ

る
。
 

・
放
射
線
量
に
対
し
て
Ｂ

－
残

留
熱

除
去

系
の

耐
性

が
十

分
に

あ
る

た
め
，
機
能
維
持
さ
れ

る
。
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表
４
－
２

 
Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
時
の
設
備
の
健
全
性
及
び
対
応
操
作
の
成
立
性
確
認
結
果
（
Ｂ
－
残
留
熱
除
去
系
に
お
け
る
Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
発
生
時
）

 

 

上
段
：
機
器
の
操
作
性

 

下
段
：
機
器
の
機
能
維
持

 

対
応
手
順

 

逃
が
し
安
全
弁
に
よ
る
 

原
子
炉
減
圧
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
及
び
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
原
子
炉
注
水

 

残
留
熱
除
去
系
（
サ
プ
レ

ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷

却
モ
ー
ド
）
に
よ
る
原
子

炉
格
納
容
器
除
熱
 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉

停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
に

よ
る
原
子
炉
除
熱

 
漏
え
い
箇
所
隔
離
操
作

 

機
器

 
逃
が
し
安
全
弁
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系

 
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系

 
Ａ
－
残
留
熱
除
去
系
 

Ａ
－
残
留
熱
除
去
系

 
注
水
弁
（

MV
22

2-
5B
）

 

設
置
場
所

 
原
子
炉
格
納
容
器
内
 

原
子
炉
建
物

(E
L1
.3
m)
 

原
子
炉
建
物

(E
L1
.3
m)
 

原
子
炉
建
物

(E
L1
.3
m)
 

原
子
炉
建
物

(E
L1
.3
m)
 

西
側
Ｐ
Ｃ
Ｖ
ﾍﾟ
ﾈﾄ
ﾚｰ
ｼｮ
ﾝ室

（
E
L2

3.
8
m）

 

時
間

 
事
象
発
生

3
0
分
後
 

事
象
発
生
か
ら
減
圧
ま
で

 
事
象
発
生
後
 

事
象
発
生

4
0
分
後
 

事
象
発
生

2
時
間
後
 

事
象
発
生

9
時
間
 

溢
水
評
価

 
・

中
央
制
御

室
か
ら

の
操
作
の

た
め
，
操
作
可
能
で
あ
る
。
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左

 
・
隔
離
操
作
場
所
及
び
そ
の
ア
ク
セ
ス
ル

ー
ト
に
つ
い
て
は
，
Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
に

よ
り
漏
え
い
が
発
生
す
る
機
器
の
設
置

さ
れ
て
い
る
フ
ロ
ア
よ
り
も
上
層
に
位

置
し
て
い
る
た
め
，
溢
水
の
影
響
を
受

け
ず
，
隔
離
操
作
及
び
操
作
場
所
へ
の

ア
ク
セ
ス
は
可
能
で
あ
る
。
 

・
逃
が
し
安

全
弁
は

原
子
炉
格

納
容
器

内
に

設
置
さ

れ
て
お

り
，
関

連
計

装
品
も

含
め
影

響
は
な
い
。
 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
が

 

設
置
さ
れ
て
い
る
区
画
で

溢
水
は
発
生
し
な
い
。

 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ

系
が
設
置
さ
れ
て
い

る
区
画
で
溢
水
は
発

生
し
な
い
。
 

・
Ａ
－
残
留
熱
除
去
系
が

設
置

さ
れ

て
い

る
区

画
で

溢
水

は
発

生
し

な
い
。
 

・
Ａ
－
残
留
熱
除
去
系
が

設
置

さ
れ

て
い

る
区

画
で

溢
水

は
発

生
し

な
い
。
 

雰
囲
気
温

度
・
湿
度

評
価

 

・
中
央
制
御

室
か
ら

の
操
作
の

た
め
，
操
作
可
能
で
あ
る
。
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左

 
・

原
子

炉
建

物
内

温
度

は
約

44
℃

の
た

め
，
隔
離
操
作
及
び
操
作
場
所
へ
の
ア

ク
セ
ス
は
可
能
で
あ
る
。
 

・
逃
が
し
安

全
弁
は

原
子
炉
格

納
容
器

内
に

設
置
さ

れ
て
お

り
，
関

連
計

装
品
も

含
め
影

響
は
な
い
。
 

・
雰
囲
気
温
度
・
湿
度
に
対

し
て
原
子
炉
隔
離
時
冷
却

系
の
耐
性
が
十
分
に
あ
る

た
め
，
機
能
維
持
さ
れ
る
。 

・
雰
囲
気
温
度

・
湿
度

に
対
し
て
高
圧
炉
心

ス
プ
レ
イ
系
の
耐
性

が
十

分
に

あ
る

た

め
，
機
能
維
持
さ
れ

る
。
 

・
雰
囲
気
温
度
・
湿
度
に

対
し

て
Ａ

－
残

留
熱

除
去

系
の

耐
性

が
十

分
に
あ
る
た
め
，
機
能

維
持
さ
れ
る
。
 

・
雰
囲
気
温
度
・
湿
度
に

対
し

て
Ａ

－
残

留
熱

除
去

系
の

耐
性

が
十

分
に
あ
る
た
め
，
機
能

維
持
さ
れ
る
。

 

放
射
線
量

評
価

 

・
中
央
制
御

室
か
ら

の
操
作
の

た
め
，
操
作
可
能
で
あ
る
。
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左

 
・
線
量
率

1
mS
v/
h
未
満
で
あ
り
，
隔
離
操

作
及
び
操
作
場
所
へ
の
ア
ク
セ
ス
は
可

能
で
あ
る
。
 

・
逃
が
し
安

全
弁
は

原
子
炉
格

納
容
器

内
に

設
置
さ

れ
て
お

り
，
関

連
計

装
品
も

含
め
影

響
は
な
い
。
 

・
放
射
線
量
に
対
し
て
原
子
 

炉
隔
離
時
冷
却
系
の
耐
性

が
十
分
に
あ
る
た
め
，
機

能
維
持
さ
れ
る
。

 

・
放
射
線
量
に
対
し
て

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ

系
の
耐
性
が
十
分
に

あ
る
た
め
，

機
能
維

持
さ
れ
る
。
 

・
放
射
線
量
に
対
し
て
Ａ

－
残

留
熱

除
去

系
の

耐
性

が
十

分
に

あ
る

た
め
，
機
能
維
持
さ
れ

る
。
 

・
放
射
線
量
に
対
し
て
Ａ

－
残

留
熱

除
去

系
の

耐
性

が
十

分
に

あ
る

た
め
，
機
能
維
持
さ
れ

る
。
 

1.3-135
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表
４
－
３

 
Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
時
の
設
備
の
健
全
性
及
び
対
応
操
作
の
成
立
性
確
認
結
果
（
Ｃ
－
残
留
熱
除
去
系
に
お
け
る
Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
発
生
時
）

 

 

上
段
：
機
器
の
操
作
性

 

下
段
：
機
器
の
機
能
維
持

 

対
応
手
順

 

逃
が
し
安
全
弁
に
よ
る
 

原
子
炉
減
圧
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
及
び
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
原
子
炉
注
水

 

残
留
熱
除
去
系
（
サ
プ
レ

ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷

却
モ
ー
ド
）
に
よ
る
原
子

炉
格
納
容
器
除
熱
 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉

停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
に

よ
る
原
子
炉
除
熱

 
漏
え
い
箇
所
隔
離
操
作

 

機
器

 
逃
が
し
安
全
弁
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系

 
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系

 
Ａ

(Ｂ
)
-残

留
熱
除
去
系
 

Ａ
(Ｂ

)
-残

留
熱
除
去
系

 
注
水
弁
（

MV
22
2-

5C
）

 

設
置
場
所

 
原
子
炉
格
納
容
器
内
 

原
子
炉
建
物

(E
L1
.3
m)
 

原
子
炉
建
物

(E
L1

.3
m)
 

原
子
炉
建
物

(E
L1
.3
m)
 

原
子
炉
建
物

(E
L1
.3
m)
 

西
側
Ｐ
Ｃ
Ｖ
ﾍﾟ
ﾈﾄ
ﾚｰ
ｼｮ
ﾝ室

（
E
L2
3.
8
m）

 

時
間

 
事
象
発
生

3
0
分
後
 

事
象
発
生
か
ら
減
圧
ま
で

 
事
象
発
生
後
 

事
象
発
生

4
0
分
後
 

事
象
発
生

2
時
間
後
 

事
象
発
生

9
時
間
 

溢
水
評
価

 
・

中
央
制
御

室
か
ら

の
操
作
の

た
め
，
操
作
可
能
で
あ
る
。
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左

 
・
隔
離
操
作
場
所
及
び
そ
の
ア
ク
セ
ス
ル

ー
ト
に
つ
い
て
は
，
Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
に

よ
り
漏
え
い
が
発
生
す
る
機
器
の
設
置

さ
れ
て
い
る
フ
ロ
ア
よ
り
も
上
層
に
位

置
し
て
い
る
た
め
，
溢
水
の
影
響
を
受

け
ず
，
隔
離
操
作
及
び
操
作
場
所
へ
の

ア
ク
セ
ス
は
可
能
で
あ
る
。
 

・
逃
が
し
安

全
弁
は

原
子
炉
格

納
容
器

内
に

設
置
さ

れ
て
お

り
，
関

連
計

装
品
も

含
め
影

響
は
な
い
。
 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
が

 

設
置
さ
れ
て
い
る
区
画
で

溢
水
は
発
生
し
な
い
。

 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ

系
が
設
置
さ
れ
て
い

る
区
画
で
溢
水
は
発

生
し
な
い
。
 

・
Ａ

(
Ｂ

)-
残

留
熱

除
去

系
が

設
置

さ
れ

て
い

る
区

画
で

溢
水

は
発

生
し
な
い
。
 

・
Ａ

(
Ｂ

)-
残

留
熱

除
去

系
が

設
置

さ
れ

て
い

る
区

画
で

溢
水

は
発

生
し
な
い
。

 

雰
囲
気
温

度
・
湿
度

評
価

 

・
中
央
制
御

室
か
ら

の
操
作
の

た
め
，
操
作
可
能
で
あ
る
。
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左

 
・
原
子
炉
建
物
内
温
度
は
約

44
℃
未
満
で

推
移
す
る
た
め
，
隔
離
操
作
及
び
操
作

場
所
へ
の
ア
ク
セ
ス
は
可
能
で
あ
る
。

 

・
逃
が
し
安

全
弁
は

原
子
炉
格

納
容
器

内
に

設
置
さ

れ
て
お

り
，
関

連
計

装
品
も

含
め
影

響
は
な
い
。
 

・
雰
囲
気
温
度
・
湿
度
に
対

し
て
原
子
炉
隔
離
時
冷
却

系
の
耐
性
が
十
分
に
あ
る

た
め
，
機
能
維
持
さ
れ
る
。 

・
雰
囲
気
温
度

・
湿
度

に
対
し
て
高
圧
炉
心

ス
プ
レ
イ
系
の
耐
性

が
十

分
に

あ
る

た

め
，
機
能
維
持
さ
れ

る
。
 

・
雰
囲
気
温
度
・
湿
度
に

対
し

て
Ａ

(
Ｂ

)
-
残

留

熱
除

去
系

の
耐

性
が

十
分
に
あ
る
た
め
，
機

能
維
持
さ
れ
る
。
 

・
雰
囲
気
温
度
・
湿
度
に

対
し

て
Ａ

(
Ｂ

)
-
残

留

熱
除

去
系

の
耐

性
が

十
分
に
あ
る
た
め
，
機

能
維
持
さ
れ
る
。

 

放
射
線
量

評
価

 

・
中
央
制
御

室
か
ら

の
操
作
の

た
め
，
操
作
可
能
で
あ
る
。
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左

 
・
線
量
率

1
mS
v/
h
未
満
で
あ
り
，
隔
離
操

作
及
び
操
作
場
所
へ
の
ア
ク
セ
ス
は
可

能
で
あ
る
。
 

・
逃
が
し
安

全
弁
は

原
子
炉
格

納
容
器

内
に

設
置
さ

れ
て
お

り
，
関

連
計

装
品
も

含
め
影

響
は
な
い
。
 

・
放
射
線
量
に
対
し
て
原
子
 

炉
隔
離
時
冷
却
系
の
耐
性

が
十
分
に
あ
る
た
め
，
機

能
維
持
さ
れ
る
。

 

・
放
射
線
量
に
対
し
て

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ

系
の
耐
性
が
十
分
に

あ
る
た
め
，

機
能
維

持
さ
れ
る
。
 

・
放
射
線
量
に
対
し
て
Ａ

(
Ｂ

)
-
残

留
熱

除
去

系

の
耐

性
が

十
分

に
あ

る
た
め
，
機
能
維
持
さ

れ
る
。
 

・
放
射
線
量
に
対
し
て
Ａ

(
Ｂ

)
-
残

留
熱

除
去

系

の
耐

性
が

十
分

に
あ

る
た
め
，
機
能
維
持
さ

れ
る
。
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表
４
－
４

 
Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
時
の
設
備
の
健
全
性
及
び
対
応
操
作
の
成
立
性
確
認
結
果
（
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
お
け
る
Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
発
生
時
）

 

 

上
段
：
機
器
の
操
作
性

 

下
段
：
機
器
の
機
能
維
持

 

対
応
手
順

 

逃
が
し
安
全
弁
に
よ
る
 

原
子
炉
減
圧
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
及
び
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る
原
子
炉
注
水

 

残
留
熱
除
去
系
（
サ
プ
レ

ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷

却
モ
ー
ド
）
に
よ
る
原
子

炉
格
納
容
器
除
熱
 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉

停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
に

よ
る
原
子
炉
除
熱

 
漏
え
い
箇
所
隔
離
操
作

 

機
器

 
逃
が
し
安
全
弁
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系

 
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系

 
Ａ

(Ｂ
)
-残

留
熱
除
去
系
 

Ａ
(Ｂ

)
-残

留
熱
除
去
系

 
注
水
弁
（

MV
22
3-

2）
 

設
置
場
所

 
原
子
炉
格
納
容
器
内
 

原
子
炉
建
物

(E
L1
.3
m)
 

原
子
炉
建
物

(E
L1
.3
m)
 

原
子
炉
建
物

(E
L1
.3
m)
 

原
子
炉
建
物

(E
L1
.3
m)
 

南
側
Ｐ
Ｃ
Ｖ
ﾍﾟ
ﾈﾄ
ﾚｰ
ｼｮ
ﾝ室

（
E
L1
9.
5
m）

 

時
間

 
事
象
発
生

3
0
分
後
 

事
象
発
生
か
ら
減
圧
ま
で

 
事
象
発
生
後
 

事
象
発
生

4
0
分
後
 

事
象
発
生

2
時
間
後
 

事
象
発
生

9
時
間
 

溢
水
評
価

 
・

中
央
制
御

室
か
ら

の
操
作
の

た
め
，
操
作
可
能
で
あ
る
。
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左

 
・
隔
離
操
作
場
所
及
び
そ
の
ア
ク
セ
ス
ル

ー
ト
に
つ
い
て
は
，
Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ

に

よ
り
漏
え
い
が
発
生
す
る
機
器
の
設
置

さ
れ
て
い
る
フ
ロ
ア
よ
り
も
上
層
に
位

置
し
て
い
る
た
め
，
溢
水
の
影
響
を
受

け
ず
，
隔
離
操
作
及
び
操
作
場
所
へ
の

ア
ク
セ
ス
は
可
能
で
あ
る
。
 

・
逃
が
し
安

全
弁
は

原
子
炉
格

納
容
器

内
に

設
置
さ

れ
て
お

り
，
関

連
計

装
品
も

含
め
影

響
は
な
い
。
 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
が

 

設
置
さ
れ
て
い
る
区
画
で

溢
水
は
発
生
し
な
い
。

 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ

系
が
設
置
さ
れ
て
い

る
区
画
で
溢
水
は
発

生
し
な
い
。
 

・
Ａ

(
Ｂ

)-
残

留
熱

除
去

系
が

設
置

さ
れ

て
い

る
区

画
で

溢
水

は
発

生
し
な
い
。
 

・
Ａ

(
Ｂ

)-
残

留
熱

除
去

系
が

設
置

さ
れ

て
い

る
区

画
で

溢
水

は
発

生
し
な
い
。

 

雰
囲
気
温

度
・
湿
度

評
価

 

・
中
央
制
御

室
か
ら

の
操
作
の

た
め
，
操
作
可
能
で
あ
る
。
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左

 
・
原
子
炉
建
物
内
温
度
は
約

44
℃
未
満
で

推
移
す
る
た
め
，
隔
離
操
作
及
び
操
作

場
所
へ
の
ア
ク
セ
ス
は
可
能
で
あ
る
。

 

・
逃
が
し
安

全
弁
は

原
子
炉
格

納
容
器

内
に

設
置
さ

れ
て
お

り
，
関

連
計

装
品
も

含
め
影

響
は
な
い
。
 

・
雰
囲
気
温
度
・
湿
度
に
対

し
て
原
子
炉
隔
離
時
冷
却

系
の
耐
性
が
十
分
に
あ
る

た
め
，
機
能
維
持
さ
れ
る
。 

・
雰
囲
気
温
度

・
湿
度

に
対
し
て
高
圧
炉
心

ス
プ
レ
イ
系
の
耐
性

が
十

分
に

あ
る

た

め
，
機
能
維
持
さ
れ

る
。
 

・
雰
囲
気
温
度
・
湿
度
に

対
し

て
Ａ

(
Ｂ

)
-
残

留

熱
除

去
系

の
耐

性
が

十
分
に
あ
る
た
め
，
機

能
維
持
さ
れ
る
。
 

・
雰
囲
気
温
度
・
湿
度
に

対
し

て
Ａ

(
Ｂ

)
-
残

留

熱
除

去
系

の
耐

性
が

十
分
に
あ
る
た
め
，
機

能
維
持
さ
れ
る
。

 

放
射
線
量

評
価

 

・
中
央
制
御

室
か
ら

の
操
作
の

た
め
，
操
作
可
能
で
あ
る
。
 

同
左
 

同
左
 

同
左
 

同
左

 
・
線
量
率

1
mS
v/
h
未
満
で
あ
り
，
隔
離
操

作
及
び
操
作
場
所
へ
の
ア
ク
セ
ス
は
可

能
で
あ
る
。
 

・
逃
が
し
安

全
弁
は

原
子
炉
格

納
容
器

内
に

設
置
さ

れ
て
お

り
，
関

連
計

装
品
も

含
め
影

響
は
な
い
。
 

・
放
射
線
量
に
対
し
て
原
子

 

炉
隔
離
時
冷
却
系
の
耐
性

が
十
分
に
あ
る
た
め
，
機

能
維
持
さ
れ
る
。

 

・
放
射
線
量
に
対
し
て

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ

系
の
耐
性
が
十
分
に

あ
る
た
め
，
機
能
維

持
さ
れ
る
。
 

・
放
射
線
量
に
対
し
て
Ａ

(
Ｂ

)
-
残

留
熱

除
去

系

の
耐

性
が

十
分

に
あ

る
た
め
，
機
能
維
持
さ

れ
る
。
 

・
放
射
線
量
に
対
し
て
Ａ

(
Ｂ

)
-
残

留
熱

除
去

系

の
耐

性
が

十
分

に
あ

る
た
め
，
機
能
維
持
さ

れ
る
。
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表
５
 
Ｉ
Ｓ
Ｌ
Ｏ
Ｃ
Ａ
発
生
時
の
現
場
滞
在
時
間
及
び
操
作
の
想
定
時
間

 

 
Ａ
－
残
留
熱
除
去
系
注
水
弁
 

隔
離
操
作
の
場
合
 

Ｂ
－
残
留
熱
除
去
系
注
水
弁
 

隔
離
操
作
の
場
合
 

Ｃ
－
残
留
熱
除
去
系
注
水
弁
 

隔
離
操
作
の
場
合
 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
注
水
弁

 

隔
離
操
作
の
場
合
 

注
水
弁
の
閉
止
操
作
で
の
 

原
子
炉
棟
内
の
滞
在
時
間
 

約
38

分
※
２
 

約
37

分
※
２
 

約
3
7
分

※
２
 

約
4
1
分

※
２
 

想
定
時
間
 

（
所
要
時
間
目
安
）
 

１
時
間
 

（
所
要
時
間
目
安

40
分
）
 

1
時
間
 

（
所
要
時
間
目
安

39
分
）
 

1
時
間
 

（
所
要
時
間
目
安

3
9
分
）
 

1
時
間
 

（
所
要
時
間
目
安

4
2
分
）
 

(1
)移

動
：
 

所
要
時
間
目
安
時
間
２
分
（
移
 

動
経
路
：
原
子
炉
棟
地
上
１
階
 

（
第
２
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
）
 

か
ら
原
子
炉
棟
地
上
２
階
（
東
 

側
エ
ア
ロ
ッ
ク
）
 

(2
)移

動
：
 

所
要
時
間
目
安
時
間
７
分
（
移
 

動
経
路
：
原
子
炉
棟
地
上
２
階
 

（
東
側
エ
ア
ロ
ッ
ク
か
ら
原
 

子
炉
棟
地
上
中
１
階
（
東
側
Ｐ
 

Ｃ
Ｖ
ペ
ネ
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
室
）
 

の
往
復
 

(3
)注

水
弁
隔
離
操
作
：
 

所
要
時
間
時
間

31
分
（
操
作

対
象

１
弁

：
原

子
炉

棟
地

上

中
１

階
（

東
側

Ｐ
Ｃ

Ｖ
ペ

ネ

ト
レ
ー
シ
ョ
ン
室
）
 

(1
)移

動
：
 

所
要
時
間
目
安
時
間
２
分
（
移
 

動
経
路
：
原
子
炉
棟
地
上
１
階

 

（
第
２
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
）
 

か
ら
原
子
炉
棟
地
上
２
階
（
東
 

側
エ
ア
ロ
ッ
ク
）
 

(2
)移

動
：
 

所
要
時
間
目
安
時
間
６
分
（
移
 

動
経
路
：
原
子
炉
棟
地
上
２
階

 

（
東
側
エ
ア
ロ
ッ
ク
か
ら
原
 

子
炉
棟
地
上
２
階
（
西
側
Ｐ
Ｃ

 

Ｖ
ペ
ネ
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
室
）
の

 

往
復
 

(3
)注

水
弁
隔
離
操
作
：
 

所
要
時
間
時
間

31
分
（
操
作
 

対
象
１
弁
：
原
子
炉
棟
地
上
２
 

階
（
西
側
Ｐ
Ｃ
Ｖ
ペ
ネ
ト
レ
ー

 

シ
ョ
ン
室
）
 

(1
)移

動
：
 

所
要
時
間
目
安
時
間
２
分
（
移

 

動
経
路
：
原
子
炉
棟
地
上
１
階

 

（
第
２
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
）
 

か
ら
原
子
炉
棟
地
上
２
階
（
東

 

側
エ
ア
ロ
ッ
ク
）
 

(2
)移

動
：
 

所
要
時
間
目
安
時
間
６
分
（
移
 

動
経
路
：
原
子
炉
棟
地
上
２
階

 

（
東
側
エ
ア
ロ
ッ
ク
か
ら
原
 

子
炉
棟
地
上
２
階
（
西
側
Ｐ
Ｃ

 

Ｖ
ペ
ネ
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
室
）
の

 

往
復
 

(3
)注

水
弁
隔
離
操
作
：
 

所
要
時
間
時
間

31
分
（
操
作
 

対
象
１
弁
：
原
子
炉
棟
地
上
２
 

階
（
西
側
Ｐ
Ｃ
Ｖ
ペ
ネ
ト
レ
ー

 

シ
ョ
ン
室
）
 

(
1
)移

動
：
 

所
要
時
間
目
安
時
間
１
分
（
 

移
動
経
路
：
原
子
炉
棟
地
上
１

 

階
（
第
２
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

 

）
か

ら
原

子
炉

棟
地

上
１

階

（
東
側
エ
ア
ロ
ッ
ク
）
 

(
2
)移

動
：
 

所
要
時
間
目
安
時
間

1
0
分（

移
 

動
経
路
：
原
子
炉
棟
地
上
１
階
 

（
東
側
エ
ア
ロ
ッ
ク
か
ら
原
 

子
炉
棟
地
上
１
階
（
南
側
Ｐ
Ｃ

 

Ｖ
ペ
ネ
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
室
）
の

 

往
復
 

(
3
)注

水
弁
隔
離
操
作
：
 

所
要
時
間
時
間

31
分
（
操
作
 

対
象
１
弁
：
原
子
炉
棟
地
上
１
 

階
（
南
側
Ｐ
Ｃ
Ｖ
ペ
ネ
ト
レ
ー

 

シ
ョ
ン
室
）
 

※
２
 
以
下
作
業
時
間
の
う
ち
，

(2
)及

び
(3
)を

足
し
た
時
間
が
，
原
子
炉
棟
内
の
滞
在
時
間
と
な
る
。
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図６ Ａ－残留熱除去系 原子炉棟内状況概要 

図７ Ａ－残留熱除去系 溢水範囲(１／２) 

ハッチ開口部

Ａ－残留熱除去系熱交換器 

圧力計 
その他ポンプ室 

トーラス室

Ａ－残留熱除去系 

熱交換器室 
周回通路 注水弁

アクセス用梯子

Ａ－残留熱除去ポンプ室
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1.3-139
1.3-139



                    

図７ Ａ－残留熱除去系 溢水範囲(２／２) 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表６ Ａ－残留熱除去系 溢水水位 

破断箇所 漏えい量[m3]※1 
伝播する区画 

（EL[m]） 

溢水水位 

（FL+[m]※2） 

Ａ－残留熱除去系 

熱交換器 
560 

１階 

（15.3[m]） 
0.17※3 

地下２階 

（1.3[m]） 
0.65 Ａ－残留熱除去系 

圧力スイッチ 
35 

※１ 事象発生 10 時間後の溢水量 

※２ 伝播を考慮した水位 

※３ ハッチからの排出評価を実施 

 

(３）結  論 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内環境を想定した場合でも，ＩＳＬＯＣＡ対応

に必要な設備の健全性は維持される。また，中央制御室の確認操作に失敗した場

合でも，現場での隔離操作が可能であることを確認した。 

 

６. 敷地境界の実効線量評価について 

ＩＳＬＯＣＡの発生後，原子炉棟が加圧され原子炉建物ブローアウトパネルが

開放された場合，原子炉棟内に放出された核分裂生成物が原子炉建物ブローアウ

トパネルから大気中に放出されるため，この場合における敷地境界の実効線量を

評価した。 

その結果，敷地境界における実効線量は約 3.9mSv となった。 
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別紙１ 

 

Ａ，Ｂ－残留熱除去系電動弁作動試験について 

 

この試験は，保安規定第 39 条に基づく試験であり，原子炉の状態が運転，

起動又は高温停止において 1箇月に 1回の頻度で実施する。 

 

保安規定第39条（抜粋） 

低圧注水系（格納容器冷却系）の注水弁，ドライウェルスプレイ弁，トーラス

スプレイ弁，残留熱除去系テスト弁および試験可能逆止弁が開することを確認

する。また，動作確認後，動作確認に際して作動した弁の開閉状態および主要

配管が満水であることを確認する。 
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別紙２ 

 

熱交換器からの漏えいの可能性について 

 

 既工認から設計上の裕度を算出し，裕度が２以上の部位を除く水室フランジ，

水室フランジボルト，管板，伝熱管について，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力

（7.4MPa[gage]＊）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷された

条件下で破損が発生しないことを以下のとおり確認した。 

＊ 弁開放直後の圧力上昇に比べ，弁開放から 10 秒程度以降の構造材の温度上昇

に伴う耐力低下の方が，系統全体への影響が大きいため，静定圧力を採用し

た。 

 

１．強度評価 

1.1 評価部位の選定 

既工認から設計上の裕度を算出し，裕度が２以上の部位を除く水室フランジ，

水室フランジボルト，管板，伝熱管について評価した。 

 

1.2 評価方法 

（１）水室フランジ（ボルト含む） 

日本工業規格 JIS B8265「圧力容器の構造－一般事項」を適用してボルト

の必要な断面積及び許容応力を算出した。その結果，ボルトの実機の断面積は

ボルトの必要な断面積以上であり，かつ発生応力が許容応力以下であることを

確認した。 

 

（２）管板 

管板は，JSME 設計・建設規格 PVC-3510「管穴の中心間距離および管板の厚

さの規定」の手法を適用して評価を行い，管板の必要な厚さは，実機の最小厚

さより小さいため，問題ないことを確認した。 

 

（３）伝熱管 

伝熱管の評価は，JSME 設計・建設規格 PVC-3610「管台の厚さの規定」の手

法を適用して評価を行い，伝熱管の必要な厚さは，実機の最小厚さより小さい

ため，問題ないことを確認した。 

 

1.3 評価結果 

残留熱除去系熱交換器の各部位について評価した結果，実機の値は判定基準を

満足し，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa[gage]）及び原子炉冷却材温度（288℃）

が同時に継続して負荷された条件下で破損せず，漏えいは発生しないことを確認

した。 

1.3-143
1.3-143



 

別紙３ 

 

逃がし弁からの漏えいの可能性について 

 

逃がし弁について，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa[gage]＊）及び原子炉

冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷された条件下で破損が発生しないこ

とを以下のとおり確認した。 

＊弁開放直後の圧力上昇に比べ，弁開放から 10 秒程度以降の構造材の温度上

昇に伴う耐力低下の方が，系統全体への影響が大きいため，静定圧力を採用

した。 

 

１．強度評価 

1.1 評価部位 

逃がし弁については，隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時において吹き

出し前に加圧される弁座，弁体及び入口配管並びに吹き出し後に加圧される弁

耐圧部及び弁耐圧部の接合部について評価した。 

 

1.2 評価方法 

隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時には 7.4MPa[gage]になる前に逃がし

弁が吹き出し，圧力は低下すると考えられるが，ここでは，逃がし弁の吹き出し

前に加圧される箇所と吹き出し後に加圧される箇所ともに 7.4MPa[gage]，288℃

になるものとして評価する。 

 

（１）弁座の評価 

設計・建設規格には安全弁に関する強度評価手法の記載がない。弁座は円

筒型の形状であることから，設計・建設規格「VVC-3230 耐圧部に取り付く

管台の必要最小厚さ」を準用し，計算上必要な厚さを算出し，実機の最小厚

さが計算上必要な厚さ以上であることを確認した。 

 

（２）弁体の評価 

設計・建設規格には安全弁に関する強度評価手法の記載がない。弁体の中

心部を弁棒で支持されており，外周付近は構造上拘束されていることから，

弁体下面にかかる圧力（7.4MPa[gage]）が全て弁体の最小肉厚部に作用する

として発生するせん断応力を算出し，許容せん断応力以下であることを確認

した。 

 

（３）弁本体の耐圧部の評価 
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設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」を適用し必要な最

小厚さを算出し，実機の最小厚さが計算上必要な厚さ以上であることを確認

した。 

 

 

（４）弁耐圧部の接合部の評価 

   ボンネットボルトの内圧と熱による伸び量及びボンネットフランジと弁 

箱フランジの熱による伸び量を算出した。その結果，ボンネットボルトの 

伸び量からボンネットフランジと弁箱フランジの伸び量を差し引いた伸び 

量がマイナスであり，弁耐圧部の接合部が圧縮されることになるが，ボン 

ネットフランジとリフト制限板がメタルタッチしており，それ以上ガスケ 

ットが圧縮しない構造となっていることから，ボンネットナット座面及び 

ボンネットフランジとリフト制限板の合わせ面の発生応力が許容応力以下 

であり，評価した部位は破損せず漏えいは発生しないことを確認した。 

 

1.3 評価結果 

逃がし弁の各部位について評価した結果，実機の値は判定基準を満足し，Ｉ

ＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa[gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同

時に継続して負荷された条件下で破損せず，漏えいは発生しないことを確認し

た。
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別紙４ 

 

弁（逃がし弁を除く。）からの漏えいの可能性について 

 

逃がし弁を除く弁について，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa［gage］＊）

及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷された条件下で破損が発

生しないことを以下のとおり確認した。 

＊弁開放直後の圧力上昇に比べ，弁開放から 10 秒程度以降の構造材の温度上

昇に伴う耐力低下の方が，系統全体への影響が大きいため，静定圧力を採用

した。 

 

評価対象弁について隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時の圧力，温度以

上で設計していることから破損が発生しないことを確認した。 

 

１．強度評価 

評価対象弁の構成部品のうち，隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時に破

損が発生すると想定される部位として，弁箱及び弁蓋からなる弁本体の耐圧部

並びに弁本体耐圧部の接合部について評価した。 

 

（１）弁本体の耐圧部の評価 

設計・建設規格「解説 VVB-3100 弁の圧力温度基準」を適用し必要な最

小厚さを算出し，実機の最小厚さが計算上必要な厚さを上回ることを確認し

た。 

 

（２）弁耐圧部の接合部の評価 

ボンネットボルトの内圧と熱による伸び量及びボンネットフランジと弁

箱フランジの熱による伸び量を算出した。その結果，ボンネットボルトの伸

び量からボンネットフランジと弁箱フランジの伸び量を差し引いた伸び量

がプラスである弁については，伸び量がガスケットの復元量以下であり，評

価した部位は漏えいが発生しないことを確認した。伸び量がマイナスの弁に

ついてはボンネットフランジと弁箱フランジがメタルタッチしており，それ

以上ガスケットが圧縮しない構造となっていることから，ボンネットナット

座面及びボンネットフランジと弁箱フランジの合わせ面の発生応力が許容

応力以下であり，評価した部位は破損せず漏えいが発生しないことを確認し

た。 
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２．評価結果 

弁（逃がし弁を除く。）の各部位について評価した結果，実機の値は判定基

準を満足し，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa［gage］）及び原子炉冷却材

温度（288℃）が同時に継続して負荷された条件下で破損せず，漏えいは発生

しないことを確認した。
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別紙５ 

 

計器からの漏えいの可能性について 

 

計器について，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa［gage］＊）及び原子炉冷

却材温度（288℃）が同時に継続して負荷された条件下で破損が発生しないこと

を以下のとおり確認した。 

＊弁開放直後の圧力上昇に比べ，弁開放から 10 秒程度以降の構造材の温度上

昇に伴う耐力低下の方が，系統全体への影響が大きいため，静定圧力を採用

した。 

 

１．圧力計，差圧計 

  圧力計及び差圧計が，ＩＳＬＯＣＡ時に過圧される範囲に設置されており，

そのうち PS222-4A-1 及び PS222-4A-2 については，計器耐圧値がＩＳＬＯＣ

Ａ時の圧力（7.4MPa［gage］）よりも低いため，漏えいするとした。計器内部

のブルドン管やその接続部で漏えいすることが想定されるため，漏えい面積

は株部のプロセス取合い（外径：5mm）の断面積とした。 

PS222-4A-1 及び PS222-4A-2 以外の計器については，隔離弁の誤開放等によ

る加圧事象発生時の圧力以上の計装設備耐圧値を有しており，破損は発生しな

いことを確認した。なお，構造材の温度上昇に伴う耐力低下（温度－30～40℃

における設計引張強さに対する 288℃における設計引張強さの割合は SUS316L

の場合で約 79％）を考慮しても，計装設備耐圧値は加圧時における圧力以上

となる。 

 

２．温度計 

2.1 評価方針 

隔離弁の誤開放等による加圧事象発生時に加圧される温度計について，耐

圧部となる温度計ウェルの健全性を評価した。評価手法として，日本機械学

会「配管内円柱状構造物の流力振動評価指針 (JSME S 012-1998)」に従い，

同期振動発生の回避または抑制評価，一次応力評価並びに疲労評価を実施し，

破損の有無を確認した。

 

2.2 評価結果 

計器について評価した結果，実機の値は判定基準を満足し，ＩＳＬＯＣＡ

発生時の圧力（7.4MPa［gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継

続して負荷された条件下で破損せず，漏えいは発生しないことを確認した。 
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別紙６ 

 

配管からの漏えいの可能性について 

 

配管及び配管フランジ部について，ＩＳＬＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa[gage]＊）

及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷された条件下で破損が発生

しないことを以下のとおり確認した。 

＊弁開放直後の圧力上昇に比べ，弁開放から 10 秒程度以降の構造材の温度上昇

に伴う耐力低下の方が，系統全体への影響が大きいため，静定圧力を採用した。 

 

１．強度評価 

1.1 評価部位の選定 

配管の構成部品のうち漏えいが想定される部位は，高温・高圧の加わる配管

と，配管と配管をつなぐフランジ部があり，それらについて評価を実施した。 

 

1.2 評価方法 

（１）配管の評価 

クラス２配管の評価手法である設計・建設規格「PPC-3411(1)内圧を受ける

直管」を適用して必要な厚さを算出し，実機の最小厚さが計算上必要な厚さを

上回ることを確認した。 

 

（２）フランジ部の評価 

設計・建設規格「PPC-3414 フランジ」の手法を適用してフランジ応力算定

用圧力からフランジボルトの伸び量を算出したところ，伸び量がマイナスの場

合は，フランジ部が増し締めされるため，ガスケットの最大圧縮量を下回るこ

とを確認した。 

なお，熱曲げモーメントの影響については，設計・建設規格で規定されてい

る（PPC-1.7）式を使用し，フランジ部に作用するモーメントを圧力に換算し

て評価を実施した。 

 

1.3 評価結果 

配管の各部位について評価した結果，実機の値は判定基準を満足し，ＩＳＬ

ＯＣＡ発生時の圧力（7.4MPa[gage］）及び原子炉冷却材温度（288℃）が同時

に継続して負荷された条件下で破損せず，漏えいは発生しないことを確認した。 
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別紙７ 

 

破断面積の設定について 

 

１．評価部位の選定と破断面積の評価方法 

  別紙２～別紙６の評価結果から，隔離弁の誤開放等により残留熱除去系の低

圧設計部分が加圧され，計器が破損する可能性があることを確認した。 

さらに，隔離弁の誤開放による加圧事象発生時の加圧範囲のうち最も大きなシ

ール構造であり，損傷により原子炉冷却材が流出した際の影響が最も大きい熱交

換器フランジ部に対して，保守的に弁開放直後のピーク圧力（7.9MPa[gage］）及

び原子炉冷却材温度（288℃）が同時に継続して負荷され，かつガスケットに期

待しないことを想定した場合の破断面積を評価した。 

 

２．破断面積の評価結果 

熱交換器フランジの破断面積について評価した結果，別表 7-1 に示すとおり

破断面積は約 14.88cm２となる。 

 

別表 7-1  破断面積の評価結果 

評価部位 
圧力 

（MPa） 

温度 

（℃） 

伸び量 
内径 

（mm） 

全部材 

伸び量 

（mm） 

破断 

面積 

（cm2） 

＋ 

⊿L1 

＋ 

⊿L2 

－ 

⊿L3 

フランジ部 7.9 288 0.204 1.452 1.415 1,965 0.241 14.88 

⊿L1：ボルトの内圧による伸び量 

⊿L2：ボルトの熱による伸び量 

⊿L3：管板及びフランジ部の熱による伸び量 
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別紙８ 

 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉冷却材漏えい量評価 

及び原子炉建物原子炉棟内環境評価 

 

１．Ａ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の評価 

 

1.1 評価条件 

  Ａ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉冷却材の漏えい量及

び原子炉建物原子炉棟内の環境（雰囲気温度，湿度，圧力及び溢水による影響）

を評価した。 

原子炉建物原子炉棟内の環境評価特有の評価条件を別表 8-1 に，原子炉建物ノ

ード分割モデルを別図 8-1 に示す。 
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別表 8-1 原子炉建物原子炉棟内の環境評価特有の評価条件 

項目 解析条件 条件設定の考え方 

外部電源 外部電源なし 外部電源なしの場合は給水・復水系に

よる給水がなく，原子炉水位の低下が

早くなることから設定 

漏えい箇所及び漏え

い面積 

Ａ－残留熱除去ポンプ室：１cm2 

Ａ－残留熱除去系熱交換器室：16cm2 

圧力応答評価に基づき評価された漏

えい面積に余裕をとった値 

事故シナリオ 

原子炉水位低（レベル３）で自動スクラム 保有水量の低下を保守的に評価する

条件を設定 

原子炉水位低（レベル２）で原子炉隔離時

冷却系，原子炉水位低（レベル１Ｈ）で高

圧炉心スプレイ系が自動起動 

インターロック設定値 

事象発生から 30 分後に逃がし安全弁６弁

を手動開放 

中央制御室における破断箇所の隔離

操作失敗の判断時間及び逃がし安全

弁の操作時間を考慮して事象発生か

ら 30 分後を設定 

原子炉急速減圧後，漏えい箇所の隔離が終

了するまで原子炉水位を原子炉水位低（レ

ベル２）以上で低めに維持 

漏えい量低減のために実施する操作

を想定 

残留熱除去系（サプレッション・プール水

冷却モード）による原子炉格納容器除熱は

事象発生から 40 分後に開始 

サプレッション・プール水の温度上昇

を抑えるための操作を想定 

残留熱除去系のサプレッション・プール水

冷却モードによる原子炉格納容器除熱を事

象発生から 1時間 40 分後に停止し，原子炉

停止時冷却モードによる原子炉格納容器除

熱を事象発生から 2時間後に開始 

原子炉建物内の環境を改善するため

の操作を想定 

なお，事象発生後の状況確認および原

子炉減圧操作等に余裕を加味し，操作

可能な時間として 2時間後を設定 

事象発生 10 時間後にインターフェイスシ

ステムＬＯＣＡ発生箇所隔離 

運転員の現場移動時間及び操作時間

等を踏まえて設定 

原子炉建物への流出

経路条件 

原子炉格納容器から原子炉建物への漏えい

あり。原子炉建物から環境への漏えいなし。 

原子炉建物内の雰囲気温度を保守的

に評価する条件を設定 

評価コード ＭＡＡＰ４ － 

原子炉建物モデル 分割モデル（別図 8-1 参照） 現実的な伝播経路を想定 

原子炉建物壁から環

境への放熱 
考慮しない 

雰囲気温度，湿度及び圧力の観点から

厳しい想定として設定 

原子炉建物換気系 考慮しない 
雰囲気温度，湿度及び圧力の観点から

厳しい想定として設定 

原子炉スクラム 原子炉水位低（レベル３） インターロック設定値 

主蒸気隔離弁 原子炉水位低（レベル２） インターロック設定値 

原子炉隔離時冷却系

および高圧炉心スプ

レイ系の水源 

サプレッション・プール水 － 

サプレッション・プ

ールの水源初期水温 
35℃ 通常運転時の制限値を設定 

ブローアウトパネル

開放圧力 
7.0kPa[gage] 安全要求値 
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別図 8-1 原子炉建物ノード分割モデル 

 

1.2 評価結果 

解析結果に基づく，ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内状況概要を別図 8-2 に，

各漏えい発生区画における原子炉冷却材の積算漏えい量の推移を別図 8-3 に，原

子炉建物内の雰囲気温度，湿度及び圧力の推移を別図 8-4 から別図 8-6 に示す。 

 別図 8-2 ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内状況概要 
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○各漏えい発生区画における漏えい量 

  別図 8-3 に示すとおり，現場隔離操作の完了時間として設定している事象発

生 10 時間までの原子炉冷却材の漏えい量は約 600m3である。 

 

別図 8-3 各漏えい発生区画における原子炉冷却材の積算漏えい量の推移 

 

 

○温度・湿度・圧力の想定 

別図 8-4 から別図 8-6 に示すとおり，アクセスルートとなる「原子炉棟その他

（二次格納施設）」及び操作場所である「東側ＰＣＶペネトレーション室」にお

ける雰囲気温度の最大値は約 78℃となるが，原子炉減圧操作後は漏えい箇所か

らの高温水及び蒸気の流出量が減少するため，雰囲気温度は低下傾向となり，建

物内環境が静定する事象発生９時間後から 10 時間後までの雰囲気温度の最大値

は約 44℃である。湿度については漏えい箇所からの漏えいが継続するため高い

値で維持されるものの，破断箇所隔離操作を実施することで，約 10 時間以降低

下する傾向にある。圧力については漏えい発生直後に上昇するものの，ブローア

ウトパネルが開放され，その後は大気圧相当となる。 
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別図 8-4 原子炉建物内の雰囲気温度の推移 

  

別図 8-5 原子炉建物内の湿度の推移 
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Ａ－残留熱除去系熱交換器室 

Ａ－残留熱除去ポンプ室 

原子炉急速減圧（30 分後）により

原子炉圧力容器内から原子炉建物

へ漏えいする蒸気量は低下する 

原子炉棟その他（二次格納施設） 

東側 PCV ペネトレーション室 

Ａ－残留熱除去系熱交換器室 

Ａ－残留熱除去ポンプ室 

原子炉急速減圧や水位調整に

より，蒸気等の漏えい量を低

減させる。また，残留熱除去

系（サプレッション・プール

水冷却モード）により，格納

容器圧力の上昇を抑制するこ

とで原子炉圧力容器内から発

生した蒸気の多くはサプレッ

ション・チェンバへ移行し，

さらに残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）により，

漏えい水の温度が抑制される

ことで，現場の環境が改善さ

れる 

破断箇所の隔離により，さら

に現場の環境は改善される 
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別図 8-6 原子炉建物内の圧力の推移 

 

1.2.1 溢水による影響 

別図 8-2 に示すとおり，「Ａ－残留熱除去系熱交換器室」で発生した漏えい水

は，原子炉建物１階（EL15.3m）に伝播し，ハッチ開口部を通じて最終滞留箇所

である「トーラス室」に排出される。 

「Ａ－残留熱除去ポンプ室」で発生した漏えい水は，境界に水密扉を設置して

いることから「原子炉隔離時冷却ポンプ室」へ伝播しないが，「トーラス室」に

対しては，境界に設置している水密扉の止水方向が異なることから伝播する。 

溢水範囲を別図 8-7 に，想定する漏えい量を別表 8-2 に示す。 

 

（１）注水弁（MV222-5A）へのアクセス性に対する影響 

Ａ－残留熱除去系の隔離操作を行う注水弁（MV222-5A）は，原子炉建物中１階

（EL19.0m）の床面上に設置されており，ＩＳＬＯＣＡにより漏えいが発生する機

器は，１階（EL15.3m）及び地下２階（EL1.3m）に設置されている。隔離操作場所

へは溢水影響のない２階（EL23.8m）からアクセスするため，アクセス性への影響

はない。 

 

（２）ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレ

イ系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）への影響 

Ａ－残留熱除去ポンプ室と原子炉隔離時冷却ポンプ室の境界，トーラス室とＢ

－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心スプレイポンプ室の境界は水密扉の設置によ

り区画化されているため，これらのポンプ室は溢水の影響を受けない。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容器内に設置されてお
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破断発生に伴う原子炉建物内の圧力上昇は

ブローアウトパネルの開放により緩和され

るため，原子炉建物内の圧力はほぼ大気圧

程度で維持される 
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り，関連計装部品も含め溢水の影響はなく，逃がし安全弁の機能は維持される。 

漏えい水が伝播する区画においてＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統の溢水評価

結果を別表 8-3 に示す。 
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別図 8-7 Ａ－残留熱除去系 溢水範囲(１／２) 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別図 8-7 Ａ－残留熱除去系 溢水範囲（2／2） 

別表 8-2 想定する漏えい量 

事故後の時間[h] 

漏えい量[m3] 

Ａ－残留熱除去ポンプ室 

(R-B2F-02N) 

Ａ－残留熱除去系熱交換器室 

(R-1F-05N) 

0.5 約 7 約 107 

1.0 約 9 約 130 

2.0 約 11 約 165 

3.0 約 14 約 214 

4.0 約 17 約 265 

5.0 約 20 約 315 

6.0 約 23 約 364 

7.0 約 26 約 414 

8.0 約 29 約 463 

9.0 約 32 約 512 

10.0 約 35 約 560 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別表 8-3 溢水評価結果（Ａ－残留熱除去系の場合） 

建物 
EL 

[m] 

評価 

区画 

流入を 

考慮する 

他区画 

溢水量

[m3]※1 

滞留 

面積 

[m2] 

床勾

配 

[m] 

① 

溢水水位 

FL+[m]※2 
機器番号 

ISLOCA 時に必要となる系統

の溢水防護対象設備※3 

② 

機能喪失 

高さ 

FL+[m]※2 

影響 

評価 
備考 

原子炉

建物 

15.3 

R-1F-03N 

R-1F-22N 

R-1F-05N 
560 808 0.075 0.17※4 2-RIR-1-8B B-原子炉圧力容器計器ﾗｯｸ 0.56 ①＜② 

 

R-1F-04N 

R-1F-07-1N 

R-1F-05N 

560 860 0.075 0.17※4 MV227-3 ADS 逃し機能用外側隔離弁 0.30 ①＜② 

 

R-1F-04N 

R-1F-03N 

R-1F-22N 

R-1F-10N 

R-1F-05N 

560 827 0.075 0.17※4 MV222-15B B-RHR ﾃｽﾄ弁 1.99 ①＜② 

 

R-1F-04N 

R-1F-03N 

R-1F-22N 

1.3 R-B2F-31N 

R-1F-05N 

595 1041 0.075 0.65 MV224-9 HPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ CST 側第 2 ﾐﾆﾏﾑﾌﾛｰ弁 7.63 ①＜② 

 

R-1F-04N 

R-1F-03N 

R-1F-22N 

R-B2F-02N 

    ：溢水源のある区画 

※１ 事象発生 10 時間後の溢水量 

※２ 基準床からの高さ 

※３ 評価対象区画で機能喪失高さが最も低い機器 

※４ ハッチからの排出評価を実施 

 

 

1.2.2 漏えいした蒸気の回り込みに伴う雰囲気温度・湿度上昇の影響 

別図 8-2 に示すとおり，「Ａ－残留熱除去系熱交換器室」，「Ａ－残留熱除去ポ

ンプ室」において漏えいした蒸気及び溢水の伝播区画において発生した蒸気は，

各隣接区画の圧力差に応じて原子炉棟内を移動し，原子炉棟内の圧力や温度を一

時的に上昇させる。原子炉棟内の圧力上昇に伴いブローアウトパネルが開放し，

環境へ蒸気が放出されるとともにハッチ開口部等を通じてガス流動が発生する

ことで，原子炉棟内の環境条件はほぼ一様になる。なお，ブローアウトパネルが

開放された以降は，原子炉棟から環境への蒸気の放出の流れが支配的となるため，

その他ポンプ室等への蒸気の流入はない。蒸気の滞留範囲を別図 8-8 に示す。 

 

（１）注水弁（MV222-5A）への影響 

隔離操作を行う注水弁（MV222-5A）は，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧

力及び温度が最も高くなる設計基準事故である「原子炉格納容器内圧力，雰囲気

等の異常な変化」の「原子炉冷却材喪失」時の環境条件に耐性を有する設備であ

り，湿度 100％，温度 100℃以上の耐性を有していることから機能維持される。 

ＩＳＬＯＣＡ発生時において必要な対応操作のうち，注水弁（MV222-5A）の隔

離操作を除いては，全て中央制御室からの操作による。注水弁（MV222-5A）の隔

離操作については，事象発生９時間後から行うこととしており，その際の原子炉

建物内雰囲気温度及び湿度は約 44℃及び約 100％である。防護具等の着用により

現場へのアクセス及び隔離操作は可能であり，注水弁の隔離操作における原子炉
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棟内の滞在時間は約 38 分である。 

 

（２）ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレ

イ系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）への影響 

Ａ－残留熱除去ポンプ室と原子炉隔離時冷却ポンプ室の境界，トーラス室とＢ

－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心スプレイポンプ室の境界は水密扉の設置に

より区画化されているため，これらのポンプ室には溢水の流入がなく，蒸気によ

る有意な雰囲気温度の上昇もないため，系統の運転に必要な補機冷却系等の設備

も含めて，系統の機能は維持される。なお，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプ

レイ系及びＢ－残留熱除去系のポンプ，弁及び計器等は，湿度 100％，温度 100℃

以上の耐性を有している。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容器内に設置されてお

り，関連計装部品も含め，原子炉建物内及びトーラス室の雰囲気温度上昇に伴う

影響はなく，逃がし安全弁の機能は維持される。 
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別図 8-8 Ａ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲(１／２) 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別図 8-8 Ａ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲(２／２) 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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２．Ｂ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の評価 

 

2.1 評価条件 

  Ｂ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉冷却材の漏えい量及

び原子炉建物原子炉棟内の環境（雰囲気温度，湿度，圧力及び溢水による影響）

を評価した。 

Ｂ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の漏えい箇所及び漏えい面積

は，別表 8-1 に示すＡ－残留熱除去系の評価条件と同等（Ｂ－残留熱除去ポンプ

室：１cm2，Ｂ－残留熱除去系熱交換器室：16cm2）であり，その他評価条件も同

等となる。原子炉建物ノード分割モデルを別図 8-9 に示す。 

 

別図 8-9 原子炉建物ノード分割モデル 

 

2.2 評価結果 

解析結果に基づく，ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内状況概要を別図 8-10 に，

各漏えい発生区画における原子炉冷却材の積算漏えい量の推移を別図 8-11 に，

原子炉建物内の雰囲気温度，湿度及び圧力の推移を別図 8-12 から別図 8-14 に示

す。 

 

○事象進展 

事象進展は，「2.7 格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）」

に示す，Ａ－残留熱除去系にてＩＳＬＯＣＡが発生した場合と同様である。 
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別図 8-10 ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内状況概要 

 

○各漏えい発生区画における漏えい量 

  別図 8-11 に示すとおり，現場隔離操作の完了時間として設定している事象発

生 10 時間までの原子炉冷却材の漏えい量は約 600m3である。 

 

別図 8-11 各漏えい発生区画における原子炉冷却材の積算漏えい量の推移 
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○温度・湿度・圧力の想定 

別図 8-12 から別図 8-14 に示すとおり，アクセスルートとなる「原子炉棟その

他（二次格納施設）」及び操作場所である「西側ＰＣＶペネトレーション室」に

おける雰囲気温度の最大値は約 77℃となるが，原子炉減圧操作後は漏えい箇所

からの高温水及び蒸気の流出量が減少するため，雰囲気温度は低下傾向となり，

建物内環境が静定する事象発生９時間後から 10 時間後までの雰囲気温度の最大

値は約 44℃である。湿度については漏えい箇所からの漏えいが継続するため高

い値で維持されるものの，破断箇所隔離操作を実施することで約 10 時間以降低

下する傾向にある。圧力については漏えい発生直後に上昇するものの，ブローア

ウトパネルが開放され，その後は大気圧相当となる。 

 

 

別図 8-12 原子炉建物内の雰囲気温度の推移 
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別図 8-13 原子炉建物内の湿度の推移 

 

 

別図 8-14 原子炉建物内の圧力の推移 
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2.2.1 溢水による影響 

別図 8-10 に示すとおり，「Ｂ－残留熱除去系熱交換器室」で発生した漏えい水

は，原子炉建物１階（EL15.3m）に伝播し，ハッチ開口部を通じて最終滞留箇所

である「トーラス室」に排出される。 

「Ｂ－残留熱除去ポンプ室」で発生した漏えい水は，境界に設置している水密

扉の止水方向が異なることから「トーラス室」及び「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」

に伝播する。 

溢水範囲を別図 8-15 に，想定する漏えい量を別表 8-4 に示す。 

 

（１）注水弁（MV222-5B）へのアクセス性に対する影響 

Ｂ－残留熱除去系の隔離操作を行う注水弁（MV222-5B）は，原子炉建物２階

（EL23.8m）の床面上に設置されており，ＩＳＬＯＣＡにより漏えいが発生する

機器は，１階（EL15.3m）及び地下２階（EL1.3m）に設置されている。隔離操作

場所へは溢水影響のない２階（EL23.8m）からアクセスするため，アクセス性へ

の影響はない。 

 

（２）ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）への影響 

トーラス室とＡ－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心スプレイポンプ室の境界は

水密扉の設置により区画化されているため，これらのポンプ室は溢水の影響を受

けない。 

原子炉隔離時冷却ポンプ室は，隣接する区画に漏えい水が伝播しないため，溢

水の影響を受けない。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容器内に設置されてお

り，関連計装部品も含め溢水の影響はなく，逃がし安全弁の機能は維持される。 

漏えい水が伝播する区画においてＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統の溢水評

価結果を別表 8-5 に示す。
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別図 8-15 Ｂ－残留熱除去系 溢水範囲(１／２) 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別図 8-15 Ｂ－残留熱除去系 溢水範囲(２／２) 

別表 8-4 想定する漏えい量 

事故後の時間[h] 

漏えい量[m3] 

Ｂ－残留熱除去ポンプ室 

(R-B2F-15N) 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器室 

(R-1F-11N) 

0.5 約 7 約 106 

1.0 約 9 約 129 

2.0 約 11 約 164 

3.0 約 14 約 213 

4.0 約 17 約 264 

5.0 約 20 約 314 

6.0 約 23 約 364 

7.0 約 26 約 414 

8.0 約 29 約 463 

9.0 約 32 約 512 

10.0 約 35 約 560 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別表 8-5 溢水評価結果 

建物 
EL 

[m] 

評価 

区画 

流入を 

考慮する 

他区画 

溢水量

[m3]※1 

滞留 

面積 

[m2] 

床勾

配 

[m] 

① 

溢水水位 

FL+[m]※2 
機器番号 

ISLOCA 時に必要となる系統

の溢水防護対象設備※3 

② 

機能喪失 

高さ 

FL+[m]※2 

影響 

評価 
備考 

原子炉

建物 

15.3 

R-1F-03N 

R-1F-22N 

R-1F-11N 
560 808 0.075 0.17※4 2-RIR-1-8B B-原子炉圧力容器計器ﾗｯｸ 0.56 ①＜② 

 

R-1F-10N 

R-1F-07-1N 

R-1F-11N 

560 860 0.075 0.17※4 MV227-3 ADS 逃し機能用外側隔離弁 0.30 ①＜② 

 

R-1F-10N 

R-1F-03N 

R-1F-22N 

1.3 R-B2F-31N 

R-1F-11N 

595 1041 0.075 0.65 MV224-9 HPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ CST 側第 2 ﾐﾆﾏﾑﾌﾛｰ弁 7.63 ①＜② 

 

R-1F-10N 

R-1F-03N 

R-1F-22N 

R-B2F-15N 

 

    ：溢水源のある区画 

※１ 事象発生 10 時間後の溢水量 

※２ 基準床からの高さ 

※３ 評価対象区画で機能喪失高さが最も低い機器 

※４ ハッチからの排出評価を実施 

 

 

2.2.2 漏えいした蒸気の回り込みに伴う雰囲気温度・湿度上昇の影響 

別図 8-10 に示すとおり，「Ｂ－残留熱除去系熱交換器室」，「Ｂ－残留熱除去ポ

ンプ室」において漏えいした蒸気及び溢水の伝播区画において発生した蒸気は，

各隣接区画の圧力差に応じて原子炉棟内を移動し，原子炉棟内の圧力や温度を一

時的に上昇させる。原子炉棟内の圧力上昇に伴いブローアウトパネルが開放し，

環境へ蒸気が放出されるとともにハッチ開口部等を通じてガス流動が発生する

ことで，原子炉棟内の環境条件はほぼ一様になる。なお，ブローアウトパネルが

開放された以降は，原子炉棟から環境への蒸気の放出の流れが支配的となるため，

その他ポンプ室等への蒸気の流入はない。蒸気の滞留範囲を別図 8-16 に示す。 

 

（１）注水弁（MV222-5B）への影響 

隔離操作を行う注水弁（MV222-5B）は，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧

力及び温度が最も高くなる設計基準事故である「原子炉格納容器内圧力，雰囲気

等の異常な変化」の「原子炉冷却材喪失」時の環境条件に耐性を有する設備であ

り，湿度 100％，温度 100℃以上の耐性を有していることから機能維持される。 

ＩＳＬＯＣＡ発生時において必要な対応操作のうち，注水弁（MV222-5B）の隔

離操作を除いては，全て中央制御室からの操作による。注水弁（MV222-5B）の隔

離操作については，事象発生９時間後から行うこととしており，その際の原子炉

建物内雰囲気温度及び湿度は約 44℃及び約 100％である。防護具等の着用により

現場へのアクセス及び隔離操作は可能であり，注水弁の隔離操作における原子炉

棟内の滞在時間は約 37 分である。 
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（２）ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）への影響 

Ａ－残留熱除去ポンプ室と原子炉隔離時冷却ポンプ室の境界，トーラス室とＡ

－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心スプレイポンプ室の境界は水密扉の設置に

より区画化されているため，これらのポンプ室には溢水の流入がなく，蒸気によ

る有意な雰囲気温度の上昇もないため，系統の運転に必要な補機冷却系等の設備

も含めて，系統の機能は維持される。なお，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプ

レイ系及びＡ－残留熱除去系のポンプ，弁及び計器等は，湿度 100％，温度 100℃

以上の耐性を有している。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容器内に設置されてお

り，関連計装部品も含め，原子炉建物内及びトーラス室の雰囲気温度上昇に伴う

影響はなく，逃がし安全弁の機能は維持される。
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別図 8-16 Ｂ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲(１／２) 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別図 8-16 Ｂ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲(２／２) 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 



 

３．Ｃ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の評価 

 

3.1 評価条件 

  Ｃ－残留熱除去系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉冷却材の漏えい量及

び原子炉建物原子炉棟内の環境（雰囲気温度，湿度，圧力及び溢水による影響）

を評価した。 

Ｃ－残留熱除去系においてＩＳＬＯＣＡが発生した場合の漏えい箇所は圧力

スイッチ（Ｃ－残留熱除去ポンプ室）のみであり，漏えい面積は１cm2（圧力応

答評価に基づき評価された，圧力スイッチ２台分の漏えい面積に余裕をとった値）

となる。その他の評価条件は，別表 8-1 において設定した評価条件と同様とした。

原子炉建物ノード分割モデルを別図 8-17 に示す。 

 

別図 8-17 原子炉建物ノード分割モデル 

 

3.2 評価結果 

  解析結果に基づく，ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内状況概要を別図 8-18 に，

漏えい発生区画における原子炉冷却材の積算漏えい量の推移を別図 8-19 に，原

子炉建物内の雰囲気温度，湿度及び圧力の推移を別図8-20から別図8-22に示す。 

 

○事象進展 

 事象発生後に外部電源喪失となり，給水流量の全喪失が発生することで原子炉

水位は急速に低下する。原子炉水位低（レベル３）信号が発生して原子炉はスク

ラムし，また，原子炉水位低（レベル２）で再循環ポンプ２台全てがトリップす

るとともに，原子炉隔離時冷却系が自動起動する。 

事象発生 20 分後の中央制御室における破断箇所の隔離に失敗するため，事象
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発生 30 分後に中央制御室からの遠隔操作によって自動減圧機能付き逃がし安全

弁６個を手動開することで，原子炉を減圧し，原子炉冷却材の漏えいの抑制を図

る。原子炉減圧により，原子炉隔離時冷却系が機能喪失するものの，高圧炉心ス

プレイ系による原子炉注水を開始することで原子炉水位が回復する。また，主蒸

気隔離弁は，原子炉水位低（レベル２）で全閉する。 

事象発生10時間後，現場操作により残留熱除去系の破断箇所を隔離した後は，

高圧炉心スプレイ系により原子炉水位は適切に維持される。 

 

別図 8-18 ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内状況概要 

 

○漏えい発生区画における漏えい量 

  別図 8-19 に示すとおり，Ｃ－残留熱除去系における漏えいは，事象発生 30

分後の原子炉減圧操作によって停止し，原子炉冷却材の漏えい量は約７m3となる。

これは，破断箇所からの漏えいは原子炉圧力と漏えい発生区画の圧力の関係に応

じて発生するが，漏えい発生区画である「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」は水密扉に

より他室と区切られているため，漏えい水や蒸気はこの区画内に留まっており，

また評価上，原子炉建物から環境への漏えいを考慮しない条件としていることか

ら，原子炉減圧操作によって原子炉圧力が「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」の圧力を

下回るためである。 

なお，「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」から隣接する区画への伝播を仮定した場合

には，隔離操作完了まで漏えいが継続することとなるが，この場合でも漏えいは

Ａ－残留熱除去系に比べ小規模となる。 
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別図 8-19 漏えい発生区画における原子炉冷却材の積算漏えい量の推移 

 

○温度・湿度・圧力の想定 

別図 8-20 から別図 8-22 に示すとおり，アクセスルートとなる「原子炉棟その

他（二次格納施設）」及び操作場所である「西側ＰＣＶペネトレーション室」に

おける雰囲気温度は，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の運転によるト

ーラス室の温度上昇に伴って初期温度から僅かに上昇するが，現場隔離操作の完

了までの最大値は約 31℃であり，想定している作業環境（約 44℃）未満で推移

する。また，原子炉の減圧まで破断箇所からの漏えいが継続するものの，湿度，

圧力においてその影響は軽微であり低い値で維持される。なお，ブローアウトパ

ネルの開放圧力には到達しない。 

 

別図 8-20 原子炉建物内の雰囲気温度の推移 
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別図 8-21 原子炉建物内の湿度の推移 

 

別図 8-22 原子炉建物内の圧力の推移 
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3.2.1 溢水による影響 

「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」で発生した漏えい水は，境界に水密扉を設置して

いることから，隣接する「Ｂ－残留熱除去ポンプ室」及び「原子炉隔離時冷却ポ

ンプ室」へ伝播しない。

溢水範囲を別図 8-23 に，想定する漏えい量を別表 8-6 に示す。

（１）注水弁（MV222-5C）へのアクセス性に対する影響

Ｃ－残留熱除去系の隔離操作を行う注水弁（MV222-5C）は，原子炉建物２階

（EL23.8m）の床面上に設置されており，ＩＳＬＯＣＡにより漏えいが発生する

機器は，地下２階（EL1.3m）に設置されている。隔離操作場所へは溢水影響のな

い２階（EL23.8m）からアクセスするため，アクセス性への影響はない。 

（２）ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）への影響 

Ｃ－残留熱除去ポンプ室と原子炉隔離時冷却ポンプ室の境界，Ｃ－残留熱除去

ポンプ室とＢ－残留熱除去ポンプ室の境界は水密扉の設置により区画化されて

いるため，これらのポンプ室は溢水の影響を受けない。 

Ａ－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心スプレイポンプ室については，隣接する

区画に漏えい水が伝播しないため，溢水の影響を受けない。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容器内に設置されてお

り，関連計装部品も含め溢水の影響はなく，逃がし安全弁の機能は維持される。 
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別図 8-23 Ｃ－残留熱除去系 溢水範囲(１／２) 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別図 8-23 Ｃ－残留熱除去系 溢水範囲(２／２) 

別表 8-6 想定する漏えい量 

事故後の時間[h] 

漏えい量[m3] 

Ｃ－残留熱除去ポンプ室 

(R-B2F-03N) 

0.5 約 6.7 

1.0 約 7.1 

2.0 約 7.1 

3.0 約 7.1 

4.0 約 7.1 

5.0 約 7.1 

6.0 約 7.1 

7.0 約 7.1 

8.0 約 7.1 

9.0 約 7.1 

10.0 約 7.1 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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3.2.2 漏えいした蒸気の回り込みに伴う雰囲気温度・湿度上昇の影響 

別図 8-18 に示すとおり，「Ｃ－残留熱除去ポンプ室」において漏えいした蒸気

は，境界に設置した水密扉により隣接する区画に伝播せず，「Ｃ－残留熱除去ポ

ンプ室」内に留まる。蒸気の滞留範囲を別図 8-24 に示す。 

 

（１）注水弁（MV222-5C）への影響 

隔離操作を行う注水弁（MV222-5C）は，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧

力及び温度が最も高くなる設計基準事故である「原子炉格納容器内圧力，雰囲気

等の異常な変化」の「原子炉冷却材喪失」時の環境条件に耐性を有する設備であ

り，湿度 100％，温度 100℃以上の耐性を有していることから機能維持される。 

ＩＳＬＯＣＡ発生時において必要な対応操作のうち，注水弁（MV222-5C）の隔

離操作を除いては，全て中央制御室からの操作による。注水弁（MV222-5C）の隔

離操作において，原子炉建物内雰囲気温度は想定している作業環境（約 44℃）

未満で推移するため，防護具等の着用により現場へのアクセス及び隔離操作は可

能である。なお，注水弁（MV222-5C）の隔離操作における原子炉棟内の滞在時間

は，約 37 分である。 

 

（２）ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）への影響 

Ｃ－残留熱除去ポンプ室と原子炉隔離時冷却ポンプ室の境界，Ｃ－残留熱除去

ポンプ室とＢ－残留熱除去ポンプ室の境界は水密扉の設置により区画化されて

おり，またＡ－残留熱除去ポンプ室，Ｂ－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心スプ

レイポンプ室については，漏えい水が伝播する区画に隣接していないため，これ

らのポンプ室には溢水の流入がなく，蒸気による有意な雰囲気温度の上昇もない

ため，系統の運転に必要な補機冷却系等の設備も含めて，系統の機能は維持され

る。なお，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系及びＡ－残留熱除去系（又

はＢ－残留熱除去系）のポンプ，弁及び計器等は，湿度 100％，温度 100℃以上

の耐性を有している。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容器内に設置されてお

り，関連計装部品も含め，原子炉建物内及びトーラス室の雰囲気温度上昇に伴う

影響はなく，逃がし安全弁の機能は維持される。 
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別図 8-24 Ｃ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲(１／２) 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別図 8-24 Ｃ－残留熱除去系 蒸気滞留範囲(２／２) 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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４．低圧炉心スプレイ系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の評価 

 

4.1 評価条件 

  低圧炉心スプレイ系におけるＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉冷却材の漏えい量

及び原子炉建物原子炉棟内の環境（雰囲気温度，湿度，圧力及び溢水による影響）

を評価した。 

低圧炉心スプレイ系においてＩＳＬＯＣＡが発生した場合の漏えい箇所は圧

力スイッチ（低圧炉心スプレイポンプ室）のみであり，漏えい面積は 0.5cm2（圧

力応答評価に基づき評価された，圧力スイッチ１台分の漏えい面積に余裕をと

った値）となる。その他の評価条件は，別表 8-1 において設定した評価条件と

同様とした。原子炉建物ノード分割モデルを別図 8-25 に示す。 

 

別図 8-25 原子炉建物ノード分割モデル 

 

4.2 評価結果 

  解析結果に基づく，ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内状況概要を別図 8-26 に，

漏えい発生区画における原子炉冷却材の積算漏えい量の推移を別図 8-27 に，原

子炉建物内の雰囲気温度，湿度及び圧力の推移を別図8-28から別図8-30に示す。 

 

○事象進展 

 事象発生後に外部電源喪失となり，給水流量の全喪失が発生することで原子炉

水位は急速に低下する。原子炉水位低（レベル３）信号が発生して原子炉はスク

ラムし，また，原子炉水位低（レベル２）で再循環ポンプ２台全てがトリップす

るとともに，原子炉隔離時冷却系が自動起動する。 

事象発生 20 分後の中央制御室における破断箇所の隔離に失敗するため，事象
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発生 30 分後に中央制御室からの遠隔操作によって自動減圧機能付き逃がし安全

弁６個を手動開することで，原子炉を減圧し，原子炉冷却材の漏えいの抑制を図

る。原子炉減圧により，原子炉隔離時冷却系が機能喪失するものの，高圧炉心ス

プレイ系による原子炉注水を開始することで原子炉水位が回復する。また，主蒸

気隔離弁は，原子炉水位低（レベル２）で全閉する。 

事象発生 10 時間後，現場操作により低圧炉心スプレイ系の破断箇所を隔離し

た後は，高圧炉心スプレイ系により原子炉水位は適切に維持される。 

 

別図 8-26 ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内状況概要 

 

○漏えい発生区画における漏えい量 

  別図 8-27 に示すとおり，低圧炉心スプレイ系における漏えいはＡ－残留熱除

去系に比べ小規模となるため，現場での隔離操作は比較的早期に実施可能と考え

られるが，事象発生 10 時間後まで隔離が実施できないことを想定した場合，原

子炉冷却材の漏えい量は約 16m3である。 
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別図 8-27 漏えい発生区画における原子炉冷却材の積算漏えい量の推移 

○温度・湿度・圧力の想定

別図8-28から別図8-30に示すとおり，アクセスルート及び操作場所である「原

子炉棟その他（二次格納施設）」における雰囲気温度は，初期温度から僅かに上

昇するが，現場隔離操作の完了までの最大値は約 31℃であり，想定している作

業環境（約 44℃）未満で推移する。湿度については漏えい箇所からの漏えいが

継続するため，ゆっくりと上昇を続けた後，高い値で維持される。圧力について

は漏えい発生後から上昇傾向となるものの，ブローアウトパネルの開放圧力には

到達しない。 

別図 8-28 原子炉建物内の雰囲気温度の推移 
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別図 8-29 原子炉建物内の湿度の推移 

別図 8-30 原子炉建物内の圧力の推移 
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4.2.1 溢水による影響 

「低圧炉心スプレイポンプ室」で発生した漏えい水は，境界に設置している水

密扉の止水方向が異なることから「トーラス室」に伝播する。 

溢水範囲を別図 8-31 に，想定する漏えい量を別表 8-7 に示す。 

（１）注水弁（MV223-2）へのアクセス性に対する影響

低圧炉心スプレイ系の隔離操作を行う注水弁（MV223-2）は，原子炉建物中１

階（EL19.5m）の床面上に設置されており，ＩＳＬＯＣＡにより漏えいが発生す

る機器は，地下２階（EL1.3m）に設置されている。隔離操作場所へは溢水影響の

ない１階（EL15.3m）からアクセスするため，アクセス性への影響はない。 

（２）ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）への影響 

トーラス室とＡ－残留熱除去ポンプ室，Ｂ－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心

スプレイポンプ室の境界は水密扉の設置により区画化されているため，これらの

ポンプ室は溢水の影響を受けない。 

原子炉隔離時冷却ポンプ室は，隣接する区画に漏えい水が伝播しないため，溢

水の影響を受けない。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容器内に設置されてお

り，関連計装部品も含め溢水の影響はなく，逃がし安全弁の機能は維持される。 

漏えい水が伝播する区画においてＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統の溢水評

価結果を別表 8-8 に示す。 
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別図 8-31 低圧炉心スプレイ系 溢水範囲 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別表 8-7 想定する漏えい量 

事故後の時間[h] 

漏えい量[m3] 

低圧炉心スプレイポンプ室 

(R-B2F-09N) 

0.5 約 3.2 

1.0 約 4.0 

2.0 約 5.0 

3.0 約 6.3 

4.0 約 7.7 

5.0 約 9.0 

6.0 約 10.4 

7.0 約 11.7 

8.0 約 13.1 

9.0 約 14.4 

10.0 約 15.8 

 

 

別表 8-8 溢水評価結果 

建物 
EL 

[m] 

評価 

区画 

流入を 

考慮する 

他区画 

溢水量

[m3]※1 

滞留 

面積 

[m2] 

床勾

配 

[m] 

① 

溢水水位 

FL+[m]※2 
機器番号 

ISLOCA 時に必要となる系統

の溢水防護対象設備※3 

② 

機能喪失 

高さ 

FL+[m]※2 

影響 

評価 
備考 

原子炉

建物 
1.3 R-B2F-31N R-B2F-02N 15.8 1039 0.075 0.10 MV224-9 HPCS ﾎﾟﾝﾌﾟ CST 側第 2 ﾐﾆﾏﾑﾌﾛｰ弁 7.63 ①＜② 

 

 

    ：溢水源のある区画 

※１ 事象発生 10 時間後の溢水量 

※２ 基準床からの高さ 

※３ 評価対象区画で機能喪失高さが最も低い機器 
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4.2.2 漏えいした蒸気の回り込みに伴う雰囲気温度・湿度上昇の影響 

別図 8-26 に示すとおり，「低圧炉心スプレイポンプ室」において漏えいした蒸

気及び溢水の伝播区画において発生した蒸気は，各隣接区画の圧力差に応じて原

子炉棟内に伝播する。蒸気の滞留範囲を別図 8-32 に示す。 

 

（１）注水弁（MV223-2）への影響 

隔離操作を行う注水弁（MV223-2）は，原子炉格納容器バウンダリにかかる圧

力及び温度が最も高くなる設計基準事故である「原子炉格納容器内圧力，雰囲気

等の異常な変化」の「原子炉冷却材喪失」時の環境条件に耐性を有する設備であ

り，湿度 100％，温度 100℃以上の耐性を有していることから機能維持される。 

ＩＳＬＯＣＡ発生時において必要な対応操作のうち，注水弁（MV223-2）の隔

離操作を除いては，全て中央制御室からの操作による。注水弁（MV223-2）の隔

離操作において，原子炉建物内雰囲気温度は想定している作業環境（約 44℃）

未満で推移するため，防護具等の着用により現場へのアクセス及び隔離操作は可

能である。なお，注水弁（MV223-2）の隔離操作における原子炉棟内の滞在時間

は，約 41 分である。 

 

（２）ＩＳＬＯＣＡ時に必要となる系統（原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ

系，残留熱除去系及び逃がし安全弁）への影響 

トーラス室とＡ－残留熱除去ポンプ室，Ｂ－残留熱除去ポンプ室及び高圧炉心

スプレイポンプ室の境界は水密扉の設置により区画化されており，また原子炉隔

離時冷却ポンプ室については，漏えい水が伝播する区画に隣接していないため，

これらのポンプ室には溢水の流入がなく，蒸気による有意な雰囲気温度の上昇も

ないため，系統の運転に必要な補機冷却系等の設備も含めて，系統の機能は維持

される。なお，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系及びＡ－残留熱除去系

（又はＢ－残留熱除去系）のポンプ，弁及び計器等は，湿度 100％，温度 100℃

以上の耐性を有している。 

逃がし安全弁は，区画として分離されている原子炉格納容器内に設置されてお

り，関連計装部品も含め，原子炉建物内及びトーラス室の雰囲気温度上昇に伴う

影響はなく，逃がし安全弁の機能は維持される。 
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別図 8-32 低圧炉心スプレイ系 蒸気滞留範囲 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別紙９ 

 

ＩＳＬＯＣＡ発生時の原子炉棟内線量率評価及び敷地境界の実効線量評価 

 

1. 原子炉建物内線量率について 

(1) 評価の想定 

Ａ－残留熱除去系の破断口から原子炉棟に漏えいした原子炉冷却材中

の放射性物質のうち気相に移行する放射性物質及び燃料から追加放出さ

れる放射性物質について原子炉棟から環境への漏えいを考慮せずに原子

炉棟内に均一に分布するものとして原子炉棟内の線量率を評価した。 

評価上考慮する核種は現行設置許可と同じものを想定し，線量評価の条

件となる I-131 の追加放出量は，実績データから保守的に設定した。 

運転開始から施設定期検査による原子炉停止時等に測定している I-131

の追加放出量の最大値は約 8.1×10７Bq）「平成元年１月 18日（起動試験）」

であり，評価に使用する I-131 の追加放出量は，実績値を包絡する値とし

て 100Ci（3.7×1012Bq）と設定した。（別表 9-1 参照） 

また，放出される放射性物質には，冷却材中に含まれる放射性物質があ

るが，追加放出量と比較すると数％程度であり，追加放出量で見込んだ余

裕分に含まれるため考慮しないものとする。 

原子炉棟内の作業の被ばく評価においては，放射線防護具（酸素呼吸器）

を装備することにより内部被ばくの影響が無視できるため，外部被ばくの

みを対象とする。 

 

 

別表 9-1  評価条件（追加放出量） 

 

項 目 評価値 実績値（最大） 

I-131 追加放出量（Bq） 3.7×1012 

約 8.1×10７ 

（平成元年１月 18 日 

（起動試験）） 

希ガス及びハロゲン等の追加放

出量（γ線 0.5MeV 換算値）(Bq) 
2.3×1014 － 
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各系統においてＩＳ－ＬＯＣＡが発生した場合の，原子炉建物へ漏えい

した冷却材からの気相部への移行割合は別表 9-2 のとおり，Ａ－残留熱除

去系及びＢ－残留熱除去系に包絡される。また，評価対象エリアの体積は

Ａ－残留熱除去系（東側ＰＣＶペネトレーション室気相部）がＢ－残留熱

除去系（西側ＰＣＶペネトレーション室気相部）より大きいことから，線

量率はＡ－残留熱除去系に包絡される。 

別表 9-2 原子炉建物へ漏えいした冷却材からの 

追加放出ＦＰの気相部への移行割合 

項 目 漏えい面積 

(cm2) 

追加放出の気相部への

移行割合（％） 

Ａ－残留熱除去系 17 約 11.4 

Ｂ－残留熱除去系 17 約 11.4 

Ｃ－残留熱除去系 1 約 0.4 

低圧炉心スプレイ系 0.5 約 0.2 

なお，線量率評価においては保守的にＡ－残留熱除去系におけるＩＳＬ

ＯＣＡ時の追加放出ＦＰの気相部への移行割合を全量として評価する。 
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(2) 評価の方法 

原子炉棟内の空間線量率は，以下のサブマージョンモデルにより計算す

る。サブマージョンモデルの概要を別図 9-1 に示す。 

 

             ･
 
γ

    
･ γ･ (    μ･ ) ･      

ここで， 

D   ：放射線量率（Gy/h） 

6.2×10－14 ：サブマージョンモデルによる換算係数 

（(dis･m3･Gy)/(MeV･Bq･s)） 

Qγ  ：原子炉棟内放射性物質量 

（Bq：γ線実効エネルギ0.5MeV換算値） 

VR/B   ：原子炉棟内空間体積 

（  m3） 

Eγ  ：γ線エネルギ（0.5MeV/dis） 

μ  ：空気に対するγ線のエネルギ吸収係数 

（3.9×10－３/m） 

R               ：評価対象エリア（東側ＰＣＶペネトレーショ

ン室気相部）の空間体積と等価な半球の半径

（m） 

           R  √
3･ 

2･π

3

 

V   ：評価対象エリア（東側ＰＣＶペネトレーショ 

ン室気相部）の体積（  m3） 

 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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別図 9-1 サブマージョンモデルの概要 
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(3) 評価の結果

評価結果を別図 9-2 に示す。線量率の最大は約 8.0mSv/h 程度であり，

時間減衰によって低下するため，線量率の上昇が現場操作に影響を与える

可能性は小さく，期待している機器の機能は維持される。 

なお，事故時には原子炉棟内に漏えいした放射性物質が環境へ放出され

る可能性があるが，中央制御室換気系の給気口の位置はプルームの広がり

を取り込みにくい箇所にあり，中央制御室内に放射性物質を大量に取り込

むことはないと考えられる（別図 9-3）。さらに，これらの事故時において

は原子炉棟放射線異常高又は換気系放射線異常高の信号により中央制御

室換気系が系統隔離運転となるため，中央制御室内にいる運転員は過度な

被ばくの影響を受けることはない。 
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別表 9-3 ＩＳＬＯＣＡ時の放出量 

核種 
収率 

（％） 
崩壊定数 
（ｄ－１） 

γ線実効エネルギ 
（MeV） 

追加放出量 
(Bq) 

追加放出量(Bq) 
(γ線実効エネルギ
0.5MeV 換算値) 

I-131
I-132
I-133
I-134
I-135
Br-83
Br-84
Mo-99
Tc-99m

2.84 
4.21 
6.77 
7.61 
6.41 
0.53 
0.97 
6.13 
5.40 

8.60E-02 
7.30 

8.00E-01 
1.90E+01 
2.52 
6.96 

3.14E+01 
2.49E-01 
2.76 

0.381 
2.253 
0.608 
2.750 
1.645 
0.0075 
1.742 
0.16 
0.13 

3.70E+12 
5.48E+12 
8.82E+12 
9.91E+12 
8.35E+12 
6.90E+11 
1.26E+12 
7.99E+12 
7.04E+12 

2.82E+12 
2.47E+13 
1.07E+13 
5.45E+13 
2.75E+13 
1.04E+10 
4.40E+12 
2.56E+12 
1.83E+12 

ハロゲン等
合 計 

－ － － 5.32E+13 1.29E+14 

Kr-83m 
Kr-85m 
Kr-85 
Kr-87 
Kr-88 
Xe-131m 
Xe-133m 
Xe-133 
Xe-135m 
Xe-135 
Xe-138 

0.53 
1.31 
0.29 
2.54 
3.58 
0.040 
0.19 
6.77 
1.06 
6.63 
6.28 

9.09 
3.71 

1.77E-04 
1.31E+01 
5.94 

5.82E-02 
3.08E-01 
1.31E-01 
6.38E+01 
1.83 

7.04E+01 

0.0025 
0.159 
0.0022 
0.793 
1.950 
0.020 
0.042 
0.045 
0.432 
0.250 
1.183 

1.38E+12 
3.41E+12 
2.25E+11 
6.62E+12 
9.33E+12 
1.04E+11 
4.95E+11 
1.76E+13 
2.76E+12 
1.73E+13 
1.64E+13 

6.90E+09 
1.09E+12 
9.91E+08 
1.05E+13 
3.64E+13 
4.17E+09 
4.16E+10 
1.59E+12 
2.39E+12 
8.64E+12 
3.87E+13 

希ガス合計 － － － 7.56E+13 9.93E+13 

ハロゲン等
＋希ガス
合計 

－ － － 1.29E+14 2.28E+14 

1
.
3
-
1
9
9

1
.
3
-
1
9
9



別図 9-2 原子炉棟立入開始時間と線量率の関係 
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（a）平面概略図

（b）断面概略図

別図 9-3 原子炉建物／中央制御室の配置と給気口・ブローアウトパネルの 

位置関係（ＩＳＬＯＣＡ） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2. 敷地境界の実効線量評価について

(1) 評価想定

敷地境界の実効線量評価では，ＩＳＬＯＣＡにより原子炉棟内に放出され

た核分裂生成物がブローアウトパネルを経由して大気中に放出されること

を想定し，敷地境界の実効線量を評価した。 

評価条件は別表 9-1 から別表 9-6 に従うものとする。 

破断口から漏えいする原子炉冷却材が原子炉棟内に放出されることに伴

う減圧沸騰によって気体となる蒸気量に対応する放射性物質が建物内の気

相部へ移行するものとし，破断口から漏えいする冷却材中の放射性物質が気

相部へ移行する割合は，運転時の原子炉冷却材量に対する原子炉棟放出に伴

う減圧沸騰による蒸発量の割合から算定した。燃料から追加放出される放射

性物質が気相へ移行する割合は，燃料棒内ギャップ部の放射性物質が原子炉

圧力の低下割合に応じて冷却材中に放出されることを踏まえ，同様に運転時

の原子炉冷却材量に対する原子炉減圧に伴う減圧沸騰による蒸発量の割合

から算定した。また，破断口及び逃がし安全弁から放出される蒸気量は，各々

の移行率に応じた量が流出するものとした。（別図 9-4 参照） 

原子炉棟内の気相部に移行した放射性物質は，ブローアウトパネルの開口

部より大気中に徐々に放出されることとなるが，被ばく評価上は，事象発生

直後に大気中に放出されるものとし，放出高さは地上放出として評価した。 

その結果，放出量は別表 9-5 に示すとおりとなった。 

(2) 評価方法

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばくによる実効線量及

び外部被ばくによる実効線量の和として計算する。 

ａ．よう素による内部被ばく 

よう素の内部被ばくによる実効線量𝐻𝐼は次の式で計算する。 

𝐻𝐼  𝑅 ∙ 𝐻∞ ∙ 𝜒 𝑄⁄ ∙ 𝑄𝐼 

ここで 

R：呼吸率(m3/s) 

呼吸率Rは，事故期間が比較的短いことを考慮し，小児の活動時の呼

吸率 0.31（m3/h）を用いる。 

𝐻∞：よう素（I-131）を１Bq 吸入した場合の小児の実効線量係数(1.6×

10-7Sv/Bq)
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𝜒 𝑄⁄ ：相対濃度（s/m3）（別表 9-6 のとおり） 

𝑄𝐼：よう素の放出量（Bq） 

（I-131 等価量－小児実効線量係数換算）（別表 9-5 のとおり） 

 

ｂ．γ線による外部被ばく 

敷地境界外における希ガス及びハロゲン等のγ線外部被ばくによる実効

線量𝐻𝛾は次の式で計算する。 

 

𝐻𝛾  𝐾 ∙ 𝐷 𝑄⁄ ∙ 𝑄𝛾 

 

ここで， 

𝐾：空気カーマから実効線量への換算係数（K=1Sv/Gy） 

𝐷 𝑄⁄ ：相対線量（Gy/Bq）（別表 9-6 のとおり） 

𝑄𝛾：希ガス及びハロゲン等の大気放出量(Bq) 

（γ線実効エネルギー0.5MeV 換算値）（別表 9-5 のとおり） 

 

(3) 評価結果 

敷地境界における実効線量は約 3.9mSv となり事故時線量限度の５mSv を

下回った。 

本事象は，放射性物質の放出に際し格納容器フィルタベント系や非常用ガ

ス処理系による放射性物質の捕集効果及び高所放出による大気希釈に期待

できないため，敷地境界における実効線量評価において，設計基準事故や他

の炉心損傷防止シナリオにおける評価条件に比べて厳しい評価結果となっ

ていると考えられる。また，ISLOCA 発生後，30 分後に急速減圧を実施する

評価としているため，それまでの間に，高圧炉心スプレイ系の自動起動に伴

う蒸気凝縮により原子炉圧力低下が起きており，この期間における燃料棒内

ギャップ部の放射性物質の追加放出が大きくなっている。この期間は破断口

からの冷却材漏洩量も大きいため，大気中への放射性物質の放出量が大きく

なる結果となる。 

なお，評価に使用した I-131 追加放出量の 100Ci（3.7×1012Bq）は，運転

開始からの I-131 追加放出量の実測値の最大値である約 8.1×10７Bq「平成

元年１月 18 日（起動試験）」に対し保守性を有した設定となっている。 

また，評価上は考慮していないものの，原子炉棟に放出された放射性物質

は外部に放出されるまでの建物内壁への沈着による放出量の低減に期待で

きること，冷却材中の放射性物質の濃度は運転時の原子炉冷却材量に応じた

濃度を用いているが，実際は原子炉注水による濃度の希釈に期待できること
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及び破断口から放出されるまでの時間減衰により，さらに実効線量が低くな

ると考えられる。 
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別表 9-4 放出評価条件 

項 目 主要解析条件 条件設定の考え方 

原子炉運転日数（日） 2,000 
十分な運転時間として仮定した時
間 

追加放出量（Ｉ－131）
(Bq) 

3.7×1012 

至近の I-131 追加放出量の実績値
を包絡する値として設定し，その
他の核種はその組成を平衡組成と
して求め，希ガスについてはよう
素の２倍の放出があるものとす
る。 

冷却材中濃度(I-131) 
(Bq／g) 

1.4×102 

全希ガス漏えい率から冷却材中濃
度を設定し，その組成を拡散組成
とする。 

燃料から追加放出される
よう素の割合（％） 

無機よう素：96% 
有機よう素：4% 

「発電用軽水型原子炉施設の安全
評価に関する審査指針」に基づき
設定 

逃がし安全弁からサプレ
ッション・チェンバへの
移行率（％） 

無機よう素，ハロゲン等：２ 
有機よう素：99.98 

無機よう素，ハロゲン等について
は「発電用軽水型原子炉施設の安
全評価に関する審査指針」に基づ
き設定 
有機よう素についてはＳＡＦＥＲ
解析の積算蒸気量の割合に基づき
設定 

破断口から原子炉棟への
移行率（％） 

無機よう素，ハロゲン等：100 
有機よう素：0.02 

無機よう素，ハロゲン等について
は保守的に全量が破断口から原子
炉棟へ移行するものとして設定。 
有機よう素についてはＳＡＦＥＲ
解析の積算蒸気量の割合に基づき
設定 

サプレッション・チェン
バのプール水のスクラビ
ング等による除去係数

５ 
Standard Review Plan6.5.5 に基
づき設定 

冷却水から気相への放出
割合 
（冷却材中の放射性物
質）（％） 

24 
原子炉冷却材量に対する原子炉棟
放出に伴う減圧沸騰による蒸気量
の割合を設定 

冷却材から気相への放出
割合 
（追加放出される放射性
物質）（％） 

12 

原子炉減圧により燃料棒内ギャッ
プ部から冷却材中へ放出されるこ
とを踏まえ，原子炉冷却材量に対
する減圧沸騰による蒸気量から算
出 

格納容器からの漏えい率
（％／ｄ） 

0.5 格納容器の設計漏えい率から設定 

原子炉棟の気密性 考慮しない 

ブローアウトパネル開口部の面積
に依存せず，原子炉棟内気相部の
放射性物質が事象発生直後に大気
中に放出されるものとする。 
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別表9-5 放出量 

核 種 放出量（Bq） 

希ガス＋ハロゲン等 

（ガンマ線実効エネルギ0.5MeV換算値） 
2.0×1013 

よう素 

（I-131等価量（小児実効線量係数換算）） 
7.9×1011 

別表 9-6  大気拡散条件（地上放出） 

大気拡散条件 敷地境界 

相対濃度（χ／Ｑ） 

（ｓ／ｍ３） 
3.5×10－４ 

相対線量（Ｄ／Ｑ） 

（Gy／Bq） 
2.1×10－18 
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別図 9-4 希ガス，よう素，ハロゲン等の環境への放出過程 
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I-131 追加放出量の測定結果について

運転開始から施設定期検査による原子炉停止時等に測定している I-131 の追

加放出量の測定値は以下のとおり。 

定検回数 停止年月日 増加量（Ｂｑ） 

（起動試験） Ｈ１．１．１８ ８．１０×１０７ 

第１回 Ｈ２．２．５ ２．２２×１０７ 

第２回 Ｈ３．５．７ ７．６７×１０６ 

第３回 Ｈ４．９．７ ２．０×１０７ 

第４回 Ｈ６．１．１２ １．７×１０７ 

第５回 Ｈ７．４．２７ １．９×１０７ 

中間停止 Ｈ８．５．１３ ２．３×１０７ 

第６回 Ｈ８．９．６ ２．３×１０７ 

第７回 Ｈ１０．１．５ ２．４×１０７ 

第８回 Ｈ１１．５．１１ ２．２×１０７ 

第９回 Ｈ１２．９．１７ １．４×１０７ 

第１０回 Ｈ１４．１．８ ２．０×１０７ 

第１１回 Ｈ１５．４．１５ ３．６×１０７ 

第１２回 Ｈ１６．９．７ ２．６×１０７ 

第１３回 Ｈ１８．２．２８ ２．９×１０７ 

第１４回 Ｈ１９．５．８ ３．９×１０７ 

第１５回 Ｈ２０．９．７ １．９×１０７ 

第１６回 Ｈ２２．３．１８ ２．２×１０７ 
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添付資料 1.3.7 

インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時の検知手段について

(1) インターフェイスシステムＬＯＣＡと原子炉格納容器内でのＬＯＣＡの判

別並びに判断について

第１表にインターフェイスシステムＬＯＣＡ及び原子炉格納容器内でのＬ

ＯＣＡ発生時のパラメータ比較を示す。 

インターフェイスシステムＬＯＣＡと原子炉格納容器内でのＬＯＣＡは，ど

ちらも原子炉冷却材の漏えい事象であるが，漏えい箇所が原子炉格納容器の内

側か外側かという点で異なる。 

このため，原子炉圧力，原子炉水位といった原子炉冷却材一次バウンダリ内

のパラメータは同様の挙動を示すが，エリア放射線モニタや格納容器圧力とい

った原子炉格納容器内外のパラメータ変化に相違が表れるので，容易にインタ

ーフェイスシステムＬＯＣＡと判別することができる。 

また，第１表に示すパラメータの変化や警報が発報することと，運転中の弁

の開閉試験時に発生するため，早期にインターフェイスシステムＬＯＣＡが発

生したことが判断できる。 

第１表 インターフェイスシステムＬＯＣＡと原子炉格納容器内での 

ＬＯＣＡのパラメータ比較について 

各パラメータ・警報 

徴  候 

インターフェイスシ

ステムＬＯＣＡ

原子炉格納容器内

でのＬＯＣＡ 

インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ発生を確認する 

パラメータ 

原子炉圧力 低下※２ 低下※２ 

原子炉水位 低下※２ 低下※２ 

格納容器圧力 変化なし 上昇 

格納容器温度 変化なし 上昇 

残留熱除去又は低圧炉心ス

プレイポンプ出口圧力※１ 
上昇 変化なし 

インターフェイスシステム

ＬＯＣＡ発生場所（エリア） 

を特定可能なパラメータ 

火災感知器 警報発報 警報発報なし 

監視カメラ 現場状況確認 － 

漏えい検知器 警報発報 警報発報なし 

温度検知器 警報発報 警報発報なし 

エリアモニタ 上昇 変化なし 

※１ インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生系統

※２ 漏えい量により変動しない場合がある。

(2) インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生場所（エリア）の特定方法について

Ａ－残留熱除去系の機器・配管等が設置されているポンプ室，熱交換器室，

ＰＣＶペネトレーション室，トーラス室は第１図に示すとおり，分離されたエ

リアに火災感知器，監視カメラ，漏えい検知器，温度検知器やエリアモニタを
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設置しており，インターフェイスシステムＬＯＣＡ発生時は警報・指示値等に

よりインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生場所（エリア）の特定が可能であ

る。 

また，有効性評価においては，Ａ－残留熱除去系のインターフェイスシステ

ムＬＯＣＡ事象を想定しているが，Ｂ，Ｃ－残留熱除去系及び低圧炉心スプレ

イ系についても，第２図～第４図に示すとおり，Ａ－残留熱除去系と同様の対

応をとることによりインターフェイスシステムＬＯＣＡ発生場所（エリア）の

特定が可能である。 

なお，評価上，インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生が想定される場所

（エリア）には第２表に示すとおり，火災感知器，監視カメラ及び漏えい検知

器を設置しており，一次系パラメータ及びポンプ出口圧力と合わせ総合的に判

断することでインターフェイスシステムＬＯＣＡの検知・発生場所の特定が可

能である。 

   

第２表 インターフェイスシステムＬＯＣＡの発生が想定される場所（エリ

ア）の漏えい確認設備について 

             確認設備 

想定場所 

火災 

感知器 

監視 

カメラ 

漏えい 

検知器 

温度 

検知器 

エリア 

モニタ 

Ａ－残留熱除去系 
熱交換器 ○ ○ ○ ○  

ポンプ ○ ○ ○ ○ ○ 

Ｂ－残留熱除去系 
熱交換器 ○ ○ ○ ○  

ポンプ ○ ○ ○ ○ ○ 

Ｃ－残留熱除去系 ポンプ ○ ○ ○   

低圧炉心スプレイ系 ポンプ ○ ○ ○   
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第１図 Ａ－残留熱除去系漏えい確認設備概要図 

第２図 Ｂ－残留熱除去系漏えい確認設備概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第３図 Ｃ－残留熱除去系漏えい確認設備概要図 

第４図 低圧炉心スプレイ系漏えい確認設備概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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添付資料 1.3.8 

発電用原子炉の減圧操作について 

１．炉心損傷前の発電用原子炉の減圧操作 

(1) 発電用原子炉の手動減圧操作

炉心損傷前の発電用原子炉の手動減圧操作には，原子炉圧力容器への熱応

力の影響を考慮し，原子炉冷却材温度変化率 55℃／h 以下を監視しながら実

施する「通常の減圧」と，事故時において逃がし安全弁（自動減圧機能付き）

６個を開放することにより発電用原子炉を急速に減圧する「急速減圧」があ

る。 

各減圧操作は，低圧で原子炉注水が可能な手段を確保した上で，以下のと

おり判断して実施する。 

ａ．通常の減圧操作 

通常の減圧操作は，プラント通常起動／停止時及び事故対応中で急速減

圧操作の条件が成立していない場合において適用する。 

本操作は，主復水器が使用できる場合には，タービンバイパス弁を用い

て原子炉発生蒸気を主復水器へ，主復水器が使用できない場合には，逃が

し安全弁を間欠で用いてサプレッション・プールへ導くことで発電用原子

炉の減圧を行う。 

ｂ．急速減圧操作 

急速減圧操作は，事故対応中において以下のような場合に，逃がし安全

弁（自動減圧機能付き）６個を開放することにより実施する。 

①高圧注水機能喪失等により原子炉水位が低下し，低圧注水機能により原

子炉注水を速やかに行う場合

②高圧注水機能により原子炉水位が緩やかに上昇しているが，炉心露出（原

子炉水位が燃料棒有効長頂部以下）の時間が最長許容炉心露出時間を上

回った場合

③原子炉水位不明が発生し，低圧の注水機能により原子炉圧力容器を満水

にする場合

④インターフェイスシステムＬＯＣＡが発生し，中央制御室からの遠隔隔

離に失敗した場合

また，以下の場合で減圧操作に時間余裕がある場合は，減圧による原子

炉格納容器への熱負荷に留意し，格納容器圧力及び温度を監視しながら逃

がし安全弁（自動減圧機能付き）６個を順次開放するが，原子炉冷却材温

度変化率 55℃／h以下は適用されない。 

⑤サプレッション・プール熱容量制限※１に到達した場合
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※１ サプレッション・プール水温度 77℃。なお，崩壊熱除去機能喪失

時において，原子炉隔離時冷却系または高圧原子炉代替注水系か

らの注水により原子炉水位を維持している場合，当該系統が機能

維持できる間（サプレッション・プール水温度 100℃まで）は急速

減圧に移行しない。 

 

⑥格納容器圧力を約 245kPa［gage］以下に維持できない場合 

⑦ドライウェル温度が 171℃に到達した場合 

⑧サプレッション・プール水位が通常水位＋4.9ｍに近接した場合又は通常

水位－50 ㎝以下となった場合 

 

本操作は，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）「６個」を手動開放するこ

とを第一優先とする。 

それができない場合は逃がし安全弁（自動減圧機能付き）以外の逃がし

安全弁を含めたものから使用可能なもの「６個」を手動開放する。 

さらに，それもできない場合は，急速減圧に必要な最小弁数である「１

個」を手動開放することにより急速減圧する。逃がし安全弁（自動減圧機

能付き）以外の逃がし安全弁による減圧ができない場合は，代替の減圧手

段を試みる。 

なお，急速減圧に必要な最小弁数「１個」は，残留熱除去系（低圧注水

モード）１台による原子炉注水を仮定した場合に燃料被覆管最高温度が

1,200℃以下に抑えられることを条件として設定している。 

急速減圧操作の概要は第１図のとおり。 

 

 

第１図 原子炉「急速減圧」操作概要 
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(2) 発電用原子炉の自動減圧

前項(1)のような運転員による操作がない場合でも，事故事象を収束させる

ための原子炉減圧としては，自動減圧系及び代替自動減圧機能の２つがある。

逃がし安全弁の機能を第１表に整理するとともに，概要を以下に示す。 

なお，原子炉停止機能喪失(ＡＴＷＳ)の場合は，発電用原子炉の自動減圧

により低温の水が注水されることを防止するため，運転員の判断により自動

減圧を阻止するための操作スイッチがある。 

悪影響を及ぼさないように，区分Ⅰ，区分Ⅱの異なる系統に自動減圧起動

阻止スイッチを各１個，代替自動減圧起動阻止スイッチを１個分離して設置

しており，これらのスイッチは中央制御室の同じ盤で操作が可能な設計とし

ている。 

・自動減圧系（第２図）

非常用炉心冷却系の一部であり，高圧炉心スプレイ系のバックアップ設

備として，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）を開放し原子炉圧力を速や

かに低下させ，低圧炉心スプレイ系，低圧注水系の早期注水を促す。 

具体的には，「原子炉水位低（レベル１）」及び「格納容器圧力高

(13.7kPa[gage])」信号が 120 秒間継続し，低圧炉心スプレイ系又は残留熱

除去系（低圧注水モード）が運転中であれば，逃がし安全弁（自動減圧機

能）６個が開放する。 

・代替自動減圧機能（第２図）

非常用炉心冷却系の自動減圧機能が作動しない場合においても，炉心の

著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止する。 

自動減圧系の作動信号の内，「格納容器圧力高(13.7kPa[gage])」信号が

成立しなくても，発電用原子炉の水位が低い状態で一定時間経過した場合

は，低圧炉心スプレイ系又は残留熱除去系（低圧注水モード）の起動を条

件に代替自動減圧機能は作動する。 

具体的には「原子炉水位低（レベル１）」信号が 10 分間継続し，低圧炉

心スプレイポンプ又は残留熱除去ポンプが運転中であれば，代替自動減圧

機能により逃がし安全弁（自動減圧機能付き）２個が開放する。 

代替自動減圧機能は，原子炉水位低（レベル１）に「10 分間」の時間遅

れを考慮して，炉心損傷に至らない台数を検討した結果，１個を開放すれ

ば炉心損傷の制限値（燃料被覆管 1,200℃以下，被覆管酸化割合 15％以下）

を満足するため，余裕として１個を追加して２個と設定した。 
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第１表 逃がし安全弁機能一覧 

自動減圧系及び代替自動減圧機能は運転員の操作を考慮しないが，運転員

が各論理の動作状況を確認できるように警報を発する。自動減圧系及び代替

自動減圧機能の動作回路図及び警報発生箇所を以下に示す。 

第２図 自動減圧系及び代替自動減圧機能の論理回路 
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これらの警報により，自動減圧系または代替自動減圧機能の論理が動作し

ていることを確認し，自動減圧に備える。 

なお，代替自動減圧機能動作による自動減圧中に燃料棒有効長頂部(ＴＡ

Ｆ)を下回った場合は，運転操作手順書に則り，残りの４個を開操作する。 

２．原子炉注水手段がない場合の原子炉減圧の考え方について 

原子炉への注水手段がなく原子炉圧力容器の破損に至るおそれがある場合に

は，原子炉圧力容器高圧破損防止のための原子炉手動減圧を実施する必要があ

る。この際，蒸気冷却による燃料の冷却効果に期待するために原子炉減圧を遅

らせ，シュラウド内の原子炉水位計（燃料域）で原子炉水位が「燃料棒有効長

底部より燃料棒有効長の 20%高い位置」（以下，「ＢＡＦ+20%」という）に到達

した場合に，逃がし安全弁（自動減圧機能付き）２個で原子炉の減圧を実施す

る手順としている。 

減圧を実施する水位及び弁の個数については，以下の評価結果を基に決定し

ている。 

(1) 原子炉手動減圧のタイミングについて

格納容器破損モード「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」では，

溶融炉心，水蒸気及び水素ガスの急速な放出に伴い原子炉格納容器に熱的・

機械的な負荷が加えられることを防止するため，原子炉圧力容器破損までに

逃がし安全弁の手動開操作により原子炉減圧を実施し，原子炉冷却材圧力を

2.0MPa[gage]以下に低減する必要がある。 

しかしながら，蒸気冷却による燃料の冷却効果に期待するという観点で原

子炉減圧を遅くする一方で，原子炉圧力容器破損のタイミングが見通せない

中で運転員による手動操作が必要な状況下であることを踏まえると，到達予

測が容易である原子炉水位で判断することが妥当とした。なお，原子炉水位

が低下し燃料棒有効長底部（以下，「ＢＡＦ」という）を下回った以降，原子

炉減圧を実施した場合には，ＳＡ事象進展等に対して以下の悪影響が考えら

れる。 

・原子炉水位計（燃料域）による水位確認が不可となる。

・燃料がヒートアップしているため，水素発生量が増加する。

・水素発生量の増加により反応熱が増加し，原子炉圧力容器破損タイミン

グが早くなる。

・減圧から原子炉圧力容器破損の時間が短く，高圧破損のリスクが上昇す

る。

・水素発生量の増加および原子炉圧力容器破損の早期化により，原子炉格

納容器過圧・過温破損を防止するためのマネジメントの時間余裕が短く

なる。

これらを踏まえ，原子炉への注水手段がない場合の原子炉手動減圧のタイ

ミングを検討するため，原子炉水位が「原子炉水位低（レベル１）」（以下「Ｌ
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１」という。）に到達後 10 分から 60 分までのそれぞれのタイミングで減圧す

る場合の解析を実施し，水素の積算発生量※１を評価した。 

減圧に用いる逃がし安全弁（自動減圧機能付き）の弁の個数は，６個（逃

がし安全弁（自動減圧機能付き）全弁）で実施されるものとした。 

評価結果を第１表，第１図及び第２図に示す。水素の積算発生量について

は，Ｌ１到達後 40 分後と 50 分後の間に大きな差が表れた。 

この評価結果から，酸化反応（ジルコニウム－水反応）が活発になる前の，

Ｌ１到達後 40 分後までに減圧を実施することが望ましいと判断した。 

なお，第１表の逃がし安全弁（自動減圧機能付き）６個での原子炉減圧の

結果及び第２表の逃がし安全弁（自動減圧機能付き）２個及び１個での原子

炉減圧の結果について，10 分，20 分，30 分，40 分のタイミングで多少の増

減(ばらつき)を示しているものの，50 分後と 60 分後の間に大きな差が生じ

るのはこのばらつきの影響ではなく，炉心形状が維持されている段階での炉

心のヒートアップのタイミングに大量の蒸気が通過することによるものであ

ると考えられる。このため，10 分，20 分，30 分，40 分での水素発生量の多

少のばらつきは本結論に影響を与えるものではない。 

※１ 事象が安定した時点である事象発生から３時間後までの積算量。 

なお，３時間以降の水素量の増加はない。 

 

(2) 原子炉手動減圧に用いる弁の個数について 

第２表及び第７図から第 10 図より，(1)で判断した原子炉手動減圧を実施

するタイミング（Ｌ１到達後 40 分）近辺の減圧タイミングに着目すると，逃

がし安全弁（自動減圧機能付き）１個の場合の水素発生量が大きくなってい

る。また，減圧時の炉内蒸気流量の観点では，逃がし安全弁（自動減圧機能

付き）６個の場合よりも逃がし安全弁（自動減圧機能付き）２個の場合の方

が，炉内蒸気流量が小さいことから，燃料被覆管にかかる荷重が小さいもの

と考える。なお，低圧注水がある場合，水位回復の観点から早めに減圧すべ

きであるが，低圧注水がない場合には，注水ができない状況であってもでき

るだけ燃料破損を遅らせる観点から減圧に用いる弁数は少ない方が望ましい。 

水素発生量については，減圧が遅くなるほど蒸気量は小さくなるが炉心ヒ

ートアップは進むこともあり，減圧時間が遅い方が水素発生量が多くなる傾

向となっている。 

水素発生量を抑えつつ，燃料被覆管の荷重を低く抑える観点から，減圧時

に開放する適切な弁数は２個と判断した。ただし，仮に減圧操作が遅れ水素

ガスが多く発生したとしても，450kg 程度であれば，原子炉過圧破損の観点

から原子炉格納容器圧力への影響は過大ではないと考える。 

減圧完了までの時間については，第３図から第６図に示すとおり，弁の個

数が少ないほど長くなるが，いずれの場合も原子炉圧力容器内破損までの時

間に対しては十分な余裕があるため，原子炉圧力容器破損時の溶融炉心落下
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量など，原子炉圧力容器破損後の事象進展に与える影響は小さい。 

以上から，原子炉手動減圧の際に開放する弁数は逃がし安全弁（自動減圧

機能付き）２個とした。 

(3) 原子炉手動減圧を実施する水位について

上記評価結果より，原子炉手動減圧をＬ１到達後 50 分後以降に実施する場

合に水素の積算発生量の顕著な増加が見られること，また，減圧をＬ１到達

後 10 分から 40 分の間で実施する場合には水素の積算発生量に有意な傾向が

確認されないことを踏まえ，蒸気冷却による燃料の冷却効果に期待する観点

から，原子炉減圧はＬ１到達後 40 分で実施するものとし，判断基準としては

このタイミングに相当する原子炉水位を用いることとした。 

原子炉水位低（レベル１）から 40 分後の原子炉水位を評価すると，原子炉

水位はＢＡＦ＋20％程度であることから，これを減圧実施の水位とした。仮

に原子炉水位がＢＡＦ＋20%で減圧操作できなかった場合でも，ＢＡＦに到達

するまでに約 30 分間の時間余裕があり，また，原子炉急速減圧操作は原子炉

水位の低下傾向を監視しながらあらかじめ準備が可能であることから，操作

の不確かさはない。 

なお，海外における同様の判断基準を調査した結果，米国の緊急時操作ガ

イドライン（ＥＰＧ）[１]の例では，不測事態の蒸気冷却の手順において，原

子炉へ注水できない場合の原子炉減圧の判断基準をＢＡＦ＋70％程度として

いることを確認した。これはＢＡＦ＋70％程度よりも原子炉水位が高い状況

では，注水が無くかつ原子炉減圧していない状態でも，冠水部分の燃料から

発生する蒸気により露出部分の燃料を冷却できると判断しているものと推定

される。当社の判断基準は，米国の例との差異はあるものの，上述の評価結

果を踏まえ蒸気冷却効果，水素発生量及び被覆管に対する負荷の観点から定

めているものであり，妥当であると考える。

(4) 原子炉水位の確認手段について

原子炉水位は原子炉水位計（燃料域）によって確認し，第 11 図に示す補正

曲線を用いて原子炉圧力に対する補正を行いＢＡＦ＋20％を判断する。高圧

溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱において，原子炉水位計（燃料域）が

ＢＡＦ＋20％に到達する時点（事象発生から約１時間後）では，原子炉圧力

容器内の気相部温度は飽和温度を超えているが，ドライウェル内の気相部温

度は約 77℃であり，第 12 図に示す水位不明判断曲線の水位不明領域に入っ

ていないことから，原子炉水位計（燃料域）の凝縮槽内の水位は維持され，

原子炉水位計（燃料域）による原子炉水位の確認は可能と考える。 

また，第 12 図に示す水位不明判断曲線は，全ての原子炉水位計の水位不明

判断に使用し，仮に水位不明となった場合は急速減圧を実施する手順となっ

ており，同等の対応となることから，運転員の対応に影響はない。 

なお，原子炉水位計の凝縮槽内の水位を確認する手段として，凝縮槽表面

の気相部と液相部に温度計を設置することとしており，気相部と液相部に温
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度差がある場合には，凝縮槽内の水位が維持されており，また，気相部と液

相部に温度差がない場合には，凝縮槽内の水が蒸発し，水位不明となってい

ることを判断することが可能である。 

 

(5) 原子炉手動減圧に用いる逃がし安全弁の選定について 

原子炉注水機能喪失時の原子炉手動減圧に用いる逃がし安全弁は，以下に

示す条件を考慮し「Ｂ弁」及び「Ｍ弁」を選定している。 

【選定条件】 

①自動減圧機能及び代替自動減圧機能を有する弁とし，本機能が作動した

場合に必要以上の逃がし安全弁が開とならないようにする。 

②過熱蒸気による逃がし安全弁損傷防止の観点から，開放する弁は可能な

限り離隔させる。（第 13 図） 

③残留熱除去系の機能喪失防止の観点から，開放する弁は残留熱除去系ス

トレーナから可能な限り離隔させる。（第 14 図） 

④サプレッション・プール水温度の上昇を均一にするため，可能な限り離

れた排気管の位置の弁とする。（第 14 図） 

第 14 図に示すとおり，「Ｂ弁」と「Ｍ弁」の排気ラインは比較的近接して

いるが，サプレッション・プール水量（2800m3）を勘案すると原子炉からの

蒸気凝縮は十分可能である。サプレッション・プールへの熱影響の観点（【選

定条件】④）からは，「Ｂ弁」と「Ｍ弁」の排気ラインは比較的近接している

が，重大事故対応における悪影響を考慮し，その他の選定条件（【選定条件】

①～③）を全て満たす弁を選定している。 

 

[参考文献] 

[１] “ABWR design Control Document[Tier 2, Chapter 18 Human Factors 

Engineering]”,GE Nuclear Energy,Mar.,1997 
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第１表 原子炉減圧のタイミングに関する評価結果 

（逃がし安全弁（自動減圧機能付き）６個で減圧した場合） 

原子炉水位低（レベル１） 

到達後の時間遅れ 
10 分 20 分 30 分 40 分 50 分 60 分 

積算水素発生量 

（３時間後まで）[kg] 
70 70 70 80 350 310 

第２表 減圧弁数に関する評価結果 

減圧弁数 
Ｌ１到達後の 

時間遅れ[分] 

原子炉水位 

(燃料域)の目

安 

積算水素発生

量 

(３時間後ま

で) 

 [kg] 

被覆管への 

荷重 * 

自動減圧機

能付き逃が

し安全弁 

６個 

10 BAF＋121％ 70 130 

20 BAF＋69％ 70 110 

30 BAF＋29％ 70 130 

40 BAF＋18％ 80 150 

自動減圧機

能付き逃が

し安全弁 

２個 

10 BAF＋121％ 140 80 

20 BAF＋69％ 130 70 

30 BAF＋29％ 140 60 

40 BAF＋18％ 160 100 

自動減圧機

能付き逃が

し安全弁 

１個 

10 BAF＋121％ 200 60 

20 BAF＋69％ 200 50 

30 BAF＋29％ 220 30 

40 BAF＋18％ 380 30 

* 原子炉減圧時の最大炉内蒸気流量[kg/s]

（減圧時に燃料被覆管が受ける荷重としては，燃料被覆管内外の圧

力差による応力等が考えられ，蒸気流量の増加とともに大きくなる

と考えられることから，加わる荷重の指標として蒸気流量を参考と

している。）
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第１図 原子炉水位の時間変化 

（逃がし安全弁全弁（自動減圧機能付き）６個） 

第２図 積算水素発生量の時間変化 

（逃がし安全弁全弁（自動減圧機能付き）６個） 
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第３図 原子炉水位の時間変化 

（Ｌ１+10 分で減圧） 

 

 

 

 

 

第４図 原子炉水位の時間変化 

（Ｌ１+20 分で減圧） 
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第５図 原子炉水位の時間変化 

（Ｌ１+30 分で減圧） 

 

 

 

 

 

 
第６図 原子炉水位の時間変化 

（Ｌ１+40 分で減圧） 
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第７図 積算水素発生量の時間変化 

（Ｌ１+10 分で減圧） 

第８図 積算水素発生量の時間変化 

（Ｌ１+20 分で減圧） 
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第９図 積算水素発生量の時間変化 

（Ｌ１+30 分で減圧） 

 

 

 

 

 

 

第 10 図 積算水素発生量の時間変化 

（Ｌ１+40 分で減圧） 
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第 11 図 原子炉水位（燃料域）及び原子炉水位（ＳＡ）補正曲線 

第 12 図 水位不明判断曲線 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 13 図 逃がし安全弁の配置図 

第 14 図 サプレッション・チェンバ内の逃がし安全弁排気管の配置図 
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添付資料 1.3.9 

逃がし安全弁の電源受電状態について 

サポート系故障時の対応手段のうち，可搬型代替直流電源設備による逃がし

安全弁開放及び復旧について電源受電状態を第１図から第６図に示す。 

第１図 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 

（常設代替直流電源設備を使用） 

第２図 可搬型直流電源設備による逃がし安全弁開放 

（可搬型直流電源設備を使用）
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第３図 代替直流電源設備による復旧（可搬型直流電源設備を使用） 

第４図 代替直流電源設備による復旧 

（直流給電車を使用） 
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第５図 代替直流電源設備による復旧 

（常設代替交流電源設備を使用）(１／２) 

第５図 代替直流電源設備による復旧 

（常設代替交流電源設備を使用）(２／２) 
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第６図 代替直流電源設備による復旧 

（可搬型代替交流電源設備を使用）(１／２) 

 

 

 

第６図 代替直流電源設備による復旧 

（可搬型代替交流電源設備を使用）(２／２) 
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1.3.10-1 
解釈一覧 

判断基準の解釈一覧 

手順 判断基準記載内容 解釈 

1.3.2.1 フロントライン系

故障時の対応手順 

(1)代替減圧 a.手動操作による減圧 復水器が使用可能 復水器真空がＭＳＩＶ閉設定値（復水器真空度にて

ｋＰａ）以下に維持可能な状態 

タービンバイパス弁の開操作が可能 タービン制御油圧力が確立（制御油圧力計にて圧力低

ＭＰａ以上）している状態 

復水器が使用不可能 ＭＳＩＶ開不能又はタービンバイパス弁が動作不能，

又は復水器真空度がＭＳＩＶ閉設定値（復水器真空度

にて  ｋＰａ）以下に維持不可能な状態 

逃がし安全弁の開操作が可能 逃がし安全弁作動用窒素ガスが確保（ＡＤＳアキュム

レータ入口圧力にて圧力低警報   ＭＰa以上）さ

れ，かつ作動電磁弁が正常（電磁弁電源断警報なし）

な状態 

1.3.2.2 サポート系故障時

の対応手順 

(1)常設直流電源喪失時の

減圧

ａ.可搬型直流電源設備による

逃がし安全弁開放 

逃がし安全弁作動用窒素ガスが確保されて

いる場合 

窒素ガスボンベ圧力が（    ＭＰa）以上確保され

ている場合 

ｂ.主蒸気逃がし安全弁用蓄電

池（補助盤室）による逃がし安

全弁開放 

逃がし安全弁作動用窒素ガスが確保されて

いる場合 

窒素ガスボンベ圧力が（    ＭＰa）以上確保され

ている場合 

ｃ.主蒸気逃がし安全弁用蓄電

池（原子炉建物）による逃がし

安全弁（自動減圧機能付き）開

放 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）作動用

窒素ガスが確保されている場合 

窒素ガスボンベ圧力が（    ＭＰa）以上確保され

ている場合 

ｄ.窒素ガス代替供給設備によ

る逃がし安全弁（自動減圧機能

なし）開放 

逃がし安全弁作動用窒素ガスが確保されて

いる場合 

窒素ガス代替供給系窒素ガスボンベ圧力が（  

ＭＰａ）以上確保されている場合 

(2)逃がし安全弁作動窒素

ガス喪失時の減圧

ａ.窒素ガスボンベによる逃が

し安全弁駆動源確保 

ＡＤＳアキュムレータ入口圧力低警報が発

生した場合 

ＡＤＳアキュムレータ入口圧力低警報（    ＭＰa

以下）が発生した場合 

Ｎ２ガスボンベ圧力低警報が発生した場合 Ｎ２ガスボンベ圧力低警報（    ＭＰa以下）が発

生した場合 

(3)逃がし安全弁作動可能

な環境条件

ａ.窒素ガス供給設備による背

圧対策 

炉心損傷を判断した場合 格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格

納容器内のγ線線量率の 10 倍を超えた場合，又は格納

容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）が使用できない

場合に原子炉圧力容器温度で  ℃以上を確認し

た場合 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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1.3.10-2 

操作手順の解釈一覧 

手順 操作手順記載内容 解釈 

1.3.2.2 サポート系故

障時の対応手順 

(1)常設直流電源喪失時

の減圧

ａ.可搬型直流電源設備に

よる逃がし安全弁開放 

Ａ，Ｂ－原子炉プロセス計測盤 2-934Ａ，Ｂ

原子炉圧力容器の圧力が逃がし安全弁

による減圧完了圧力となるまで 

原子炉圧力圧力容器の圧力が   ＭＰａに

到達するまで 

ｂ.主蒸気逃がし安全弁用

蓄電池（補助盤室）による

逃がし安全弁開放 

Ａ，Ｂ－原子炉プロセス計測盤 2-934Ａ，Ｂ

Ａ，Ｂ－自動減圧継電器盤 2-970Ａ，Ｂ

原子炉圧力容器の圧力が逃がし安全弁

による減圧完了圧力となるまで 

原子炉圧力容器の圧力が   ＭＰａに到達

するまで 

ｃ.主蒸気逃がし安全弁用

蓄電池（原子炉建物）によ

る逃がし安全弁（自動減圧

機能付き）開放 

Ａ，Ｂ－原子炉プロセス計測盤 2-934Ａ，Ｂ

仮設電源接続中継端子箱 
仮設電源接続中継端子箱ＲＶ202-1Ｂ用，ＲＶ

202-1Ｍ用

原子炉圧力容器の圧力が逃がし安全弁

による減圧完了圧力となるまで 

原子炉圧力容器の圧力が  ＭＰａに到達

するまで 

ｄ.窒素ガス代替供給設備

による逃がし安全弁（自動

減圧機能なし）開放 

Ａ，Ｂ－原子炉プロセス計測盤 2-934Ａ，Ｂ

原子炉圧力容器の圧力が逃がし安全弁

による減圧完了圧力となるまで 

原子炉圧力圧力容器の圧力が  ＭＰａに

到達するまで 

(2)逃がし安全弁作動窒

素ガス喪失時の減圧

ａ.窒素ガスボンベによる

逃がし安全弁駆動源確保 

ＡＤＳアキュムレータ入口圧力低警報が消

灯したことを確認 

ＡＤＳアキュムレータ入口圧力低警報が消灯

（    ＭＰa以上）したことを確認 

Ｎ２ガスボンベ圧力低警報が発生した場合 Ｎ２ガスボンベ圧力低警報（    ＭＰa 以下）が

発生した場合 

1.3.2.3 インターフェ

イスシステムＬＯＣＡ発

生時の対応手順

(1)ＥＯＰ「二次格納施設制御」
逃がし安全弁により急速減圧を行い，減

圧完了圧力まで減圧することで 

逃がし安全弁により原子炉の急速減圧を行い，

  ＭＰａまで減圧することで 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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1.3.10-3 

弁番号及び弁名称一覧 

弁番号 弁名称 操作場所 

Ｖ2Ｃ3-1 
ＳＲＶＤＳ窒素ガス代替供給弁 

原子炉建物付属棟地上２階Ｂ－非常用電気室

（非管理区域） 

Ｖ227-1Ａ-11～15 
Ａ－ＡＤＳ窒素ガスボンベ（1Ａ－11～15）出口弁（待機側） 

原子炉建物付属棟地上２階北東通路（非管理区

域） 

Ｖ227-11Ａ 
Ａ－ＡＤＳ窒素ガスボンベ供給元弁（待機側） 

原子炉建物付属棟地上２階北東通路（非管理区

域） 

ＣＶ227-1Ａ，1Ｂ 
Ａ，Ｂ－窒素ガス供給装置出口加減弁 

原子炉建物付属棟地上２階北東通路（非管理区

域）／原子炉棟排風機室（管理区域） 
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添付資料 1.3.11 

手順のリンク先について 

原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等について，手順のリンク

先を以下に取りまとめる。  

1．1.3.2.2(4)ａ．代替直流電源設備による復旧 

・代替直流電源設備に関する手順等

＜リンク先＞ 1.14.2.2 (1) ｂ．可搬型直流電源設備による給電 

1.14.2.5 (1) ガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼ

ル燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給

1.14.2.5 (2) タンクローリから各機器等への給油 

2．1.3.2.2(4)ｂ．代替交流電源設備による復旧 

・代替交流電源設備に関する手順等

＜リンク先＞ 1.14.2.1 (1) 代替交流電源設備による給電 

1.14.2.3 (1)ａ．ガスタービン発電機又は高圧発電機車による

ＳＡロードセンタ及びＳＡコントロールセン

タ受電

1.14.2.5 (1) ガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼ

ル燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給

1.14.2.5 (2) タンクローリから各機器等への給油 

3．1.3.2.5 その他の手順項目について考慮する手順 

・非常用交流電源設備，所内常設蓄電式直流電源設備，常設代替交流電源設備

として使用するガスタービン発電機，可搬型代替交流電源設備として使用す

る高圧発電機車，常設代替直流電源設備として使用するＳＡ用115V系蓄電池

又は可搬型直流電源設備として使用する高圧発電機車，Ｂ１－115V系充電器

（ＳＡ）及びＳＡ用115V系充電器による逃がし安全弁，電動弁及び監視計器

類への電源供給手順並びに常設代替交流電源設備として使用するガスタービ

ン発電機，可搬型代替交流電源設備及び可搬型直流電源設備として使用する

高圧発電機車及び非常用交流電源設備への燃料補給手順 

＜リンク先＞ 1.14.2.1 (1) 代替交流電源設備による給電 

1.14.2.2 (1)ａ．所内常設蓄電式直流電源設備及び常設代替直

流電源設備による給電 

1.14.2.2 (1)ｂ．可搬型直流電源設備による給電 

1.14.2.3 (1)ａ．ガスタービン発電機又は高圧発電機車による

ＳＡロードセンタ及びＳＡコントロールセン

1.3-236
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タ受電

1.14.2.2 (1)ａ．所内常設蓄電式直流電源設備及び常設代替直 

流電源設備による給電 

1.14.2.2 (1)ｂ．可搬型直流電源設備による給電 

1.14.2.5 (1) ガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼ

ル燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給

1.14.2.5 (2) タンクローリから各機器等への給油 

1.14.2.6 (1) 非常用交流電源設備による給電 

・操作の判断及び確認に係る計装設備に関する手順

＜リンク先＞ 1.15.2.1 監視機能喪失 

1.15.2.2 計測に必要な電源の喪失 

1.3-237
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1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順

等 

 

＜ 目 次 ＞ 

1.4.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

ａ．発電用原子炉運転中の対応手段及び設備 

(a) フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

ⅰ 低圧代替注水 

ⅱ 重大事故等対処設備と自主対策設備 

(b) サポート系故障時の対応手段及び設備 

ⅰ 復旧 

ⅱ 重大事故等対処設備 

(c) 溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合の対応手段及び設備 

ⅰ 低圧代替注水 

ⅱ 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｂ．発電用原子炉停止中の対応手段及び設備 

(a) フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

ⅰ 低圧代替注水 

ⅱ 原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱 

ⅲ 重大事故等対処設備と自主対策設備 

(b) サポート系故障時の対応手段及び設備 

ⅰ 復旧 

ⅱ 重大事故等対処設備 

ｃ．手順等 

1.4.2 重大事故等時の手順 

1.4.2.1 発電用原子炉運転中における対応手順 

(1) フロントライン系故障時の対応手順 

ａ．低圧代替注水 

(a) 低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水 

(b) 復水輸送系による原子炉圧力容器への注水 

(c) 消火系による原子炉圧力容器への注水 

(d) 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水 

（淡水／海水） 

ｂ．重大事故等時の対応手段の選択 

(2) サポート系故障時の対応手順 

ａ．復旧 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード）電源復旧後の原子炉圧力容器への注 

1.4-1
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  水 

(b) 低圧炉心スプレイ系電源復旧後の原子炉圧力容器への注水 

ｂ．重大事故等時の対応手段の選択 

(3) 溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合の対応手順 

ａ．低圧代替注水 

(a) 低圧原子炉代替注水系（常設）による残存溶融炉心の冷却 

(b) 復水輸送系による残存溶融炉心の冷却 

(c) 消火系による残存溶融炉心の冷却 

(d) 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による残存溶融炉心の冷却 

（淡水／海水） 

ｂ．重大事故等時の対応手段の選択 

1.4.2.2 発電用原子炉停止中における対応手順 

(1) フロントライン系故障時の対応手順 

  ａ．低圧代替注水 

  ｂ．原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱 

  (a) 原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱 

  ｃ．重大事故等時の対応手段の選択 

(2) サポート系故障時の対応手順 

ａ．復旧 

(a) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）電源復旧後の発電用原子炉 

からの除熱 

ｂ．重大事故等時の対応手段の選択 

1.4.2.3 重大事故等対処設備（設計基準拡張）による対応手順 

(1) 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器への注水 

(2) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による発電用原子炉からの除熱 

(3) 低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 

1.4.2.4 その他の手順項目について考慮する手順 

添付資料 1.4.1 審査基準，基準規則と対処設備との対応表 

添付資料 1.4.2 自主対策設備仕様 

添付資料 1.4.3 対応手段として選定した設備の電源構成図 

添付資料 1.4.4 重大事故対策の成立性 

1. 低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注

水 

2. 復水輸送系による原子炉圧力容器への注水 

3. 消火系による原子炉圧力容器への注水 

4. 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への

注水（淡水／海水） 

5. 残留熱除去系（低圧注水モード）電源復旧後の原子炉圧力容

器への注水 
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6. 低圧炉心スプレイ系電源復旧後の原子炉圧力容器への注水 

7. 原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱 

8. 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）電源復旧後の発電

用原子炉からの除熱（残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）による発電用原子炉からの除熱も同様） 

9. 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器への

注水 

10. 低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 

添付資料 1.4.5 炉心損傷及び原子炉圧力容器破損後の注水及び除熱の考え方に 

ついて 

添付資料 1.4.6 運転停止中の原子炉の事故時における現場作業員の退避につい 

        て 

添付資料 1.4.7 解釈一覧 

1. 判断基準の解釈一覧 

2. 操作手順の解釈一覧 

3．弁番号及び弁名称一覧 

添付資料 1.4.8 手順のリンク先について 
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1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順

等 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であ

って、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合に

おいても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため、発電用原

子炉を冷却するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される

方針が適切に示されていること。 

 

【解釈】 

１ 「炉心の著しい損傷」を「防止するため、発電用原子炉を冷却するために必

要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措

置を行うための手順等をいう。 

（１） 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却 

ａ） 可搬型重大事故防止設備の運搬、接続及び操作に関する手順等を整備

すること。 

（２） 復旧 

ａ） 設計基準事故対処設備に代替電源を接続することにより起動及び十分

な期間の運転継続ができること。 

 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態において，設計基準事故対処設備が

有する発電用原子炉の冷却機能は，残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧炉

心スプレイ系による冷却機能である。 

また，発電用原子炉停止中において，設計基準事故対処設備が有する発電用原

子炉の冷却機能は，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による崩壊熱除去

機能である。 

これらの機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器

の破損を防止するため，発電用原子炉を冷却する対処設備を整備する。ここでは，

この対処設備を活用した手順等について説明する。 
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1.4.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態において，発電用原子炉を冷却

し炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するための設計基準

事故対処設備として残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧炉心スプレイ

系を設置している。 

発電用原子炉停止中において，発電用原子炉内の崩壊熱を除去するための

設計基準事故対処設備として残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）を設

置している。 

これらの設計基準事故対処設備が健全であれば，これらを重大事故等対処

設備（設計基準拡張）と位置付け重大事故等の対処に用いるが，設計基準事

故対処設備が故障した場合は，その機能を代替するために，設計基準事故対

処設備が有する機能，相互関係を明確にした（以下「機能喪失原因対策分析」

という。）上で，想定する故障に対応できる対応手段及び重大事故等対処設

備を選定する（第1.4－1図）。 

また，炉心の著しい損傷，溶融が発生し，溶融炉心が原子炉圧力容器内に

残存した場合において，原子炉格納容器の破損を防止するための対応手段及

び重大事故等対処設備を選定する。 

 

重大事故等対処設備の他に，柔軟な事故対応を行うための対応手段及び自

主対策設備※１を選定する。 

※１ 自主対策設備：技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべて 

のプラント状況において使用することは困難であるが， 

プラント状況によっては，事故対応に有効な設備。 

 

選定した重大事故等対処設備により，技術的能力審査基準（以下「審査基

準」という。）だけでなく，設置許可基準規則第四十七条及び技術基準規則

第六十二条（以下「基準規則」という。）の要求機能を満足する設備が網羅

されていることを確認するとともに，自主対策設備との関係を明確にする。 

 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

重大事故等対処設備（設計基準拡張）である残留熱除去系（低圧注水モー

ド）若しくは低圧炉心スプレイ系又は残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）が健全であれば重大事故等の対処に用いる。 

残留熱除去系（低圧注水モード）による発電用原子炉の冷却で使用する設

備は以下のとおり。 

・残留熱除去ポンプ 

・サプレッション・チェンバ 

・残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 
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・原子炉圧力容器 

・原子炉補機冷却系 

・非常用交流電源設備 

 

なお，残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，

熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による発電用原子炉からの除熱

で使用する設備は以下のとおり。 

・残留熱除去ポンプ 

・原子炉圧力容器 

・残留熱除去系熱交換器 

・残留熱除去系 配管・弁・ジェットポンプ 

・原子炉再循環系 配管 

・原子炉補機冷却系 

・非常用交流電源設備 

 

低圧炉心スプレイ系による発電用原子炉の冷却で使用する設備は以下のと

おり。 

・低圧炉心スプレイポンプ 

・サプレッション・チェンバ 

・原子炉圧力容器 

・低圧炉心スプレイ系 配管・弁・ストレーナ・スパージャ 

・原子炉補機冷却系 

・非常用交流電源設備 

 

機能喪失原因対策分析の結果，フロントライン系故障として，残留熱除去

系（低圧注水モード）及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）並びに

低圧炉心スプレイ系の故障を想定する。また，サポート系故障として，全交

流動力電源喪失又は原子炉補機冷却系の故障を想定する。 

さらに，炉心溶融後，溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合を想定

する。 

設計基準事故対処設備に要求される機能の喪失原因から選定した対応手段

及び審査基準，基準規則からの要求により選定した対応手段と，その対応に

使用する重大事故等対処設備及び自主対策設備を以下に示す。 

なお，機能喪失を想定する設計基準事故対処設備，対応に使用する重大事

故等対処設備及び自主対策設備と整備する手順についての関係を第1.4－1表

に整理する。 
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ａ．発電用原子炉運転中の対応手段及び設備 

(a) フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

ⅰ 低圧代替注水 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水モード）及び

低圧炉心スプレイ系の故障により発電用原子炉の冷却ができない場合

は，低圧原子炉代替注水系（常設），低圧原子炉代替注水系（可搬型），

復水輸送系及び消火系により発電用原子炉を冷却する手段がある。 

(ⅰ) 低圧原子炉代替注水系（常設）による発電用原子炉の冷却 

低圧原子炉代替注水系（常設）による発電用原子炉の冷却で使用

する設備は以下のとおり。 

・低圧原子炉代替注水ポンプ 

・低圧原子炉代替注水槽 

・低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

・残留熱除去系 配管・弁 

・原子炉圧力容器 

・非常用交流電源設備 

・常設代替交流電源設備 

・代替所内電気設備 

 

(ⅱ) 復水輸送系による発電用原子炉の冷却 

復水輸送系による発電用原子炉の冷却で使用する設備は以下の

とおり。 

・復水輸送ポンプ 

・復水貯蔵タンク 

・復水輸送系 配管・弁 

・残留熱除去系 配管・弁 

・原子炉圧力容器 

・常設代替交流電源設備 

・非常用交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・代替所内電気設備 

 

(ⅲ) 消火系による発電用原子炉の冷却 

消火系による発電用原子炉の冷却で使用する設備は以下のとおり。 

・補助消火ポンプ 

・消火ポンプ 

・補助消火水槽 

・ろ過水タンク 

・消火系 配管・弁 
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・復水輸送系 配管・弁 

・残留熱除去系 配管・弁 

・原子炉圧力容器 

・非常用交流電源設備 

・常設代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・代替所内電気設備 

 

(ⅳ) 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による発電用原子炉の冷却 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による発電用原子炉の冷却で使

用する設備は以下のとおり。 

・大量送水車 

・輪谷貯水槽（西） 

・ホース・接続口 

・低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

・残留熱除去系 配管・弁 

・原子炉圧力容器 

・非常用交流電源設備 

・常設代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・代替所内電気設備 

・燃料補給設備 

 

なお，低圧原子炉代替注水系（可搬型）による発電用原子炉の冷却

は輪谷貯水槽（西）の淡水だけでなく，海水も利用できる。 

 

ⅱ 重大事故等対処設備と自主対策設備 

低圧代替注水で使用する設備のうち，低圧原子炉代替注水ポンプ，

低圧原子炉代替注水槽，低圧原子炉代替注水系配管・弁，残留熱除去

系配管・弁，原子炉圧力容器，大量送水車，ホース・接続口，常設代

替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備，代替所内電気設備，燃料

補給設備は，いずれも重大事故等対処設備として位置付ける。輪谷貯

水槽（西）は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」

【解釈】1b）項を満足するための代替淡水源（措置）として位置付け

る。非常用交流電源設備は重大事故等対処設備（設計基準拡張）とし

て位置付ける。 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定した設備は，審査

基準及び基準規則に要求される設備がすべて網羅されている。 

（添付資料1.4.1） 
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以上の重大事故等対処設備により，設計基準事故対処設備である残

留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧炉心スプレイ系が故障した場

合においても，発電用原子炉を冷却することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に有効な設備

であるため，自主対策設備と位置付ける。あわせて，その理由を示す。 

・復水輸送ポンプ，復水貯蔵タンク，復水輸送系配管・弁 

耐震性は確保されていないが，使用可能であれば発電用原子炉を

冷却する手段として有効である。 

・補助消火ポンプ，消火ポンプ，補助消火水槽，ろ過水タンク，消火 

系配管・弁 

耐震性は確保されていないが，重大事故等へ対処するために消火

系による消火が必要な火災が発生していない場合において，発電用

原子炉を冷却する手段として有効である。 

（添付資料1.4.2） 

 

(b) サポート系故障時の対応手段及び設備 

ⅰ 復旧 

全交流動力電源喪失又は原子炉補機冷却系の故障により，設計基準 

事故対処設備である残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧炉心ス 

プレイ系による発電用原子炉の冷却ができない場合は，「 (a)ⅰ 低 

圧代替注水」の手段に加え，常設代替交流電源設備を用いて緊急用メ 

タクラ（以下，「緊急用Ｍ／Ｃ」という。）を受電した後，緊急用Ｍ 

／Ｃから非常用所内電気設備である非常用高圧母線Ｃ系（以下，「Ｍ 

／Ｃ Ｃ系」という。）及びＤ系（以下，「Ｍ／Ｃ Ｄ系」という。） 

へ電源を供給し，原子炉補機冷却系又は原子炉補機代替冷却系により 

冷却水を確保することで残留熱除去系（低圧注水モード）又は低圧炉 

心スプレイ系を復旧し，発電用原子炉を冷却する手段がある。 

常設代替交流電源設備及び原子炉補機代替冷却系へ燃料を補給し，

電源の供給を継続することにより，残留熱除去系（低圧注水モード）

又は低圧炉心スプレイ系を十分な期間，運転継続することが可能であ

る。 

また，発電用原子炉停止後は発電用原子炉からの除熱を長期的に行

うため，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）に移行する。残留

熱除去系（原子炉停止時冷却モード）については，「ｂ.(b)ⅰ．復旧」

にて整理する。 

(ⅰ) 代替交流電源設備による残留熱除去系（低圧注水モード）の復旧 

代替交流電源設備による残留熱除去系（低圧注水モード）の復旧 

で使用する設備は以下のとおり。 

・残留熱除去ポンプ 
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・サプレッション・チェンバ 

・残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

・原子炉圧力容器 

・原子炉補機冷却系 

・原子炉補機代替冷却系 

・常設代替交流電源設備 

・代替所内電気設備 

 

なお，残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待して

おらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むことと

する。 

 

(ⅱ) 代替交流電源設備による低圧炉心スプレイ系の復旧 

代替交流電源設備による低圧炉心スプレイ系の復旧で使用する

設備は以下のとおり。 

・低圧炉心スプレイポンプ 

・サプレッション・チェンバ 

・低圧炉心スプレイ系 配管・弁・ストレーナ・スパージャ 

・原子炉圧力容器 

・原子炉補機冷却系 

・原子炉補機代替冷却系 

・代替所内電気設備 

・常設代替交流電源設備 

 

ⅱ 重大事故等対処設備 

復旧で使用する設備のうち，サプレッション・チェンバ，原子炉圧

力容器，原子炉補機代替冷却系，代替所内電気設備及び常設代替交流

電源設備は重大事故等対処設備として位置付ける。また，残留熱除去

ポンプ，低圧炉心スプレイポンプ，残留熱除去系 配管・弁・ストレ

ーナ，低圧炉心スプレイ系 配管・弁・ストレーナ・スパージャ及び

原子炉補機冷却系は重大事故等対処設備（設計基準拡張）として位置

付ける。 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定した設備は，審査

基準及び基準規則に要求される設備がすべて網羅されている。 

（添付資料1.4.1） 

以上の重大事故等対処設備により，全交流動力電源喪失又は原子炉

補機冷却系が故障した場合においても，発電用原子炉を冷却すること

ができる。 
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(c) 溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合の対応手段及び設備 

ⅰ 低圧代替注水 

炉心の著しい損傷，溶融が発生した場合において，原子炉圧力容器

内に溶融炉心が残存する場合は，低圧原子炉代替注水系（常設），低

圧原子炉代替注水系（可搬型），復水輸送系及び消火系により残存し

た溶融炉心を冷却する手段がある。 

(ⅰ) 低圧原子炉代替注水系（常設）による残存溶融炉心の冷却 

低圧原子炉代替注水系（常設）による残存溶融炉心の冷却で使用

する設備は以下のとおり。 

・低圧原子炉代替注水ポンプ 

・低圧原子炉代替注水槽 

・低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

・残留熱除去系 配管・弁 

・原子炉圧力容器 

・常設代替交流電源設備 

・代替所内電気設備 

 

(ⅱ) 復水輸送系による残存溶融炉心の冷却 

復水輸送系による残存溶融炉心の冷却で使用する設備は以下の

とおり。 

・復水輸送ポンプ 

・復水貯蔵タンク 

・復水輸送系 配管・弁 

・残留熱除去系 配管・弁 

・原子炉圧力容器 

・常設代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・代替所内電気設備 

 

(ⅲ) 消火系による残存溶融炉心の冷却 

消火系による残存溶融炉心の冷却で使用する設備は以下のとお

り。 

・補助消火ポンプ 

・消火ポンプ 

・補助消火水槽 

・ろ過水タンク 

・消火系 配管・弁 

・復水輸送系 配管・弁 

・残留熱除去系 配管・弁 
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・原子炉圧力容器 

・常設代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・代替所内電気設備 

 

(ⅳ) 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による残存溶融炉心の冷却 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による残存溶融炉心の冷却で使

用する設備は以下のとおり。 

・大量送水車 

・輪谷貯水槽（西） 

・ホース・接続口 

・低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

・残留熱除去系 配管・弁 

・原子炉圧力容器 

・常設代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・代替所内電気設備 

・燃料補給設備 

 

なお，低圧原子炉代替注水系（可搬型）による残存溶融炉心の冷却

は，輪谷貯水槽（西）の淡水だけでなく，海水も利用できる。 

 

ⅱ 重大事故等対処設備と自主対策設備 

低圧代替注水で使用する設備のうち，低圧原子炉代替注水ポンプ，

低圧原子炉代替注水槽，低圧原子炉代替注水系 配管・弁，残留熱除

去系配管・弁，原子炉圧力容器，常設代替交流電源設備，可搬型代替

交流電源設備，代替所内電気設備，燃料補給設備，大量送水車，ホー

ス・接続口は重大事故等対処設備として位置付ける。輪谷貯水槽（西）

は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】1b）

項を満足するための代替淡水源（措置）として位置付ける。 

これらの選定した設備は，審査基準及び基準規則に要求される設備

がすべて網羅されている。 

（添付資料1.4.1） 

以上の重大事故等対処設備により，溶融炉心が原子炉圧力容器内に

残存する場合においても，残存した溶融炉心を冷却することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に有効な設備

であるため，自主対策設備と位置付ける。あわせて，その理由を示す。 

・復水輸送ポンプ，復水貯蔵タンク，復水輸送系配管・弁 

耐震性は確保されていないが，使用可能であれば残存した溶融
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炉心を冷却する手順として有効である。 

・補助消火ポンプ，消火ポンプ，補助消火水槽，ろ過水タンク，消 

火系配管・弁 

耐震性は確保されていないが，重大事故等へ対処するために消

火系による消火が必要な火災が発生していない場合において，残

存した溶融炉心を冷却する手段として有効である。 

（添付資料1.4.2） 

 

ｂ．発電用原子炉停止中の対応手段及び設備 

(a) フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

ⅰ 低圧代替注水 

発電用原子炉停止中において，設計基準事故対処設備である残留熱

除去系(原子炉停止時冷却モード)の故障により発電用原子炉からの除

熱ができない場合は，低圧原子炉代替注水系（常設），低圧原子炉代

替注水系（可搬型），復水輸送系及び消火系により発電用原子炉を冷

却する手段がある。 

これらの対応手段で使用する設備は，「ａ.(a)ⅰ 低圧代替注水」

で選定した設備と同様である。 

 

    ⅱ 原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱 

      非常用電源が使用可能な場合において，残留熱除去系（原子炉停止 

時冷却モード）による発電用原子炉からの除熱ができない場合に，原 

子炉浄化系により発電用原子炉からの除熱を行う手段がある。 

    (ⅰ) 原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱 

   原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱で使用する設備は以 

下のとおり。 

・原子炉浄化補助ポンプ 

・原子炉圧力容器 

・原子炉浄化系非再生熱交換器 

・原子炉再循環系 配管・弁 

・原子炉浄化系 配管・弁 

・給水系 配管・弁・スパージャ 

・原子炉補機冷却系 

 

    ⅲ 重大事故等対処設備と自主対策設備 

低圧代替注水で使用する設備において，重大事故等対処設備として 

     の位置付けは，「ａ.(a)ⅰ 低圧代替注水」で選定した設備と同様で 

ある。 

これらの選定した設備は，審査基準及び基準規則に要求される設備 
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がすべて網羅されている。 

（添付資料1.4.1） 

以上の重大事故等対処設備により，発電用原子炉停止中において， 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

が故障した場合においても，発電用原子炉を冷却することができる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に有効な設備

であるため，自主対策設備として位置付ける。あわせて，その理由を

示す。 

・原子炉浄化系，原子炉補機冷却系 

 原子炉運転停止直後の発電用原子炉からの除熱を行うための十分 

な熱交換量が確保できず，耐震性は確保されていないが，原子炉浄 

化系非再生熱交換器への原子炉補機冷却系の通水が可能であれば， 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の崩壊熱除去機能が喪失 

した場合において，発電用原子炉からの除熱を行う手段として有効 

である。 

（添付資料1.4.2） 

    

(b) サポート系故障時の対応手段及び設備 

ⅰ 復旧 

発電用原子炉停止中において，全交流動力電源喪失又は原子炉補機 

冷却系の故障により，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（原 

子炉停止時冷却モード）による発電用原子炉からの除熱ができない場 

合は「 (a)ⅰ 低圧代替注水」の手段に加え，常設代替交流電源設備 

を用いて緊急用Ｍ／Ｃを受電した後，緊急用Ｍ／Ｃから非常用所内電 

気設備であるＭ／Ｃ Ｃ系及びＭ／Ｃ Ｄ系へ電源を供給し，原子炉 

補機冷却系又は原子炉補機代替冷却系により冷却水を確保することで 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）を復旧し，発電用原子炉か 

らの除熱を行う手段がある。 

常設代替交流電源設備及び原子炉補機代替冷却系へ燃料を補給し，

電源の供給を継続することにより，残留熱除去系（原子炉停止時冷却

モード）を十分な期間，運転継続することが可能である。 

(ⅰ) 代替交流電源設備による残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

の復旧 

代替交流電源設備による残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

の復旧で使用する設備は以下のとおり。 

・残留熱除去ポンプ 

・原子炉圧力容器 

・残留熱除去系熱交換器 

・残留熱除去系 配管・弁・ジェットポンプ 
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・原子炉再循環系 配管 

・原子炉補機冷却系 

・原子炉補機代替冷却系 

・常設代替交流電源設備 

 

ⅱ 重大事故等対処設備 

復旧で使用する設備のうち，原子炉圧力容器，原子炉補機代替冷却

系及び常設代替交流電源設備は重大事故等対処設備として位置付け，

残留熱除去ポンプ，残留熱除去系熱交換器，残留熱除去系 配管・弁・

ジェットポンプ，原子炉再循環系配管及び原子炉補機冷却系は重大事

故等対処設備（設計基準拡張）として位置付ける。 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定した設備は，審査

基準及び基準規則に要求される設備がすべて網羅されている。 

（添付資料1.4.1） 

以上の重大事故等対処設備により，全交流動力電源喪失又は原子炉

補機冷却系が故障した場合においても，発電用原子炉からの除熱を行

うことができる。 

 

ｃ．手順等 

上記「ａ．発電用原子炉運転中の対応手段及び設備」及び「ｂ．発電用

原子炉停止中の対応手段及び設備」により選定した対応手段に係る手順を

整備する。 

これらの手順は，運転員及び緊急時対策要員の対応として事故時操作要

領書（徴候ベース）（以下「ＥＯＰ」という。），ＡＭ設備別操作要領書，

原子力災害対策手順書（以下「ＥＨＰ」という。）及び事故時操作要領書

（シビアアクシデント）（以下「ＳＯＰ」という。）に定める。（第1.4－

1表） 

また，重大事故等時に監視が必要となる計器及び事故時に給電が必要と

なる設備についても整理する。（第1.4－2表，第1.4－3表） 

（添付資料1.4.3） 

 

1.4.2 重大事故等時の手順 

1.4.2.1 発電用原子炉運転中における対応手順 

(1) フロントライン系故障時の対応手順 

ａ．低圧代替注水 

給水・復水系，高圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水がで

きず，残留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧炉心スプレイ系が故障に

より使用できない場合は，低圧原子炉代替注水系（常設）及び低圧原子炉

代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水手段を同時並行で準
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備する。 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の場合は，低圧原子炉代替注水系（常

設），低圧原子炉代替注水系（可搬型），復水輸送系及び消火系の手段の

うち低圧で原子炉圧力容器への注水可能な系統１系統以上を起動し，注水

のための系統構成が完了した時点で，その手段による原子炉圧力容器への

注水を開始する。 

また，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の場合は，低圧原子炉代替注

水系（常設），低圧原子炉代替注水系（可搬型），復水輸送系及び消火系

の手段のうち低圧で原子炉圧力容器への注水可能な系統１系統以上を起動

し，注水のための系統構成が完了した時点で，逃がし安全弁による発電用

原子炉の減圧を実施し，原子炉圧力容器への注水を開始する。原子炉圧力

容器への注水に使用する手段は，準備が完了した手段のうち，低圧原子炉

代替注水系（常設），復水輸送系，消火系，低圧原子炉代替注水系（可搬

型）の順で選択する。 

なお，原子炉圧力容器内の水位が不明になる等，発電用原子炉を満水に

する必要がある場合は，上記注水手段及び代替注水手段のうち使用できる

手段にて原子炉圧力容器へ注水する。 

 

(a) 低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水 

ⅰ 手順着手の判断基準 

給水・復水系，原子炉隔離時冷却系及び非常用炉心冷却系による原 

子炉圧力容器への注水ができず，原子炉圧力容器内の水位を原子炉水 

位低（レベル３）以上に維持できない場合において，低圧原子炉代替 

注水系（常設）及び注入配管が使用可能な場合※１。 

 ※１：設備に異常がなく，電源及び水源（低圧原子炉代替注水槽）が 

確保されている場合。 

 

ⅱ 操作手順 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水手順

の概要は以下のとおり。手順の対応フローを第1.4－2図及び第1.4－4

図に，概要図を第1.4－7図に，タイムチャートを第1.4－8図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に低圧原子炉代 

 替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水準備開始を指示す 

る。また，原子炉冷却材喪失事象が確認された場合は，Ａ，Ｂ－原 

子炉再循環ポンプ入口弁，Ａ，Ｂ－原子炉再循環ポンプ出口弁，Ａ， 

Ｂ－ＣＵＷ入口元弁，ＲＰＶドレン側流量調節バイパス弁の全閉操 

作を指示する。 

②a非常用コントロールセンタ切替盤が使用可能な場合 

中央制御室運転員Ａは，非常用コントロールセンタ切替盤にて，低
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圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水に必要

なＡ－ＲＨＲ注水弁の電源切替え操作を実施する。また，中央制御

室運転員Ａは，原子炉冷却材喪失事象が確認された場合は，Ａ，Ｂ

－原子炉再循環ポンプ入口弁，Ａ，Ｂ－原子炉再循環ポンプ出口弁，

Ａ，Ｂ－ＣＵＷ入口元弁，ＲＰＶドレン側流量調節バイパス弁を全

閉とする。 

②b非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，ＳＡ電源切替盤にて，低圧原子炉代替注水

系（常設）による原子炉圧力容器への注水に必要なＡ－ＲＨＲ注水

弁の電源切替え操作を実施する。また，中央制御室運転員Ａは，原

子炉冷却材喪失事象が確認された場合は，Ａ，Ｂ－原子炉再循環ポ

ンプ入口弁，Ａ，Ｂ－原子炉再循環ポンプ出口弁，Ａ，Ｂ－ＣＵＷ

入口元弁，ＲＰＶドレン側流量調節バイパス弁を全閉とする。 

③中央制御室運転員Ａは，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子 

炉圧力容器への注水に必要な電動弁の電源が確保されたこと並びに 

ポンプ及び監視計器の電源が確保されていることを状態表示にて確 

認する。 

④当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部にガスタ

ービン発電機の負荷容量確認を依頼し，低圧原子炉代替注水系（常

設）が使用可能か確認する。 

⑤中央制御室運転員Ａは，中央制御室にてＡ－ＲＨＲ注水弁の全開操

作を実施する。 

⑥中央制御室運転員Ａは，中央制御室にて低圧原子炉代替注水ポンプ

（１台）の起動操作を実施し，低圧原子炉代替注水ポンプ吐出圧力

指示値が規定値以上であることを確認する。 

⑦当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力が低圧原子炉代替注水ポンプ

の吐出圧力以下であることを確認後，運転員に低圧原子炉代替注水

系（常設）による原子炉圧力容器への注水開始を指示する。 

⑧中央制御室運転員Ａは，ＦＬＳＲ注水隔離弁の開操作を実施する。 

⑨中央制御室運転員Ａは，原子炉圧力容器への注水が開始されたこと

を代替注水流量 （常設）指示値の上昇及び原子炉水位指示値の上昇

により確認し，当直副長に報告するとともに原子炉圧力容器内の水

位を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間

で維持する。 

      ※原子炉圧力容器内の水位が維持され原子炉圧力容器への注水が不 

要となる間，原子炉格納容器内にスプレイする場合は，Ａ－ＲＨ 

Ｒ注水弁を全閉後，Ａ－ＲＨＲドライウェル第１スプレイ弁，Ａ 

－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁を全開，ＦＬＳＲ注水隔離 

弁を調整開としてスプレイを実施する。 
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⑩当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に低圧原

子炉代替注水槽の補給を依頼する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は中央制御室運転員１名及び現場運転員２名にて作業を

実施した場合，作業開始を判断してから低圧原子炉代替注水系（常設）

による原子炉圧力容器への注水開始まで20分以内で可能である。 

なお，原子炉圧力容器への注水が不要と判断し，原子炉格納容器へ

のスプレイを実施する場合，原子炉格納容器へのスプレイ開始まで 10

分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通 

信連絡設備を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料1.4.4-1） 

 

(b) 復水輸送系による原子炉圧力容器への注水 

ⅰ 手順着手の判断基準 

給水・復水系，原子炉隔離時冷却系，非常用炉心冷却系及び低圧原 

子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水ができず，原 

子炉圧力容器内の水位を原子炉水位低（レベル３）以上に維持できな 

い場合において，復水輸送系及び注入配管が使用可能な場合※１。 

※１：設備に異常がなく，電源及び水源（復水貯蔵タンク）が確保さ 

れている場合。 

 

ⅱ 操作手順 

復水輸送系による原子炉圧力容器への注水手順の概要は以下のとお

り。手順の対応フローを第1.4－2図及び第1.4－4図に，概要図を第1.4

－9図に，タイムチャートを第1.4－10図及び第1.4－11図に示す。 

(各注入配管使用の場合について，手順⑤⑦⑧以外は同様。) 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に復水輸送系に

よる原子炉圧力容器への注水準備開始を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは復水輸送系による原子炉圧力容器への注水に

必要なポンプ，電動弁及び監視計器の電源が確保されていることを

状態表示にて確認する。 

③中央制御室運転員Ａは，復水輸送系バイパス流防止対策としてＣＷ

Ｔ Ｔ／Ｂ供給遮断弁の全閉操作を実施する。 

④中央制御室運転員Ａは，復水輸送ポンプの起動操作を実施し，復水

輸送ポンプ吐出ヘッダ圧力指示値が規定値以上であることを確認す

る。 

⑤a残留熱除去系(Ａ)注入配管使用の場合 
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中央制御室運転員Ａは，Ａ－ＲＨＲ注水弁の全開操作を行う。 

⑤b残留熱除去系(Ｂ)注入配管使用の場合 

中央制御室運転員Ａは，Ｂ－ＲＨＲ注水弁の全開操作を行う。 

⑤c残留熱除去系(Ｃ)注入配管使用の場合 

中央制御室運転員Ａは，Ｃ－ＲＨＲ注水弁の全開操作を行う。 

⑥当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力が復水輸送ポンプの吐出圧力

以下であることを確認後，運転員に復水輸送系による原子炉圧力容

器への注水開始を指示する。 

⑦a残留熱除去系(Ａ)注入配管使用の場合 

中央制御室運転員Ａは，Ａ－ＲＨＲ ＲＰＶ代替注水弁を開操作し

原子炉圧力容器への注水を開始する。 

⑦b残留熱除去系(Ｂ)注入配管使用の場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，Ｂ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁を開操作し原

子炉圧力容器への注水を開始する。 

⑦c残留熱除去系(Ｃ)注入配管使用の場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，Ｃ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁を開操作し原

子炉圧力容器への注水を開始する。 

⑧a残留熱除去系(Ａ)注入配管使用の場合 

中央制御室運転員Ａは，原子炉への注水が開始されたことをＲＰＶ

／ＰＣＶ注入流量指示値の上昇及び原子炉水位指示値の上昇により

確認し当直副長に報告するとともに原子炉圧力容器内の水位を原子

炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間で維持す

る。 

※原子炉圧力容器内の水位が維持され原子炉圧力容器への注水が不 

要となる間，原子炉格納容器内にスプレイする場合は，Ａ－ＲＨ 

Ｒ注水弁を全閉後，Ａ－ＲＨＲドライウェル第１スプレイ弁，Ａ 

－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁を全開，Ａ－ＲＨＲ ＲＰ 

Ｖ代替注水弁を調整開としてスプレイを実施する。 

⑧b残留熱除去系(Ｂ)注入配管使用の場合 

中央制御室運転員Ａは，原子炉への注水が開始されたことを原子炉

水位指示値の上昇により確認し当直副長に報告するとともに原子炉

圧力容器内の水位を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レ

ベル８）の間で維持する。 

※原子炉圧力容器内の水位が維持され原子炉圧力容器への注水が不 

要となる間，原子炉格納容器内にスプレイする場合は，Ｂ－ＲＨ 

Ｒ注水弁を全閉後，Ｂ－ＲＨＲドライウェル第１スプレイ弁，Ｂ 

－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁を全開，Ｂ－ＲＨＲ注水配 

管洗浄元弁を調整開としてスプレイを実施する。 

⑧c残留熱除去系(Ｃ)注入配管使用の場合 
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中央制御室運転員Ａは，原子炉への注水が開始されたことを原子炉

水位指示値の上昇により確認し当直副長に報告するとともに原子炉

圧力容器内の水位を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レ

ベル８）の間で維持する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

残留熱除去系（Ａ）の注入配管を使用した復水輸送系による原子炉

圧力容器への注水操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した

場合，作業開始を判断してから復水輸送系による原子炉圧力容器への

注水開始まで20分以内で可能である。 

残留熱除去系（Ｂ）又は残留熱除去系（Ｃ）の注入配管を使用した

復水輸送系による原子炉圧力容器への注水操作は，中央制御室運転員

１名，現場運転員２名にて作業を実施した場合，作業開始を判断して

から復水輸送系による原子炉圧力容器への注水開始まで30分以内で可

能である。 

なお，原子炉圧力容器への注水が不要と判断し，原子炉格納容器へ

のスプレイを実施する場合，原子炉格納容器へのスプレイ開始まで 30

分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通

信連絡設備を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料1.4.4－2） 

 

(c) 消火系による原子炉圧力容器への注水 

ⅰ 手順着手の判断基準 

給水・復水系，原子炉隔離時冷却系，非常用炉心冷却系及び低圧原

子炉代替注水系（常設），復水輸送系による原子炉圧力容器への注水

ができず，原子炉圧力容器内の水位を原子炉水位低（レベル３）以上

に維持できない場合において，消火系及び注入配管が使用可能な場合※

１。ただし，重大事故等へ対処するために消火系による消火が必要な火

災が発生していない場合。 

※１：設備に異常がなく，電源及び水源（補助消火水槽又はろ過水タ

ンク）が確保されている場合。 

 

ⅱ 操作手順 

消火系による原子炉圧力容器への注水手順の概要は以下のとおり。 

手順の対応フローを第 1.4－2 図及び第 1.4－4 図に，概要図を第 1.4 

－12 図に，タイムチャートを第 1.4－13 図及び第 1.4－14 図に示す（補 

助消火ポンプを使用して原子炉圧力容器に注水する場合及び消火ポン 

プを使用して原子炉圧力容器に注水する場合について，手順④，⑦以 
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外は同様。また，各注水配管使用の場合について，手順⑥，⑧，⑨以 

外は同様。）。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に消火系による

原子炉圧力容器への注水準備開始を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，消火系による原子炉圧力容器への注水に必

要なポンプ，電動弁及び監視計器の電源が確保されていることを状

態表示にて確認する。 

③中央制御室運転員Ａは，復水輸送系バイパス流防止対策としてＣＷ

Ｔ Ｔ／Ｂ供給遮断弁の全閉操作を実施する。 

④a補助消火ポンプを使用して原子炉圧力容器に注水する場合 

中央制御室運転員Ａは，補助消火ポンプを起動する。 

④b消火ポンプを使用して原子炉圧力容器に注水する場合 

中央制御室運転員Ａは，消火ポンプの起動操作を実施し，消火ポン

プ吐出圧力指示値が規定値以上であることを確認する。 

⑤中央制御室運転員ＡはＣＷＴ系・消火系連絡止め弁（消火系）の全

開操作，ＣＷＴ系・消火系連絡止め弁の全開操作を実施する。 

⑥a残留熱除去系(Ａ)注入配管使用の場合 

中央制御室運転員Ａは，Ａ－ＲＨＲ注水弁の全開操作を実施する。 

⑥b残留熱除去系(Ｂ)注入配管使用の場合 

中央制御室運転員Ａは，Ｂ－ＲＨＲ注水弁の全開操作を実施する。 

⑥c残留熱除去系(Ｃ)注入配管使用の場合 

中央制御室運転員Ａは，Ｃ－ＲＨＲ注水弁の全開操作を実施する。 

⑦a補助消火ポンプを使用して原子炉圧力容器に注水する場合 

当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力が規定圧力以下となったこと

を確認後，運転員に消火系による原子炉圧力容器への注水の開始を

指示する。 

⑦b消火ポンプを使用して原子炉圧力容器に注水する場合 

当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力が規定圧力以下となったこと

を確認後，運転員に消火系による原子炉圧力容器への注水の開始を

指示する。 

⑧a残留熱除去系(Ａ)注入配管使用の場合 

中央制御室運転員ＡはＡ－ＲＨＲ ＲＰＶ代替注水弁の全開操作を

実施する。 

⑧b残留熱除去系(Ｂ)注入配管使用の場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，Ｂ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁の全開操作を

実施する。 

⑧c残留熱除去系(Ｃ)注入配管使用の場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，Ｃ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁の全開操作を

実施する。 
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⑨a残留熱除去系（Ａ）注入配管使用の場合 

中央制御室運転員Ａは，原子炉圧力容器への注水が開始されたこと

をＲＰＶ／ＰＣＶ注入流量の上昇及び原子炉水位指示値の上昇によ

り確認し，当直副長に報告するとともに原子炉圧力容器内の水位を

原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間で維

持する。 

※原子炉圧力容器内の水位が維持され原子炉圧力容器への注水が不 

要となる間，原子炉格納容器内にスプレイする場合は，Ａ－ＲＨ 

Ｒ注水弁を全閉後，Ａ－ＲＨＲドライウェル第１スプレイ弁，Ａ 

－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁を全開，Ａ－ＲＨＲ ＲＰ 

Ｖ代替注水弁を調整開としてスプレイを実施する。 

⑨b残留熱除去系（Ｂ）注入配管使用の場合 

中央制御室運転員Ａは，原子炉圧力容器への注水が開始されたこと

を原子炉水位指示値の上昇により確認し，当直副長に報告するとと

もに原子炉圧力容器内の水位を原子炉水位低（レベル３）から原子

炉水位高（レベル８）の間で維持する。 

※原子炉圧力容器内の水位が維持され原子炉圧力容器への注水が不 

要となる間，原子炉格納容器内にスプレイする場合は，Ｂ－ＲＨ 

Ｒ注水弁を全閉後，Ｂ－ＲＨＲドライウェル第１スプレイ弁，Ｂ 

－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁を全開，Ｂ－ＲＨＲ注水配 

管洗浄元弁を調整開としてスプレイを実施する。 

⑨c残留熱除去系（Ｃ）注入配管使用の場合 

中央制御室運転員Ａは，原子炉圧力容器への注水が開始されたこと

を原子炉水位指示値の上昇により確認し，当直副長に報告するとと

もに原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間

で維持する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

残留熱除去系(Ａ)の注入配管を使用した消火系による原子炉圧力容

器への注水操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，

作業開始を判断してから消火系による原子炉圧力容器への注水開始ま

で25分以内で可能である。 

残留熱除去系（Ｂ）又は残留熱除去系(Ｃ)の注入配管を使用した消

火系による原子炉圧力容器への注水操作は，中央制御室運転員１名，

現場運転員２名にて作業を実施した場合，作業開始を判断してから消

火系による原子炉圧力容器への注水開始まで30分以内で可能である。 

なお，原子炉圧力容器への注水が不要と判断し，原子炉格納容器へ

のスプレイを実施する場合，原子炉格納容器へのスプレイ開始まで 30

分以内で可能である。 
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円滑に作業できるように移動経路を確保し，防護具，照明及び通信

連絡設備を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料1.4.4－3） 

 

(d) 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水 

（淡水／海水） 

ⅰ 手順着手の判断基準 

給水・復水系，原子炉隔離時冷却系及び非常用炉心冷却系による原

子炉圧力容器への注水ができず，原子炉圧力容器内の水位を原子炉水

位低（レベル３）以上に維持できない場合において，低圧原子炉代替

注水系（可搬型）及び注入配管が使用可能な場合※１。 

※１：設備に異常がなく，燃料及び水源(輪谷貯水槽(西))が確保され 

ている場合。 

 

ⅱ 操作手順 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水手 

順の概要は以下のとおり。手順の対応フローを第 1.4－2 図及び第 1.4 

－4 図に，概要図を第 1.4－15 図及び第 1.4－18 図に，タイムチャート 

を第 1.4－16 図，第 1.4－17 図及び第 1.4－19 図に示す（低圧原子炉 

代替注水系（可搬型）接続口（南），低圧原子炉代替注水系（可搬型） 

接続口（西）及び低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（建物内） 

を使用した原子炉圧力容器への注水手順は，手順⑤⑧⑩以外は同様）。 

[交流動力電源が確保されている場合] 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に残留熱除去系Ａ

系配管又は残留熱除去系Ｂ系配管を使用した低圧原子炉代替注水系

（可搬型）による原子炉圧力容器への注水の準備開始を指示する。 

②当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に低圧原 

 子炉代替注水系配管・弁の接続口への低圧原子炉代替注水系（可搬 

型）の接続を依頼する。 

③中央制御室運転員Ａは，低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原

子炉圧力容器への注水に必要なＡ－ＲＨＲ注水弁又はＢ－ＲＨＲ注

水弁の電源切替え操作を実施する。また，低圧原子炉代替注水系（可

搬型）による原子炉圧力容器への注水に必要な電動弁の電源が確保

されたこと並びにポンプ及び監視計器の電源が確保されていること

を状態表示にて確認する。 

④当直副長は，運転員に低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子

炉圧力容器への注水の系統構成を指示する。 

⑤a低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南）を使用した原子炉圧

力容器への注水の場合 
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中央制御室運転員ＡはＡ－ＲＨＲ注水弁の全開操作及びＦＬＳＲ注

水隔離弁の全開操作を実施する。 

⑤b低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（西）を使用した原子炉圧

力容器への注水の場合 

中央制御室運転員ＡはＢ－ＲＨＲ注水弁の全開操作を実施する。 

⑤c低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（建物内）を使用した原子

炉圧力容器への注水の場合（故意による大型航空機の衝突その他の

テロリズムによる影響がある場合） 

中央制御室運転員ＡはＢ－ＲＨＲ注水弁の全開操作を実施する。 

⑥当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に低圧原

子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器へ注水するための

原子炉棟内の系統構成が完了したことを報告する。 

⑦緊急時対策本部は，当直長に低圧原子炉代替注水系（可搬型）とし

て使用する大量送水車による送水開始を報告するとともに緊急時対

策要員に低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用する大量送水

車の起動を指示する。 

⑧a低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南）を使用した原子炉圧

力容器への注水の場合 

緊急時対策要員は，低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用す

る大量送水車を起動した後，Ａ－低圧原子炉代替注水元弁の全開操

作を実施し，低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用する大量

送水車により送水を開始したことを当直長に報告する。また，当直

長は緊急時対策本部に報告する。 

⑧b低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（西）を使用した原子炉圧

力容器への注水の場合 

緊急時対策要員は，低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用す

る大量送水車を起動した後，Ｂ－低圧原子炉代替注水元弁の全開操

作を実施し，低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用する大量

送水車により送水を開始したことを当直長に報告する。また，当直

長は緊急時対策本部に報告する。 

⑧c低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（建物内）を使用した原子

炉圧力容器への注水の場合（故意による大型航空機の衝突その他の

テロリズムによる影響がある場合） 

緊急時対策要員は，ＦＬＳＲ可搬式設備 Ｂ－注水ライン止め弁の

全閉操作を実施し，低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用す

る大量送水車を起動した後，可搬型バルブの全開操作を実施し，低

圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用する大量送水車により送

水を開始したことを当直長に報告する。また，当直長は緊急時対策

本部に報告する。 
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⑨当直副長は，中央制御室運転員Ａに低圧原子炉代替注水系（可搬型）

による原子炉圧力容器への注水の確認を指示する。 

⑩a低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南）を使用した原子炉圧

力容器への注水の場合 

中央制御室運転員Ａは原子炉圧力容器への注水が開始されたことを

低圧原子炉代替注水流量指示値の上昇及び原子炉水位指示値の上昇

により確認し，当直副長に報告するとともに原子炉圧力容器内の水

位を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間

で維持する。 

※原子炉圧力容器への注水と原子炉格納容器内へのスプレイを実施

する場合は，原子炉圧力容器への注水及び原子炉格納容器内への

スプレイに必要な系統構成を行い，原子炉圧力容器への注水と原

子炉格納容器内へのスプレイを実施する。 

⑩b低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（西）を使用した原子炉圧

力容器への注水の場合 

中央制御室運転員Ａは原子炉圧力容器への注水が開始されたことを

低圧原子炉代替注水流量指示値の上昇及び原子炉水位指示値の上昇

により確認し，当直副長に報告するとともに原子炉圧力容器内の水

位を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間

で維持する。 

※原子炉圧力容器への注水と原子炉格納容器内へのスプレイを実施

する場合は，原子炉圧力容器への注水及び原子炉格納容器内への

スプレイに必要な系統構成を行い，原子炉圧力容器への注水と原

子炉格納容器内へのスプレイを実施する。 

⑩c低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（建物内）を使用した原子

炉圧力容器への注水の場合（故意による大型航空機の衝突その他の

テロリズムによる影響がある場合） 

中央制御室運転員Ａは原子炉圧力容器への注水が開始されたことを

低圧原子炉代替注水流量指示値の上昇及び原子炉水位指示値の上昇

により確認し，当直副長に報告するとともに原子炉圧力容器内の水

位を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間

で維持する。 

※原子炉圧力容器への注水と原子炉格納容器内へのスプレイを実施

する場合は，原子炉圧力容器への注水及び原子炉格納容器内への

スプレイに必要な系統構成を行い，原子炉圧力容器への注水と原

子炉格納容器内へのスプレイを実施する。 

⑪当直長は，当直副長からの依頼に基づき，低圧原子炉代替注水系（可 

搬型）による原子炉圧力容器への注水が開始されたことを緊急時対 

策本部に報告する。 
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[全交流動力電源が喪失している場合] 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に残留熱除去系

Ａ系配管又は残留熱除去系Ｂ系配管を使用した低圧原子炉代替注水

系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水準備開始を指示する。 

②当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に低圧原

子炉代替注水系配管・弁の接続口への低圧原子炉代替注水系（可搬

型）の接続を依頼する。 

③中央制御室運転員Ａは，低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原

子炉圧力容器への注水に必要な監視計器の電源が確保されているこ

とを状態表示にて確認する。 

④当直副長は，運転員に低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子

炉圧力容器への注水の系統構成を指示する。 

⑤a低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南）を使用した原子炉圧

力容器への注水の場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，Ａ－ＲＨＲ注水弁及びＦＬＳＲ注水隔離弁

の全開操作を実施する。 

⑤b低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（西）を使用した原子炉圧

力容器への注水の場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，Ｂ－ＲＨＲ注水弁の全開操作を実施する。 

⑤c低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（建物内）を使用した原子

炉圧力容器への注水の場合（故意による大型航空機の衝突その他の

テロリズムによる影響がある場合） 

現場運転員Ｂ及びＣは，Ｂ－ＲＨＲ注水弁の全開操作を実施する。 

⑥当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に低圧原

子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水するため

の原子炉棟内の系統構成が完了したことを報告する。 

⑦緊急時対策本部は，当直長に低圧原子炉代替注水系（可搬型）とし

て使用する大量送水車による送水開始を報告するとともに緊急時対

策要員に低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用する大量送水

車の起動を指示する。 

⑧a低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南）を使用した原子炉圧

力容器への注水の場合 

緊急時対策要員は，低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用す

る大量送水車を起動した後，Ａ－低圧原子炉代替注水元弁の全開操

作を実施し，低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用する大量

送水車により送水を開始したことを当直長に報告する。また，当直

長は緊急時対策本部に報告する。 

⑧b低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（西）を使用した原子炉圧

力容器への注水の場合 
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緊急時対策要員は，低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用す

る大量送水車を起動した後，Ｂ－低圧原子炉代替注水元弁の全開操

作を実施し，低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用する大量

送水車により送水を開始したことを当直長に報告する。また，当直

長は緊急時対策本部に報告する。 

⑧c低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（建物内）を使用した原子

炉圧力容器への注水の場合（故意による大型航空機の衝突その他の

テロリズムによる影響がある場合） 

緊急時対策要員は，ＦＬＳＲ可搬式設備 Ｂ－注水ライン止め弁の

全閉操作を実施し，低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用す

る大量送水車を起動した後，可搬型バルブの全開操作を実施し，低

圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用する大量送水車により送

水を開始したことを当直長に報告する。また，当直長は緊急時対策

本部に報告する。 

⑨当直副長は，中央制御室運転員Ａに低圧原子炉代替注水系（可搬型）

による原子炉圧力容器への注水確認を指示する。 

⑩a低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南）を使用した原子炉圧

力容器への注水の場合 

中央制御室運転員Ａは，原子炉圧力容器への注水が開始されたこと

を低圧原子炉代替注水流量指示値の上昇及び原子炉水位指示値の上

昇により確認し，当直副長に報告する。また，緊急時対策要員は中

央制御室運転員の指示に基づき原子炉圧力容器内の水位を原子炉水

位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間で維持する。 

※原子炉圧力容器への注水と原子炉格納容器内へのスプレイを実施

する場合は，原子炉圧力容器への注水及び原子炉格納容器内への

スプレイに必要な系統構成を行い，原子炉圧力容器への注水と原

子炉格納容器内へのスプレイを実施する。 

⑩b低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（西）を使用した原子炉圧 

力容器への注水の場合 

中央制御室運転員Ａは，原子炉圧力容器への注水が開始されたこと

を低圧原子炉代替注水流量指示値の上昇及び原子炉水位指示値の上

昇により確認し，当直副長に報告する。また，緊急時対策要員は中

央制御室運転員の指示に基づき原子炉圧力容器内の水位を原子炉水

位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間で維持する。 

※原子炉圧力容器への注水と原子炉格納容器内へのスプレイを実施

する場合は，原子炉圧力容器への注水及び原子炉格納容器内への

スプレイに必要な系統構成を行い，原子炉圧力容器への注水と原

子炉格納容器内へのスプレイを実施する。 

⑩c低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（建物内）を使用した原子
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炉圧力容器への注水の場合（故意による大型航空機の衝突その他の

テロリズムによる影響がある場合） 

中央制御室運転員Ａは原子炉圧力容器への注水が開始されたことを

低圧原子炉代替注水流量指示値の上昇及び原子炉水位指示値の上昇

により確認し，当直副長に報告するとともに原子炉圧力容器内の水

位を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間

で維持する。 

※原子炉圧力容器への注水と原子炉格納容器内へのスプレイを実施

する場合は，原子炉圧力容器への注水及び原子炉格納容器内への

スプレイに必要な系統構成を行い，原子炉圧力容器への注水と原

子炉格納容器内へのスプレイを実施する。 

⑪当直長は，当直副長からの依頼に基づき，低圧原子炉代替注水系（可

搬型）による原子炉圧力容器への注水が開始されたことを緊急時対

策本部に報告する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水操

作のうち，運転員が実施する原子炉棟内での各注入配管の系統構成を，

交流電源が確保されている場合は中央制御室運転員１名及び現場運転

員２名，全交流動力電源が喪失している場合は中央制御室運転員１名

及び現場運転員２名にて作業を実施した場合の想定時間は以下のとお

り。 

[交流動力電源が確保されている場合] 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南），低圧原子炉代替注

水系（可搬型）接続口（西）又は低圧原子炉代替注水系（可搬型）

接続口（建物内）を使用する場合：25分以内 

[全交流動力電源が喪失している場合] 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南）使用の場合：50分以

内 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（西）使用又は低圧原子炉

代替注水系（可搬型）接続口（建物内）使用（故意による大型航空

機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場合）の場合：40分

以内 

また，低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への

注水操作のうち，緊急時対策要員が実施する屋外での大量送水車によ

る送水操作に必要な要員数及び想定時間は以下のとおり。 

       [低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南）又は低圧原子炉代替 

注水系（可搬型）接続口（西）を使用する場合] 

緊急時対策要員12名にて実施した場合：２時間10分以内 
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       [低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（建物内）を使用する場合 

（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響があ 

る場合）] 

緊急時対策要員12名にて実施した場合：３時間10分以内 

 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水操

作は，低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南）又は低圧原子炉

代替注水系（可搬型）接続口（西）を使用する場合，作業開始を判断

してから低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への

注水開始まで２時間10分以内で可能である。また，低圧原子炉代替注

水系（可搬型）接続口（建物内）を使用する場合，作業開始を判断し

てから低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注

水開始まで３時間10分以内で可能である。 

なお，原子炉圧力容器への注水が不要と判断し，原子炉格納容器へ

のスプレイを実施する場合の想定時間は以下のとおり。 

 [交流動力電源が確保されている場合：10 分以内] 

[全交流動力電源が喪失している場合：１時間以内] 

 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通

信設備等を整備する。低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用す

る大量送水車からのホースの接続は，汎用の結合金具であり，十分な

作業スペースを確保していることから，容易に実施可能である。 

また，車両の作業用照明，ヘッドライト及び懐中電灯を用いること

で暗闇における作業性についても確保している。室温は通常運転時と

同程度である。 

（添付資料1.4.4－4） 

 

ｂ．重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対応手段の選択フ

ローチャートを第1.4－33図に示す。 

外部電源，代替交流電源設備等により交流動力電源が確保できた場合，

低圧原子炉代替注水槽が使用可能であれば低圧原子炉代替注水系（常設）

により原子炉圧力容器へ注水する。低圧原子炉代替注水槽が使用できない

場合，復水輸送系，消火系又は低圧原子炉代替注水系（可搬型）により原

子炉圧力容器へ注水する。 

交流動力電源が確保できない場合，現場での手動操作により系統構成を

実施し，低圧原子炉代替注水系（可搬型）により原子炉圧力容器へ注水す

る。 

なお，消火系による原子炉圧力容器への注水は，発電所構内で重大事故
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等へ対処するために消火系による消火が必要な火災が発生していないこと

及び補助消火水槽又はろ過水タンクの使用可能が確認できた場合に実施す

る。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水を実施

する際の注入配管の選択は，注水流量が多いものを優先して使用する。優

先順位は以下のとおり。 

優先①：残留熱除去系(Ａ)注入配管（注水流量が多い） 

優先②：残留熱除去系(Ｂ)注入配管 

また，復水輸送系又は消火系による原子炉圧力容器への注水を実施する

際の注入配管の選択は，中央制御室からの操作が可能であるものを優先し

て使用する。 

優先①：残留熱除去系(Ａ)注入配管（中央制御室からの操作が可能） 

優先②：残留熱除去系(Ｂ)注入配管 

優先③：残留熱除去系(Ｃ)注入配管 

（添付資料1.4.5） 

 

(2) サポート系故障時の対応手順 

ａ．復旧 

(a)  残留熱除去系（低圧注水モード）電源復旧後の原子炉圧力容器への注 

  水 

全交流動力電源喪失又は原子炉補機冷却系の故障により，残留熱除去

系（低圧注水モード）及び低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器へ

の注水ができない場合は，常設代替交流電源設備として使用するガスタ

ービン発電機により残留熱除去系（低圧注水モード）の電源を復旧し，

原子炉補機冷却系又は原子炉補機代替冷却系により冷却水を確保するこ

とで，残留熱除去系（低圧注水モード）にて原子炉圧力容器へ注水する。 

なお，常設代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機に関

する手順等は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

また，原子炉補機冷却系又は原子炉補機代替冷却系に関する手順につ

いては，「1.5最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備

する。 

 

ⅰ 手順着手の判断基準 

常設代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機により緊

急用Ｍ／Ｃが受電され，緊急用Ｍ／ＣからＭ／Ｃ Ｃ系又はＭ／Ｃ 

Ｄ系の受電が完了し，残留熱除去系（低圧注水モード）が使用可能な

状態※１に復旧された場合。 

 

※１：設備に異常がなく，電源，補機冷却水及び水源（サプレッショ 
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ン・チェンバ）が確保されている状態。 

 

ⅱ 操作手順 

Ａ－残留熱除去系（低圧注水モード）電源復旧後の原子炉圧力容器

への注水手順の概要は以下のとおり（Ｂ及びＣ－残留熱除去系（低圧

注水モード）による原子炉圧力容器への注水手順も同様）。概要図を

第1.4－20図に，タイムチャートを第1.4－21図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員にＡ－残留熱除

去系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器への注水準備開始を

指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，Ａ－残留熱除去系（低圧注水モード）の起

動に必要なポンプ，電動弁及び監視計器の電源が確保されているこ

と，並びに補機冷却水が確保されていることを状態表示にて確認す

る。 

③当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部にガスタ

ービン発電機の負荷容量確認を依頼し，Ａ－残留熱除去系（低圧注

水モード）が使用可能か確認する。 

④中央制御室運転員Ａは，Ａ－残留熱除去ポンプの起動操作を実施し，

Ａ－残留熱除去ポンプ吐出圧力指示値が規定値以上であることを確

認後，当直副長にＡ－残留熱除去系（低圧注水モード）による原子

炉圧力容器への注水準備完了を報告する。 

⑤当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力が残留熱除去ポンプの吐出圧

力以下であることを確認後，運転員にＡ－残留熱除去系（低圧注水

モード）による原子炉圧力容器への注水開始を指示する。 

⑥中央制御室運転員Ａは，Ａ－ＲＨＲ注水弁を全開として原子炉圧力

容器への注水を開始する。 

⑦中央制御室運転員Ａは，原子炉圧力容器への注水が開始されたこと

をＡ－残留熱除去ポンプ出口流量指示値の上昇及び原子炉水位指示

値の上昇により確認し，当直副長に報告するとともに原子炉圧力容

器内の水位を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル

８）  の間で維持する。 

※原子炉圧力容器内の水位が維持され原子炉圧力容器への注水が不 

要となる間，原子炉格納容器内にスプレイする場合は，Ａ－ＲＨ 

Ｒ注水弁を全閉後，Ａ－ＲＨＲドライウェル第１スプレイ弁，Ａ 

－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁を全開してスプレイを実施 

する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，作 
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業開始を判断してから残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉 

圧力容器への注水開始まで10分以内で可能である。 

なお，原子炉圧力容器への注水が不要と判断し，原子炉格納容器へ

のスプレイを実施する場合，原子炉格納容器へのスプレイ開始まで 10

分以内で可能である。 

（添付資料1.4.4－5） 

 

(b) 低圧炉心スプレイ系電源復旧後の原子炉圧力容器への注水 

全交流動力電源喪失又は原子炉補機冷却系の故障により残留熱除去系

（低圧注水モード）及び低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への

注水ができない場合は，常設代替交流電源設備として使用するガスター

ビン発電機により低圧炉心スプレイ系の電源を復旧し，原子炉補機冷却

系又は原子炉補機代替冷却系により冷却水を確保することで，低圧炉心

スプレイ系にて原子炉圧力容器への注水を実施する。 

なお，常設代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機に関

する手順等については「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備す

る。 

また，原子炉補機冷却系又は原子炉補機代替冷却系に関する手順につ

いては，「1.5最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備

する。 

ⅰ 手順着手の判断基準 

常設代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機により緊

急用Ｍ／Ｃが受電され，緊急用Ｍ／ＣからＭ／Ｃ Ｃ系又はＭ／Ｃ 

Ｄ系の受電が完了し，残留熱除去系（低圧注水モード）が復旧できず，

低圧炉心スプレイ系が使用可能な状態に※１復旧された場合。 

※１：設備に異常がなく，電源，補機冷却水及び水源（サプレッショ 

ン・チェンバ）が確保されている状態。 

 

ⅱ 操作手順 

低圧炉心スプレイ系電源復旧後の原子炉圧力容器への注水手順の概

要は以下のとおり。 

手順の対応フローを第1.4－2図及び第1.4－4図に，概要図を第1.4－

22図に，タイムチャートを第1.4－23図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に低圧炉心スプ

レイ系による原子炉圧力容器への注水の準備開始を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，低圧炉心スプレイ系の起動に必要なポンプ，

電動弁及び監視計器の電源が確保されていること並びに補機冷却水

が確保されていることを状態表示にて確認する。 

③当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部にガスタ
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ービン発電機の負荷容量確認を依頼し，低圧炉心スプレイ系が使用

可能か確認する。 

④中央制御室運転員Ａは，低圧炉心スプレイポンプの起動操作を実施

し，低圧炉心スプレイポンプ吐出圧力指示値が規定値以上であるこ

とを確認後，当直副長に低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器

への注水準備完了を報告する。 

⑤当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力が低圧炉心スプレイポンプの

吐出圧力以下であることを確認後，運転員に，低圧炉心スプレイ系

による原子炉圧力容器への注水の開始を指示する。 

⑥中央制御室運転員Ａは，低圧炉心スプレイ系注水弁を全開として原

子炉圧力容器への注水を開始する。 

⑦中央制御室運転員Ａは，原子炉圧力容器への注水が開始されたこと

を低圧炉心スプレイ系系統流量指示値の上昇及び原子炉水位指示値

の上昇により確認し，当直副長に報告するとともに原子炉圧力容器

内の水位を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）

の間で維持する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，作

業開始を判断してから低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への

注水開始まで10分以内で可能である。 

（添付資料1.4.4－6） 

 

ｂ.重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対応手段の選択フ

ローチャートを第1.4－33図に示す。 

常設代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機により交流動

力電源が確保できた場合，原子炉補機冷却系の運転が可能であれば残留熱

除去系（低圧注水モード）により原子炉圧力容器へ注水する。また，残留

熱除去系（低圧注水モード）が復旧できず，原子炉補機冷却系の運転が可

能であれば，低圧炉心スプレイ系により原子炉圧力容器へ注水する。 

原子炉補機冷却系の運転ができない場合，原子炉補機代替冷却系を設置

し，残留熱除去系（低圧注水モード）により原子炉圧力容器へ注水するが，

原子炉補機代替冷却系の設置に時間を要することから，低圧原子炉代替注

水系（常設）等による原子炉圧力容器への注水を並行して実施する。 

発電用原子炉停止後は，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）によ

る発電用原子炉からの除熱を実施する。 

 

(3) 溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合の対応手順 
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炉心の著しい損傷，溶融が発生した場合において，溶融炉心が原子炉圧力

容器を破損し原子炉格納容器下部（以下「ペデスタル内」という。）へ落下

した場合，ペデスタル代替注水系によりペデスタル内へ注水することで落下

した溶融炉心を冷却するが，原子炉圧力容器内に溶融炉心が残存した場合は，

低圧代替注水により原子炉圧力容器へ注水することで残存した溶融炉心を冷

却し，原子炉圧力容器から原子炉格納容器への放熱を抑制する。 

ａ．低圧代替注水 

(a) 低圧原子炉代替注水系（常設）による残存溶融炉心の冷却 

ⅰ 手順着手の判断基準 

原子炉圧力容器の破損によるパラメータの変化※１により原子炉圧力

容器の破損を判断した場合において，低圧原子炉代替注水系（常設）

による原子炉圧力容器への注水が可能な場合。 

※１：「原子炉圧力容器の破損によるパラメータの変化」は，原子炉 

圧力指示値の低下，ドライウェル圧力指示値の上昇，ペデスタ 

ル雰囲気温度指示値の上昇，ペデスタル水温度指示値の上昇又 

は喪失により確認する。 

 

ⅱ 操作手順 

低圧原子炉代替注水系（常設）による残存溶融炉心の冷却について

は，「 (1)ａ.(a)低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容

器への注水」の操作手順と同様である。 

なお，手順の対応フローを第1.4－6図に示す。また，概要図は第1.4

－7図，タイムチャートは第1.4－8と同様である。 

 

ⅲ 操作の成立性  

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，作

業開始を判断してから低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧

力容器への注水開始まで20分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通 

信連絡設備を整備する。 

（添付資料 1.4.4－1） 

 

(b) 復水輸送系による残存溶融炉心の冷却 

ⅰ 手順着手の判断基準 

原子炉圧力容器の破損によるパラメータの変化※１により原子炉圧力

容器の破損を判断した場合において，低圧原子炉代替注水系（常設）

が使用できず，復水輸送系による原子炉圧力容器への注水が可能な場

合。 

※１：「原子炉圧力容器の破損によるパラメータの変化」は，原子炉 
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圧力指示値の低下，ドライウェル圧力指示値の上昇，ペデスタ 

ル雰囲気温度指示値の上昇，ペデスタル水温度指示値の上昇又

は喪失により確認する。 

 

ⅱ 操作手順 

復水輸送系による残存溶融炉心の冷却については，「 (1)ａ.(b)復

水輸送系による原子炉圧力容器への注水」の操作手順のうち残留熱除

去系(Ａ)注入配管を使用した手順と同様である。 

なお，手順の対応フローを第1.4－6図に示す。また，概要図は第1.4

－9図，タイムチャートは第1.4－10図と同様である。 

 

ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，作

業開始を判断してから復水輸送系による原子炉圧力容器への注水開始

まで20分以内で可能である。 

（添付資料1.4.4－2） 

(c) 消火系による残存溶融炉心の冷却 

ⅰ 手順着手の判断基準 

原子炉圧力容器の破損によるパラメータの変化※１により原子炉圧力

容器の破損を判断した場合において，低圧原子炉代替注水系（常設）

及び復水輸送系が使用できず，消火系による原子炉圧力容器への注水

が可能な場合。ただし，重大事故等へ対処するために消火系による消

火が必要な火災が発生していない場合。 

※１：「原子炉圧力容器の破損によるパラメータの変化」は，原子炉 

圧力指示値の低下，ドライウェル圧力指示値の上昇，ペデスタ 

ル雰囲気温度指示値の上昇，ペデスタル水温度指示値の上昇又 

は喪失により確認する。 

 

ⅱ 操作手順 

消火系による残存溶融炉心の冷却については，「 (1)ａ.(c)消火系

による原子炉圧力容器への注水」の操作手順のうち，残留熱除去系(Ａ)

注入配管を使用した手順と同様である。 

なお，手順の対応フローを第1.4－6図に示す。また，概要図は第1.4

－12図，タイムチャートは第1.4－13図と同様である。 

 

ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，作

業開始を判断してから消火系による原子炉圧力容器への注水開始まで

25分以内で可能である。 
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（添付資料1.4.4－3） 

 

(d) 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による残存溶融炉心の冷却 

（淡水／海水） 

ⅰ 手順着手の判断基準 

原子炉圧力容器の破損によるパラメータの変化※１により原子炉圧力

容器が破損を判断した場合において，低圧原子炉代替注水系（可搬型）

による原子炉圧力容器への注水が可能な場合。 

※１：「原子炉圧力容器の破損によるパラメータの変化」は，原子炉 

圧力指示値の低下，ドライウェル圧力指示値の上昇，ペデスタ 

ル雰囲気温度指示値の上昇，ペデスタル水温度指示値の上昇又 

は喪失により確認する。 

 

ⅱ 操作手順 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による残存溶融炉心の冷却につい

ては，「(1)ａ.(d)低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力

容器への注水（淡水/海水）」の操作手順（交流電源が確保されている

場合）の手順と同様である。 

なお，手順の対応フローを第1.4－6図に示す。また，概要図は第1.4

－15図，タイムチャートは第1.4－16図及び第1.4－17図と同様である。 

 

ⅲ 操作の成立性 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による残存溶融炉心の冷却操作の

うち，運転員が実施する各注入配管の系統構成を中央制御室運転員１

名及び現場運転員２名にて作業を実施した場合の想定時間は以下のと

おり。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南），低圧原子炉代替注

水系（可搬型）接続口（西）又は低圧原子炉代替注水系（可搬型）接

続口（建物内）を使用の場合：25分以内 

 

また，低圧原子炉代替注水系（可搬型）による残存溶融炉心の冷却

操作のうち，緊急時対策要員が実施する屋外での低圧原子炉代替注水

系（可搬型）による残存溶融炉心の冷却操作に必要な要員数及び想定

時間は以下のとおり。 

[低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南）又は低圧原子炉代替

注水系（可搬型）接続口（西）を使用]  

緊急時対策要員12名にて実施した場合：２時間10分以内 

[低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（建物内）を使用の場合（故

意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場
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合）]  

緊急時対策要員12名にて実施した場合：３時間10分以内 

 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による残存溶融炉心の冷却操作は，

低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南）又は低圧原子炉代替注

水系（可搬型）接続口（西）を使用する場合，作業開始を判断してか

ら低圧原子炉代替注水系（可搬型）による残存溶融炉心の冷却開始ま

で２時間10分以内で可能である。また，低圧原子炉代替注水系（可搬

型）接続口（建物内）を使用する場合，作業開始を判断してから低圧

原子炉代替注水系（可搬型）による残存溶融炉心の冷却開始まで３時

間10分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通

信連絡設備を整備する。低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用

する大量送水車からのホースの接続は，汎用の結合金具であり，十分

な作業スペースを確保していることから，容易に実施可能である。 

また，車両の作業用照明，ヘッドライト及び懐中電灯を用いること

で，暗闇における作業性についても確保している。室温は通常運転時

と同程度である。 

(添付資料1.4.4－4) 

 

ｂ．重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対応手段の選択フ

ローチャートを第1.4－33図に示す。 

代替交流電源設備等により交流電源が確保できた場合，低圧原子炉代替

注水槽が使用可能であれば低圧原子炉代替注水系（常設）により原子炉圧

力容器へ注水し，残存した溶融炉心を冷却する。低圧原子炉代替注水槽が

使用できない場合，復水輸送系，消火系又は低圧原子炉代替注水系（可搬

型）により原子炉圧力容器へ注水し，残存した溶融炉心を冷却する。 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水手段に

ついては，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水

手段と同時並行で準備する。 

また，低圧原子炉代替注水系（常設），低圧原子炉代替注水系（可搬型），

復水輸送系，消火系の手段のうち原子炉圧力容器への注水可能な系統１系

統以上を起動し，注水のための系統構成が完了した時点で，その手段によ

る原子炉圧力容器への注水を開始する。 

なお，消火系による原子炉圧力容器への注水は，発電所構内で重大事故

等へ対処するために消火系による消火が必要な火災が発生していないこと

及び補助消火水槽又はろ過水タンクの使用可能が確認できた場合に実施す

る。 
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低圧代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水を実施する際

の注入配管の選択は，注水流量が多いものを優先して使用する。優先順位

は以下のとおり。 

優先①：残留熱除去系(Ａ)注入配管（注水流量が多い） 

優先②：残留熱除去系(Ｂ)注入配管 

 

1.4.2.2 発電用原子炉停止中における対応手順 

(1) フロントライン系故障時の対応手順 

  ａ．低圧代替注水   

発電用原子炉停止中に原子炉圧力容器へ注水する機能が喪失した場合の 

対応手順については，1.4.2.1(1)a.(a)低圧原子炉代替注水系（常設）によ 

る原子炉圧力容器への注水」，「1.4.2.1(1)a.(b)復水輸送系による原子炉 

圧力容器への注水」，「1.4.2.1(1)a.(c)消火系による原子炉圧力容器への 

注水」，「1.4.2.1(1)a.(d)低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉 

圧力容器への注水（淡水／海水）」の対応手順と同様である。 

なお，手順の対応フローを第1.4－5図に示す。 

 

  ｂ．原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱 

(a) 原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による崩壊熱除去機能が喪 

失した場合，非常用電源が使用可能であれば原子炉浄化補助ポンプを起 

動して原子炉除熱を実施する。 

ⅰ 手順着手の判断基準 

  残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱ができ 

ない場合において，原子炉浄化系が使用可能な場合※１。 

※１：設備に異常がなく，電源及び冷却水が確保されており，原子

炉水位指示値が原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高

（レベル８）の間で維持され，かつ原子炉圧力指示値が規定

値以下の状態。 

 

    ⅱ 操作手順 

      原子炉浄化系による原子炉除熱手順の概要は以下のとおり。 

概要図を第1.4－24図に，タイムチャートを第1.4－25図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に原子炉浄化系 

 による発電用原子炉からの除熱の準備開始を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，原子炉浄化系による発電用原子炉からの除 

熱に必要なポンプ，電動弁及び監視計器の電源並びに補機冷却水が 

確保されていること，原子炉水位指示値が原子炉水位低（レベル３） 

から原子炉水位高（レベル８）の間で維持されていること，原子炉 
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圧力指示値が規定値以下であることを状態表示にて確認する。 

③中央制御室運転員Ａは，原子炉浄化系による発電用原子炉からの除 

熱の系統構成として，再生熱交管側入口弁の全閉，補助熱交入口弁， 

フィルタバイパス弁，循環ポンプバイパス弁の全開，ＣＵＷ非再生 

熱交換器出口温度調節弁，系統流量調節弁の調整開操作を実施する。 

また，格納容器隔離を復旧後，ＣＵＷ入口内側隔離弁，ＣＵＷ入口 

外側隔離弁，補助ポンプ入口弁の全開操作を実施する。 

     ④現場運転員Ｂ及びＣは，ＣＵＷ脱塩装置バイパス弁の全開操作を実

施する。 

⑤中央制御室運転員Ａは，原子炉浄化系による発電用原子炉からの除  

熱の準備が完了したことを当直副長に報告する。 

⑥当直副長は，中央制御室運転員に原子炉浄化系による発電用原子炉

からの除熱開始を指示する。 

⑦中央制御室運転員Ａは，原子炉浄化補助ポンプの起動操作を実施し， 

出口圧力が上昇したことを出口圧力計にて確認後，補助ポンプ出口 

弁の全開操作を実施する。  

⑧中央制御室運転員Ａは，フィルタ入口圧力調節弁及びフィルタ入口 

圧力調節弁バイパス弁を調整開操作し，発電用原子炉からの除熱を 

開始する。 

⑨中央制御室運転員Ａは，発電用原子炉からの除熱が開始されたこと 

を系統流量指示値の上昇及びＲＰＶ底部ドレン温度指示値の上昇が 

緩和したことを確認し，当直副長に報告する。 

 

    ⅲ 操作の成立性 

 上記の操作は，中央制御室運転員１名，現場運転員２名にて作業を

実施した場合，作業開始を判断してから原子炉浄化系による発電用原

子炉からの除熱開始まで70分以内で可能である。 

    円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通 

信設備等を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料1.4.4－7） 

 

ｃ．重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対応手段の選択フ 

ローチャートを第1.4－33図に示す。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による崩壊熱除去機能が喪失 

した場合，常用電源が使用可能であれば原子炉浄化系により原子炉除熱す

る。 

 

(2) サポート系故障時の対応手順 
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ａ．復旧 

(a) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）電源復旧後の発電用原子炉 

からの除熱 

全交流動力電源喪失又は原子炉補機冷却系の故障により，残留熱除去

系（原子炉停止時冷却モード）による発電用原子炉からの除熱ができな

い場合は，常設代替交流電源設備により残留熱除去系（原子炉停止時冷

却モード）の電源を復旧し，原子炉補機冷却系又は原子炉補機代替冷却

系により冷却水を確保することで，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）にて発電用原子炉からの除熱を実施する。 

なお，常設代替交流電源設備に関する手順等は「1.14 電源の確保に

関する手順等」にて整備する。 

     また，原子炉補機冷却系及び原子炉補機代替冷却系に関する手順は，

「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

ⅰ 手順着手の判断基準 

常設代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機により緊

急用Ｍ／Ｃが受電され，緊急用Ｍ／ＣからＭ／Ｃ Ｃ系又はＭ／Ｃ 

Ｄ系の受電が完了し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）が使

用可能な状態※１に復旧された場合。 

※１：設備に異常がなく，電源及び補機冷却水が確保されており，原

子炉水位指示値が原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高

（レベル８）の間で維持され，かつ原子炉圧力指示値が規定値

以下の状態。 

 

ⅱ 操作手順 

Ａ－残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）電源復旧後の発電用

原子炉からの除熱手順の概要は以下のとおり。（Ｂ－残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）による発電用原子炉からの除熱手順も同様）

概要図を第1.4－26図に，タイムチャートを第1.4－27図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断に基づき，運転員にＡ－残留熱除去系 

（原子炉停止時冷却モード）による発電用原子炉からの除熱準備開始

を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，Ａ－残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）の起動に必要なポンプ，電動弁及び監視計器の電源並びに補機

冷却水が確保されていること，原子炉水位指示値が原子炉水位低（レ

ベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間で維持されていること，

原子炉圧力指示値が原子炉停止時冷却モードインターロック解除の

設定値以下であることを状態表示にて確認する。 

③当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部にガスタ

ービン発電機の負荷容量確認を依頼し，Ａ－残留熱除去系（原子炉
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停止時冷却モード）が使用可能か確認する。 

④中央制御室運転員Ａは，Ａ－残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）による発電用原子炉からの除熱の系統構成として，Ａ－ＲＨＲ

封水ポンプ停止操作，Ａ－ポンプトーラス水入口弁，Ａ－ミニマム

フロー弁，Ａ－熱交入口弁の全閉，Ａ－熱交バイパス弁の全開操作

を実施する。また，格納容器隔離を復旧後，炉水入口内側隔離弁，

炉水入口外側隔離弁，Ａ－ポンプ炉水入口弁の全開操作を実施する。 

⑤現場運転員Ｂ及びＣは，Ａ－ＲＨＲ封水ポンプ及びＡ－ミニマムフ 

ロー弁の電源「切」操作を実施する。 

⑥中央制御室運転員Ａは，Ａ－残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）運転の準備完了を当直副長に報告する。 

⑦当直副長は，中央制御室運転員にＡ－残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）による発電用原子炉からの除熱開始を指示する。 

⑧中央制御室運転員Ａは，Ａ－残留熱除去ポンプの起動操作を実施し，

Ａ－残留熱除去ポンプの出口圧力が上昇したことをＡ－残留熱除去

ポンプ出口圧力にて確認後，Ａ－ポンプ炉水戻り弁を調整開する。 

⑨中央制御室運転員Ａは，Ａ－熱交入口弁を開操作，Ａ－熱交バイパ

ス弁を閉操作し，発電用原子炉からの除熱を開始する。 

⑩中央制御室運転員Ａは，発電用原子炉からの除熱が開始されたこと

をＡ－残留熱除去ポンプ出口流量指示値の上昇及びＡ－残留熱除去

系熱交換器入口温度指示値の低下により確認し，当直副長に報告す

る。 

 

ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名，現場運転員２名にて作業を

実施した場合，作業開始を判断してから残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）による発電用原子炉からの除熱開始まで35分以内で可能

である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通

信設備等を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 

(添付資料1.4.4－8) 

 

ｂ．重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手段の選択方法は以下のとおり。対応手段の選択フ

ローチャートを第1.4－33図に示す。 

常設代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機により交流動

力電源が確保できた場合，原子炉補機冷却系の運転が可能であれば残留熱

除去系（原子炉停止時冷却モード）により発電用原子炉からの除熱を実施

する。原子炉補機冷却系の運転ができない場合，原子炉補機代替冷却系を
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設置し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）により発電用原子炉か

らの除熱を実施するが，原子炉補機代替冷却系の設置に時間を要すること

から，低圧原子炉代替注水系（常設）等による原子炉圧力容器への注水を

並行して実施する。 

（添付資料1.4.7） 

 

1.4.2.3 重大事故等対処設備（設計基準拡張）による対応手順 

(1) 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器への注水 

残留熱除去系（低圧注水モード）が健全な場合は，自動起動（原子炉水位

低（レベル１）又はドライウェル圧力高）による作動，又は中央制御室から

の手動操作により残留熱除去系（低圧注水モード）を起動し，サプレッショ

ン・チェンバを水源とした原子炉圧力容器への注水を実施する。 

ａ．手順着手の判断基準 

給水・復水系，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による原子

炉圧力容器への注水ができず，原子炉圧力容器内の水位を原子炉水位低（レ

ベル３）以上に維持できない場合。 

 

ｂ．操作手順 

Ａ－残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器への注水手

順の概要は以下のとおり（Ｂ－残留熱除去系（低圧注水モード）又はＣ－

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器への注水手順も同

様）。概要図を第1.4－28図に，タイムチャートを第1.4－29図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に残留熱除去系（低 

 圧注水モード）による原子炉圧力容器への注水の準備開始を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，中央制御室からの手動起動操作，又は自動起動 

信号（原子炉水位低（レベル１）又はドライウェル圧力高）によりＡ－ 

残留熱除去ポンプが起動し，残留熱除去ポンプ吐出圧力指示値が規定値 

以上となったことを確認後，当直副長に残留熱除去系（低圧注水モード） 

による原子炉圧力容器への注水準備完了を報告する。 

③当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力が規定圧力以下となったことを確 

 認後，中央制御室運転員に残留熱除去系（低圧注水モード）による原子 

 炉圧力容器への注水開始を指示する。 

④中央制御室運転員Ａは，中央制御室からの手動操作，又は自動起動信号 

（原子炉水位低（レベル１）及び注水弁差圧低，又はドライウェル圧力 

高及び注水弁差圧低）によりＡ－ＲＨＲ注水弁が全開となったことを確 

認する。 

⑤中央制御室運転員Ａは，原子炉圧力容器への注水が開始されたことを残 

留熱除去ポンプ出口流量指示値の上昇及び原子炉水位指示値の上昇によ 

り確認し，当直副長に報告するとともに原子炉圧力容器内の水位を原子 
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炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間で維持する。 

※原子炉圧力容器内の水位が維持され原子炉圧力容器への注水が不要と 

なる間，原子炉格納容器内にスプレイする場合は，Ａ－ＲＨＲ注水弁， 

Ａ－熱交バイパス弁を全閉後，Ａ－ＲＨＲドライウェル第１スプレイ 

弁，Ａ－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁を全開してスプレイを実 

施する。 

 

ｃ．操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，作業開

始を判断してから残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器

への注水開始まで2分以内で可能である。 

なお，原子炉圧力容器への注水が不要と判断し，原子炉格納容器へのス

プレイを実施する場合，原子炉格納容器へのスプレイ開始まで10分以内で

可能である。 

（添付資料1.4.4－9） 

 

(2) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による発電用原子炉からの除熱 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）が健全な場合は，中央制御室か

らの手動操作により残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）を起動し，発

電用原子炉からの除熱を実施する。 

ａ．手順着手の判断基準 

原子炉水位指示値が原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベ

ル８）の間で維持され，かつ原子炉圧力指示値が規定値以下の場合。 

 

ｂ．操作手順 

Ａ－残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による発電用原子炉から 

の除熱手順の概要は以下のとおり（Ｂ－残留熱除去系（原子炉停止時冷却 

モード）による原子炉除熱手順も同様）。概要図を第 1.4－30 図に示す。 

タイムチャートは第 1.4－27 図と同様である。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）による発電用原子炉からの除熱準備開始を指示

する。 

②中央制御室運転員Ａは，原子炉水位指示値が原子炉水位低（レベル３）

から原子炉水位高（レベル８）の間で維持されていること，原子炉圧力

指示値が原子炉停止時冷却モードインターロック解除の設定値以下であ

ることを状態表示にて確認する。 

③中央制御室運転員Ａは，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）によ

る発電用原子炉からの除熱の系統構成として，Ａ－ＲＨＲ封水ポンプ停

止操作，Ａ－ポンプトーラス水入口弁，Ａ－ミニマムフロー弁，Ａ－熱
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交入口弁の全閉，Ａ－熱交バイパス弁，炉水入口内側隔離弁，炉水入口

外側隔離弁，Ａ－ポンプ炉水入口弁の全開操作を実施する。 

④現場運転員Ｂ及びＣは，Ａ－ＲＨＲ封水ポンプ及びＡ－ミニマムフロー

弁の電源「切」操作を実施する。 

⑤中央制御室運転員Ａは，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転

の準備完了を当直副長に報告する。 

⑥当直副長は，中央制御室運転員に残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）による発電用原子炉からの除熱開始を指示する。 

⑦中央制御室運転員Ａは，残留熱除去ポンプの起動操作を実施し，残留熱

除去ポンプ吐出圧力指示値が上昇したことを確認後，Ａ－ポンプ炉水戻

り弁を調整開する。 

⑧中央制御室運転員Ａは，Ａ－熱交入口弁を開操作，Ａ－熱交バイパス弁

を閉操作し，発電用原子炉からの除熱を開始する。 

⑨中央制御室運転員Ａは，発電用原子炉からの除熱が開始されたことを残

留熱除去系系統流量指示値の上昇及び残留熱除去系熱交換器入口温度指

示値の低下により確認し，当直副長に報告する。 

 

ｃ．操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名及び現場運転員２名にて操作を実

施した場合，作業開始を判断してから残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）による発電用原子炉からの除熱開始まで35分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通信設

備等を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料1.4.4－8） 

 

(3) 低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 

低圧炉心スプレイ系が健全な場合は，自動起動（原子炉水位低（レベル１）

又はドライウェル圧力高）による作動，又は中央制御室からの手動操作によ

り低圧炉心スプレイ系を起動し，サプレッション・チェンバを水源とした原

子炉圧力容器への注水を実施する。 

ａ．手順着手の判断基準 

給水・復水系，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプレイ系による原子

炉圧力容器への注水ができず，原子炉圧力容器内の水位を原子炉水位低（レ

ベル３）以上に維持できない場合。 

 

ｂ．操作手順 

低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水手順の概要は以下の

とおり。 

手順の対応フローを第1.4－2図及び第1.4－4図に，概要図を第1.4－31

1.4-44

1.4-44



図に，タイムチャートを第1.4－32図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に低圧炉心スプレイ

系による原子炉圧力容器への注水の準備開始を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，中央制御室からの手動起動操作，又は自動起動

信号（原子炉水位低（レベル１）又はドライウェル圧力高）により低圧

炉心スプレイポンプが起動し，低圧炉心スプレイポンプ吐出圧力指示値

が規定値以上となったことを確認後，当直副長に低圧炉心スプレイ系に

よる原子炉圧力容器への注水の準備完了を報告する。 

③当直副長は，原子炉圧力容器内の圧力が規定圧力以下となったことを確

認後，中央制御室運転員に，低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器

への注水開始を指示する。 

④中央制御室運転員Ａは，中央制御室からの手動操作，又は自動起動信号  

（原子炉水位低（レベル１）及び注水弁差圧低，又はドライウェル圧力 

及び注水弁差圧低）により低圧炉心スプレイ系注水弁が全開となったこ 

とを確認する。 

⑤中央制御室運転員Ａは，原子炉圧力容器への注水が開始されたことを低

圧炉心スプレイポンプ出口流量指示値の上昇及び原子炉水位指示値の上

昇により確認し，当直副長に報告するとともに原子炉圧力容器内の水位

を原子炉水位低（レベル３）から原子炉水位高（レベル８）の間で維持

する。 

 

ｃ．操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，作業

開始を判断してから低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水

開始まで2分以内で可能である。 

（添付資料1.4.4－10） 

 

1.4.2.4 その他の手順項目について考慮する手順 

原子炉補機冷却系及び原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保手

順については，「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」

にて整備する。 

低圧原子炉代替注水槽及び輪谷貯水槽（西）への水の補給手順並びに水

源から接続口までの大量送水車による送水手順については，「1.13 重大

事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

非常用交流電源設備，常設代替交流電源設備として使用するガスタービ

ン発電機又は可搬型代替交流電源設備として使用する高圧発電機車によ

る低圧原子炉代替注水ポンプ，復水輸送ポンプ，消火ポンプ，残留熱除去

ポンプ，低圧炉心スプレイポンプ，電動弁及び中央制御室監視計器類への

電源供給手順並びに常設代替交流電源設備として使用するガスタービン
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発電機，可搬型代替交流電源設備として使用する高圧発電機車及び大量送

水車への燃料補給手順については，「1.14 電源の確保に関する手順等」

にて整備する。 

操作の判断，確認に係る計装設備に関する手順については「1.15 事故

時の計装に関する手順等」にて整備する。 
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第 1.4－１表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順 

対応手段，対処設備，手順書一覧(１／９） 

（重大事故等対処設備（設計基準拡張）） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

－ 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

残留熱除去ポンプ 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ※５ 

原子炉補機冷却系※３ 

非常用交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

低圧炉心スプレイポンプ 

低圧炉心スプレイ系 配管・弁・ストレーナ・

スパージャ 

原子炉補機冷却系※３ 

非常用交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ
る

発
電
用
原
子
炉
か
ら
の
除
熱 

残留熱除去ポンプ 

残留熱除去系熱交換器 

残留熱除去系 配管・弁・ジェットポンプ 

原子炉再循環系 配管 

原子炉補機冷却系※３ 

非常用交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「減圧冷却」等 

原子炉圧力容器 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5  最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。  
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対応手段，対処設備，手順書一覧(２／９) 

（原子炉運転中のフロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系（低圧注水モ

ード） 

低圧炉心スプレイ系 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

低圧原子炉代替注水ポンプ 

低圧原子炉代替注水槽※１ 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＬＳＲ（常設）による原子炉注

水」 

非常用交流電源設備※２  

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

復
水
輸
送
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

復水輸送ポンプ 

復水貯蔵タンク 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

非常用交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＷＴによる原子炉注水」 

消
火
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

補助消火ポンプ 

消火ポンプ 

補助消火水槽 

ろ過水タンク 

消火系 配管・弁 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

非常用交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「消火系による原子炉注水」 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5  最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。 
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対応手段，対処設備，手順書一覧(３／９) 

（原子炉運転中のフロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系（低圧注水モ

ード） 

低圧炉心スプレイ系 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

大量送水車 

ホース・接続口 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

燃料補給設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＬＳＲ（可搬型）による原子炉

注水」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送水」 

非常用交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

輪谷貯水槽（西）※１，※４ 

 

自
主
対
策
設
備 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5  最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。 

1.4-49
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対応手段，対処設備，手順書一覧(４／９) 

（原子炉運転中のサポート系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

全交流動力電源 

原子炉補機冷却系 

 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
の
復
旧 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 

原子炉補機代替冷却系※３ 

代替所内電気設備 

常設代替交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等 

対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＲによる原子炉注水」 

残留熱除去ポンプ 

残留熱除去系 配管・弁・ストレーナ 

原子炉補機冷却系※３ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
の
復
旧 

サプレッション・チェンバ 

原子炉圧力容器 

原子炉補機代替冷却系※３ 

代替所内電気設備 

常設代替交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＬＰＣＳによる原子炉注水」 

低圧炉心スプレイポンプ 

低圧炉心スプレイ系 配管・弁・ストレ

ーナ・スパージャ 

原子炉補機冷却系※３ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5  最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。 

  

1.4-50

1.4-50



対応手段，対処設備，手順書一覧(５／９) 

（溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

溶
融
炉
心
が
原
子
炉
圧
力
容
器
内
に
残
存
す
る
場
合 

－ 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る 

残
存
溶
融
炉
心
の
冷
却 

低圧原子炉代替注水ポンプ 

低圧原子炉代替注水槽※１ 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－４」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＬＳＲ（常設）による原子炉

注水」 

非常用交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

復
水
輸
送
系
に
よ
る 

残
存
溶
融
炉
心
の
冷
却 

復水輸送ポンプ 

復水貯蔵タンク 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

非常用交流電源設備※２ 

代替所内電気設備 
自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－４」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＷＴによる原子炉注水」 

消
火
系
に
よ
る 

残
存
溶
融
炉
心
の
冷
却 

補助消火ポンプ 

消火ポンプ 

補助消火水槽 

ろ過水タンク 

消火系 配管・弁 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

非常用交流電源設備※２ 

代替所内電気設備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－４」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「消火系による原子炉注水」 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5  最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。 
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対応手段，対処設備，手順書一覧(６／９) 

（溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

溶
融
炉
心
が
原
子
炉
圧
力
容
器
内
に
残
存
す
る
場
合 

－ 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る 

残
存
溶
融
炉
心
の
冷
却 

大量送水車 

ホース・接続口 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

燃料補給設備※２ 

可搬型代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書 

（シビアアクシデント） 

「注水－４」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＬＳＲ（可搬型）による原子

炉注水」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送水」 

非常用交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

輪谷貯水槽（西）※１，※４ 

自
主
対
策
設
備 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5  最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする 
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1.4-52



対応手段，対処設備，手順書一覧(７／９) 

（原子炉停止中のフロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系 

（原子炉停止時冷却モ

ード） 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

低圧原子炉代替注水ポンプ 

低圧原子炉代替注水槽※１ 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 事故時操作要領書（徴候ベース） 

「崩壊熱除去機能喪失時対応」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＬＳＲ（常設）による原子炉注

水」 

非常用交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

復
水
輸
送
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

復水輸送ポンプ 

復水貯蔵タンク 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備 

非常用交流電源設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「崩壊熱除去機能喪失時対応」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＷＴによる原子炉注水」 

消
火
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

補助消火ポンプ 

消火ポンプ 

補助消火水槽 

ろ過水タンク 

消火系 配管・弁 

復水輸送系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

代替所内電気設備 

非常用交流電源設備※２ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「崩壊熱除去機能喪失時対応」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「消火系による原子炉注水」 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5  最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。 
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対応手段，対処設備，手順書一覧(８／９) 

（原子炉停止中のフロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系 

（原子炉停止時冷却モ

ード） 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
） 

に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

大量送水車 

ホース・接続口 

低圧原子炉代替注水系 配管・弁 

残留熱除去系 配管・弁 

原子炉圧力容器 

常設代替交流電源設備※２ 

燃料補給設備※２ 

代替所内電気設備 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「崩壊熱除去機能喪失時対応」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＬＳＲ（可搬型）による原子炉

注水」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送水」 

非常用交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

輪谷貯水槽（西）※１，※４ 

自
主
対
策
設
備 

原
子
炉
浄
化
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
か
ら
の
除
熱 

原子炉浄化補助ポンプ 

原子炉圧力容器 

原子炉浄化系非再生熱交換器 

原子炉再循環系 配管・弁 

原子炉浄化系 配管・弁 

給水系 配管・弁・スパージャ 

原子炉補機冷却系※３ 

 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「崩壊熱除去機能喪失時対応」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＵＷによる原子炉除熱」 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5  最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。  
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対応手段，対処設備，手順書一覧(９／９) 

（原子炉停止中のサポート系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

全交流動力電源 

原子炉補機冷却系 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
残
留
熱
除
去
系 

（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
の
復
旧 

原子炉圧力容器 

原子炉補機代替冷却系※３ 

常設代替交流電源設備※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「崩壊熱除去機能喪失時対応」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＲによる原子炉除熱」 

残留熱除去ポンプ 

残留熱除去系熱交換器 

残留熱除去系 配管・弁・ジェットポン

プ 

原子炉再循環系 配管 

原子炉補機冷却系※３ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5  最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。 
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第 1.4‐2 表 重大事故等対処に係る監視計器 

監視計器一覧(１／１２) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 監視パラメータ（計器） 

1.4.2.1 発電用原子炉運転中における対応手順 

(1) フロントライン系故障時の対応手順 

ａ．低圧代替注水 

(a) 低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水 

 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＬＳＲ（常設）による原子炉

注水」 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

電源 
緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

水源の確保 低圧原子炉代替注水槽水位 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内への注水量 代替注水流量（常設） 

補機監視機能 低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

水源の確保 低圧原子炉代替注水槽水位 

1.4.2.1 発電用原子炉運転中における対応手順 

(1) フロントライン系故障時の対応手順 

ａ．低圧代替注水 

 (b) 復水輸送系による原子炉圧力容器への注水 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別要領書 

「ＣＷＴによる原子炉注水」 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧  

水源の確保 復水貯蔵タンク水位 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内への注水量 ＲＰＶ／ＰＣＶ注入流量 

補機監視機能 復水輸送ポンプ出口ヘッダ圧力 

水源の確保 復水貯蔵タンク水位 

  

1.4-56

1.4-56



 監視計器一覧(２／１２)  

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.4.2.1 発電用原子炉運転中における対応手順 

(1) フロントライン系故障時の対応手順 

ａ．低圧代替注水 

(c) 消火系による原子炉圧力容器への注水 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「消火系による原子炉注水」 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧  

水源の確保 

Ａ－補助消火水槽水位 

Ｂ－補助消火水槽水位 

ろ過水タンク水位 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内への注水量 ＲＰＶ／ＰＣＶ注入流量 

補機監視機能 
Ａ－消火ポンプ出口圧力 

Ｂ－消火ポンプ出口圧力 

水源の確保 

Ａ－補助消火水槽水位 

Ｂ－補助消火水槽水位 

ろ過水タンク水位 

1.4.2.1 発電用原子炉運転中における対応手順 

(1) フロントライン系故障時の対応手順 

ａ．低圧代替注水 

 (d) 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水（淡水／海水） 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＬＳＲ(可搬型)による原子

炉注水」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送水」 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

電源 
緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

水源の確保 
輪谷貯水槽（西１） 

輪谷貯水槽（西２） 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内への注水量 
低圧原子炉代替注水流量 

低圧原子炉代替注水流量(狭帯域用) 

補機監視機能 大量送水車ポンプ出口圧力 

水源の確保 
輪谷貯水槽（西１） 

輪谷貯水槽（西２） 

  

1.4-57

1.4-57



 監視計器一覧(３／１２) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.4.2.1 発電用原子炉運転中における対応手順 

(2) サポート系故障時の対応手順 

ａ．復旧 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード）電源復旧後の原子炉圧力容器への注水 

事故時運転操作要領書（徴候ベー

ス）「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＲによる原子炉注水」 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

補機監視機能 

Ⅰ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

Ⅱ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

Ａ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器への注水量 
Ａ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口流量 

補機監視機能 
Ａ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

1.4.2.1 発電用原子炉運転中における対応手順 

(2) サポート系故障時の対応手順 

ａ．復旧 

  (b) 低圧炉心スプレイ系電源復旧後の原子炉圧力容器への注水 

事故時運転操作要領書（徴候ベー

ス）「水位確保」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＬＰＣＳによる原子炉注水」 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

補機監視機能 Ⅰ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器への注水量 低圧炉心スプレイポンプ出口流量 

補機監視機能 低圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

  

1.4-58

1.4-58



 監視計器一覧(４／１２) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.4.2.1 発電用原子炉運転中における対応手順 

(3) 溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合の対応手順 

ａ．低圧代替注水 

(a) 低圧原子炉代替注水系（常設）による残存溶融炉心の冷却 

 

事故時操作要領書（シビアアクシ

デント） 

「注水－４」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＬＳＲ（常設）による原子炉

注水」 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力(ＳＡ) 

サプレッション・チェンバ圧力(ＳＡ) 

原子炉格納容器内の温度 

ドライウェル温度(ＳＡ) 

サプレッション・プール水温度(ＳＡ) 

ペデスタル温度(ＳＡ) 

ペデスタル水温度（ＳＡ） 

電源 
緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

水源の確保 低圧原子炉代替注水槽水位 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内への注水量 代替注水流量（常設） 

補機監視機能 低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

水源の確保 低圧原子炉代替注水槽水位 

1.4-59

1.4-59



 監視計器一覧(５／１２) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.4.2.1 発電用原子炉運転中における対応手順 

(3) 溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合の対応手順 

ａ．低圧代替注水 

(b) 復水輸送系による残存溶融炉心の冷却 

事故時操作要領書（シビアアクシ

デント） 

「注水―４」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＣＷＴによる原子炉注水」 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力(ＳＡ) 

サプレッション・チェンバ圧力(ＳＡ) 

原子炉格納容器内の温度 

ドライウェル温度(ＳＡ) 

サプレッション・プール水温度(ＳＡ) 

ペデスタル温度(ＳＡ) 

ペデスタル水温度（ＳＡ） 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

水源の確保 復水貯蔵タンク水位 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内への注水量 ＲＰＶ／ＰＣＶ注入流量 

補機監視機能 復水輸送ポンプ出口ヘッダ圧力 

水源の確保 復水貯蔵タンク水位 

 

  

1.4-60

1.4-60



 監視計器一覧(６／１２） 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.4.2.1 発電用原子炉運転中における対応手順 

(3) 溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合の対応手順 

ａ．低圧代替注水 

(c) 消火系による残存溶融炉心の冷却 

事故時操作要領書（シビアアクシ

デント） 

「注水－４」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「消火系による注水」 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力(ＳＡ) 

サプレッション・チェンバ圧力(ＳＡ) 

原子炉格納容器内の温度 

ドライウェル温度(ＳＡ) 

サプレッション・プール水温度(ＳＡ) 

ペデスタル温度(ＳＡ) 

ペデスタル水温度（ＳＡ） 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

水源の確保 

Ａ－補助消火水槽水位 

Ｂ－補助消火水槽水位 

ろ過水タンク水位 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内への注水量 ＲＰＶ／ＰＣＶ注入流量 

補機監視機能 
Ａ－消火ポンプ出口圧力 

Ｂ－消火ポンプ出口圧力 

水源の確保 

Ａ－補助消火水槽水位 

Ｂ－補助消火水槽水位 

ろ過水タンク水位 

 

  

1.4-61

1.4-61



 監視計器一覧(７／１２) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.4.2.1 発電用原子炉運転中における対応手順 

(3) 溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合の対応手順 

ａ．低圧代替注水 

 (d) 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による残存溶融炉心の冷却（淡水／海水） 

事故時操作要領書（シビアアクシ

デント） 

「注水―４」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＦＬＳＲ（可搬型）による原子

炉注水」 

 

原子力災害対策手順書 

「大量送水車を使用した送水」 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

ペデスタル温度（ＳＡ） 

ペデスタル水温度（ＳＡ） 

電源 
緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

水源の確保 
輪谷貯水槽（西１） 

輪谷貯水槽（西２） 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器への注水量 
低圧原子炉代替注水流量 

低圧原子炉代替注水流量(狭帯域用) 

補機監視機能 大量送水車ポンプ出口圧力 

水源の確保 
輪谷貯水槽（西１） 

輪谷貯水槽（西２） 

  

1.4-62

1.4-62



 監視計器一覧(８／１２)  

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.4.2.2 発電用原子炉停止中における対応手順 

(1) フロントライン系故障時の対応手順 

ｂ．原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱 

(a) 原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「崩壊熱除去機能喪失時対応」 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

電源 Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

補機監視機能 
Ⅰ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

Ⅱ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

最終ヒートシンクの確保 

原子炉浄化系系統流量 

原子炉浄化系系統入口温度 

原子炉浄化系非再生熱交出口温度 

1.4-63

1.4-63



監視計器一覧(９／１２) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.4.2.2 発電用原子炉停止中における対応手順 

(2) サポート系故障時の対応手順 

ａ．復旧 

 (a) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）電源復旧後の発電用原子炉からの除熱 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「崩壊熱除去機能喪失時対応」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＲによる原子炉除熱」 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（停止域） 

原子炉水位（定検時水張用） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の温度 

原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

Ａ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

補機監視機能 

Ⅰ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

Ⅱ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

Ａ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（停止域） 

原子炉水位（定検時水張用） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

補機監視機能 
Ａ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

最終ヒートシンクの確保 

Ａ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ａ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ⅰ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

Ⅱ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

Ａ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ⅰ－ＲＣＷ熱交換器出口温度 

Ⅱ－ＲＣＷ熱交換器出口温度 
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監視計器一覧(１０／１２) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.4.2.3 重大事故等対処設備（設計基準拡張）による対応手順 

(1) 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器への注水 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「水位確保」等 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

補機監視機能 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｃ－残留熱除去ポンプ出口流量 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内への注水量 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｃ－残留熱除去ポンプ出口流量 

補機監視機能 

Ａ－残留熱除去系ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去系ポンプ出口圧力 

Ｃ－残留熱除去系ポンプ出口圧力 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 
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監視計器一覧(１１／１２) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.4.2.3 重大事故等対処設備（設計基準拡張）による対応手順 

(2)  残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による発電用原子炉からの除熱 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「減圧冷却」等 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（停止域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（定検時水張用） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の温度 

原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

Ａ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

補機監視機能 

Ⅰ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

Ⅱ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

Ａ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（停止域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（定検時水張用） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

補機監視機能 
Ａ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

最終ヒートシンクの確保 

Ａ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ａ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ⅰ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

Ⅱ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

Ａ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ⅰ－ＲＣＷ熱交換器出口温度 

Ⅱ－ＲＣＷ熱交換器出口温度 
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監視計器一覧(１２／１２) 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.4.2.3 重大事故等対処設備（設計基準拡張）による対応手順 

(3) 低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「水位確保」等 

判
断
基
準 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

補機監視機能 Ⅰー原子炉補機冷却ポンプ圧力 

電源 
Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

操
作 

原子炉圧力容器内の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内の圧力 
原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内への注水量 低圧炉心スプレイポンプ出口流量 

補機監視機能 低圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 
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第 1.4‐3 表 審査基準における要求事項毎の給電対象設備 

対象条文 供給対象設備 給電元 

給電母線 

【1.4】 

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電

用原子炉を冷却するための手順等 

低圧原子炉代替注水ポンプ 常設代替交流電源設備 

 

ＳＡ－Ｌ／Ｃ 

低圧原子炉代替注水系弁 常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

 

ＳＡ－Ｃ／Ｃ 

残留熱除去ポンプ 常設代替交流電源設備 

 

Ｍ／Ｃ Ｃ系 

Ｍ／Ｃ Ｄ系 

残留熱除去系弁 

 

常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

 

Ｃ／Ｃ Ｃ系 

Ｃ／Ｃ Ｄ系 

ＳＡ－Ｃ／Ｃ 

低圧炉心スプレイポンプ 常設代替交流電源設備 

 

Ｍ／Ｃ Ｃ系 

低圧炉心スプレイ系弁 常設代替交流電源設備 

 

 

Ｃ／Ｃ Ｃ系 

中央制御室監視計器類 常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

 

計装Ｃ／Ｃ Ｃ系 

計装Ｃ／Ｃ Ｄ系 
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第 1.4－1 図 機能喪失原因対策分析(１／３) 

駆動源喪失 
（直流電源） 

直流母線 
機能喪失 

直流盤 
遮断器故障 

直流電源 
給電機能喪失 

蓄電池機能喪失 充電器盤からの 
通常給電機能喪失 

充電器故障 交流電源喪失 

※３ 

駆動源喪失 
（交流電源） 

非常用Ｌ／Ｃ 
機能喪失 

非常用ＤＥＧ 
故障 

外部電源喪失 

非常用Ｍ／Ｃ 
機能喪失 

※２ ※３ 

※４ 

サポート系 

ＲＣＷ機能喪失 

ＲＣＷポンプ故障 弁故障 

ＲＣＷ熱交換器 
故障 

配管故障 

静的機器機能喪失 

駆動源喪失 
（交流／直流電源） 

※３ ※４ 

ＲＳＷ機能喪失 

ＲＳＷポンプ故障 弁故障 

配管故障 ストレーナ故障 

静的機器機能喪失 

補機冷却系 
機能喪失 

ＬＰＣＳ機能喪失 

※１ 

原子炉低圧時の冷却機能喪失 

Ａ－ＲＨＲ機能喪失 Ｂ－ＲＨＲ機能喪失 

※１ 

Ｃ－ＲＨＲ機能喪失 

※１ 

フロントライン系故障時の対応手段 
 ① 低圧原子炉代替注水系（常設）による発電用原子炉の冷却（発電用原子炉運転中，発電用原子炉停止中） 
 ② 復水輸送系による発電用原子炉の冷却（発電用原子炉運転中，発電用原子炉停止中） 

 ③ 消火系による発電用原子炉の冷却（発電用原子炉運転中，発電用原子炉停止中） 
 ④ 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による発電用原子炉の冷却（発電用原子炉運転中，発電用原子炉停止中） 
 ⑤ 原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱（発電用原子炉停止中） 

 
サポート系故障時の対応手段 
 ⑥ 代替交流電源設備による残留熱除去系（低圧注水モード）の復旧（発電用原子炉運転中）注２ 

 ⑦ 代替交流電源設備による残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の復旧（発電用原子炉停止中）注３ 
 ⑧ 代替交流電源設備による低圧炉心スプレイ系の復旧（発電用原子炉運転中）注４ 

凡例 

：ＡＮＤ条件 

：ＯＲ条件 

 

 

：フロントライン系の対応 

：サポート系の対応 

①，②，③，④，⑤ 

   

※１ 

Ｂ－ＲＨＲ，Ｃ－ＲＨＲ，ＬＰＣＳに対しては， 

Ａ－ＲＨＲをそれぞれＢ－ＲＨＲ，Ｃ－ＲＨＲ， 

ＬＰＣＳに読み替える。 

⑥，⑦，⑧ フロントライン系 

Ａ－ＲＨＲ 
ポンプ故障 弁故障 

補機冷却系 
機能喪失 

※２ 駆動源喪失 
（交流電源） 

※３ 駆動源喪失 
（直流電源） 

※４ 

配管 
故障 

水源使用不可 

ストレーナ故障 Ｓ／Ｐ使用不可 

静的機器 
機能喪失 

ＲＨＲ熱交換器 
  故障注１ 

注１：Ｃ－ＲＨＲ，ＬＰＣＳはＲＨＲ熱交換器を含まない 

注２：⑥の対策はＡ－ＲＨＲ，Ｂ－ＲＨＲ，Ｃ－ＲＨＲが対象 

注３：⑦の対策はＡ－ＲＨＲ，Ｂ－ＲＨＲが対象 

注４：⑧の対策はＬＰＣＳが対象 

⑥，⑦，⑧ 
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.
4
-
6
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.
4
-
6
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第 1.4－1 図 機能喪失原因対策分析(２／３)  

凡例 

：ＡＮＤ条件 

：ＯＲ条件 

 

 

：フロントライン系の対応 

：サポート系の対応 

対応手段① 
選択不可 

低圧原子炉代替注水 
ポンプ故障 

低圧原子炉代替注水槽 
枯渇 

駆動源喪失 
（交流電源） 

FLSR（常設） 
注水ライン機能喪失 

※５ 

対応手段④ 
選択不可 

大量送水車故障 
輪谷貯水槽（西） 

枯渇 
FLSR（可搬型） 

注水ライン機能喪失 

※６ 

FLSR（常設） 
注水ライン機能喪失 

A-RHR 注水ライン 
機能喪失 

A-RHR 
注水弁 
故障 

A-RHR 
注水配管 
故障 

FLSR（常設） 
注水ライン 
機能喪失 

FLSR 注水 
隔離弁 
故障 

FLSR 
注水配管 
故障 

※５ 

FLSR（可搬型） 
注水ライン機能喪失 

A-RHR 注水ライン 
選択不可 

A-FLSR（可搬型） 
注水ライン機能喪失 

A-FLSR 
（可搬型） 
注水元弁故障 

A-FLSR 
（可搬型） 
注水配管故障 

A-RHR 注水ライン 
機能喪失 

A-RHR 
注水弁 
故障 

A-RHR 
注水配管 
故障 

FLSR（常設） 
注水ライン 
機能喪失 

FLSR 注水 
隔離弁 
故障 

FLSR 
注水配管 
故障 

B-RHR 注水ライン 
選択不可 

B-FLSR（可搬型） 
注水ライン機能喪失 

B-FLSR 
（可搬型） 
注水元弁故障 

B-FLSR 
（可搬型） 
注水配管故障 

B-RHR 注水ライン 
機能喪失 

B-RHR 
注水弁 
故障 

B-RHR 
注水配管 
故障 

※６ 
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第 1.4－1 図 機能喪失原因対策分析(３／３) 

対応手段② 
選択不可 

復水輸送ポンプ故障 復水貯蔵タンク枯渇 
駆動源喪失 
（交流電源） 

復水輸送系による 
原子炉注水ライン機能喪失 

※７ 

凡例 

：ＡＮＤ条件 

：ＯＲ条件 

 

 

：フロントライン系の対応 

：サポート系の対応 

対応手段⑤ 
選択不可 

CUW 系故障 
（ポンプ・熱交換器） 

CUW 吸込み戻りライン 
機能喪失 

駆動源喪失 
（交流電源） 

復水輸送系による 
原子炉注水ライン機能喪失 

 

※７ 

A-RHR 注水ライン 
選択不可 

A-RHR 注水ライン 
機能喪失 

A-RHR 
注水弁 
故障 

A-RHR 
注水配管 
故障 

A-RHR 
代替注水ライン 

機能喪失 

A-RHR RPV 
代替注水弁 

故障 
  

A-RHR 
洗浄配管 
故障 

B-RHR 注水ライン 
選択不可 

B-RHR 注水ライン 
機能喪失 

B-RHR 
注水弁 
故障 

B-RHR 
注水配管 
故障 

B-RHR 
代替注水ライン 

機能喪失 

B-RHR 
洗浄弁 
故障 

B-RHR 
洗浄配管 
故障 

C-RHR 注水ライン 
選択不可 

C-RHR 注水ライン 
機能喪失 

C-RHR 
注水弁 
故障 

C-RHR 
注水配管 
故障 

C-RHR 
代替注水ライン 

機能喪失 

C-RHR 
洗浄弁 
故障 

C-RHR 
洗浄配管 
故障 

対応手段③ 
選択不可 

補助消火 
ポンプ故障 

補助消火ポンプ 
機能喪失 

消火ポンプ 
機能喪失 

補助消火ポンプ 
及び消火ポンプ 

機能喪失 

補助消火水槽
枯渇 

駆動源喪失 
（交流電源） 

復水輸送系による 
原子炉注水ライン機能喪失 

※７ 

消火ポンプ
故障 

ろ過水タンク
枯渇 

1
.
4
-
7
1

1
.
4
-
7
1



※ 本資料は，「機能喪失原因対策分析」を基に，設計基準事故対処設備の機能が喪失に至る原因

を順次右側へ展開している。すなわち，機器の機能が喪失することにより，当該機器の左側に

記載される機能が喪失する関係にあることを示している。ただし，ＡＮＤ条件，ＯＲ条件につ

いては表現していないため，必要に応じて「機能喪失原因対策分析」を確認することとする。 

第 1.4－1 図 機能喪失原因対策分析（補足） 

凡例： フロントライン系 サポート系 故障を想定 対応手段あり

フロントライン系，サポート系の整理，故障の想定・対応手段
故障想定機器 故障要因１ 故障要因２ 故障要因３ 故障要因４ 故障要因５ 故障要因６ 故障要因７ 故障要因８

弁故障

ＲＨＲ熱交換器故障

配管故障

Ｓ／Ｐ使用不可

ストレーナ故障

ＲＣＷポンプ故障

弁故障

配管故障

ＲＳＷポンプ故障

弁故障

配管故障

ストレーナ故障

外部電源喪失

直流盤遮断器故障

蓄電池機能喪失

充電器故障

弁故障

配管故障

Ｓ／Ｐ使用不可

ストレーナ故障

弁故障

配管故障

Ｓ／Ｐ使用不可

ストレーナ故障

Ｂ－ＲＨＲ
機能喪失

水源使用不可

補機冷却系
機能喪失

駆動源喪失
（直流電源）

駆動源喪失
（交流電源）

水源使用不可

ＲＨＲポンプ
故障

補機冷却系
機能喪失

原子炉低圧時の
冷却機能喪失

駆動源喪失
（交流電源）

駆動源喪失
（直流電源）

Ａ－ＲＨＲ
機能喪失

ＲＨＲポンプ
故障

静的機器
機能喪失

ＬＰＣＳ
機能喪失

ＬＰＣＳポンプ
故障

静的機器
機能喪失

Ｃ－ＲＨＲ
機能喪失

交流電源喪失

静的機器
機能喪失

駆動源喪失
（交流電源）

ＲＣＷ熱交換器
故障

ＲＳＷ機能喪失
静的機器
機能喪失

駆動源喪失
（交流／直流電源）

非常用ＤＥＧ
故障

非常用Ｌ／Ｃ
機能喪失

非常用Ｍ／Ｃ
機能喪失

水源使用不可

補機冷却系
機能喪失

ＲＣＷ機能喪失
静的機器
機能喪失

駆動源喪失
（直流電源）

直流母線
機能喪失

直流母線への
直流電源

給電機能喪失
充電器盤からの
通常給電機能喪失

※１

※２

※４同様

※３同様

※４

※３同様

※２同様

※４同様

※２同様

※４同様

※３

※１同様

※３同様

※３同様

1.4-72

1.4-72



第 1.4－2 図 ＥＯＰ「水位確保」における対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密にかかわる事項のため公開できません。 
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第 1.4－3 図 ＥＯＰ「減圧冷却」における対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密にかかわる事項のため公開できません。 
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第 1.4－4 図 ＥＯＰ「水位回復」における対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密にかかわる事項のため公開できません。 
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第 1.4-5 図 ＥＯＰ「崩壊熱除去機能喪失」における対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密にかかわる事項のため公開できません。 
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第 1.4－6 図 ＳＯＰ「注水－４」における対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密にかかわる事項のため公開できません。 
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記載例 ○：操作手順番号を示す。 

第 1.4－7 図 低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水 概要図(１／２) 
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操作手順 弁名称 

⑤ Ａ－ＲＨＲ注水弁 

⑧ ＦＬＳＲ注水隔離弁 

  記載例 ○：操作手順番号を示す。 

第 1.4－7 図 低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水 概要図(２／２) 
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第 1.4－8 図 低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水 タイムチャート
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記載例 ○  ：操作手順番号を示す。 

○ａ～：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順を示す。 

 

第 1.4－9 図 復水輸送系による原子炉圧力容器への注水 概要図(１／２)  
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操作手順 弁名称 

③ ＣＷＴ Ｔ／Ｂ供給遮断弁 

⑤a Ａ－ＲＨＲ注水弁 

⑤b Ｂ－ＲＨＲ注水弁 

⑤c Ｃ－ＲＨＲ注水弁 

⑦a Ａ－ＲＨＲ ＲＰＶ代替注水弁 

⑦b Ｂ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁 

⑦c Ｃ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁 

記載例 ○  ：操作手順番号を示す。 

○ａ～：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順を示す。

第 1.4－9 図 復水輸送系による原子炉圧力容器への注水 概要図(２／２) 
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第 1.4－10 図 復水輸送系による原子炉圧力容器への注水（残留熱除去系(Ａ)注入配管使用） タイムチャート 
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第 1.4－11 図 復水輸送系による原子炉圧力容器への注水（残留熱除去系(Ｂ)又は（Ｃ）注入配管使用） タイムチャート 
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記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○ａ～  ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順を示す。

○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。

第 1.4－12 図 消火系による原子炉圧力容器への注水 概要図(１／４)

（補助消火ポンプを使用した原子炉圧力容器への注水の場合）
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操作手順 弁名称 

③ ＣＷＴ Ｔ／Ｂ供給遮断弁 

⑤※１ ＣＷＴ系・消火系連絡止め弁（消火系） 

⑤※２ ＣＷＴ系・消火系連絡止め弁 

⑥a Ａ－ＲＨＲ注水弁 

⑥b Ｂ－ＲＨＲ注水弁 

⑥c Ｃ－ＲＨＲ注水弁 

⑧a Ａ－ＲＨＲ ＲＰＶ代替注水弁 

⑧b Ｂ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁 

⑧c Ｃ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁 

記載例 ○    ：操作手順番号を示す。 

○ａ～  ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順を示す。 

                                         ○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 

 

第 1.4－12 図 消火系による原子炉圧力容器への注水 概要図(２／４) 

（補助消火ポンプを使用した原子炉圧力容器への注水の場合）
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記載例 ○    ：操作手順番号を示す。 

○ａ～  ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順を示す。 

                                             ○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 

 

第 1.4－12 図 消火系による原子炉圧力容器への注水 概要図(３／４) 

（消火ポンプを使用した原子炉圧力容器への注水の場合）
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操作手順 弁名称 

③ ＣＷＴ Ｔ／Ｂ供給遮断弁 

⑤※１ ＣＷＴ系・消火系連絡止め弁（消火系） 

⑤※２ ＣＷＴ系・消火系連絡止め弁 

⑥a Ａ－ＲＨＲ注水弁 

⑥b Ｂ－ＲＨＲ注水弁 

⑥c Ｃ－ＲＨＲ注水弁 

⑧a Ａ－ＲＨＲ ＲＰＶ代替注水弁 

⑧b Ｂ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁 

⑧c Ｃ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○ａ～  ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順を示す。

○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。

第 1.4－12 消火系による原子炉圧力容器への注水 概要図(４／４) 

（消火ポンプを使用した原子炉圧力容器への注水の場合）
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（補助消火ポンプを使用した原子炉圧力容器への注水の場合） 

 

 

 

 
（消火ポンプを使用した原子炉圧力容器への注水の場合） 

 

 

第 1.4－13 図 消火系による原子炉圧力容器への注水（残留熱除去系(Ａ)注入配管使用） タイムチャート 
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（補助消火ポンプを使用した原子炉圧力容器への注水の場合） 

 

 

 
（消火ポンプを使用した原子炉圧力容器への注水の場合） 

 

 

第 1.4－14 図 消火系による原子炉圧力容器への注水（残留熱除去系(Ｂ)又は（Ｃ）注入配管使用） タイムチャート 
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記載例 ○ａ～  ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順を示す。 

○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。

第 1.4－15 図 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水（淡水／海水） 概要図(１／２) 

（交流動力電源が確保されている場合） 
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操作手順 弁名称 

⑤a※１ Ａ－ＲＨＲ注水弁 

⑤a※２ ＦＬＳＲ注水隔離弁 

⑤b ⑤c Ｂ－ＲＨＲ注水弁 

⑧a Ａ－低圧原子炉代替注水元弁 

⑧b Ｂ－低圧原子炉代替注水元弁 

⑧c ＦＬＳＲ可搬式設備 Ｂ－注水ライン止め弁 

記載例 ○ａ～ ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順を示す。 

○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。

第 1.4－15 図 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水（淡水／海水） 概要図(２／２) 

（交流動力電源が確保されている場合） 
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第 1.4－16 図 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水（淡水／海水） 

（低圧原子炉代替注水系（Ａ）又は（Ｂ）注入配管使用）（系統構成） タイムチャート 

（交流動力電源が確保されている場合） 
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第 1.4－17 図 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水（淡水／海水） タイムチャート  
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記載例 ○ａ～  ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順を示す。 

○※１～：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。

第 1.4－18 図 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水（淡水／海水） 概要図(１／２) 

（全交流動力電源が喪失している場合） 
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操作手順 弁名称 

⑤a※１ Ａ－ＲＨＲ注水弁 

⑤a※２ ＦＬＳＲ注水隔離弁 

⑤b ⑤c Ｂ－ＲＨＲ注水弁 

⑧a Ａ－低圧原子炉代替注水元弁 

⑧b Ｂ－低圧原子炉代替注水元弁 

⑧c ＦＬＳＲ可搬式設備 Ｂ－注水ライン止め弁 

記載例 ○ａ～  ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順を示す。 

○※１～：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。

第 1.4－18 図 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水（淡水／海水） 概要図(２／２) 

（全交流動力電源が喪失している場合） 
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第 1.4－19 図 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水（淡水／海水） 

（系統構成）タイムチャート 

（全交流動力電源が喪失している場合） 
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記載例 ○：操作手順番号を示す。

第 1.4－20 図 残留熱除去系（低圧注水モード）電源復旧後の原子炉圧力容器への注水 概要図(１／２) 
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操作手順 弁名称 

⑥ Ａ－ＲＨＲ注水弁 

記載例 ○：操作手順番号を示す。

第 1.4－20 図 残留熱除去系（低圧注水モード）電源復旧後の原子炉圧力容器への注水 概要図(２／２) 
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第 1.4－21 図 残留熱除去系（低圧注水モード）電源復旧後の原子炉圧力容器への注水 タイムチャート 
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記載例 ○：操作手順番号を示す。 

 

第 1.4－22 図 低圧炉心スプレイ系電源復旧後の原子炉圧力容器への注水 概要図(１／２) 
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操作手順 弁名称 

⑥ 低圧炉心スプレイ系注水弁 

記載例 ○：操作手順番号を示す。 

 

第 1.4－22 図 低圧炉心スプレイ系電源復旧後の原子炉圧力容器への注水 概要図(２／２) 
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第 1.4－23 図 低圧炉心スプレイ系電源復旧後の原子炉圧力容器への注水 タイムチャート 
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記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。

第 1.4－24 図 原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱 概要図(１／２) 
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記載例 ○    ：操作手順番号を示す。 

                                        ○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 

 

第 1.4－24 図 原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱 概要図(２／２) 
  

操作手順 弁名称 

③※１ 再生熱交管側入口弁 

③※２ 補助熱交入口弁 

③※３ フィルタバイパス弁 

③※４ 循環ポンプバイパス弁 

③※５ ＣＵＷ非再生熱交出口温度調節弁 

③※６ 系統流量調節弁 

③※７ ＣＵＷ入口内側隔離弁 

③※８ ＣＵＷ入口外側隔離弁 

③※９ 補助ポンプ入口弁 

④ ＣＵＷ脱塩装置バイパス弁 

⑦ 補助ポンプ出口弁 

⑧※１ フィルタ入口圧力調節弁 

⑧※２ フィルタ入口圧力調節弁バイパス弁 
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第 1.4－25 図 原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱 タイムチャート 
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記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。

第 1.4－26 図 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）電源復旧後の発電用原子炉からの除熱 概要図(１／２) 

1
.
4
-
1
0
7

1
.
4
-
1
0
7



操作手順 弁名称 

④※１ Ａ－ポンプトーラス水入口弁 

④※２ Ａ－ミニマムフロー弁 

④※３⑨※１ Ａ－熱交入口弁 

④※４⑨※２ Ａ－熱交バイパス弁 

④※５ 炉水入口内側隔離弁 

④※６ 炉水入口外側隔離弁 

④※７ Ａ－ポンプ炉水入口弁 

⑧ Ａ－ポンプ炉水戻り弁 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。

第 1.4－26 図 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）電源復旧後の発電用原子炉からの除熱 概要図(２／２) 
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第 1.4－27 図 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）電源復旧後の発電用原子炉からの除熱 タイムチャート 
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記載例 ○：操作手順番号を示す。 

第 1.4－28 図 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器への注水 概要図(１／２) 
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操作手順 弁名称 

④ Ａ－ＲＨＲ注水弁 

記載例 ○：操作手順番号を示す。 

第 1.4－28 図 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器への注水 概要図(２／２)
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第 1.4－29 図 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器への注水 タイムチャート 
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記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。

第 1.4－30 図 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による発電用原子炉からの除熱 概要図(１／２) 
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操作手順 弁名称 

③※１ Ａ－ポンプトーラス水入口弁 

③※２ Ａ－ミニマムフロー弁 

③※３⑧※１ Ａ－熱交入口弁 

③※４⑧※２ Ａ－熱交バイパス弁 

③※５ 炉水入口内側隔離弁 

③※６ 炉水入口外側隔離弁 

③※７ Ａ－ポンプ炉水入口弁 

⑦ Ａ－ポンプ炉水戻り弁 

記載例 ○    ：操作手順番号を示す。 

                                        ○※１～ ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 

 

第 1.4－30 図 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による発電用原子炉からの除熱 概要図(２／２） 
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記載例 ○：操作手順番号を示す。

第 1.4－31 図 低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 概要図(１／２） 
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操作手順 弁名称 

④ 低圧炉心スプレイ系注水弁 

記載例 ○：操作手順番号を示す。

第 1.4－31 図 低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 概要図(２／２）
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第 1.4－32 図 低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水 タイムチャート 
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（１）フロントライン系故障時の対応手段の選択 

 

 

 

第 1.4－33 図 重大事故等発生時の対応手段選択フローチャート(１／３) 

交流電源 

あり 

優先① 

低圧原子炉代替注水系（常設）

による原子炉圧力容器への注水 

復水貯蔵タンク

水源使用可能 

 

優先④ 

低圧原子炉代替注水系（可搬

型）による原子炉圧力容器へ

の注水 ※２ 

優先② 

復水輸送系による 

原子炉圧力容器への注水 ※１ 

優先③ 

消火系による原子炉圧

力容器への注水 ※１ 

代替交流 

電源設備等による交流 

電源確保可能 

低圧原子炉 

代替注水槽水源 

使用可能 

重大事故等へ対処する 

ために消火系による消火が必要な 

火災の発生なし 

No 

Yes No 

Yes 

No 

Yes 
No 

Yes 
No 

Yes 

No 

Yes 

電動弁を手動操作 

にて系統構成 

低圧注水系機能喪失 

【凡例】 

：プラント状態 

：操作，確認 

：判断 

：重大事故等対処設備 

※３

注入配管優先順位 

※１

優先①残留熱除去系（Ａ）配管

優先②残留熱除去系（Ｂ）配管

優先③残留熱除去系（Ｃ）配管

※２

優先①低圧原子炉代替注水配管（Ａ）

優先②低圧原子炉代替注水配管（Ｂ）

補助消火水槽又は 

ろ過水タンク 

水源使用可能 

1.4-118

1.4-118



（２）サポート系故障時の対応手段の選択 

第 1.4－33 図 重大事故等発生時の対応手段選択フローチャート(２／３) 

No 

Yes 

 

常設代替交流電源設備等

による交流電源確保 

優先① 

残留熱除去系（低圧注水モード）電

源復旧後の原子炉圧力容器への注水

又は 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）電源復旧後の原子炉圧力容器

からの除熱 

原子炉 

補機冷却系 

運転可能 

※３

全交流動力電源喪失による 

低圧注水系機能喪失 

原子炉補機代替 

冷却系設置・起動 

【凡例】 

：プラント状態 

：操作，確認 

：判断 

：重大事故等対処設備 

 残留熱除去系の 

復旧可能 

Yes 

No 

優先② 

低圧炉心スプレイ系電源復旧後 

の原子炉圧力容器への注水 

1.4-119
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（３）溶融炉心が原子炉圧力容器内に残存する場合 

第 1.4－33 図 重大事故等発生時の対応手段選択フローチャート(３／３) 

交流電源 

あり 

優先① 

低圧原子炉代替注水系

（常設）による残存溶融

炉心の冷却 

復水貯蔵タンク

水源使用可能 

 

優先④ 

低圧原子炉代替注水系

（可搬型）による残存

溶融炉心の冷却※１ 

優先② 

復水輸送系による残存

溶融炉心の冷却 

優先③ 

消火系による残存溶

融炉心の冷却 

低圧原子炉 

代替注水槽水源 

使用可能 

重大事故等へ対処する 

ために消火系による消火が必要な 

火災の発生なし 

No 

No 

No 

No 

No 

Yes 

Yes 

Yes 

Yes 

Yes 

補助消火水槽又は 

ろ過水タンク 

水源使用可能 

低圧注水系機能喪失 

代替交流電源設備等 

による交流動力電源確保 

【凡例】 

：プラント状態 

：操作，確認 

：判断 

：重大事故等対処設備 

注入配管優先順位 

※１

優先①低圧原子炉代替注水配管（Ａ）

優先②低圧原子炉代替注水配管（Ｂ）※３
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添付資料 1.4.1 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(１／７) 

 

 

  

技術的能力審査基準（1.4） 番号 

【本文】 

発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材圧力

バウンダリが低圧の状態であって、設計基準事故

対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪

失した場合においても炉心の著しい損傷及び原

子炉格納容器の破損を防止するため、発電用原子

炉を冷却するために必要な手順等が適切に整備

されているか、又は整備される方針が適切に示さ

れていること。 

① 

【解釈】 

１ 「炉心の著しい損傷」を「防止するため、発

電用原子炉を冷却するために必要な手順等」と

は、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効

果を有する措置を行うための手順等をいう。 

 

－ 

（１）原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却 

ａ）可搬型重大事故防止設備の運搬、接続及び操

作に関する手順等を整備すること。 

② 

（２）復旧 

ａ）設計基準事故対処設備に代替電源を接続する

ことにより起動及び十分な期間の運転継続がで

きること。 

③ 

設置許可基準規則（47 条） 技術基準規則（62 条） 番号 

【本文】 

発電用原子炉施設には、原子炉冷却材

圧力バウンダリが低圧の状態であっ

て、設計基準事故対処設備が有する発

電用原子炉の冷却機能が喪失した場合

においても炉心の著しい損傷及び原子

炉格納容器の破損を防止するため、発

電用原子炉を冷却するために必要な設

備を設けなければならない。 

【本文】 

発電用原子炉施設には、原子炉冷却材

圧力バウンダリが低圧の状態であっ

て、設計基準事故対処設備が有する発

電用原子炉の冷却機能が喪失した場

合においても炉心の著しい損傷及び

原子炉格納容器の破損を防止するた

め、発電用原子炉を冷却するために必

要な設備を施設しなければならない。 

④ 

【解釈】 

１ 第４７条に規定する「炉心の著しい

損傷」を「防止するため、発電用原子

炉を冷却するために必要な設備」とは、

以下に掲げる措置又はこれらと同等以

上の効果を有する措置を行うための設

備をいう。 

【解釈】 

１ 第６２条に規定する「炉心の著し

い損傷」を「防止するため、発電用原

子炉を冷却するために必要な設備」と

は、以下に掲げる措置又はこれらと同

等以上の効果を有する措置を行うた

めの設備をいう。 

－ 

（１）重大事故防止設備 

ａ）可搬型重大事故防止設備を配備す

ること。 

（１）重大事故防止設備 

ａ）可搬型重大事故防止設備を配備す

ること。 

⑤ 

ｂ）炉心の著しい損傷に至るまでの時

間的余裕のない場合に対応するため、

常設重大事故防止設備を設置すること 

ｂ）炉心の著しい損傷に至るまでの時

間的余裕のない場合に対応するため、

常設重大事故防止設備を設置するこ

と。 

⑥ 

ｃ）上記ａ）及びｂ）の重大事故防止

設備は、設計基準事故対処設備に対し

て、多様性及び独立性を有し、位置的

分散を図ること。 

ｃ）上記ａ）及びｂ）の重大事故防止

設備は、設計基準事故対処設備に対し

て、多様性及び独立性を有し、位置的

分散を図ること。 

⑦ 

1.4-121

1.4-121



 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(２／７) 

 
重大事故等対処設備を使用した手段 

審査基準の要求に適合するための手段 

自主対策 

機能 機器名称 既設 

新設 

解釈 

対応番号 

機能 機器名称 常設 

可搬 

必要時間内に

使用可能か 

対応可能な人数

で使用可能か 

備考 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注

水
モ
ー
ド
）
に
よ
る
発
電

用
原
子
炉
の
冷
却 

残留熱除去ポンプ 既設 

①
④ 

－ － － － － － 

残留熱除去系 配管・弁・ストレ

ーナ※５ 

既設 

原子炉補機冷却系※３ 既設 

非常用交流電源設備※２ 既設 

サプレッション・チェンバ 既設 

原子炉圧力容器 既設 

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
に

よ
る
発
電
用
原
子
炉
の
冷

却 

低圧炉心スプレイポンプ 既設 

低圧炉心スプレイ系 配管・弁・

ストレーナ・スパージャ 

既設 

原子炉補機冷却系※３ 既設 

非常用交流電源設備※２ 既設 

サプレッション・チェンバ 既設 

原子炉圧力容器 既設 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時

冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ
る
発
電
用
原

子
炉
か
ら
の
除
熱 

残留熱除去ポンプ 既設 

残留熱除去系熱交換器 既設 

残留熱除去系 配管・弁・ジェッ

トポンプ 

既設 

原子炉再循環系 配管 既設 

原子炉補機冷却系※３ 既設 

非常用交流電源設備※２ 既設 

原子炉圧力容器 既設 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5  最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。  

重大事故等対処設備 重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

1.4-122
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(３／７) 

 
重大事故等対処設備を使用した手段 

審査基準の要求に適合するための手段 

自主対策 

機能 機器名称 既設 

新設 

解釈 

対応番号 

機能 機器名称 常設 

可搬 

必要時間内に

使用可能か 

対応可能な人数

で使用可能か 

備考 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

低圧原子炉代替注水ポ

ンプ 

新設 

①
④
⑥
⑦ 

復
水
輸
送
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

復水輸送ポンプ 常設 

残留熱除去

系(Ａ)配管

使用の場合 

20 分 

 

残留熱除去

系(Ｂ)又は

(Ｃ)配管使

用の場合 

30 分 

残留熱除去 

系(Ａ)配管 

使用の場合 

1 名 

 

残留熱除去 

系(Ｂ)又は 

(Ｃ)配管使 

用の場合 

３名 

自主対策と

する理由は

本文参照 
低圧原子炉代替注水槽

※１ 

新設 復水貯蔵タンク 常設 

低圧原子炉代替注水系

配管・弁 

新設 復水輸送系 配管・弁 常設 

残留熱除去系 配管・

弁 

既設 残留熱除去系 配管・弁 常設 

原子炉圧力容器 既設 原子炉圧力容器 常設 

常設代替交流電源設備

※２ 

新設 常設代替交流電源設備 

※２ 

常設 

代替所内電気設備 新設 

既設 

非常用交流電源設備※２ 常設 

非常用交流電源設備 

※２ 
既設 

可搬型代替交流電源設備

※２ 

可搬 

 

 代替所内電気設備 常設 

消
火
系
に
よ
る 

発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

補助消火ポンプ 常設 

残留熱除去

系(Ａ)配管

使用の場合 

25 分 

 

残留熱除去

系(Ｂ)又は

(Ｃ)配管使

用の場合 

30 分 

 

残留熱除去 

系(Ａ)配管 

使用の場合 

1 名 

 

残留熱除去 

系(Ｂ)又は 

(Ｃ)配管使 

用の場合 

3 名 

 

自主対策と

する理由は

本文参照 

消火ポンプ 常設 

補助消火水槽 常設 

ろ過水タンク 常設 

消火系 配管・弁 常設 

復水輸送系 配管・弁 常設 

残留熱除去系 配管・弁 常設 

原子炉圧力容器 常設 

常設代替交流電源設備 

※２ 

常設 

非常用交流電源設備※２ 常設 

可搬型代替交流電源設備

※２ 

可搬 

代替所内電気設備※２ 常設 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
） 

に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
の
冷
却 

大量送水車 新設 

①
②
④
⑤
⑦ 

－ － － － － － 

ホース・接続口 新設 

低圧原子炉代替注水系

配管・弁 

新設 

残留熱除去系 配管・

弁 

既設 

原子炉圧力容器 既設 

常設代替交流電源設備

※２ 

新設 

燃料補給設備※２ 新設 

可搬型代替交流電源設

備※２ 

新設 

代替所内電気設備 新設 

既設 

非常用交流電源設備 

※２ 

既設 

輪谷貯水槽（西）※１，

※４ 

既設 

 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.5  最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置） 

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。  

重大事故等対処設備 重大事故等対処設備（設計基準拡張） 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(４／７) 

重大事故等対処設備を使用した手段 

審査基準の要求に適合するための手段 

自主対策 

機能 機器名称 既設 

新設 

解釈 

対応番号 

機能 機器名称 常設 

可搬 

必要時間内に

使用可能か 

対応可能な人数

で使用可能か 

備考 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
残
留
熱
除

去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
の
復
旧

残留熱除去ポンプ 既設 

①
③
④

－ － － － － － 

サプレッション・チェン

バ

既設 

残留熱除去系 配管・

弁・ストレーナ 
既設 

原子炉圧力容器 既設 

原子炉補機冷却系※３ 既設 

原子炉補機代替冷却系

※３

新設 

代替所内電気設備 新設 

既設 

常設代替交流電源設備

※２

新設 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る

低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
の
復
旧

低圧炉心スプレイポン

プ 

既設 

①
③
④

－ － － － － － 

サプレッション・チェン

バ

既設 

低圧炉心スプレイ系 

配管・弁・ストレーナ・

スパージャ

既設 

原子炉圧力容器 既設 

原子炉補機冷却系※３ 既設 

原子炉補機代替冷却系 新設 

代替所内電気設備 新設 

既設 

常設代替交流電源設備

※３

新設 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。

※３：手順は「1.5  最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置）

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。

重大事故等対処設備 重大事故等対処設備（設計基準拡張） 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(５／７） 

 
重大事故等対処設備を使用した手段 

審査基準の要求に適合するための手段 

自主対策 

機能 機器名称 既設 

新設 

解釈 

対応番号 

機能 機器名称 常設 

可搬 

必要時間内に 

使用可能か 

対応可能な人数 

で使用可能か 

備考 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
常
設
）

に
よ
る
残
存
溶
融
炉
心
の
冷
却

低圧原子炉代替注水ポ

ンプ

新設 

①
④

復
水
輸
送
系
に
よ
る
残
存
溶
融
炉
心
の
冷
却

復水輸送ポンプ 
常設 

20 分 1 名 

自主対策と

する理由は

本文参照 低圧原子炉代替注水槽

※１

新設 復水貯蔵タンク 
常設 

低圧原子炉代替注水系

配管・弁 

新設 
復水輸送系 配管・弁 常設 

残留熱除去系 配管・弁 既設 残留熱除去系 配管・弁 常設 

原子炉圧力容器 既設 原子炉圧力容器 常設 

常設代替交流電源設備 

※２

新設 常設代替交流電源設備 

※２
常設 

代替所内電気設備 新設 

既設 

可搬型代替交流電源設備

※２
可搬 

非常用交流電源設備※

２ 

既設 
非常用交流電源設備※２ 常設 

代替所内電気設備 常設 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）

に
よ
る
残
存
溶
融
炉
心
の
冷
却

大量送水車 新設 

①
②
④
⑤
⑦

消
火
系
に
よ
る
残
存
溶
融
炉
心
の
冷
却

補助消火ポンプ 常設 

25 分 1 名 

自主対策と

する理由は

本文参照 

消火ポンプ 常設 

ホース・接続口 新設 補助消火水槽 常設 

ろ過水タンク 常設 

低圧原子炉代替注水系

配管・弁 

新設 
消火系 配管・弁 常設 

残留熱除去系 配管・弁 既設 
復水輸送系 配管・弁 常設 

原子炉圧力容器 既設 

常設代替交流電源設備 

※２

新設 
残留熱除去系 配管・弁 常設 

燃料補給設備※２ 新設 原子炉圧力容器 常設 

可搬型代替交流電源設

備※２ 

新設 常設代替交流電源設備 

※２
常設 

代替所内電気設備 新設 

既設 

可搬型代替交流電源設備

※２
可搬 

非常用交流電源設備※

２ 

既設 
非常用交流電源設備※２ 常設 

輪谷貯水槽（西）※１， 

※４

既設 
代替所内電気設備 常設 

－ － － － 

原
子
炉
浄
化
系
に
よ
る

発
電
用
原
子
炉
か
ら
の
除
熱

原子炉浄化補助ポンプ 常設 

70 分 ３名 

自主対策と

する理由は

本文参照 
原子炉圧力容器 常設 

原子炉浄化系非再生熱交

換器 
常設 

原子炉再循環系 配管・弁 常設 

原子炉浄化系 配管・弁 常設 

給水系 配管・弁・スパー

ジャ 
常設 

原子炉補機冷却系※３ 常設 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時

冷
却
モ
ー
ド
）
の
復
旧

残留熱除去ポンプ 既設 

①
③
④

－ － － － － － 

残留熱除去系熱交換器 既設 

残留熱除去系 配管・

弁・ジェットポンプ 
既設 

原子炉圧力容器 既設 

原子炉補機冷却系※３ 既設 

原子炉補機代替冷却系

※３

新設 

原子炉再循環系 配管 既設 

常設代替交流電源設備 

※２

新設 

※１：手順は「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。

※２：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。

※３：手順は「1.5  最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」にて整備する。 

※４：「1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等」【解釈】１ｂ）項を満足するための代替淡水源（措置）

※５：残留熱除去系（低圧注水モード）は熱交換機能に期待しておらず，熱交換器は流路としてのみ用いるため，配管に含むこととする。

重大事故等対処設備 重大事故等対処設備（設計基準拡張） 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(６／７)

技術的能力審査基準（1.4） 適合方針 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、原子炉冷却

材圧力バウンダリが低圧の状態であって、設

計基準事故対処設備が有する発電用原子炉

の冷却機能が喪失した場合においても炉心

の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を

防止するため、発電用原子炉を冷却するため

に必要な手順等が適切に整備されているか、

又は整備される方針が適切に示されている

こと。 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状

態であって，設計基準事故対処設備である残

留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧炉心

スプレイ系が有する発電用原子炉の冷却機

能が喪失した場合においても，炉心の著しい

損傷を防止する手段として低圧原子炉代替

注水系（常設）及び低圧原子炉代替注水系（可

搬型）並びに原子炉格納容器の破損を防止す

る手段として，低圧原子炉代替注水系（常設）

及び低圧原子炉代替注水系（可搬型）による

発電用原子炉を冷却するために必要な手順

等を整備する。 

【解釈】 

１ 「炉心の著しい損傷」を「防止するため、

発電用原子炉を冷却するために必要な

手順等」とは、以下に掲げる措置又はこ

れらと同等以上の効果を有する措置を

行うための手順等をいう。 

－ 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(７／７)

技術的能力審査基準（1.4） 適合方針 

（１）原子炉冷却材圧力バウンダリ 

低圧時の冷却 

ａ）可搬型重大事故防止設備の運搬、接続 

  及び操作に関する手順書を整備するこ 

と。 

原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状

態であって，設計基準事故対処設備である残

留熱除去系（低圧注水モード）及び低圧炉心

スプレイ系が有する発電用原子炉の冷却機

能が喪失した場合においても，炉心の著しい

損傷を防止する手段として，可搬型重大事故

防止設備である低圧原子炉代替注水系（可搬

型）による発電用原子炉を冷却するために必

要な手順等を整備する。 

なお，低圧原子炉代替注水系（可搬型）に

おける大量送水車の運搬及び接続に関する

手順については「1.13 重大事故等の収束に

必要な水の供給手順等」にて整備する。 

（２）復旧 

ａ）設計基準事故対処設備に代替電源を接 

続することにより起動及び十分な期間 

の運転継続ができること。 

 設計基準事故対処設備である残留熱除去

系（低圧注水モード）及び残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）並びに低圧炉心スプ

レイ系が全交流動力電源喪失により使用で

きない場合には，常設代替交流電源設備を用

いて緊急用Ｍ／ＣからＭ／Ｃ Ｃ系又はＭ

／Ｃ Ｄ系へ電源を供給することで残留熱

除去系（低圧注水モード）及び残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード）並びに低圧炉心

スプレイ系を復旧する手順を整備する。

なお，電源の供給に関する手順については

「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整

備する。 
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添付資料 1.4.2 

自主対策設備仕様 

機器名称 
常設 

／可搬 
耐震クラス 容量 揚程 個数 

復水輸送ポンプ 常設 Ｂクラス 
85m3/h 

（1 台当たり） 
70m 3 台 

復水貯蔵タンク 常設 Ｂクラス 2,000m3 － 1 基 

補助消火ポンプ 常設 Ｃクラス 
72m3/h 

（1 台当たり） 
80m 2 台 

補助消火水槽 常設 Ｃクラス 200m3 － 2 基 

消火ポンプ 常設 － 
60m3/h 

（1 台当たり） 
60m 2 台 

ろ過水タンク 常設 － 3,000m3 － １基 

原子炉浄化補助ポンプ 常設 Ｂクラス 228m3/h 152m 1 台 

原子炉浄化系非再生熱交換器 常設 Ｂクラス 1.41×10７kcal/h － 
1 基 

（2胴） 

原子炉補機冷却水ポンプ 常設 Ｓクラス 
1,680m3/h 

（1 台当たり） 
57m 4 台 

原子炉補機冷却系熱交換器 常設 Ｓクラス 
8.5×10６kcal/h 

（1 基当たり） 
－ 

6 基 

(1系統3基) 
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添付資料 1.4.3 

第１図 対応手段として選定した設備の電源構成図（交流電源）
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第２図 対応手段として選定した設備の電源構成図（交流電源） 
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第３図 対応手段として選定した設備の電源構成図（直流電源） 
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添付資料 1.4.4－1 

重大事故対策の成立性 

1. 低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水

(1)中央制御室からの低圧原子炉代替注水系（常設）起動

ａ．操作概要 

中央操作からの低圧原子炉代替注水系（常設）起動が必要な状況において，

原子炉建物付属棟地上３階まで移動するとともに，現場でのＳＡ電源切替盤

操作により電源切り替えを実施する。また，中央制御室操作により系統構成

を実施し，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水を

実施する。 

ｂ．作業場所 

原子炉建物付属棟 地上３階（非管理区域） 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

中央制御室からの低圧原子炉代替注水系（常設）として，最長時間を要す

るＳＡ電源切替盤による電源切り替えを実施した場合に必要な要員数，想定

時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：３名（中央制御室運転員１名，現場運転員２名） 

想定時間  ：20 分以内（所要時間目安※１：16 分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●隔離操作：想定時間５分，所要時間目安３分※２

・隔離操作：所要時間目安３分※２（操作対象７弁：中央制御室）

※２：隔離操作は，原子炉冷却材喪失事象が確認された場合のみ隔離

操作を実施する。 

●電源確認，系統構成，注水操作：想定時間５分，所要時間目安５分

・電源確認，系統構成，注水操作：所要時間目安５分（操作対象２弁：

中央制御室） 

【現場運転員】 

●移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系）：想定時間 20 分，所要時間目安８

分
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  ・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属 

棟 地上３階） 

      ・ＳＡ電源切替操作（Ａ系）：所要時間目安３分（電源切替操作：原 

子炉建物付属棟 地上３階） 

 

ｄ．操作の成立性について 

（ａ）中央制御室操作 

作業環境：常用照明消灯時においても，ＬＥＤライト（三脚タイプ），Ｌ

ＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備してい

る。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 

 

  （ｂ）現場操作 

作業環境 : 常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリアに 

配備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行して 

いる。操作は汚染の可能性を考慮し防護具（全面マスク，個 

人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を着用又は携行 

して作業を行う。 

移動経路 : 電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，ヘ 

ッドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可能で 

ある。また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性   : 通常の受電操作であるため，容易に実施可能である。 

連絡手段 : 所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備，有線式通信設 

備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡が可 

能である。 
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添付資料 1.4.4－2 

 

2. 復水輸送系による原子炉圧力容器への注水 

（１）復水輸送系による原子炉圧力容器への注水 

ａ. 操作概要 

復水輸送系による原子炉圧力容器への注水が必要な状況において，中央制

御室操作及び現場操作により系統構成を実施し，復水輸送ポンプにより原子

炉圧力容器へ注水する。 

 

ｂ. 作業場所 

原子炉棟 地上２階（管理区域） 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

 

ｃ. 必要要員数及び想定時間 

  復水輸送系による原子炉圧力容器への注水として，最長時間を要する残留

熱除去系（Ｂ）注入配管使用又は残留熱除去系（Ｃ）注入配管を使用した送

水に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数：３名（中央制御室運転員１名，現場運転員２名） 

想定時間 ：30 分以内（所要時間目安※１：８分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認，バイパス流防止操作：想定時間 10 分，所要時間目安３分 

・電源確認：所要目安時間２分（電源確認：中央制御室） 

・バイパス流防止操作：所要目安時間１分（操作対象１弁：中央制御 

室） 

●復水輸送ポンプ起動，系統構成：想定時間 10 分，所要時間目安３分 

・復水輸送ポンプ起動，系統構成：所要時間目安３分（操作対象１弁： 

中央制御室） 

 

【現場運転員】 

●移動：想定時間 20 分，所要時間目安７分 

・移動：所要時間目安７分（移動経路：中央制御室～原子炉棟地上２

階） 

●弁操作，注水開始：想定時間 10 分，所要時間目安１分 

・弁操作，注水開始：所要時間目安１分（操作対象１弁：原子炉棟地 

上２階） 
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ｄ. 操作の成立性について 

（ａ）中央制御室操作 

作業環境 ： 常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），Ｌ

ＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備し

ている。 

操作性  ： 操作スイッチによる操作であり，容易に操作可能である。 

 

（ｂ）現場操作 

作業環境  : 常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリア

に配備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行

している。操作は汚染の可能性を考慮し防護具（全面マス

ク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を着用

又は携行して作業を行う。 

移動経路  : 電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，

ヘッドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可

能である。また，アクセスルート上に支障となる設備はな

い。 

操作性    : 通常の弁操作であり，容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを

施している。 

連絡手段  : 所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備，有線式通信

設備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡

が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
弁操作作業 

（Ｂ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁） 

弁操作作業 

（Ｃ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁） 
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添付資料 1.4.4－3 

3. 消火系による原子炉圧力容器内への注水

（１）消火系による原子炉圧力容器内への注水

ａ. 操作概要 

消火系による原子炉圧力容器への注水が必要な状況において，中央制御室

操作及び現場操作により系統構成を実施し，補助消火ポンプ又は消火ポンプ

により原子炉圧力容器へ送水する。 

ｂ. 作業場所 

原子炉棟 地上２階（管理区域） 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

ｃ. 必要要員数及び想定時間 

  消火系による原子炉圧力容器への注水として，最長時間を要する残留熱除

去系（Ｂ）注入配管使用又は残留熱除去系（Ｃ）注入配管を使用した送水に

必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数：３名（中央制御室運転員１名，現場運転員２名） 

想定時間 ：30 分以内（所要時間目安※１：８分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認，バイパス流防止操作：想定時間 10 分，所要時間目安３分

・電源確認：所要目安時間２分（電源確認：中央制御室）

・バイパス流防止操作：所要目安時間１分（操作対象１弁：中央制御

室） 

●ポンプ起動，系統構成：想定時間 15 分，所要時間目安５分

・ポンプ起動，系統構成：所要時間目安５分（操作対象３弁：中央

制御室） 

【現場運転員】 

●移動：想定時間 20 分，所要時間目安７分

・移動：所要時間目安７分（移動経路：中央制御室～原子炉棟地上２

階） 

●弁操作，注水開始：想定時間 10 分，所要時間目安１分

・弁操作，注水開始：所要時間目安１分（操作対象１弁：原子炉棟地

上２階） 
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ｄ. 操作の成立性について 

（ａ）中央制御室操作 

作業環境 ： 常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），Ｌ

ＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備し

ている。 

操作性  ： 操作スイッチによる操作であり，容易に操作可能である。 

 

（ｂ）現場操作 

作業環境  : 常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリア

に配備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行

している。操作は汚染の可能性を考慮し防護具（全面マス

ク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を着用

又は携行して作業を行う。 

移動経路  : 電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，

ヘッドライト及び懐中電灯を携行していることから接近可

能である。また，アクセスルート上に支障となる設備はな

い。 

操作性    : 通常の弁操作であり，容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを

施している。 

連絡手段  : 所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備，有線式通信

設備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡

が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
弁操作作業 

（Ｂ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁） 

弁操作作業 

（Ｃ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁） 
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添付資料 1.4.4－4 

 

4. 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水（淡水／海水） 

(1) 低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用する大量送水車による送水準

備及び送水 

ａ. 操作概要 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水が必要な

状況において，接続口及び水源を選定し，取水箇所まで移動するとともに，

送水ルートを確保した後，低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用する

大量送水車により発電用原子炉に送水する。 

 

ｂ. 作業場所 

 【低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南）又は低圧原子炉代替注水系

（可搬型）接続口（西）を使用する場合】 

屋外（原子炉建物南側周辺，原子炉建物西側周辺，取水箇所（輪谷貯水槽 

（西））周辺） 

【低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（建物内）を使用する場合（故意

による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場合）】 

屋外（タービン建物大物搬入口周辺，取水箇所（輪谷貯水槽（西））周辺），

原子炉建物付属棟 地上１階（非管理区域） 

 

ｃ. 必要要員数及び想定時間 

  低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水に必要な  

要員数及び想定時間は以下のとおり。 

（ａ）低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南）を使用する場合 

最長時間を要する第４保管エリア，第３保管エリアの可搬型設備による 

輪谷貯水槽（西）を使用した送水に必要な要員数，想定時間は以下のとお 

り。 

必要要員数 ：12 名（緊急時対策要員 12 名） 

想定時間   ：２時間 10 分以内（所要時間目安※１：１時間 41 分） 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間 

想定時間内訳 

【緊急時対策要員６名】（原子炉建物南側接続口周辺作業） 

●緊急時対策所～第４保管エリア移動：想定時間 35 分，所要時間目安 

32 分 

・移動：所要時間目安 32 分（移動経路：緊急時対策所～第４保管エ 

リア） 

●車両健全性確認：想定時間 10 分，所要時間目安 10 分 

   ・車両健全性確認：所要時間目安 10 分（第４保管エリア） 
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●送水準備（ホース敷設及びヘッダ接続）：想定時間 55 分，所要時間目 

安 34 分 

・移動：所要時間目安４分（移動経路：第４保管エリア～原子炉建物 

西側法面） 

・送水準備（ホース敷設及びヘッダ接続）：所要時間目安 30 分（原子 

炉建物西側法面，原子炉建 

物南側接続口周辺） 

●送水準備（ヘッダ～原子炉建物南側接続口）：想定時間 25 分，所 

要時間目安 21 分 

・送水準備：所要時間目安 15 分（ヘッダ～原子炉建物南側接続口） 

       ・系統構成：所要時間目安６分（操作対象２弁：原子炉建物南側接続 

口周辺） 

【緊急時対策要員６名】（輪谷貯水槽（西）周辺，原子炉建物西側法面周 

辺作業） 

●緊急時対策所～第３保管エリア移動：想定時間 30 分，所要時間目安 

28 分 

・移動：所要時間目安 28 分（移動経路：緊急時対策所～第３保管エ 

リア） 

●車両健全性確認：想定時間 10 分，所要時間目安 10 分 

       ・車両健全性確認：所要時間目安 10 分（第３保管エリア） 

●大量送水車配置：想定時間 15 分，所要時間目安 12 分 

・移動：所要時間目安４分（移動経路：第３保管エリア～輪谷貯水槽 

（西）） 

       ・大量送水車配置：所要時間目安８分（輪谷貯水槽（西）） 

●送水準備（ホース敷設）：想定時間１時間，所要時間目安 37 分 

       ・送水準備（ホース敷設）：所要時間目安 32 分（輪谷貯水槽（西）， 

原子炉建物西側法面） 

       ・移動：所要時間目安５分（移動経路：原子炉建物西側法面～輪谷貯 

水槽（西）周辺） 

●大量送水車起動，原子炉注水開始：想定時間 10 分，所要時間目安 10 

 分 

 ・大量送水車起動，原子炉注水開始：所要時間目安 10 分（輪谷貯水槽 

（西）） 

（ｂ）低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（建物内）を使用する場合（故 

意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場合） 

最長時間を要する第４保管エリア，第３保管エリアの可搬型設備による 

輪谷貯水槽（西）を使用した送水に必要な要員数，想定時間は以下のとお 

り。 

必要要員数 ：12 名（緊急時対策要員 12 名） 
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想定時間  ：３時間 10 分以内（所要時間目安※１：２時間 46 分） 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間

想定時間内訳 

【緊急時対策要員６名】（原子炉建物付属棟 地上１階（非管理区域）作 

業） 

●緊急時対策所～第４保管エリア移動：想定時間 35 分，所要時間目安

32 分

・移動：所要時間目安 32 分（移動経路：緊急時対策所～第４保管エ

リア）

●車両健全性確認：想定時間 10 分，所要時間目安 10 分

・車両健全性確認：所要時間目安 10 分（第４保管エリア）

●ホース積込み，運搬：想定時間 25 分，所要時間目安 25 分

・ホース積込み：所要時間目安 15 分（第４保管エリア）

・運搬：所要時間目安 10 分（移動経路：第４保管エリア～タービン

建物大物搬入口） 

●送水準備（ホース敷設及びヘッダ接続）：想定時間１時間 45 分，所要

時間目安１時間 30 分 

・送水準備（ホース敷設及びヘッダ接続）：所要時間目安１時間 30

分（タービン建物大物搬入 

口～原子炉建物付属棟  

地上１階（非管理区域）） 

●送水準備（ヘッダ～屋内接続口）：想定時間５分，所要時間目安５分

・ヘッダ設定，系統構成：所要時間目安５分（原子炉建物付属棟 地

上１階（非管理区域）） 

   【緊急時対策要員６名】（輪谷貯水槽（西）周辺，タービン建物大物搬入 

口周辺作業） 

●緊急時対策所～第３保管エリア移動：想定時間 30 分，所要時間目安

28 分

・移動：所要時間目安 28 分（移動経路：緊急時対策所～第３保管エ

リア）

●車両健全性確認：想定時間 10 分，所要時間目安 10 分

・車両健全性確認：所要時間目安 10 分（第３保管エリア）

●送水準備（ホース敷設）：想定時間１時間 10 分，所要時間目安１時間

９分 

・大型ホース展張車移動：所要時間目安５分（移動経路：第３保管エ

リア～タービン建物大物搬入口）

・送水準備（ホース敷設）：所要時間目安 64 分（タービン建物大物搬

入口～輪谷貯水槽（西）） 

●大量送水車移動，送水準備：想定時間 20 分，所要時間目安 17 分

1.4-140

1.4-140



・大量送水車移動：所要時間目安４分（移動経路：第３保管エリア～ 

輪谷貯水槽（西）） 

       ・ハッチ開放，水中ポンプ投入：所要時間目安８分 

      ・吐出ラインホース接続：所要時間目安５分 

●大量送水車起動，原子炉注水開始：想定時間 10 分，所要時間目安４  

                 分 

 ・大量送水車起動，原子炉注水開始：所要時間目安４分 

 

ｄ. 操作の成立性について 

作業環境 : 車両の作業用照明・ヘッドライト及び懐中電灯により，夜間

における作業性を確保している。また，放射性物質が放出さ

れる可能性があることから，操作は防護具（全面マスク，個

人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を着用又は携行

して作業を行う。 

移動経路 : 車両のヘッドライトのほか，ヘッドライト及び懐中電灯を携

帯しており，夜間においても接近可能である。また，アクセ

スルート上に支障となる設備はない。 

操作性   : 低圧原子炉代替注水系（可搬型）として使用する大量送水車

からのホースの接続は，汎用の結合金具であり，容易に実施

可能である。また，作業エリア周辺には，支障となる設備は

無く，十分な作業スペースを確保している。 

連絡手段 : 衛星電話設備（固定型，携帯型），無線通信設備（固定型， 

携帯型），電力保安通信用電話設備，所内通信連絡設備のう

ち，使用可能な設備により，緊急時対策本部との連絡が可能

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホース接続作業（昼間） 水中ポンプ設置準備（夜間） ポンプ起動操作（夜間） 
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(2) 系統構成 

 

ａ．操作概要 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水が必要な状

況において，交流動力電源が確保されている場合は原子炉建物付属棟地上３階

まで移動するとともに，現場でのＳＡ電源切替盤操作により電源切り替えを実

施する。また，中央制御室からの操作による系統構成を実施し，低圧原子炉代

替注水系（可搬型）として使用する大量送水車により原子炉圧力容器に注水す

る。交流動力電源が喪失しており中央制御室からの操作により電動弁を操作で

きない場合，低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南）による原子炉圧力

容器への注水の場合においては，原子炉棟地上中１階及び原子炉棟地上１階ま

で移動するとともに，現場での人力による操作により系統構成を実施し，低圧

原子炉代替注水系（可搬型）として使用する大量送水車により原子炉圧力容器

に注水する。低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（西）又は低圧原子炉代

替注水系（可搬型）接続口（建物内）による原子炉圧力容器への注水の場合に

おいては，原子炉棟地上２階及び原子炉棟地上１階まで移動するとともに，現

場での人力による操作により系統構成を実施し，低圧原子炉代替注水系（可搬

型）として使用する大量送水車により原子炉圧力容器に注水する。 

 

ｂ．作業場所 

 【低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（南）による原子炉圧力容器への 

注水の場合】 

原子炉建物付属棟 地上３階（非管理区域） 

原子炉棟 地上中１階（管理区域） 

原子炉棟 地上１階（管理区域） 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

【低圧原子炉代替注水系（可搬型）接続口（西）又は低圧原子炉代替注水系 

（可搬型）接続口（建物内）による原子炉圧力容器への注水の場合】 

原子炉建物付属棟 地上３階（非管理区域） 

原子炉棟 地上２階（管理区域） 

原子炉棟 地上１階（管理区域） 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉圧力容器への注水として，

最長時間を要する残留熱除去系Ａ系配管を使用した注水での中央制御室操

作又は中央制御室操作及び現場操作によるＳＡ電源切替盤操作及び系統構

成に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：３名（中央制御室運転員１名，現場運転員２名） 
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想定時間   ：｢交流動力電源が確保されている場合｣ 

25 分以内（所要時間目安※２：12 分） 

    ｢全交流動力電源が喪失している場合｣ 

50 分以内（所要時間目安※２：26 分） 

※２：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

「交流動力電源が確保されている場合」 

●電源確認，系統構成：想定時間 10 分，所要時間目安４分 

・電源確認，系統構成：所要時間目安４分（操作対象２弁：中央制御

室） 

「全交流動力電源が喪失している場合」 

●電源確認：想定時間５分，所要時間目安１分 

・電源確認：所要時間目安１分（電源確認：中央制御室） 

【現場運転員Ｂ，Ｃ】 

「交流動力電源が確保されている場合」 

 ●移動，ＳＡ電源切替操作（Ｂ系）：想定時間 20 分，所要時間目安９分 

  ・移動：所要時間目安６分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属 

棟 地上３階） 

           ・ＳＡ電源切替操作（Ｂ系）：所要時間目安３分（電源切替操作：原 

子炉建物付属棟 地上３階） 

「全交流動力電源が喪失している場合」 

 ●移動：想定時間 10 分，所要時間目安６分 

・移動：所要時間目安６分（移動経路：中央制御室～原子炉棟地上中 

１階） 

●系統構成：想定時間 20 分，所要時間目安 14 分 

・系統構成：所要時間目安 14 分（操作対象１弁：原子炉棟地上中１ 

階） 

●移動：想定時間 10 分，所要時間目安２分 

・移動：所要時間目安２分（移動経路：原子炉棟地上中１階～原子炉 

棟地上１階） 

●系統構成：想定時間 10 分，所要時間目安４分 

・系統構成：所要時間目安４分（操作対象１弁：原子炉棟地上１階） 

 

ｄ．操作の成立性について 

（ａ）中央制御室操作 

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥＤ

ライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 
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操作性 ：操作スイッチによる操作であり，容易に操作可能である。 

（ｂ）現場操作 

作業環境 : 常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリアに配

備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行している。

操作は汚染の可能性を考慮し防護具(全面マスク，個人線量計，

綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服)を着用又は携行して作業を行う。 

移動経路 : 電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，ヘッ

ドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可能である。

また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性  : 電源切り替え操作については，通常の受電操作であるため，容

易に実施可能である。電動弁の手動ハンドルによる現場操作に

ついては，操作に工具等は必要とせず，手動弁と同様な操作で

あるため，容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを施し

ている。 

連絡手段 : 所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備，有線式通信設備

のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡が可能で

ある。 

系統構成 
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5. 残留熱除去系（低圧注水モード）電源復旧後の原子炉圧力容器への注水

(1) 残留熱除去系（低圧注水モード）電源復旧後の中央制御室からの原子炉圧

力容器への注水 

ａ．操作概要 

残留熱除去系（低圧注水モード）電源復旧後の原子炉圧力容器への注水が

必要な状況において，中央制御室操作により系統構成を実施し，残留熱除去

系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器への注水を実施する。 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

残留熱除去系（低圧注水モード）電源復旧後の中央制御室からの原子炉圧

力容器への注水に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：１名（中央制御室運転員１名） 

想定時間  ：10 分以内（所要時間目安※１：６分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間５分，所要時間目安３分

・電源確認：所要時間目安３分（電源確認：中央制御室）

●ポンプ起動，注水操作：想定時間５分，所要時間目安３分

・ポンプ起動，注水操作：所要時間目安３分（操作対象１弁：中央制

御室） 

ｄ．操作の成立性について 

作業環境：常用照明消灯時においても，ＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 
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6. 低圧炉心スプレイ系電源復旧後の原子炉圧力容器への注水 

(1) 低圧炉心スプレイ系電源復旧後の中央制御室からの原子炉圧力容器への注 

  水 

 

ａ．操作概要 

低圧炉心スプレイ系電源復旧後の原子炉圧力容器への注水が必要な状況

において，中央制御室操作により系統構成を実施し，低圧炉心スプレイ系に

よる原子炉圧力容器への注水を実施する。 

 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

低圧炉心スプレイ系電源復旧後の中央制御室からの原子炉圧力容器への

注水に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：１名（中央制御室運転員１名） 

想定時間  ：10 分以内（所要時間目安※１：６分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間５分，所要時間目安３分 

・電源確認：所要時間目安３分（電源確認：中央制御室） 

●ポンプ起動，注水操作：想定時間５分，所要時間目安３分 

・ポンプ起動，注水操作：所要時間目安３分（操作対象１弁：中央制 

御室） 

 

ｄ．操作の成立性について 

作業環境：常用照明消灯時においても，ＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 
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添付資料 1.4.4－7 

 

7. 原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱 

（１）系統構成 

 

ａ. 操作概要 

原子炉浄化系による発電用原子炉からの除熱が必要な状況において，中央

制御室及び現場操作により系統構成を実施し，原子炉浄化補助ポンプを起動

して発電用原子炉の除熱を実施する。 

 

ｂ. 作業場所 

原子炉棟 地上３階（管理区域） 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

 

ｃ. 必要要員数及び想定時間 

原子炉浄化系起動に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：１名（中央制御室運転員１名） 

想定時間  ：70 分以内（所要時間目安※１：53 分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間５分，所要時間目安３分 

・電源確認：所要時間目安３分（電源確認：中央制御室） 

●状態確認，系統構成：想定時間 20 分，所要時間目安 11 分 

・状態確認，系統構成：所要時間目安 11 分（操作対象９弁：中央制 

御室） 

      ●原子炉浄化補助ポンプ起動：想定時間 10 分，所要時間目安３分 

・原子炉浄化補助ポンプ起動：所要時間目安３分（補助ポンプ起動： 

中央制御室） 

●除熱操作：想定時間 35 分，所要時間目安 23 分 

・除熱操作：所要時間目安 23 分（操作対象３弁：中央制御室） 

【現場運転員】 

●移動，系統構成：想定時間 25 分，所要時間目安 11 分 

・移動  ：所要時間目安８分（移動経路：中央制御室～原子炉棟 

地上３階） 

・系統構成：所要時間目安３分（操作対象１弁：原子炉棟地上３階） 
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ｄ. 操作の成立性について 

（ａ）中央制御室操作 

作業環境 ： 常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），Ｌ

ＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備し

ている。 

操作性  ： 操作スイッチによる操作であり，容易に操作可能である。 

 

（ｂ）現場操作 

作業環境  : 常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリア

に配備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行

している。操作は汚染の可能性を考慮し防護具（全面マス

ク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を着用

又は携行して作業を行う。 

移動経路  : 電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，

ヘッドライト及び懐中電灯を携行していることから接近可

能である。また，アクセスルート上に支障となる設備はな

い。 

操作性    : 通常の弁操作であり，容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを

施している。 

連絡手段  : 所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備，有線式通信

設備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡

が可能である。 
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8. 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）電源復旧後の発電用原子炉からの除 

 熱（残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による発電用原子炉からの除熱 

も同様） 

(1) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）電源復旧後の残留熱除去系（原 

子炉停止時冷却モード）による発電用原子炉からの除熱 

 

ａ．操作概要 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）電源復旧後の発電用原子炉から

の除熱が必要な状況において，中央制御室操作及び現場操作により系統構成

及びそれに必要な電源開放操作を実施し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却

モード）による発電用原子炉の除熱を実施する。 

 

ｂ．作業場所 

原子炉建物付属棟 地上２階（非管理区域） 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）起動に必要な要員数，想定時間

は以下のとおり。 

必要要員数 ：３名（中央制御室運転員１名，現場運転員２名） 

想定時間  ：35 分以内（所要時間目安※１：19 分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間５分，所要時間目安３分 

・電源確認：所要時間目安３分（電源確認：中央制御室） 

●系統構成：想定時間 20 分，所要時間目安 11 分 

 ・系統構成：所要時間目安 11 分（操作対象７弁：中央制御室） 

●ポンプ起動，注水開始：想定時間 10 分，所要時間目安５分 

・ポンプ起動，注水開始：所要時間目安５分（操作対象２弁：中央制

御室） 

 

【現場運転員】 

●移動：想定時間 15 分，所要時間目安４分 

・移動  ：所要時間目安４分（移動経路：中央制御室～原子炉建物 

付属棟地上２階） 
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●電源開放操作：想定時間５分，所要時間目安１分 

・電源開放操作：所要時間目安１分（電源ロック操作：原子炉建物付 

属棟地上２階） 

 

ｄ．操作の成立性について 

（ａ）中央制御室操作 

作業環境：常用照明消灯時においても，ＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 

 

 

（ｂ）現場操作 

作業環境 : 常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリアに配

備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行している。

操作は汚染の可能性を考慮し防護具(全面マスク，個人線量計，

綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服)を着用又は携行して作業を行う。 

移動経路 : 電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，ヘッ

ドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可能である。

また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性  : 通常の電源開放操作であり，容易に実施可能である。 

連絡手段 : 所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備，有線式通信設備

のうち，使用可能な設備より，中央制御室との連絡が可能であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電源開放操作 
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9. 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器への注水

(1) 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉圧力容器への注水

ａ．操作概要 

残留熱除去系が健全な場合であって原子炉圧力容器への注水が必要な状

況において，中央制御室操作により残留熱除去系（低圧注水モード）を起動

し，原子炉圧力容器への注水を実施する。 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

中央制御室からの残留熱除去系（低圧注水モード）起動に必要な要員数，

想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：１名（中央制御室運転員１名） 

想定時間  ：２分以内（所要時間目安※１：２分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●注水操作開始：想定時間２分，所要時間目安２分

・注水操作開始：所要目安時間２分（注水操作開始：中央制御室）

ｄ．操作の成立性について 

作業環境：常用照明消灯時においても，ＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 
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添付資料 1.4.4－10 

10. 低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水

(1) 低圧炉心スプレイ系による原子炉圧力容器への注水

ａ．操作概要 

低圧炉心スプレイ系が健全な場合であって原子炉圧力容器への注水が必

要な状況において，中央制御室操作により低圧炉心スプレイ系を起動し，原

子炉圧力容器への注水を実施する。 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

中央制御室からの低圧炉心スプレイ系起動に必要な要員数，想定時間は以

下のとおり。 

必要要員数 ：１名（中央制御室運転員１名） 

想定時間  ：２分以内（所要時間目安※１：２分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●注水操作開始：想定時間２分，所要時間目安２分

・注水操作開始：所要目安時間２分（注水操作開始：中央制御室）

ｄ．操作の成立性について 

作業環境：常用照明消灯時においても，ＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 
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添付資料 1.4.5 
 

炉心損傷，原子炉圧力容器破損後の注水及び除熱の考え方について 

 

島根原子力発電所２号炉では，炉心損傷が生じた場合あるいは事象が進展し，

原子炉圧力容器(以下「ＲＰＶ」という。)破損に至った場合の緊急時対策本部に

よる対応をアクシデントマネジメントガイド(以下「ＡＭＧ」という。)に，運転

員による対応を，事故時操作要領書(シビアアクシデント)(以下「ＳＯＰ」という。)

に定めている。このため，有効性評価における炉心損傷後の重大事故時の運転員

の対応はＳＯＰに従ったものとなっている。 

ＳＯＰには，炉心損傷後の状況に応じた対応が可能となるよう対応フローを定

めており，対応の優先順位等についても定めている。このため，想定される状況

に対して網羅的に対応可能な手順になっていると考えるが，ここでは，炉心損傷

後の原子炉格納容器内の状況を場合分けし，それらについてＳＯＰによる対応が

可能であることを確認する。ＳＯＰの対応フローを第１図に示す。また，原子炉

格納容器の構造図を第２図に示す。 
 

１．各炉心損傷モードへの対応の網羅性 

炉心損傷モードのうち，格納容器先行破損の炉心損傷モード※１を除くと，Ｔ

ＱＵＶ，ＴＱＵＸ，ＴＢ（長期ＴＢ，ＴＢＵ，ＴＢＤ，ＴＢＰ），ＬＯＣＡが抽

出される。 

このうち，ＴＱＵＶ，ＴＱＵＸ，ＴＢ（長期ＴＢ，ＴＢＵ，ＴＢＤ，ＴＢＰ）

は，炉心損傷の時点でＲＰＶが健全であり，ＲＰＶ内の原子炉冷却材はＳＲＶを

通じてサプレッション・チェンバ（以下「Ｓ／Ｃ」という。）に放出されている

点で，炉心損傷の時点でのＲＰＶの健全性及び原子炉格納容器の原子炉冷却材の

状況が同じ炉心損傷モードである。ＴＱＵＶ，ＴＢＰは炉心損傷の時点でＲＰＶ

内が減圧されていることに対し，ＴＱＵＸ，長期ＴＢ，ＴＢＵ，ＴＢＤでは炉心

損傷の時点でＲＰＶ内が減圧されていないが，ＳＯＰにおいて，原子炉水位が燃

料棒有効長底部より燃料棒有効長の 20%高い位置でＲＰＶを減圧する手順とし

ていることから，その後は同じ対応となる。 
一方ＬＯＣＡ（ＬＯＣＡ後の注水失敗による炉心損傷）は，炉心損傷の時点で

ＲＰＶバウンダリ機能を喪失しており，ＲＰＶ内の原子炉冷却材がドライウェル

（以下「Ｄ／Ｗ」という）に直接放出される炉心損傷モードである。このため，

炉心損傷時点での原子炉格納容器の圧力，温度等のパラメータには他の炉心損傷

モードとの違いが生じるが，各々のパラメータに応じた運転操作がＳＯＰに定め

られており，対応は可能である。 
 

※１ 格納容器先行破損の炉心損傷モードによって炉心損傷に至った場合，炉心損傷の時点で原子炉格納容

器が破損していることから，ＳＯＰに想定する対応の可否についての不確かさが大きいと考え，ここで

の考察から除外した。しかしながら，現実的にはＳＯＰ に準じ，注水及び除熱を試みるものと考えられ

る。 
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また，ＬＯＣＡが発生し，Ｄ／Ｗに放出された原子炉冷却材はペデスタルに流

入し，ペデスタルに水位が形成されると考えられる。

炉心損傷後の手順として，ＲＰＶの破損及びペデスタルへの溶融炉心落下に備

えたペデスタルへの注水を定めており，ペデスタルの水位が 2.4m（注水量 225 m3）

に到達していることを確認した後，ペデスタルへの注水を停止する。先述のとお

り，ＬＯＣＡの場合にはあらかじめ水位が形成されている可能性が考えられるも

のの，どの炉心損傷モードを経た場合であってもペデスタル水位計にて水位

2.4m を確認した後，ペデスタルへの注水を停止する。

溶融炉心落下時のペデスタルの水位は，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材

相互作用（以下「炉外ＦＣＩ」という。）及び溶融炉心・コンクリート相互作用

（以下「ＭＣＣＩ」という。）への対応を考慮し，2.4m 相当としている。しか

しながら，仮にペデスタル水位が 2.4m より高い場合であっても，炉外ＦＣＩや

ＭＣＣＩによる原子炉格納容器の機能維持に問題ないことを確認※２している。 

以上より，いずれの炉心損傷モードを経た場合についてもＳＯＰによって炉心

損傷後の対応をとることが可能である。

２．注水及び除熱の考え方 

炉心損傷後の注水及び除熱の考え方については，ＲＰＶの破損の有無で大別し

ている。 

まず，ＲＰＶの破損に至る前の段階においては，ＲＰＶ内の炉心の状況によら

ずＲＰＶへの注水を優先する手順としている。 

その後，ＲＰＶを破損させることなく原子炉水位を安定させることに成功した

場合はＲＰＶへの注水及び必要に応じて原子炉格納容器からの除熱を並行して

実施する手順としている。ただし，ＲＰＶ下鏡温度が 300 ℃に到達し，ＲＰＶ

下部プレナムへの溶融炉心の落下が想定される場合はＲＰＶへの注水と並行し

てペデスタルへの注水(水位 2.4m(注水量 225 m3))を実施する手順としている。 

※２ 島根原子力発電所２号炉 重大事故等対策の有効性評価について「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－

冷却材相互作用 添付資料 3.3.3 ペデスタルへの水張り実施の適切性」参照。ペデスタルの水位が高い方

が物理現象発生時の原子炉格納容器への負荷が高くなると考えられる炉外 FCI について，溶融炉心がペ

デスタルに落下する前に，ペデスタルにペデスタル開口部下端位置までの高さ（約 3.8m）の水位が形成

されているものとした。これ以上の水位を形成させるためには，ドライウェル床面全面を満たしながら

上昇させる必要があることから，仮にペデスタル注水を入れすぎたとしても開口部下端位置以上の水位

となることは考えにくい。また，ここでは現実的な溶融炉心の落下様態を想定した条件を適用して評価

した場合，ペデスタルの内側鋼板の最大応力は 14MPaであり，ペデスタルの内側鋼板の降伏応力（490MPa）

を十分に下回っており，格納容器破損に至る恐れはないことを確認している。ペデスタルの水位上昇の

要因がＬＯＣＡに起因する原子炉冷却材であった場合，サブクール度は低くなり炉外 FCI 発生可能性そ

のものを小さくするとともに，発生した場合でも発生する最大応力は小さくなるものと考える。
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次に，ＲＰＶが破損した後は，ペデスタルに崩壊熱に余裕をみた量の注水を実

施する手順としている。ＳＯＰ及びＡＭＧに定めるＲＰＶ破損の判定方法に基づ

きＲＰＶの破損を判定した後は，ペデスタルに直接崩壊熱に余裕をみた量の注水

を実施することとしており，その注水量はペデスタル水位及び原子炉格納容器外

の流量計にて確認する手順としている。なお，本流量計の先にあるペデスタル以

外への分岐配管については，逆止弁または常時閉の手動弁があり，他系統へ流入

することなく，確実にペデスタルへの注水量を確認できる設備構成となっている。

また，原子炉格納容器からの除熱が必要な場合はペデスタルへの注水と原子炉格

納容器からの除熱とを並行して実施する手順としている。 

しかしながら，ＲＰＶが破損した後は，ＲＰＶ内の溶融炉心の状態，ＲＰＶ破

損口の状態，ペデスタルへの溶融炉心の落下量，格納容器圧力及び温度等，原子

炉格納容器内の状態の不確かさが大きく，また，注水又は除熱を実施可能な設備

が限定され，注水又は除熱に使用できる流量が不足する場合を想定すると，重大

事故時に確実なアクシデントマネジメントを実施できるよう，注水及び除熱の優

先順位を明確化しておく必要がある。このため，ＳＯＰ及びＡＭＧではＲＰＶ破

損判定後の運転操作の優先順位を次の様に定めている。 

優先順位１：Ｄ／Ｗスプレイ 

・開始条件：格納容器圧力 640kPa（1.5Pd）以上又は格納容器温度 190℃以上

・停止条件：格納容器圧力 588kPa 以下又は格納容器温度 171℃以下

・流量：120m3／h

優先順位２：ペデスタル注水 

・流量：崩壊熱に余裕をみた量（スクラム後～５時間：60m3／h，５～10 時間：

55m3／h，10～20 時間：35m3／h，20 時間～40 時間：30m3／h，40 時間～80

時間：20m3／h，80 時間～120 時間：15m3／h，120 時間以降：12m3／h）で注

水

優先順位３：ＲＰＶ破損後のＲＰＶへの注水 

・流量：15m3／h（Ｓ／Ｃ水源でＥＣＣＳを運転できる場合は全量注水）

これらは可能な限り並行して実施すべきものであるが，中でも格納容器スプレ

イを優先する理由は，格納容器スプレイを開始する状況は格納容器過圧又は過温

破損の防止及び早期の格納容器ベントを抑制するための運転操作が必要な状況

であり，これに即応する必要があるためである。Ｄ／ＷスプレイとＳ／Ｃスプレ

イでは，より広い空間にスプレイすること等により，原子炉格納容器の圧力及び

温度の抑制効果が高いと考えられるＤ／Ｗスプレイを実施することとしている。

また，Ｄ／Ｗにスプレイを実施することで格納容器下部へ冷却材が流入するため，

格納容器下部の溶融炉心の冷却にも期待できる。 
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ペデスタルへの注水については，ＲＰＶ破損前の注水によりペデスタル内には

約 70m3(スクラム後５～10 時間後の崩壊熱に換算すると約２時間分)の冷却材が

確保されていること及びＤ／Ｗスプレイした冷却材がＤ／Ｗ床面からペデスタ

ルへ流入することにも期待できることを考慮し，Ｄ／Ｗスプレイに次ぐ優先順位

としている。 

ＲＰＶ破損後のＲＰＶへの注水には，ＲＰＶ内に残存する溶融炉心の冷却及び

ＲＰＶ破損口から原子炉冷却材が流出することによるペデスタルに堆積してい

る溶融炉心の冷却にも期待できると考えられるが，ＲＰＶ破損口からの原子炉冷

却材の流出の状況を確実に把握することは困難なことから，ペデスタル注水に必

要な流量を確保した後の優先順位としている。 

しかしながら，ＲＰＶが破損した後の注水及び除熱の優先順位については，今

後の検討結果により，前述の優先順位は変わりうるものと考えている。 

Ｄ／Ｗスプレイまたは注水により，Ｓ／Ｃ水位が通常水位＋約 1.3m に到達す

る時点でスプレイを停止し，格納容器ベントを実施する。ベント開始後は，崩壊

熱に余裕をみた量の注水を継続するとともに，ペデスタル水位計を監視し，水位

を維持することによりペデスタルの溶融炉心の冷却を継続する。 

以上のとおり，原子炉格納容器内の状態の不確かさを考慮しても，ＳＯＰによ

って確実なアクシデントマネジメントを実施することが可能である。 
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第１図 ＳＯＰの対応フロー（全体） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第２図 原子炉格納容器の構造図 

ペデスタル開口部 

約2.4m 

ベント管 

ペデスタル床 

ドライウェル床ドレンサンプ 

ドライウェル機器ドレンサンプ 

ドライウェル床 

コリウムシールド

水張り深さ 
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3. 長期安定停止に向けた対応について 

長期安定停止に向けて格納容器圧力及び温度を低下させることを目的として，

残留熱除去系及び残留熱代替除去系による格納容器除熱を実施し，格納容器の

健全性を維持する。 

また，炉心損傷後は水の放射線分解により格納容器内で水素ガス及び酸素ガ

スが発生するため，水素燃焼を防止する観点から，格納容器フィルタベント系

による格納容器除熱操作（以下「格納容器ベント」という。）を実施する。 

(1) 事故後長期にわたる格納容器の健全性について 

有効性評価における原子炉格納容器限界温度・圧力は 200℃，２Pd と設定し

ており，200℃，２Pd について時間経過を考慮した評価が必要な部位はシール

部と考えている。このため，シール部については 200℃，２Pd の状態が７日間

（168 時間）継続した場合でもシール機能に影響ないことを確認することで限

界温度・圧力における原子炉格納容器閉じ込め機能の健全性を示している。 

ここでは，200℃，２Pd を適用可能な７日間（168 時間）以降においても，有

効性評価で得られている厳しい条件を考慮し，格納容器の閉じ込め機能を示す。 

また，上記に加えて，７日間（168 時間）以降の累積放射線照射量について

も，原子炉格納容器の閉じ込め機能に影響がないことを確認する。 

 

第１表 事故発生後の経過時間と原子炉格納容器圧力・温度の関係 

事故発生後 

の経過時間 
0～168 時間 168 時間以降 

原子炉格納容器

圧力 

原子炉格納容器限界圧力とし

て２Pd（853kPa）を設定 

有効性評価シナリオで最大

427kPa[gage]となる（第３図） 

原子炉格納容器

温度 

原子炉格納容器限界温度とし

て 200℃を設定 

有効性評価シナリオで 150℃

を下回る（第４図） 

７日間（168 時間）以降において，格納容器圧力が最も高くなるのは，「雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」において残留熱

代替除去系を使用する場合のシーケンス及び「高圧溶融物放出／格納容器雰囲

気直接加熱」で想定されるシーケンスである。これらのシーケンスは，残留熱

代替除去系による格納容器除熱を開始した時点で，格納容器内酸素濃度上昇に

よる格納容器ベントを遅延するため，427kPa[gage]までサプレッション・チェ

ンバへの窒素注入を行う手順としており，第１表で示すとおり，７日間（168

時間）以降の格納容器圧力は最大で 427kPa[gage]となる。代表的に，「雰囲気

圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」において残留熱代替

除去系を使用する場合のシーケンスにおける格納容器圧力の推移を第３図に示

す。 
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７日間（168 時間）以降の格納容器雰囲気温度が最も高くなるのは，「雰囲

気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」において残留熱代

替除去系を使用できない場合のシーケンスである。このシーケンスの格納容器

雰囲気温度の推移を第４図に示すが，７日間（168 時間）時点で 150℃未満であ

り，その後の格納容器雰囲気温度は崩壊熱の減衰によって低下傾向となるため，

７日間（168 時間）以降は 150℃を下回る。また，格納容器バウンダリにかかる

温度（壁面温度※）についても，事象発生後約10時間後に生じる最高値は約182℃

であるが，７日間以降は 150℃を下回る。 

※：評価に用いているＭＡＡＰコードは，ＦＰ沈着に伴う発熱を考慮したも

のとなっている。格納容器内のＦＰ挙動については，原子力安全基盤機

構（ＪＮＥＳ）の「シビアアクシデント時格納容器内多次元熱流動及び

ＦＰ挙動解析」において，ＦＰのほとんどが原子炉キャビティ内の床や

壁表面にとどまり，格納容器全体に飛散することがないことが確認され

ており，健全性が維持されたシール部等の貫通部への局所的なＦＰ沈着

は発生しにくく，ＭＡＡＰコードによる壁面温度の結果は妥当と考える。 

第３図 原子炉格納容器圧力の推移（「雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）」において残留熱代替除去系を使用する場合） 
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第４図 原子炉格納容器温度の推移（「雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）」において残留熱代替除去系を使用しない場

合） 
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ａ．長期（168 時間以降）の原子炉格納容器圧力と閉じ込め機能の関係につ

いて 

時間経過により健全性に影響を及ぼす部位はシール材である。シール部

の機能維持は，第５図の模式図に示す通り，原子炉格納容器圧力の上昇に

伴うフランジ部の過渡的な開口挙動に対し，シール材料の復元量が十分に

確保されていることをもって確認している。つまり，原子炉格納容器温度

によるシール材の熱劣化を考慮しても，圧縮永久ひずみ試験結果によりシ

ール材の復元量が十分であれば，シール部の機能は健全である。長期のケ

ースとして，有効性評価シナリオにおいて 168h 時の原子炉格納容器圧力が

高い残留熱代替除去系運転ケースを評価しても，原子炉格納容器圧力は約

0.3MPa であり開口量は小さい（第２表参照）。

第５図 シール部の機能維持確認の模式図 

第２表 原子炉格納容器圧力と開口量の関係 

フランジ部位 溝 

残留熱代替除去系

運転ケースの168h

時（0.3MPa） 

２Pd 

（0.853MPa） 

ドライウェル

主フランジ 

内側 

外側 

機器搬入口 
内側 

外側 

ｂ．長期（168 時間以降）の原子炉格納容器温度と閉じ込め機能の関係につ

いて 

原子炉格納容器温度の上昇に伴う，時間経過によるシール材の長期的

（150℃を下回る状況）な影響を調査する。ここでは，ドライウェル主フラ

ンジや機器搬入口等に使用されている改良ＥＰＤＭ製シール材を用いて，

168 時間以降の温度・時間とシール材料の劣化挙動を確認するため，シール
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材の基礎特性試験を実施した。試験結果を第３表に示す。 

表３ 改良ＥＰＤＭ製シール材の基礎特性データの経時変化 

試験時間 0 日～7日 7 日～14 日 14 日～30 日 

試験温度 200℃ 150℃ 150℃ 

圧縮永久ひずみ率[％] 

硬度変化 

質量変化率[％] 

注記：γ線 1.0MGy 照射済の試験体を用い，飽和蒸気環境下に暴露した後の測定値 

第３表に示すように，168 時間以降，150℃の環境下においては，改良Ｅ

ＰＤＭ製の基礎特性データには殆ど変化はなく，経時劣化の兆候は見られ

ない。したがって，SA 後 168 時間以降における原子炉格納容器の温度を

150℃と設定した場合でも，シール部の機能は十分維持される。なお，ＥＰ

ＤＭは一般特性としての耐温度性は 150℃であり，第３表の結果は改良ＥＰ

ＤＭ製シール材が 200℃条件を７日間経験しても，一般特性としての耐熱温

度まで低下すれば，それ以降は有意な劣化傾向は見られないことを示して

いると考えている。また，第３表の結果から圧縮永久ひずみ率は     時の

改良ＥＰＤＭ製シール材復元量とフランジ開口量のイメージを第６図に示

しており，第２表で示す 168 時間以降の原子炉格納容器圧力に対しても十

分追従可能な復元量を維持していることも確認できる。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第６図 圧縮永久ひずみ  時のシール材復元量とフランジ開口量 

＜時間を踏まえた限界温度・圧力の考え方＞ 

有効性評価結果からも，7 日間（168 時間）以降は原子炉格納容器温度がＥＰ

ＤＭの一般特性としての耐熱温度である 150℃を下回ることが判っている。また，

原子炉格納容器圧力についても１Pd 到達時に窒素注入を停止した以降，圧力は低

下しており，開口量は限界圧力時と比較しても小さいことが確認できている。な

お，残留熱代替除去系を使用するシーケンスの場合，中長期的には，水の放射線

分解によって生じる水素と酸素が格納容器圧力の上昇に寄与するが，酸素濃度が

ドライ条件で 4.4vol％に到達した場合にはベントを実施することとしているこ

とから，格納容器圧力は１Pd から数十 kPa までの上昇にとどまる。 

よって，当社としては，限界温度・圧力（200℃・２Pd）が 7 日間経験しても

シール材が問題ないことを確認することで，長期の原子炉格納容器閉じ込め機能

を確保できると考えている。

＜168 時間以降の考え方＞ 

前述の結果を踏まえ，168 時間以降については，原子炉格納容器温度・圧力は

低下していること，及び残留熱代替除去系を使用するシーケンスにおける中長期

的な水の放射線分解に伴う水素と酸素の発生寄与も大きくないことから，最初の

168 時間に対して限界温度・圧力を超えないよう管理することで，長期的な格納

容器閉じ込め機能は維持されると考えている。ただし，事故環境が継続すること

により，熱劣化等の閉じ込め機能低下要因が存在することも踏まえ，長期的なプ

ラントマネジメントの目安として，168 時間以降の領域においては原子炉格納容

器温度が 150℃を超えない範囲で，また，原子炉格納容器圧力については１Pd 程

度（１Pd＋数十 kPa※）以下でプラント状態を運用する。 

※酸素濃度をドライ換算で 4.4vol％以下とする運用の範囲

締結前 初期締結 圧縮永久ひずみ  時 

の復元量  

フランジ開口量

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第７図 原子炉格納容器圧力の 168 時間以降の考え方 

第８図 原子炉格納容器温度の 168 時間以降の考え方 

168 0 

200 

150 

150℃を超えないことを１つの目安として収束に
向けてマネジメントを行う 

限界温度(200℃) 

原
子
炉
格
納
容
器
温
度
（
℃
）
 

経過時間(h) 

168 0 

２Pd 

１Pd 

１Pd 程度（１Pd＋数十 kPa）以下を１つの目安
として収束に向けてマネジメントを行う 

限界圧力(２Pd) 
原
子
炉
格
納
容
器
圧
力

 

経過時間(h) 

1.4-165

1.4-165



＜7日間（168 時間）以降の放射線照射量と閉じ込め機能の関係について＞ 

時間経過によるシール材の長期的な影響を調査する。ここでは，ドライウェル

主フランジや機器搬入口等に使用されている改良ＥＰＤＭ製シール材を用いて，

168 時間以降の累積放射線照射量・時間とシール材料の劣化挙動を確認するため，

シール材の基礎特性試験を実施した。試験結果を第４表に示す。累積放射線照射

量による影響は，試験結果より，有意な変化がないことから，7 日間以降のシー

ル機能は，維持できる。

第４表 改良ＥＰＤＭ製シール材の累積放射線照射量とひずみ率の関係

累積放射線照射量 ひずみ率 

試験条件 

雰囲気：蒸気環境 

温度・劣化時間：200℃・168 時間＋150℃・168 時間 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

1.4-166

1.4-166



 

添付資料 1.4.6 

運転停止中の原子炉の事故時における現場作業員の退避について 

1. はじめに

運転停止中の原子炉における事故の発生時，運転員は，現場作業員の退避が完

了したことを確認し，逃がし安全弁の開操作を開始する。このため，現場作業員

の退避に係る教育状況，及び退避開始から退避完了確認までの流れを踏まえ，退

避に要する時間の見積もりを行った。 

2. 現場作業員への退避に係る教育状況

発電所構内で作業を実施する現場作業員に対しては，以下のように退避に係る

教育を実施しており，事故時における退避指示への対応等について周知徹底して

いる。 

＜教育内容＞ 

・所内通信連絡設備（警報装置を含む。）等による退避指示への対応について

・管理区域への入退域方法について

＜教育の実施時期＞ 

・発電所への入所時

3. 事故発生後における退避開始から退避完了確認までの流れ

事故発生後，現場作業員は当直長の所内通信連絡設備（警報装置を含む。）に

よる退避指示により，現場からの退避（管理区域からの退域をもって現場からの

退避完了とする。）を行う。また，現場作業員全員の退避完了確認は，以下の2

つの手段で行う。 

・個人線量計を管理している出入監視員（管理区域の出入管理室に常駐）は，

個人線量計の貸出状況により全現場作業員が管理区域内から退域しているこ

とを確認し，緊急時対策本部に連絡する。

・各作業グループの作業責任者又は監理員は，現場作業員の点

呼により自グループの全員が退避していることを確認し，各協力会社責任者

に連絡する。各協力会社責任者は，担当している全ての作業グループが退避

していることを確認して緊急時対策本部に連絡し，緊急時対策本部は全作業

グループが退避していることを確認する。

なお，現場作業員は，2名以上の作業グループで作業を実施するため，退避時

に負傷者が発生した場合においても，周囲の現場作業員からの救助により退避 

可能である。 
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4. 現場作業員の退避時間

現場作業員の退避時間及びその内訳を第１表に示す。①～③は，いずれも多数

の作業ステップからなる項目であるが，そのうち，②における体表面モニタの通

過が退避時間において律速となる。また，以下の実績から算出した退避時間に滞

在人数等の不確かさを考慮し，現場作業員は１時間30分で退避完了すると見積も

った。 

◎体表面モニタの通過人数：20人／分（第16回施設定期検査実績）

◎管理区域におけるピーク滞在人数：1,064人（第16回施設定期検査実績）

→1,064 人÷ 20 人／分 ＝ 54 分 → 1 時間 30 分

第１表 現場作業員の待避時間内訳 

1時間20分 1時間30分

保守的に
1時間30分とする

20分 30分 40分 50分 60分 1時間10分

①作業現場から管理区域の
退域場所への移動

②管理区域からの退域

③退避の確認

退避時間

10分

経過時間

5. 現場作業員の退避に係る環境影響評価

（1）被ばく評価

現場作業員の退避は1時間30分以内に完了するため，現場作業員が過度な被

ばくを受ける状況は想定し難いものと考える。 

（2）雰囲気温度評価

雰囲気温度が高くなる可能性がある格納容器内においては，退避完了まで

に有意な温度上昇は見られず，現場作業員の退避に影響はない。
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添付資料 1.4.7－1 

解釈一覧 

判断基準の解釈一覧 

手順 判断基準記載内容 解釈 

1.4.2.1 原子炉運転中

における対応手順 

(1)フロントライン系故

障時の対応手順

a.低圧代替注水

(a)低圧原子炉代替注水系（常設）

による原子炉圧力容器への注水
原子炉水位低（レベル３）  原子炉水位（広帯域）にて原子炉水位低（レベル３） 

(b)復水輸送系による原子炉圧力

容器への注水
原子炉水位低（レベル３）  原子炉水位（広帯域）にて原子炉水位低（レベル３） 

(c)消火系による原子炉圧力容器

への注水
原子炉水位低（レベル３）  原子炉水位（広帯域）にて原子炉水位低（レベル３） 

(d)低圧原子炉代替注水系（可搬

型）による原子炉圧力容器への注

水

原子炉水位低（レベル３）  原子炉水位（広帯域）にて原子炉水位低（レベル３） 

1.4.2.2 発電用原子

炉停止中における対応

手順 

(1)フロントライン系故

障時の対応手順
(a)原子炉浄化系による発電用原

子炉からの除熱
原子炉圧力指示値が規定値以下 原子炉圧力が MPa 以下 

(2)サポート系故障時の

対応手順

a.復旧

(a)残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）電源復旧後の発電用

原子炉からの除熱

原子炉圧力指示値が規定値以下 原子炉圧力が MPa 以下 

1.4.2.3 重大事故等

対処設備（設計基準拡

張）による対応手順 

(1)残留熱除去系（低圧注

水モード）による原子炉

圧力容器への注水

原子炉水位低（レベル３）  原子炉水位（広帯域）にて原子炉水位低（レベル３） 

(2)残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）によ

る発電用原子炉からの除

熱

原子炉圧力指示値が規定値以下 原子炉圧力指示値が MPa 以下 

(3)低圧炉心スプレイ系

による原子炉圧力容器へ

の注水

原子炉水位低（レベル３） 原子炉水位（広帯域）にて原子炉水位低（レベル３） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密にかかわる事項のため公開できません。 
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添付資料 1.4.7－2 

操作手順の解釈一覧(１／２) 

手順 操作手順記載内容 解釈 

1.4.2.1  発

電用原子炉

運転中にお

ける対応手

順 

(1)フロントライ

ン系故障時の対応

手順

a.低圧代替注水

(a)低圧原子炉代替注水

系（常設）による原子炉

圧力容器への注水

低圧原子炉代替注水ポンプ吐出圧力指示値が規定値以上で

あること 

低圧原子炉代替注水ポンプ吐出圧力が MPa以上

であること 

原子炉圧力容器内の圧力が低圧原子炉代替注水ポンプの吐

出圧力以下であること 
原子炉圧力が MPa 以下であること 

代替注水流量（常設）指示値の上昇 
低圧原子炉代替注水(Ａ)配管流量が m3/h 程度

まで上昇 

(b)復水輸送系による原

子炉圧力容器への注水
復水輸送ポンプ吐出ヘッダ圧力指示値が規定値以上である

こと 

復水輸送ポンプ吐出ヘッダ圧力が MPa 以上で

あること 

原子炉圧力容器内の圧力が復水輸送ポンプの吐出圧力以下

であること 
原子炉圧力が MPa 以下であること 

ＲＰＶ／ＰＣＶ注入流量指示値の上昇 ＲＰＶ／ＰＣＶ注入流量が m3/h 程度まで上昇 

(c)消火系による原子炉

圧力容器への注水
消火ポンプ吐出圧力指示値が規定値以上であること 消火ポンプ吐出圧力が MPa 以上であること 

⑦a補助消火ポンプを使用して原子炉圧力容器に注水する

場合

原子炉圧力容器内の圧力が規定圧力以下となったこと

原子炉圧力が MPa 以下であること 

⑦b消火ポンプを使用して原子炉圧力容器に注水する場合

原子炉圧力容器内の圧力が規定圧力以下となったこと
原子炉圧力が MPa 以下であること 

ＲＰＶ／ＰＣＶ注入流量の上昇 ＲＰＶ／ＰＣＶ注入流量が m3/h 程度まで上昇 

ＲＰＶ／ＰＣＶ注入流量の上昇 ＲＰＶ／ＰＣＶ注入流量が m3/h 程度まで上昇 

(d)低圧原子炉代替注水

系（可搬型）による原子

炉圧力容器への注水（淡

水／海水）

低圧原子炉代替注水流量指示値の上昇 
低圧原子炉代替注水(Ａ)配管流量が m3/h程度ま

で上昇 

低圧原子炉代替注水流量指示値の上昇 
低圧原子炉代替注水(Ｂ)配管流量が m3/h程度ま

で上昇 

1.4.2.1  発

電用原子炉

運転中にお

ける対応手

順 

(2)サポート系故

障時の対応手順

(a)残留熱除去系（低圧注

水モード）電源復旧後の

原子炉圧力容器への注水

Ａ－残留熱除去ポンプ吐出圧力指示値が規定値以上である

こと 

Ａ－残留熱除去ポンプ吐出圧力にて MPa 以上

であること 

原子炉圧力容器内の圧力が残留熱除去ポンプの吐出圧力以

下であること 
原子炉圧力が MPa 以下であること 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密にかかわる事項のため公開できません。 
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操作手順の解釈一覧(２／２) 

手順 操作手順記載内容 解釈 

1.4.2.1  発

電用原子炉

運転中にお

ける対応手

順 

(2)サポート系故

障時の対応手順

(a)残留熱除去系（低圧注

水モード）電源復旧後の

原子炉圧力容器への注水

Ａ－残留熱除去ポンプ出口流量指示値の上昇 
Ａ－残留熱除去ポンプ出口流量が m3/h 程度

まで上昇 

(b)低圧炉心スプレイ系

電源復旧後の原子炉圧力

容器への注水

低圧炉心スプレイポンプ吐出圧力指示値が規定値以上であ

ること 

低圧炉心スプレイポンプ吐出圧力にて MPa以上

であること 

原子炉圧力容器内の圧力が低圧炉心スプレイポンプ吐出圧

力以下であること 
原子炉圧力が MPa 以下であること 

低圧炉心スプレイ系の系統流量指示値の上昇 
低圧炉心スプレイ系の系統流量が m3/h 程度

まで上昇 

1.4.2.2  発

電用原子炉

停止中にお

ける対応手

順 

(1)フロントライ

ン系故障時の対応

手順

(a)原子炉浄化系による

発電用原子炉からの除熱 出口圧力が上昇したこと 
原子炉浄化補助ポンプ出口圧力が MPa 以上で

あること 

(2)サポート系故

障時の対応手順

(a)残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）電源

復旧後の発電用原子炉か

らの除熱

原子炉圧力指示値が原子炉停止時冷却モードインターロッ

ク解除の設定圧力以下であること
原子炉圧力が MPa 以下であること 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口流量指示値の上昇 残留熱除去系の系統流量が m3/h 程度まで上昇 

1.4.2.3 重

大事故等対

処設備（設計

基準拡張）に

よる対応手

順 

(1)残留熱除去系

(低圧注水モード)

による原子炉圧力

容器への注水

残留熱除去ポンプ吐出圧力指示値が規定値以上となったこ

と 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力指示値が MPa 以

上となったこと 

原子炉圧力容器内の圧力が規定圧力以下となったこと 
原子炉圧力容器内の圧力が MPa 以下となった

こと 

残留熱除去ポンプ出口流量指示値の上昇 
残留熱除去系の系統流量が m3/h 程度まで上

昇 

(2)残留熱除去系

(原子炉停止時冷

却モード)による

発電用原子炉から

の除熱

原子炉圧力指示値が原子炉停止時冷却モードインターロッ

ク解除の設定値以下であること
原子炉圧力指示値が MPa 以下であること 

残留熱除去系系統流量指示値の上昇 残留熱除去系の系統流量が m3/h 程度まで上昇 

(3)低圧炉心スプ

レイ系による原子

炉圧力容器への注

水

低圧炉心スプレイポンプ吐出圧力指示値が規定値以上とな

ったこと 
低圧炉心スプレイポンプ吐出圧力にて MPa以上 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密にかかわる事項のため公開できません。 
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添付資料 1.4.7－3 

弁番号及び弁名称一覧(１／３) 

弁番号 弁名称 操作場所 

MV273-300 ＣＷＴ系・消火系連絡止め弁（消火系） 
中央制御室 

タービン建物地上１階給水加熱器室（管理区域）

MV271-10 ＣＷＴ系・消火系連絡止め弁 
中央制御室 

タービン建物地上１階給水加熱器室（管理区域）

MV222-5A Ａ－ＲＨＲ注水弁 
中央制御室 

原子炉棟地上中１階東側ＰＣＶペネトレーション室（管理区域） 

MV2B2-4 ＦＬＳＲ注水隔離弁 
中央制御室 

原子炉棟地上１階東側通路（管理区域） 

MV271-197 ＣＷＴ Ｔ／Ｂ供給遮断弁 
中央制御室 

タービン建物地上１階給水加熱器室（管理区域）

MV222-81 Ａ－ＲＨＲ ＲＰＶ代替注水弁 
中央制御室 

原子炉棟地上中１階東側ＰＣＶペネトレーション室（管理区域） 

V222-32B Ｂ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁 原子炉棟地上２階西側ＰＣＶペネトレーション室（管理区域） 

V222-32C Ｃ－ＲＨＲ注水配管洗浄元弁 原子炉棟地上２階西側ＰＣＶペネトレーション室（管理区域） 

MV222-5B Ｂ－ＲＨＲ注水弁 
中央制御室 

原子炉棟地上２階西側ＰＣＶペネトレーション室（管理区域） 

MV222-5C Ｃ－ＲＨＲ注水弁 
中央制御室 

原子炉棟地上２階西側ＰＣＶペネトレーション室（管理区域） 

MV-222-3A Ａ－ＲＨＲドライウェル第１スプレイ弁 
中央制御室 

原子炉棟地上２階東側ＰＣＶペネトレーション室（管理区域） 

MV-222-4A Ａ－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁 
中央制御室 

原子炉棟地上２階東側ＰＣＶペネトレーション室（管理区域） 

V2B2-101A Ａ－低圧原子炉代替注水元弁 屋外 

V2B2-101B Ｂ－低圧原子炉代替注水元弁 屋外 

MV223-2 低圧炉心スプレイ系注水弁 
中央制御室 

原子炉棟地上１階南側ＰＣＶペネトレーション室（管理区域） 

MV222-6 炉水入口内側隔離弁 
中央制御室 

原子炉棟地下１階ＰＣＶ内（管理区域） 
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弁番号及び弁名称一覧(２／３) 

弁番号 弁名称 操作場所 

MV222-7 炉水入口外側隔離弁 
中央制御室 

原子炉棟地下１階トーラス室（管理区域） 

MV222-8A Ａ－ポンプ炉水入口弁 
中央制御室 

原子炉棟地下２階Ａ－ＲＨＲポンプ室（管理区域） 

MV222-11A Ａ－ポンプ炉水戻り弁 
中央制御室 

原子炉棟地下１階トーラス室（管理区域） 

MV222-22A Ａ－熱交入口弁 
中央制御室 

原子炉棟地上中１階Ａ－ＲＨＲバルブ室（管理区域） 

MV222-2A Ａ－熱交バイパス弁 
中央制御室 

原子炉棟地上中１階Ａ－ＲＨＲバルブ室（管理区域） 

MV222-1A Ａ－ポンプトーラス水入口弁 
中央制御室 

原子炉棟地下２階Ａ－ＲＨＲポンプ室（管理区域） 

MV222-17 Ａ－ミニマムフロー弁 
中央制御室 

原子炉棟地下２階Ａ－ＲＨＲポンプ室（管理区域） 

MV201-1A Ａ－原子炉再循環ポンプ入口弁 
中央制御室 

原子炉棟地下１階ＰＣＶ内（管理区域） 

MV201-1B Ｂ－原子炉再循環ポンプ入口弁 
中央制御室 

原子炉棟地下１階ＰＣＶ内（管理区域） 

MV201-2A Ａ－原子炉再循環ポンプ出口弁 
中央制御室 

原子炉棟地下１階ＰＣＶ内（管理区域） 

MV201-2B Ｂ－原子炉再循環ポンプ出口弁 
中央制御室 

原子炉棟地下１階ＰＣＶ内（管理区域） 

MV213-1A Ａ－ＣＵＷ入口元弁 
中央制御室 

原子炉棟地下１階ＰＣＶ内（管理区域） 

MV213-1B Ｂ－ＣＵＷ入口元弁 
中央制御室 

原子炉棟地下１階ＰＣＶ内（管理区域） 

MV213-2 ＲＰＶドレン側流量調節弁バイパス弁 
中央制御室 

原子炉棟地下１階ＰＣＶ内（管理区域） 

MV213-3 ＣＵＷ入口内側隔離弁 
中央制御室 

原子炉棟地上１階ＰＣＶ内（管理区域） 

MV213-4 ＣＵＷ入口外側隔離弁 
中央制御室 

原子炉棟地上１階東側ＰＣＶペネトレーション室（管理区域） 
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弁番号及び弁名称一覧(３／３) 

 

弁番号 弁名称 操作場所 

MV213-6 補助ポンプ入口弁 
中央制御室 

原子炉棟地上１階東側ＰＣＶペネトレーション室（管理区域） 

MV213-7 補助ポンプ出口弁 
中央制御室 

原子炉棟地上中２階ＣＵＷバルブ室（管理区域） 

MV213-8 再生熱交管側入口弁 
中央制御室 

原子炉棟地上中２階ＣＵＷバルブ室（管理区域） 

MV213-9 補助熱交入口弁 
中央制御室 

原子炉棟地上２階ＣＵＷ非再生熱交換器室（管理区域） 

MV213-11 フィルタ入口圧力調節弁バイパス弁 
中央制御室 

原子炉棟地上中２階ＣＵＷバルブ室（管理区域） 

MV213-12 フィルタバイパス弁 
中央制御室 

原子炉棟地上３階ＣＵＷフィルタ／デミネ廻りバルブ室（管理区域） 

MV213-15 循環ポンプバイパス弁 
中央制御室 

原子炉棟地上２階Ｂ－ＣＵＷ循環ポンプ室（管理区域） 

V213-11 ＣＵＷ脱塩装置バイパス弁 原子炉棟地上３階ＣＵＷフィルタ/デミネ廻りバルブ室（管理区域） 

CV213-1 フィルタ入口圧力調節弁 
中央制御室 

原子炉棟地上中２階ＣＵＷバルブ室（管理区域） 

CV213-2 系統流量調節弁 
中央制御室 

原子炉棟地上２階Ａ－ＣＵＷ循環ポンプ室（管理区域） 

CV214-1 ＣＵＷ非再生熱交出口温度調節弁 
中央制御室 

原子炉棟地上中２階南西通路（管理区域） 

V2B2-103B 
ＦＬＳＲ可搬式設備 Ｂ－注水ライン止

め弁 
原子炉建物付属棟地上１階Ｂ－ＲＣＷポンプ熱交換器室（非管理区域） 
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添付資料 1.4.8 

 

手順のリンク先について 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等に

ついて，手順のリンク先を以下に取りまとめる。 

 

1．1.4.2.1(2)ａ．(a) 残留熱除去系（低圧注水モード）電源復旧後の原子炉圧

力容器への注水 

・原子炉補機冷却系及び原子炉補機代替冷却系に関する手順 

＜リンク先＞1.5.2.2(1)ａ．原子炉補機代替冷却系による除熱 

1.5.2.3(1) 原子炉補機冷却系による除熱 

・常設代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機に関する手順等 

＜リンク先＞1.14.2.1(1) 代替交流電源設備による給電 

1.14.2.5(1) ガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼル 

       燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給 

 

2．1.4.2.1(2)ａ．(b) 低圧炉心スプレイ系電源復旧後の原子炉圧力容器への注

水 

・原子炉補機冷却系及び原子炉補機代替冷却系に関する手順 

＜リンク先＞1.5.2.2(1)ａ．原子炉補機代替冷却系による除熱 

1.5.2.3(1) 原子炉補機冷却系による除熱 

・常設代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機に関する手順等 

＜リンク先＞1.14.2.1(1) 代替交流電源設備による給電 

1.14.2.5(1) ガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼル 

       燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給 

 

3．1.4.2.2(2)ａ．(a) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）電源復旧後の

発電用原子炉からの除熱 

・原子炉補機冷却系及び原子炉補機代替冷却系に関する手順 

＜リンク先＞1.5.2.2(1)ａ．原子炉補機代替冷却系による除熱 

1.5.2.3(1) 原子炉補機冷却系による除熱 

・常設代替交流電源設備に関する手順等 

＜リンク先＞1.14.2.1(1) 代替交流電源設備による給電 

1.14.2.5(1) ガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼル 

       燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給 

 

4．1.4.2.4 その他の手順項目について考慮する手順 

・原子炉補機冷却水系及び原子炉補機代替冷却系による冷却水確保手順 
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＜リンク先＞1.5.2.3(1) 原子炉補機冷却系による除熱 

1.5.2.2(1)ａ．原子炉補機代替冷却系による除熱 

・輪谷貯水槽（西１），輪谷貯水槽（西２）及び低圧原子炉代替注水槽への水の

補給手順並びに水源から接続口までの大量送水車による送水手順

＜リンク先＞1.13.2.1(6)ａ．輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）を水 

源とした大量送水車による送水 

1.13.2.2(1)ａ．大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補 

給（淡水／海水） 

1.13.2.2(2)ａ．輪谷貯水槽（東１）又は輪谷貯水槽（東２） 

から輪谷貯水槽（西１）又は輪谷貯水槽（西 

２）への補給

1.13.2.2(2)ｂ．海から輪谷貯水槽（西１）又は輪谷貯水槽（西 

２）への補給

・非常用交流電源設備，常設代替交流電源設備として使用するガスタービン

発電機又は可搬型代替交流電源設備として使用する高圧発電機車による低

圧原子炉代替注水ポンプ，復水輸送ポンプ，補助消火ポンプ，消火ポンプ，

残留熱除去ポンプ，低圧炉心スプレイポンプ，電動弁及び中央制御室監視

計器類への電源供給手順並びに常設代替交流電源設備として使用するガス

タービン発電機，可搬型代替交流電源設備として使用する高圧発電機車及

び大量送水車への燃料補給手順 

＜リンク先＞1.14.2.1(1) 代替交流電源設備による給電 

1.14.2.3(1)ａ．ガスタービン発電機又は高圧発電機車によるＳ 

Ａロードセンタ及びＳＡコントロールセンタ受 

電 

1.14.2.5(1) ガスタービン発電機用軽油タンク又はディーゼル 

 燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補給 

1.14.2.5(2) タンクローリから各機器等への給油 

1.14.2.6(1) 非常用交流電源設備による給電 

・操作の判断，確認に係る計装設備に関する手順

＜リンク先＞1.15.2.1 監視機能喪失 

1.15.2.2 計測に必要な電源の喪失 
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1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 

 

＜ 目 次 ＞ 

 

1.5.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

(a) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送 

(b) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送 

(c) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｂ．サポート系故障時の対応手段及び設備 

(a) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

ｃ．手順等 

1.5.2 重大事故等時の手順 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送 

ａ．残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場

合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

ｂ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

ｃ．耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

（現場操作） 

ｂ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

ｃ．耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操

作） 

(4) 重大事故等時の対応手段の選択 

1.5.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送 

ａ．原子炉補機代替冷却系による除熱 

ｂ．大型送水ポンプ車による除熱 

(2) 重大事故等時の対応手段の選択 

1.5.2.3 重大事故等対処設備（設計基準拡張）による対応手順 

(1) 原子炉補機冷却系による除熱 

1.5.2.4 その他の手順項目について考慮する手順  
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添付資料1.5.1 審査基準，基準規則と対処設備との対応表 

添付資料1.5.2 自主対策設備仕様 

添付資料1.5.3 対応手段として選定した設備の電源構成図 

添付資料1.5.4 重大事故対策の成立性 

1．残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(1) 残留熱代替除去系の系統構成 

(2) 残留熱代替除去系における原子炉補機代替冷却系の系統構

成 

(3) 残留熱代替除去系における原子炉補機代替冷却系による補

機冷却水確保 

2．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び

除熱 

(1) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧

及び除熱 

(2) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧

及び除熱（現場操作） 

(3) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り） 

(4) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き） 

(5) 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ 

(6) フィルタベント計装（第１ベントフィルタ出口水素濃度） 

(7) 第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整 

3．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

4．耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(1) 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び

除熱 

(2) 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び

除熱（現場操作） 

(3) 耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガスパージ 

5．原子炉補機代替冷却系による除熱 

(1) 系統構成 

(2) 移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車による除熱 

6．大型送水ポンプ車による除熱 

(1) 系統構成 

(2) 大型送水ポンプ車による除熱 

7．原子炉補機冷却系による除熱 

添付資料1.5.5 格納容器ベント操作について 

添付資料1.5.6 スクラビング水の保有水量の設定根拠について 

添付資料1.5.7 解釈一覧 

1．判断基準の解釈一覧 
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2．操作手順の解釈一覧 

3．弁番号及び弁名称一覧 

添付資料1.5.8 手順のリンク先について 
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1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシ

ンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷及び原子

炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を

防止するため、最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な手順等が適切に

整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

【解釈】 

１ 「最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な手順等」とは、以下に掲げ

る措置又はこれと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

（１）炉心損傷防止 

ａ）取水機能の喪失により最終ヒートシンクが喪失することを想定した上

で、BWRにおいては、サプレッションプールへの熱の蓄積により、原子

炉冷却機能が確保できる一定の期間内に、十分な余裕を持って所内車載

代替の最終ヒートシンク（UHS）の繋ぎ込み及び最終的な熱の逃がし場

への熱の輸送ができること。加えて、残留熱除去系(RHR)の使用が不可

能な場合について考慮すること。 

 また、PWRにおいては、タービン動補助給水ポンプ及び主蒸気逃がし

弁による２次冷却系からの除熱により、最終的な熱の逃がし場への熱の

輸送ができること。 

 

設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能は，残

留熱除去系（原子炉停止時冷却モード），残留熱除去系（サプレッション・プ

ール水冷却モード）及び残留熱除去系（格納容器冷却モード）並びに原子炉補

機冷却系による冷却機能である。 

これらの機能が喪失した場合においても炉心の著しい損傷及び原子炉格納容

器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止する

ため，最終ヒートシンクへ熱を輸送するための対処設備を整備する。ここでは，

この対処設備を活用した手順等について説明する。 
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1.5.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生す

る前に生ずるものに限る。）を防止するため，最終ヒートシンクへ熱を輸送

する必要がある。最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設計基準事故対処

設備として，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード），残留熱除去系（サ

プレッション・プール水冷却モード）及び残留熱除去系（格納容器冷却モー

ド）並びに原子炉補機冷却系を設置している。 

これらの設計基準事故対処設備が健全であれば，これらを重大事故等対処

設備（設計基準拡張）と位置付け重大事故等の対処に用いるが，設計基準事

故対処設備が故障した場合は，その機能を代替するために，設計基準事故対

処設備が有する機能，相互関係を明確にした（以下「機能喪失原因対策分析」

という。）上で，想定する故障に対応できる対応手段及び重大事故等対処設

備を選定する。（第 1.5－1 図） 

 

重大事故等対処設備のほかに，柔軟な事故対応を行うための対応手段と自

主対策設備※１を選定する。 

※1 自主対策設備：技術基準上のすべての要求事項を満たすことやすべて

のプラント状況において使用することは困難であるが，

プラント状況によっては，事故対応に有効な設備。 

 

選定した重大事故等対処設備により，技術的能力審査基準（以下，「審査基

準」という。）だけでなく，設置許可基準規則第四十八条及び技術基準規則第

六十三条（以下，「基準規則」という。）の要求機能を満足する設備が網羅さ

れていることを確認するとともに，自主対策設備との関係を明確にする。 

 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

重大事故等対処設備（設計基準拡張）である残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード），残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）及び

残留熱除去系（格納容器冷却モード）が健全であれば重大事故等の対処に用

いる。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による発電用原子炉からの除熱

で使用する設備は以下のとおり。 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

 

この対応手段及び設備は，「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電

用原子炉を冷却するための手順等」における「残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）による発電用原子炉からの除熱」にて整理する。 
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残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）による原子炉格納

容器内の除熱で使用する設備は以下のとおり。 

・残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード） 

・残留熱除去系（格納容器冷却モード） 

 

これらの対応手段及び設備は，「1.6原子炉格納容器内の冷却等のための手

順等」における「残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）に

よるサプレッション・プールの除熱」及び「残留熱除去系（格納容器冷却モ

ード）による原子炉格納容器内へのスプレイ」にて整理する。 

重大事故対処設備（設計基準拡張）である原子炉補機冷却系が健全であれ

ば重大事故等の対処に用いる。 

原子炉補機冷却系による除熱で使用する設備は以下のとおり。 

・原子炉補機海水ポンプ 

・原子炉補機冷却水ポンプ・原子炉補機冷却系 配管・弁・海水ストレー

ナ 

・原子炉補機冷却系 サージタンク 

・原子炉補機冷却系熱交換器 

・取水口 

・取水管 

・取水槽 

・非常用交流電源設備 

 

機能喪失原因対策分析の結果，フロントライン系の故障として，残留熱除

去系（原子炉停止時冷却モード），残留熱除去系（サプレッション・プール

水冷却モード）及び残留熱除去系（格納容器冷却モード）の故障を想定する。

また，サポート系故障として，原子炉補機冷却系の故障又は全交流動力電源

喪失を想定する。 

設計基準事故対処設備に要求される機能の喪失原因から選定した対応手段

及び審査基準，基準規則からの要求により選定した対応手段と，その対応に

使用する重大事故等対処設備及び自主対策設備を以下に示す。 

なお，機能喪失を想定する設計基準事故対処設備，対応に使用する重大事

故等対処設備及び自主対策設備と整備する手順についての関係を第1.5－1表

に整理する。 

 

ａ．フロントライン系故障時の対応手段及び設備 

(a) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送 

ⅰ 残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド），残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）及び残
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留熱除去系（格納容器冷却モード）が故障等により最終ヒートシンク

へ熱を輸送できない場合は，残留熱代替除去系により最終ヒートシン

ク（海）へ熱を輸送する手段がある。 

残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱で使用す

る設備は以下のとおり。 

・残留熱代替除去ポンプ 

・残留熱除去系熱交換器 

・原子炉補機代替冷却系 

・サプレッション・チェンバ 

・残留熱代替除去系 配管・弁 

・残留熱除去系配管・弁・ストレーナ 

・低圧原子炉代替注水系配管・弁 

・格納容器スプレイ・ヘッダ 

・ホース・接続口 

・原子炉圧力容器 

・原子炉格納容器 

・常設代替交流電源設備 

・代替所内電気設備 

 

(b) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送 

ⅰ 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド），残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）及び残

留熱除去系（格納容器冷却モード）が故障等により最終ヒートシンク

へ熱を輸送できない場合は，格納容器フィルタベント系により最終ヒ

ートシンク（大気）へ熱を輸送する手段がある。 

この対応手段及び設備は，「1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止

するための手順等」における「格納容器フィルタベント系による原子

炉格納容器内の減圧及び除熱」にて選定する対応手段及び設備と同様

である。 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

で使用する設備は以下のとおり。 

・格納容器フィルタベント系 

・スクラバ容器補給設備 

 

ⅱ 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド），残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）及び残

留熱除去系（格納容器冷却モード）が故障等により最終ヒートシンク

1.5-7

1.5-7



へ熱を輸送できない場合は，耐圧強化ベントラインにより最終ヒート

シンク（大気）へ熱を輸送する手段がある。 

耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱で使用す

る設備は以下のとおり。 

・遠隔手動弁操作機構 

・ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁用空気ボンベ 

・ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作設備配管・弁 

・原子炉格納容器（サプレッション・チェンバ，真空破壊装置を含む） 

・窒素ガス制御系配管・弁 

・非常用ガス処理系配管・弁 

・排気筒 

・常設代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・代替所内電気設備 

・可搬式窒素供給装置 

・ホース・接続口 

格納容器ベントを実施する際の設備とラインの優先順位は以下のと

おりとする。 

優先①：格納容器フィルタベント系によるウェットウェルベント（以

下「Ｗ／Ｗ ベント」という。） 

優先②：格納容器フィルタベント系によるドライウェルベント（以

下「Ｄ／Ｗ ベント」という。） 

優先③：耐圧強化ベントラインによるＷ／Ｗベント 

優先④：耐圧強化ベントラインによるＤ／Ｗベント 

 

ⅲ 現場操作 

格納容器フィルタベント系及び耐圧強化ベントラインの隔離弁（空

気駆動弁，電動駆動弁）の駆動源や制御電源が喪失した場合，隔離弁

を遠隔で手動操作することで最終ヒートシンク（大気）へ熱を輸送す

る手段がある。なお，隔離弁を遠隔で手動操作するエリアは原子炉建

物付属棟とする。 

格納容器フィルタベント系及び耐圧強化ベントラインの現場操作で

使用する設備は以下のとおり。 

・遠隔手動弁操作機構 

・ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁用空気ボンベ 

・ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作設備配管・弁 

 

(c) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱で
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使用する設備のうち，格納容器フィルタベント系は重大事故等対処設備

として位置付ける。 

現場操作で使用する設備のうち，遠隔手動弁操作機構は重大事故等対

処設備として位置付ける。 

これらの機能喪失原因分析の結果により選定した設備は，審査基準及

び基準規則に要求される設備が全て網羅されている。 

（添付資料 1.5.1） 

以上の重大事故等対処設備により，残留熱除去系（原子炉停止時冷却

モード），残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）及び

残留熱除去系（格納容器冷却モード）の使用が不可能な場合においても，

最終ヒートシンク（大気）へ熱を輸送できる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に有効な設備で

あるため，自主対策設備と位置付ける。あわせて，その理由を示す。 

 

・残留熱代替除去系 

最終ヒートシンクに熱を輸送するための設計基準事故対処設備で

ある残留熱除去系と一部兼用しているため，残留熱除去系の使用が

不可能な場合を考慮すると使用できない可能性があるが，最終ヒー

トシンクに熱を輸送する手段として有効である。 

・耐圧強化ベントライン 

耐圧強化ベントラインには格納容器フィルタベント系と異なり放

射性物質を低減する機能は無いが，仮に格納容器フィルタベント系

が使用不可能な場合において， 耐圧強化ベントラインを使用するこ

とは最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手段として有効である。 

・スクラバ容器補給設備 

有効性評価の条件下において，格納容器フィルタベント系を使用

する場合，事故発生後７日間は，外部からのスクラビング水を補給

しなくても，スクラバ容器内に必要となるスクラビング水を保有す

ることができる。 

その後の安定状態において，スクラビング水が低下した場合，本

設備を用いて外部からスクラビング水を補給することで格納容器フ

ィルタベント系の機能を維持できることから，炉心の著しい損傷及

び原子炉格納容器の破損防止対策として有効である。 

・可搬式窒素供給装置 

有効性評価における原子炉格納容器内の圧力評価により，事故発

生後７日間は窒素ガスを供給しなくても原子炉格納容器が負圧破損

に至る可能性はない。 

その後の安定状態において，サプレッション・プール水の温度が

低下し，原子炉格納容器内で発生する水蒸気が減少した場合におい
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ても，本設備を用いて原子炉格納容器へ窒素ガスを供給することで

原子炉格納容器内の負圧化を回避できることから，原子炉格納容器

の負圧破損防止対策として有効である。 

（添付資料 1.5.2） 

 

ｂ．サポート系故障時の対応手段及び設備 

(a) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送 

ⅰ 原子炉補機代替冷却系による除熱 

設計基準事故対処設備である原子炉補機冷却系が故障等又は全交流

動力電源喪失により最終ヒートシンクへ熱を輸送できない場合は，原

子炉補機代替冷却系により最終ヒートシンク（海）へ熱を輸送する手

段がある。 

原子炉補機代替冷却系による除熱で使用する設備は以下のとおり。 

・移動式代替熱交換設備 

・大型送水ポンプ車 

・ホース・接続口 

・原子炉補機冷却系 配管・弁・サージタンク 

・原子炉補機代替冷却系 配管・弁 

・残留熱除去系熱交換器 

・取水口 

・取水管 

・取水槽 

・常設代替交流電源設備 

・代替所内電気設備 

・燃料補給設備 

 

原子炉補機代替冷却系と併せて設計基準事故対処設備である残留熱

除去系（原子炉停止時冷却モード）及び残留熱除去系（サプレッショ

ン・プール水冷却モード）及び残留熱除去系（格納容器冷却モード）

により最終ヒートシンク（海）へ熱を輸送する。 

なお，全交流動力電源喪失により残留熱除去系が起動できない場合

は，常設代替交流電源設備により緊急用メタクラ（以下「緊急用Ｍ／

Ｃ」という。）を受電した後，緊急用Ｍ／Ｃから非常用高圧母線Ｃ系

（以下「Ｍ／Ｃ Ｃ系」という。）又は非常用高圧母線Ｄ系（以下「Ｍ

／Ｃ Ｄ系」という。）へ電源を供給することで残留熱除去系を復旧

する。 

残留熱除去系による除熱で使用する設備は以下のとおり。 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

・残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード） 
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・残留熱除去系（格納容器冷却モード） 

・常設代替交流電源設備 

 

ⅱ 大型送水ポンプ車による除熱 

上記「(a)ⅰ 原子炉補機代替冷却系による除熱」の原子炉補機代替

冷却系が故障等により最終ヒートシンクへ熱を輸送できない場合は，

大型送水ポンプ車により原子炉補機冷却系へ直接海水を送水する手段

がある。 

大型送水ポンプ車による除熱で使用する設備は以下のとおり。 

・大型送水ポンプ車 

・ホース・接続口 

・原子炉補機冷却系 配管・弁 

・原子炉補機代替冷却系 配管・弁 

・残留熱除去系熱交換器 

・取水口 

・取水管 

・取水槽 

・常設代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

・燃料補給設備 

大型送水ポンプ車と併せて設計基準事故対処設備である残留熱除去

系（原子炉停止時冷却モード）及び残留熱除去系（サプレッション・

プール水冷却モード）及び残留熱除去系（格納容器冷却モード）によ

り最終ヒートシンク（海）へ熱を輸送する。 

なお，全交流動力電源喪失により残留熱除去系が起動できない場合

は，常設代替交流電源設備又は，可搬型代替交流電源設備により緊急

用Ｍ／Ｃを受電した後，緊急用Ｍ／ＣからＭ／Ｃ Ｃ系又はＭ／Ｃ 

Ｄ系へ電源を供給することで残留熱除去系を復旧する。 

残留熱除去系による除熱で使用する設備は以下のとおり。 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

・残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード） 

・残留熱除去系（格納容器冷却モード） 

・常設代替交流電源設備 

・可搬型代替交流電源設備 

 

(b) 重大事故等対処設備と自主対策設備 

原子炉補機代替冷却系による除熱で使用する設備のうち，移動式代替

熱交換設備，大型送水ポンプ車，ホース・接続口，原子炉補機冷却系配

管・弁・サージタンク，原子炉補機代替冷却系配管・弁，残留熱除去系
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熱交換器，取水口，取水管，取水槽，常設代替交流電源設備，代替所内

電気設備及び燃料補給設備は重大事故等対処設備として位置付ける。 

また，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）及び残留熱除去系（サ

プレッション・プール水冷却モード）及び残留熱除去系（格納容器冷却

モード）は重大事故等対処設備（設計基準拡張）として位置付ける。 

これらの機能喪失原因対策分析の結果により選定した設備は，審査基

準及び基準規則に要求される設備が全て網羅されている。 

（添付資料 1.5.1） 

以上の重大事故等対処設備により，最終ヒートシンクへ熱を輸送でき

ない場合においても，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防

止できる。 

また，以下の設備はプラント状況によっては事故対応に有効な設備で

あるため,自主対策設備と位置付ける。あわせて，その理由を示す。 

 

・大型送水ポンプ車 

原子炉補機冷却系の淡水側に直接海水を送水することから，熱交換器

の破損や配管の腐食が発生する可能性があるが，大型送水ポンプ車によ

る冷却水供給により残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード），残留熱

除去系（サプレッション・プール水冷却モード）及び残留熱除去系（格

納容器冷却モード）が使用可能となれば最終ヒートシンク（海）へ熱を

輸送する手段として有効である。 

（添付資料 1.5.2） 

ｃ．手順等 

上記「ａ．フロントライン系故障時の対応手順及び設備」及び「ｂ．サ

ポート系故障時の対応手順及び設備」により選定した対応手段に係る手順

を整備する。 

これらの手順は，運転員及び緊急時対策要員の対応として，事故時操作

要領書（徴候ベース）（以下「ＥＯＰ」という。），ＡＭ設備別操作要領

書及び原子力災害対策手順書（以下「ＥＨＰ」という。）に定める（第 1.5

－1 表）。 

また，重大事故等時に監視が必要となる計器及び給電が必要となる設備

についても整理する（第 1.5－2 表，第 1.5－3 表）。 

（添付資料 1.5.3） 
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1.5.2 重大事故等時の手順 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(1) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送 

ａ．残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

残留熱除去系の機能が喪失し，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能

が喪失した場合，残留熱代替除去系により最終ヒートシンク（海）へ熱

を輸送する。 

(a) 残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

 

ⅰ 手順着手の判断基準 

炉心損傷※１前において，残留熱除去系の復旧に見込みがなく※２原子炉

格納容器内の除熱が困難な状況で，以下の条件が全て成立した場合。 

・残留熱代替除去系が使用可能※３であること。 

・原子炉補機代替冷却系による補機冷却水供給が可能であること。 

※1：格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格納容器

内のガンマ線線量率が，設計基準事故相当のガンマ線線量率

の 10 倍を超えた場合，又は格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｃ

ＡＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で 300℃ 

以上を確認した場合。 

※2：設備に故障が発生した場合，又は駆動に必要な電源若しくは

補機冷却水が確保できない場合。 

※3：設備に異常がなく，電源及び水源（サプレッション・チェン

バ）が確保されている場合。 

 

ⅱ 操作手順 

残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱手順の概要

は以下のとおり。 

手順の対応フローは第 1.5－2 図，第 1.5－3 図，第 1.5－4 図，第 1.5

－5図に，概要図を第1.5－7図に，タイムチャートを第1.5－8図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に残留熱代替

除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱の準備開始を指示

する。 

②中央制御室運転員Ａは，残留熱代替除去系による原子炉格納容器

内の減圧及び除熱に必要なポンプ，電動弁及び監視計器の電源並

びに冷却水が確保されていることを状態表示にて確認する。 

③当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部にガス

タービン発電機の負荷容量を確認し，残留熱代替除去系が使用可

能か確認する。 

④中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて残留熱代替除去系の
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系統構成を実施する。（Ｂ－ＲＨＲ熱交バイパス弁の全閉，ＲＨ

Ｒ ＲＨＡＲライン入口止め弁，ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ連絡ライン

止め弁，Ａ－ＲＨＲ注水弁及びＢ－ＲＨＲドライウェル第２スプ

レイ弁の全開操作を実施する。） 

⑤中央制御室運転員Ａは，残留熱代替除去系による原子炉格納容器

内の減圧及び除熱の準備完了を当直副長に報告する。 

⑥当直副長は，運転員に残留熱代替除去系による原子炉格納容器内

の減圧及び除熱開始を指示する。 

⑦中央制御室運転員Ａは，残留熱代替除去ポンプを起動し，ＲＨＡ

Ｒライン流量調節弁を徐々に開操作した後，ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ

連絡ライン流量調節弁及びＲＨＲ ＰＣＶスプレイ連絡ライン流

量調節弁を調整開し，残留熱代替除去系の運転を開始する。 

⑧中央制御室運転員Ａは，原子炉圧力容器への注水が開始されたこ

とを残留熱代替除去ポンプ出口圧力指示値の上昇，残留熱代替除

去系原子炉注水流量指示値の上昇及び原子炉水位指示値の上昇に

より確認する。あわせて，原子炉格納容器内へのスプレイが開始

されたことを残留熱代替除去ポンプ出口圧力指示値の上昇，残留

熱代替除去系格納容器スプレイ流量指示値の上昇並びに原子炉格

納容器内圧力指示値及び温度指示値の低下により確認し，当直副

長に報告する。 

⑨当直長は，当直副長からの依頼に基づき，残留熱代替除去系によ

る原子炉圧力容器内への注水及び原子炉格納容器内へのスプレイ

が開始されたことを緊急時対策本部に報告する。 

⑩当直副長は，原子炉圧力容器内の水位及び原子炉格納容器内の圧

力を継続監視し，ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ連絡ライン流量調節弁及び

ＲＨＲ ＰＣＶスプレイ連絡ライン流量調節弁にて適宜，原子炉圧

力容器内の水位及び原子炉格納容器内の圧力の調整を行うよう運

転員に指示する。また，状況によりＢ－ＲＨＲドライウェル第２

スプレイ弁及びＲＨＲＰＣＶスプレイ連絡ライン流量調節弁を全

閉，Ｂ－ＲＨＲトーラススプレイ弁を全開とすることで，Ｄ／Ｗ

スプレイからＳ／Ｃスプレイへ切り替える。 

 

ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は，作業開始を判断した後，残留熱代替除去系による原子

炉格納容器内の減圧及び除熱開始までの必要な要員数及び想定時間は以

下のとおり。 

中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，30 分以内で可能で

ある。 

（添付資料 1.5.4－1(1)）  
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(b) 残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系による補機冷

却水確保 

最終ヒートシンクへ熱を輸送するために残留熱代替除去系の運転を

実施する場合，原子炉補機代替冷却系により補機冷却水を確保し，残留

熱代替除去系で使用する残留熱除去系熱交換器（Ｂ）へ供給する。 

 

ⅰ 手順着手の判断基準 

炉心損傷※１前において，残留熱代替除去系を使用する場合。ただし，

原子炉注水手段がない場合は，原子炉注水準備を優先する※２。 

※1：格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格納容器

内のガンマ線線量率が，設計基準事故相当のガンマ線線量率

の 10 倍を超えた場合，又は格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｃ

ＡＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で 300℃

以上を確認した場合。 

※2：常設設備による注水手段がない場合，又は低圧原子炉代替注

水系（常設）による原子炉注水を実施している場合は大量送

水車による注水又は補給準備を実施。 

 

ⅱ 操作手順 

残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系による補機冷

却水確保の概要は以下のとおり。手順の対応フローを第 1.5－2 図，第 1.5

－3 図，第 1.5－4 図，第 1.5－5 図に，概要図を第 1.5－9 図に，タイム

チャートを第 1.5－10 図に示す。 

（ⅰ）原子炉建物南側接続口または原子炉建物西側接続口を使用した

補機冷却水確保の場合 

ア．運転員操作 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に原子炉補

機代替冷却系による補機冷却水確保の準備開始を指示する。 

②当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に原

子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保の準備のため，移動

式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車の配備及びホースの接

続を依頼する。 

③ａ非常用コントロールセンタ切替盤が使用可能な場合 

中央制御室運転員Ａは，非常用コントロールセンタ切替盤にて，

原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保に必要なＢ－ＲＨ

Ｒ熱交冷却水出口弁の電源切り替え操作を実施する。 

③b非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，ＳＡ電源切替盤にて，原子炉補機代替

冷却系による補機冷却水確保に必要なＢ－ＲＨＲ熱交冷却水出
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口弁の電源切り替え操作を実施する。 

④中央制御室運転員Ａは，原子炉補機代替冷却系による補機冷却

水確保に必要な電動弁の電源が確保されたこと及び監視計器の

電源が確保されていることを状態表示にて確認する。 

⑤現場運転員Ｂ及びＣは，原子炉補機代替冷却系による補機冷却

水確保の非管理区域側系統構成を実施し，当直副長に報告する。

（第 1.5－9 図参照） 

⑥緊急時対策要員は，原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確

保のための移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車の配備

及びホースの接続完了について緊急時対策本部に報告する。ま

た，緊急時対策本部は当直長に報告する。 

⑦当直長は，当直副長からの依頼に基づき，原子炉補機代替冷却

系による補機冷却水供給開始を緊急時対策本部に依頼する。 

⑧緊急時対策要員は，移動式代替熱交換設備内の淡水ポンプを起

動し，原子炉補機代替冷却系による補機冷却水供給開始につい

て緊急時対策本部に報告する。また，緊急時対策本部は当直長

に報告する。 

⑨当直副長は，運転員に原子炉代替補機冷却系による補機冷却水

供給開始を指示する。 

⑩中央制御室運転員Ａは，Ｂ－ＲＨＲ熱交冷却水出口弁を流量調

整のため開度を調整し，当直副長に報告する。(第 1.5－9 図参

照) 

 

イ．緊急時対策要員操作（原子炉建物南側接続口を使用した補機冷

却水確保及び原子炉建物西側接続口を使用した補機冷却水確保手

順は，⑦～⑨以外同様） 

①緊急時対策要員は，緊急時対策本部から第１保管エリア又は第

４保管エリアへ移動する。 

②緊急時対策要員は，移動式代替熱交換設備，大型送水ポンプ車

等の健全性確認を行う。 

③緊急時対策要員は，移動式代替熱交換設備，大型送水ポンプ車

等を第１保管エリア又は第４保管エリアから取水槽及び原子炉

建物近傍屋外に移動させる。 

④緊急時対策要員は，可搬型のホースの敷設及び接続を行う。 

⑤緊急時対策要員は，電源ケーブルの敷設及び接続を行う。 

⑥緊急時対策要員は，移動式代替熱交換設備の淡水側の水張りに

向け系統構成のための弁の開閉操作を行う。 

⑦ａ原子炉建物西側接続口を使用した補機冷却水確保の場合 

緊急時対策要員は，原子炉補機冷却系による非管理区域側系統
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構成を実施する。（第 1.5－9 図参照） 

⑧ａ原子炉建物西側接続口を使用した補機冷却水確保の場合 

緊急時対策要員は，中央制御室運転員Ａと連絡を密にし，移動

式熱交換設備の淡水側の水張りのためＡＨＥＦ Ｂ－西側供給

配管止め弁の開操作を行う。 

⑧ｂ原子炉建物南側接続口を使用した補機冷却水確保の場合 

緊急時対策要員は，中央制御室運転員Ａと連絡を密にし，移動

式代替熱交換設備の淡水側の水張りのためＲＣＷ ＡＨＥＦ供

給配管止め弁の開操作を行う。 

⑨ａ原子炉建物西側接続口を使用した補機冷却水確保の場合 

緊急時対策要員は，移動式代替熱交換設備の淡水側の水張り範

囲内におけるベント弁の開操作及びＡＨＥＦ Ｂ－西側戻り配

管止め弁の開操作を行い，配管内の空気抜きを実施する。 

⑨ｂ原子炉建物南側接続口を使用した補機冷却水確保の場合 

緊急時対策要員は，移動式代替熱交換設備の淡水側の水張り範

囲内におけるベント弁の開操作及びＲＣＷ ＡＨＥＦ戻り配管

止め弁の開操作を行い，配管内の空気抜きを実施する。 

⑩緊急時対策要員は，淡水側の水張り範囲内において漏えいのな

いことを確認する。 

⑪緊急時対策要員は，ガスタービン発電機の起動により移動式代

替熱交換設備への受電を確認する。 

 

（ⅱ）原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確保の場合（故意によ

る大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場合） 

ア．運転員操作 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に原子炉補

機代替冷却系による補機冷却水確保の準備開始を指示する。 

②当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に原

子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保の準備のため，大型

送水ポンプ車の配備及びホースの接続を依頼する。 

③ａ非常用コントロールセンタ切替盤が使用可能な場合 

中央制御室運転員Ａは，非常用コントロールセンタ切替盤にて，

原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保に必要なＢ－ＲＨ

Ｒ熱交冷却水出口弁の電源切り替え操作を実施する。 

③b非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，ＳＡ電源切替盤にて，原子炉補機代替

冷却系による補機冷却水確保に必要なＢ－ＲＨＲ熱交冷却水出

口弁の電源切り替え操作を実施する。 

④中央制御室運転員Ａは，原子炉補機代替冷却系による補機冷却
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水確保に必要な電動弁の電源が確保されたこと及び監視計器の

電源が確保されていることを状態表示にて確認する。 

⑤現場運転員Ｂ及びＣは，原子炉補機代替冷却系による補機冷却

水確保の非管理区域側系統構成を実施し，当直副長に報告する。

（第 1.5－9 図参照） 

⑥緊急時対策要員は，原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確

保のための大型送水ポンプ車の配備及びホースの接続完了につ

いて緊急時対策本部に報告する。また，緊急時対策本部は当直

長に報告する。 

⑦当直長は，当直副長からの依頼に基づき，原子炉補機代替冷却

系による補機冷却水供給開始を緊急時対策本部に依頼する。 

⑧緊急時対策要員は，大型送水ポンプ車を起動し，原子炉補機代

替冷却系による補機冷却水供給開始について緊急時対策本部に

報告する。また，緊急時対策本部は当直長に報告する。 

⑨当直副長は，運転員に原子炉代替補機冷却系による補機冷却水

供給開始を指示する。 

⑩中央制御室運転員Ａは，Ｂ－ＲＨＲ熱交冷却水出口弁を流量調

整のため開度を調整し，当直副長に報告する。(第 1.5－9 図参

照) 

 

イ．緊急時対策要員操作 

①緊急時対策要員は，緊急時対策本部から第１保管エリア又は第

４保管エリアへ移動する。 

②緊急時対策要員は，大型送水ポンプ車等の健全性確認を行う。 

③緊急時対策要員は，大型送水ポンプ車等を第１保管エリア又は

第４保管エリアから取水槽近傍屋外に移動させる。 

④緊急時対策要員は，ホースの敷設及び接続を行う。 

⑤緊急時対策要員は，緊急時対策本部及び当直長に大型送水ポン

プ車による補機冷却水確保の準備が完了したことを報告する。 

⑥緊急時対策要員は，中央制御室運転員Ａと連絡を密にし，ＲＣ

Ｗ Ｂ－ＡＨＥＦ西側供給配管止め弁，ＲＣＷ Ｂ－ＡＨＥＦ

西側戻り配管止め弁，ＡＨＥＦ Ｂ－西側供給配管止め弁及び

ＡＨＥＦ Ｂ－西側戻り配管止め弁の全開並びに大型送水ポン

プ車を起動し，補機冷却水の供給を行う。 

⑦緊急時対策要員は，大型送水ポンプ車の吐出圧力にて必要流量

が確保されていることを確認する。 

⑧緊急時対策要員は，ホース等の海水通水範囲について漏えいの

無いことを確認する。 

⑨緊急時対策要員は，大型送水ポンプ車の運転状態を継続して監
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視する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は，作業開始を判断してから残留熱代替除去系使用時にお

ける原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保までの必要な要員数及

び想定時間は以下のとおり。 

・原子炉建物南側接続口または原子炉建物西側接続口を使用した補機

冷却水確保の場合，中央制御室運転員１名，現場運転員４名及び緊

急時対策要員 15 名にて作業を実施した場合，運転員操作の系統構成

完了まで１時間 40 分以内，緊急時対策要員操作の補機冷却水供給開

始まで７時間 20 分以内で可能である。 

・原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確保の場合（故意による

大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場合），中

央制御室運転員１名，現場運転員４名及び緊急時対策要員６名にて

作業を実施した場合，運転員操作の系統構成完了まで１時間 40 分以

内，緊急時対策要員操作の補機冷却水供給開始まで７時間以内で可

能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通信

連絡設備を整備する。また，速やかに作業が開始できるよう，使用する

資機材は作業場所近傍に配備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料 1.5.4－1(2)(3)） 
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(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場

合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

残留熱除去系の機能が喪失し，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が

喪失した場合，格納容器フィルタベント系により最終ヒートシンク（大気）

へ熱を輸送する。 

また，格納容器ベント実施中において，残留熱除去系又は残留熱代替除去

系による原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，可燃性ガス濃度制

御系による原子炉格納容器内の水素・酸素濃度制御機能及び可搬式窒素供

給装置による原子炉格納容器負圧破損防止機能が使用可能な場合，並びに

原子炉格納容器内の圧力 427kPa [gage]（１Pd）未満，原子炉格納容器内の

温度 171℃未満及び原子炉格納容器内の水素及び酸素濃度が可燃限界未満

であることを確認した場合は，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮＧＣ 

Ｎ２ドライウェル出口隔離弁を全閉し，格納容器ベントを停止することを

基本として，その他の要因を考慮した上で総合的に判断し，適切に対応す

る。なお，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁又はＮＧＣ非常用ガス処理入

口隔離弁バイパス弁は，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮＧＣ Ｎ２

ドライウェル出口隔離弁を全閉後，原子炉格納容器内の除熱機能が更に１

系統回復する等，より安定的な状態になった場合に全閉する。 

 

(a) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

ⅰ 手順着手の判断基準 

炉心損傷※１前において，原子炉格納容器内の冷却を実施しても，原

子炉格納容器内の圧力を規定圧力（245kPa[gage]）以下に維持できな

い場合。 

※1：格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格納容器内の

ガンマ線線量率が設計基準事故相当のガンマ線線量率の 10 倍を

超えた場合，又は格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）が使

用できない場合に原子炉圧力容器温度で 300℃以上を確認した場

合。 

 

ⅱ 操作手順 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

の手順は以下のとおり。手順の対応フローを第 1.5－2 図に，概要図を

第 1.5－11 図に，タイムチャートを第 1.5－12 図及び第 1.5－13 図に

示す。 

［Ｗ／Ｗベントの場合(Ｄ／Ｗベントの場合，手順⑫以外は同様)］ 

① 当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，格納容器フィルタベ

ント系によるウェットウェル（以下「Ｗ／Ｗ」という。）側から
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の格納容器ベントの準備を開始するよう運転員に指示する（Ｗ／

Ｗ側からの格納容器ベントができない場合は，ドライウェル（以

下「Ｄ／Ｗ」という。）側からの格納容器ベントの準備を開始す

るよう指示する)。 

② 当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に格納

容器フィルタベント系による格納容器ベントの準備開始を報告

する。 

③ ａ非常用コントロールセンタ切替盤が使用可能な場合 

中央制御室運転員Ａは，非常用コントロールセンタ切替盤にて，

格納容器フィルタベント系による格納容器ベントに必要な窒素ガ

ス制御系及び非常用ガス処理系の電動弁の電源切り替え操作を実

施する。 

③ｂ非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，ＳＡ電源切替盤にて，格納容器フィルタ

ベント系による格納容器ベントに必要な窒素ガス制御系及び非常

用ガス処理系の電動弁の電源切り替え操作を実施する。 

④ 中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による格納容

器ベントに必要な電動弁及び監視計器の電源が確保されている

ことを状態表示にて確認する。 

⑤ 中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて第１ベントフィルタ

スクラバ容器水位指示値が通常水位範囲内であることを確認す

る。 

⑥ 中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント前の確認として，格納容

器隔離信号が発生している場合は，格納容器隔離信号の除外操作

を実施する。 

⑦ 中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント前の系統構成として，Ｓ

ＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁，ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁

後弁，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁，ＳＧＴ耐圧強化ベン

トライン止め弁後弁，ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁，ＮＧＣ常

用空調換気入口隔離弁後弁の全閉及びＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベン

トフィルタ入口弁の全開を確認後，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔

離弁を全開し，格納容器フィルタベント系による格納容器ベント

準備完了を当直副長に報告する。ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離

弁の開操作が出来ない場合は，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁

バイパス弁を全開し，格納容器フィルタベント系による格納容器

ベント準備完了を当直副長に報告する。 

⑧ 当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納容器フィルタベン

ト系による格納容器ベント準備完了を緊急時対策本部に報告す

る。 
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⑨ 当直副長は，原子炉格納容器内の圧力及び水位に関する情報収集

を適宜行い，当直長に報告する。また，当直長は，原子炉格納容

器内の圧力及び水位，並びに原子炉建物内の水素濃度に関する情

報を緊急時対策本部に報告する。 

⑩ 当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納容器フィルタベン

ト系による格納容器ベントの開始を緊急時対策本部に報告する。 

⑪ 当直副長は，以下のいずれかの条件に到達したことを確認し，運

転員に格納容器ベント開始を指示する。 

・外部水源を用いた原子炉格納容器スプレイを実施中に，サプレ

ッション・プール水位指示値が通常水位＋約 1.3m に到達した場

合 

・原子炉格納容器内の圧力が 348kPa[gage]に到達した場合におい

て，外部水源を用いた原子炉格納容器スプレイが実施できない

場合。 

⑫ ａＷ／Ｗベントの場合 

中央制御室運転員Ａは，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁の全開

操作により，格納容器フィルタベント系による格納容器ベントを

開始する。 

⑫ ｂＤ／Ｗベントの場合 

中央制御室運転員Ａは，ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁の

全開操作により，格納容器フィルタベント系による格納容器ベン

トを開始する。 

⑬ 中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による格納容

器ベントが開始されたことを，原子炉格納容器内の圧力指示値の

低下，並びに第１ベントフィルタスクラバ容器温度指示値の上昇

により確認するとともに，第１ベントフィルタ出口放射線モニタ

（高レンジ・低レンジ）指示値の上昇により確認し，当直副長に

報告する。また，当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納

容器フィルタベント系による格納容器ベントが開始されたこと

を緊急時対策本部に報告する。 

⑭ 中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて第１ベントフィルタ

スクラバ容器水位指示値を確認し，水位調整が必要な場合は当直

副長に報告する。また，当直長は，当直副長からの依頼に基づき，

第１ベントフィルタスクラバ容器の水位調整を実施するよう緊

急時対策本部に依頼する。 

⑮ 当直副長は，格納容器ベント開始後，残留熱除去系又は残留熱代

替除去系による原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，原

子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視が可能で，かつ可

燃性ガス濃度制御系による原子炉格納容器内に水素・酸素濃度制
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御機能及び可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器負圧破損

防止機能が使用可能な場合，並びに原子炉格納容器内の圧力

427kPa [gage]（１Pd）未満，原子炉格納容器内の温度 171℃未満

及び原子炉格納容器内の水素濃度が可燃限界未満であることを

確認することにより，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮＧ

Ｃ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁の全閉操作を実施し，格納容器

フィルタベント系による格納容器ベントを停止するよう運転員

に指示する。 

⑯ 中央制御室運転員Ａは，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮ

ＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁の全閉操作を実施し，格納容

器フィルタベント系による格納容器ベントを停止する。 

⑰ 当直副長は，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮＧＣ Ｎ２ド

ライウェル出口隔離弁を全閉後，原子炉格納容器内の除熱機能が

更に１系統回復する等，より安定的な状態になった場合は，ＮＧ

Ｃ非常用ガス処理入口隔離弁又はＮＧＣ非常用ガス処理入口隔

離弁バイパス弁の全閉操作を実施するよう運転員に指示する。 

⑱ 中央制御室運転員Ａは，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁又はＮ

ＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁の全閉操作を実施す

る。 

 

ⅲ 操作の成立性 

格納容器ベント準備開始を判断してから，格納容器ベント準備完了

までの必要な要員数及び想定時間は以下のとおり。 

・中央制御室からのＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁操作の場合 

中央制御室運転員１名及び現場運転員２名にて作業を実施した場

合，45 分以内で可能である。 

格納容器ベント基準到達から格納容器ベント開始までの必要な要員

及び想定時間は以下のとおり。 

・中央制御室からのＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁操作の場合 

中央制御室運転員１名にて作業した場合，10 分以内で可能である。 

・中央制御室からのＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁操作の場合 

中央制御室運転員１名にて作業した場合，10 分以内で可能である。 

【Ｗ／Ｗベントの場合】 

格納容器ベント移行条件到達後，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔

離弁操作を中央制御室及び現場にて実施した場合，45 分以内で可

能である。また，格納容器ベント基準到達後，ＮＧＣ Ｎ２トーラ

ス出口隔離弁操作を中央制御室にて実施した場合，10 分以内で可

能である。 
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【Ｄ／Ｗベントの場合】 

格納容器ベント移行条件到達後，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔

離弁操作を中央制御室及び現場にて実施した場合，45 分以内で可

能である。また，格納容器ベント基準到達後，ＮＧＣ Ｎ２ドライ

ウェル出口隔離弁操作を中央制御室にて実施した場合，10 分以内

で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通

信連絡設備を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料 1.5.4－2(1)） 

 

(b) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り） 

第１ベントフィルタスクラバ容器の水位が通常水位を下回り下限水位

に到達する前に，輪谷貯水槽（西）を水源とした大量送水車により第１

ベントフィルタスクラバ容器へ水張りを実施する。 

 

ⅰ 手順着手の判断基準 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位の水位低警報が発報した場合。 

 

ⅱ 操作手順 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）手順の概要は

以下のとおり。概要図を第 1.5－14 図に，タイムチャートを第 1.5－15

図に示す。 

① 当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，当直長を経由して，

緊急時対策本部へ第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水

張り）の準備開始を依頼する。 

② 緊急時対策本部は，緊急時対策要員へ第１ベントフィルタスクラ

バ容器水位調整（水張り）の準備開始を指示する。 

③ 当直副長は，運転員に第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整

（水張り）の準備開始を指示する。 

④ 中央制御室運転員Ａは，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調

整（水張り）に必要な監視計器の電源が確保されていることを状

態表示等により確認し，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調

整（水張り）の準備完了を当直副長に報告する。 

⑤ 当直長は，当直副長からの依頼に基づき，第１ベントフィルタス

クラバ容器水位調整（水張り）の準備完了を緊急時対策本部に報

告する。 

⑥ 緊急時対策要員は，事前に他の対応手段により設置した第１ベン

トフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）として使用する大量

送水車の配備及び第１ベントフィルタスクラバ容器補給用接続
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口へ送水ホースを接続し，第１ベントフィルタスクラバ容器水位

調整（水張り）の準備が完了したことを緊急時対策本部に報告す

る。 

⑦ 緊急時対策本部は，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整

（水張り）の準備完了を当直長に報告する。 

⑧ 当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に第１

ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）として使用する

大量送水車による送水開始を依頼する。 

⑨ 緊急時対策本部は，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整

（水張り）として使用する大量送水車の起動を緊急時対策要員に

指示する。 

⑩ 緊急時対策要員は，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整

（水張り）として使用する大量送水車を起動した後，ＦＣＶＳ補

給止め弁の全開操作を実施し，第１ベントフィルタスクラバ容器

水位調整（水張り）として使用する大量送水車による注水が開始

されたことを，第１ベントフィルタ格納槽付近（屋外）の計器ラ

ックにて，第１ベントフィルタスクラバ容器水位指示値の上昇に

より確認し，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）

として使用する大量送水車による送水を開始したことを報告す

る。 

⑪ 緊急時対策本部は，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整

（水張り）として使用する大量送水車による送水を開始したこと

を当直長に報告する。 

⑫ 当直副長は，第１ベントフィルタスクラバ容器の水位を監視する

よう運転員に指示する。 

⑬ 中央制御室運転員Ａは，第１ベントフィルタスクラバ容器水位に

て水位を継続監視する。 

⑭ 緊急時対策要員は，規定水位に到達したことを確認し，ＦＣＶＳ

補給止め弁の全閉とした後，第１ベントフィルタスクラバ容器水

位調整（水張り）として使用する大量送水車を停止し，第１ベン

トフィルタスクラバ容器補給用接続口送水ホースの取外し操作

を実施する。 

⑮ 緊急時対策要員は，緊急時対策本部に第１ベントフィルタスクラ

バ容器水位調整（水張り）として使用する大量送水車による送水

を停止したことを報告する。 

⑯ 緊急時対策本部は，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整

（水張り）として使用する大量送水車による送水を停止したこと

を当直長に報告する。 
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ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は，作業開始を判断してから第１ベントフィルタスクラ

バ容器水位調整（水張り）の開始及び完了までの必要な要員数及び想

定時間は以下のとおり。 

輪谷貯水槽（西）から大量送水車を展開した第１ベントフィルタス

クラバ容器水位調整（水張り）操作は，中央制御室運転員１名及び緊

急時対策要員 12 名にて作業を実施した場合，作業開始を判断してから

水源と送水ルートの特定～大量送水車の配備～送水準備～第１ベント

フィルタスクラバ容器補給用接続口使用による大量送水車による注水

開始まで２時間 10 分以内，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整

（水張り）完了まで２時間 30 分以内で可能である。 

なお，炉心損傷がない状況下での格納容器ベントであることから，

本操作における作業エリアの被ばく線量率は低く，作業可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通

信連絡設備を整備する。 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）として使用す

る大量送水車からのホースの接続は，汎用の結合金具であり，十分な

作業スペースを確保していることから，容易に操作が可能である。 

車両の作業用照明，ヘッドライト及び懐中電灯を用いることで，暗

闇における作業性についても確保する。 

（添付資料 1.5.4－2(3)） 

 

(c) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き） 

格納容器ベントにより原子炉格納容器内から排気されたガスが格納容

器フィルタベント系の配管内及び第１ベントフィルタスクラバ容器内で

凝縮し，その凝縮水が第１ベントフィルタスクラバ容器に溜まることで

第１ベントフィルタスクラバ容器の水位が上限水位に到達すると判断し

た場合は，格納容器フィルタベント系機能維持のため第１ベントフィル

タスクラバ容器の排水を実施する。 

 

ⅰ 手順着手の判断基準 

第１ベントフィルタスクラバ容器の水位が上限水位に到達すると判

断した場合。 

 

ⅱ 操作手順 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）手順は以下の

とおり。概要図を第 1.5－16 図に，タイムチャートを第 1.5－17 図示

す。 

① 当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員へ第１ベント
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フィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）の準備開始を指示する。 

② 中央制御室運転員Ａは，ドレン移送ポンプ，ＦＣＶＳ第１ベント

フィルタスクラバ容器１次ドレン弁，ＦＣＶＳドレン移送ライン

連絡弁の電源が確保されていることを状態表示にて確認し，ＦＣ

ＶＳ第１ベントフィルタスクラバ容器１次ドレン弁及びＦＣＶ

Ｓドレン移送ライン連絡弁の全開操作を実施する。 

③ 中央制御室運転員Ａは，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調

整（水抜き）系統構成完了を当直副長に報告する。 

④ 当直副長は，運転員へ第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整

（水抜き）の開始を指示する。 

⑤ 中央制御室運転員Ａは，ドレン移送ポンプの起動操作を実施し，

第１ベントフィルタスクラバ容器からの排水が開始されたこと

を第１ベントフィルタスクラバ容器水位指示値の低下により確

認する。 

その後，通常水位に到達した事を確認し，ドレン移送ポンプを停

止し，ＦＣＶＳ第１ベントフィルタスクラバ容器１次ドレン弁及

びＦＣＶＳドレン移送ライン連絡弁を全閉操作する。 

⑥ 中央制御室運転員Ａは，当直副長に第１ベントフィルタスクラバ

容器水位調整（水抜き）の完了を報告する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，作

業開始を判断してから第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水

抜き）完了まで２時間 20 分以内で可能である。 

（添付資料 1.5.4－2(4)） 

 

(d) 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ 

格納容器ベント停止後において，スクラビング水に貯留された放射性

物質による水の放射線分解にて発生する水素ガス及び酸素ガスを排出す

る。また，第１ベントフィルタスクラバ容器上流側の残留蒸気凝縮によ

り第１ベントフィルタスクラバ容器上流側配管内が負圧となることによ

り，スクラビング水が上流側配管に吸い上げられることを防止するため，

格納容器フィルタベント系の窒素ガスによるパージを実施する。 

 

ⅰ 手順着手の判断基準 

炉心損傷※１前において，格納容器ベント移行条件※２に達した場合。 

※1：格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格納容器

内のガンマ線線量率が設計基準事故相当のガンマ線線量率

の 10 倍を超えた場合，又は格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｃ
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ＡＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で 300℃

以上を確認した場合。 

※2：原子炉格納容器内の圧力が 245kPa[gage]に到達した場合に格

納容器ベント準備を開始する。 

 

ⅱ 操作手順 

格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ手順の概要は以

下のとおり。概要図を第1.5－18図に，タイムチャートを第1.5－19図

に示す。 

① 当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，当直長を経由し，緊

急時対策本部に格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパ

ージの準備開始を依頼する。 

② 緊急時対策本部は，緊急時対策要員に格納容器フィルタベント系

停止後の窒素ガスパージの準備開始を指示する。 

③ 緊急時対策要員は，原子炉建物南側（屋外）へ可搬式窒素供給装

置，第１ベントフィルタ出口水素濃度を配備し送気ホース等を接

続口へ取り付け，格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパ

ージの準備完了を緊急時対策本部へ報告する。 

④ 緊急時対策本部は，格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガス

パージの準備完了を当直長に報告する。 

⑤ 当直副長は，運転員に格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガ

スパージの系統構成開始を指示する。 

⑥ 中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系停止後の窒素

ガスパージの系統構成として，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁，

ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁の全閉確認，並びにＳＧＴ 

ＦＣＶＳ第１ベントフィルタ入口弁の全開確認後，ＮＧＣ非常用

ガス処理入口隔離弁を全開操作し，格納容器フィルタベント系停

止後の窒素ガスパージの系統構成完了を当直副長に報告する。Ｎ

ＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁の開操作ができない場合は，ＮＧ

Ｃ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁を全開操作する。また，

中央制御室からの操作以外の手段として，遠隔手動弁操作機構に

てＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁又はＮＧＣ非常用ガス処理

入口隔離弁バイパス弁を全開する手段がある。 

⑦ 当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に窒素

ガスパージの開始を依頼する。 

⑧ 緊急時対策本部は，緊急時対策要員に窒素ガスパージの開始を指

示する。 

⑨ 緊急時対策要員は，可搬式窒素供給装置を起動した後，ＦＣＶＳ

窒素ガス補給元弁の開操作を実施し，窒素ガスの供給を開始する
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とともに，緊急時対策本部に窒素ガスパージを開始したことを報

告する。 

⑩ 緊急時対策本部は，窒素ガスパージを開始したことを当直長に報

告するとともに，緊急時対策要員に水素濃度測定のための第１ベ

ントフィルタ出口水素濃度の起動を指示する。 

⑪ 緊急時対策要員は，第１ベントフィルタ出口水素濃度の起動を実

施するとともに，緊急時対策本部に第１ベントフィルタ出口水素

濃度の起動完了を報告する。 

⑫ 緊急時対策本部は，第１ベントフィルタ出口水素濃度の起動完了

を当直長に報告するとともに，第１ベントフィルタスクラバ容器

内の圧力及び第１ベントフィルタ出口水素濃度の監視を依頼す

る。 

⑬ 当直副長は，運転員に第１ベントフィルタスクラバ容器内の圧力

及び第１ベントフィルタ出口水素濃度を監視するよう指示する。 

⑭ 中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて第１ベントフィルタ

スクラバ容器内圧力指示値により，第１ベントフィルタスクラバ

容器内の圧力が正圧であることを確認する。また，第１ベントフ

ィルタ出口水素濃度が許容濃度以下まで低下したことを確認し，

当直副長に報告する。 

⑮ 中央制御室運転員Ａは，第１ベントフィルタスクラバ容器内の圧

力及び第１ベントフィルタ出口水素濃度を継続して監視する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名及び緊急時対策要員４名にて

作業を実施した場合，作業開始を判断してから格納容器フィルタベン

ト系停止後の窒素ガスパージ開始まで１時間 40 分以内で可能である。 

なお，炉心損傷がない状況下での格納容器ベントであることから，

本操作における作業エリアの被ばく線量率は低く，作業可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通

信連絡設備を整備する。 

車両の作業用照明，ヘッドライト及び懐中電灯を用いることで，暗

闇における作業性についても確保する。 

(添付資料1.5.4－2(5)，1.5.4－2(6)) 
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(e) 第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）によりスクラビ

ング水に含まれる薬液が排水されることでスクラビング水のｐＨ値が規

定値よりも低くなることを防止するため薬液を補給する。 

 

ⅰ 手順着手の判断基準 

排気ガスの凝縮水により，第１ベントフィルタスクラバ容器の水位

が上限水位に到達すると判断し，排水を行った場合。 

 

ⅱ 操作手順 

第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整の手順は

以下のとおり。概要図を第 1.5－20 図に，タイムチャートを第 1.5－21

図に示す。 

① 当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員へスクラビン

グ水のｐＨ測定，第１ベントフィルタスクラバ容器水位測定及び

薬液補給の準備開始を指示する。 

② 中央制御室運転員Ａは，スクラバ水ｐＨ指示値により確認したｐ

Ｈ 値及び第１ベントフィルタスクラバ容器水位指示値により確

認した水位を当直副長に報告する。 

③ 当直副長は，運転員に第１ベントフィルタスクラバ容器への薬液

補給の開始を指示する。 

④ 中央制御室運転員Ａは，薬液補給のためＦＣＶＳ薬品注入タンク

出口弁及びＦＣＶＳ循環ライン止め弁を全開操作し，ドレン移送

ポンプを起動，所定量の薬液を補給する。薬液補給完了後は，薬

液が均一になるよう循環運転を実施する。 

⑤ 中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤のスクラバ水ｐＨ指示値

及び第１ベントフィルタスクラバ容器水位指示値によりスクラ

ビング水のｐＨ値及び水位を確認するとともに，スクラビング水

のｐＨ値が規定値であることを確認し，薬液補給の完了を当直副

長に報告する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，作

業開始を判断してからスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整開始まで

15 分以内で可能である。 

（添付資料 1.5.4－2(7)） 
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ｂ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

中長期的に原子炉格納容器内の水蒸気凝縮による原子炉格納容器の負圧

破損を防止するとともに原子炉格納容器内の可燃性ガス濃度を低減するた

め，可搬式窒素供給装置により原子炉格納容器へ窒素ガスを供給する。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

炉心損傷※１前において，格納容器ベント移行条件※２に達した場合。 

※1：格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格納容器

内のガンマ線線量率が設計基準事故相当のガンマ線線量率

の 10 倍を超えた場合，又は格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｃ

ＡＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で 300℃

以上を確認した場合。 

※2：原子炉格納容器内の圧力が 245kPa[gage]に到達した場合に格

納容器ベント準備を開始する。 

 

(b) 操作手順 

可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給の手順は

以下のとおり。概要図を第 1.5－22 図に，タイムチャートを第 1.5－23

図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，当直長を経由して，緊

急時対策本部に原子炉格納容器への窒素ガス供給のための可搬式窒

素供給装置の準備を依頼する。 

②緊急時対策本部は，緊急時対策要員に可搬式窒素供給装置の準備を

指示する。 

③緊急時対策要員は，原子炉建物近傍に可搬式窒素供給装置を移動さ

せる。 

④緊急時対策要員は，窒素ガス代替注入系配管に可搬式窒素供給装置

を接続する。 

⑤緊急時対策要員は，原子炉格納容器への窒素ガス供給の準備が完了

したことを緊急時対策本部に報告する。また，緊急時対策本部は当

直長に報告する。 

⑥当直長は，当直副長からの依頼に基づき，サプレッション・プール

水温度指示値が 104℃になる前に，緊急時対策本部に原子炉格納容器

への窒素ガス供給を開始するよう依頼する。また，緊急時対策本部

は緊急時対策要員に窒素ガス供給を開始するよう指示する。 

⑦緊急時対策要員は，可搬式窒素供給装置を起動した後，ＡＮＩ 代替

窒素供給ライン元弁（Ｄ／Ｗ側）又はＡＮＩ 代替窒素供給ライン元

弁（Ｓ／Ｃ側）の全開操作を実施し，窒素ガスの供給を開始すると

ともに，緊急時対策本部に原子炉格納容器への窒素ガス供給を開始
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したことを報告する。 

⑧緊急時対策本部は，原子炉格納容器への窒素ガス供給を開始したこ

とを当直長へ報告する。 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，緊急時対策要員２名にて作業を実施した場合，作業開

始を判断してから可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガ

ス供給開始まで１時間 40 分以内で可能である。 

なお，炉心損傷がない状況下での格納容器ベントであるため，本操作

における作業エリアの被ばく線量率は低く，作業は可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通信

連絡設備を整備する。 

また，車両の作業用照明，ヘッドライト及び懐中電灯を用いることで，

暗闇における作業性についても確保する。 

（添付資料 1.5.4-3） 

  

1.5-32

1.5-32



ｃ．耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

残留熱除去系の機能が喪失し，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が

喪失した場合，耐圧強化ベントラインにより最終ヒートシンク（大気）へ

熱を輸送する。 

また，格納容器ベント実施中において，残留熱除去系又は残留熱代替除

去系による原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，可燃性ガス濃度

制御系による原子炉格納容器内の水素・酸素濃度制御機能及び可搬式窒素

供給装置による原子炉格納容器負圧破損防止機能が使用可能な場合，並び

に原子炉格納容器内の圧力 427kPa [gage]（１Pd）未満，原子炉格納容器内

の温度 171℃未満及び原子炉格納容器内の水素及び酸素濃度が可燃限界未

満であることを確認した場合は，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮＧ

Ｃ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁を全閉し，格納容器ベントを停止すること

を基本として，その他の要因を考慮した上で総合的に判断し，適切に対応

する。なお，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁又はＮＧＣ非常用ガス処理

入口隔離弁バイパス弁は，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮＧＣ Ｎ

２ドライウェル出口隔離弁を全閉後，原子炉格納容器内の除熱機能が更に

１系統回復する等，より安定的な状態になった場合に全閉する。 

 

(a) 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

ⅰ 手順着手の判断基準 

炉心損傷※１前において，原子炉格納容器内の冷却を実施しても，

原子炉格納容器内の圧力を規定圧力（245kPa[gage]）以下に維持で

きない場合で，格納容器フィルタベント系が機能喪失※２した場合。 

※1：格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格納容器

内のガンマ線線量率が設計基準事故相当のガンマ線線量率

の 10 倍を超えた場合，又は格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｃ

ＡＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で 300℃

以上を確認した場合。 

※2：「格納容器フィルタベント系が機能喪失」とは，設備に故障

が発生した場合。 

 

ⅱ 操作手順 

耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱の

手順は以下のとおり。手順の対応フローを第 1.5－2 図に，概要図を

第 1.5－24 図に，タイムチャートを第 1.5－25 図及び第 1.5－26 図

に示す。 

［Ｗ／Ｗベントの場合(Ｄ／Ｗベントの場合，手順⑬以外は同様)］ 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，耐圧強化ベントライン

によるＷ／Ｗ側からの格納容器ベントの準備を開始するよう運転員
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に指示する（Ｗ／Ｗ側からの格納容器ベントができない場合は，Ｄ

／Ｗ側からの格納容器ベントの準備を開始するよう指示する）。 

②当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に耐圧強

化ベントラインによる除熱準備開始を報告する。 

③中央制御室運転員Ａは，耐圧強化ベントラインによる格納容器ベン

トに必要な電動弁及び監視計器の電源が確保されていることを状態

表示にて確認する。 

④中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント前の確認として，格納容器

隔離信号が発生している場合は，格納容器隔離信号の除外操作を実

施する。 

⑤中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント前の系統構成として，非常

用ガス処理系が運転中であれば非常用ガス処理系を停止し，Ａ－非

常用ガス処理系出口弁，Ｂ－非常用ガス処理系出口弁，ＳＧＴ ＮＧ

Ｃ連絡ライン隔離弁，ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁後弁，ＮＧＣ

常用空調換気入口隔離弁及びＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁後弁の

全閉を確認する。 

⑥中央制御室運転員Ａは，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作用

空気供給弁の全開操作を実施し，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め

弁の駆動源を確保する。 

⑦中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント前の系統構成として，ＳＧ

Ｔ ＦＣＶＳ第１ベントフィルタ入口弁の全閉，ＳＧＴ耐圧強化ベン

トライン止め弁後弁，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁及びＮＧ

Ｃ非常用ガス処理入口隔離弁の全開操作を実施する。ＮＧＣ非常用

ガス処理入口隔離弁の開操作が出来ない場合は，ＮＧＣ非常用ガス

処理入口隔離弁バイパス弁を全開する。 

⑧中央制御室運転員Ａは，耐圧強化ベントラインによる格納容器ベン

ト準備完了を当直副長に報告する。 

⑨当直長は，当直副長からの依頼に基づき，耐圧強化ベントラインに

よる格納容器ベント準備完了を緊急時対策本部に報告する。 

⑩当直副長は，原子炉格納容器内の圧力及び水位に関する情報収集を

適宜行い，当直長に報告する。また，当直長は，原子炉格納容器内

の圧力及び水位に関する情報を緊急時対策本部に報告する。 

⑪当直長は，当直副長からの依頼に基づき，耐圧強化ベントラインに

よる格納容器ベントの開始を緊急時対策本部に報告する。 

⑫当直副長は，以下のいずれかの条件に到達したことを確認し，運転

員に格納容器ベント開始を指示する。 

・外部水源を用いた原子炉格納容器スプレイを実施中に，サプレッ

ション・プール水位指示値が通常水位＋約 1.3m に到達した場合 

・原子炉格納容器内の圧力が 348kPa[gage]に到達した場合において，
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外部水源を用いた原子炉格納容器スプレイが実施できない場合。 

⑬ａＷ／Ｗベントの場合 

中央制御室運転員Ａは，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁の全開操作

により，耐圧強化ベントラインによる格納容器ベントを開始する。 

⑬ｂＤ／Ｗベントの場合 

中央制御室運転員Ａは，ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁の全開

操作により，耐圧強化ベントラインによる格納容器ベントを開始す

る。 

⑭中央制御室運転員Ａは，耐圧強化ベントラインによる格納容器ベン

トが開始されたことを，原子炉格納容器内の圧力指示値の低下，並

びに非常用ガス処理系モニタ（高レンジ・低レンジ）指示値の上昇

により確認し，当直副長に報告する。また，当直長は，当直副長か

らの依頼に基づき，耐圧強化ベントラインによる格納容器ベントが

開始されたことを緊急時対策本部に報告する。 

⑮当直副長は，格納容器ベント開始後，残留熱除去系又は残留熱代替

除去系による原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，原子炉

格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視が可能で，かつ可燃性ガ

ス濃度制御系による原子炉格納容器内に水素・酸素濃度制御機能及

び可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器負圧破損防止機能が使

用可能な場合，並びに原子炉格納容器内の圧力427kPa [gage]（１Pd）

未満，原子炉格納容器内の温度 171℃未満及び原子炉格納容器内の水

素濃度が可燃限界未満であることを確認することにより，ＮＧＣ Ｎ

２トーラス出口隔離弁又はＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁の

全閉操作を実施し，耐圧強化ベントラインによる格納容器ベントを

停止するよう運転員に指示する。 

⑯中央制御室運転員Ａは，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮＧＣ 

Ｎ２ドライウェル出口隔離弁の全閉操作を実施し，耐圧強化ベント

ラインによる格納容器ベントを停止する。 

⑰当直副長は，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮＧＣ Ｎ２ドラ

イウェル出口隔離弁を全閉後，原子炉格納容器内の除熱機能が更に

１系統回復する等，より安定的な状態になった場合は，ＮＧＣ非常

用ガス処理入口隔離弁又はＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパ

ス弁の全閉操作を実施するよう運転員に指示する。 

⑱中央制御室運転員Ａは，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁又はＮＧ

Ｃ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁の全閉操作を実施する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

格納容器ベント準備開始を判断してから，格納容器ベント準備完了ま

での必要な要員数及び想定時間は以下のとおり。 
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・中央制御室からのＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフィルタ入口弁，Ｓ

ＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁後弁，ＳＧＴ耐圧強化ベントライ

ン止め弁及びＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁操作の場合 

中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，20 分以内で可能で

ある。 

格納容器ベント基準到達から格納容器ベント開始までの必要な要員及

び想定時間は以下のとおり。 

・中央制御室からのＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁操作の場合 

中央制御室運転員１名にて作業した場合，10 分以内で可能である。 

・中央制御室からのＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁操作の場合 

中央制御室運転員１名にて作業した場合，10 分以内で可能である。 

 

【Ｗ／Ｗベントの場合】 

格納容器ベント移行条件到達後，ＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフ

ィルタ入口弁，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁後弁，ＳＧＴ耐

圧強化ベントライン止め弁及びＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁操

作を中央制御室にて実施した場合，20 分以内で可能である。また，

格納容器ベント基準到達後，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁操作を

中央制御室にて実施した場合，10 分以内で可能である。 

 

【Ｄ／Ｗベントの場合】 

格納容器ベント移行条件到達後，ＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフ

ィルタ入口弁，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁後弁，ＳＧＴ耐

圧強化ベントライン止め弁及びＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁操

作を中央制御室にて実施した場合，20 分以内で可能である。また，

格納容器ベント基準到達後，ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁操

作を中央制御室にて実施した場合，10 分以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び

通信連絡設備を整備する。室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料 1.5.4-4(1)） 

 

(b) 耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガスパージ 

格納容器ベント停止後において，耐圧強化ベントラインに水素ガス

が滞留しないよう，耐圧強化ベントラインの窒素ガスによるパージを

実施する。 

 

ⅰ 手順着手の判断基準 

炉心損傷※１前において，格納容器ベント移行条件※２に達した場合。 

※1：格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格納容器
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内のガンマ線線量率が設計基準事故相当のガンマ線線量率

の 10 倍を超えた場合，又は格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｃ

ＡＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で 300℃

以上を確認した場合。 

※2：原子炉格納容器内の圧力が 245kPa[gage]に到達した場合に格

納容器ベント準備を開始する。 

 

ⅱ 操作手順 

耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガスパージ手順の概要は以下の

とおり。概要図を第 1.5－27 図に，タイムチャートを第 1.5－28 図に

示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，当直長を経由し，

緊急時対策本部に耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガスパー

ジの準備開始を依頼する。 

②緊急時対策本部は，緊急時対策要員に耐圧強化ベントライン停

止後の窒素ガスパージの準備開始を指示する。 

③緊急時対策要員は，原子炉建物南側（屋外）へ可搬式窒素供給

装置を配備し送気ホース等を接続口へ取り付け，耐圧強化ベン

トライン停止後の窒素ガスパージの準備完了を緊急時対策本部

へ報告する。 

④緊急時対策本部は，耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガスパ

ージの準備完了を当直長に報告する。 

⑤当直副長は，運転員に耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガス

パージの系統構成開始を指示する。 

⑥中央制御室運転員Ａは，耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガ

スパージの系統構成として，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁，

ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁，ＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベ

ントフィルタ入口弁の全閉確認，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン

止め弁後弁，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁の全開確認及

びＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁を全開操作し，耐圧強化ベ

ントライン停止後の窒素ガスパージの系統構成完了を当直副長

に報告する。ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁の開操作ができ

ない場合は，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁を全

開操作する。また，中央制御室からの操作以外の手段として，

遠隔手動弁操作機構にてＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁又は

ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁を全開する手段が

ある。 

⑦当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に窒

素ガスパージの開始を依頼する。 
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⑧緊急時対策本部は，緊急時対策要員に窒素ガスパージの開始を

指示する。 

⑨緊急時対策要員は，可搬式窒素供給装置を起動した後，ＦＣＶ

Ｓ窒素ガス補給元弁の開操作を実施し，窒素ガスの供給を開始

するとともに，緊急時対策本部に窒素ガスパージを開始したこ

とを報告する。 

⑩緊急時対策本部は，窒素ガスパージを開始したことを当直長に

報告する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名及び緊急時対策要員４名にて

作業を実施した場合，作業開始を判断してから耐圧強化ベントライン

停止後の窒素ガスパージ開始まで１時間 40 分以内で可能である。 

なお，炉心損傷がない状況下での格納容器ベントであることから，

本操作における作業エリアの被ばく線量率は低く，作業可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通

信連絡設備を整備する。 

車両の作業用照明，ヘッドライト及び懐中電灯を用いることで，暗

闇における作業性についても確保する。 

(添付資料 1.5.4－4(3)) 
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(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現

場操作） 

残留熱除去系の機能が喪失し，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が

喪失した場合，格納容器フィルタベント系により最終ヒートシンク（大気）

へ輸送する。 

また，格納容器ベント実施中において，残留熱除去系又は残留熱代替除

去系による原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，可燃性ガス濃度

制御系による原子炉格納容器内の水素・酸素濃度制御機能及び可搬式窒素

供給装置による原子炉格納容器負圧破損防止機能が使用可能な場合，並び

に原子炉格納容器内の圧力 427kPa [gage]（１Pd）未満，原子炉格納容器内

の温度 171℃未満及び原子炉格納容器内の水素及び酸素濃度が可燃限界未

満であることを確認した場合は，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮＧ

Ｃ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁を全閉し，格納容器ベントを停止すること

を基本として，その他の要因を考慮した上で総合的に判断し，適切に対応

する。なお，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁又はＮＧＣ非常用ガス処理

入口隔離弁バイパス弁については，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮ

ＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁を全閉後，原子炉格納容器内の除熱機能

が更に１系統回復する等，より安定的な状態になった場合に全閉する。 

全交流動力電源喪失時は，現場手動にて系統構成を行う。 

 

(a) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

（現場操作） 

ⅰ 手順着手の判断基準 

炉心損傷※１前において，全交流動力電源喪失時に，早期の電源復旧

が見込めず，原子炉格納容器内の冷却を実施しても，原子炉格納容器

内の圧力を規定圧力（245kPa[gage]）以下に維持できない場合。 

※1：格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格納容器

内のガンマ線線量率が，設計基準事故相当のガンマ線線量率

の 10 倍を超えた場合，又は格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｃ

ＡＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で 300℃

以上を確認した場合。 

 

ⅱ 操作手順 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

の手順は以下のとおり。手順の対応フローを第 1.5－2 図に，概要図を

第 1.5－29 図に，タイムチャートを第 1.5－30 図及び第 1.5－31 図に

示す。 

［Ｗ／Ｗベントの場合(Ｄ／Ｗベントの場合，手順⑫以外は同様)］ 
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① 当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，格納容器フィルタベ

ント系によるＷ／Ｗ側からの格納容器ベント準備を開始するよ

う運転員に指示する(Ｗ／Ｗ側からの格納容器ベントができない

場合は，Ｄ／Ｗ側からの格納容器ベントの準備を開始するよう指

示する)。 

② 当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に格納

容器フィルタベント系による格納容器ベントの準備開始を報告

する。 

③ 中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による格納容

器ベントに必要な監視計器の電源が確保されていることを確認

する。 

④ 中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて第１ベントフィルタ

スクラバ容器水位指示値が通常水位範囲内であることを確認す

る。 

⑤ 中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント前の系統構成として，Ｓ

ＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁，ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁

後弁，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁，ＳＧＴ耐圧強化ベン

トライン止め弁後弁，ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁，ＮＧＣ常

用空調換気入口隔離弁後弁の全閉及びＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベン

トフィルタ入口弁の全開を確認する。 

⑥ 現場運転員Ｂ及びＣは，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁を遠隔

手動弁操作機構による操作で全開とする。ＮＧＣ非常用ガス処理

入口隔離弁の開操作ができない場合は，ＮＧＣ非常用ガス処理入

口隔離弁バイパス弁を遠隔手動弁操作機構にて全開とする。 

⑦ 中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による格納容

器ベント準備完了を当直副長に報告する。 

⑧ 当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納容器フィルタベン

ト系による格納容器ベント準備完了を緊急時対策本部に報告す

る。 

⑨ 当直副長は，原子炉格納容器内の圧力及び水位に関する情報収集

を適宜行い，当直長に報告する。また，当直長は，原子炉格納容

器内の圧力及び水位に関する情報を緊急時対策本部に報告する。 

⑩ 当直長は，当直副長からの依頼に基づき，格納容器フィルタベン

ト系による格納容器ベントの開始を緊急時対策本部に報告する。 

⑪ 当直副長は，以下のいずれかの条件に到達したことを確認し，運

転員に格納容器ベント開始を指示する。 

・外部水源を用いた原子炉格納容器スプレイを実施中に，サプレ

ッション・プール水位指示値が通常水位＋約 1.3m に到達した場

合 
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・原子炉格納容器内の圧力が 348kPa[gage]に到達した場合におい

て，外部水源を用いた原子炉格納容器スプレイが実施できない

場合。 

⑫ ａＷ／Ｗベントの場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁を遠隔

手動弁操作機構による操作で全開とし，格納容器フィルタベント

系による格納容器ベント操作を開始する。 

⑫ ｂＤ／Ｗベントの場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁を

遠隔手動弁操作機構による操作で全開とし，格納容器フィルタベ

ント系による格納容器ベント操作を開始する。 

⑬ 中央制御室運転員Ａは，格納容器フィルタベント系による格納容

器ベントが開始されたことを，原子炉格納容器内の圧力指示値の

低下，並びに第１ベントフィルタスクラバ容器圧力及びスクラバ

容器温度指示値の上昇により確認するとともに，第１ベントフィ

ルタ出口放射線モニタ（高レンジ・低レンジ）指示値の上昇によ

り確認し，当直副長に報告する。また，当直長は，当直副長から

の依頼に基づき，格納容器フィルタベント系による格納容器ベン

トが開始されたことを緊急時対策本部に報告する。 

⑭ 中央制御室運転員Ａは，重大事故操作盤にて第１ベントフィルタ

スクラバ容器水位指示値を確認し，水位調整が必要な場合は当直

副長に報告する。また，当直長は，当直副長からの依頼に基づき，

第１ベントフィルタスクラバ容器の水位調整を実施するよう緊

急時対策本部に依頼する。 

⑮ 当直副長は，格納容器ベント開始後，残留熱除去系又は残留熱代

替除去系による原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，原

子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視が可能で，かつ可

燃性ガス濃度制御系による原子炉格納容器内の水素・酸素濃度制

御機能及び可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器負圧破損

防止機能が使用可能な場合，並びに原子炉格納容器内の圧力

427kPa［gage］（1Pd）未満，原子炉格納容器内の温度 171℃未満

及び原子炉格納容器内の水素濃度が可燃限界未満であることを

確認することにより，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮＧ

Ｃ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁を全閉するよう運転員に指示す

る。 

⑯ 中央制御室運転員Ａは，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮ

ＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁の全閉操作を実施する。 

⑰ 当直副長は，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮＧＣ Ｎ２ド

ライウェル出口隔離弁を全閉後，原子炉格納容器内の除熱機能が
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更に１系統回復する等，より安定的な状態になった場合は，ＮＧ

Ｃ非常用ガス処理入口隔離弁又はＮＧＣ非常用ガス処理入口隔

離弁バイパス弁を全閉するよう運転員に指示する。 

⑱ 中央制御室運転員Ａは，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁又はＮ

ＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁の全閉操作を実施す

る。 

 

ⅲ 操作の成立性 

格納容器ベント準備開始を判断してから格納容器ベント準備完了ま

での必要な要員数及び想定時間は以下のとおり。 

・現場からのＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁操作の場合 

中央制御室運転員１名及び現場運転員２名にて作業を実施した場合，

１時間 20 分以内で可能である。 

格納容器ベント判断基準到達から格納容器ベント開始までの必要な

要員数及び想定時間は以下のとおり。 

・現場からのＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁操作の場合 

現場運転員２名にて作業を実施した場合，１時間 30 分以内で可能で

ある。 

・現場からのＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁操作の場合 

現場運転員２名にて作業を実施した場合，１時間 30 分以内で可能で

ある。 

【Ｗ／Ｗベントの場合】 

格納容器ベント移行条件到達後，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁

操作を現場にて実施した場合，１時間 20 分以内で可能である。また，

格納容器ベント基準到達後，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁操作を現

場にて実施した場合，１時間 30 分以内で可能である。（総要員数：中

央制御室運転員１名，現場運転員２名，総想定時間：２時間 50 分以内） 

 

【Ｄ／Ｗベントの場合】 

格納容器ベント移行条件到達後，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁

操作を現場にて実施した場合，１時間 20 分以内で可能である。また，

格納容器ベント基準到達後，ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁操作

を現場にて実施した場合，１時間 30 分以内で可能である。（総要員数：

中央制御室運転員１名，現場運転員２名，総想定時間：２時間 50 分以

内） 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通

信連絡設備を整備する。 

遠隔手動弁操作機構の操作については，操作に必要な工具はなく通

常の弁操作と同様であるため，容易に実施可能である。 
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また，作業エリアにはバッテリー内蔵型ＬＥＤ照明を配備しており，

建物内常用照明消灯時における作業性を確保しているが，ヘッドライ

ト及び懐中電灯をバックアップとして携行する。 

室温は通常運転時と同程度である。 

(添付資料 1.5.4－2(2)) 

 

(b) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整(水張り) 

第１ベントフィルタスクラバ容器の水位が通常水位を下回り下限水位

に到達する前に，第１ベントフィルタスクラバ容器補給水ラインから第

１ベントフィルタスクラバ容器へ水張りを実施する。 

なお，操作手順については，「1.5.2.1(2)a.(b)第１ベントフィルタス

クラバ容器水位調整（水張り）」の操作手順と同様である。 

 

(c) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整(水抜き) 

格納容器ベントにより原子炉格納容器内から排気されたガスが格納容

器フィルタベント系の配管内及び第１ベントフィルタスクラバ容器内で

凝縮し，その凝縮水が第１ベントフィルタスクラバ容器に溜まることで，

第１ベントフィルタスクラバ容器の水位が上限水位に到達すると判断し

た場合は，格納容器フィルタベント系機能維持のため第１ベントフィル

タスクラバ容器の排水を実施する。 

ドレン移送ポンプ及び電動弁の電源は，代替交流電源設備から受電可

能である。 

なお，操作手順については，「1.5.2.1(2)a.(c)第１ベントフィルタス

クラバ容器水位調整（水抜き）」の操作手順と同様である。 

 

(d) 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ 

格納容器ベント停止後において，スクラビング水に貯留された放射性

物質による水の放射線分解にて発生する水素ガス及び酸素ガスを排出す

る。また，第１ベントフィルタスクラバ容器上流側の残留蒸気凝縮によ

り第１ベントフィルタスクラバ容器上流側配管内が負圧となることによ

り，スクラビング水が上流側配管に吸い上げられることを防止するため，

格納容器フィルタベント系の窒素ガスによるパージを実施する。 

なお，操作手順については，「1.5.2.1(2)a.(d)格納容器フィルタベン

ト系停止後の窒素ガスパージ」の操作手順と同様である。 

 

(e) 第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）によりスクラビ

ング水に含まれる薬液が排水されることでスクラビング水のｐＨ値が規

定値よりも低くなることを防止するため薬液を補給する。 
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ドレン移送ポンプ及び電動弁の電源は，代替交流電源設備から受電可

能である。 

なお，操作手順については，「1.5.2.1(2)a.(e)第１ベントフィルタス

クラバ容器スクラビング水ｐＨ調整」の操作手順と同様である。 

 

ｂ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

中長期的に原子炉格納容器内の水蒸気凝縮による原子炉格納容器の負

圧破損を防止するとともに原子炉格納容器内の可燃性ガス濃度を低減す

るため，可搬式窒素供給装置により原子炉格納容器へ窒素ガスを供給す

る。 

なお，操作手順については，「1.5.2.1(2)ｂ．可搬式窒素供給装置に

よる原子炉格納容器への窒素ガス供給」の操作手順と同様である。 
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ｃ．耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操

作） 

残留熱除去系の機能が喪失し，最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能

が喪失した場合，耐圧強化ベントラインにより最終ヒートシンク（大気）

へ熱を輸送する。 

また，格納容器ベント実施中において，残留熱除去系又は残留熱代替

除去系による原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，可燃性ガス

濃度制御系による原子炉格納容器内の水素・酸素濃度制御機能及び可搬

式窒素供給装置による原子炉格納容器負圧破損防止機能が使用可能な場

合，並びに原子炉格納容器内の圧力 427kPa [gage]（１Pd）未満，原子炉

格納容器内の温度 171℃未満及び原子炉格納容器内の水素及び酸素濃度

が可燃限界未満であることを確認した場合は，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口

隔離弁又はＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁を全閉し，格納容器ベン

トを停止することを基本として，その他の要因を考慮した上で総合的に

判断し，適切に対応する。なお，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁又は

ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁については，ＮＧＣ Ｎ２ト

ーラス出口隔離弁又はＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁を全閉後，原

子炉格納容器内の除熱機能が更に１系統回復する等，より安定的な状態

になった場合に全閉する。 

全交流動力電源喪失時は，現場手動にて系統構成を行う。 

 

(a) 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場

操作） 

ⅰ 手順着手の判断基準 

炉心損傷※１前において，全交流動力電源喪失時に，早期の電源復旧が

見込めず，原子炉格納容器内の冷却を実施しても，原子炉格納容器内の

圧力を規定圧力（245kPa[gage]）以下に維持できない場合で，格納容器

フィルタベント系が機能喪失※２した場合。 

※1：格納容器雰囲気放射線モニタ（ＣＡＭＳ）で原子炉格納容器

内のガンマ線線量率が，設計基準事故相当のガンマ線線量率

の 10 倍を超えた場合，又は格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｃ

ＡＭＳ）が使用できない場合に原子炉圧力容器温度で 300℃

以上を確認した場合。 

※2：「格納容器フィルタベント系が機能喪失」とは，設備に故障

が発生した場合。 

 

ⅱ 操作手順 

耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱の手順

は以下のとおり。手順の対応フローを第 1.5－2 図に，概要図を第 1.5－
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32 図に，タイムチャートを第 1.5－33 図及び第 1.5－34 図に示す。 

［Ｗ／Ｗベントの場合(Ｄ／Ｗベントの場合，手順⑮以外は同様)］ 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，耐圧強化ベントラ

インによるＷ／Ｗ側からの格納容器ベント準備を開始するよう

運転員に指示する（Ｗ／Ｗ側からの格納容器ベントができない

場合は，Ｄ／Ｗ側からの格納容器ベントの準備を開始するよう

指示する）。 

②当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に耐

圧強化ベントラインによる除熱準備開始を報告する。 

③中央制御室運転員Ａは，耐圧強化ベントラインによる格納容器

ベントに必要な監視計器の電源が確保されていることを確認す

る。 

④中央制御室運転員Ａは，格納容器ベント前の系統構成として，

ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁，ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔

離弁後弁，ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁，ＮＧＣ常用空調換

気入口隔離弁後弁の全閉を確認する。 

⑤現場運転員Ｂ及びＣは，格納容器ベント前の系統構成として，

ＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフィルタ入口弁を遠隔手動操作機

構による操作で全閉とする。 

⑥現場運転員Ｄ及びＥは，格納容器ベント前の系統構成として，

Ａ－非常用ガス処理系出口弁及びＢ－非常用ガス処理系出口弁

の全閉操作及びＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁後弁の全開

操作を実施する。 

⑦現場運転員Ｂ及びＣは，格納容器ベント前の系統構成として，

ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作用電磁弁排気止め弁の

全閉操作及びＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作用バイパ

スライン空気供給弁の全開操作を実施し，ＳＧＴ耐圧強化ベン

トライン止め弁を全開する。また，直流電源が健全である場合

は，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作用空気供給弁を現

場で手動開し，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁を中央制御

室の操作にて全開する手段がある。 

⑧中央制御室運転員Ａは，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁の

全開確認を実施する。 

⑨現場運転員Ｂ及びＣは，格納容器ベント前の系統構成として，

ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁を遠隔手動弁操作機構による

操作で全開とする。ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁の開操作

ができない場合は，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス

弁を遠隔手動弁操作機構にて全開とする。 

⑩中央制御室運転員Ａは，耐圧強化ベントラインによる格納容器
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ベント準備完了を当直副長に報告する。 

⑪当直長は，当直副長からの依頼に基づき，耐圧強化ベントライ

ンによる格納容器ベント準備完了を緊急時対策本部に報告する。 

⑫当直副長は，原子炉格納容器内の圧力及び水位に関する情報収

集を適宜行い，当直長に報告する。また，当直長は，原子炉格

納容器内の圧力及び水位に関する情報を緊急時対策本部に報告

する。 

⑬当直長は，当直副長からの依頼に基づき，耐圧強化ベントライ

ンによる格納容器ベントの開始を緊急時対策本部に報告する。 

⑭当直副長は，以下のいずれかの条件に到達したことを確認し，

運転員に耐圧強化ベントラインによる格納容器ベント開始を指

示する。 

・外部水源を用いた原子炉格納容器スプレイを実施中に，サプ

レッション・プール水位指示値が通常水位＋約 1.3m に到達し

た場合 

・原子炉格納容器内の圧力が 348kPa[gage]に到達した場合にお

いて，外部水源を用いた原子炉格納容器スプレイが実施でき

ない場合。 

⑮ａＷ／Ｗベントの場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁を遠隔

手動弁操作機構による操作で全開とし，耐圧強化ベントライン

による格納容器ベント操作を開始する。 

⑮ｂＤ／Ｗベントの場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁を

遠隔手動弁操作機構による操作で全開とし，耐圧強化ベントラ

インによる格納容器ベント操作を開始する。 

⑯中央制御室運転員Ａは，耐圧強化ベントラインによる格納容器

ベントが開始されたことを，原子炉格納容器内の圧力指示値の

低下，並びに非常用ガス処理系モニタ（高レンジ・低レンジ）

指示値の上昇により確認し，当直副長に報告する。また，当直

長は，当直副長からの依頼に基づき，耐圧強化ベントラインに

よる格納容器ベントが開始されたことを緊急時対策本部に報告

する。 

⑰当直副長は，格納容器ベント開始後，残留熱除去系又は残留熱

代替除去系による原子炉格納容器内の除熱機能が１系統回復し，

原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度の監視が可能で，か

つ可燃性ガス濃度制御系による原子炉格納容器内の水素・酸素

濃度制御機能及び可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器負

圧破損防止機能が使用可能な場合，並びに原子炉格納容器内の
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圧力 427kPa［gage］（1Pd）未満，原子炉格納容器内の温度 171℃

未満及び原子炉格納容器内の水素濃度が可燃限界未満であるこ

とを確認することにより，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又は

ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁を全閉するよう運転員に

指示する。 

⑱中央制御室運転員Ａは，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮ

ＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁の全閉操作を実施する。 

⑲当直副長は，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁又はＮＧＣ Ｎ２

ドライウェル出口隔離弁を全閉後，原子炉格納容器内の除熱機

能が更に１系統回復する等，より安定的な状態になった場合は，

ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁又はＮＧＣ非常用ガス処理入

口隔離弁バイパス弁を全閉するよう運転員に指示する。 

⑳中央制御室運転員Ａは，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁又は

ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁の全閉操作を実施

する。 

 

ⅲ 操作の成立性 

格納容器ベント準備開始を判断してから格納容器ベント準備完了まで

の必要な要員数及び想定時間は以下のとおり。 

・現場からのＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフィルタ入口弁，ＳＧＴ耐

圧強化ベントライン止め弁後弁，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め

弁及びＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁操作の場合 

中央制御室運転員１名及び現場運転員４名にて作業を実施した場合，

２時間 30 分以内で可能である。 

格納容器ベント基準到達から格納容器ベント開始までの必要な要員及

び想定時間は以下のとおり。 

・現場からのＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁操作の場合 

現場運転員２名にて作業を実施した場合，１時間 30 分以内で可能で

ある。 

・現場からのＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁操作の場合 

現場運転員２名にて作業した場合，１時間 30 分以内で可能である。 

【Ｗ／Ｗベントの場合】 

格納容器ベント移行条件到達後，ＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフィル

タ入口弁，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁後弁，ＳＧＴ耐圧強化ベ

ントライン止め弁及びＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁操作を現場にて

実施した場合，２時間 30 分以内で可能である。また，格納容器ベント基

準到達後，ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁操作を現場にて実施した場合，

１時間 30 分以内で可能である。（総要員数：中央制御室運転員１名，現

場運転員４名，総想定時間：４時間以内） 
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【Ｄ／Ｗベントの場合】 

格納容器ベント移行条件到達後，ＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフィル

タ入口弁，ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁後弁，ＳＧＴ耐圧強化ベ

ントライン止め弁及びＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁操作を現場にて

実施した場合，２時間 30 分以内で可能である。また，格納容器ベント基

準到達後，ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁操作を現場にて実施した

場合，１時間 30 分以内で可能である。（総要員数：中央制御室運転員１

名，現場運転員４名，総想定時間：４時間以内） 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通信

連絡設備を整備する。 

遠隔手動弁操作機構の操作については，操作に必要な工具はなく通常

の弁操作と同様であるため，容易に実施可能である。 

また，作業エリアにはバッテリー内蔵型ＬＥＤ照明を配備しており，

建物内常用照明消灯時における作業性を確保しているが，ヘッドライト

及び懐中電灯をバックアップとして携行する。 

室温は通常運転時と同程度である。 

(添付資料 1.5.4－4(2)) 

 

(b) 耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガスパージ 

格納容器ベント停止後において，耐圧強化ベントラインに水素ガスが

滞留しないよう，耐圧強化ベントラインの窒素ガスによるパージを実施

する。 

なお，操作手順については，「1.5.2.1(2)c.(b)耐圧強化ベントライン

停止後の窒素ガスパージ」の操作手順と同様である。 

 

(4) 重大事故等発生時の対応手段の選択 

重大事故等が発生した場合の対応手段の選択方法は以下のとおり。対応手

段の選択フローチャートを第 1.5－41 図に示す。 

残留熱除去系の機能喪失時において，原子炉補機代替冷却系の設置が完了

し，残留熱代替除去系が起動できる場合は，残留熱代替除去系による原子炉

格納容器への注水及び原子炉格納容器内へのスプレイを実施する。 

残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系による補機冷却水

確保を実施する際の接続口の選択は，緊急時対策要員による操作対象弁が少

ないものを優先して使用する。優先順位は以下のとおり。 

優先①：原子炉建物南側接続口を使用した補機冷却水確保（操作対象弁２

弁） 

優先②：原子炉建物西側接続口を使用した補機冷却水確保（操作対象弁４

弁） 
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残留熱代替除去系による原子炉格納容器の除熱が出来ない場合は，格納容

器フィルタベント系による原子炉格納容器内の除熱を実施する。格納容器フ

ィルタベント系が機能喪失した場合は耐圧強化ベントラインによる原子炉格

納容器内の除熱を実施する。 

格納容器フィルタベント系及び耐圧強化ベントラインによる格納容器ベン

トは，弁の駆動電源及び空気源がない場合，現場での手動操作を行う。 

なお，格納容器フィルタベント系又は耐圧強化ベントラインを用いて，格

納容器ベントを実施する際には，スクラビングによる放射性物質の排出抑制

を期待できるＷ／Ｗを経由する経路を第一優先とする。Ｗ／Ｗベントライン

が水没等の理由で使用できない場合は，Ｄ／Ｗを経由して第１ベントフィル

タスクラバ容器を通る経路を第二優先とする。 
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1.5.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送 

ａ．原子炉補機代替冷却系による除熱 

原子炉補機冷却系の機能が喪失した場合，残留熱除去系を使用した発電

用原子炉からの除熱，原子炉格納容器内の除熱及び燃料プールの除熱がで

きなくなるため，原子炉補機代替冷却系を用いた除熱のため，原子炉補機

冷却系の系統構成を行い，原子炉補機代替冷却系により補機冷却水を供給

する。 

常設代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機により残留熱

除去系の電源が確保されている場合に，冷却水通水確認後，残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード），残留熱除去系（サプレッション・プール水

冷却モード）及び残留熱除去系（格納容器冷却モード）を起動し，最終ヒ

ートシンク（海）へ熱を輸送する。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

原子炉補機冷却系の故障又は全交流動力電源の喪失により原子炉補機

冷却系を使用できない場合。ただし，原子炉注水手段がない場合は，原

子炉注水準備を優先する※。 

※:常設設備による注水手段がない場合，又は低圧原子炉代替注水

系（常設）による原子炉注水を実施している場合は大量送水車

による注水又は補給準備を実施。 

 

(b) 操作手順 

原子炉補機代替冷却系による除熱手順の概要は以下のとおり。手順の

対応フローを第 1.5－6 図に，概要図を第 1.5－35 図に，タイムチャート

を第 1.5－36 図に示す。 

（ⅰ）原子炉建物西側接続口または原子炉建物南側接続口を使用した補

機冷却水確保の場合 

ア．運転員操作 

（本手順はＢ系使用の場合であり，Ａ系使用時についても同様である。） 

① 当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に原子炉補機

代替冷却系による除熱の準備開始を指示する。 

② 当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に原子

炉補機代替冷却系による除熱の準備のため，移動式代替熱交換設

備及び大型送水ポンプ車の配備及びホースの接続を依頼する。 

③a非常用コントロールセンタ切替盤が使用可能な場合 

中央制御室運転員Ａは，非常用コントロールセンタ切替盤にて，

原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保に必要なＢ-ＲＨＲ

熱交冷却水出口弁の電源切り替え操作を実施する。 
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③b非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，ＳＡ電源切替盤にて，原子炉補機代替冷

却系による補機冷却水確保に必要なＢ－ＲＨＲ熱交冷却水出口弁

の電源切り替え操作を実施する。 

④中央制御室運転員Ａは，原子炉補機代替冷却系による除熱に必要

な電動弁及び監視計器の電源が確保されていることを状態表示に

て確認する。 

⑤現場運転員Ｂ及びＣは，原子炉補機代替冷却系による除熱の非管

理区域側系統構成を実施し，当直副長に報告する。(第 1.5－35 図

参照) 

⑥現場運転員Ｄ及びＥは，原子炉補機代替冷却系による除熱の管理

区域側系統構成を実施し，当直副長に報告する。(第 1.5－35 図参

照) 

⑦緊急時対策要員は，原子炉補機代替冷却系による除熱のための移

動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車の配備及びホースの接

続完了について緊急時対策本部に報告する。また，緊急時対策本

部は当直長に報告する。 

⑧当直長は，当直副長からの依頼に基づき，原子炉補機代替冷却系

による補機冷却水供給開始を緊急時対策本部に依頼する。 

⑨緊急時対策要員は，移動式代替熱交換設備内の淡水ポンプを起動

し，原子炉補機代替冷却系による補機冷却水供給開始について緊

急時対策本部に報告する。また，緊急時対策本部は当直長に報告

する。 

⑩当直副長は，運転員に原子炉代替補機冷却系による補機冷却水供

給開始を指示する。 

⑪中央制御室運転員Ａは，Ｂ－ＲＨＲ熱交冷却水出口弁を流量調整

のため開度を調整し，当直副長に報告する。(第 1.5－35 図参照) 

 

イ．緊急時対策要員操作 

① 緊急時対策要員は，緊急時対策本部から第１保管エリア又は第４

保管エリアへ移動する。 

② 緊急時対策要員は，移動式代替熱交換設備，大型送水ポンプ車等

の健全性確認を行う。 

③ 緊急時対策要員は，移動式代替熱交換設備，大型送水ポンプ車等

を第１保管エリア又は第４保管エリアから取水槽及び原子炉建

物近傍屋外に移動させる。 

④ 緊急時対策要員は，可搬型のホースの敷設及び接続を行う。 

⑤ 緊急時対策要員は，電源ケーブルの敷設及び接続を行う。 

⑥ 緊急時対策要員は，移動式代替熱交換設備の淡水側の水張りに向
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け系統構成のための弁の開閉操作を行う。 

⑦ 緊急時対策要員は，中央制御室運転員Ａと連絡を密にし，移動式

代替熱交換設備の淡水側の水張りのためＡＨＥＦ Ｂ－供給配

管止め弁の開操作を行う。 

⑧ 緊急時対策要員は，移動式代替熱交換設備の淡水側の水張り範囲

内におけるベント弁の開操作及びＡＨＥＦ Ｂ－戻り配管止め

弁の開操作を行い，配管内の空気抜きを実施する。 

⑨ 緊急時対策要員は，淡水側の水張り範囲内において漏えいのない

ことを確認する。 

⑩ 緊急時対策要員は，ガスタービン発電機の起動により移動式代替

熱交換設備への受電を確認する。 

⑪ 緊急時対策要員は，移動式代替熱交換設備の海水側の水張りに向

け系統構成のための弁の開閉操作を行う。 

⑫ 緊急時対策要員は，移動式代替熱交換設備の海水側の水張りのた

め大型送水ポンプ車を起動させる。 

⑬ 緊急時対策要員は，海水側の水張り範囲内におけるベント弁の開

操作を行い，配管内の空気抜きを実施する。 

⑭ 緊急時対策要員は，海水側の水張り範囲内において漏えいのない

ことを確認する。 

⑮ 緊急時対策要員は，緊急時対策本部及び当直長に移動式代替熱交

換設備による除熱の準備が完了したことを報告する。 

⑯ 緊急時対策要員は，中央制御室運転員Ａと連絡を密にし，移動式

代替熱交換設備内の淡水ポンプを起動し，補機冷却水の供給を行

う。 

⑰ 緊急時対策要員は，熱交換器ユニット流量調整弁の開操作を行い，

淡水ポンプ出口圧力指示計が規定圧力となるよう開度を調整す

る。 

⑱ 緊急時対策要員は，移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車

の運転状態を継続して監視する。 

 

（ⅱ）原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確保の場合（故意によ

る大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場合） 

ア．運転員操作 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に原子炉補機

代替冷却系による補機冷却水確保の準備開始を指示する。 

②当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に原子

炉補機代替冷却系による補機冷却水確保の準備のため，大型送水

ポンプ車の配備及びホースの接続を依頼する。 

③ａ非常用コントロールセンタ切替盤が使用可能な場合 
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中央制御室運転員Ａは，非常用コントロールセンタ切替盤にて，

原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保に必要なＢ－ＲＨＲ

熱交冷却水出口弁の電源切り替え操作を実施する。 

③b非常用コントロールセンタ切替盤が使用不可な場合 

現場運転員Ｂ及びＣは，ＳＡ電源切替盤にて，原子炉補機代替冷

却系による補機冷却水確保に必要なＢ－ＲＨＲ熱交冷却水出口弁

の電源切り替え操作を実施する。 

④中央制御室運転員Ａは，原子炉補機代替冷却系による補機冷却水

確保に必要な電動弁の電源が確保されたこと及び監視計器の電源

が確保されていることを状態表示にて確認する。 

⑤現場運転員Ｂ及びＣは，原子炉補機代替冷却系による補機冷却水

確保の非管理区域側系統構成を実施し，当直副長に報告する。（第

1.5－9 図参照） 

⑥現場運転員Ｄ及びＥは，原子炉補機代替冷却系による補機冷却水

確保の管理区域側系統構成を実施し，当直副長に報告する。（第

1.5－9 図参照） 

⑦緊急時対策要員は，原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保

のための大型送水ポンプ車の配備及びホースの接続完了について

緊急時対策本部に報告する。また，緊急時対策本部は当直長に報

告する。 

⑧当直長は，当直副長からの依頼に基づき，原子炉補機代替冷却系

による補機冷却水供給開始を緊急時対策本部に依頼する。 

⑨緊急時対策要員は，大型送水ポンプ車を起動し，原子炉補機代替

冷却系による補機冷却水供給開始について緊急時対策本部に報告

する。また，緊急時対策本部は当直長に報告する。 

⑩当直副長は，運転員に原子炉代替補機冷却系による補機冷却水供

給開始を指示する。 

⑪中央制御室運転員Ａは，Ｂ－ＲＨＲ熱交冷却水出口弁を流量調整

のため開度を調整し，当直副長に報告する。(第 1.5－9 図参照) 

 

イ．緊急時対策要員操作 

①緊急時対策要員は，緊急時対策本部から第１保管エリア又は第４

保管エリアへ移動する。 

②緊急時対策要員は，大型送水ポンプ車等の健全性確認を行う。 

③緊急時対策要員は，大型送水ポンプ車を第１保管エリア又は第４

保管エリアから取水槽近傍屋外に移動させる。 

④緊急時対策要員は，ホースの敷設及び接続を行う。 

⑤緊急時対策要員は，緊急時対策本部及び当直長に大型送水ポンプ

車による補機冷却水確保の準備が完了したことを報告する。 
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⑥緊急時対策要員は，中央制御室運転員Ａと連絡を密にし，ＲＣＷ 

Ｂ－ＡＨＥＦ西側供給配管止め弁，ＲＣＷ Ｂ－ＡＨＥＦ西側戻

り配管止め弁，ＡＨＥＦ Ｂ－西側供給配管止め弁及びＡＨＥＦ 

Ｂ－西側戻り配管止め弁の全開並びに大型送水ポンプ車を起動し，

補機冷却水の供給を行う。 

⑦緊急時対策要員は，大型送水ポンプ車の吐出圧力にて必要流量が

確保されていることを確認する。 

⑧緊急時対策要員は，ホース等の海水通水範囲について漏えいの無

いことを確認する。 

⑨緊急時対策要員は，大型送水ポンプ車の運転状態を継続して監視

する。 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，作業開始を判断してから残留熱代替除去系使用時にお

ける原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保までの必要な要員数及

び想定時間は以下のとおり。 

・原子炉建物南側接続口または原子炉建物西側接続口を使用した補機

冷却水確保の場合，中央制御室運転員１名，現場運転員４名及び緊

急時対策要員15名にて作業を実施した場合，作業開始を判断してか

ら運転員操作の系統構成完了まで１時間40分以内，緊急時対策要員

操作の補機冷却水供給開始まで７時間20分以内で可能である。 

・原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確保の場合（故意による

大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場合），中

央制御室運転員１名，現場運転員４名及び緊急時対策要員６名にて

作業を実施した場合，運転員操作の系統構成完了まで１時間40分以

内，緊急時対策要員操作の補機冷却水供給開始まで７時間以内で可

能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通信

連絡設備を整備する。  

大型送水ポンプ車からのホース接続は，速やかに作業ができるように 

大型送水ポンプ車の保管場所に使用工具及びホースを配備する。  

車両の作業用照明，ヘッドライト及び懐中電灯を用いることで，暗闇

における作業性についても確保する。 

室温は通常運転時と同程度である。 

（添付資料 1.5.4－5(1)，1.5.4－5(2)） 
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ｂ．大型送水ポンプ車による除熱 

原子炉補機冷却系の機能が喪失した場合，残留熱除去系を使用した除熱

戦略ができなくなるため，原子炉補機代替冷却系により補機冷却水を確保

するが，移動式代替熱交換設備が機能喪失した場合は，原子炉補機冷却系

の系統構成を行い，大型送水ポンプ車により，原子炉補機冷却系に海水を

注入することで補機冷却水を供給する。 

常設代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機により残留熱

除去系の電源が確保されている場合に，冷却水通水確認後，目的に応じた

運転モードで残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード），残留熱除去系（サ

プレッション・プール水冷却モード）及び残留熱除去系（格納容器冷却モ

ード）を起動し，最終ヒートシンク（海）へ熱を輸送する。 

 

(a) 手順着手の判断基準 

原子炉補機冷却系機能喪失又は全交流動力電源喪失により原子炉補機

冷却系が機能喪失した場合で，移動式代替熱交換設備が故障等により使

用できない場合。 

 

(b) 操作手順 

原子炉補機代替冷却系として使用する大型送水ポンプ車による除熱手

順の概要は以下のとおり（原子炉建物南側接続口を使用した原子炉補機

代替冷却系Ｂ系への冷却水送水手順を示す。原子炉建物西側接続口を使

用した原子炉補機代替冷却系Ａ系への冷却水送水手順も同様）。手順の

対応フローを第1.5－6図に，概要図を第1.5－37図に，タイムチャートを

第1.5－38図に示す。 

 

ⅰ 運転員操作 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に大型送水ポン

プ車による除熱の準備開始を指示する。 

②当直長は，当直副長からの依頼に基づき，緊急時対策本部に大型送

水ポンプ車による除熱の準備として，大型送水ポンプ車の配備，ホ

ースの接続を依頼する。 

③中央制御室運転員Ａは，大型送水ポンプ車による除熱に必要な電動

弁及び監視計器の電源が確保されていることを状態表示にて確認す

る。 

④現場運転員Ｂ及びＣは，大型送水ポンプ車による除熱の非管理区域

側系統構成を実施し，当直副長に報告する。(第1.5－37図参照) 

⑤現場運転員Ｄ及びＥは，大型送水ポンプ車による除熱の管理区域側

系統構成を実施し，当直副長に報告する。(第1.5－37図参照) 

⑥緊急時対策要員は，大型送水ポンプ車による除熱のための海水ポン

1.5-56

1.5-56



プの配備及びホースの接続完了について緊急時対策本部に報告する。

また，緊急時対策本部は当直長に報告する。 

⑦当直長は，当直副長からの依頼に基づき，大型送水ポンプ車による

除熱開始を緊急時対策本部に依頼する。 

⑧緊急時対策要員は，大型送水ポンプ車による除熱開始について緊急

時対策本部に報告する。また，緊急時対策本部は当直長に報告する。 

⑨当直副長は，運転員に大型送水ポンプ車による除熱開始を指示する。 

⑩中央制御室運転員Ａは，Ｂ－ＲＨＲ熱交冷却水出口弁を流量調整の

ため開度を調整し，当直副長に報告する。(第1.5－37図参照) 

 

ⅱ 緊急時対策要員操作 

①緊急時対策要員は，緊急時対策本部から第１保管エリア又は第４保

管エリアへ移動する。 

②緊急時対策要員は，大型送水ポンプ車等の健全性確認を行う。 

③緊急時対策要員は，大型送水ポンプ車を第１保管エリア又は第４保

管エリアから取水槽近傍屋外に移動させる。 

④緊急時対策要員は，ホースの敷設及び接続を行う。 

⑤緊急時対策要員は，緊急時対策本部及び当直長に大型送水ポンプ車

による除熱の準備が完了したことを報告する。 

⑥緊急時対策要員は，中央制御室運転員Ａと連絡を密にし，ＡＨＥＦ 

Ｂ－供給配管止め弁及びＡＨＥＦ Ｂ－戻り配管止め弁の全開並び

に大型送水ポンプ車を起動し，補機冷却水の供給を行う。 

⑦緊急時対策要員は，大型送水ポンプ車の吐出圧力にて必要流量が確

保されていることを確認する。 

⑧緊急時対策要員は，ホース等の海水通水範囲について漏えいの無い

ことを確認する。 

⑨緊急時対策要員は，大型送水ポンプ車の運転状態を継続して監視す

る。 

 

(c) 操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名，現場運転員４名及び緊急時対

策要員６名にて作業を実施した場合，作業開始を判断してから運転員に

よる系統構成完了まで１時間30分以内，緊急時対策要員による大型送水

ポンプ車を使用した補機冷却水供給開始まで７時間以内で可能である。 

円滑に作業できるように，移動経路を確保し，防護具，照明及び通信

連絡設備を整備する。  

大型送水ポンプ車からのホース接続は，速やかに作業ができるように

大型送水ポンプ車の保管場所に使用工具及びホースを配備する。  

車両の作業用照明，ヘッドライト及び懐中電灯を用いることで，暗闇
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における作業性についても確保する。 

室温は通常運転時と同程度である。 

(添付資料1.5.4－6(1)，1.5.4－6(2)) 

 

(2) 重大事故等時の対応手段の選択 

重大事故等時の対応手順の選択方法は以下のとおり。対応手段の選択フロ

ーチャートを第 1.5－41 図に示す。 

原子炉補機冷却系が機能喪失した場合は，原子炉補機代替冷却系により海

へ熱を輸送する手段を確保し，残留熱除去系を使用して原子炉圧力容器内及

び原子炉格納容器内の除熱を行う。 

原子炉補機代替冷却系が故障等により熱を輸送できない場合は，大型送水

ポンプ車により原子炉補機冷却系へ直接海水を送水し，残留熱除去系を使用

して原子炉圧力容器内及び原子炉格納容器内の除熱を行う。 
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1.5.2.3 重大事故等対処設備（設計基準拡張）による対応手順 

(1) 原子炉補機冷却系による除熱 

原子炉補機冷却系が健全な場合は，自動起動信号による作動，又は中央制

御室からの手動操作により原子炉補機冷却系を起動し，原子炉補機冷却系に

よる除熱を行う。 

ａ．手順着手の判断基準 

残留熱除去系を使用した原子炉圧力容器内及び原子炉格納容器内の除

熱が必要な場合。 

 

ｂ．操作手順 

原子炉補機冷却系Ｂ系による除熱手順の概要は以下のとおり（原子炉

補機冷却系Ａ系による除熱手順も同様。）。概要図を第1.5－39図に，タ

イムチャートを第1.5－40図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，中央制御室運転員に原

子炉補機冷却系による除熱開始を指示する。 

②中央制御室運転員Ａは，中央制御室からの手動起動操作，又は自動

起動信号（原子炉水位低）（レベル１）又はドライウェル圧力高）

により待機中の原子炉補機海水ポンプ及び原子炉補機冷却水ポンプ

の起動及び残留熱除去系熱交換器冷却水出口弁が開したことを確認

する。 

③中央制御室運転員Ａは，原子炉補機冷却系による除熱が開始された

ことを残留熱除去系熱交換器冷却水流量指示値の上昇により確認し

当直副長に報告する。 

 

ｃ．操作の成立性 

上記の操作は，中央制御室運転員１名にて作業を実施した場合，作業

開始を判断してから，原子炉補機冷却系による除熱開始まで３分以内で

可能である。 

(添付資料 1.5.4－7) 
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1.5.2.4 その他の手順項目にて考慮する手順 

残留熱除去系(原子炉停止時冷却モード)手順については，「1.4 原子炉冷却

材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備す

る。 

残留熱除去系(サプレッション・プール水冷却モード)及び残留熱除去系（格

納容器冷却モード）手順については，「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のため

の手順等」にて整備する。 

格納容器フィルタベント系及び残留熱代替除去系を用いた原子炉格納容器除

熱手順は，「1.7 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等」にて整

備する。 

可燃性ガス濃度制御系による原子炉格納容器内の水素濃度抑制手順について

は，「1.9 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等」に

て整備する。 

水源から接続口までの大量送水車による送水手順については，「1.13 重大

事故等の収束に必要となる水の供給手順等」にて整備する。 

非常用交流電源設備，常設代替交流電源設備として使用するガスタービン発

電機又は可搬型代替交流電源設備として使用する高圧発電機車による残留熱除

去ポンプ，電動弁，中央制御室監視計器類への電源供給手順並びに常設代替交

流電源設備として使用するガスタービン発電機，可搬型代替交流電源設備とし

て使用する高圧発電機車，非常用交流電源設備，可搬式窒素供給装置，大量送

水車及び大型送水ポンプ車への燃料補給手順については，「1.14 電源の確保

に関する手順等」にて整備する。 

操作の判断及び確認に係る計装設備に関する手順は「1.15 事故時の計装に

関する手順等」にて整備する。 
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第 1.5－1 表 機能喪失を想定する設計基準事故対処設備と整備する手順 

 

対応手段，対処設備，手順書一覧（１／６） 

（重大事故等対処設備（設計基準拡張）） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

－ 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
） 

に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
か
ら
の
除
熱 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）※3 

 重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書

（徴候ベース） 

「減圧冷却」等 

 

残
留
熱
除
去
系
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷
却
モ
ー
ド
） 

に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
除
熱 

残留熱除去系（サプレッション・プー

ル水冷却モード）※2 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）

※2 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書

（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（２／６） 

（重大事故等対処設備（設計基準拡張）） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

重
大
事
故
等
対
処
設
備
（
設
計
基
準
拡
張
） 

－ 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
に
よ
る
除
熱 

原子炉補機海水ポンプ 

原子炉補機冷却水ポンプ 

原子炉補機冷却系 配管・弁・海水ス

トレーナ 

原子炉補機冷却系 サージタンク 

原子炉補機冷却系熱交換器 

非常用交流電源設備 ※1 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

事故時操作要領書

（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」 

 

取水口 

取水管 

取水槽 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（３／６） 

（フロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード，サプレ

ッション・プール水冷却

モード及び格納容器冷却

モード） 

残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱 

残留熱代替除去ポンプ 

残留熱除去系熱交換器 

原子炉補機代替冷却系 

サプレッション・チェンバ 

残留熱代替除去系 配管・弁 

残留熱除去系配管・弁・ストレーナ 

低圧原子炉代替注水系配管・弁 

格納容器スプレイ・ヘッダ 

ホース・接続口 

原子炉圧力容器 

原子炉格納容器 

常設代替交流電源設備 ※１ 

代替所内電気設備 ※１ 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書（徴候

ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＲＨＡＲによる格納容

器除熱」 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。 
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対応手段，対処設備，手順書一覧（４／６） 

（フロントライン系故障時）

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード，サプレッショ

ン・プール水冷却モード及び

格納容器冷却モード） 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱

格納容器フィルタベント系 

重
大
事
故
等
対
処
設
備

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「FCVS による格納容器ベン

ト」

「格納容器フィルタベント

系停止後の窒素ガスパージ」 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使

用した格納容器フィルタベ

ント系の窒素ガス置換」

スクラバ容器補給設備

自
主
対
策
設
備

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「第１ベントフィルタスク

ラバ容器水位調整」

原子力災害対策手順書 

「第１ベントフィルタスク

ラバ容器への水補給」

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
へ
の
窒
素
ガ
ス
供
給

可搬式窒素供給装置 

自
主
対
策
設
備

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使

用した格納容器の窒素ガス

置換」 

耐
圧
強
化
ベ
ン
ト
ラ
イ
ン
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱

遠隔手動弁操作機構 

ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁用空

気ボンベ 

ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作

設備配管・弁 

原子炉格納容器（サプレッション・チェン

バ，真空破壊装置を含む） 

窒素ガス制御系配管・弁 

非常用ガス処理系配管・弁 

排気筒 

常設代替交流電源設備 ※１ 

可搬型代替交流電源設備 ※１ 

代替所内電気設備 ※１ 

可搬式窒素供給装置 

ホース・接続口

自
主
対
策
設
備

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「耐圧強化ベントラインに

よる格納容器ベント」 

「耐圧強化ベント停止後の

窒素ガスパージ」 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を使

用した格納容器フィルタベ

ント系の窒素ガス置換」

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。

1.5-64

1.5-64



 

 

対応手段，対処設備，手順書一覧（５／６） 

（フロントライン系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時 

残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード，サプレ

ッション・プール水冷却

モード及び格納容器冷却

モード） 

全交流動力電源 

現
場
操
作 

遠隔手動弁操作機構 

 重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書（徴候

ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「FCVS（遠隔手動弁操作

機構）による格納容器ベ

ント」 

 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
へ
の
窒
素
ガ
ス
供
給 

可搬式窒素供給装置 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書（徴候

ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「可搬式窒素供給装置を

使用した格納容器フィル

タベント系の窒素ガス置

換」 

 

耐
圧
強
化
ベ
ン
ト
ラ
イ
ン
に
よ
る 

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱 

遠隔手動弁操作機構 

ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁

用空気ボンベ 

ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁

操作設備配管・弁 

原子炉格納容器（サプレッション・チ

ェンバ，真空破壊装置を含む） 

窒素ガス制御系配管・弁 

非常用ガス処理系配管・弁 

排気筒 

常設代替交流電源設備 ※１ 

可搬型代替交流電源設備 ※１ 

代替所内電気設備 ※１ 

可搬式窒素供給装置 

ホース・接続口 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書（徴候

ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「耐圧強化ベントライン

による格納容器ベント」 

「耐圧強化ベント停止後

の窒素ガスパージ」 

 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置を

使用した格納容器フィル

タベント系の窒素ガス置

換」 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。 

  

1.5-65

1.5-65



 

 

対応手段，対処設備，手順書一覧（６／６） 

（サポート系故障時） 

分類 
機能喪失を想定する 

設計基準事故対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時 

原子炉補機冷却系 

全交流動力電源 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
に
よ
る
除
熱 

移動式代替熱交換設備 

大型送水ポンプ車 

ホース・接続口 

原子炉補機冷却系 配管・弁・サージ

タンク 

原子炉補機代替冷却系 配管・弁 

残留熱除去系熱交換器 

取水口 

取水管 

取水槽 

常設代替交流電源設備※１ 

代替所内電気設備 

燃料補給設備※１ 

 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

事故時操作要領書（徴候

ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＡＨＥＦまたは大型送

水ポンプ車によるＲＣＷ

代替冷却」 

 

原子力災害対策手順書 

「移動式熱交換設備およ

び大型送水ポンプ車を使

用した最終ヒートシンク

確保(UHSS 編)」 

「大型送水ポンプ車を使

用した海水供給（ハイド

ロサブ編）」 

 

残留熱除去系（サプレッション・プー

ル水冷却モード）※２ 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）※２ 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）

※２ 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

（
設
計
基
準
拡
張
） 

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
に
よ
る
除
熱 

大型送水ポンプ車 

ホース・接続口 

原子炉補機冷却系 配管・弁 

原子炉補機代替冷却系 配管・弁 

残留熱除去系熱交換器 

残留熱除去系（サプレッション・プー

ル水冷却モード）※２ 

残留熱除去系（格納容器冷却モード）

※２ 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）※２ 

取水口 

取水管 

取水槽 

常設代替交流電源設備※１ 

可搬型代替交流電源設備※１ 

燃料補給設備※１ 

 

自
主
対
策
設
備 

事故時操作要領書（徴候

ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＡＨＥＦまたは大型送

水ポンプ車によるＲＣＷ

代替冷却」 

 

原子力災害対策手順書 

「大型送水ポンプ車を使

用した海水供給（ハイド

ロサブ編）」 

 

※１：手順は「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

※２：手順は「1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等」にて整備する。 

※３：手順は「1.4 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等」にて整備する。 

  

1.5-66

1.5-66



 

 

第 1.5－2 表 重大事故等対処に係る監視計器 

監視計器一覧（１／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 
必要となる監視項目 

監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 
(1) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送 

ａ．残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

事故時操作要領書（徴候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」等 
 
ＡＭ設備別操作要領書 
「ＲＨＡＲによる格納容器除熱」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内

の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ） 

原子炉圧力容器内

の温度 
原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内

の圧力 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内

の温度 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ）

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

最終ヒートシンク

の確保 
Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

電源 
緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

操
作 

原子炉圧力容器内

の水位 

原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内

の圧力 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力容器内

の圧力 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内

の温度 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

原子炉圧力容器へ

の注水量 
残留熱代替除去系原子炉注水流量 

最終ヒートシンク

の確保 

残留熱代替除去系格納容器スプレイ流

量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

補機監視機能 
残留熱代替除去系ポンプ出口圧力 

残留熱代替除去ポンプ出口流量 

水源の確保 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

 

  

1.5-67

1.5-67



 

 

 

監視計器一覧（２／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(a) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

事故時操作要領書（徴

候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「FCVS による格納容器

ベント」 

「格納容器フィルタベ

ント系停止後の窒素ガ

スパージ」 

 

原子力災害対策手順書 

「可搬式窒素供給装置

を使用した格納容器フ

ィルタベント系の窒素

ガス置換」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ） 

原子炉格納容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

操
作 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ） 

原子炉格納容器内の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 

Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 

Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

最終ヒートシンクの確保 

スクラバ容器水位 

スクラバ容器圧力 

スクラバ容器温度 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 

 

1.5-68

1.5-68



 

 

監視計器一覧（３／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 
必要となる監視項目 

監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 
(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 
(b) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り） 

事故時操作要領書（徴候ベース） 
「ＰＣＶ圧力制御」 
 
ＡＭ設備別操作要領書 
「第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整」 
 
原子力災害対策手順 
「第１ベントフィルタスクラバ容器への水補給」 

判
断
基
準 

補機監視機能 スクラバ容器水位 

操
作 

補機監視機能 スクラバ容器水位 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 
(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 
(c) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き） 

事故時操作要領書（徴候ベース） 
「ＰＣＶ圧力制御」 
 
ＡＭ設備別操作要領書 
「第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整」 

判
断
基
準 

補機監視機能 スクラバ容器水位 

操
作 

補機監視機能 スクラバ容器水位 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 
(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 
(d) 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ 

事故時操作要領書（徴候ベース） 
「ＰＣＶ圧力制御」 
 
ＡＭ設備別操作要領書 
「格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパ
ージ」 
 
原子力災害対策手順 
「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器フィル
タベント系の窒素ガス置換」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内
の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ） 
Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（サプレッション・チェンバ） 

原子炉圧力容器内
の温度 

原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の圧力 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 
サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

操
作 

補機監視機能 
第１ベントフィルタ出口水素濃度 
スクラバ容器圧力 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 
(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 
(e) 第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整 

事故時操作要領書（徴候ベース） 
「ＰＣＶ圧力制御」 
 
ＡＭ設備別操作要領書 
「第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整」 
 
原子力災害対策手順 
「第１ベントフィルタスクラバ容器への水補給」 

判
断
基
準 

－ － 

操
作 

補機監視機能 
スクラバ水ｐＨ 
スクラバ容器水位 

  

1.5-69

1.5-69



 

 

 

監視計器一覧（４／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 
必要となる監視項目 

監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 
(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場合） 

ｂ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

事故時操作要領書（徴候ベース） 
「ＰＣＶ圧力制御」 
 

原子力災害対策手順書 
「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器の窒素
ガス置換」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内
の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（ドライウェル） 
Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（ドライウェル） 
Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（サプレッション・チェンバ） 
Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（サプレッション・チェンバ） 

原子炉圧力容器内
の温度 

原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の圧力 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 
サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

操
作 

原子炉格納容器内
の圧力 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 
サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の温度 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 
Ｂ－格納容器水素濃度 
格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 
Ｂ－格納容器酸素濃度 
格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

 

  

1.5-70

1.5-70



監視計器一覧（５／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 
必要となる監視項目 

監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 
(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場合）

ｃ．耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱
(a) 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱

事故時操作要領書（徴候ベース） 
「ＰＣＶ圧力制御」 

ＡＭ設備別操作要領書 
「耐圧強化ベントラインによる格納容器ベント」 

判
断
基
準

原子炉格納容器内
の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（ドライウェル） 
Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（ドライウェル） 
Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（サプレッション・チェンバ）
Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ
（サプレッション・チェンバ）

原子炉圧力容器内
の温度 

原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の圧力 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 
サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の水位 

サプレッション・プール水位（ＳＡ）

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 
Ｄ－メタクラ母線電圧 
Ｃ－ロードセンタ母線電圧 
Ｄ－ロードセンタ母線電圧 
緊急用メタクラ電圧 
ＳＡロードセンタ母線電圧 

操
作

原子炉格納容器内
の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（ドライウェル） 
Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（ドライウェル） 
Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（サプレッション・チェンバ）
Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ
（サプレッション・チェンバ）

原子炉格納容器内
の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 
Ｂ－格納容器水素濃度 
格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 
Ｂ－格納容器酸素濃度 
格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の水位 

サプレッション・プール水位（ＳＡ）

原子炉格納容器内
の圧力 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 
サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の温度 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 
サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 
ドライウェル温度（ＳＡ）

最終ヒートシンク
の確保 

非常用ガス処理系排ガス・モニタ 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 
(2) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（交流動力電源が健全である場合）

ｃ．耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱
(b) 耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガスパージ

事故時操作要領書（徴候ベース） 
「ＰＣＶ圧力制御」 

ＡＭ設備別操作要領書 
「耐圧強化ベント停止後の窒素ガスパージ」 

原子力災害対策手順 
「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器フィル
タベント系の窒素ガス置換」

判
断
基
準

原子炉格納容器内
の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ）
Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ
（サプレッション・チェンバ）

原子炉圧力容器内
の温度 

原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の圧力 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 
サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

1.5-71

1.5-71



 

 

監視計器一覧（６／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 

(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 

(a) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 

事故時操作要領書（徴

候ベース） 

「ＰＣＶ圧力制御」 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「FCVS（遠隔手動弁操

作機構）による格納容

器ベント」 

 
判
断
基
準 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ） 

原子炉圧力容器内の温度 原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

操
作 

原子炉格納容器内の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ） 

原子炉格納容器内の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 

Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 

Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の水位 サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の温度 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

最終ヒートシンクの確保 

スクラバ容器水位 

スクラバ容器圧力 

スクラバ容器温度 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 

  

1.5-72

1.5-72



 

 

 

監視計器一覧（７／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 
必要となる監視項目 

監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 
(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 
(b) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整(水張り) 

事故時操作要領書（徴候ベース） 
「ＰＣＶ圧力制御」 
 
ＡＭ設備別操作要領書 
「第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整」 
 
原子力災害対策手順 
「第１ベントフィルタスクラバ容器への水補給」 

判
断
基
準 

補機監視機能 スクラバ容器水位 

操
作 

補機監視機能 スクラバ容器水位 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 
(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 
(c) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整(水抜き) 

事故時操作要領書（徴候ベース） 
「ＰＣＶ圧力制御」 
 
ＡＭ設備別操作要領書 
「第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整」 

判
断
基
準 

補機監視機能 スクラバ容器水位 

操
作 

補機監視機能 スクラバ容器水位 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 
(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 
(d) 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ 

事故時操作要領書（徴候ベース） 
「ＰＣＶ圧力制御」 
 
ＡＭ設備別操作要領書 
「格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパ
ージ」 
 
原子力災害対策手順 
「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器フィル
タベント系の窒素ガス置換」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の
放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ） 
Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（サプレッション・チェンバ） 

原子炉圧力容器内の
温度 

原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の
圧力 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 
サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

操
作 

補機監視機能 
第１ベントフィルタ出口水素濃度 
スクラバ容器圧力 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 
(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合） 

ａ．格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 
(e) 第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整 

事故時操作要領書（徴候ベース） 
「ＰＣＶ圧力制御」 
 
ＡＭ設備別操作要領書 
「第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整」 
 
原子力災害対策手順 
「第１ベントフィルタスクラバ容器への水補給」 

判
断
基
準 

－ － 

操
作 

補機監視機能 
スクラバ水ｐＨ 
スクラバ容器水位 

 

  

1.5-73

1.5-73



 

 

 

監視計器一覧（８／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 
必要となる監視項目 

監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 
(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合） 

ｂ．可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

事故時操作要領書（徴候ベース） 
「ＰＣＶ圧力制御」 
 

原子力災害対策手順書 
「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器の窒素
ガス置換」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内
の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（ドライウェル） 
Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（ドライウェル） 
Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（サプレッション・チェンバ） 
Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（サプレッション・チェンバ） 

原子炉圧力容器内
の温度 

原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の圧力 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 
サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

操
作 

原子炉格納容器内
の圧力 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 
サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の温度 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 
Ｂ－格納容器水素濃度 
格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 
Ｂ－格納容器酸素濃度 
格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

 

  

1.5-74

1.5-74



 

 

監視計器一覧（９／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 
必要となる監視項目 

監視パラメータ（計器） 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 
(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合） 

ｃ．耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 
(a)  耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 

事故時操作要領書（徴候ベース） 
「ＰＣＶ圧力制御」 
 
ＡＭ設備別操作要領書 
「耐圧強化ベントラインによる格納容器ベント」 
 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内
の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（ドライウェル） 
Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（ドライウェル） 
Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（サプレッション・チェンバ） 
Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（サプレッション・チェンバ） 

原子炉圧力容器内
の温度 

原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の圧力 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 
サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の水位 

サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 
Ｄ－メタクラ母線電圧 
Ｃ－ロードセンタ母線電圧 
Ｄ－ロードセンタ母線電圧 
緊急用メタクラ電圧 
ＳＡロードセンタ母線電圧 

操
作 

原子炉格納容器内
の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（ドライウェル） 
Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（ドライウェル） 
Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（サプレッション・チェンバ） 
Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（サプレッション・チェンバ） 

原子炉格納容器内
の水素濃度 

Ａ－格納容器水素濃度 
Ｂ－格納容器水素濃度 
格納容器水素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の酸素濃度 

Ａ－格納容器酸素濃度 
Ｂ－格納容器酸素濃度 
格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の水位 

サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の圧力 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 
サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の温度 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 
サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 
ドライウェル温度（ＳＡ） 

最終ヒートシンク
の確保 

非常用ガス処理系排ガス・モニタ 

1.5.2.1 フロントライン系故障時の対応手順 
(3) 最終ヒートシンク（大気）への代替熱輸送（全交流動力電源喪失時の場合） 

ｃ．耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 
(b) 耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガスパージ 

事故時操作要領書（徴候ベース） 
「ＰＣＶ圧力制御」 
 
ＡＭ設備別操作要領書 
「耐圧強化ベント停止後の窒素ガスパージ」 
 
原子力災害対策手順 
「可搬式窒素供給装置を使用した格納容器フィル
タベント系の窒素ガス置換」 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内
の放射線量率 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ） 
Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ 
（サプレッション・チェンバ） 

原子炉圧力容器内
の温度 

原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内
の圧力 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 
サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

  

1.5-75

1.5-75



 

 

 

監視計器一覧（１０／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.5.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送 

ａ．原子炉補機代替冷却系による除熱 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＡＨＥＦまたは大型送水

ポンプ車によるＲＣＷ代替

冷却」 

 

原子力災害対策手順書 

「移動式熱交換器車および

大型送水ポンプ車を使用し

た最終ヒートシンク確保

（UHSS 編）」 

「大型送水ポンプ車を使用

した海水供給（ハイドロサブ

編）」 

 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の温度 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

水源の確保 
Ａ－ＲＣＷサージタンク水位 

Ｂ－ＲＣＷサージタンク水位 

操
作 

最終ヒートシンクの確保 
Ａ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

補機監視機能 
移動式代替熱交換設備淡水ポンプ出口圧力 

大型送水ポンプ車出口圧力 

1.5.2.2 サポート系故障時の対応手順 

(1) 最終ヒートシンク（海）への代替熱輸送 

ｂ．大型送水ポンプ車による除熱 

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」等 

 

ＡＭ設備別操作要領書 

「ＡＨＥＦまたは大型送水

ポンプ車によるＲＣＷ代替

冷却」 

 

原子力災害対策手順書 

「大型送水ポンプ車を使用

した海水供給（ハイドロサブ

編）」 

 

判
断
基
準 

原子炉格納容器内の温度 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

ドライウェル温度（ＳＡ） 

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

電源 

Ｃ－メタクラ母線電圧 

Ｄ－メタクラ母線電圧 

Ｃ－ロードセンタ母線電圧 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧 

緊急用メタクラ電圧 

ＳＡロードセンタ母線電圧 

操

作 

最終ヒートシンクの確保 
Ａ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

補機監視機能 大型送水ポンプ車出口圧力 
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監視計器一覧（１１／１１） 

手順書 
重大事故等の対応に 

必要となる監視項目 
監視パラメータ（計器） 

1.5.2.3 重大事故等対処設備（設計基準拡張）による対応手順 

(1) 原子炉補機冷却系による除熱

事故時操作要領書 

（徴候ベース） 

「Ｓ／Ｃ温度制御」 

判
断
基
準

原子炉格納容器内の温度 

サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ）

サプレッション・プール水温度（ＳＡ）

ドライウェル温度（ＳＡ）

原子炉格納容器内の圧力 
ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ）

水源の確保 
Ａ－ＲＣＷサージタンク水位 

Ｂ－ＲＣＷサージタンク水位 

操
作

原子炉格納容器内の温度 サプレッション・プール水温度（ＳＡ）

最終ヒートシンクの確保 

Ａ－残留熱除去系熱交換器入口温度 
Ｂ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ａ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ⅰ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

Ⅱ－原子炉補機冷却ポンプ圧力 

Ａ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 
Ⅰ－ＲＣＷ熱交換器出口温度 

Ⅱ－ＲＣＷ熱交換器出口温度 
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第 1.5－3 表 審査基準における要求事項毎の給電対象設備 

 

対象条文 供給対象設備 
給電元 

給電母線 

【1.5】 

最終ヒートシンクへ熱を輸送するため

の手順等 

 

残留熱代替除去ポンプ 

 

常設代替交流電源設備 

 

ＳＡ－Ｃ／Ｃ 

残留熱代替除去系弁 

 

常設代替交流電源設備 

 

ＳＡ－Ｃ／Ｃ 

残留熱除去系弁 常設代替交流電源設備 

 

Ｃ／Ｃ Ｃ系 

Ｃ／Ｃ Ｄ系 

ＳＡ－Ｃ／Ｃ 

移動式代替熱交換設備 

 

常設代替交流電源設備 

 

緊急用メタクラ 

原子炉補機冷却水系弁 

 

常設代替交流電源設備 

 

Ｃ／Ｃ Ｃ系 

Ｃ／Ｃ Ｄ系 

ＳＡ－Ｃ／Ｃ 

格納容器フィルタベント系 常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

 

ＳＡ－Ｃ／Ｃ 

窒素ガス制御系弁 

 

 

常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

 

Ｃ／Ｃ Ｃ系 

Ｃ／Ｃ Ｄ系 

ＳＡ－Ｃ／Ｃ 

非常用ガス処理系弁 

 

 

常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

 

Ｃ／Ｃ Ｃ系 

Ｃ／Ｃ Ｄ系 

ＳＡ－Ｃ／Ｃ 

中央制御室監視計器類 

 

常設代替交流電源設備 

可搬型代替交流電源設備 

 

計装Ｃ／Ｃ Ｃ系 

計装Ｃ／Ｃ Ｄ系 
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第 1.5－1 図 機能喪失原因対策分析

駆動源喪失 
（直流電源） 

直流母線 
機能喪失 

直流盤 
遮断器故障 

直流電源 
給電機能喪失 

蓄電池機能喪失 充電器盤からの 
通常給電機能喪失 

充電器故障 交流電源喪失 

※３

駆動源喪失 
（交流電源） 

非常用Ｌ／Ｃ 
機能喪失 

非常用ＤＥＧ 
故障 外部電源喪失 

非常用Ｍ／Ｃ 
機能喪失 

※２ ※３

※４

サポート系

ＲＣＷ機能喪失 

ＲＣＷポンプ故障 弁故障 

ＲＣＷ熱交換器 
故障 

配管故障 

静的機器機能喪失 

駆動源喪失 
（交流／直流電源） 

※３ ※４

ＲＳＷ機能喪失 

ＲＳＷポンプ故障 弁故障 

配管故障 ストレーナ故障

静的機器機能喪失 

補機冷却系 
機能喪失 

Ａ－ＲＨＲ 
ポンプ故障 弁故障 

補機冷却系 
機能喪失 

※２

最終ヒートシンク喪失 

Ａ－ＲＨＲ機能喪失 

駆動源喪失 
（交流電源） 

※３ 駆動源喪失 
（直流電源） 

※４

Ｂ－ＲＨＲ機能喪失 

※１

フロントライン系故障時の対応手段
① 残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱注１

② 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

③ 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作）
④ 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱
⑤ 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作）

サポート系故障時の対応手段
⑥ 原子炉補機代替冷却系による除熱
⑦ 大型送水ポンプ車による除熱

凡例 

：ＡＮＤ条件 

：ＯＲ条件 

：フロントライン系の対応 

：サポート系の対応 

②，③，④，⑤

※１

Ｂ－ＲＨＲに対しては，Ａ－ＲＨＲを 
Ｂ－ＲＨＲに読み替える。 

配管 
故障 

水源使用不可 

ストレーナ故障 Ｓ／Ｐ使用不可 

静的機器 
機能喪失 

ＲＨＲ熱交換器
故障 

⑥，⑦
⑥，⑦

フロントライン系

注１：①の対策はＢ－ＲＨＲポンプのみ

有効 

①
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.
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1
.
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7
9



※ 本資料は，「機能喪失原因対策分析」を基に，設計基準事故対処設備の機能が喪失に至る原因を順次右

側へ展開している。すなわち，機器の機能が喪失することにより，当該機器の左側に記載される機能が

喪失する関係にあることを示している。ただし，ＡＮＤ条件，ＯＲ条件については表現していないため，

必要に応じて「機能喪失原因対策分析」を確認することとする。

第 1.5－1 図 機能喪失原因対策分析（補足） 

凡例： フロントライン系 サポート系 故障を想定 対応手段あり

フロントライン系，サポート系の整理，故障の想定・対応手段
故障想定機器 故障要因１ 故障要因２ 故障要因３ 故障要因４ 故障要因５ 故障要因６

弁故障

ＲＨＲ熱交換器故障

配管故障

Ｓ／Ｐ使用不可

ストレーナ故障

ＲＣＷポンプ故障

弁故障

配管故障

ＲＳＷポンプ故障

弁故障

配管故障

ストレーナ故障

外部電源喪失

直流盤遮断器故障

蓄電池機能喪失

充電器故障

弁故障

駆動源喪失
（交流電源）

駆動源喪失
（直流電源）

補機冷却系
機能喪失

交流電源喪失

駆動源喪失
（交流電源）

駆動源喪失
（直流電源）

静的機器
機能喪失

ＲＣＷ熱交換器
故障

ＲＳＷ機能喪失

最終ヒートシンク
喪失

Ａ－ＲＨＲ
機能喪失

ＲＨＲポンプ
故障

静的機器
機能喪失

水源使用不可

補機冷却系
機能喪失

直流母線
機能喪失

非常用Ｍ／Ｃ
機能喪失

非常用Ｌ／Ｃ
機能喪失

ＲＣＷ機能喪失

直流母線への
直流電源

給電機能喪失

静的機器
機能喪失

駆動源喪失
（交流／直流電源）

非常用ＤＥＧ
故障

充電器盤からの
通常給電機能喪失

Ｂ－ＲＨＲ
機能喪失

ＲＨＲポンプ
故障

静的機器
機能喪失

※４同様

※３同様

※４

※３同様

※３

※１同様

※１

※２

※２同様

※３同様

※４同様
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第 1.5－2 図 ＥＯＰ 格納容器制御「ＰＣＶ圧力制御」における対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1.5－3 図 ＥＯＰ 格納容器制御「Ｄ／Ｗ温度制御」における対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1.5－4 図 ＥＯＰ 格納容器制御「Ｓ／Ｃ水位制御」における対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1.5－5 図 ＥＯＰ 格納容器制御「ＰＣＶ水素濃度制御」における対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1.5－6 図 ＥＯＰ 格納容器制御「Ｓ／Ｃ温度制御」における対応フロー 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第 1.5－7 図 残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 概要図(１／２) 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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操作手順 弁名称 

④※１ Ｂ－ＲＨＲ熱交バイパス弁 

④※２ ＲＨＲ ＲＨＡＲライン入口止め弁 

④※３ ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ連絡ライン止め弁 

④※４ Ａ－ＲＨＲ注水弁 

④※５ Ｂ－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁 

⑦※１ ＲＨＡＲライン流量調節弁 

⑦※２ ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ連絡ライン流量調節弁 

⑦※３ ＲＨＲ ＰＣＶスプレイ連絡ライン流量調節弁 

 

 

 

第 1.5－7 図 残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 概要図(２／２) 

  

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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第 1.5－8 図 残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

（原子炉圧力容器への注水及び原子炉格納容器内へのスプレイを実施する場合） タイムチャート 

手順の項目

電源確認

系統構成

起動操作

移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系）

移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）

※１　非常用コントロールセンタ切替盤を使用する場合は，35分以内に可能である。

残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減
圧及び除熱

（原子炉圧力容器への注水及び原子炉格納容器
内へのスプレイを実施する場合）

現場運転員Ｂ，Ｃ ２

中央制御室運転員Ａ １

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

残留熱代替除去系運転開始

１時間５分※１
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第 1.5－9 図 残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保 概要図(１／４) 

（原子炉建物南側接続口または原子炉建物西側接続口を使用した補機冷却水確保の場合） 

記載例 ○ ：運転員操作の操作手順番号を示す。 

□ ：緊急時対策要員操作の操作手順番号を示す。

○※１～，□※１～：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。

○ａ～ ，□ａ～ ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順を示す。
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操作手順 弁名称 

⑤※１ ＲＣＷ Ｂ－ＤＥＧ冷却水入口弁 

⑤※２ Ｂ－ＲＣＷ常用補機冷却水入口切替弁 

⑤※３ Ｂ－ＲＣＷ常用補機冷却水出口切替弁 

⑤※４ ＲＣＷ Ｂ－中央制御室冷凍機入口弁 

⑩ Ｂ－ＲＨＲ熱交冷却水出口弁 

□7 ａ※１ ＲＣＷ Ｂ－ＡＨＥＦ西側供給配管止め弁 

□7 ａ※２ ＲＣＷ Ｂ－ＡＨＥＦ西側戻り配管止め弁 

□8 ａ ＡＨＥＦ Ｂ－西側供給配管止め弁 

□8 ｂ ＡＨＥＦ Ｂ－供給配管止め弁 

□9 ａ ＡＨＥＦ Ｂ－西側戻り配管止め弁 

□9 ｂ ＡＨＥＦ Ｂ－戻り配管止め弁 

第 1.5－9 図 残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保 概要図(２／４) 

（原子炉建物南側接続口または原子炉建物西側接続口を使用した補機冷却水確保の場合） 

記載例 ○ ：運転員操作の操作手順番号を示す。 

□ ：緊急時対策要員操作の操作手順番号を示す。

○※１～，□※１～：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。

○ａ～ ，□ａ～ ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順を示す。
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第 1.5－9 図 残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保 概要図(３／４) 

（原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確保の場合 

（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場合））  

記載例 ○        ：運転員操作の操作手順番号を示す。 

□        ：緊急時対策要員操作の操作手順番号を示す。 

○※１～，□※１～：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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操作手順 弁名称 

⑤※１ ＲＣＷ Ｂ－ＤＥＧ冷却水入口弁 

⑤※２ Ｂ－ＲＣＷ常用補機冷却水入口切替弁 

⑤※３ Ｂ－ＲＣＷサージタンク出口弁 

⑤※４ Ｂ－ＲＣＷ常用補機冷却水出口切替弁 

⑤※５ ＲＣＷ Ｂ－中央制御室冷凍機入口弁 

⑩ Ｂ－ＲＨＲ熱交冷却水出口弁 

□6 ※１ ＲＣＷ Ｂ－ＡＨＥＦ西側供給配管止め弁 

□6 ※２ ＡＨＥＦ Ｂ－西側供給配管止め弁 

□6 ※３ ＲＣＷ Ｂ－ＡＨＥＦ西側戻り配管止め弁 

□6 ※４ ＡＨＥＦ Ｂ－西側戻り配管止め弁 

第 1.5－9 図 残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保 概要図(４／４) 

（原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確保の場合 

（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場合）） 

記載例 ○ ：運転員操作の操作手順番号を示す。 

□ ：緊急時対策要員操作の操作手順番号を示す。

○※１～，□※１～：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。
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第 1.5－10 図 残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保 タイムチャート(１／２) 

（原子炉建物南側接続口または原子炉建物西側接続口を使用した補機冷却水確保の場合）  

手順の項目

電源確認

冷却水確保

移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）※１

移動，系統構成（非管理区域）

緊急時対策所～第４保管エリア移動※２

車両健全性確認

補機冷却水の供給，流量調整

緊急時対策所～第４保管エリア移動※２

車両健全性確認

補機冷却水の供給，流量調整

移動

 移動式代替熱交換設備への電源ケーブル接続

※１：非常用コントロールセンタ切替盤を使用する場合は，中央制御室運転員Ａにて５分以内に可能である。

※２：第１保管エリアの可搬設備を使用した場合は速やかに対応できる。

　緊急時対策要員6名で対応する。

　緊急時対策要員6名で対応する。

送水準備（ホース敷設）

要員(数)

残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代
替冷却系による補機冷却水確保

（原子炉建物南側接続口または原子炉建物西側
接続口を使用した補機冷却水確保の場合）

中央制御室運転員Ａ 1

7必要な要員と作業項目

経過時間（時間）

緊急時対策要員

12

現場運転員Ｂ，Ｃ 2

移動式代替熱交設備配置，準備

大型送水ポンプ車配置，取水準備

3

備考1 2 3 4 5 6 8

残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保 ７時間20分
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第 1.5－10 図 残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保 タイムチャート(２／２) 

（原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確保の場合 

（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場合）） 

  

手順の項目

電源確認

　冷却水確保

移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）※１

移動，系統構成（非管理区域）

緊急時対策所～第４保管エリア移動※１

車両健全性確認

　大型送水ポンプ車配置，取水準備

　送水準備（屋外ホース敷設）

　送水準備（屋内ホース敷設）

　補機冷却水の供給，流量調整

※１：非常用コントロールセンタ切替盤を使用する場合は，中央制御室運転員Ａにて５分以内に可能である。

※２：第１保管エリアの可搬設備を使用した場合は速やかに対応できる。

要員(数)

残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代
替冷却系による補機冷却水確保

（原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確
保の場合（故意による大型航空機の衝突その他

のテロリズムによる影響がある場合））

中央制御室運転員Ａ 1

現場運転員Ｂ，Ｃ 2

緊急時対策要員 6

必要な要員と作業項目

経過時間（時間）

備考1 2 3 4 5 6 7 8

残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保

（原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確保の場合（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場合））

７時間
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9
4



第 1.5－11 図 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 概要図(１／２) 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○a～ ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順の優先番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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操作手順 弁名称 

⑦※１ ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁 

⑦※２ ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁後弁 

⑦※３ ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁 

⑦※４ ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁後弁 

⑦※５ ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁 

⑦※６ ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁後弁 

⑦※７ ＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフィルタ入口弁 

⑦※８⑱※１ ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁 

⑦※９⑱※２ ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁 

⑫ａ ⑯※１ ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁 

⑫ｂ ⑯※２ ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁 

第 1.5－11 図 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 概要図(２／２) 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○a～ ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順の優先番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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第 1.5－12 図 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（Ｗ／Ｗ） タイムチャート 

第 1.5－13 図 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（Ｄ／Ｗ） タイムチャート 

手順の項目

系統構成

ベント実施操作（第１弁開操作）

移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系）

移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）

※２：非常用コントロールセンタ切替盤が使用可能な場合は，中央制御室運転員Ａにて25分以内で可能である。

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容
器内の減圧及び除熱

（Ｗ／Ｗ）

現場運転員Ｂ，Ｃ ２

※１

120

電源確認

中央制御室運転員Ａ １

※１：ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁の開操作ができない場合は，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁を全開とする。中央制御室運転員Ａにて実施した場合，20分以内で可能である。

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110

原子炉格納容器ベント開始

55分※２

手順の項目

系統構成

ベント実施操作（第１弁開操作）

移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系）

移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）

※２：非常用コントロールセンタ切替盤が使用可能な場合は，中央制御室運転員Ａにて25分以内で可能である。

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

※１：ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁の開操作ができない場合は，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁を全開とする。中央制御室運転員Ａにて実施した場合，20分以内で可能である。

現場運転員Ｂ，Ｃ ２

電源確認

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容
器内の減圧及び除熱

（Ｄ／Ｗ）

中央制御室運転員Ａ １ ※１

原子炉格納容器ベント開始

55分※２
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第 1.5－14 図 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）概要図  

操作手順 弁名称 

⑩⑭ ＦＣＶＳ補給止め弁 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 
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第 1.5－15 図 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）タイムチャート 

手順の項目

水位監視

緊急時対策所～第４保管エリア移動※１

車両健全性確認

送水準備（ホース敷設及びヘッダ接続）

送水準備（ヘッダ～第１ベントフィルタスクラバ容器補給用接続口）

ホース取外し

緊急時対策所～第３保管エリア移動※２

車両健全性確認

大量送水車配置 大量送水車配置

送水準備（ホース敷設）

大量送水車起動，第１ベントフィルタスクラバ容器注水開始

停止操作

※１：第１保管エリアの可搬設備を使用した場合は，速やかに対処できる。

※２：第２保管エリアの可搬設備を使用した場合は，20分以内で可能である。

経過時間（分）

備考10 20 30 40 50 60 70 140 150

要員(数)

第１ベントフィルタスクラバ容器
水位調整（水張り）

中央制御室運転員Ａ １

緊急時対策要員 ６

80 90 100 110 120 130必要な要員と作業項目

緊急時対策要員 ６

第１ベントフィルタスクラバ容器注水開始 ２時間10分

水位調整（水張り）完了 ２時間30分
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操作手順 弁名称 

②※１⑤※１ ＦＣＶＳ第１ベントフィルタスクラバ容器１次ドレン弁 

②※２⑤※２ ＦＣＶＳドレン移送ライン連絡弁 

 

 

第 1.5－16 図 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）概要図  

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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第 1.5－17 図 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き） タイムチャート 

  

手順の項目

系統構成，水抜き開始操作 停止操作

備考20 40 60 80 100 120 140 160 180 200 220 240

第１ベントフィルタスクラバ容器
水位調整（水抜き）

中央制御室運転員Ａ １

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

第１ベントフィルタスクラバ容器

水抜き完了 ２時間20分

第１ベントフィルタスクラバ容器

水抜き開始 10分
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第 1.5－18 図 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ 概要図(１／２)  

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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操作手順 弁名称 

⑥※１ ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁 

⑥※２ ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁 

⑥※３ ＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフィルタ入口弁 

⑥※４ ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁 

⑥※５ ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁 

⑨ ＦＣＶＳ窒素ガス補給元弁 

 

第 1.5－18 図 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ 概要図(２／２) 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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第 1.5－19 図 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ タイムチャート 

手順の項目

車両健全性確認

可搬式窒素供給装置の移動※１

可搬式窒素供給装置の接続，暖気運転

弁開操作

車両健全性確認

水素濃度測定設備の移動※１

水素濃度測定設備の接続

起動操作

系統構成

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考20 40 60 80 100 120 140 160 180 200 220 240

中央制御室運転員Ａ １

※１　第二輪谷トンネルを経由したルートを使用した場合。
　EL15mを通行するルートを使用し原子炉建物周辺へ移動した場合，10分以内に可能である。

格納容器フィルタベント系停止後
の窒素ガスパージ

緊急時対策要員

２

２

可搬式窒素供給装置による窒素ガスパージ開始 1時間40分
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操作手順 弁名称 

④※１ ＦＣＶＳ薬品注入タンク出口弁 

④※２ ＦＣＶＳ循環ライン止め弁 

 

 

第 1.5－20 図 第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整 概要図  

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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第1.5－21図 第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整 タイムチャート 

  

手順の項目

系統構成，ドレン移送ポンプ起動操作

第１ベントフィルタスクラバ容器
スクラビング水ｐＨ調整

中央制御室運転員Ａ １

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

スクラビング水ｐＨ調整開始

15分
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操作手順 弁名称 

⑧※１ ＡＮＩ 代替窒素供給ライン元弁（Ｄ／Ｗ側） 

⑧※２ ＡＮＩ 代替窒素供給ライン元弁（Ｓ／Ｃ側） 

 

第 1.5－22 図 可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 概要図 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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第1.5－23図 可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 タイムチャート 

  

手順の項目

車両健全性確認

可搬式窒素供給装置の移動※１

可搬式窒素供給装置の接続，暖気運転

弁開操作

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考20 40 60 80 100 120 140 160 180 200 220 240

※１　第二輪谷トンネルを経由したルートを使用した場合。
　　　EL15mを通行するルートを使用し原子炉建物周辺へ移動した場合，10分以内に可能である。

可搬式窒素供給装置による
原子炉格納容器への窒素ガス供給

緊急時対策要員 ２

可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への

窒素ガス供給開始 1時間40分
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第 1.5－24 図 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱 概要図(１／２)  

 
   

  

 RO 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○a～  ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順の優先番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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第 1.5－24 図 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱 概要図(２／２) 

  

操作手順 弁名称 

⑤※１ Ａ－非常用ガス処理系出口弁 

⑤※２ Ｂ－非常用ガス処理系出口弁 

⑤※３ ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁 

⑤※４ ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁後弁 

⑤※５ ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁 

⑤※６ ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁後弁 

⑥ ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作用空気供給弁 

⑦※１ ＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフィルタ入口弁 

⑦※２ ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁後弁 

⑦※３ ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁 

⑦※４⑱※１ ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁 

⑦※５⑱※２ ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁 

⑬ａ⑯※１ ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁 

⑬ｂ⑯※２ ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○a～  ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順の優先番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 

1
.
5
-
1
1
0

1
.
5
-
1
1
0



第 1.5－25 図 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱（Ｗ／Ｗ） タイムチャート

第 1.5－26 図 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱（Ｄ／Ｗ） タイムチャート

手順の項目

系統構成

ベント実施操作（第１弁開操作）

11060 70 80 90 100

※１：ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁の開操作ができない場合は，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁を全開とする。中央制御室運転員１名にて実施した場合，30分以内で可能である。

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考10 20 30 40 50

※１

120

耐圧強化ベントラインによる
原子炉格納容器内の減圧及び除熱

（Ｗ／Ｗ）
中央制御室運転員Ａ １

原子炉格納容器ベント開始

30分

手順の項目

系統構成

ベント実施操作（第１弁開操作）

90 120

要員(数)

耐圧強化ベントラインによる
原子炉格納容器内の減圧及び除熱

（Ｄ／Ｗ）
中央制御室運転員Ａ １ ※１

※１：ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁の開操作ができない場合は，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁を全開とする。中央制御室運転員１名にて実施した場合，30分以内で可能である。

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

100 110 備考10 20 30 40 50 60 70 80

原子炉格納容器ベント開始

30分
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第 1.5－27 図 耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガスパージ 概要図(１／２)  

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 

凡例 

 ポンプ 

 電動作動 

 空気作動 

 弁 

 逆止弁 

 外部接続口 

 配管 

 使用する流路 

 設計基準対象施

設から追加した

箇所 

 温度検出要素 

 圧力発信器 

 液面発信器 

 放射線検出要素 

 流量制限オリフ

ィス 
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操作手順 弁名称 

⑥※１ ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁 

⑥※２ ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁 

⑥※３ ＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフィルタ入口弁 

⑥※４ ＳＧＴ 耐圧強化ベントライン止め弁後弁 

⑥※５ ＳＧＴ 耐圧強化ベントライン止め弁 

⑥※６ ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁 

⑥※７ ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁 

⑨ ＦＣＶＳ窒素ガス補給元弁 

 

 

 

第 1.5－27 図 耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガスパージ 概要図(２／２) 

  

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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第 1.5－28 図 耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガスパージ タイムチャート 

  

手順の項目

車両健全性確認

可搬式窒素供給装置の移動※１

可搬式窒素供給装置の接続，暖気運転

弁開操作

車両健全性確認

水素濃度測定設備の移動※１

水素濃度測定設備の接続

起動操作

系統構成

※１　第二輪谷トンネルを経由したルートを使用した場合。
　　　EL15mを通行するルートを使用し原子炉建物周辺へ移動した場合，10分以内に可能である。

耐圧強化ベントライン停止後
の窒素ガスパージ

緊急時対策要員

２

２

中央制御室運転員Ａ １

160 180 200 220 240 備考

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

4020 60 80 100 120 140

可搬式窒素供給装置による窒素ガスパージ開始 1時間40分
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第 1.5－29 図 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 概要図(１／２) 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○a～ ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順の優先番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 

凡例 

ポンプ 

電動作動 

空気作動 

弁 

逆止弁 

外部接続口 

配管 

使用する流路 

設計基準対象施設から 

追加した箇所 

温度検出要素 

圧力発信器 

液面発信器 

放射線検出要素 

流量制限オリフィス 

M0 

A0 
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操作手順 弁名称 

⑤※１ ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁 

⑤※２ ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁後弁 

⑤※３ ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁 

⑤※４ ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁後弁 

⑤※５ ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁 

⑤※６ ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁後弁 

⑤※７ ＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフィルタ入口弁 

⑥※１⑱※１ ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁 

⑥※２⑱※２ ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁 

⑫ａ⑯※１ ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁 

⑫ｂ⑯※２ ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁 

 

 

 

第 1.5－29 図 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 概要図(２／２) 

  

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○a～  ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順の優先番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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第 1.5－30 図 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 

（Ｗ／Ｗ） タイムチャート 

 

 

 

第 1.5－31 図 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 

（Ｄ／Ｗ） タイムチャート 

  

手順の項目

中央制御室運転員Ａ １ 電源確認

移動，ベント準備操作（第２弁開操作）

移動，ベント実施操作（第１弁開操作）

※１：ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁の開操作ができない場合は，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁を全開とする。中央制御室運転員１名にて実施した場合，２時間50分以内で可能である。

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考20 40 60 80 100 120 140 160 180 200 220 240

２現場運転員Ｂ，Ｃ

要員(数)

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容
器内の減圧及び除熱（現場操作）

（Ｗ／Ｗ）

原子炉格納容器ベント開始 ２時間50分

手順の項目

中央制御室運転員Ａ １ 電源確認

移動，ベント準備操作（第２弁開操作）

移動，ベント実施操作（第１弁開操作）

※１：ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁の開操作ができない場合は，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁を全開とする。中央制御室運転員１名にて実施した場合，２時間50分以内で可能である。

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考20 40 60 80 100 120 140 160 180 200 220 240

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容
器内の減圧及び除熱（現場操作）

（Ｄ／Ｗ） 現場運転員Ｂ，Ｃ ２

原子炉格納容器ベント開始 ２時間50分
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第 1.5－32 図 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 概要図(１／２)  

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○a～  ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順の優先番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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操作手順 弁名称 

④※１ ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁 

④※２ ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁後弁 

④※３ ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁 

④※４ ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁後弁 

⑤※１ ＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフィルタ入口弁 

⑥※１ Ａ－非常用ガス処理系出口弁 

⑥※２ Ｂ－非常用ガス処理系出口弁 

⑥※３ ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁後弁 

⑦※１ ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作用電磁弁排気止め弁 

⑦※２ ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作用バイパスライン空気供給弁 

⑦※３ ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁 

⑦※４ ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作用空気供給弁 

⑨※１⑳※１ ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁 

⑨※２⑳※２ ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁 

⑮ａ⑱※１ ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁 

⑮ｂ⑱※２ ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁 

 

 

 

 

第 1.5－32 図 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 概要図(２／２) 

  

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

○a～  ：同一操作手順番号内で選択して実施する操作がある場合の操作手順の優先番号を示す。 

○※１～  ：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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第 1.5－33 図 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作）（Ｗ／Ｗ） タイムチャート 

 

 

 

第 1.5－34 図 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱（現場操作）（Ｄ／Ｗ） タイムチャート 

  

手順の項目

電源確認，系統構成

移動，ベント準備操作（第１弁開操作）

移動，ベント準備操作（第２弁開操作）

移動，系統構成

要員(数)

現場運転員Ｂ，Ｃ

２

150 240必要な要員と作業項目

経過時間（分）

１中央制御室運転員Ａ

30 60 90 備考120 210 270 300 330180

現場運転員Ｄ，Ｅ

※１

※１：ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁の開操作ができない場合は，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁を全開とする。現場運転員２名にて実施した場合，４時間以内で可能である。

耐圧強化ベントラインによる
原子炉格納容器内の減圧及び除熱

（現場操作）
（Ｗ／Ｗ）

２

原子炉格納容器ベント開始

４時間

手順の項目

電源確認，系統構成

移動，ベント準備操作（第１弁開操作）

移動，ベント準備操作（第２弁開操作）

移動，系統構成

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考30 60 90 330300150 180 210 240 270

要員(数)

耐圧強化ベントラインによる
原子炉格納容器内の減圧及び除熱

（現場操作）
（Ｄ／Ｗ）

中央制御室運転員Ａ １

120

※１：ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁の開操作ができない場合は，ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパス弁を全開とする。現場運転員２名にて実施した場合，４時間以内で可能である。

現場運転員Ｂ，Ｃ ２ ※１

現場運転員Ｄ，Ｅ ２

原子炉格納容器ベント開始

４時間
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第 1.5－35 図 原子炉補機代替冷却系による除熱 概要図(１／４) 

（原子炉建物南側接続口または原子炉建物西側接続口を使用した補機冷却水確保の場合） 

記載例 ○ ：運転員操作の操作手順番号を示す。 

□ ：緊急時対策要員操作の操作手順番号を示す。

○※１～，□※１～：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。
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操作手順 弁名称 

⑤※１ ＲＣＷ Ｂ－ＤＥＧ冷却水入口弁 

⑤※２ Ｂ－ＲＣＷ常用補機冷却水入口切替弁 

⑤※３ Ｂ－ＲＣＷ常用補機冷却水出口切替弁 

⑤※４ ＲＣＷ Ｂ－中央制御室冷凍機入口弁 

⑥ ＲＣＷ Ｂ－ＦＰＣ熱交冷却水入口弁 

⑪ Ｂ－ＲＨＲ熱交冷却水出口弁 

□7  ＡＨＥＦ Ｂ－供給配管止め弁 

□8  ＡＨＥＦ Ｂ－戻り配管止め弁 

 

 

 

 

第 1.5－35 図 原子炉補機代替冷却系による除熱 概要図(２／４) 

（原子炉建物南側接続口または原子炉建物西側接続口を使用した補機冷却水確保の場合）  

記載例 ○        ：運転員操作の操作手順番号を示す。 

□        ：緊急時対策要員操作の操作手順番号を示す。 

○※１～，□※１～：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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第 1.5－35 図 原子炉補機代替冷却系による除熱 概要図(３／４) 

（原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確保の場合 

（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場合））  

記載例 ○        ：運転員操作の操作手順番号を示す。 

□        ：緊急時対策要員操作の操作手順番号を示す。 

○※１～，□※１～：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 
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1
2
3

1
.
5
-
1
2
3



 

 

 

 

 

 

操作手順 弁名称 

⑤※１ ＲＣＷ Ａ－ＤＥＧ冷却水入口弁 

⑤※２ Ａ－ＲＣＷ常用補機冷却水入口切替弁 

⑤※３ Ａ－ＲＣＷ常用補機冷却水出口切替弁 

⑤※４ ＲＣＷ Ａ－中央制御室冷凍機入口弁 

⑥ ＲＣＷ Ａ－ＦＰＣ熱交冷却水入口弁 

⑪ Ａ－ＲＨＲ熱交冷却水出口弁 

□7  ＲＣＷ Ａ‐ＡＨＥＦ供給配管止め弁 

□8  ＲＣＷ Ａ‐ＡＨＥＦ戻り配管止め弁 

 

 

 

 

第 1.5－35 図 原子炉補機代替冷却系による除熱 概要図(４／４) 

（原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確保の場合 

（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場合）） 

  

記載例 ○        ：運転員操作の操作手順番号を示す。 

□        ：緊急時対策要員操作の操作手順番号を示す。 

○※１～，□※１～：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 

1
.
5
-
1
2
4

1
.
5
-
1
2
4



第 1.5－36 図 原子炉補機代替冷却系による除熱 タイムチャート(１／２) 

（原子炉建物南側接続口または原子炉建物西側接続口を使用した補機冷却水確保の場合） 

手順の項目

電源確認

冷却水確保

移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）※１

移動，系統構成（非管理区域）

移動，系統構成（管理区域）

緊急時対策所～第４保管エリア移動※２

車両健全性確認

補機冷却水の供給，流量調整

緊急時対策所～第４保管エリア移動※２

車両健全性確認

補機冷却水の供給，流量調整

移動

 移動式代替熱交換設備への電源ケーブル接続

※１：非常用コントロールセンタ切替盤を使用する場合は，中央制御室運転員Ａにて５分以内に可能である。

※２：第１保管エリアの可搬設備を使用した場合は速やかに対応できる。

備考1 2 3 4必要な要員と作業項目

経過時間（時間）

原子炉補機代替冷却系による除熱
（原子炉建物南側接続口または原子炉建物西側
接続口を使用した補機冷却水確保の場合）

緊急時対策要員

5 6 7 8

現場運転員Ｄ，Ｅ 2

現場運転員Ｂ，Ｃ 2

3

12

要員(数)

中央制御室運転員Ａ 1

送水準備（ホース敷設）

　緊急時対策要員6名で対応する。

　緊急時対策要員6名で対応する。大型送水ポンプ車配置，取水準備

移動式代替熱交設備配置，準備

原子炉補機代替冷却系による除熱 ７時間20分

1
.
5
-
1
2
5

1
.
5
-
1
2
5



 

 

 

 

 

 

 

第 1.5－36 図 原子炉補機代替冷却系による除熱 タイムチャート(２／２) 

（原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確保の場合 

（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場合））  

手順の項目

電源確認

　冷却水確保

移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系）※１

移動，系統構成（非管理区域）

移動，系統構成（管理区域）

緊急時対策所～第４保管エリア移動※１

車両健全性確認

　大型送水ポンプ車配置，取水準備

　送水準備（屋外ホース敷設）

　送水準備（屋内ホース敷設）

　補機冷却水の供給，流量調整

※１：非常用コントロールセンタ切替盤を使用する場合は，中央制御室運転員Ａにて５分以内に可能である。

※２：第１保管エリアの可搬設備を使用した場合は速やかに対応できる。

備考1 2 3 4 5 6 7 8

要員(数)

原子炉補機代替冷却系による除熱
（原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確
保の場合（故意による大型航空機の衝突その他

のテロリズムによる影響がある場合））

中央制御室運転員Ａ 1

現場運転員Ｂ，Ｃ 2

現場運転員Ｄ，Ｅ 2

緊急時対策要員 6

必要な要員と作業項目

経過時間（時間）

原子炉補機代替冷却系による除熱

（原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確保の場合（故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる影響がある場合））
７時間

1
.
5
-
1
2
6

1
.
5
-
1
2
6



第 1.5－37 図 大型送水ポンプ車による除熱 概要図(１／２) 

記載例 ○ ：運転員操作の操作手順番号を示す。 

□ ：緊急時対策要員操作の操作手順番号を示す。

○※１～，□※１～：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。

1
.
5
-
1
2
7

1
.
5
-
1
2
7



 

 

 

 

 

 

 

 

操作手順 弁名称 

⑤※１ ＲＣＷ Ｂ－ＤＥＧ冷却水入口弁 

④※１ Ｂ－ＲＣＷ常用補機冷却水入口切替弁 

④※２ Ｂ－ＲＣＷ常用補機冷却水出口切替弁 

⑤※２ Ｂ－ＲＣＷサージタンク出口弁 

⑤※３ ＲＣＷ Ｂ‐中央制御室冷凍機入口弁 

⑥ Ｂ－ＲＨＲ熱交冷却水出口弁 

□6 ※１ ＡＨＥＦ Ｂ－供給配管止め弁 

□6 ※２ ＡＨＥＦ Ｂ－戻り配管止め弁 

 

 

 

 

 

第 1.5－37 図 大型送水ポンプ車による除熱 概要図(２／２)  

記載例 ○        ：運転員操作の操作手順番号を示す。 

□        ：緊急時対策要員操作の操作手順番号を示す。 

○※１～，□※１～：同一操作手順番号内に複数の操作又は確認を実施する対象弁がある場合，その実施順を示す。 

1
.
5
-
1
2
8

1
.
5
-
1
2
8



 

 

 

 

 

 

 

第 1.5－38 図 大型送水ポンプ車による除熱 タイムチャート  

手順の項目

電源確認

　冷却水確保

移動

系統構成（非管理区域）

移動

系統構成（管理区域）

緊急時対策所～第４保管エリア移動※１

車両健全性確認

補機冷却水の供給，流量調整

※１：第１保管エリアの可搬設備を使用した場合は速やかに対応できる。

83 4 5 6 7

経過時間（時間）

現場運転員Ｂ，Ｃ 2

要員(数)

備考1 2必要な要員と作業項目

大型送水ポンプ車による除熱

中央制御室運転員Ａ 1

緊急時対策要員 6

現場運転員Ｄ，Ｅ 2

大型送水ポンプ車配置，取水準備

送水準備（ホース敷設）

大型送水ポンプ車による除熱 ７時間

1
.
5
-
1
2
9

1
.
5
-
1
2
9



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.5－39 図 原子炉補機冷却系による除熱 概要図  

操作手順 弁名称 

②※1 Ｂ－ＲＨＲ熱交冷却水出口弁 

記載例 ○ ：操作手順番号を示す。 

1
.
5
-
1
3
0

1
.
5
-
1
3
0



第 1.5－40 図 原子炉補機冷却系による除熱 タイムチャート 

手順の項目

自動起動確認

※１：原子炉補機冷却系Ｂ系による除熱を示す。また，原子炉補機冷却系Ａ系による冷却水確保については，冷却水の供給開始まで２分以内で可能である。

手順の項目

除熱開始操作

※２：原子炉補機冷却系Ｂ系による除熱を示す。また，原子炉補機冷却系Ａ系による冷却水確保については，冷却水の供給開始まで３分以内で可能である。

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

原子炉補機冷却系による除熱
（自動起動信号が発信した場合）

中央制御室運転員Ａ １ ※１

要員(数)

必要な要員と作業項目

経過時間（分）

備考1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

原子炉補機冷却系による除熱
（手動起動の場合）

中央制御室運転員Ａ １ ※２

原子炉補機冷却系による除熱

２分

原子炉補機冷却系による除熱

３分

1
.
5
-
1
3
1

1
.
5
-
1
3
1



 

 

 

（１）フロントライン故障時の対応手段の選択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）サポート系故障時の対応手段の選択 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.5－41 図 重大事故等時の対応手段選択フローチャート 

最終ヒートシンク喪失 

（残留熱除去系機能喪失） 

最終ヒートシンク喪失 

（原子炉補機冷却系機能喪失） 

 原子炉補機代替冷却系 

移動式代替熱交換設備 

使用可能 

残留熱除去系による 

原子炉圧力容器内及び原子炉格納容

器内の除熱 

大型送水ポンプ車運転 原子炉補機代替冷却系運転 

不活性ガスによる 

系統内の置換 

優先②※ 

格納容器フィルタベント系 

によるＷ／Ｗ側 

格納容器ベント 

（現場操作含む） 

不活性ガスによる 

原子炉格納容器内の置換 

不活性ガスによる 

系統内の置換 

優先③※ 

格納容器フィルタベント系 

によるＤ／Ｗ側 

格納容器ベント 

（現場操作含む） 

不活性ガスによる 

原子炉格納容器内の置換 

【凡例】 

：プラント状態，確認 

：操作 

：判断 

：重大事故等対処設備 

 

優先①※ 

残留熱代替除去系による 

原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

 Ｗ／Ｗ側からのベント可能 

Yes 

No 

Yes 

No 

フィルタベント系 

使用可能 
 

※優先順位は 

①→②→③→④→⑤の順とする 

No 

Yes 

 

Yes 

No 
Ｗ／Ｗ側からのベント可能 

No 

Yes 

 残留熱代替除去系 

起動可能 

優先⑤※ 

耐圧強化ベントライン 

によるＤ／Ｗ側 

格納容器ベント 

（現場操作含む） 

不活性ガスによる 

系統内の置換 

不活性ガスによる 

原子炉格納容器内の置換 

優先④※ 

耐圧強化ベントライン 

によるＷ／Ｗ側 

格納容器ベント 

（現場操作含む） 

不活性ガスによる 

系統内の置換 

不活性ガスによる 

原子炉格納容器内の置換 

1.5-132

1.5-132



 

添付資料 1.5.1 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(１／６) 

 

 

  

技術的能力審査基準（1.5） 番号  設置許可基準規則（48 条） 技術基準規則（63 条） 番号 

【本文】 

発電用原子炉設置者において、設計基準事故

対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸

送する機能が喪失した場合において炉心の著

しい損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の

著しい損傷が発生する前に生ずるものに限

る。）を防止するため、最終ヒートシンクへ

熱を輸送するために必要な手順等が適切に整

備されているか、又は整備される方針が適切

に示されていること。 

① 

 【本文】 

発電用原子炉施設には、設計基準事故

対処設備が有する最終ヒートシンク

へ熱を輸送する機能が喪失した場合

において炉心の著しい損傷及び原子

炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷

が発生する前に生ずるものに限る。）

を防止するため、最終ヒートシンクへ

熱を輸送するために必要な設備を設

けなければならない。 

【本文】 

発電用原子炉施設には、設計基準事故

対処設備が有する最終ヒートシンクへ

熱を輸送する機能が喪失した場合にお

いて炉心の著しい損傷及び原子炉格納

容器の破損（炉心の著しい損傷が発生

する前に生ずるものに限る。）を防止す

るため、最終ヒートシンクへ熱を輸送

するために必要な設備を施設しなけれ

ばならない。 

③ 

【解釈】 

１ 「最終ヒートシンクへ熱を輸送するために

必要な手順等」とは、以下に掲げる措置

又はこれと同等以上の効果を有する措置

を行うための手順等をいう。 

 

－ 

 【解釈】 

１ 第４８条に規定する「最終ヒート

シンクへ熱を輸送するために必要な

設備」とは、以下に掲げる措置又はこ

れらと同等以上の効果を有する措置

を行うための設備をいう。 

【解釈】 

１ 第６３条に規定する「最終ヒートシ

ンクへ熱を輸送するために必要な設

備」とは、以下に掲げる措置又はこれ

らと同等以上の効果を有する措置を行

うための設備をいう。 

－ 

（１）炉心損傷防止 

ａ）取水機能の喪失により最終ヒートシンク

が喪失することを想定した上で、BWRにおいて

は、サプレッションプールへの熱の蓄積によ

り、原子炉冷却機能が確保できる一定の期間

内に、十分な余裕を持って所内車載代替の最

終ヒートシンク（UHS）の繋ぎ込み及び最終的

な熱の逃がし場への熱の輸送ができること。

加えて、残留熱除去系(RHR)の使用が不可能な

場合について考慮すること。 

また、PWR においては、タービン動補助給水

ポンプ及び主蒸気逃がし弁による２次冷却系

からの除熱により、最終的な熱の逃がし場へ

の熱の輸送ができること。 

② 

 ａ）炉心の著しい損傷等を防止するた

め、重大事故防止設備を整備するこ

と。 

ａ）炉心の著しい損傷等を防止するた

め、重大事故防止設備を整備すること。 

④ 

ｂ）重大事故防止設備は、設計基準事

故対処設備に対して、多重性又は多様

性及び独立性を有し、位置的分散を図

ること。 

ｂ）重大事故防止設備は、設計基準事

故対処設備に対して、多重性又は多様

性及び独立性を有し、位置的分散を図

ること。 

⑤ 

ｃ）取水機能の喪失により最終ヒート

シンクが喪失することを想定した上

で、BWR においては、サプレッション

プールへの熱の蓄積により、原子炉冷

却機能が確保できる一定の期間内に、

十分な余裕を持って所内車載代替の

最終ヒートシンクシステム（UHSS）の

繋ぎ込み及び最終的な熱の逃がし場

への熱の輸送ができること。加えて、

残留熱除去系(RHR)の使用が不可能な

場合について考慮すること。 

また、PWR においては、タービン動補

助給水ポンプ及び主蒸気逃がし弁に

よる２次冷却系からの除熱により、最

終的な熱の逃がし場への熱の輸送が

できること。 

ｃ）取水機能の喪失により最終ヒート

シンクが喪失することを想定した上

で、BWR においては、サプレッション

プールへの熱の蓄積により、原子炉冷

却機能が確保できる一定の期間内に、

十分な余裕を持って所内車載代替の最

終ヒートシンクシステム(UHSS)の繋ぎ

込み及び最終的な熱の逃がし場への熱

の輸送ができること。加えて、残留熱

除去系(RHR)の使用が不可能な場合に

ついて考慮すること。 

また、PWR においては、タービン動補

助給水ポンプ及び主蒸気逃がし弁によ

る２次冷却系からの除熱により、最終

的な熱の逃がし場への熱の輸送ができ

ること。 

⑥ 

ｄ）格納容器圧力逃がし装置を整備す

る場合は、本規程第５０条３ｂ)に準

ずること。また、その使用に際しては、

敷地境界での線量評価を行うこと。 

ｄ）格納容器圧力逃がし装置を整備す

る場合は、本規程第６５条３ｂ)に準ず

ること。また、その使用に際しては、

敷地境界での線量評価を行うこと。 
⑦ 

添
付
資
料

1.
5.2 

1.5-133

1.5-133



 

審査基準，基準規則と対処設備との対応表(２／６) 

 

 

  

重大事故等対処設備を使用した手順 

審査基準の要求に適合するための手順 
自主対策 

機能 機器名称 
既設 

新設 

解釈 

対応番号 
機能 機器名称 

常設 

可搬 

必要時間内に 

使用可能か 

対応可能な人数 

で使用可能か 
備考 

残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー

ド
）
に
よ
る
発
電
用
原
子
炉
か
ら
の
除
熱 

残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード） 
既設 

① 

③ 
－ － － － － － 

－ － 

残
留
熱
除
去
系
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷
却
モ
ー

ド
）
に
よ
る
原
子
炉
格
納
容
器
内
の
除
熱 

残留熱除去系（サプレッ

ション・プール水冷却モ

ード） 

既設 

① 

③ 
－ － － － － － 

残留熱除去系（格納容器

冷却モード） 
既設 

－ － 

原
子
炉
補
機
冷
却
系
に
よ
る
除
熱 

原子炉補機海水ポンプ 既設 

① 

③ 
－ － － － － － 

原子炉補機冷却水ポン

プ 
既設 

原子炉補機冷却系 配

管・弁・海水ストレーナ 
既設 

原子炉補機冷却系 サ

ージタンク 
既設 

原子炉補機冷却系熱交

換器 
既設 

非常用交流電源設備 既設 

取水口 既設 

取水管 既設 

取水槽 既設 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(３／６) 

重大事故等対処設備を使用した手順 

審査基準の要求に適合するための手順 
自主対策 

機能 機器名称 
既設 

新設 

解釈 

対応番号 
機能 機器名称 

常設 

可搬 

必要時間内に 

使用可能か 

対応可能な人数 

で使用可能か 
備考 

－ － － － 

残
留
熱
代
替
除
去
系
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱

残留熱代替除去ポ

ンプ
常設 

７時間 20 分 18 名 

自主対

策とす

る理由

は本文

参照 

残留熱除去系熱交

換器 
常設 

原子炉補機代替冷

却系 
常設 

サプレッション・チ

ェンバ
常設 

残留熱代替除去系 

配管・弁 
常設 

残留熱除去系配

管・弁・ストレーナ 
常設 

低圧原子炉代替注

水系配管・弁 
常設 

格納容器スプレ

イ・ヘッダ
常設 

ホース・接続口 可搬 

原子炉圧力容器 常設 

原子炉格納容器 常設 

常設代替交流電源

設備 
常設 

代替所内電気設備 常設 

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱

格納容器フィルタベン

ト系
新設 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

可
搬
式
窒
素
供
給
装
置
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
へ
の
窒
素
ガ
ス
供
給

可搬式窒素供給装

置 
可搬 １時間 40 分 ２名 

自主対

策とす

る理由

は本文

参照 

スクラバ容器補給設備 新設 

－ － 

－ － － － 

耐
圧
強
化
ベ
ン
ト
ラ
イ
ン
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱

遠隔手動弁操作機

構 
常設 

交流動力電源 

が健全である 

場合 

30 分 

全交流動力 

電源喪失時の 

場合 

４時間 

交流動力電源 

が健全である 

場合 

１名 

全交流動力 

電源喪失時の 

場合 

５名 

自主対

策とす

る理由

は本文

参照 

ＳＧＴ耐圧強化ベ

ントライン止め弁

用空気ボンベ

常設 

ＳＧＴ耐圧強化ベ

ントライン止め弁

操作設備配管・弁

常設 

原子炉格納容器（サ

プレッション・チェ

ンバ，真空破壊装置

を含む）

常設 

窒素ガス制御系配

管・弁 
常設 

非常用ガス処理系

配管・弁 
常設 

排気筒 常設 

常設代替交流電源

設備 
常設 

可搬型代替交流電

源設備 
可搬 

代替所内電気設備 常設 

可搬式窒素供給装

置 
可搬 

１時間 40 分 ３名 

ホース・接続口 可搬 

現
場
操
作

遠隔手動弁操作機構 新設 

①②

③④

⑤⑥

⑦

現
場
操
作

ＳＧＴ耐圧強化ベ

ントライン止め弁

用空気ボンベ

可搬 

４時間 ４名 

自主対

策とす

る理由

は本文

参照 

ＳＧＴ耐圧強化ベ

ントライン止め弁

操作設備配管・弁

常設 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(４／６) 

 

 

  

重大事故等対処設備を使用した手順 

審査基準の要求に適合するための手順 
自主対策 

機能 機器名称 
既設 

新設 

解釈 

対応番号 
機能 機器名称 

常設 

可搬 

必要時間内に 

使用可能か 

対応可能な人数 

で使用可能か 
備考 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
に
よ
る
除
熱 

移動式代替熱交換設備 新設 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

大

型

送

水

ポ

ン

プ

車

に

よ

る

除

熱 

大型送水ポンプ車 可搬 

６時間 50 分 11 名 

自 主 対

策 と す

る 理 由

は 本 文

参照 

大型送水ポンプ車 新設 ホース・接続口 可搬 

ホース・接続口 新設 
原子炉補機冷却系 

配管・弁 
常設 

原子炉補機冷却系 配

管・弁・サージタンク 
既設 

原子炉補機代替冷

却系 配管・弁 
常設 

原子炉補機代替冷却系 

配管・弁 
新設 

残留熱除去系熱交

換器 
常設 

残留熱除去系熱交換器 既設 

残留熱除去系（サプ

レッション・プール

水冷却モード） 

常設 

取水口 既設 

残留熱除去系（原子

炉停止時冷却モー

ド） 

常設 

取水管 既設 
残留熱除去系（格納

容器冷却モード） 
常設 

取水槽 既設 取水口 常設 

常設代替交流電源設備 新設 取水管 常設 

代替所内電気設備 
新設 

既設 
取水槽 常設 

燃料補給設備 新設 
常設代替交流電源

設備 
常設 

残留熱除去系（サプレッ

ション・プール水冷却モ

ード） 

既設 
可搬型代替交流電

源設備 
可搬 

残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード） 
既設 

燃料補給設備 
常設 

可搬 残留熱除去系（格納容器

冷却モード） 
既設 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(５／６) 

 

技術的能力審査基準（1.5） 適合方針 

【要求事項】 

発電用原子炉設置者において、設計基準事

故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱

を輸送する機能が喪失した場合において炉

心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損

（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずる

ものに限る。）を防止するため、最終ヒート

シンクへ熱を輸送するために必要な手順等

が適切に整備されているか、又は整備される

方針が適切に示されていること。 

設計基準事故対処設備である原子炉補機

冷却系が有する最終ヒートシンク（海）へ

熱を輸送する機能が喪失した場合におい

て，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器

の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に

生ずるものに限る。）を防止する手段とし

て，原子炉補機代替冷却系による最終ヒー

トシンク（海）へ熱を輸送するために必要

な手順等を整備する。また，最終ヒートシ

ンク（海）へ熱を輸送する機能の喪失に加

えて，設計基準事故対処設備である残留熱

除去系が有する機能が喪失した場合におい

て，炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器

の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に

生ずるものに限る。）を防止する手段とし

て，格納容器フィルタベント系による最終

ヒートシンク（大気）へ熱を輸送するため

に必要な手順等を整備する。 

【解釈】 

１ 「最終ヒートシンクへ熱を輸送するため

に必要な手順等」とは、以下に掲げる措

置又はこれと同等以上の効果を有する

措置を行うための手順等をいう。 

 

－ 
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審査基準，基準規則と対処設備との対応表(６／６) 

 

技術的能力審査基準（1.5） 適合方針 

（１）炉心損傷防止 

ａ）取水機能の喪失により最終ヒートシンク

が喪失することを想定した上で、BWRに

おいては、サプレッションプールへの熱

の蓄積により、原子炉冷却機能が確保で

きる一定の期間内に、十分な余裕を持っ

て所内車載代替の最終ヒートシンク

（UHS）の繋ぎ込み及び最終的な熱の逃

がし場への熱の輸送ができること。加え

て、残留熱除去系(RHR)の使用が不可能

な場合について考慮すること。 

また、PWRにおいては、タービン動補

助給水ポンプ及び主蒸気逃がし弁によ

る２次冷却系からの除熱により、最終的

な熱の逃がし場への熱の輸送ができる

こと。 

 

取水機能の喪失により原子炉補機冷却系

が有する最終ヒートシンク（海）へ熱を輸

送する機能が喪失したことを想定し，原子

炉補機代替冷却系による最終ヒートシンク

（海）へ熱を輸送するために必要な手順等

を整備する。 

最終ヒートシンク（海）へ熱を輸送する

機能の喪失に加えて，残留熱除去系の使用

が不可能な場合を想定し，格納容器フィル

タベント系による最終ヒートシンク（大気）

へ熱を輸送するために必要な手順等を整備

する。 
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添付資料 1.5.2

自主対策設備仕様

機器名称 
常設 

／可搬 
耐震クラス 容量 揚程 個数 

残留熱代替除去ポンプ 常設 Ｓクラス 150 m3/h 70m ２台 

ＳＧＴ耐圧強化ベントライン

止め弁用空気ボンベ 
常設 Ｃクラス 46.7L － １本 

ドレン移送ポンプ 

（スクラバ容器補給設備）
常設 

－ 

（Ss機能維持） 
10 m3/h 70m １台 

薬品注入タンク 

（スクラバ容器補給設備）
常設 

－ 

（Ss機能維持） 
0.83m3 － １基 

大量送水車 

（スクラバ容器補給設備）
可搬 

－ 

（Ss機能維持） 

168m3/h 

（１台あたり） 
－ ２台 

可搬式窒素供給装置 可搬 
－ 

（Ss機能維持） 
約 100Ｎm3/h － １台 

大型送水ポンプ車 可搬 
－ 

（Ss機能維持） 

約 1,800m3/h 

（１台あたり） 
－ ２台 
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添付資料 1.5.3 

第１図 対応手段として選定した設備の電源構成図（交流電源）
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第２図 対応手段として選定した設備の電源構成図（交流電源） 
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B-115V 系

蓄電池

充
電
器

B1-115V 系 

蓄電池（SA） 

中
央
制
御
室
監
視
計
器
類
（
Ｓ
Ａ
） 

B-115V 系直流盤 B1-115V 系直流盤(SA) 

460V 母線 

(区分Ⅰ) 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

460V 母線 

(区分Ⅰ) 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

460V 母線 

(区分Ⅱ) 

460V 母線 

(区分Ⅰ) 

460V 母線 

(SA) 

460V 母線 

(SA) 

充
電
器

充
電
器

SA 対策 
分電盤(2) 

【凡例】 

蓄電池 

直流給電車 

接続プラグ収納箱 

配線用遮断器 

メカニカルインターロック

SA 用 115V 系 

蓄電池 

第３図 対応手段として選定した設備の電源構成図（直流電源） 
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添付資料 1.5.4－1 

重大事故対策の成立性 

1. 残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

(1)残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱

ａ．操作概要 

残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱が必要な状況に

おいて，原子炉建物付属棟地上３階まで移動するとともに，現場でのＳＡ電

源切替盤操作により電源切り替えを実施する。また，中央制御室操作により

系統構成を実施し，残留熱代替除去系を起動し原子炉格納容器内の減圧及び

除熱を実施する。 

ｂ．作業場所 

原子炉建物付属棟 地上３階（非管理区域）

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱として，最長時

間を要するＳＡ電源切替盤による電源切り替えを実施し，原子炉格納容器へ

の注水及び原子炉格納容器内へのスプレイを実施する場合に必要な要員数，

想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：３名（中央制御室運転員１名，現場運転員２名） 

想定時間  ：１時間５分以内（所要時間目安※１：24 分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間５分，所要時間目安３分

・電源確認：所要時間目安３分（電源確認：中央制御室）

●系統構成：想定時間 15 分，所要時間目安５分

・系統構成：所要時間目安５分（操作対象５弁：中央制御室）

●起動操作：想定時間 10 分，所要時間目安４分

・起動操作：所要時間目安４分（操作対象３弁，ポンプ起動：中央制御

室） 

【現場運転員】 

●移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系）：想定時間 20 分，所要時間目安８分
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・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属棟

地上３階） 

・ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系）：所要時間目安３分（電源切替操作：原子

炉建物付属棟地上３階） 

●移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）：想定時間 20 分，所要時間目安４分  

・移動：所要時間目安１分（原子炉建物付属棟地上３階） 

・ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）：所要時間目安３分（電源切替操作：原子

炉建物付属棟地上３階） 

ｄ．操作の成立性について 

（ａ）中央制御室操作 

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 

 

（ｂ）現場操作 

作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリアに

配備している。また，ヘッドライト及び懐中電灯を携行して

いる。 

放射性物質が放出される可能性があることから，操作は防護具

（全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）

を装備又は携行して作業を行う。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，ヘ

ッドライト及び懐中電灯を携行していることから近接可能であ

る。また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常の受電操作であるため，容易に実施可能である。 

連絡手段：所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備，有線式通信設

備のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡が可能

である。 
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(2) 残留熱代替除去系における原子炉補機代替冷却系の系統構成 

ａ．原子炉建物南側接続口または原子炉建物西側接続口を使用した補機冷却水

確保の場合 

 

（ａ）操作概要 

残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱が必要な状況に

おいて，原子炉補機代替冷却系を用いた冷却水確保のため，原子炉建物付属

棟地上３階まで移動するとともに，現場でのＳＡ電源切替盤操作により電源

切り替えを実施する。また，中央制御室操作及び現場操作により原子炉補機

冷却系の系統構成を行う。 

なお，本操作は管理区域及び非管理区域での操作を別要員が行う想定とし

ている。 

 

（ｂ）作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

原子炉建物付属棟 地下２階，地下１階，地上２階，地上３階（非管理区

域） 

廃棄物処理建物 地上２階（非管理区域） 

 

（ｃ）必要要員数及び想定時間 

残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系の系統構成として，

最長時間を要するＳＡ電源切替盤による電源切り替えを実施する場合に必要

な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数：５名（中央制御室運転員１名，現場運転員４名） 

想定時間 ：１時間40分以内（所要時間目安※１：67分） 

 

※１：所要時間目安は，模擬により算出した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間５分，所要時間目安２分 

・電源確認：所要時間目安２分（電源確認：中央制御室） 

●冷却水確保：想定時間 10 分，所要時間目安１分 

・冷却水確保：所要時間目安１分（操作対象１弁：中央制御室） 

 

【現場運転員Ｂ,Ｃ】 

●移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）：想定時間 20 分，所要時間目安９

分 
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・移動：所要時間目安６分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属棟

地上３階） 

・ＳＡ電源切替操作（Ｂ系）：所要時間目安：３分（電源切替操作：原

子炉建物付属棟地上３階） 

●系統構成：想定時間１時間 20 分，所要時間目安 58 分 

・移動：所要時間目安４分（移動経路：原子炉建物付属棟地上３階～原

子炉建物付属棟地上２階） 

・電源確認：所要時間目安１分（電源ロック：原子炉建物付属棟地上２

階） 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：原子炉建物付属棟地上２階～原

子炉建物付属棟地下１階） 

・電源確認：所要時間目安１分（電源ロック：原子炉建物付属棟地下１

階） 

・移動：所要時間目安３分（移動経路：原子炉建物付属棟地下１階～原

子炉建物付属棟地下２階） 
・系統構成：所要時間目安４分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟地下

２階） 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：原子炉建物付属棟地下２階～原

子炉建物付属棟地下１階） 

・系統構成：所要時間目安 11 分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟地

下１階） 

・移動：所要時間目安４分（移動経路：原子炉建物付属棟地下１階～原

子炉建物付属棟地上２階） 

・系統構成：所要時間目安 11 分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟地

上２階） 

・移動：所要時間目安６分（移動経路：原子炉建物付属棟地上２階～廃

棄物処理建物地上２階） 
・系統構成：所要時間目安３分（操作対象１弁：廃棄物処理建物地上２

階） 

 

【現場運転員Ｄ,Ｅ】 

●系統構成：想定時間 30 分，所要時間目安 11 分 

・移動：所要時間目安７分（移動経路：中央制御室～原子炉棟地上３

階） 

・系統構成：所要時間目安４分（操作対象１弁：原子炉棟地上３階） 

 

（ｄ）操作の成立性について 

ⅰ 中央制御室操作 

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ
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Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備してい

る。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 

ⅱ 現場操作 

作業環境：電源内蔵型照明を作業エリアに配備しており，建物内常用照

明消灯時における作業性を確保している。また，ヘッドライ

ト及び懐中電灯をバックアップとして携行している。

非管理区域における操作は放射性物質が放出される可能性があ

ることから，操作は防護具（全面マスク，個人線量計，綿手袋，

ゴム手袋，汚染防護服）を装備又は携行して作業を行う。管理

区域においては汚染の可能性を考慮し防護具（全面マスク，個

人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を装備又は携行し

て作業を行う。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備しており，近接可

能である。また，ヘッドライト及び懐中電灯をバックアップ

として携行している。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。

操作性 ：通常の弁操作であり，容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを施し

ている。 

連絡手段：有線式通信設備，電力保安通信用電話設備，所内通信連絡設

備のうち，使用可能な設備により，中央制御室に連絡する。 
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ｂ．原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確保（故意による大型航空機

の衝突その他テロリズムによる影響がある場合） 

(a) 操作概要

残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱が必要な状

況において，原子炉補機代替冷却系を用いた冷却水確保のため，原子炉

建物付属棟地上３階まで移動するとともに，現場でのＳＡ電源切替盤操

作により電源切り替えを実施する。また，中央制御室操作及び現場操作

により原子炉補機冷却系の系統構成を行う。 

(b) 作業場所

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室）

原子炉建物付属棟 地下２階，地下１階，地上２階，地上３階（非管

理区域） 

廃棄物処理建物 地上２階（非管理区域） 

(c) 必要要員数及び想定時間

残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系の系統構成と

して，最長時間を要するＳＡ電源切替盤による電源切り替えを実施する

場合に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数：３名（中央制御室運転員１名，現場運転員２名） 

想定時間 ：１時間40分以内（所要時間目安※１：70分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算出した時間

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間５分，所要時間目安２分

・電源確認：所要時間目安２分（電源確認：中央制御室）

●冷却水確保：想定時間 10 分，所要時間目安１分

・冷却水確保：所要時間目安１分（操作対象１弁：中央制御室）

【現場運転員Ｂ,Ｃ】 

●移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）：想定時間 20 分，所要時間目安９

分 

・移動：所要時間目安６分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属

棟地上３階） 

・ＳＡ電源切替操作（Ｂ系）：所要時間目安：３分（電源切替操作：

原子炉建物付属棟地上３階） 

●系統構成：想定時間１時間 20 分，所要時間目安 58 分
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・移動：所要時間目安４分（移動経路：原子炉建物付属棟地上３階～

原子炉建物付属棟地上２階） 

・電源確認：所要時間目安１分（電源ロック：原子炉建物付属棟地上

２階） 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：原子炉建物付属棟地上２階～

原子炉建物付属棟地下１階） 

・電源確認：所要時間目安１分（電源ロック：原子炉建物付属棟地下

１階） 

・移動：所要時間目安３分（移動経路：原子炉建物付属棟地下１階～

原子炉建物付属棟地下２階） 

・系統構成：所要時間目安４分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟地

下２階） 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：原子炉建物付属棟地下２階～

原子炉建物付属棟地下１階） 

・系統構成：所要時間目安 11 分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟

地下１階） 

・移動：所要時間目安３分（移動経路：原子炉建物付属棟地下１階～

原子炉建物付属棟地上２階） 

・系統構成：所要時間目安 11 分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟

地上２階） 

・移動：所要時間目安１分（移動経路：原子炉建物付属棟地上２階） 

・系統構成：所要時間目安 11 分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟

地上２階） 

・移動：所要時間目安６分（移動経路：原子炉建物付属棟地上２階～

廃棄物処理建物地上２階） 

・系統構成：所要時間目安３分（操作対象１弁：廃棄物処理建物地上

２階） 

 

(d) 操作の成立性について 

ⅰ 中央制御室操作 

作業環境  ：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイ

プ），ＬＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドラ

イトを配備している。 

操作性   ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可

能である。 

ⅱ 現場操作 

作業環境  ：電源内蔵型照明を作業エリアに配備しており，建物

内常用照明消灯時における作業性を確保している。

また，ヘッドライト及び懐中電灯をバックアップと
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して携行している。 

放射性物質が放出される可能性があることから，操

作は防護具（全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴ

ム手袋，汚染防護服）を装備又は携行して作業を行

う。 

移動経路  ：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備しており，

近接可能である。また，ヘッドライト及び懐中電灯

をバックアップとして携行している。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性   ：通常の弁操作であり，容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テ

ープを施している。 

連絡手段  ：有線式通信設備，電力保安通信用電話設備，所内通

信連絡設備のうち，使用可能な設備により，中央制

御室に連絡する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

冷却水確保（系統構成） 冷却水確保（系統構成） 
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(3) 残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系による補機冷却水

確保 

ａ．原子炉建物南側接続口または原子炉建物西側接続口を使用した補機冷却水

確保 

（ａ）操作概要 

残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱が必要な状況に

おいて，原子炉補機代替冷却系（移動式代替熱交換設備，大型送水ポンプ車

等）による補機冷却水確保のため，外部接続口を選定し，取水箇所まで移動

するとともに，送水ルートを確保した後，原子炉補機代替冷却系により補機

冷却水を供給する。 

 

（ｂ）作業場所 

原子炉建物付属棟 地上１階（非管理区域） 

原子炉建物付属棟 地上２階（非管理区域） 

屋外（取水槽周辺，原子炉建物南側周辺） 

 

（ｃ）必要要員数及び想定時間 

原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保として，最長時間を要する第

４保管エリアの可搬設備を使用した海水取水箇所から原子炉建物南側接続口

を使用した送水に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数：15名（緊急時対策要員15名） 

想定時間 ：７時間20分以内（所要時間目安※１：５時間41分） 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【緊急時対策要員（６名）】（原子炉建物南側周辺作業） 

●緊急時対策所～第４保管エリア移動：想定時間35分，所要時間目安32

分 

・移動：所要時間目安32分（移動経路：緊急時対策所～第４保管エリ

ア） 

●車両健全性確認：想定時間10分，所要時間目安10分 

・車両健全確認：所要時間目安10分（第４保管エリア） 

●移動式代替熱交換設備準備：想定時間６時間15分，所要時間目安４時

間38分 

・移動式代替熱交換設備準備：所要時間目安４時間38分（屋外（原子炉

建物南側周辺）） 

●送水準備：想定時間20分，所要時間目安10分 

・送水準備：所要時間目安10分（屋外（原子炉建物南側周辺）） 

【緊急時対策要員（６名）】（取水槽周辺，原子炉建物南側周辺作業） 
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●移動：想定時間35分，所要時間目安32分 

・移動：所要時間目安32分（移動経路：緊急時対策所～第４保管エリ

ア） 

●車両健全確認：想定時間10分，所要時間目安10分 

・車両健全確認：所要時間目安10分（第４保管エリア） 

●大型送水ポンプ車準備：想定時間３時間45分，所要時間目安２時間57

分 

・大型送水ポンプ車の準備：所要時間目安２時間57分（屋外（取水槽周

辺）） 

●ホース敷設：想定時間２時間30分，所要時間目安１時間52分 

・ホース敷設：所要時間目安１時間52分（屋外（取水槽周辺，原子炉建

物南側周辺）） 

●送水準備：想定時間20分，所要時間目安10分 

・送水準備：所要時間目安10分（屋外（取水槽周辺，原子炉建物南側周

辺）） 

【緊急時対策要員（３名）】（原子炉建物南側周辺作業） 

●移動：想定時間30分，所要時間目安26分 

・移動：所要時間目安26分（緊急時対策所～原子炉建物南側） 

●電源ケーブル接続：想定時間１時間10分，所要時間目安53分 

・電源ケーブル接続：所要時間目安53分（屋外（原子炉建物南側），原

子炉建物付属棟地上２階） 

 

（ｄ）操作の成立性について 

作業環境：電源内蔵型照明及びヘッドライトにより，夜間における作業

性を確保している。 

放射性物質が放出される可能性があることから，操作は防護

具（全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護

服）を装備又は携行して作業を行う。 

移動経路：車両のヘッドライトのほか，電源内蔵型照明及びヘッドライ

トを携行しており，夜間においても接近可能である。 

また，現場への移動は地震等による重大事故等が発生した場合

でも安全に移動できる経路を移動する。 

操作性 ：各種ホースの接続は汎用の結合金具及びフランジ接続であり，

容易に実施可能である。 

作業エリア周辺には，支障となる設備はなく，十分な作業ス

ペースを確保している。 

連絡手段：衛星電話設備（固定型，携帯型），無線通信設備（固定型，携

帯型），電力保安通信用電話設備のうち，使用可能な設備によ

り，緊急時対策本部に連絡する。 
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ｂ．原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確保（故意による大型航空機の衝

突その他テロリズムによる影響がある場合） 

（ａ）操作概要 

残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱が必要な状況に

おいて，原子炉補機代替冷却系（大型送水ポンプ車等）による補機冷却水確

保のため，取水箇所まで移動するとともに，送水ルートを確保した後，原子

炉補機代替冷却系により補機冷却水を供給する。 

 

（ｂ）作業場所 

原子炉建物付属棟 地下２階（非管理区域） 

原子炉建物付属棟 地下１階（非管理区域） 

原子炉建物付属棟 地上１階（非管理区域） 

タービン建物   地上１階（非管理区域） 

タービン建物   地下１階（非管理区域） 

屋外（取水槽周辺） 

 

（ｃ）必要要員数及び想定時間 

原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保として，最長時間を要する第

４保管エリアの可搬設備を使用した海水取水箇所から原子炉建物内接続口を

使用した送水に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数：６名（緊急時対策要員６名） 

想定時間 ：７時間以内（所要時間目安※１：６時間29分） 

 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【緊急時対策要員】 

●移動：想定時間35分，所要時間目安32分 

・移動：所要時間目安32分（移動経路：緊急時対策所～第４保管エリ

ア） 

●車両健全確認：想定時間10分，所要時間目安10分 

・車両健全確認：所要時間目安10分（第４保管エリア） 

●大型送水ポンプ車準備：想定時間３時間５分，所要時間目安２時間57

分 

・大型送水ポンプ車の準備：所要時間目安２時間57分（屋外（取水槽周

辺）） 

●ホース敷設：想定時間55分，所要時間目安45分 

・ホース敷設：所要時間目安45分（屋外（取水槽周辺）） 

●ホース敷設：想定時間１時間55分，所要時間目安１時間55分 
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・ホース敷設：所要時間目安１時間55分（屋内（タービン建物，原子炉

建物付属棟）） 

●送水準備：想定時間20分，所要時間目安10分

・送水準備：所要時間目安10分（屋外（取水槽周辺））

（ｄ）操作の成立性について 

作業環境：電源内蔵型照明及びヘッドライトにより，夜間における作業

性を確保している。 

放射性物質が放出される可能性があることから，操作は防護具

（全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）

を装備又は携行して作業を行う。 

移動経路：車両のヘッドライトのほか，電源内蔵型照明及びヘッドライ

トを携行しており，夜間においても接近可能である。

また，現場への移動は地震等による重大事故等が発生した場合

でも安全に移動できる経路を移動する。 

操作性 ：各種ホースの接続は汎用の結合金具及びフランジ接続であり，

容易に実施可能である。 

作業エリア周辺には，支障となる設備はなく，十分な作業スペ

ースを確保している。 

連絡手段：衛星電話設備（固定型，携帯型），無線通信設備（固定型，

携帯型），電力保安通信用電話設備のうち，使用可能な設備

により，緊急時対策本部に連絡する。 
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移動式代替熱交換設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大型送水ポンプ車 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホース接続作業 水中ポンプ設置準備 

ポンプ起動操作 

ホース接続作業 移動式代替熱交換設備へのホー

ス接続作業 
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添付資料 1.5.4-2 

 

2. 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(1) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

ａ．操作概要 

中央制御室からの格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減

圧及び除熱が必要な状況において，原子炉建物付属棟地上３階まで移動すると

ともに，現場でのＳＡ電源切替盤操作により電源切り替えを実施する。また，

中央制御室操作により系統構成及び格納容器ベント操作を実施し，格納容器ベ

ントを実施する。 

 

ｂ．作業場所 

電源切り替え：原子炉建物付属棟 地上３階（非管理区域） 

系統構成，格納容器ベント操作：制御室建物 地上４階（非管理区域）（中

央制御室） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱として，

最長時間を要するＳＡ電源切替盤による電源切り替えを実施し，第一優先のＷ

／Ｗベントを使用した格納容器ベントに必要な要員数，想定時間は以下のとお

り。 

なお，Ｗ／Ｗベントに必要な想定時間，Ｄ／Ｗベントに必要な想定時間は同

一時間とする。 

必要要員数 ：３名（中央制御室運転員１名，現場運転員２名） 

想定時間  ：移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系）20 分以内（所要時間目安
※１：８分） 

移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）20 分以内（所要時間目安
※１：４分） 

電源確認（中央制御室）５分以内（所要時間目安※１：４分） 

系統構成（制御室建物）５分以内（所要時間目安※１：４分） 

ベント実施操作（制御室建物）10 分以内（所要時間目安※

１：３分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間５分，所要時間目安４分 

・電源確認：所要時間目安４分（電源確認：中央制御室） 

●系統構成：想定時間５分，所要時間目安４分 

・系統構成：所要時間目安４分（操作対象１弁：中央制御室） 

1.5-156

1.5-156



 

●ベント実施操作（第１弁開操作）：想定時間 10 分，所要時間目安３分 

・ベント実施操作（第１弁開操作）：所要時間目安３分（操作対象１弁：

中央制御室） 

【現場運転員】 

●移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系）：想定時間 20 分，所要時間目安８分 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属棟

地上３階） 

・ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系）：所要時間目安３分（電源切替操作：原子

炉建物付属棟地上３階） 

●移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）：想定時間 20 分，所要時間目安４分 

・移動：所要時間目安１分（原子炉建物付属棟地上３階） 

・ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）：所要時間目安３分（電源切替操作：原子

炉建物付属棟地上３階） 

ｄ．操作の成立性について 

(a) 中央制御室操作 

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 

 

(b) 現場操作 

作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリアに配

備している。また，ヘッドライト及び懐中電灯をバックアップ

として携行している。 

放射性物質が放出される可能性があることから，操作は防護具

（全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）

を装備して作業を行う。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，ヘッ

ドライト及び懐中電灯を携行していることから近接可能である。

また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常の受電操作であるため，容易に実施可能である。 

連絡手段：所内通信連絡設備，電力保安通信用電話設備，有線式通信設備

のうち，使用可能な設備により，中央制御室との連絡が可能で

ある。 
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(2) 格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

（現場操作） 

 

ａ．操作概要 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱が必要

な状況で，中央制御室からの操作により電動弁を操作できない場合において，

原子炉建物付属棟地上３階まで移動するとともに，現場での遠隔手動弁操作機

構による操作により系統構成を実施する。格納容器ベントについては，原子炉

建物付属棟地上１階または原子炉建物付属棟地上２階まで移動するとともに，

現場での遠隔手動弁操作機構により格納容器ベントする。 

 

ｂ．作業場所 

系統構成  原子炉建物付属棟 地上３階 北側通路（非管理区域） 

Ｗ／Ｗベント 原子炉建物付属棟 地上１階 西側（非管理区域） 

Ｄ／Ｗベント 原子炉建物付属棟 地上２階 西側（非管理区域） 

電源確認  制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱として，

第一優先のＷ／Ｗベントを使用した格納容器ベントに必要な要員数，想定時間

は以下のとおり。 

なお，Ｗ／Ｗベントに必要な想定時間，Ｄ／Ｗベントに必要な想定時間は同

一時間とする。 

必要要員数 ：３名（中央制御室運転員１名，現場運転員２名） 

想定時間  ：系統構成（原子炉建物付属棟）１時間 20 分以内（所要時間

目安※１：１時間３分） 

ベント実施操作（原子炉建物付属棟）１時間 30 分以内（所

要時間目安※１：１時間８分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間 10 分，所要時間目安４分 

・電源確認：所要時間目安４分（中央制御室） 

【現場運転員】 

●系統構成：想定時間１時間 20 分，所要時間目安１時間３分 

・移動：所要時間目安９分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属棟

地上３階） 

・系統構成：所要時間目安 54 分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟地上
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３階） 

●ベント実施操作（第１弁開操作）：想定時間１時間 30 分，所要時間目安

１時間８分 

・移動：所要時間目安 14 分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属棟

地上１階） 

・ベント実施操作（第１弁開操作）：所要時間目安 54 分（操作対象１弁：

原子炉建物付属棟地上１階） 

 

ｄ．操作の成立性について 

(a) 中央制御室操作 

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 

 

(b) 現場作業 

作業環境：電源内蔵型照明を作業エリアに配備しており，建物内常用照明

消灯時における作業性を確保している。また，ヘッドライト及

び懐中電灯をバックアップとして携行している。 

非管理区域における操作は放射性物質が放出される可能性があ

ることから，防護具（全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム

手袋，汚染防護服）を装備又は携行して作業を行う。管理区域

においては汚染の可能性を考慮し，防護具（全面マスク，個人

線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を装備して作業を行

う。 

現場運転員の放射性防護を考慮し，遠隔手動弁操作機構は，原

子炉建物付属棟に設置している。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備しており，近接可能

である。また，ヘッドライト及び懐中電灯をバックアップとし

て携行している。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常の弁操作であり，容易に実施可能である。遠隔手動弁操作

機構の操作についても，操作に必要な工具はなく，通常の弁操

作と同様であるため，容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを施し

ている。 

連絡手段：有線式通信設備，電力保安通信用電話設備，所内通信連絡設備

のうち，使用可能な設備により，中央制御室又は緊急時対策本

部に連絡する。 
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ベント操作（遠隔手動弁操作機構） 
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(3) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り） 

 

ａ．操作概要 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）が必要な状況において，

送水ルートを確保した後，第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）

として使用する大量送水車により，第１ベントフィルタスクラバ容器を水位調

整（水張り）する。 

 

ｂ．作業場所 

屋外（原子炉建物南側周辺，原子炉建物西側周辺，取水箇所（輪谷貯水槽（西））

周辺） 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）として，最長時間を要

する第４保管エリア，第３保管エリアの可搬型設備による輪谷貯水槽（西）を

使用した送水に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ： 13 名（中央制御室運転員１名，緊急時対策要員 12 名） 

想定時間  ：２時間 30 分以内（所要時間目安※１：１時間 55 分） 

 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬による算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●水位監視：想定時間 10 分，所要時間目安９分 

・水位監視，水位調整（水張り）：所要時間目安９分（下限水位～通常水

位） 

【緊急時対策要員６名】（原子炉建物南側周辺作業） 

●緊急時対策所～第４保管エリア移動：想定時間 35 分，所要時間目安 32

分 

・移動：所要時間目安 32 分（移動経路：緊急時対策所～第４保管エリア） 

●車両健全性確認：想定時間 10 分，所要時間目安 10 分 

・車両健全性確認：所要時間目安 10 分（第４保管エリア） 

●送水準備（ホース敷設及びヘッダ接続）：想定時間 55 分，所要時間目安

34 分 

・移動：所要時間目安４分（移動経路：第４保管エリア～原子炉建物西

側法面） 

・送水準備（ホース敷設及びヘッダ接続）：所要時間目安 30 分（原子炉

建物西側法面，原子炉建物南
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側周辺） 

●送水準備（ヘッダ～第１ベントフィルタスクラバ容器補給用接続口）：

想定時間 25 分，所要時間目安 21 分 

・送水準備：所要時間目安 15 分（ヘッダ～第１ベントフィルタスクラバ

容器補給用接続口） 

・系統構成：所要時間目安６分（操作対象２弁：原子炉建物南側周辺） 

●ホース取外し：想定時間 10 分，所要時間目安５分 

・ホース取外し：所要時間目安５分（操作対象２弁：原子炉建物南側周

辺） 

【緊急時対策要員６名】（輪谷貯水槽（西）周辺，原子炉建物西側法面周

辺作業） 

●緊急時対策所～第３保管エリア移動：想定時間 30 分，所要時間目安 28

分 

・移動：所要時間目安 28 分（移動経路：緊急時対策所～第３保管エリア） 

●車両健全性確認：想定時間 10 分，所要時間目安 10 分 

・車両健全性確認：所要時間目安 10 分（第３保管エリア） 

●大量送水車配置：想定時間 15 分，所要時間目安 12 分 

・移動：所要時間目安４分（移動経路：第３保管エリア～輪谷貯水槽（西）） 

・大量送水車配置：所要時間目安８分（輪谷貯水槽（西）） 

●送水準備（ホース敷設）：想定時間１時間，所要時間目安 37 分 

・送水準備（ホース敷設）：所要時間目安 32 分(輪谷貯水槽（西），原子

炉建物西側法面） 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：原子炉建物西側法面～輪谷貯水

槽（西）周辺） 

●大量送水車起動：想定時間 10 分，所要時間目安 10 分 

・大量送水車起動：所要時間目安 10 分（輪谷貯水槽（西）） 

●停止操作：想定時間 10 分，所要時間目安５分 

・停止操作：所要時間目安５分（輪谷貯水槽（西）） 

 

ｄ．操作の成立性について 

作業環境：車両の作業用照明，ヘッドライト及び懐中電灯により，夜間にお

ける作業性を確保している。また，操作は格納容器ベント操作後

の汚染を考慮し防護具（全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム

手袋，汚染防護服）を装備するが，緊急時対策本部の指示により，

作業区域の環境を考慮した汚染防護服，被水防護服等を装備した

作業を行う場合がある。 

移動経路：車両のヘッドライトほか，ヘッドライト，懐中電灯を携帯してお

り，夜間においても近接可能である。 

また，現場への移動は，地震等による重大事故等が発生した場合
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でも安全に移動できる経路を移動する。 

操作性 ：ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水張り）として使用する

大量送水車からのホースの接続は，結合金具接続であり，容易に

実施可能であり，必要な工具はない。 

また，弁の開閉操作についても，必要な工具はなく通常の弁操作

と同様である。作業エリア周辺には，支障となる設備はなく，十

分な作業スペースを確保している。 

連絡手段：衛星電話設備（固定型，携帯型），無線通信設備（固定型，携帯

型））電力保安通信用電話設備のうち，使用可能な設備により，

中央制御室及び緊急時対策本部に連絡する。 

 

     

ホース接続作業（昼間）       水中ポンプ設置準備（夜間） 

 

 

 

ポンプ起動操作（夜間） 
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(4) 第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）

ａ．操作概要 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）が必要な状況にお

いて，中央制御室操作により系統構成を実施し，第１ベントフィルタスク

ラバ容器水位調整（水抜き）を実施する。

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）に必要な要員数，

想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：１名（中央制御室運転員１名） 

想定時間  ：２時間 20 分以内（所要時間目安※１：２時間９分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●系統構成，水抜き開始操作：想定時間 10 分，所要時間目安５分

・系統構成，水抜き開始操作：所要時間目安５分（操作対象２弁，ポン

プ起動：中央制御室） 

●水位調整（水抜き）：想定時間２時間，所要時間目安２時間

・水位調整（水抜き）：所要時間目安２時間（上限水位～通常水位）

●停止操作：想定時間 10 分，所要時間目安４分

・停止操作：所要時間目安４分（操作対象２弁，ポンプ停止：中央制御

室） 

ｄ．操作の成立性について 

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備してい

る。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 
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(5) 格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ 

 

ａ．操作概要 

格納容器フィルタベント系の窒素ガスパージが必要な状況において，屋外

（原子炉建物周辺）に可搬式窒素供給装置を配置してホースを格納容器フィル

タベント系配管接続口に接続した後，可搬式窒素供給装により格納容器フィル

タベント系に窒素ガスを供給する。 

 

ｂ．作業場所 

屋外（原子炉建物周辺） 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージとして格納容器フィル

タベント系配管接続口を使用した窒素ガス供給に必要な要員数，想定時間は以

下のとおり。 

必要要員数 ：３名（中央制御室運転員１名，緊急時対策要員２名） 

想定時間  ：１時間 40 分以内（所要時間目安※１：１時間 23 分（移動含む）） 

 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬による算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●系統構成：想定時間 10 分，所要時間目安４分 

・系統構成：所要時間目安４分（操作対象１弁：中央制御室） 

【緊急時対策要員】 

●車両健全性確認：想定時間 10 分，所要時間目安 10 分 

・車両健全性確認：所要時間目安 10 分（第１保管エリア） 

●可搬式窒素供給装置の移動：想定時間 20 分，所要時間目安 15 分 

・可搬式窒素供給装置の移動：所要時間目安 15 分（移動経路：第１保管

エリア～屋外（原子炉建物周辺）） 

●可搬式窒素供給装置の接続，暖気運転：想定時間 60 分，所要時間目安

53 分 

・可搬式窒素供給装置の接続：所要時間目安 36 分（ホース接続：屋外（原

子炉建物周辺）） 

・可搬式窒素供給装置暖気運転：所要時間目安 17 分（暖気運転：屋外（原

子炉建物周辺）） 

●弁開操作：想定時間 10 分，所要時間目安５分 

・弁開操作：所要時間目安５分（操作対象１弁：屋外（原子炉建物周辺）） 
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ｄ．操作の成立性について 

(a) 中央制御室操作 

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 

(b) 現場作業 

作業環境：車両の作業用照明，ヘッドライト及び懐中電灯により，夜間に

おける作業性を確保している。また，操作は格納容器ベント後

の汚染を考慮し，防護具（全面マスク，個人線量計，綿手袋，

ゴム手袋，汚染防護服）を装備するが，緊急時対策本部の指示

により，作業区域の環境を考慮した汚染防護服，被水防護服を

装備した作業を行う場合がある。 

移動経路：車両のヘッドライトのほか，ヘッドライト及び懐中電灯を携帯

しており，夜間においても近接可能である。 

また，現場への移動は，地震等による重大事故等が発生した場

合でも安全に移動できる経路を移動する。 

操作性 ：送気ホースの接続は，差し込み式であり，容易に実施可能であ

り，必要な工具はない。 

また，弁の開閉操作についても，必要な工具はなく通常の弁操

作と同様である。 

作業エリア周辺には，支障となる設備はなく，十分な作業スペ

ースを確保している。 

連絡手段：衛星電話設備（固定型，携帯型），無線通信設備（固定型，携

帯型），電力保安通信用電話設備のうち，使用可能な設備により，

中央制御室及び緊急時対策本部に連絡する。 

 

 

ホース接続作業 
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(6) フィルタベント計装（第１ベントフィルタ出口水素濃度） 

 

ａ．操作概要 

格納容器フィルタベント系の窒素ガスパージが必要な状況において，屋外

（原子炉建物周辺）に第１ベントフィルタ出口水素濃度を配置してホースを格

納容器フィルタベント系配管接続口に接続した後，第１ベントフィルタ出口水

素濃度により，窒素ガスパージ中，配管内の水素濃度を測定する。 

 

ｂ．作業場所 

屋外（原子炉建物周辺） 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

格納容器フィルタベント系停止後の窒素ガスパージ中における水素濃度測

定に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：３名（中央制御室運転員１名，緊急時対策要員２名） 

想定時間  ：１時間 40 分以内（所要時間目安※１：１時間 15 分（移動含む）） 

 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●系統構成：想定時間 10 分，所要時間目安４分 

・系統構成：所要時間目安４分（操作対象１弁：中央制御室） 

【緊急時対策要員】 

●車両健全性確認：想定時間 10 分，所要時間目安 10 分 

・車両健全性確認：所要時間目安 10 分（第１保管エリア） 

●水素濃度測定設備の移動：想定時間 20 分，所要時間目安 15 分 

・水素濃度測定設備の移動：所要時間目安 15 分（移動経路：第１保管エ

リア～屋外（原子炉建物周辺）） 

●水素濃度測定設備の接続：想定時間１時間，所要時間目安 45 分 

・水素濃度測定設備の接続：所要時間目安 45 分（屋外（原子炉建物周辺）） 

●起動操作：想定時間 10 分，所要時間目安５分 

・起動操作：所要時間目安５分（起動操作：屋外（原子炉建物周辺） 

 

ｄ．操作の成立性について 

(a) 中央制御室操作 

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 
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操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 

 

(b) 現場作業 
移動経路：車両のヘッドライトのほか，ヘッドライト及び懐中電灯を携帯

しており，夜間においても接近可能である。また，現場への移

動は，地震等による重大事故等が発生した場合でも安全に移動

できる経路を移動する。 

作業環境：車両の作業用照明のほか，ヘッドライト及び懐中電灯により，

夜間における作業性を確保している。また，操作は格納容器ベ

ント後の汚染を考慮し，防護具（全面マスク，個人線量計，綿

手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を装備するが，緊急時対策本部

の指示により，作業区域の環境を考慮した汚染防護服，被水防

護服を装備した作業を行う場合がある。 

操作性 ：ホースの接続は，差し込み式であり容易に実施可能であり，操

作に必要な工具はない。また，電源ケーブルの接続は，ねじ込

み式であり容易に接続可能であり，操作に必要な工具はない。

弁の開閉操作についても，必要な工具はなく通常の弁操作と同

様である。作業エリア周辺には支障となる設備はなく，十分な

作業スペースがある。 

連絡手段：衛星電話設備（固定型，携帯型），無線通信設備（固定型，携

帯型），電力保安通信用電話設備のうち，使用可能な設備により，

中央制御室及び緊急時対策本部に連絡する。 

 

 

ケーブル接続作業 
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(7) 第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整

ａ．操作概要 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位調整（水抜き）によりスクラビン

グ水に含まれる薬液が排水されることでスクラビング水のｐＨが規定値よ

りも低くなることを防止するため薬液を補給する。 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

第１ベントフィルタスクラバ容器スクラビング水ｐＨ調整に必要な要員

数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：１名（中央制御室運転員１名） 

想定時間  ：15 分以内（所要時間目安※１：９分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●系統構成，ドレン移送ポンプ起動操作：想定時間 15 分，所要時間目安

９分 

・系統構成，ドレン移送ポンプ起動操作：所要時間目安９分（操作対象

２弁，ポンプ起動：中央制御

室） 

ｄ．操作の成立性について 

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備してい

る。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 
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添付資料 1.5.4－3 

3. 可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給 

 

(1) 操作概要 

原子炉格納容器への窒素ガス供給が必要な状況で，屋外（原子炉建物周

辺）に可搬式窒素供給装置を配備し，ホースを窒素ガス代替注入系配管接続

口に接続し，可搬式窒素供給装置により，原子炉格納容器に窒素ガスを供給

する。 

 

(2) 作業場所 

屋外（原子炉建物周辺） 

 

(3) 必要要員数及び想定時間 

可搬式窒素供給装置による原子炉格納容器への窒素ガス供給に必要な要員

数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：２名（緊急時対策要員２名） 

想定時間  ：１時間 40 分以内（所要時間目安※１：１時間 23 分（移動含

む）） 

 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【緊急時対策要員】 

●車両健全性確認：想定時間 10 分，所要時間目安 10 分 

・車両健全性確認：所要時間目安 10 分（第１保管エリア） 

●可搬式窒素供給装置の移動：想定時間 20 分，所要時間目安 15 分 

・可搬式窒素供給装置の移動：所要時間目安 15 分（移動経路：第１保

管エリア～屋外（原子炉建物周辺）） 

●可搬式窒素供給装置の接続，暖気運転：想定時間１時間，所要時間目

安 53 分 

・可搬式窒素供給装置の接続：所要時間目安 36 分（ホース接続：屋外

（原子炉建物周辺）） 

・可搬式窒素供給装置暖気運転：所要時間目安 17 分（暖気運転：屋外

（原子炉建物周辺）） 

●弁開操作：想定時間 10 分，所要時間目安５分 

・弁開操作：所要時間目安５分（操作対象１弁：屋外（原子炉建物周

辺）） 

 

(4) 操作の成立性について 

移動経路：車両のヘッドライトのほか，ヘッドライト及び懐中電灯を携
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帯しており，夜間においても接近可能である。また，現場へ

の移動は，地震等による重大事故等が発生した場合でも安全

に移動できる経路を移動する。 

作業環境：車両のヘッドライトのほか，ヘッドライト及び懐中電灯によ

り，夜間における作業性を確保している。また，操作は格納

容器ベント後の汚染を考慮し，防護具（全面マスク，個人線

量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を装備するが，緊急

時対策本部の指示により，作業区域の環境を考慮した被水防

護服等を装備した作業を行う場合がある。 

操作性 ：可搬式窒素供給装置からのホース接続は，差し込み式であり

容易に実施可能である。また，作業エリア周辺には支障とな

る設備はなく，十分な作業スペースがある。 

連絡手段：衛星電話設備（固定型，携帯型），無線通信設備（固定型，携

帯型），電力保安通信用電話設備のうち，使用可能な設備によ

り，緊急時対策本部に連絡する。 

 

 

ホース接続作業 

1.5-171

1.5-171



添付資料 1.5.4-4 

4. 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

(1) 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

ａ．操作概要 

中央制御室からの耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧

及び除熱が必要な状況において，中央制御室操作により系統構成及び格納容

器ベント操作を実施し，格納容器ベントを実施する。 

 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱として，第

一優先のＷ／Ｗベントを使用した格納容器ベントに必要な要員数，想定時間

は以下のとおり。 

なお，Ｗ／Ｗベントに必要な想定時間，Ｄ／Ｗベントに必要な想定時間は

同一時間とする。 

必要要員数 ：１名（中央制御室運転員１名） 

想定時間  ：系統構成（制御室建物）20 分以内（所要時間目安※１：15

分） 

ベント実施操作（制御室建物）10 分以内（所要時間目安※

１：３分） 

 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●系統構成：想定時間 20 分，所要時間目安 15 分 

・系統構成：所要時間目安 15 分（操作対象 11 弁：中央制御室） 

●ベント実施操作（第１弁開操作）：想定時間 10 分，所要時間目安３分 

・ベント実施操作（第１弁開操作）：所要時間目安３分（操作対象１弁：

中央制御室） 

 

ｄ．操作の成立性について 

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 
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(2) 耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

（現場操作） 

 

ａ．操作概要 

耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱の系統構

成が必要な状況で，中央制御室からの操作により電動弁を操作できない場合

において，原子炉建物付属棟地上３階及び原子炉棟地上３階まで移動すると

ともに，現場での遠隔手動弁操作機構による操作により系統構成を実施する。

格納容器ベントについては，原子炉建物付属棟地上１階または原子炉建物付

属棟地上２階まで移動するとともに，現場での遠隔手動弁操作機構により格

納容器ベントする。 

 

ｂ．作業場所 

系統構成  原子炉建物付属棟 地上３階 北側通路（非管理区域） 

系統構成  原子炉棟 地上３階 （管理区域） 

Ｗ／Ｗベント 原子炉建物付属棟 地上１階 西側（非管理区域） 

Ｄ／Ｗベント 原子炉建物付属棟 地上２階 西側（非管理区域） 

電源確認  制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

耐圧強化ベントラインによる原子炉格納容器内の減圧及び除熱として，第

一優先のＷ／Ｗベントを使用した格納容器ベントに必要な要員数，想定時間

は以下のとおり。 

なお，Ｗ／Ｗベントに必要な想定時間，Ｄ／Ｗベントに必要な想定時間は

同一時間とする。 

必要要員数 ：５名（中央制御室運転員１名，現場運転員４名） 

想定時間  ：系統構成（原子炉建物付属棟）２時間 30 分以内（所要時

間目安※１：１時間 59 分） 

ベント実施操作（原子炉建物付属棟）１時間 30 分以内（所

要時間目安※１：１時間８分） 

 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間 10 分，所要時間目安３分 

・電源確認：所要時間目安３分（中央制御室） 

【現場運転員（２名）】 
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●系統構成：想定時間２時間 30 分，所要時間目安１時間 59 分

・移動：所要時間目安９分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属棟

地上３階） 

・系統構成：所要時間目安１時間 50 分（操作対象４弁：原子炉建物付属

棟地上３階） 

●ベント実施操作（第１弁開操作）：想定時間１時間 30 分，所要時間目安

１時間８分

・移動：所要時間目安 14 分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属棟

地上１階） 

・ベント実施操作（第１弁開操作）：所要時間目安 54 分（操作対象１弁：

原子炉建物付属棟地上１階） 

【現場運転員（２名）】 

●系統構成：想定時間１時間，所要時間目安 45 分

・移動：所要時間目安９分（移動経路：中央制御室～原子炉棟地上３階） 

・系統構成：所要時間目安 36 分（操作対象３弁：原子炉棟地上３階）

ｄ．操作の成立性について 

(a) 中央制御室操作

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 

(b) 現場作業

作業環境：常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エリアに配

備している。また，ヘッドライト及び懐中電灯を携行している。 

非管理区域における操作は放射性物質が放出される可能性があ

ることから，防護具（全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム

手袋，汚染防護服）を装備又は携行して作業を行う。管理区域

においては汚染の可能性を考慮し，防護具（全面マスク，個人

線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を装備して作業を行

う。 

現場運転員の放射線防護を考慮し，遠隔手動弁操作機構は，原

子炉建物付属棟に設置している。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，ヘッ

ドライト及び懐中電灯を携行していることから，近接可能であ

る。また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常の弁操作であり，容易に実施可能である。遠隔手動弁操作

機構の操作についても，操作に必要な工具はなく，通常の弁操

作と同様であるため，容易に実施可能である。 

1.5-174

1.5-174



 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを施し

ている。 

連絡手段：有線式通信設備，電力保安通信用電話設備，所内通信連絡設備

のうち，使用可能な設備により，中央制御室又は緊急時対策本

部との連絡が可能である。 

 

 

ベント操作（遠隔手動弁操作機構） 
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(3) 耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガスパージ 

 

ａ．操作概要 

耐圧強化ベントの窒素ガスパージが必要な状況において，屋外（原子炉建物

周辺）に可搬式窒素供給装置を配置してホースを格納容器フィルタベント系配

管接続口に接続した後，可搬式窒素供給装置により耐圧強化ベントラインに窒

素ガスを供給する。 

 

ｂ．作業場所 

屋外（原子炉建物周辺） 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

耐圧強化ベントライン停止後の窒素ガスパージとして格納容器フィルタベ

ント系配管接続口を使用した窒素ガス供給に必要な要員数，想定時間は以下の

とおり。 

必要要員数 ：３名（中央制御室運転員１名，緊急時対策要員２名） 

想定時間  ：１時間 40 分以内（所要時間目安※１：１時間 23 分（移動含む）） 

 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬による算定した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●系統構成：想定時間 10 分，所要時間目安５分 

・系統構成：所要時間目安５分（操作対象１弁：中央制御室） 

【緊急時対策要員】 

●車両健全性確認：想定時間 10 分，所要時間目安 10 分 

・車両健全性確認：所要時間目安 10 分（第１保管エリア） 

●可搬式窒素供給装置の移動：想定時間 20 分，所要時間目安 15 分 

・可搬式窒素供給装置の移動：所要時間目安 15 分（移動経路：第１保管

エリア～屋外（原子炉建物周辺）） 

●可搬式窒素供給装置の接続，暖気運転：想定時間１時間，所要時間目安

53 分 

・可搬式窒素供給装置の接続：所要時間目安 36 分（ホース接続：屋外（原

子炉建物周辺）） 

・可搬式窒素供給装置暖気運転：所要時間目安 17 分（暖気運転：屋外（原

子炉建物周辺）） 

●弁開操作：想定時間 10 分，所要時間目安５分 

・弁開操作：所要時間目安５分（操作対象１弁：屋外（原子炉建物周辺）） 
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ｄ．操作の成立性について 

(a) 中央制御室操作

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 

(b) 現場作業

作業環境：車両の作業用照明，ヘッドライト及び懐中電灯により，夜間に

おける作業性を確保している。また，操作は格納容器ベント後

の汚染を考慮し，防護具（全面マスク，個人線量計，綿手袋，

ゴム手袋，汚染防護服）を装備するが，緊急時対策本部の指示

により，作業区域の環境を考慮した汚染防護服，被水防護服を

装備した作業を行う場合がある。 

移動経路：車両のヘッドライトのほか，ヘッドライト及び懐中電灯を携帯

しており，夜間においても近接可能である。 

また，現場への移動は，地震等による重大事故等が発生した場

合でも安全に移動できる経路を移動する。 

操作性 ：送気ホースの接続は，差し込み式であり，容易に実施可能であ

り，必要な工具はない。 

また，弁の開閉操作についても，必要な工具はなく通常の弁操

作と同様である。 

作業エリア周辺には，支障となる設備はなく，十分な作業スペ

ースを確保している。 

連絡手段：衛星電話設備（固定型，携帯型），無線通信設備（固定型，携

帯型），電力保安通信用電話設備のうち，使用可能な設備により，

中央制御室及び緊急時対策本部に連絡する。 

ホース接続作業
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添付資料 1.5.4-5 

5. 原子炉補機代替冷却系による除熱 

(1) 系統構成 

ａ．原子炉建物南側接続口または原子炉建物西側接続口を使用した補機冷却水確

保の場合 

 

（ａ）操作概要 

原子炉補機代替冷却系を用いた冷却水確保のため，原子炉建物付属棟地上３

階まで移動するとともに，現場でのＳＡ電源切替盤操作により電源切り替えを

実施する。また，中央制御室操作及び現場操作により原子炉補機冷却系の系統

構成を行う。 

なお，本操作は管理区域及び非管理区域での操作を別要員が行う想定として

いる。 

 

（ｂ）作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

原子炉棟 地上３階（管理区域） 

原子炉建物付属棟 地下２階，地下１階，地上２階（非管理区域） 

廃棄物処理建物 地上２階（非管理区域） 

 

（ｃ）必要要員数及び想定時間 

原子炉補機代替冷却水系による除熱（系統構成）として，Ｂ系に必要な要員

数，想定時間は以下のとおり。 

なお，Ａ系の系統構成に必要な想定時間は同一時間とする。 

必要要員数：５名（中央制御室運転員１名，現場運転員４名） 

想定時間 ：１時間40分以内（所要時間目安※１：58分） 

 

※１：所要時間目安は，模擬により算出した時間 

 

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間５分，所要時間目安２分 

・電源確認：所要時間目安２分（電源確認：中央制御室） 

●冷却水確保：想定時間 10 分，所要時間目安１分 

・冷却水確保：所要時間目安１分（操作対象１弁：中央制御室） 

【現場運転員Ｂ,Ｃ】（非管理区域） 

●移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ｂ系）：想定時間 20 分，所要時間目安９分 

・移動：所要時間目安６分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属棟

地上２階） 
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・ＳＡ電源切替操作（Ｂ系）：所要時間目安３分（電源切替操作：原子炉

建物付属棟地上２階） 

●系統構成：想定時間１時間 20 分，所要時間目安 58 分 

・移動：所要時間目安４分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属棟

地上２階） 

・電源確認：所要時間目安１分（電源ロック：原子炉建物付属棟地上２

階） 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：原子炉建物付属棟地上２階～原

子炉建物付属棟地下１階） 

・電源確認：所要時間目安１分（電源ロック：原子炉建物付属棟地下１

階） 

・移動：所要時間目安３分（移動経路：原子炉建物付属棟地下１階～原

子炉建物付属棟地下２階） 
・系統構成：所要時間目安４分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟地下

２階） 

・移動：所要時間目安６分（移動経路：原子炉建物付属棟地下２階～原

子炉建物付属棟地下１階） 

・系統構成：所要時間目安 11 分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟地下

１階） 

・移動：所要時間目安３分（移動経路：原子炉建物付属棟地下１階～原

子炉建物付属棟地上２階） 

・系統構成：所要時間目安 11 分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟地上

２階） 

・移動：所要時間目安６分（移動経路：原子炉建物付属棟地上２階～廃

棄物処理建物地上２階） 
・系統構成：所要時間目安３分（操作対象１弁：廃棄物処理建物地上２

階） 

【現場運転員Ｄ,Ｅ】（管理区域） 

●系統構成：想定時間 30 分，所要時間目安 11 分 

・移動：所要時間目安７分（移動経路：中央制御室～原子炉棟地上３階） 

・系統構成：所要時間目安４分（操作対象１弁：原子炉棟地上３階） 

 

（ｄ）操作の成立性について 

作業環境：電源内蔵型照明を作業エリアに配備しており，建物内常用照明

消灯時における作業性を確保している。また，ヘッドライト及

び懐中電灯をバックアップとして携行している。 

非管理区域における操作は放射性物質が放出される可能性があ

ることから，操作は防護具（全面マスク，個人線量計，綿手袋，

ゴム手袋，汚染防護服）を装備又は携行して作業を行う。管理
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区域においては汚染の可能性を考慮し防護具（全面マスク，個

人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を装備して作業を

行う。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備しており，近接可能

である。また，ヘッドライト及び懐中電灯をバックアップとし

て携行している。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性 ：通常の弁操作であり，容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを施し

ている。 

連絡手段：有線式通信設備，電力保安通信用電話設備，所内通信連絡設備

のうち，使用可能な設備により，中央制御室に連絡する。 
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ｂ．原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確保（故意による大型航空機の衝

突その他テロリズムによる影響がある場合） 

(a) 操作概要

原子炉補機代替冷却系を用いた冷却水確保のため，原子炉建物付属棟地上３

階まで移動するとともに，現場でのＳＡ電源切替盤操作により電源切り替えを

実施する。また，中央制御室操作及び現場操作により原子炉補機冷却系の系統

構成を行う。 

(b) 作業場所

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室）

原子炉棟 地上２階，地上３階（管理区域）

原子炉建物付属棟 地下２階，地下１階，地上２階，地上３階（非管 理区

域） 

廃棄物処理建物 地上２階（非管理区域） 

(c) 必要要員数及び想定時間

残留熱代替除去系使用時における原子炉補機代替冷却系の系統構成とし

て，最長時間を要するＳＡ電源切替盤による電源切り替えを実施する場合に

必要な要員数，想定時間は以下のとおり。

必要要員数：５名（中央制御室運転員１名，現場運転員４名） 

想定時間 ：１時間50分以内（所要時間目安※１：60分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算出した時間

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●電源確認：想定時間５分，所要時間目安２分

・電源確認：所要時間目安２分（電源確認：中央制御室）

●冷却水確保：想定時間 10 分，所要時間目安１分

・冷却水確保：所要時間目安１分（操作対象１弁：中央制御室）

【現場運転員Ｂ,Ｃ】（非管理区域） 

●移動，ＳＡ電源切替盤操作（Ａ系）：想定時間 20 分，所要時間目安５分

・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属棟

地上３階） 

・ＳＡ電源切替操作（Ａ系）：所要時間目安：３分（電源切替操作：原子

炉建物付属棟地上３階） 

●系統構成：想定時間１時間 20 分，所要時間目安 60 分
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・移動：所要時間目安２分（移動経路：原子炉建物付属棟地上３階～原

子炉建物付属棟地上２階） 

・電源確認：所要時間目安１分（電源ロック：原子炉建物付属棟地上２

階） 

・移動：所要時間目安２分（移動経路：原子炉建物付属棟地上２階～原

子炉建物付属棟地下１階） 

・電源確認：所要時間目安１分（電源ロック：原子炉建物付属棟地下１

階） 

・移動：所要時間目安６分（移動経路：原子炉建物付属棟地下１階～原

子炉建物付属棟地下２階） 

・系統構成：所要時間目安４分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟地下

２階） 

・移動：所要時間目安６分（移動経路：原子炉建物付属棟地下２階～原

子炉建物付属棟地下１階） 

・系統構成：所要時間目安 11 分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟地下

１階） 

・移動：所要時間目安４分（移動経路：原子炉建物付属棟地下１階～原

子炉建物付属棟地上２階） 

・系統構成：所要時間目安 11 分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟地上

２階） 

・系統構成：所要時間目安３分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟地上

２階） 

・移動：所要時間目安６分（移動経路：原子炉建物付属棟地上２階～廃

棄物処理建物地上２階） 

・系統構成：所要時間目安３分（操作対象１弁：廃棄物処理建物地上２

階） 

【現場運転員Ｄ,Ｅ】（管理区域） 

●系統構成：想定時間30分，所要時間目安12分 

・移動：所要時間目安８分（移動経路：中央制御室～原子炉棟地上３階） 

・系統構成：所要時間目安４分（操作対象１弁：原子炉棟地上３階） 

 

(d) 操作の成立性について 

ⅰ 中央制御室操作 

作業環境  ：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），

ＬＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備

している。 

操作性   ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能であ

る。 

ⅱ 現場操作 
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作業環境  ：電源内蔵型照明を作業エリアに配備しており，建物内常用

照明消灯時における作業性を確保している。また，ヘッド

ライト及び懐中電灯をバックアップとして携行している。 

放射性物質が放出される可能性があることから，操作は防

護具（全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染

防護服）を装備又は携行して作業を行う。管理区域におい

ては汚染の可能性を考慮し防護具（全面マスク，個人線量

計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を装備して作業を行

う。 

移動経路  ：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備しており，近接

可能である。また，ヘッドライト及び懐中電灯をバックア

ップとして携行している。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操作性   ：通常の弁操作であり，容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを

施している。 

連絡手段  ：有線式通信設備，電力保安通信用電話設備，所内通信連絡

設備のうち，使用可能な設備により，中央制御室に連絡す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 
冷却水確保（系統構成） 冷却水確保（系統構成） 
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(2) 移動式代替熱交換設備及び大型送水ポンプ車による除熱 

ａ．原子炉建物南側接続口または原子炉建物西側接続口を使用した補機冷却水確

保 

 

（ａ）操作概要 

原子炉補機代替冷却系（移動式代替熱交換設備，大型送水ポンプ車等）によ

る除熱が必要な状況において外部接続口を選定し，取水箇所まで移動するとと

もに，送水ルートを確保した後，原子炉補機代替冷却系により補機冷却水を供

給する。 

 

（ｂ）作業場所 

原子炉建物付属棟 地上１階（非管理区域） 

原子炉建物付属棟 地上２階（非管理区域） 

屋外（取水槽周辺，原子炉建物南側周辺） 

 

（ｃ）必要要員数及び想定時間 

原子炉補機代替冷却水系による除熱として，最長時間を要する第４保管エリ

アの可搬設備を使用した海水取水箇所から原子炉建物南側接続口を使用した

送水に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数：15名（緊急時対策要員15名） 

想定時間 ：７時間20分以内（所要時間目安※１：５時間41分） 

 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【緊急時対策要員（６名）】（原子炉建物南側周辺作業） 

●緊急時対策所～第４保管エリア移動：想定時間35分，所要時間目安32分 

・移動：所要時間目安32分（移動経路：緊急時対策所～第４保管エリア） 

●車両健全性確認：想定時間10分，所要時間目安10分 

・車両健全確認：所要時間目安10分（第４保管エリア） 

●移動式代替熱交換設備準備：想定時間６時間15分，所要時間目安４時間

38分 

・移動式代替熱交換設備準備：所要時間目安４時間38分（屋外（原子炉

建物南側周辺）） 

●送水準備：想定時間20分，所要時間目安15分 

・送水準備：所要時間目安15分（屋外（原子炉建物南側周辺）） 

 

【緊急時対策要員（６名）】（取水槽周辺，原子炉建物南側周辺作業） 

●移動：想定時間35分，所要時間目安32分 
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・移動：所要時間目安32分（移動経路：緊急時対策所～第４保管エリア） 

●車両健全確認：想定時間10分，所要時間目安10分

・車両健全確認：所要時間目安10分（第４保管エリア）

●大型送水ポンプ車準備：想定時間３時間45分，所要時間目安２時間57分

・大型送水ポンプ車の準備：所要時間目安２時間57分（屋外（取水槽周

辺）） 

●ホース敷設：想定時間２時間30分，所要時間目安１時間52分

・ホース敷設：所要時間目安１時間52分（屋外（取水槽周辺，原子炉建

物南側周辺）） 

●送水準備：想定時間20分，所要時間目安10分

・送水準備：所要時間目安10分（屋外（取水槽周辺，原子炉建物南側周

辺）） 

【緊急時対策要員（３名）】（原子炉建物南側周辺作業） 

●移動：想定時間30分，所要時間目安26分

・移動：所要時間目安26分（緊急時対策所～原子炉建物南側）

●電源ケーブル接続：想定時間１時間10分，所要時間目安53分

・電源ケーブル接続：所要時間目安53分（屋外（原子炉建物南側），原

子炉建物付属棟地上２階） 

（ｄ）操作の成立性について 

作業環境：電源内蔵型照明及びヘッドライトにより，夜間における作業性

を確保している。 

放射性物質が放出される可能性があることから，操作は防護具

（全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）

を装備又は携行して作業を行う。 

移動経路：車両のヘッドライトのほか，電源内蔵型照明及びヘッドライト

を携行しており，夜間においても接近可能である。 

また，現場への移動は地震等による重大事故等が発生した場合

でも安全に移動できる経路を移動する。 

操作性 ：各種ホースの接続は汎用の結合金具及びフランジ接続であり，

容易に実施可能である。 

作業エリア周辺には，支障となる設備はなく，十分な作業スペ

ースを確保している。 

連絡手段：衛星電話設備（固定型，携帯型），無線通信設備（固定型，携

帯型），電力保安通信用電話設備のうち，使用可能な設備により，

緊急時対策本部に連絡する。 
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ｂ．原子炉建物内接続口を使用した補機冷却水確保（故意による大型航空機の衝

突その他テロリズムによる影響がある場合） 

（ａ）操作概要 

残留熱代替除去系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱が必要な状況に

おいて，原子炉補機代替冷却系（大型送水ポンプ車等）による補機冷却水確保

のため，取水箇所まで移動するとともに，送水ルートを確保した後，原子炉補

機代替冷却系により補機冷却水を供給する。 

 

（ｂ）作業場所 

原子炉建物付属棟 地下２階（非管理区域） 

原子炉建物付属棟 地下１階（非管理区域） 

原子炉建物付属棟 地上１階（非管理区域） 

タービン建物   地上１階（非管理区域） 

タービン建物   地下１階（非管理区域） 

屋外（取水槽周辺） 

 

（ｃ）必要要員数及び想定時間 

原子炉補機代替冷却系による補機冷却水確保として，最長時間を要する第４

保管エリアの可搬設備を使用した海水取水箇所から原子炉建物内接続口を使

用した送水に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数：６名（緊急時対策要員６名） 

想定時間 ：７時間以内（所要時間目安※１：６時間29分） 

 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【緊急時対策要員】 

●移動：想定時間35分，所要時間目安32分 

・移動：所要時間目安32分（移動経路：緊急時対策所～第４保管エリア） 

●車両健全確認：想定時間10分，所要時間目安10分 

・車両健全確認：所要時間目安10分（第４保管エリア） 

●大型送水ポンプ車準備：想定時間３時間５分，所要時間目安２時間57分 

・大型送水ポンプ車の準備：所要時間目安２時間57分（屋外（取水槽周

辺）） 

●ホース敷設：想定時間55分，所要時間目安45分 

・ホース敷設：所要時間目安45分（屋外（取水槽周辺）） 

●ホース敷設：想定時間１時間55分，所要時間目安１時間55分 

・ホース敷設：所要時間目安１時間55分（屋内（タービン建物，原子炉

建物付属棟）） 
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●送水準備：想定時間20分，所要時間目安10分

・送水準備：所要時間目安10分（屋外（取水槽周辺））

（ｄ）操作の成立性について 

作業環境：電源内蔵型照明及びヘッドライトにより，夜間における作業性

を確保している。 

放射性物質が放出される可能性があることから，操作は防護具

（全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）

を装備又は携行して作業を行う。 

移動経路：車両のヘッドライトのほか，電源内蔵型照明及びヘッドライト

を携行しており，夜間においても接近可能である。 

また，現場への移動は地震等による重大事故等が発生した場合

でも安全に移動できる経路を移動する。 

操作性 ：各種ホースの接続は汎用の結合金具及びフランジ接続であり，

容易に実施可能である。 

作業エリア周辺には，支障となる設備はなく，十分な作業スペ

ースを確保している。 

連絡手段：衛星電話設備（固定型，携帯型），無線通信設備（固定型，携

帯型），電力保安通信用電話設備のうち，使用可能な設備によ

り，緊急時対策本部に連絡する。 
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移動式代替熱交換設備 

大型送水ポンプ車 

ホース接続作業 水中ポンプ設置準備 

ポンプ起動操作 

ホース接続作業 移動式代替熱交換設備へのホー

ス接続作業
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添付資料 1.5.4-6 

6. 大型送水ポンプ車による除熱

(1) 系統構成

ａ．操作概要 

原子炉補機代替冷却系を用いた冷却水確保のため，現場にて原子炉補機冷却

水系の系統構成を行う。 

なお，本操作は管理区域及び非管理区域での操作を別要員が行う想定として

いる。 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

原子炉棟 地上２階，地上３階（管理区域） 

原子炉建物付属棟 地下２階，地上２階（非管理区域） 

廃棄物処理建物 地上２階（非管理区域） 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

原子炉補機代替冷却水系による除熱（系統構成）として，Ｂ系に必要な要員

数，想定時間は以下のとおり。 

なお，Ａ系の系統構成に必要な想定時間は同一時間とする。 

必要要員数：５名（中央制御室運転員１名，現場運転員４名） 

想定時間 ：１時間20分以内（所要時間目安※１：35分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算出した時間

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●系統構成：想定時間10分，所要時間目安４分

・電源確認：所要時間目安２分（電源確認：中央制御室）

・系統構成：所要時間目安２分（操作対象２弁：中央制御室）

【現場運転員Ｂ,Ｃ】（非管理区域） 

●系統構成：想定時間１時間20分，所要時間目安35分

・移動：所要時間目安５分（移動経路：中央制御室～原子炉建物付属棟

地上２階） 

・電源確認：所要時間目安１分（電源ロック：原子炉建物付属棟地上２

階） 

・移動：所要時間目安５分（移動経路：原子炉建物付属棟地上２階～原

子炉建物付属棟地下２階） 
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・系統構成：所要時間目安４分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟地下

２階） 

・移動：所要時間目安７分（移動経路：原子炉建物付属棟地下２階～原

子炉建物付属棟地上２階） 

・系統構成：所要時間目安３分（操作対象１弁：原子炉建物付属棟地上

２階） 

・移動：所要時間目安７分（移動経路：原子炉建物付属棟地上２階～廃

棄物処理建物地上２階） 

・系統構成：所要時間目安３分（操作対象１弁：廃棄物処理建物地上２

階） 

【現場運転員Ｄ,Ｅ】（管理区域） 

●系統構成：想定時間40分，所要時間目安20分

・移動：所要時間目安７分（移動経路：中央制御室～原子炉棟地上２階） 

・系統構成：所要時間目安５分（操作対象１弁：原子炉棟地上２階）

・移動：所要時間目安４分（移動経路：原子炉棟地上２階～原子炉棟地

上３階） 

・系統構成：所要時間目安４分（操作対象１弁：原子炉棟地上３階）

ｄ．操作の成立性について 

作業環境：電源内蔵型照明を作業エリアに配備しており，建物内常用照明

消灯時における作業性を確保している。また，ヘッドライト及

び懐中電灯をバックアップとして携行している。 

非管理区域における操作は放射性物質が放出される可能性があ

ることから，操作は防護具（全面マスク，個人線量計，綿手袋，

ゴム手袋，汚染防護服）を装備又は携行して作業を行う。管理

区域においては汚染の可能性を考慮し防護具（全面マスク，個

人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）を装備して作業を

行う。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備しており，近接可能

である。また，ヘッドライト及び懐中電灯をバックアップとし

て携行している。 

アクセスルート上に支障となる設備はない。

操作性 ：通常の弁操作であり，容易に実施可能である。 

操作対象弁には，暗闇でも識別し易いように反射テープを施し

ている。 

連絡手段：有線式通信設備，電力保安通信用電話設備，所内通信連絡設備

のうち，使用可能な設備により，中央制御室に連絡する。 
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 冷却水確保（系統構成） 冷却水確保（系統構成） 
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(2) 大型送水ポンプ車による除熱 

 

ａ．操作概要 

大型送水ポンプ車による補機冷却水の確保が必要な状況において外部接続

口を選定し，取水箇所まで移動するとともに，送水ルートを確保した後，大型

送水ポンプ車により原子炉補機冷却系に送水する。 

 

ｂ．作業場所 

原子炉建物付属棟 地上１階（非管理区域） 

屋外（取水槽周辺，原子炉建物南側周辺） 

 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

原子炉補機代替冷却系による除熱として，最長時間を要する第４保管エリア

の可搬型設備を使用した海水取水箇所から原子炉建物南側接続口を使用した

送水に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数：６名（緊急時対策要員６名） 

想定時間 ：７時間以内（所要時間目安※１：６時間39分） 

 

※１：所要時間目安は，実機による検証及び模擬により算定した時間 

 

想定時間内訳 

【緊急時対策要員】 

●移動：想定時間35分，所要時間目安32分 

・移動：所要時間目安32分（移動経路：緊急時対策所～第４保管エリア） 

●車両健全確認：想定時間10分，所要時間目安10分 

・車両健全性確認：所要時間目安10分（第４保管エリア） 

●大型送水ポンプ車準備：想定時間３時間5分，所要時間目安２時間57分 

・大型送水ポンプ車準備：所要時間目安２時間57分（屋外（取水槽周辺）） 

●ホース敷設：想定時間２時間50分，所要時間目安２時間50分 

・ホース敷設：想定時間２時間50分（屋外（取水槽周辺，原子炉建物南

側周辺）） 

●送水準備：想定時間20分，所要時間目安10分 

・送水準備：所要時間目安10分（屋外（取水槽周辺，原子炉建物南側周

辺）） 
 

ｄ．操作の成立性について 

作業環境：電源内蔵型照明及びヘッドライトにより，夜間における作業性

を確保している。 

放射性物質が放出される可能性があることから，操作は防護具

1.5-192

1.5-192



（全面マスク，個人線量計，綿手袋，ゴム手袋，汚染防護服）

を装備又は携行して作業を行う。 

移動経路：車両のヘッドライトのほか，電源内蔵型照明及びヘッドライト

を携行しており，夜間においても接近可能である。 

また，現場への移動は地震等による重大事故等が発生した場合

でも安全に移動できる経路を移動する。 

操作性 ：各種ホースの接続は汎用の結合金具及びフランジ接続であり，

容易に実施可能である。 

作業エリア周辺には，支障となる設備はなく，十分な作業スペー

スを確保している。

連絡手段：衛星電話設備（固定型，携帯型），無線通信設備（固定型，携

帯型），電力保安通信用電話設備のうち，使用可能な設備により，

緊急時対策本部に連絡する。 

ホース接続作業 水中ポンプ設置準備 ポンプ起動操作 
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添付資料 1.5.4-7 

7．原子炉補機冷却系による除熱 

ａ．操作概要 

原子炉補機冷却系が健全な場合は，自動起動信号による作動，又は中央制

御室からの手動操作により原子炉補機冷却系を起動し，原子炉補機冷却系に

よる除熱を行う。 

ｂ．作業場所 

制御室建物 地上４階（非管理区域）（中央制御室） 

ｃ．必要要員数及び想定時間 

原子炉補機冷却系による除熱に必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数 ：１名（中央制御室運転員１名） 

想定時間  ：３分以内（所要時間目安※１：１分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間

想定時間内訳 

【中央制御室運転員】 

●自動起動確認：想定時間２分，所用時間目安 40秒

・自動起動確認：所要時間目安 40秒（中央制御室）

●手動起動確認：想定時間３分，所要時間目安１分

・手動起動確認：所要時間目安：１分（ポンプ起動：中央制御室）

ｄ．操作の成立性について 

作業環境：常用照明消灯時においてもＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥ

Ｄライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを配備している。 

操作性 ：操作スイッチによる操作であるため，容易に実施可能である。 
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添付資料 1.5.5 

格納容器ベント操作について 

格納容器フィルタベント系の放出系統として，サプレッション・チェンバから

とドライウェルから放出する系統の２通りあるが，サプレッション・プールにお

けるスクラビング効果（エアロゾル等の低減効果）が期待できるサプレッショ

ン・チェンバからのベントを優先して使用する。

ただし，サプレッション・チェンバからのベントが実施できない場合には，ド

ライウェルからのベントを実施する。

また，ベント準備を含めたベント弁開操作は，以下を考慮し，下流側（フィル

タベント装置側）から実施する。

・現場の雰囲気線量を考慮した操作手順

上流側（格納容器側）から開操作を実施した場合，格納容器内の蒸気（放

射性物質を含む）が原子炉建物内の系統配管内に滞留することにより，現場

の雰囲気線量が上昇する可能性がある。 

・格納容器内への閉じ込め機能維持を考慮した操作手順

機能を発揮している格納容器バウンダリを変更しないため，下流側（フィ

ルタ装置側）から開操作を実施する。

・現場での手動操作時間を考慮した操作手順

上流側（格納容器側）から開操作を実施した場合，操作する弁の片側に蒸

気圧がかかり，現場（原子炉建物付属棟）にて手動操作（人力による遠隔操

作）を実施する際，操作に時間を要する可能性がある。 

なお，ベント停止時に第１弁で隔離する理由は，格納容器バウンダリ範囲を通

常時と同様にするためである。 

格納容器フィルタベント系の系統概要図（操作対象箇所）を第１図に示す。 
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第１図 格納容器フィルタベント系の系統概要図（操作対象箇所） 
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1. 格納容器フィルタベント系におけるベントタイミング

格納容器フィルタベント系によるベント操作は，第１表に示す基準に到達し

た場合に，当直長の指示の下に運転員が実施する。これにより，格納容器の過

圧破損防止及び格納容器内での水素燃焼防止が可能である。 

第１表 ベント実施判断基準 

炉心状態 目的 実施判断基準 

炉心損傷なし 

過圧破損防止 

サプレッション・プール通常水位＋約 1.3m 到達

炉心損傷を 

判断した場合 

サプレッション・プール通常水位＋約 1.3m 到達

水素燃焼防止 
格納容器酸素濃度がドライ条件にて 4.4vol％及び 

ウェット条件にて 1.5vol％到達

格納容器の過圧破損防止の観点では，炉心損傷なしの場合は，残留熱除去系

等の格納容器除熱機能が喪失し格納容器圧力が上昇した際，格納容器圧力が

384kPa[gage]から 334kPa[gage]の範囲で格納容器代替スプレイ系（可搬型）に

よる格納容器スプレイ（間欠）を実施する。外部水源によるスプレイであるた

め，サプレッション・プール通常水位＋約 1.3m に到達すれば格納容器スプレイ

を停止し，ベントの実施を判断する。これは，格納容器除熱機能の復旧時間の

確保及び追加放出された希ガスの減衰時間を確保することを目的としている。

炉心損傷を判断した場合は，640kPa［gage］から 588kPa［gage］の範囲で格

納容器代替スプレイ系（可搬型）による格納容器スプレイ（間欠）を実施し，

サプレッション・プール通常水位＋約 1.3m に到達すれば格納容器スプレイを停

止するとともにベントを実施する。これにより確実に 853kPa［gage］（2Pd）到

達までに格納容器ベントが実施できる。炉心損傷の有無により，格納容器スプ

レイ実施基準を変更する理由は，炉心損傷した場合，格納容器内に放射性物質

が放出されるため，炉心損傷なしの場合に比べてベント実施操作判断基準に到

達するタイミングを遅らせることにより，ベント時の外部影響を軽減させるた

めである。

また，炉心損傷を判断した場合は，ジルコニウム－水反応により大量の水素

が発生し，格納容器内の水素濃度は可燃限界の４vol％を超過する。その後，水

の放射線分解によって格納容器内酸素濃度が上昇し，格納容器内水素・酸素濃

度が可燃限界に到達することにより，格納容器内で水素燃焼が発生するおそれ

がある。この水素燃焼の発生を防止するため，格納容器内酸素濃度がドライ条

件にて 4.4vol％及びウェット条件にて 1.5vol％に到達した時点でベント操作を

実施することで格納容器内の水素・酸素を排出する。ベント実施の判断フロー

を第２～４図に示す。 

炉心損傷の有無の判断は，第２表に示すパラメータを確認する。
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第２表 確認パラメータ（炉心損傷判断） 

確認パラメータ 炉心損傷判断 

ドライウェル又はサプレッシ
ョン・チェンバのγ線線量率 

設計基準事故（原子炉冷却材喪失）において想定する

希ガスの追加放出量相当のγ線線量率の 10 倍を超えた

場合，炉心が損傷したものと判断する※。 

※ この基準は，炉内蓄積量の割合約 0.1％に相当する希ガスが格納容器内に放出した

場合のγ線線量率相当となっている。

さらに，重大事故等対処設備の機能喪失を仮定した場合のベント実施判断基

準として，第３表に示す判断基準を整理している。これらの状況においても，

格納容器ベント実施により，格納容器破損の緩和又は大気へ放出される放射性

物質の総量の低減が可能である。

第３表 重大事故等対処設備の機能喪失を仮定した場合のベント実施判断

基準 

炉心状態 実施判断基準 

炉心損傷なし 格納容器スプレイが実施できない場合(384kPa[gage]以下維持不可) 

炉心損傷を 

判断した場合 

格納容器スプレイが実施できない場合（1.5Pd 以下維持不可） 

原子炉建物水素濃度 2.5vol％到達 

格納容器温度 200℃以上において温度上昇が継続している場合 

可搬式モニタリング・ポスト指示の急激な上昇 

原子炉建物内の放射線モニタ指示値の急激な上昇 

なお，炉心損傷後の格納容器代替スプレイが実施できない場合でも，格納容

器圧力が 640kPa[gage]に到達後，２Pd（853kPa[gage]）に到達するまでに５時

間程度以上の時間があるため，ベント準備時間が約１時間 30 分であることを踏

まえても格納容器圧力２Pd（853kPa[gage]）に到達するまでに準備ができる。 

重大事故時における格納容器スプレイ手段として，常設設備を用いた残留熱

除去系，格納容器代替スプレイ系（常設）及び残留熱代替除去系並びに可搬型

設備を用いた格納容器代替スプレイ系（可搬型）がある。想定し難い状況では

あるが，これら格納容器スプレイ手段が喪失した場合，想定する希ガスの減衰

時間が短くなるが，格納容器の圧力を抑制する観点から，格納容器破損の緩和

のためベントを実施する。 

また，格納容器から漏えいした水素により，原子炉棟水素濃度が上昇した場

合，原子炉棟内で水素爆発が発生することよって格納容器が破損するおそれが

ある。このような場合，格納容器圧力を低下させることで格納容器から漏えい

する水素量を低減し，原子炉棟内での水素爆発による格納容器破損を緩和する

ため，水素の可燃限界濃度４vol％を考慮し，原子炉建物水素濃度 2.5vol％到

達によりベントを実施する。 
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格納容器への十分な注水等ができない場合，格納容器雰囲気が過熱状態にな

り，格納容器は限界圧力を下回る 853kPa[gage]に達する前に 200℃に達し，い

ずれは過温破損に至ることが考えられる。この場合，ベントを実施することに

よって過温破損を防止できないが，フィルタ装置を介した放出経路を形成し，

大気への放射性物質の放出を極力低減するためのベントを実施する。 

さらに，格納容器が限界圧力を下回る 853kPa［gage］及び限界温度を下回る

200℃に到達する前に，何らかの理由により格納容器の健全性が損なわれ，格納

容器から異常な漏えいがある場合，可搬式モニタリング・ポスト指示値及び原

子炉建物内の放射線モニタ指示値が急激に上昇することが考えられる。この場

合，格納容器圧力を低下させることで漏えい箇所からの漏えい量を低減させる

ことが可能と考えられることから，フィルタ装置を介さない大気への放射性物

質の放出を極力低減するためにベントを実施する。 
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第２図 ベント実施の判断フロー 
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第３図 炉心損傷していない場合のベント実施フロー 
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第４図 炉心損傷を判断した場合のベント実施フロー 
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2. 格納容器フィルタベント系の操作手順の概要

(1) 系統待機状態の確認

格納容器フィルタベント系の待機状態において，第４表に示すパラメータ

により，系統に異常がないことを確認する。 

第４表 確認パラメータ（系統待機状態） 

確認パラメータ 確認内容 

スクラバ容器水位 待機水位である の範囲にあること 

スクラバ容器ｐＨ であること 

フィルタ装置出口配管圧力 微正圧に維持されていること 

(2) ベント準備操作

ベント準備操作は，ベント操作が必要になった場合に速やかに実施できる

よう，以下に示す事前準備を行う。 

なお，弁名称及び弁名称に付記する①～⑦の番号は，第１図の番号に対応

している。 

ａ．ベント実施に必要な隔離弁の健全性確認 

中央制御室にてベント実施に必要な隔離弁の健全性を確認するため，当

該弁に電源が供給されていることを表示灯により確認する。 

①第１弁（サプレッション・チェンバ側）

②第１弁（ドライウェル側）

③第２弁

④第３弁（開確認のみ）

ｂ．他系統との隔離確認 

ベント操作前に，中央制御室にて他系統（原子炉棟空調換気系，非常用

ガス処理系及び耐圧強化ベント系）と隔離する弁が全閉となっていること

を表示灯により確認する。 

⑤ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁

⑥ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁

⑦ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁

ｃ．第２弁の開操作 

中央制御室にて開操作を実施する。万一，中央制御室での開操作ができ

ない場合には，現場にて第２弁の人力による開操作を実施する。 

また，格納容器フィルタベント系の放出経路として，サプレッション・

チェンバからとドライウェルから放出する経路の２通りあるが，サプレッ

ション・プールにおけるスクラビング効果（エアロゾル等の低減効果）が

期待できるサプレッション・チェンバからのベントを優先して使用する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ただし，サプレッション・チェンバからのベントが実施できない場合に

は，ドライウェルからのベントを実施する。 

現場操作の着用装備は，全面マスク，タイベック，アノラック，綿手袋，

ゴム手袋であり，着用時間は約６分である。 

ｄ．可搬型重大事故等対処設備（水素濃度測定装置，可搬式窒素供給装置）

準備 

ベント停止操作にあたり，格納容器及び格納容器フィルタベント系統内

を掃気し不活性化を行うことを目的に，可搬式窒素供給装置及び水素濃度

測定装置を準備する。 

3. ベント準備判断の確認パラメータ

ベント準備及び可搬型設備着手判断である格納容器圧力 245kPa[gage]及び

640kPa[gage]の確認に必要なパラメータを以下に示す。また，確認パラメータ

については，手順書に定め明確化する。 

また，残留熱除去系又は残留熱代替除去系による格納容器除熱を実施してい

る場合，ドライ条件で 4.0vol%及びウェット条件で 1.5vol%到達後，ベント準備

を開始する。 

ベント準備着手判断に必要なパラメータを以下に示す。 

・格納容器圧力

・格納容器酸素濃度（ＳＡ）

4. ベント準備作業の妥当性

炉心損傷なしの場合及び炉心損傷ありの場合の作業項目及び作業環境を第５

表に示す。ベント弁の開操作については，中央制御室での遠隔操作の場合と現

場での手動操作（人力による遠隔操作）の場合について記載している。 

可搬型設備は，ベント実施後長期で必要となる設備であるため，ベント実施

までに準備が完了する必要はないが，念のため準備を実施する。 

なお，可搬型設備の準備にあたっては，炉心損傷防止対策及び格納容器破損

防止対策に用いる設備の準備を優先する。 

また，ベント実施までに準備が完了していない場合でも，操作場所は原子炉

建物及びフィルタ装置の第 1 ベントフィルタ格納槽のコンクリートを隔てた屋

外であるため，ベント直後からプルームの影響を受ける期間以外は，十分作業

できる環境にある。 

フィルタ装置（スクラバ容器）のスクラビング水（水・薬剤）の補給操作に

ついては，格納容器ベント実施後 168 時間までは補給不要の設計のため，ベン

ト後，補給が必要となった場合に準備作業を開始する。
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第５表 ベント準備操作時の作業項目及び作業環境 

作業項目 
作業・操作 

場所 

作業環境 
連絡手段 

温度・湿度 放射線環境 照明 その他 

ベント弁の 

健全性確認 

中央制御室 －※１ 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

約 52mSv/７日間以

下 

（マスク着用※３）

ＬＥＤライ

ト（三脚タ

イプ，ラン

タンタイ

プ）及びヘ

ッドライト

により作業

可能であ

る。 

周辺には

支障とな

る設備は

ない。 

中央制御室

内のため口

頭にて連絡

可 能 で あ

る。 
他系統との

隔離確認 

第２弁開 

操作 

（移動含

む） 

原子炉建物

付属棟 

通常運転中 

と同程度 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

9.3mSv/h 以下 

（マスク着用※３）

電源内蔵型

照明，ヘッ

ドライト又

は懐中電灯

により作業

可能であ

る。 

アクセス

ルート上

に支障と

なる設備

はない。 

有線式通信

設備，電力

保安通信用

電話設備，

所内通信連

絡設備によ

り連絡可能

である。 

可搬型設備 

の準備 

（水素濃度 

測定装置， 

可搬式窒素 

供給装置） 

屋外 外気 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

6.7mSv/h 以下 

（マスク着用※３）

車両の作業

用照明・ヘ

ッドライト

及び懐中電

灯により作

業可能であ

る。 

アクセス

ルート上

に支障と

なる設備

はない。 

衛星電話設

備（固定

型，携帯

型），無線通

信設備（固

定型，携帯

型），電力保

安通信用電

話設備，所

内通信連絡

設備により

連絡可能で

ある。 

※１：中央制御室の温度・湿度については，全交流動力電源喪失の場合には，中央制

御室換気系が動作しないものの，制御盤の発熱が少ないため，作業に支障とな

る環境とはならない。なお，全交流動力電源喪失以外の事故シーケンスでは中

央制御室換気系が動作するため，作業に支障となる環境とはならない。 

※２：設計基準事故相当の γ 線線量率の 10 倍相当である，全燃料の１％程度の燃料

被覆管破裂を考慮した場合でも，被ばくは１mSv 以下であり作業に支障はない。 

※３：全面マスク（PF50）の着用
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5. ベント準備操作の余裕時間

有効性評価で示したシナリオを例に，ベント準備操作の余裕時間を以下に示

す。 

(1) 炉心損傷なしの場合

炉心損傷なしの場合のベントを実施する有効性評価シナリオを第６表に示

す。 

残留熱除去系による格納容器除熱機能が喪失している場合には，格納容器

圧力が 245kPa[gage]に到達後，準備操作として，第５図に示す第２弁（②ま

たは③）の開操作，第３弁（①）の開確認を実施する。また，可搬型設備は，

現場状況を考慮し事前に準備を実施する。 

第２弁（②または③），第３弁（①）は，中央制御室にて操作及び確認を行

うことにより，短時間で準備可能である。万一，中央制御室での操作ができ

ない場合には，現場にて第２弁（②または③）の現場での手動操作（人力に

よる遠隔操作）を実施する。 

第６図に中央制御室での操作ができない場合の，現場での手動操作（人力

による遠隔操作）による作業・操作の所要時間を示す。ベントの準備時間は，

約１時間 20 分である。 

第６表及び第６図に示すとおり，ベント準備完了後からベント実施基準で

あるサプレッション・プール通常水位＋約 1.3m 到達までに十分な時間がある

ことから，可搬型設備の準備を含めて，確実に準備を完了することができる。 
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第６表 炉心損傷なしの場合のベント関連時間 

事故シーケンス 
245kPa[gage] 

到達時間※２ 
準備時間 

ベント時間※１

（1Pd） 

高圧・低圧注水機能喪失 約 16 時間 約 1時間 20 分 

（245kPa[gage] 

到達後から） 

約 30 時間 

崩壊熱除去機能喪失(残留熱除去系故障) 約 14 時間 約 30 時間 

LOCA 時注水機能喪失（中小破断 LOCA） 約 15 時間 約 27 時間 

※１：サプレッション・プール通常水位+約 1.3m に到達する時間。

※２：格納容器圧力の測定ができない場合には，格納容器圧力を推定する手段として，格納容

器温度を代替パラメータとする。 

(2) 炉心損傷ありの場合

炉心損傷ありの場合のベントを実施する有効性評価シナリオを第７表に示

す。 

残留熱除去系による格納容器除熱機能が喪失している場合には，格納容器

圧力が 640kPa[gage]に到達後，準備操作として，第５図に示す第２弁（②ま

たは③）の開操作，第３弁（①）の開確認及び可搬型設備の準備を実施する。

ただし，現場状況により準備基準到達前に実施する場合がある。 

第２弁（②または③），第３弁（①）は，中央制御室にて操作及び確認を行

うことにより短時間で準備可能である。万一，中央制御室での操作ができな

い場合には，現場にて第２弁（②または③）の手動操作（人力による遠隔操

作）を実施する。 

第７図に中央制御室での操作ができない場合の，現場での手動操作（人力

による遠隔操作）による作業・操作の所要時間を示す。ベントの準備時間は，

約１時間 20 分である。 

第７表及び第７図に示すとおり，ベント準備完了後からベント実施基準で

あるサプレッション・プール通常水位＋約 1.3m 到達までに十分な時間がある

ことから，可搬型設備の準備を含めて，確実に準備を完了することができる。 
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第７表 炉心損傷ありの場合のベント関連時間 

格納容器破損モード 
640kPa[gage] 

到達時間※２ 
準備時間 ベント時間※１ 

雰囲気圧力・温度による静的負荷 

（過圧・過温破損） 

残留熱代替除去系を使用しない場合 

約 27 時間 

約 1時間 20 分 

（640kPa[gage] 

到達後から） 

約 32 時間 

※１：サプレッション・プール通常水位＋約 1.3m に到達する時間。

※２：格納容器圧力の測定ができない場合には，格納容器圧力を推定する手段として，

格納容器温度を代替パラメータとする。 
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第５図 格納容器フィルタベント系 系統概要図（他系統を含む） 
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責任者 当直長 1人

中央制御室監視

運転操作指揮

緊急時対策本部連絡

補佐 当直副長 1人 運転操作指揮補佐

指示者 1人 初動での指揮

連絡責任者

連絡担当者
4人 発電所内外連絡

運転員

（中央制御室）
復旧班要員

・ 外部電源喪失確認

・ 給水流量の全喪失確認

・ 原子炉スクラム，タービントリップ確認

・ 非常用ディーゼル発電機等自動起動確認

・ 再循環ポンプトリップ確認

・ 主蒸気隔離弁全閉確認／逃がし安全弁による原子炉圧力制御確認

・ 原子炉隔離時冷却系自動起動確認

・ 残留熱除去系機能喪失確認

・ 非常用ガス処理系自動起動確認 解析上考慮せず

原子炉注水操作
（1人）

A
― ・ 原子炉隔離時冷却系　原子炉注水確認

残留熱除去系機能喪失調査，

復旧操作
― ― ・ 残留熱除去系　機能回復

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する

常設代替交流電源設備起動操

作

（1人）

A
― ・ 常設代替交流電源設備起動，受電操作

原子炉急速減圧操作
（1人）

A
― ・ 自動減圧機能付き逃がし安全弁　６個　手動開放操作

低圧原子炉代替注水系

（常設）起動操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）起動/運転確認/系統構成

低圧原子炉代替注水系

（常設）注水操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）注水弁操作

― ・ 放射線防護具準備

―
・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給準備

（大量送水車配置，ホース展張・接続）

―
（2人）

a,b
・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）系統構成

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）系統構成 10分

―
（2人）

a,b
・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作（現場）

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作

原子炉満水操作
（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉への注水流量の増加 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 格納容器ベント準備（ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁操作） 10分

― ― ・ 放射線防護具準備 10分

― ― ・ 格納容器ベント準備（ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁操作）

― ・ 放射線防護具準備 10分

― ・ 水素濃度測定装置準備 解析上考慮せず

―
（2人）

c,d
・ 可搬式窒素供給装置準備 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 格納容器ベント操作（ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁操作） 10分

― ― ・ 格納容器ベント操作（ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁操作） 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備

― ・ ガスタービン発電機用軽油タンクからタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜

軽油タンクから補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車への補給

燃料プール冷却　再開
（1人）

A
― ・ 燃料プール冷却系再起動

解析上考慮せず

燃料プール水温66℃以下維持

必要人員数　合計
1人

A

18人

a～r

崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が喪失した場合）

経過時間（分） 経過時間（時間） 経過時間（日）

備考10 20 30 40 50 60 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 14 15 16 17 18 19 20 30 31 32 5 6 7

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

　

通報連絡等を行う

要員

運転員

（現場）

状況判断
1人

A
― ― 10分

― 原子炉水位をレベル２～レベル８で維持

―

― 10分

― 10分

― 10分

― 原子炉水位をレベル３～レベル８で維持

輪谷貯水槽（西）から低圧

原子炉代替注水槽への補給

―

14人

a～n

10分

― 2時間10分

― 適宜実施

―

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）スプレイ操作

―  適宜実施

―  適宜実施

―
格納容器圧力が384kPa[gage]に到達後，原子炉格納容器空間部への熱放出を防止するため，

原子炉への注水流量を増やして原子炉水位をできるだけ高く維持する

格納容器ベント準備操作

―

2人

B,C
解析上考慮せず

1時間20分

―
2人

o,p
― 1時間40分

― 1時間40分

格納容器ベント操作

―

（2人）

B,C
1時間30分

燃料補給準備

―

2人

q,r

10分

― 1時間40分

― 適宜実施

―
・燃料プール冷却水ポンプを再起動し燃料プールの冷却を再開する。

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する。

2人

B,C

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

８時間 サプレッション・プール水温度100℃到達

原子炉急速減圧

原子炉隔離時冷却系停止
低圧原子炉代替注水系（常設）原子炉注水開始

約14時間 格納容器圧力245kPa[gage]到達

約30時間 サプレッション・プール水位

通常水位＋約1.3ｍ到達

事象発生

原子炉スクラム

約21秒 原子炉水位低（レベル２）

プラント状況判断

遠隔操作に失敗した場合は，現場操作にて格納容器フィルタベント系による格納容器除熱を行う。

操作は，現場への移動を含め，約14分から開始可能である。（操作完了は約1時間30分後）

具体的な操作方法は，遠隔手動弁操作機構により，原子炉建物付属棟内から操作を行う。

適宜実施

約19時間 格納容器圧力384kPa[gage]到達

第６図 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系故障）時の作業・操作の所要時間 

ベント弁（第２弁）開操作 

可搬型設備準備 

1
.
5
-
2
1
0

1
.
5
-
2
1
0



 

         

 

 
 

責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

指示者 1人 初動での指揮

連絡責任者

連絡担当者
4人 発電所内外連絡

運転員

（中央制御室）
復旧班要員

・ 外部電源喪失確認

・ 給水流量の全喪失確認

・ 原子炉スクラム確認，タービントリップ確認

・ 非常用ディーゼル発電機等機能喪失確認

・ 再循環ポンプトリップ確認

・ 原子炉への注水機能喪失を確認

・ 主蒸気隔離弁全閉確認

・ 炉心損傷確認

・ 早期の電源回復不能確認

― ― ・ 非常用ディーゼル発電機等　機能回復

― ― ・ 外部電源　回復

高圧・低圧注水機能喪失

調査，復旧操作
― ―

・ 給水・復水系，高圧炉心スプレイ系，

　 残留熱除去系，低圧炉心スプレイ系　機能回復

解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する

常設代替交流電源設備

起動操作

（1人）

A
― ・ 常設代替交流電源設備起動，受電操作

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室）

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（現場）

（1人）

A
― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室）

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（現場）

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室） 25分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（現場） 25分

（1人）

A
― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室） 5分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（現場） 5分

非常用ガス処理系　運転確認
（1人）

A
―

・ 非常用ガス処理系　自動起動確認

・ 原子炉建物差圧監視

・ 原子炉建物差圧調整

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

ほう酸水注入系による原子炉

圧力容器へのほう酸水注入

（1人）

A
― ・ ほう酸水注入系　起動 10分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）起動操作  5分

―
・ 格納容器水素濃度（ＳＡ）及び格納容器酸素濃度（ＳＡ）

　 システム起動，暖気
40分

― ・ 格納容器水素濃度及び酸素濃度の監視 適宜監視

（1人）

A
―

・ 系統構成

・ 中央制御室換気系起動操作
20分 　

― ― ・ 中央制御室換気系　系統構成

（1人）

A
― ・ 中央制御室換気系　加圧運転操作 10分

― ― ・ 中央制御室待避室系統構成 30分

（1人）

A
― ・ 中央制御室待避室加圧操作

中央制御室待避

（５名）

当直長，当直副

長，運転員A,D,E

― ・ 中央制御室待避室内への待避

サプレッション・プール水

ｐＨ制御系起動操作

（1人）

A
― ・ サプレッション・プール水ｐＨ制御系起動 20分 解析上考慮せず

― ― ・ 放射線防護具準備／装備

― ― ・ 注水弁電源切替操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）起動/運転確認/系統構成/漏えい隔離操作

低圧原子炉代替注水系

（常設）注水操作

（1人）

A
― ・ 低圧原子炉代替注水系（常設）注水弁操作 10分

中央制御室待避室に退避する前に原子炉注水流量を崩

壊熱相当に調整する。

― ・ 放射線防護具準備／装備

―
・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給準備

　（大量送水車配置，ホース展張・接続）

― ・ 大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への補給

格納容器ベント前に低圧原子炉代替注水槽を満水に

し，緊急時対策所へ待避。低圧原子代替注水槽を満水

にすることにより待避中も注水を維持できる。

待避解除は作業エリアの放射線量測定後となる。

原子炉ウェル代替注水系

注水操作
― ・ 大量送水車による原子炉ウェルへの注水 解析上考慮せず

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）系統構成

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）系統構成 10分

―
（2人）

a,b
・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作（現場）

（1人）

A
― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作

―
（12人）

a～l
・ 資機材配置及びホース敷設，系統水張り，起動 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備 10分 解析上考慮せず

― ・ 電源ケーブル接続 解析上考慮せず

― ― ・ 原子炉補機代替冷却系　系統構成 解析上考慮せず

―
（2人）

c,d
・ 原子炉補機代替冷却系　運転状態監視 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 原子炉補機代替冷却系　冷却水流量調整 10分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器内雰囲気計装起動 5分 解析上考慮せず

― ・ 格納容器内水素濃度及び酸素濃度の監視 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備／装備

― ・ ガスタービン発電機用軽油タンクからタンクローリへの補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車，大型送水ポンプ車への補給 　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

― ・ ドライウェルｐH制御　系統構成 20分 解析上考慮せず

― ・ ドライウェルｐH制御　起動 10分 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 格納容器ベント準備（ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁操作） 10分

― ― ・ 格納容器ベント準備（ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁操作） 解析上考慮せず

―
（2人）

o,p
・ 水素濃度測定装置準備 解析上考慮せず

―
（2人）

e,f
・ 可搬式窒素供給装置準備 解析上考慮せず

― ― ・ 緊急時対策所への待避 25分 解析上考慮せず

（1人）

A
― ・ 格納容器ベント操作（ＮＧＣ　Ｎ２トーラス出口隔離弁操作） 10分

― ― ・ 格納容器ベント操作（ＮＧＣ　Ｎ２トーラス出口隔離弁操作） 解析上考慮せず

燃料プール冷却　再開
（1人）

A
― ・ 燃料プール冷却系再起動

解析上考慮せず

燃料プール水温66℃以下維持

必要人員数　合計
1人

A

19人

a～s

4人

B,C,D,E

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

1時間30分

― 10分
・燃料プール冷却水ポンプを再起動し燃料プールの冷却を再開する。

・必要に応じてスキマサージタンクへの補給を実施する。

格納容器ベント操作

―

（2人）

D,E

1時間20分

― 1時間40分

― 1時間40分

（2人）

B,C

ドライウェルｐH制御操作
（1人）

A

―

―

格納容器ベント準備操作

―

（2人）

D,E

タンクローリ残量に応じて適宜軽油タンクから補給

格納容器ベント前に可搬型設備へ燃料補給を実施し，

緊急時対策所へ待避。

待避解除は作業エリアの放射線量測定後となる。

なお，大型送水ポンプ車への燃料補給は，一時待避中

においても実施する。

―

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

　適宜実施

燃料補給準備

―

2人

r,s

10分

― 1時間50分

適宜実施

―

格納容器内雰囲気計装による

水素濃度及び酸素濃度監視

（1人）

A

―

―

原子炉補機代替冷却系運転

― 　　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

待

避

時

間

　現場確認中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

原子炉補機代替冷却系準備

操作

― 7時間20分

―
3人

o,p,q
―

（2人）

B,C

―

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）スプレイ操作

―  適宜実施

1時間40分

1時間40分

待

避

時

間

―  適宜実施

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

適宜実施

―
　　　　　　　　　　上部ドライウェル内雰囲気温度低下を確認

　　　　　　　　　　蒸発による水位低下を考慮して定期的に注水

待

避

時

間

　現場作業中断

　（一時待避中）

移

動

時

間

適宜実施

2時間10分

―

（2人）

a,b

　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

輪谷貯水槽（西）から低圧原

子炉代替注水槽への補給

―
14人

a～n

10分

―

― 　　　　　　注水開始30分は最大流量とし，その後は崩壊熱相当量で注水継続 　　　注水継続 適宜実施

―

低圧原子炉代替注水系

（常設）起動操作

2人

D,E

10分

20分

― 10分

中央制御室待避室準備

（2人）

D,E

― 5分

― ８時間

（2人）

D,E
40分中央制御室換気系起動

―

―

―

―

水素濃度及び酸素濃度監視

設備の起動

（1人）

A

―

―

―

Ｃ系非常用高圧母線受電操作

―

（2人）

B,C

Ｃ系非常用高圧母線受電準備

―

（2人）

B,C

Ｄ系非常用高圧母線受電操作

― 5分

（2人）

B,C
5分

2人

B,C

10分

35分

―

― 10分

Ｄ系非常用高圧母線受電準備

― 25分

交流電源回復操作
― 解析上考慮せず

対応可能な要員により対応する―

状況判断
1人

A
― ― 10分

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

　事象発生

　

通報連絡等を行う

要員

運転員

（現場）

41 42 43 5 6 730 31 32 33 34 4024 25 26 27 28 2910 11 12 22 234 5 6 7 8 940 50 60 1 2 3

　　　　　　　　　　　　　　　　　適宜実施

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）

必要な要員と作業項目

経過時間（分） 経過時間（時間） 経過時間（日）

備考10 20 30

約27時間 格納容器圧力640kPa[gage]到達

10分 常設代替交流電源設備による給電

遠隔操作に失敗した場合は，現場操作にて格納容器フィルタベント系による格納容器除熱を行う。

操作は，現場への移動を含め，約14分後から開始可能である。（操作完了は約1時間30分後）

具体的な操作方法は，遠隔手動弁操作機構により，原子炉建物付属棟内から操作を行う。

約5分 炉心損傷

プラント状況判断

約10分 燃料被覆管温度1200℃到達

原子炉スクラム

30分 低圧原子炉代替注水系（常設）原子炉注水開始

約28分 燃料温度2500K（2227℃）到達

約１時間 非常用ガス処理系 運転開始

約32時間 サプレッション・プール水位

通常水位＋約1.3m到達

約１時間40分 中央制御室換気系 運転開始

第７図 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）時の作業・操作の所要時間 
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6. ベント実施操作判断基準

(1) 炉心損傷なしの場合

ａ．サプレッション・プール通常水位＋約 1.3m 到達 

格納容器の健全性を確保するため，サプレッション・プール通常水位＋

約 1.3m に到達した時点でベントを実施する。 

(2) 炉心損傷を判断した場合

ａ．サプレッション・プール通常水位＋約 1.3m 到達 

格納容器へ大量の放射性物質が放出されることから，大気への放射性物

質の放出を極力遅らせることでベント時の外部影響を軽減させるため，限

界圧力を下回る 853kPa[gage]に到達するまでにベントを実施する。具体的

には，中央制御室での遠隔操作に失敗した場合の現場手動操作時間を考慮

し，格納容器スプレイ停止基準であるサプレッション・プール通常水位＋

約 1.3m に到達した時点でベントを実施する。 

ｂ．格納容器酸素濃度がドライ条件にて 4.4vol％及びウェット条件にて

1.5vol％に到達した場合 

炉心損傷時には，ジルコニウム－水反応及び水の放射線分解等により水

素・酸素が発生し，可燃限界に到達すると水素燃焼が発生するおそれがあ

る。これを防止するため，可燃限界到達前に格納容器内の水素・酸素を排

出することを目的として，格納容器酸素濃度がドライ条件にて 4.4vol％及

びウェット条件にて 1.5vol％に到達した場合にベントを実施する。

4.4vol％の基準設定に当たっては，酸素濃度の可燃限界である 5vol％に対

し，計器誤差の±約 0.5vol％及び 0.1vol％の余裕を考慮して設定した。 

7. ベント実施操作判断の確認パラメータ

(1) 炉心損傷なしの場合

ａ．サプレッション・プール通常水位＋約 1.3m 到達 

炉心損傷がない場合は，サプレッション・プール水位にてベント実施操

作を判断するため，確認パラメータは以下のとおり。 

・サプレッション・プール水位（ＳＡ）

(2) 炉心損傷を判断した場合

ａ．サプレッション・プール通常水位＋約 1.3m 到達 

炉心損傷を判断した場合は，格納容器スプレイを間欠にて実施しながら，

サプレッション・プール水位にてベント実施操作を判断する。したがって，

確認パラメータは以下のとおり。 

・サプレッション・プール水位（ＳＡ）
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ｂ．格納容器酸素濃度がドライ条件にて4.4vol％及びウェット条件 1.5vol％に

到達した場合 

格納容器酸素濃度によりベント実施操作を判断するため，確認パラメー

タは以下のとおり。

・格納容器酸素濃度（ＳＡ）

8. ベント実施操作の妥当性

ベントは，第１弁を開弁することで実施する。炉心損傷していない場合及び

炉心損傷を判断した場合の作業項目及び作業環境を第８表に示す。ベント弁の

開操作については，中央制御室での操作を基本とするが，万一，中央制御室で

の操作ができない場合には，現場（原子炉建物付属棟）にて手動操作（人力に

よる遠隔操作）を実施する。 

なお，炉心損傷を判断する有効性評価の「格納容器圧力・温度による静的負

荷（格納容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用しない場合）」シーケ

ンスにおいて，ベント準備段階の現場アクセス，現場待機，現場での手動操作，

プルーム通過までの現場待機及び帰還の一連の作業での実効線量は，約 12mSv

である。 
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第８表 ベント実施操作時の作業項目及び作業環境 

作業項目 作業場所 
作業環境 

連絡手段 
温度・湿度 放射線環境 照明 その他 

ベント弁の

開操作 

・開確認

中央制御室 －※１ 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※３ 

【炉心損傷後】 

約 52mSv/７日間以

下 

（マスク着用※４）

ＬＥＤライ

ト（三脚タ

イプ，ラン

タンタイ

プ）及びヘ

ッドライト

により作業

可能であ

る。 

周辺には支

障となる設

備はない。 

中 央 制 御

室 内 の た

め 口 頭 に

て 連 絡 可

能 で あ

る。 

原子炉建物 

付属棟 

通常運転中 

と同程度 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度 
※２※３

【炉心損傷後】 

2.2mSv/h 以下 

（マスク着用※４）

電源内蔵型

照明，ヘッ

ドライト又

は懐中電灯

により作業

可能であ

る。 

アクセスル

ート上に支

障となる設

備はない。 

有 線 式 通

信 設 備 ，

電 力 保 安

通 信 用 電

話 設 備 ，

所 内 通 信

連 絡 設 備

に よ り 連

絡 可 能 で

ある。 

※１：中央制御室の温度・湿度については，全交流動力電源喪失の場合には，中央制御室

換気系が動作しないものの，制御盤の発熱が少ないため，作業に支障となる環境と

はならない。なお，全交流動力電源喪失以外の事故シーケンスでは中央制御室換気

系が動作するため，作業に支障となる環境とはならない。 

※２：事故あたりに放出される放射性物質全量に対する線量

※３：設計基準事故相当のγ線線量率の 10 倍相当である，全燃料の１％程度の燃料被覆管

破裂を考慮した場合でも，被ばくは１mSv 以下であり作業に支障はない。 

※４：全面マスク（PF50）の着用
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9. ベント成否確認

格納容器過圧破損防止の目的から，格納容器圧力の低下による判断を基本と

し，以下のパラメータについても参考として判断する。 

・ フィルタ装置出口放射線量率

・ スクラバ容器圧力

・ スクラバ容器水位

・ 格納容器温度

・ サプレッション・チェンバ水位

パラメータに変化が見られない場合は，ベント失敗の可能性があるため，現

場操作によるベントを実施する。 

ベント開始直後は，格納容器内で発生する水素，水蒸気及び窒素等からなる

ベントガスが系統内に流入するが，系統内は不活性化されているため，高濃度

の水素が流入しても水素燃焼には至らない。 

10. ベント継続時

ベント継続時は，第９表に示すパラメータによりベント継続状況に異常がな

いことを確認する。 

第９表 確認パラメータ（ベント継続時） 

確認パラメータ 確認内容 

格納容器圧力 

各パラメータに異常な変化がないこと 

格納容器温度 

サプレッション・チェンバ水位

格納容器酸素濃度（SA） 

格納容器水素濃度（SA） 

スクラバ容器圧力

スクラバ容器水位

スクラバ容器温度

フィルタ装置出口放射線量率

野外放射線量率 

ベント継続時には，格納容器内及びフィルタ装置内では放射性物質の崩壊熱

による多量の蒸気が発生することにより，水素濃度は低く抑えられるため，可

燃限界に至らない。 

なお，炉心損傷がない場合の格納容器フィルタベント系によるベント実施中

に炉心損傷を判断した場合は，ベントを継続する運用とする。これは，ベント

実施までには格納容器代替スプレイにより外部注水制限に到達していることが
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想定され，事象が進むことで発生する可能性のある炉心のリロケーション※及

び原子炉圧力容器破損時の過熱蒸気発生の影響による格納容器圧力の急激な上

昇を抑制する手段がベントのみであるためである。加えて，次のとおり，ベン

トを継続した場合でも，一時的にベント停止する場合と比較し，被ばくの観点

で大きな差異はないと考えられる。 

・ベントを停止しても格納容器の圧力上昇により再度ベントすることとなり，

希ガス保持時間を大きく確保することはできないこと

・このような事態では，原子炉スクラムしてからある程度の時間が経過して

いることから，希ガスの減衰時間は十分に確保されており，ベントを停止

しない場合でも大きな放出量にならないと考えられること

※ ここで言うリロケーションとは，炉心損傷後，溶融炉心が炉心下部プ

レナムに移行する状態を指す。
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11. ベント停止操作

第 10 表に示す機能が全て使用可能となったことにより，ベント停止後も長期

的に格納容器の安定状態を継続可能であることを判断する。また，第 11 表に示

すパラメータを確認し，ベント停止操作が可能であることを判断した場合には，

第１弁を閉とすることでベントを停止する。 

第 10 表 ベント停止のために必要な機能及び設備 

必要な機能 設備 設備概要 

格納容器除熱機能 

残留熱除去系又は残留熱代替除去系 
格納容器内に残存する核分裂生成物

から発生する崩壊熱を除去し，最終

的な熱の逃がし場へ熱を輸送する 原子炉補機代替冷却系 

窒素供給機能 可搬式窒素供給装置 

・残留熱除去系の運転に伴う蒸気凝

縮により，格納容器内が負圧にな

ることを防止する

・系統内のパージを実施する

格納容器内水素・酸素濃

度制御機能 

可燃性ガス濃度制御系 

水の放射線分解によって発生する水

素及び酸素の濃度が可燃限界濃度に

到達することを防止する 

格納容器水素・酸素濃度計 
格納容器内の水素・酸素濃度を監視

する 

第 11 表 確認パラメータ（ベント停止時） 

確認パラメータ 確認内容 

格納容器圧力 427kPa[gage]以下であること及び 171℃以下であるこ

と。 格納容器温度 

格納容器酸素濃度（SA） 

可燃限界未満であること。 格納容器水素濃度（SA） 

フィルタ装置出口水素濃度

ベント停止前から可搬式窒素供給装置による格納容器への窒素供給を行い，

ベント停止後も継続し，系統を含めて不活性化することで，水素濃度は低く抑

えられ，可燃限界には至らない。 
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12. ベント停止操作手順 

次にベント停止の流れを示す。 

①ベント停止可能であると判断した場合，可搬式窒素供給装置により格納容

器に窒素注入を開始する。 

・ベント弁は開状態であるため，注入した窒素はそのまま排出されると考

えられるが，ベント弁閉後における「水の放射性分解によって発生する

水素・酸素濃度の上昇」を抑制するため，早期に注入開始することを目

的として最初に実施する。 

ドライウェル内に水素・酸素が滞留している可能性を考慮して，ドライ

ウェル側から窒素供給する。 

②第１弁を微開とする。 

③残留熱除去系又は残留熱代替除去系を起動する。 

・ベント弁を微開後，サプレッション・プール水温度が飽和温度以下であ

ることを確認し，残留熱除去系又は残留熱代替除去系を起動する。 

・残留熱除去系又は残留熱代替除去系による格納容器除熱を実施すること

で，格納容器内の気相を蒸気から窒素へ置換する。 

④格納容器の気相が蒸気から窒素への置換が完了したことを確認する。 

⑤可燃性ガス濃度制御系を起動する。 

・残留熱除去系による冷却水を供給し，可燃性ガス濃度制御系の暖気運転

を開始する。 

・起動後３時間以内に暖機運転が完了し，処理が開始される。 

⑥第１弁を閉とする。 

⑦格納容器への窒素注入を停止する。 

⑧格納容器内水素・酸素濃度計により，格納容器内水素・酸素濃度を監視す

る。 

 

13. ベント停止操作の妥当性 

炉心損傷なしの場合及び炉心損傷を判断した場合の作業項目及び作業環境を

第 12 表に示す。ベント弁の閉操作については，中央制御室での操作を基本とす

るが，万一，中央制御室での操作ができない場合には，現場（原子炉建物付属

棟）にて手動操作を実施する。 
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第 12 表 ベント停止操作項目及び作業環境 

作業項目 作業場所 
作業環境 

連絡手段 
温度・湿度 放射線環境 照明 その他 

ベント弁の

閉操作 

中央制御

室 
－※１ 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

約 52mSv/７日間以

下 

（マスク着用※４）

ＬＥＤライ

ト（三脚タ

イプ，ラン

タンタイ

プ）及びヘ

ッドライト

により作業

可能であ

る。 

周辺には支

障となる設

備はない。 

中央制御室内

のため口頭に

て連絡可能で

ある。 

原子炉建

物 

付属棟 

通常運転中 

と同程度 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

2.2mSv/h 以下※３

（マスク着用※４）

電源内蔵型

照明，ヘッ

ドライト又

は懐中電灯

により作業

可能であ

る。 

アクセスル

ート上に支

障となる設

備はない。 

有線式通信設

備，電力保安

通信用電話設

備，所内通信

連絡設備によ

り連絡可能で

ある。 

窒素供給 

操作 
屋外 外気 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

5.0mSv/h 以下※３ 

（マスク着用※４）

車両の作業

用照明・ヘ

ッドライト

及び懐中電

灯により作

業可能であ

る。 

アクセスル

ート上に支

障となる設

備はない。 

衛星電話設備

（固定型，携

帯型），無線

通信設備（固

定 型 ， 携 帯

型），電力保

安通信用電話

設備，所内通

信連絡設備に

より連絡可能

である。 

水素濃度 

測定操作 

中央制御

室 
－※１ 

【炉心損傷前】 

通常運転中 

と同程度※２ 

【炉心損傷後】 

約 52mSv/７日間以

下※３ 

（マスク着用※４）

ＬＥＤライ

ト（三脚タ

イプ，ラン

タンタイ

プ）及びヘ

ッドライト

により作業

可能であ

る。 

周辺には支

障となる設

備はない。 

中央制御室内

のため口頭に

て連絡可能で

ある。 

※１：中央制御室の温度・湿度については，全交流動力電源喪失の場合には，中央制御室

換気系が動作しないものの，制御盤の発熱が少ないため，作業に支障となる環境と

はならない。なお，全交流動力電源喪失以外の事故シーケンスでは中央制御室換気

系が動作するため，作業に支障となる環境とはならない。 

※２：計基準事故相当のγ線線量率の 10 倍相当である，全燃料の１％程度の燃料被覆管破

裂を考慮した場合でも，被ばくは１mSv 以下であり作業に支障はない。 

※３：事故後 168 時間以降を想定

※４：全面マスク（PF50）の着用
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14. ベント停止後の操作

ベント停止後は，第 13 表で示すパラメータにより格納容器及び格納容器フィ

ルタベント系に異常がないことを確認する。

第 13 表 確認パラメータ（ベント停止後） 

監視パラメータ 監視理由 

スクラバ容器水位

フィルタ装置水位が運転範囲内にあることを監視する。

また，蒸発による水位低下時においては，水補給の必要性を判断す

る。 

スクラバ容器圧力
指示値により系統が過圧されていないこと又は負圧となっていない

ことを監視する。 

スクラバ容器温度 指示値によりスクラビング水からの水蒸気発生の有無を監視する。 

フィルタ装置出口配管圧力
指示値により系統が過圧されていないこと又は負圧となっていない

ことを監視する。 

フィルタ装置出口水素濃度 指示値により系統に水素が滞留していないことを監視する。 

フィルタ装置出口放射線量率 指示値が安定していることを監視する。 

野外放射線線量率 指示値が安定していることを監視する。 

スクラバ水ｐＨ アルカリ性に維持されていることを監視する。

格納容器圧力 格納容器内が負圧でないこと。また，ベント停止後長期的に格納容

器圧力及び温度の異常な上昇がないこと。 格納容器温度 

格納容器水素濃度 
格納容器内の水素・酸素濃度の異常な上昇がないこと。 

格納容器酸素濃度 
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添付資料 1.5.6 

スクラビング水の保有水量の設定根拠について

1. スクラバ容器水位の設定の考え方

ベント運転に伴いスクラバ容器内の水位は変動するが，その変動水位がフィ

ルタ装置の性能維持を保証する上限・下限水位の範囲に収まるよう，系統待機

モードにおけるスクラバ容器水位の管理値を設定している。スクラバ容器水位

の管理値を第１図に示す。 

スクラバ容器内の水位挙動は，ベント運転直後のスタートアップ期間とその

後のベント運転中で異なる挙動を示す。スタートアップ期間は，スクラビング

水，容器鋼材及び配管の昇温に伴うベントガス中の蒸気の凝縮によりスクラバ

容器水位は上昇する。また，ベント運転中は，スクラビング水に捕集される放

射性物質の発熱（スクラバ容器内発熱量）及びスクラバ容器に流入するベント

ガスの入熱とスクラバ容器及び配管からの放熱のバランスにより水位が変動す

る。 

系統待機モードにおけるスクラバ容器水位の管理値（水位高，水位低）は，

以下のとおり設定・確認をしている。
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(1) 水位高設定値

水位高設定値は，ベント運転直後のスタートアップ期間における凝縮によ

る水位上昇を考慮して上限水位に至らないことを以下のとおり確認し，設定

している。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(2) 水位低設定値

水位低設定値は，系統設計条件であるスクラバ容器内発熱量（370kW）にお

ける蒸発による水位低下が 24 時間以上継続しても，下限水位に至らないこと

を確認し，設定している。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

1.5-223

1.5-223



第１図 スクラバ容器水位の管理値 

2. ベント運転中の水位挙動（有効性評価ベース）

有効性評価のうち格納容器過圧・過温破損モード（大 LOCA＋SBO＋ECCS 機能

喪失）におけるスクラバ容器内発熱量を用いた水位挙動の評価を以下に示す。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第２図 ベント時の格納容器圧力推移 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第３図 スクラビング水位挙動（大 LOCA＋SBO＋ECCS 機能喪失事象） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（参考）スクラビング水の下限水位の設定について 

スクラビング水位について，ベンチュリノズルの頂部まで水位があれば，設計

上期待しているＤＦが確保できることを以下のとおり確認した。 

ベンチュリスクラバは，第４図のようにスクラビング水を微小液滴にしてベン

トガス中に噴霧させることで除去効率を上げている。

 

第４図 ベンチュリスクラバにおける除去原理 

①エアロゾルのＤＦについて

・ベンチュリスクラバ内のガス流速と水滴速度が異なることで，ガス中のエ

アロゾルが水滴に衝突し水滴に付着する現象を用いたものであることから，

慣性衝突による除去が支配的と考えられる。 

・そのメカニズムから，ＤＦに影響するのはガス流速及びエアロゾル粒径で

あり，水位はベンチュリスクラバによるエアロゾル除去原理が有効となる

ベンチュリノズル上端以上であればよい。

・JAVA 試験によるエアロゾルのＤＦの結果を第５図及び第６図に示す。図に

示すとおり，様々なガス流速と質量中央径が異なるエアロゾルで試験が行

われているが，ガス流速及び質量中央径によるＤＦへの有意な影響は見ら

れず，スクラビング水位をベンチュリノズル上端とした試験においても，

設計条件ＤＦ1,000 以上を十分に確保できている。

①ベンチュリノズル下方よりベントガスが流入

②スロート部でベントガス流速が増大

③スクラビング水がベントガス中に噴霧（微小

液滴）

④ガスとスクラビング水が接触する面積が大き

くなり除去効率が上がる

⑤ベントガス及び液滴は方向を変えられ，スク

ラビング水中に斜め下に排出

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第５図 ベンチュリノズル部におけるガス流速に対する除去係数 

 

 

第６図 エアロゾル粒径に対する除去係数 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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②無機よう素のＤＦについて

・スクラビング水に添加された薬剤との化学反応により非揮発性のよう素イ

オンに変化させ，スクラビング水中に捕集・保持することから，スクラビ

ング水のｐＨがＤＦに影響する主要なパラメータであり，水位はベンチュ

リスクラバによる除去原理が有効となるベンチュリノズル上端以上であれ

ばよい。 

・JAVA 試験による無機よう素のＤＦの結果を第７図に示す。スクラビング水

位がベンチュリノズル上端となっている試験は，無機よう素の捕集の観点

から厳しい条件である低ｐＨにおいても，設計条件ＤＦ100 以上を確保で

きている。

第７図 ｐＨに対する無機よう素の除去係数 

したがって，スクラビング水位の下限水位をベンチュリノズル上端とすること

は適切と考える。 

実運用における系統待機時（通常時）のスクラビング水位は，ベンチュリノズ

ルの上端（300mm）を十分に上回る 1,700mm とし，ＦＰが多く流入するベント開

始初期のスクラビング水位を十分に確保し，ベント中においても，スクラビング

水位 800mm 以上を確保するようスクラビング水を補給する運用とする。 

スクラビング水のｐＨについては，

であることを確認し，ベント中におけるスクラビング水のアルカ

リ性を維持する運用とする。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（参考）スクラビング水スロッシングの影響について 

格納容器フィルタベント系であるスクラバ容器について，地震時にスロッシン

グが発生することで，スクラビング水が金属フィルタ下端まで到達する可能性が

ある。そこで，保守的な評価となるハウスナー理論を用いてスロッシング高さを

評価した。 

ハウスナー理論により，スロッシング高さ dmaxは以下のように算出できる。

dmax =
0.408∙R∙coth(1.84

h

R
)

g

ω𝑁
2 ∙θh∙R

−1
=  [𝑚𝑚] 

ここで， 

・ωN = √
1.84

R
∙ g ∙ tanh (1.84

h

R
) =  [𝑠−1] 

・θh = 1.534 ∙
SA

ω𝑁
2 ∙R

∙ tanh (1.84
h

R
) =

・R ：スクラバ容器半径（内径）  [mm] 

・h ：スクラビング水上限水位 [mm] 

・g ：重力加速度 9806.65 [mm/s2]

・SA ：応答加速度 [mm/s2] 

（評価用地震動（2×Ss-1）に基づき保守的に設定） 

金属フィルタは上限水位から  mm 上方に設置しており，スロッシング高

さは最大でも  mm と算出されることから，スクラビング水は金属フィルタ下

端まで到達しないと評価できる。 

評価結果を第８図に示す。 

また，スクラビング水位が下限水位の場合についても，上記と同様に評価を実

施した結果を以下に示す。 

dmax =
0.408 ∙ R ∙ coth (1.84

h
R)

g

ω
𝑁

2
∙ θ

h
∙ R

− 1
=  [𝑚𝑚] 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ここで， 

・ω
N

= √
1.84

R
∙ g ∙ tanh (1.84

h

R
) =  [𝑠−1] 

・θ
h

= 1.534 ∙
SA

ω
𝑁

2
∙R

∙ tanh (1.84
h

R
) =

・R ：スクラバ容器半径（内径）  [mm] 

・h ：スクラビング水下限水位 [mm] 

・g ：重力加速度 9806.65 [mm/s2]

・SA ：応答加速度  [mm/s2] 

    （評価用地震動（2×Ss-1）に基づき保守的に設定） 

ベンチュリノズルの一部が気相部に露出するものの，露出している時間は格納

容器ベント実施期間と比較して非常に小さく，ベンチュリスクラバの後段には金

属フィルタも設置していることから，格納容器ベントにより放出される放射性物

質のトータル量に影響を与えるものではないと考える。 

評価結果を第９図に示す。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第８図 スクラビング水スロッシング評価結果（上限水位） 

第９図 スクラビング水スロッシング評価結果（下限水位） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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添付資料 1.5.7-1 

解釈一覧 

判断基準の解釈一覧 

 

手順 判断基準記載内容 解釈 

1.5.2.1 フロントライン

系故障時の対応手順 

(1)最終ヒートシンク（大

気）への代替熱輸送（交流

動力電源が健全である場

合） 

ａ．格納容器フィルタベン

ト系による原子炉格納容

器内の減圧及び除熱 

(b) 第１ベントフィルタ

スクラバ容器水位調整（水

張り） 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位

の水位低警報が発報した場合 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位

の水位低警報   mm が発報した場

合 

(c) 第１ベントフィルタ

スクラバ容器水位調整（水

抜き） 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位

が上限水位に到達すると判断した場合 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位

が   ㎜に到達すると判断した場合 

(e) 第１ベントフィルタ

スクラバ容器スクラビン

グ水 pH調整 

第１ベントフィルタスクラバ容器の水

位が上限水位に到達すると判断し，排水

を行った場合 

第１ベントフィルタスクラバ容器の水

位が  ㎜に到達すると判断し，排水

を行った場合 

 

 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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添付資料 1.5.7-2 

操作手順の解釈一覧(１／２) 

手順 操作手順記載内容 解釈 

1.5.2.1 フロントライン

系故障時の対応手順 

(1)最終ヒートシンク（大

気）への代替熱輸送（交流

動力電源が健全である場

合） 

ａ．格納容器フィル

タベント系による原

子炉格納容器内の減

圧及び除熱 

(a) 格納容器フィルタベント系によ

る原子炉格納容器内の減圧及び除熱 

第１ベントフィルタスクラバ容器の水

位が通常水位範囲内 

第１ベントフィルタスクラバ容器水

位指示値が  ㎜～  ㎜ 

(b) 第１ベントフィルタスクラバ容

器水調整（水張り） 

規定水位 通常水位範囲内である  mm～

 mm 

(c) 第１ベントフィルタスクラバ容

器水位調整（水抜き） 

通常水位に到達したこと  ㎜～  ㎜ に到達したこと 

(e) 第１ベントフィルタタスクラバ

容器スクラビング水 pH調整 

スクラビング水の pH値が規定値  以上 

1.5.2.1 フロントライン

系故障時の対応手順 

(2)最終ヒートシンク（大

気）への代替熱輸送（全交

流動力電源喪失時の場合） 

ａ．格納容器フィル

タベント系による原

子炉格納容器内の減

圧及び除熱（現場操

作） 

(a) 格納容器フィルタベント系によ

る原子炉格納容器内の減圧及び除熱

（現場操作） 

第１ベントフィルタスクラバ容器水位

が通常水位範囲内 

第１ベントフィルタスクラバ容器水

位指示値が  ㎜～  ㎜ 

(b) 第１ベントフィルタスクラバ容

器水調整（水張り） 

第１ベントフィルタスクラバ容器の水

位が通常水位を下回り下限水位に到達

する前 

第１ベントフィルタスクラバ容器の

水位が  mm を下回り  ㎜に

到達する前 

(c) 第１ベントフィルタスクラバ容

器水位調整（水抜き） 

第１ベントフィルタスクラバ容器の水

位が上限水位に到達 

第１ベントフィルタスクラバ容器の

水位が  mmに到達 

(e) 第１ベントフィルタスクラバ容

器スクラビング水 pH調整 

スクラビング水の pH値が規定値  以上 
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操作手順の解釈一覧(２／２) 

手順 操作手順記載内容 解釈 

1.5.2.2 サポート系故障

時の対応手順 

(1) 最終ヒートシンク（海

洋）への代替熱輸送 

ａ．原子炉補機代替

冷却系による除熱 

ⅱ.緊急時対策要員操作 淡水ポンプ出口圧力指示計が規定圧力と

なるよう開度を調整する 

 MPa 

規定流量  m3/h 

1.5.2.3 重大事故等対処

設備（設計基準拡張）によ

る対応手順 

(1)原子炉補機冷却系によ

る除熱 

  残留熱除去系熱交換器冷却水流量計指示

値の上昇 

残留熱除去系熱交換器冷却水流量指

示値が  m3/h程度まで 
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添付資料 1.5.７-3 

弁番号及び弁名称一覧(１／４) 

弁番号 弁名称 操作場所 

AV226-12 ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁 
中央制御室 

原子炉棟地上３階非常用ガス処理装置室（管理区域） 

MV226-16 ＳＧＴ ＮＧＣ連絡ライン隔離弁後弁 
中央制御室 

原子炉棟地上３階非常用ガス処理装置室（管理区域） 

AV226-11 ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁 
中央制御室 

原子炉棟地上３階非常用ガス処理装置室（管理区域） 

MV226-15 ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁後弁 
中央制御室 

原子炉棟地上３階非常用ガス処理装置室（管理区域） 

AV217-19 ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁 
中央制御室 

原子炉棟地上３階非常用ガス処理装置室（管理区域） 

MV217-20 ＮＧＣ常用空調換気入口隔離弁後弁 
中央制御室 

原子炉棟地上３階非常用ガス処理装置室（管理区域） 

MV226-13 
ＳＧＴ ＦＣＶＳ第１ベントフィルタ入口

弁 

中央制御室 

遠隔手動弁操作機構：原子炉建物付属棟 地上３階北側連絡通路（非管理区域） 

MV217-18 ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁 
中央制御室 

遠隔手動弁操作機構：原子炉建物付属棟 地上３階北側連絡通路（非管理区域） 

MV217-23 
ＮＧＣ非常用ガス処理入口隔離弁バイパ

ス弁 

中央制御室 

遠隔手動弁操作機構：原子炉建物付属棟 地上３階北側連絡通路（非管理区域） 

MV217-5 ＮＧＣ Ｎ２トーラス出口隔離弁 

中央制御室 

遠隔手動弁操作機構：原子炉建物付属棟 地上１階Ａ－ＲＣＷポンプ熱交換器室（非管理区

域） 

MV217-4 ＮＧＣ Ｎ２ドライウェル出口隔離弁 
中央制御室 

遠隔手動弁操作機構：原子炉建物付属棟 地上２階原子炉棟送風機室（非管理区域） 
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弁番号及び弁名称一覧(２／４) 

弁番号 弁名称 操作場所 

V2B3-110 ＦＣＶＳ補給止め弁 屋外 

MV2B3-550 
ＦＣＶＳ第１ベントフィルタスクラバ容

器１次ドレン弁 

中央制御室 

第１ベントフィルタ格納槽（屋外） 

MV2B3-570 ＦＣＶＳドレン移送ライン連絡弁 
中央制御室 

原子炉棟 地下１階 トーラス室（管理区域） 

V2B3-82 ＦＣＶＳ窒素ガス補給元弁 屋外 

MV2B3-114 ＦＣＶＳ薬品注入タンク出口弁 
中央制御室 

第１ベントフィルタ格納槽（屋外） 

MV2B3-112 ＦＣＶＳ循環ライン止め弁 
中央制御室 

第１ベントフィルタ格納槽（屋外） 

V2C2-1 
ＡＮＩ 代替窒素供給ライン元弁（Ｄ／Ｗ

側） 
屋外 

V2C2-11 
ＡＮＩ 代替窒素供給ライン元弁（Ｓ／Ｃ

側） 
屋外 

MV226-2A Ａ－非常用ガス処理系出口弁 
中央制御室 

原子炉棟地上３階非常用ガス処理装置室（管理区域） 

MV226-2B Ｂ－非常用ガス処理系出口弁 
中央制御室 
原子炉棟地上３階非常用ガス処理装置室（管理区域） 

MV226-51 
ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作

用空気供給弁 
中央制御室 

V226-55 
ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作

用バイパスライン空気供給弁 
原子炉建物付属棟地上３階北側連絡通路（非管理区域） 

V226-58 
ＳＧＴ耐圧強化ベントライン止め弁操作

用電磁弁排気止め弁 
原子炉建物付属棟地上３階北側連絡通路（非管理区域） 
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弁番号及び弁名称一覧(３／４) 

弁番号 弁名称 操作場所 

MV222-2B Ｂ－ＲＨＲ熱交バイパス弁 中央制御室 

MV222-1002 ＲＨＲ ＲＨＡＲライン入口止め弁 中央制御室 

MV222-1010 ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ連絡ライン止め弁 中央制御室 

MV222-1020 
ＲＨＲ ＰＣＶスプレイ連絡ライン流量調

節弁 
中央制御室 

MV222-1011 
ＲＨＲ Ａ－ＦＬＳＲ連絡ライン流量調節

弁 
中央制御室 

MV222-5A Ａ－ＲＨＲ注水弁 中央制御室 

MV222-4B Ｂ－ＲＨＲドライウェル第２スプレイ弁 中央制御室 

MV2BB-7 ＲＨＡＲライン流量調節弁 中央制御室 

Y61-F002 熱交換器ユニット流量調整弁 
屋外 

熱交換器ユニット内 

MV214-1B Ｂ‐ＲＣＷ常用補機冷却水入口切替弁 
中央制御室 

原子炉建物付属棟 地下１階 ＩＡ空気圧縮機室（非管理区域） 

MV214-3B Ｂ‐ＲＣＷ常用補機冷却水出口切替弁 
中央制御室 

原子炉建物付属棟 地上２階 ＲＣＷバルブ室（非管理区域） 

MV214-7B Ｂ‐ＲＨＲ熱交冷却水出口弁 
中央制御室 

原子炉棟 地上２階 Ｂ-ＲＨＲ熱交換器室（管理区域） 

V214-35B ＲＣＷ Ｂ‐ＤＥＧ冷却水入口弁 原子炉建物付属棟 地下２階 Ｂ-非常用 DG室（非管理区域） 

V214-20B ＲＣＷ Ｂ‐中央制御室冷凍機入口弁 廃棄物処理建物 地上２階 中央制御室送風機室（非管理区域） 

V214-38B ＲＣＷ Ｂ‐ＦＰＣ熱交冷却水入口弁 原子炉棟地上 ３階 ＦＰＣ熱交換器室前通路（管理区域） 
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弁番号及び弁名称一覧(４／４) 

弁番号 弁名称 操作場所 

V214-3 
ＲＣＷ Ｂ－ＡＨＥＦ西側供給配管止め

弁 
原子炉建物付属棟地上１階Ａ－ＲＣＷポンプ熱交換器室（非管理区域） 

V214-4 
ＲＣＷ Ｂ－ＡＨＥＦ西側戻り配管止め

弁 
原子炉建物付属棟地上２階ＲＣＷバルブ室（非管理区域） 

V2C1-1B ＡＨＥＦ Ｂ－供給配管止め弁 屋外 

V2C1-3B ＡＨＥＦ Ｂ－戻り配管止め弁 原子炉建物付属棟 地上１階 階段室 

V214-67B Ｂ－ＲＣＷサージタンク出口弁 原子炉建物付属棟 地上２階（非管理区域） 

V2C1-5 ＡＨＥＦ Ｂ－西側供給配管止め弁 原子炉建物付属棟地上１階Ａ－ＲＣＷポンプ熱交換器室（非管理区域） 

V2C1-6 ＡＨＥＦ Ｂ－西側戻り配管止め弁 原子炉建物付属棟地上２階ＲＣＷバルブ室（非管理区域） 

MV214-1A Ａ‐ＲＣＷ常用補機冷却水入口切替弁 
中央制御室 

原子炉建物付属棟 地下１階 ＩＡ空気圧縮機室（非管理区域） 

MV214-3A Ａ‐ＲＣＷ常用補機冷却水出口切替弁 
中央制御室 

原子炉建物付属棟 地上２階 ＲＣＷバルブ室（非管理区域） 

MV214-7A Ａ‐ＲＨＲ熱交冷却水出口弁 
中央制御室 

原子炉棟 地上２階 Ａ-ＲＨＲ熱交換器室（管理区域） 

V214-35A ＲＣＷ Ａ‐ＤＥＧ冷却水入口弁 原子炉建物付属棟 地下２階 Ａ-非常用 DG室（非管理区域） 

V214-20A ＲＣＷ Ａ‐中央制御室冷凍機入口弁 廃棄物処理建物 地上２階 中央制御室送風機室（非管理区域） 

V214-38A ＲＣＷ Ａ‐ＦＰＣ熱交冷却水入口弁 原子炉棟 地上３階 ＦＰＣ熱交換器室前通路（管理区域） 

V214-52 ＲＣＷ Ａ‐ＡＨＥＦ供給配管止め弁 原子炉建物付属棟 地上１階 Ａ－ＲＣＷポンプ熱交換器室（非管理区域） 

V214-53 ＲＣＷ Ａ‐ＡＨＥＦ戻り配管止め弁 原子炉建物付属棟 地上１階 Ａ－ＲＣＷポンプ熱交換器室（非管理区域） 

V214-67A Ａ－ＲＣＷサージタンク出口弁 原子炉建物付属棟 地上２階（非管理区域） 
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添付資料 1.5.8 

手順のリンク先について 

 

最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等について，手順のリンク先を

以下に取りまとめる。 

 

1．1.5.2.4 その他の手順項目について考慮する手順 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）手順 

＜リンク先＞ 1.4.2.2(2)a.(a) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

電源復旧後の発電用原子炉からの除熱 

1.4.2.3(2) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）によ

る発電用原子炉からの除熱  

・残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）手順 

＜リンク先＞ 1.6.2.1(2)a.(a) 残留熱除去系電源復旧後のサプレッショ 

ン・プール水の除熱 

1.6.2.2(2)a.(a) 残留熱除去系電源復旧後のサプレッショ

ン・プール水の除熱 

1.6.2.3(1) 残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却

モード）によるサプレッション・プール水の除

熱 

・格納容器フィルタベント系及び残留熱代替除去系を用いた原子炉格納容器

内の減圧及び除熱手順 

＜リンク先＞ 1.7.2.1(1)a. 格納容器フィルタベント系による原子炉格

納容器内の減圧及び除熱 

1.7.2.1(1)b. 残留熱代替除去系による原子炉格納容器内 

の減圧及び除熱 

1.7.2.1(2)a. 格納容器フィルタベント系による原子炉格

納容器内の減圧及び除熱（現場操作） 

・可燃性ガス濃度制御系による原子炉格納容器内の水素濃度制御手順 

＜リンク先＞ 1.9.2.1(2)ｃ．可燃性ガス濃度制御系による原子炉格納容器

内の水素濃度制御 

・輪谷貯水槽（西）を水源とした水源から接続口までの大量送水車による送

水手順 

＜リンク先＞ 1.13.2.1(6)a. 輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）

を水源とした大量送水車による送水 

1.13.2.2(2)a. 輪谷貯水槽（東１）又は輪谷貯水槽（東２）
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から輪谷貯水槽（西１）又は輪谷貯水槽（西

２）への補給 

1.13.2.2(2)b. 海から輪谷貯水槽（西１）又は輪谷貯水槽

（西２）への補給 

 

・非常用交流電源設備，常設代替交流電源設備として使用するガスタービン

発電機又は可搬型代替交流電源設備として使用する高圧発電機車による

残留熱除去ポンプ，電動弁，中央制御室監視計器類への電源供給手順並び

に常設代替交流電源設備として使用するガスタービン発電機，可搬型代替

交流電源設備として使用する高圧発電機車，非常用交流電源設備，可搬式

窒素供給装置，大量送水車及び大型送水ポンプ車への燃料補給手順 

＜リンク先＞ 1.14.2.2(1) 代替交流電源設備による給電 

1.14.2.3(1)a. ガスタービン発電機又は高圧発電機車によ

るＳＡロードセンタ及びＳＡコントロール

センタ受電 

1.14.2.5(1) ガスタービン発電機用軽油タンク又はディー

ゼル燃料貯蔵タンクからタンクローリへの補

給 

1.14.2.5(2) タンクローリから各機器等への給油 

1.14.2.6(1) 非常用交流電源設備による給電 

・操作の判断及び確認に係る計装設備に関する手順 

＜リンク先＞ 1.15.2.1 監視機能喪失 

1.15.2.2 計測に必要な電源の喪失 
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